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本報告書（以下「本書」という。）において、「ウエストパック」、「当行グループ」、「ウエストパック・グループ」、

「当行」とは、ウエストパック・バンキング・コーポレーション（オーストラリア事業番号（「ABN」） 33 007 457 141）及

びその子会社を指す（ただし、これらが明確にウエストパック・バンキング・コーポレーションのみを指している場合を除

く。）。

 

別段の記載がある場合を除き、本書に記載の「豪ドル」又は「ドル」は、オーストラリア・ドル（本書では豪ドルと記す。）

を指すものとする。別段の記載がある場合を除き、本書において便宜上記載されている日本円への換算は、１豪ドル＝88.3845

円の換算率（2017年９月29日現在のブルームバーグの発表にかかる豪ドルと米ドルの仲値（買い呼び値と売り呼び値の平均

値）と、米ドルと日本円の仲値の双方を横断的に計算することにより算出した値）により計算されている。

 

本書中の表で計数が四捨五入されている場合、合計は計数の総和と必ずしも一致しない。

 

本書において言及されるウェブサイトに含まれるか、又は当該ウェブサイトを通じて入手可能な情報は、本書の一部を成すも

のではない。ただし、当行が当該情報を参照することにより本書の一部を成す旨を明確に表明している場合を除く。本書にお

けるウェブサイトへの言及は、そのすべてが文脈上の言及であり、あくまで参考情報に過ぎない。

 

将来予想に関する記述の開示

本有価証券報告書には、米国1934年証券取引所法の第21条Eの意味する範囲内の「将来予想に関する記述」が含まれている。

将来予想に関する記述とは過去に起こった事実ではない事項に関する記述を意味する。かかる将来予想に関する記述は、本有

価証券報告書のあらゆる箇所に見られ、当行の事業及び経営、市況、経営成績及び財政状態状況に対する当行の意図、意見、

又は現時点の予測に関する記述が含まれている（将来的な貸倒引当金に関する記述及び特定の債務者向けの財政支援を含むが

これに限定されない。）。将来予想に関する記述を明示するため、「予定である」、「なり得る」、「期待する」、「意図す

る」、「求める」、「であろう」、「するべきである」、「可能性がある」、「継続する」、「計画する」、「見込む」、

「推定する」、「考える」、「可能性」、「リスク」及び「目的とする」といった用語又はこれらに類似する表現が使用され

ている。当該将来予想に関する記述は、将来的な出来事に対する当行の現在の見解を反映しており、これらは、当行にとって

多くの場合制御不能である、変更、特定のリスク、不確定要素、及び仮定の対象であり、経営陣が将来的な発展及びそれらの

当行に対する潜在的な影響に関する期待及び意見に基づき形成したものである。将来的な発展が当行の期待どおりである保証

はなく、また、かかる将来的な発展の影響が予想されたものであるとは限らない。実際の成績は、以下のあらゆる要素（ただ

し、これらを含むがこれらに限定されない。）の結果によって当行の期待と大幅に異なる可能性がある。

・法律、規制、課税、又は会計基準若しくは会計慣行、並びに、とりわけ流動性、レバレッジ及び資本要件に関する政府政

策の影響及び変更

・監督機関による調査、訴訟、罰金、刑罰、規制又はその他の監督機関により課せられる条件（当行による法律（金融犯罪

法等）、規制又は規制政策の不遵守によるものを含む。）

・当行のレピュテーションの悪化をもたらす可能性のある内部及び外部事象

・サイバー攻撃を含む情報セキュリティーの侵害

・当行の技術の信頼性及び安全性、並びに技術システムの変化に関連するリスク

・オーストラリア及び国際的な金融システムの安定性及び金融市場における混乱、並びにそれらの結果当行又はその顧客若

しくは取引先が被る損失又は事業への影響

・資金調達、株式及び資産市場における不安定な状況を含む市場ボラティリティー

・資産、クレジット又は資本市場における不利な市況

・当行又はそのスタッフの行動、言動又は慣行

・当行の信用格付け又は信用格付機関が使用するメソドロジーの変更

・インフレの水準、金利、為替レート、並びに市場及び金融の変動
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・市場の流動性及び投資家の信頼

・オーストラリア、ニュージーランド及び当行又はその顧客若しくは取引先が事業を展開するその他の国における経済状

況、消費者の消費、貯蓄及び借入れ動向の変化、並びに当行の市場シェア、利鞘及び手数料を維持又は拡大し、費用を抑

制する能力

・当行が事業を行う地域及び事業分野における競争の影響

・新商品及び新サービスの時宜を得た開発及び採用、並びにかかる商品及びサービスの顧客にとっての全般的な価値の認識

・内部処理、システム及び従業員を含む、当行のリスク管理方針の有効性

・当行の保険事故の発生及びその重大性

・当行又はその顧客若しくは取引先が事業を行う国における環境的変化（気候変動によるものを含む。）又は外部事象の発

生・当行の無形資産の価値の変動

・当行又はその顧客若しくは取引先が事業を行う主要な市場における政治的、社会的又は経済的な状況の変化

・事業の拡大及び新規事業の統合に加え、多様化又はイノベーションを伴う戦略的意思決定の成功

・その他当行にとって制御不能な要素

上記のリストは網羅的ではない。当行の将来予想に関する記述に影響するその他の特定の要素については、第一部　第３　４

「事業等のリスク」を参照のこと。当行に関する判断を行う際に、将来予想に関する記述を当てにする場合、投資家及びその

他の者は、前述の要素、並びにその他の不確定要素及び事象につき慎重に検討すべきである。

当行は、本有価証券報告書提出後において、新たな情報、将来的な出来事又はその他により、本有価証券報告書に記載される

いかなる将来予想に関する記述をも更新する義務を負わない。
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第一部 【企業情報】

第１ 【本国における法制等の概要】

１ 【会社制度等の概要】

 

(1) 【提出会社の属する国・州等における会社制度】

(a) 一般条項

オーストラリア連邦は、1901年１月１日、ニュー・サウス・ウェールズ、ビクトリア、クイーンズランド、

サウス・オーストラリア、ウェスタン・オーストラリア及びタスマニアの６つの英国植民地が連邦制国家とし

て統合され、国家連合として成立した。当行は、連邦制度の中で営業する企業としてオーストラリア連邦法

（「連邦法」）及び当行が営業している州及び特別地域の法律（「州法」）の適用を受ける。オーストラリア

の会社法の大部分は、2001年会社法（連邦）（Corporations Act 2001）（「会社法」）に規定されている。

連邦法は、直接・間接を問わず当行の営業の諸相に影響を及ぼしている。当行にとって当面、最も重要性の

高い連邦法の主要分野の一つは、銀行業務に関する連邦議会法である（同法については、「オーストラリアの

銀行制度とその法的基盤」の項で詳述する。）。

 

(b) オーストラリアの会社制度

(イ) 一般事項

会社法に基づき、オーストラリア国内で設立された会社は、オーストラリア証券投資委員会

（Australian Securities and Investments Commission）（「ASIC」）に登録すること（さらに、公開会

社であればその設立関係の文書を預託すること）を要する。

会社法の主要規定の概略は下記のとおりである。かかる規定の一部は一定の種類の管理会社には適用さ

れていない。

1998年７月１日までは、2001年７月に会社法に受け継がれた旧会社法（Corporations Law）に基づき、

会社の設立にあたっては、設立発起人が基本定款といわれる会社の根幹を成す証書（「基本定款」）に署

名を付して同意することを要していた。基本定款には、とりわけ、会社の名称、授権株式資本額、株式資

本の一定額の株式への分割、並びに株主の有限責任が明記されていた。

旧会社法は一定の会社に対し、付属定款（「付属定款」）の作成を要求していた。付属定款において

は、会社の内部経営管理に関する規定が設けられていた。付属定款では、会社の事業、業務行為及び権

利・権能、並びに株主、取締役その他の役員及び従業員の権利・権能に関する規定を定めることができ

た。ただし、付属定款の規定は、一般法及び基本定款に反することはできなかった。
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1998年７月１日より、既存会社の基本定款及び付属定款は会社の規約となった。1998年７月１日現在に

存在する会社は、基本定款及び付属定款を規約として引き続き用いるか、会社法に規定されている一連の

「代替規則」を採用するかのいずれかを選ぶことができる。適切と考えられる場合において基本定款及び

付属定款を廃止するときには、株主総会における株主による特別決議の可決をもって行わなければならな

い。代替規則は、かかる規則が会社の規約における規定によって代替又は修正されない限り、会社に適用

される。会社は、代替規則の一部又は全部を採用するか、会社の特定のニーズを満たす規則を独自に設定

するかのいずれかを選ぶことができる。ただし、一部の規則は会社法の通常規定として「公開会社」に適

用され、会社の規約によって代替又は修正することはできない。

会社法は、特定の場合を除き、会社と取引関係を有する者は、かかる会社が設立に関する文書に規定さ

れる権限の範囲内で行動しているとみなしてよい旨定めている。さらに、会社の役員若しくは代理人と取

引をする者は、かかる役員若しくは代理人が行使した権限及び果たした役割は、その権限及び役割をかか

る役員及び代理人が有しているとみなしてよい旨定めている。

多くの会社及びその他の事業体（当行を含む。）は、会社法によって、取引内容及び財務状況並びに業

績を正確に記録し説明する会計帳簿を作成することを義務づけられている。また、会計年度ごとに以下を

構成内容とする年次財務報告書を作成しなければならない。

(a)　財務書類（損益計算書、包括利益計算書、貸借対照表、持分変動計算書及びキャッシュ・フロー

計算書）

(b)　財務書類注記

(c)　取締役会の財務書類及び注記に関する宣言

財務報告書は監査を受け、その会計年度の財務報告書について監査報告書を取得しなければならない。

大多数の会社及びその他の事業体（当行を含む。）は、会社法に明記された様々な一般事項及び特定事

項を記載した取締役会の報告書も作成しなければならない。この報告書には、特に、会社の主な事業活動

の内容及び事業活動の性質の著しい変動、宣言された又は推奨された配当額、会社の事業の概況及びその

会計年度の業績、会計年度末以降に発生した事象で、会社の事業、実績又は状況に影響し又は著しく影響

しうるもの、及び将来の会計年度において予想される展開を全て記載しなければならない。

会社は、株主に以下を入手可能にすることにより報告しなければならない。

(a)　その会計年度の財務報告書、取締役会の報告書及び財務報告書に関する監査報告書の写し

(b)　一定の条件に従い、会社法の要件に準拠した書式で作成したその会計年度の要約書類

会社法に基づき、当行は、以下の報告を行わなければならない。

(a)　ASICに対しては会計年度末より３か月以内

(b)　会社の株主名簿に氏名が記載されている全ての株主に対しては

(ⅰ) 定時株主総会より21日前又は

(ⅱ) 会計年度末より４か月後

のいずれか早い方まで。
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取締役は、定時株主総会の前に終了した最終会計年度の年次財務報告書、取締役会の報告書及び監査報

告書を定時株主総会にて提出しなければならない。

 

(ロ) 株主総会

会社法に基づき、公開会社は、少なくとも各暦年に１回、年度末より５か月以内に年次株主総会を開催

しなければならない。これを定時株主総会という。定時株主総会の主な機能には、当行の年次財務報告

書、取締役会の報告書及び監査報告書の検証、取締役の選任、監査人の選任並びに監査人の報酬の決定が

含まれる。

 

(ハ) 運営及び経営

取締役の会社を経営する権能（及びその権能に対する制限事項）は、通常、規約に定められている。

かかる権能は、取締役会の取締役に与えられている。個々の取締役の場合は取締役会決議により同取締

役に付与された範囲内、マネージング・ディレクターの場合は規約により同取締役に付与された範囲内で

会社のために行為する権限を有する。

通常は規約によって、取締役に対し、会社の経営についての独占的な権限が与えられているが、次の事

項については、株主が最終的な承認を行うことができる。

・取締役に対し権能を付与している規約を、特別決議（決議について投票を行う資格を有し、会社法に

基づいて通知が送付されている株主の75パーセント以上の議決権を得た決議）によって変更すること

・株主がその承認しかねる行為を行った退任取締役を再選しないこと、又は、公開会社の場合かかる取

締役の解任を株主総会において決議すること

 

(c) オーストラリアの銀行制度とその法的基盤

オーストラリアの銀行制度は、現在、オーストラリア準備銀行（Reserve Bank of Australia）、当行を含

む全国規模で営業を展開している主要銀行４行、多数の小規模な銀行、専門開発銀行数行並びに子会社及び支

店の形態で営業を展開している多数の外国銀行で構成されている。当行は、連邦法、主に1959年銀行法

（Banking Act 1959）（「銀行法」）に基づいて経営を行っている。

多数の非銀行系金融機関も金融サービスを提供している。主としてこれらの機関は短期金融会社及び金融会

社（いずれも大手の外資系を含む。）、農業・牧畜金融会社、開発金融会社、信用組合及び建築組合（住宅用

貸付及び消費者金融を行う。）、生命保険会社、退職（年金）基金並びに抵当権付住宅ローン融資金融機関で

ある。
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(d)監督及び規制

当行は、オーストラリアにおいて、オーストラリア金融監督局（Australian Prudential Regulation

Authority）（APRA）、オーストラリア準備銀行（Reserve Bank of Australia）（RBA）、オーストラリア証

券投資委員会（Australian Securities and Investments Commission）（ASIC）、オーストラリア証券取引所

（Australian Securities Exchange）（ASX） 、オーストラリア競争・消費者委員会（Australian

Competition and Consumer Commission）（ACCC）及びオーストラリア取引報告分析センター（Australian

Transaction Reports and Analysis Centre）（AUSTRAC）の６つの主要機関の監督及び規制を受けている。

APRAは、オーストラリアの金融サービス業界の健全性規制機関であり、銀行、信用組合、建築組合、損害保

険会社、再保険会社、生命保険会社、民間健康保険会社、共済組合、並びに退職（年金）業界の大部分を監督

している。APRAの役割には、APRAが監督する金融機関が締結する金融契約が、あらゆる合理的な条件下におい

て、安定した、効率的かつ競争的な金融システムにおいて履行されることを保証する目的で設定された健全性

基準及び慣行の確立と執行を行うことが含まれる。APRAは、新たに提案された銀行の執行役員の説明責任体系

（Banking Executive Accountability Regime）案に基づき、新たなかつ強化された権限を有することが見込

まれている。更なる情報については、第一部　第２　３　(2)　(b)「主な変更事項」を参照のこと。

当行は、ADIとして、自己資本比率、大型エクスポージャー、信用度及び流動性に係る健全性に関する情報

をAPRAに対して報告する。認可を受けている退職年金基金の保険者及び受託者であるオーストラリアにおける

当行の子会社もAPRAの規制の対象となっている。報告は、協議、立ち入り検査及び対象調査によって補完され

ている。また、当行の外部監査人は、銀行業務に関する一定の法定及び規制上の要件の遵守状況その他預金者

及びその他の利害関係者の利益を著しく損なう可能性があると考えられる事項について報告する義務を負う。

オーストラリアのリスク・ベース自己資本比率規制ガイドラインは、バーゼル銀行監督委員会（Basel

Committee on Banking Supervision）（BCBS）が合意した手法に基づいている。当該手法にはその後国家の裁

量権が適用され、その結果、オーストラリアの資本要件はより厳格となる。第一部　第３　１ （d）「バーゼ

ル資本協定」を参照のこと。

RBAは、金融政策、金融システムの安定維持並びに支払システムの安全性及び有効性の強化に責任を負って

いる。RBAは、金融市場に積極的に関与しており、オーストラリアの外貨準備高の管理、オーストラリア紙幣

の発行を行い、またオーストラリア政府の政府銀行としての役割を果たしている。

ASICは、金融セクター内のオーストラリア企業及び消費者保護に関する国内監督機関である。ASICの主要責

任は、消費者、投資家及び債権者の保護を目的として会社、消費者金融、金融市場及び金融商品・サービスに

関する法律の規制及び執行を行うことである。金融サービスについては、消費者保護を通じて、預金受入取

引、損害保険、生命保険、退職年金、退職貯蓄口座、有価証券（株式、社債及び投資運用など）及び先物取引

並びに財務アドバイスに関連する法律を執行する権限を行使して、公平性・透明性を強化させている。ASIC

は、オーストラリア国内の免許を受けた市場での取引及び取引の参加者に対する監督に責任を負っている。現

在、ASICの既存の権限を強化し、ASICに商品介入権限を与える旨の提案がなされている。更なる情報について

は、第一部　第２　３　(2)　(b)「主な変更事項」を参照のこと。
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ASXは、上場企業により発行される証券の取引を行うためのオーストラリア国内第一市場を運営する。当行

の証券の一部（当行の普通株式を含む。）はASXに上場しているため、当行は、2001年会社法に基づく法的根

拠を有するASX上場規則を遵守する義務を負う。ASXは、ASX上場規則に従って上場企業の監督を行うこと、並

びに市場、清算及び決算の参加者によるASX業務規則の遵守を監視及び執行することについて責任を負ってい

る。ASXは、現在、BBSWのベンチマーク管理機関でもある。

ACCCは、オーストラリアにおける反競争的行為及び不公平な市場慣行並びにM&Aの規制及び禁止を行う監督

機関である。ACCCの広範な目標は、競争力、公正取引、消費者保護及び商品の安全性の強化をオーストラリア

の経済にもたらすために、2010年競争・消費者法（Cth）（Competition and Consumer Act 2010 (Cth)）（訳

注：「Cth」は、「コモンウェルス（Commonwealth）」を意味する。以下同じ。）及び関連する法律を統括す

ることである。ACCCの機能は、ASIC（金融サービス担当）並びに不公正取引に関する各々の法令を統括する

オーストラリアの州及び準州の消費者センターの消費者保護業務も補完している。

「主要銀行４行」方針と呼ばれるオーストラリア政府の現在の方針は、銀行セクターにおける競争を適切な

水準に保つために主要銀行は４行以上存在しなければならないとしている。1998年金融セクター（株式保有）

法（Cth）（Financial Sector (Shareholdings) Act 1998 (Cth)）によれば、金融セクターの特定の会社の株

式のうち15パーセント超を取得しようとする事業体はオーストラリア政府の財務大臣の承認を受けなければな

らない。

外資企業によるオーストラリアの銀行の株式の買収計画については、オーストラリア政府の外国投資政策に

服し、必要な場合、オーストラリアの1975年外資による資産買収・企業買収法（Cth）（Foreign

Acquisitions and Takeovers Act 1975 (Cth)）に基づくオーストラリア政府の承諾が必要となる。詳細につ

いては、後記「(e) 当行の証券保有者に影響を与える制限事項」を参照のこと。

AUSTRACは、会計報告主体（当行を含む。）が、2006年マネーロンダリング防止及びテロ資金対策法（Cth）

（Anti-Money Laundering and Counter-Terrorism Financing Act 2006 (Cth)）、並びに1988年金融取引報告

法（Cth）（Financial Transaction Reports Act 1988 (Cth)）の要件を遵守するよう監督を行っている。

これらの要件には以下のものが含まれる。

・顧客の特定及び監視を行うためのプログラム及びマネーロンダリング及びテロ資金対策に関するリスクを

管理するためのプログラムを実施すること

・不審事項、一定の値以上の取引（threshold transactions）及び国際的な資金振替に関する指示について

報告を行うこと

・年次コンプライアンス報告書を提出すること

AUSTRACは、オーストラリアの連邦法執行機関、国家安全保障機関、福祉機関及び歳入代理店、また、対応

する国際的な機関に対して財務情報を提供している。
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(e) 当行の証券保有者に影響を与える制限事項

下記のオーストラリアの法律は、オーストラリアの非居住者又は非市民が当行の株式を保有、所有又は選択

する権利に制限を課す。すべての制限は、米国における当行の預託機関が発行した、ADSを表章する米国預託

証券（ADR）の保有者に対しても適用される。

 

1975年外資による資産買収・企業買収法（Foreign Acquisitions and Takeovers Act 1975）

一定の基準を満たす外国人によるオーストラリア企業の株式の買収は、1975年外資による資産買収・企業買

収法（Cth）に基づき、（外国投資審査委員会を通じて）オーストラリア財務大臣に通知されなければなら

ず、また、同法に基づき異議がない旨の通知を取得しなければならない。本法は、外国人（相互に関係する外

国人により組織される企業又はグループを含む。）による、オーストラリア企業の発行済株式の20パーセント

以上の保有、又は総議決権の20パーセント以上を支配する能力をもたらすあらゆる買収に適用される。加え

て、本法は、外国政府投資家がオーストラリア企業について総議決権又は所有権の10パーセント以上（又は外

国政府投資家が取締役の任命権等の支配権要素を取得する場合は当該持分）を買収する場合に適用される。本

法は、上記の買収を行うことを計画する全ての個人に対して、まず初めに財務大臣にかかる計画について報告

を行うことを義務付けている。異議がない旨の通知が行われていないにもかかわらず上記の買収が既に発生し

ており、財務大臣が、当該買収がオーストラリアの国益に反すると考える場合、資本の引上げを命じる権限を

有する。

 

1998年金融セクター（株式保有）法（Financial Sector (Shareholdings) Act 1998）

1998年金融セクター（株式保有）法（Cth）は、当行を含むオーストラリアの金融セクター企業における株

式保有に対して制限を課している。本法により、個人又は法人は、オーストラリア財務大臣による事前の承認

を取得することなく、金融セクター企業一社において15パーセントを超える「株式持分」を保有してはならな

い。金融セクター企業における一人の個人又は一社の株式持分は、当該企業におけるその者の議決権及びその

者の連携者の議決権の総計により算定される。議決権の概念は広く定義されている。財務大臣は、国益に資す

ると判断する場合には、上記よりも高い株式持分の比率を承認する場合もある。

また、金融セクター企業一社における個人の株式持分が、15パーセントの制限を超えない場合であっても、

財務大臣は、当該の者が金融セクター企業の「事実上の支配力」を保有すると認定し、その者に対して当該支

配力の放棄又は当該企業における株式持分の減少を要求する権限を有する。
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2001年会社法（Corporations Act 2001）

2001年会社法（Cth）は、個人又は法人による当行の議決権株式における関連持分の取得によって、当該個

人又はその他の者が当行の株式のうち20パーセントを超える議決権を行使する権限を有することになる場合、

そのような取得を禁止しているが、かかる規制には一定の例外も存する。さらに、会社法に基づき、当行株式

の大量保有を開始又は終了する者、あるいは既に当行株式の大量保有を行い、かかる保有持分の少なくとも１

パーセントを移動させる者は、当行及びASXに対して通知を行い、所定の特定情報（氏名又は名称、住所及び

当行の議決権株式における関連持分の詳細を含む。）を提供する義務を負う。かかる通知は、その者がかかる

特定情報を認識してから通常２営業日以内に行わなければならない。

ある者又はその者の連携者が関連持分を保有する当行の議決権株式に属する総議決権が、当行の全ての議決

権株式に属する議決権総数の５パーセント以上である場合、その者は、株式の大量保有を行っているとみなさ

れる。「連携者」及び「関連持分」の概念は、会社法において非常に広く定義されており、投資家はこれらの

範囲につき自ら検討することが要求される。一般的には、下記の場合に関連持分を保有しているとみなされ

る。

a.　その者が当該株式の保有者である場合

b.　その者が当該株式に属する議決権を行使する権限又はその行使を支配する権限を有する場合

c.　その者が当該株式の処分権限又は処分権限の行使を支配する権限を有する場合

関連持分が僅少であるか、あるいはどのように生じたかは問題とはならない。２名以上の者が上記権限のい

ずれかを共同で行使することができる場合、各人が当該権限を有しているとみなされる。権限又は支配力が明

示であるか黙示であるか、公式であるか非公式であるか、単独行使可能か他者との共同により行使可能かとい

う点は問題とならない。

 

米国預託株式（ADS）に関する契約

預託機関のザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン、当行及びすべてのADSの保有者の間で随時締結され

る預託契約がある。当行のADS保有者は、前述のオーストラリアの非居住者又は非市民が当行の株式を所有す

る権利又はそれについて投票する権利に課される制限に服する。ADS保有者は、預託契約により、ADS及び関連

する普通株式の保有能力並びに当該ADS及び関連する普通株式に対して利害を有するその他の人物及びその利

害の性質に関する情報の提供に関する当行からのあらゆる要請に応じることを求められる。
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(2) 【提出会社の定款等に規定する制度】

(a) ウエストパック・バンキング・コーポレーション：法人格の変更

当行は、一般的な会社法がオーストラリアにはなかった当時、ニュー・サウス・ウェールズ州議会により特

別法案として可決されたザ・バンク・オブ・ニュー・サウス・ウェールズ法（The Bank of New South Wales

Act）に基づいて1850年に設立された。2002年８月23日、当行は、2001年会社法（Cth）に基づく株式公開会社

として登録された。

当行の法人格を会社法に基づく会社に変更する手続の一環として、株主は、2000年12月15日に開催された当

行のAGMにおいて新たな定款を採択し、定款は2002年８月23日から施行された。当該定款はその後、2005年12

月15日、2007年12月13日及び直近では2012年12月13日に株主により改正された。

 

(b) 当行定款

当行の定款には、当行の事業目的が記載されていない。会社法に基づく会社として当行は、オーストラリア

国内外において独立の法的能力及び権限を有し、株式の発行及び消却、社債の発行、株主への財産分配（現物

支給又はその他の方法による）、未払込資本の請求による担保の提供、当行の財産への企業担保の設定及び法

律により許可される範囲でその他の行為を行う権限を含め法人としての全ての権限を有する。

会社法に基づき、種類株式の発行条件に別段の規定がない限り、当行の種類株式の発行条件は、当行の特別

決議によって、かつ、当該種類株式における議決権の４分の３以上を保有する株主の書面による同意か、当該

種類株式の保有者による別個の会議において可決された特別決議をもってのみ変更し又は取消すことができ

る。

オーストラリアの全ての企業には、各々にオーストラリア会社番号（「ACN」）という９桁のID番号が割り

当てられており、公開文書、適格流通証券及び社印にこれを記載しなければならない。さらに、事業体は、

オーストラリア事業登録簿（Australian Business Register）への登録を申請し、オーストラリア事業番号

（「ABN」）という11桁の識別番号を取得することもできる。オーストラリアの企業については、ABNの最後の

９桁がそのACNと同一となる。ABNは、ACNの代わりに文書に引用される場合がある。

当行のACNは、007 457 141で、ABNは、33 007 457 141である。

以下は、当行定款の重要な条項をまとめたものである。

(イ) 株式の発行

定款では、株式の発行について、以下の取締役の管理下で行うよう定められている。

(a)　いかなる者に対しても随時かついかなる条件でも株式を発行又は処分することができ、かつかか

る株式に対して、配当受領権、議決権、払戻資本受領権等を問わず取締役会が適当と判断する優

先権、劣後権又はその他の特別権若しくは制限を付することができる取締役会

(b)　いかなる者に対してもストック・オプション又は新株予約権を随時かつ適当と判断する対価と引

換えに付与することができる取締役会

(c)　端株が発生した場合にその取扱い方法について決定権を有する取締役会
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ただし、いずれの場合も会社法、ASX上場規則及び株式又は種類株式の株主に付与されている特別権に

よる規制を受けるものとする。

当行は、非全額払込株式を発行することができる。

当行は現在、ウエストパック業績連動型制度（WPP）、最高経営責任者業績連動型制度（CEOPP）及びウ

エストパック長期奨励金制度（LTI制度）を含む各種の従業員持株制度に基づく全額払込済普通株式に関

するオプション及び新株引受権を発行している。

WPP、LTI制度及びCEOPPの下で、適格従業員は株式を取得する新株引受権を受けることができる。オプ

ションは2009年に付与されたのが最後である。

上記の従業員持株制度に基づき発行されたオプションの行使価格は、勤務期間開始時の当行株式の市場

価格に基づいて設定されるが、新株引受権の行使価格はゼロである。LTI制度及びCEOPPの下で発行される

業績連動型新株引受権及び業績連動型オプションは、その権利が確定し権利行使可能となる前に充足しな

ければならない業績要件に服する。WPPの下で発行される業績要件を課さない新株引受権及びオプション

は、サービスを基準とした権利確定条件のみに服する。

 

(ロ)  株式の払込請求

取締役は、

(a)　未払込金が指定期日になっても支払われない場合、株主に対しその払込みを請求することができ

る。

(b)　株式の分割払込みを請求することができる。

(c)　払込請求を解除又は延期することができる。

当行定款に基づいて、非全額払込株式を保有する株主は、払込みの期日及び場所が記載された通知を30

営業日前までに受領した場合、その株式に対して払込請求がなされた金額を所定の期日及び場所で当行に

支払わなければならない。株式に関して支払請求がなされた金銭の支払期日までの払込みがない場合、支

払義務者は、支払いが履行されるまでの期間について取締役会が当行定款に基づいて決定する利率（又は

かかる決定がなされない場合は、年率10パーセント）による利息を支払わなければならない。取締役会

は、かかる利息の全部又は一部の支払いを免除することができる。株主が、支払請求された払込金又は分

割払込金の支払を支払期日に行わなかった場合、取締役会は、その後いつでも、払込請求分又は分割払込

金の一部が未払いの間、当該株主に対してかかる未払込金及びこれに対する利息がある場合にはその金

額、また株主からの支払いがなかったことにより生じた全ての費用の支払いを請求する通知を行うことが

できる。かかる払込請求通知に基づいて払込がなされていない株式は、通知により請求された払込がなさ

れる前であれば、取締役会決議によりいつでも失権させることができる。会社法に従って、これにより失

権した株式は、取締役会が適当と判断する者にかつ、取締役会が適当と判断する条件で売却、再発行又は

処分することができる。
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払込請求の対象となっており払込期日を経過しているが、払込みを行っていない株式を有する株主は、

株主総会において議決権を有さない。当行が解散する場合において当行の資産が負債の返済額に満たない

ときには、株主は、各々が保有する株式につき未払込金があればこれを限度として責任を負うものとす

る。

 

(ハ)  株主の配当等受領権等

普通株式の株主は、その株式について当行の取締役により決定された配当を随時受ける権利を有する。

未請求の配当は、請求がなされる又は未請求金に関する法律に従って処理すべきことが要請されるまで、

当行の利益のために当行の取締役会がその適切な判断により投資することができる。

当行の定款に基づき、配当は当行の利益から支払われる。さらに、会社法に従って、配当が宣言される

直前において、当行の資産がその債務を上回っており、かつかかる超過額が配当の支払いに十分である場

合でなければ、当行は配当金を支払ってはならない。また、当該支払いは、当行の株主に対して公正かつ

合理的なものでなければならず、当行の債権者に対して支払いを行う能力を大幅に損なうものであっては

ならない。

会社法、当行定款、配当について特別権を付された株式を有する株主（もしあれば）の権利及び株式へ

の異なる発行条件又は申込条件に従い、当行の取締役は、配当の支払いの有無を決定し、金額及び支払時

期を設定し、また当行からの、場合によっては配当受領権を有する株主の指示により、当該株主に対する

支払又は振込を決定することができる。

配当が未請求のまま返還された場合、当行は、通常、1959年銀行法（Cth）に基づいてかかる金額を未

請求金として７年間保管しなければならない。当該期間が終了しても当該株主からの請求がない場合は、

当行は、各年の３月31日までに、オーストラリア証券投資委員会に対し、前年の12月31日現在の未請求金

を含む年次未請求金を返還しなければならない。かかる支払を行った時点で、当行は、かかる金額に関す

る債務を弁済したものとみなされる。

当行の取締役は、配当支払前に、当行の取締役会の裁量で利益の適正な利用という目的に充当するため

準備金として妥当と判断する金額を当行の利益から積み立てることができる。当行の取締役は、配当とし

て分配すべきでないと判断する利益の残高を準備金に移管せずに繰越利益とすることができる。

下記の制約が、当行の配当の宣言・支払権限について適用される。

(ⅰ)　配当の支払が、当行に適用される自己資本比率規制又はその他APRAの規制（資本保全バッファー

を含む。）に違反する又は違反の原因となる場合。現在、かかる規制の一つとして、連続した前

12か月間において分配された当行の株式に関するその他の全ての配当（もしあれば）及びより上

級の資本商品に関する支払を考慮した結果、当該配当の支払により、配当総額が、その連続した

前12か月間の当行の監査済連結財務書類に反映される当行の税引後利益を超えることが明らかに

なった場合には、APRAの事前の同意なく配当の支払いを行ってはならないとされている。

(ⅱ)　1959年銀行法（Cth）に基づいて当行に対してAPRAから配当不払の指示がある場合

(ⅲ)　配当の宣言又は支払を行うことにより当行が支払不能になる状態を招く場合
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(ⅳ)　利息の支払、配当、償還関連の支払又は当行グループが発行する特定のその他Tier１証券に係る

その他の分配が、かかる証券の条件に従って支払われなかった場合、当行は、普通株式に係る配

当を宣言及び／又は支払うことを制限される可能性がある。当該制限は、複数の例外に服する。

 

(ニ)  株式の譲渡

当行の株式は、ASX上場規則及び当行定款に従って以下の場合に譲渡することができる。

a)　CHESSの名称で知られる電子株式登録・譲渡システムにより承認された株式については、当該シス

テムに適用される規則に従って譲渡が可能である。

b)　通常の様式又は当行の取締役会が許可したその他の様式による証書によって譲渡可能である。

c)　市場性のある有価証券については、会社法、オーストラリア証券取引所の上場規則及びCHESSシス

テムが認めており、かつ当行の取締役が承認したその他の譲渡方法によって譲渡可能である。

当行の取締役会は、ASX上場規則により認められた場合、当行の株式の譲渡を防ぐため又は譲渡登録を

拒絶するための措置を講ずることができる（ASX上場規則によりその義務がある場合は、当該措置を講じ

なければならない。）。この場合、取締役会は、株式の保有者、譲受人及び株式仲介人がいれば、それら

に対して拒絶する旨を書面にて通知しなければならない。取締役会は、譲渡又はそれに関連する取引に不

正行為の疑いがない限り、登録することを拒絶する通知を送付してから12か月以内に要求がある場合に

は、差し入れられている株式を当該預託人に返還しなければならない。

 

(ホ)  株主名簿

主たる株主名簿はシドニー市に備置かれ、地域株主名簿はニュージーランドのオークランドに備置かれ

ている。

 

(へ)  株主総会

当行定款によれば、当行の取締役会は、適当と判断する時にはいつでも当行の株主総会を招集し開催手

続を行うことができ、また、会社法及びASX上場規則によりその旨要求されている場合はその義務を有す

る。会社法によれば、当行の取締役会は、株主総会において投じることができる議決権のうち５パーセン

ト以上を有する株主によって要求された場合には当行の株主総会を招集し、開催手続を行わなければなら

ない。株主総会において議決権の５パーセント以上を有する株主は、自費で当行の株主総会を招集し、開

催手続を行うこともできる。

当行の株主総会に関する招集通知は、総会の28日前までにこれを行わなくてはならない。また、書面に

よる通知は、株主総会に出席し、議決を行う権利を有する全ての株主に対して発送しなければならない。

すべての普通株主は、株主総会に出席する権利を有し、当行定款及び会社法に従って当行の株主総会で議

決を行うことができる。
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当行の全額払込済普通株式を保有する株主は、株主総会（特別株主総会を含む。）において、挙手投票

の場合においては１個の議決権を、投票による場合においてはその保有する全額払込済普通株式１株につ

き１個の議決権を有する。

 

(ト)  取締役

当行定款の第9.11条（a）に基づき、重大な個人的利害関係に係る事項の開示及びこれに対する投票に

関して会社法を遵守することを条件に、当行の取締役は、

a.　監査人を除く当行の役職を務めることができる。

b.　当行が発起した又は当行が何らかの利益を有するその他の企業、会社、信託又は事業体の役職を務

めることができる。

c.　当行と契約又は約定を締結することができる。

d.　当行の過去又は現在の従業員又は取締役、若しくはこれらの扶養家族若しくは関係者のための協

会、団体、基金、信託又は組織に参加することができる。

e.　監査人を除く当行のための専門職（又は専門業務を提供する会社の構成員）として役割を果たすこ

とができる。

f.　取締役会のいかなる会議、決議又は決定にも参加、投票できるとともに定足数の人数として計算さ

れ、取締役会が議事を審議する会議に出席することができる。

当行定款の第9.11条（b）に基づき、取締役は、取締役としての信認関係にかかわらず上記事項を行う

ことができ、これにより

a.　取締役が利得する直接又は間接的な利益につき当行に対して説明責任を負わず、かつ

b.　契約又は約定の有効性に影響しない。

ただし、取締役会で審議される議案について重大な個人的利害関係を有する取締役は、会社法に基づ

き、その他の取締役により当該取締役が出席し、投票できることを決議しない限り、又はASICにより当該

取締役の出席及び投票について許可することが宣言されない限り、当該議事が審議されている間当該取締

役会に出席することができず、当該議事に関して投票を行うこともできない。これらの制約は、取締役の

利害関係が、会社法第191条(2)に定められている限られた以下の事項に関する場合には適用されない。

a.　取締役が当行の株主であるという理由で発生しており、他の株主と同じようにこれを有する場合

b.　当行の取締役として支給される取締役の報酬に関連して発生する場合

c.　当行が締結しようと提案している契約で、株主の承認を必要とし、株主により承認されなかった場

合でも当行に義務を負わせない契約に関係する場合

d.　単に取締役が保証人である、又は当行からの借入（又は申し入れのあった借入）の全部又は一部に

ついて補償又は担保を提供しているという理由で発生する場合

e.　単に取締役が上記（d）で言及される保証又は補償に関連して代位権を有するという理由で発生す

る場合
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f.　当行の役員としての職務につき負担する取締役の債務を保証している又は保証する契約に関連する

場合。ただし、当該契約により、当行あるいは関連企業が保証人とならない場合に限る。

g.　会社法により許可される一定の補償又は当該補償に関する契約について、当行又は関連企業からの

支払に関連する場合

h.　関連企業との契約、又は関連企業のために若しくはその代理で締結した契約があり又は契約が提案

されており、単に取締役が当該関連企業の取締役であるという理由で発生する場合

ある特定の議事について、取締役の利害関係の理由により取締役会が定足数に達しない場合は、当該議

事を検討するために株主総会を招集することができ、利害関係のある取締役はかかる取締役会の議決の必

要性により議案について投票する資格を与えられる。

当行定款の第9.7条に基づき、当行の非業務執行取締役に支給される年間報酬総額の上限額は、株主に

より承認されなければならない。当該年間報酬総額は、取締役会が随時決定する方法により各非業務執行

取締役に支給される。取締役が個人的に重要な利害関係を有している事項について、出席及び投票するこ

とは禁止されているが、取締役の報酬は、会社法第191条に規定されるその例外の一つに当たる。

 

 (チ)  取締役、秘書役及び従業員に対する補償

当行定款によれば、当行は、法令により禁止された場合を除き、当行及び当行の各関連会社（認可を受

けた証券取引所に上場している関連会社を除く。）の各取締役及び各会社秘書役、当行及び当行の子会社

（認可を受けた証券取引所に上場している子会社を除く。）の各従業員並びにオーストラリア金融サービ

ス免許に基づいて当行の完全子会社の担当マネジャーを務める各個人に対して、（場合によって）取締

役、会社秘書役、従業員又は担当マネジャーとして各人がその職責において負担した全ての債務（法務費

用に係る債務を除く。）、及び上記の者がその職責のために当事者として法的手続（民事、刑事、行政又

は調査目的であるかを問わない。）に対して防御又は抵抗するために（あるいはそれ以外で当該手続に関

連して）負担した全ての法務費用を補償する。

本書に記載の各取締役及び当行の各会社秘書役は、上記の補償を受ける権利を有する。

2000年度定時株主総会において株主による承認を得て、当行は、各取締役との間で、当行の定款におい

て定められるのと同一の条件での補償を含む、アクセス及び補償に関する証書（Deed of Access and

Indemnity）を締結した。

当行は、2009年９月、当行定款に定める補償と同一の補償を下記の役職を担う個人に対して提供する捺

印証書を作成した。

・法定役員（当行の取締役を除く。）

・当行の完全子会社の取締役及びその他の法定役員

・当行が捺印証書に記載の条件及び契約上の補償方針に基づき承認した、その他の会社の取締役及び法

定役員
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当行の関連法人の従業員の一部、並びに当行及び関連法人の経営陣もまた、現在、2009年９月付けの捺

印証書と同様の条件を有する2004年11月に締結された捺印証書の対象となっている。

さらに、当行定款では、以下の場合を除き、法令で認められる範囲において、その職務につき負担する

法務費用を含む全ての債務について、当行又は関連法人の現在又は過去の取締役又は会社秘書役を被保険

者とする契約の保険料を支払うこと又は支払いに合意することが認められている。

・当行が法令により保険料を支払う又は支払いに合意することが禁じられている場合

・当行が保険料を支払うことによって契約が法令により無効とされる場合

2009年９月付けの捺印証書に基づき、当行は、当行の取締役及び当行の完全子会社の取締役に対し、取

締役・役員向け保険を提供することにつき合意した。

当行グループは、2017年９月30日に終了する年度において、当行が上記に定める補償に基づいて支払わ

なければならない金額を特定の場合において賠償する保険を付保した。かかる付保は、当該保険によって

提供される補償の限度を含むがこれに限定されない、当該保険において規定される条件に服している。保

険証券では、支払われる保険料及び被保険債務の内容の開示が禁じられている。

 

(リ)  当行の外部監査人

会社法に従って、当行は、その定時株主総会において、個人又は会社を監査人として任命しなければな

らない。当該監査人は、死亡、解任若しくは退任するまで、又は会社法に基づく監査人として行為できな

くなるまで監査人を務める。当行の監査人が不在の場合、当行はこれを補完する個人又は会社を任命しな

ければならない。

 

(ヌ)  当行の会計

会社法に基づき、当行は、

(a)　正確にその取引内容、財務状態及び業績について記録、説明し、

(b)　真実かつ公正な財務書類を作成及び監査ができる

会計帳簿を作成しなければならない。

当行は、会計年度ごとに財務報告書及び取締役会の報告書を作成することを義務づけられている。財務

報告書には、とりわけ損益計算書、包括利益計算書、貸借対照表、持分変動計算書及びキャッシュ・フ

ロー計算書が含まれなければならない。財務報告書は会計年度ごとに会社法に基づく監査を受け、監査報

告書を取得しなければならない。

当行の会計方針については、第一部　第６　１「財務書類」を参照のこと。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

 17/538



２ 【外国為替管理制度】

 

オーストラリアの法律は、オーストラリアの非居住者を当事者とする様々な支払い及び取引を管理・規制

し、又はその管理・規制を許可している。数々の免除、許可及び認可に基づき、オーストラリアから非居住者

への送金又は投資に対する一般的な規制はない。ただし、オーストラリアの外国為替管理は所定の国、法人及

び個人について随時実施されており、現時点では以下のものが含まれる。

(ⅰ)　送金又は配当（フランキング前である場合）若しくは利息の支払に係る源泉徴収税

(ⅱ)　2011年自主制裁法（Autonomous Sanctions Act 2011）及び2011年自主制裁に関する規則

（Autonomous Sanctions Regulations 2011）に基づきオーストラリア外務貿易省（DFAT）が課す金

融制裁で、とりわけ、外務大臣の事前承認のない、以下にかかげる個人又は法人に対して行われ、

それらの者の指図によって行われ、又はそれらの者を代理して行われる送金又は支払に関連する取

引に対する制裁

・　旧ミロシェビッチ政権の関係者及び1990年代前半のバルカン戦争における戦犯として起訴され

た又は容疑をかけられた個人

・　ジンバブエにおける民主主義、人権の尊重及び法の支配を著しく損なう活動に従事する個人又

は法人

・　朝鮮民主主義人民共和国の大量破壊兵器プログラム又はミサイル・プログラムとの関係を有す

る特定の個人又は法人

・　イランの核又はミサイル・プログラムに貢献した又は貢献している特定の個人又は法人

・　リビアの旧カダフィ政権との関係を有する特定の個人及び法人

・　シリア政権を支持するか又はシリアにおける人権侵害に関与している特定の個人及び法人

・　ウクライナの主権及び領土の保全に対する脅威に貢献したか又はそれに加担した個人

(ⅲ)　以下を含むDFATが履行する、国際連合安全保障理事会（国連安保理）の経済制裁

・テロリスト資産凍結体制

1945年国連憲章法（Charter of the United Nations Act 1945）及び2008年国連憲章（資産取引）

規則（Charter of the United Nations (Dealings with Assets) Regulations 2008）に従って、

外務大臣がオーストラリア連邦の官報においてテロリストとして指定した個人又は法人の資金、金

融資産又は経済的資源を利用又は取引することは禁じられている。かかる個人又は法人に対して資

産を融通することも犯罪行為である。

・国別の制裁措置

1945年国連憲章法及び関連規則に基づき、国連安保理の経済制裁が導入されている。国連安保理が

指定する国家との関係を有する特定の個人又は法人の資金、金融資産又は経済的資源を利用又は取

引することは禁じられている。また、かかる個人又は法人に対して資産を融通することも犯罪行為

である。
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３ 【課税上の取扱い】

 

下記の税務に関する検討は、単なる概要の記述であり、完全な技術的分析又は当行株式の日本の実質保有者

に対するオーストラリア及び日本のすべての税効果を列挙することを意図するものではない。同検討は、現在

有効な法律、規則及び決定に基づいており、オーストラリア及び日本の法律の改正の影響を受ける。税務は複

雑な法分野であり、保有者の税効果は、保有者がおかれる特有の状況によっては本解説において詳述されたも

のとは異なる可能性がある。その場合、保有者は、当行の株式の保有者であることによる税効果について自分

自身で別途税務上の助言を求めるべきである。

 

(1) オーストラリアの課税

　以下の議論は、資本勘定に株式を保有する株主に対する、普通株式（ADSを含む。）の所有及び処分に関する

オーストラリアの税務上の取扱いについての概要である。こうした議論は、本書及び所得に対する租税に関す

る二重課税の回避及び脱税の防止のためのオーストラリアと日本国との間の条約（Convention between

Australia and Japan for the Avoidance of Double Taxation and the Prevention of Fiscal Evasion with

respect to Taxes on Income）（「租税条約」）の日付現在において施行されている法律に基づいており、同

日以後におけるオーストラリア法又は日本法の改正及び租税条約の変更に服する。

　こうした議論は、概要を説明することのみを目的としており、普通株式の保有及び処分に関してオーストラ

リア及び日本の税務上の取扱いを受ける可能性の全てを完全に分析したものではない。各投資家の具体的な税

務ポジションにより、その投資家に適用されるオーストラリア及び日本の所得税上の取扱いが決定されるた

め、投資家は普通株式の保有及び処分の税務上の取扱いに関して各々の税務顧問に相談することが望まれる。

 

(a) 配当に対する課税

オーストラリアの配当金帰属課税制度に基づき、法人段階で支払われるオーストラリアの税金は、当該法人

が株主に対して支払った配当に対する株式帰属方式税額控除（インピュテーション・クレジット（フランキン

グ・クレジットという場合もある。））によって株主に帰属（あるいは配分）される。かかる配当は、「フラ

ンキング済配当（franked dividend）」と称される。オーストラリアの居住者である個人株主がフランキング

済配当を受領する場合には、当該株主は、その納付すべきオーストラリアの所得税と相殺することができるフ

ランキング・クレジットを限度として、税額の相殺を受ける。オーストラリアの居住者である株主は、一定の

場合においては、超過フランキングの還付を受けることができる場合がある。配当のフランキングの程度は、

一般に会社が配当実施時に利用可能なフランキング・クレジットに左右される。したがって、株主に支払われ

る配当は、全部又は一部がフランキングされているか、あるいは全部フランキングされていない場合がある。
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非居住者である株主に支払われる全額フランキング済配当については、オーストラリアの配当に係る源泉所

得税が免除される。非居住者である株主に支払われる配当のうち、全額のフランキングが済んでいないものに

ついては、（二重課税条約により軽減されない限り）フランキングされていない部分につき30パーセントの税

率で配当に係る源泉徴収税が課せられる。租税条約の恩恵を受けることができ、配当を有利に受領することが

できる日本の居住者の場合、適用される租税条約に基づき税率は10パーセントまで引き下げられる。ただし、

当該株式が、非居住者がオーストラリアで事業を行ううえでの媒体となっている又は個人的にサービス提供を

行っているオーストラリアの恒久的施設又は非居住者の固定の拠点との間に実質的な関連を有するものでない

場合に限る。オーストラリアにおいて恒久的施設又は固定の拠点を有する日本の居住者で、支払われる配当が

かかる恒久的施設又は固定の拠点に帰属する場合、配当に係る源泉徴収税が課されることはない。当該配当は

純額ベースで課税され、フランキングが行われる場合、税控除の対象となる可能性がある。

非居住者である株主に支払われる全額フランキング済配当及び配当に係る源泉徴収税が適用されている配当

については、更なるオーストラリアの所得税は課せられない。株主は、フランキング・クレジットの恩恵を受

けることができない可能性がある。こうした規則の適用は、株式保有期間及び当該株主がその株式保有につき

「リスクに晒される」程度等、株主自身の状況に左右される。

 

(b) 株式譲渡損益

一般的に、オーストラリア居住の株主が当該株式を処分する際に獲得するキャピタル・ゲインは、キャピタ

ル・ゲイン税の課税の対象となる。しかしながら、株主がトレーダー若しくは投機家とみなされた場合、又は

営利目的で投資業務を行っているとみなされた場合、利益が経常利益として課税される可能性がある。

オーストラリア居住の個人、トラスト又は年金基金が12か月以上保有する株式に係るキャピタル・ゲインに

対しては税率の引き下げが適用される可能性がある。税率の引き下げは、個人又はトラストについては二分の

一、年金基金については三分の一である。会社はキャピタル・ゲイン税の税率引き下げの対象とはならない。

1999年９月21日以前に取得した株式については、異なる基準のキャピタル・ゲイン算定方法が適用され、定数

方式が使用可能である。

このように算出されたキャピタル・ゲインには、通常の所得税率が適用される。キャピタル・ロスはキャピ

タル・ゲインとのみ相殺することができる。キャピタル・ロスの超過分は、将来のキャピタル・ゲインと相殺

するために繰り越すことができる場合がある。一般的に、オーストラリアの公開会社の株式を譲渡する、当該

株式を資本勘定に保有する非居住者は２つの例外を除き、オーストラリアの所得税が免除される。主な例外

は、以下のとおりである。

・オーストラリアの恒久的施設を介して行われる取引又は事業の一環として保有されている株式。この場合

は、譲渡益に対して通常の税金が課せられる。損失は、キャピタル・ロスをもたらすか、その他控除可能

となる可能性がある。
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・株式会社に関して株主及びその関係者が当該会社の株式の10パーセント以上及びオーストラリアの不動産

権で構成される当該会社の資産の50パーセント超を譲渡時に（又は譲渡前24か月のうち少なくとも12か月

間）保有するもの（当行に該当する可能性は低い。）。この場合は、キャピタル・ゲイン税が課せられ

る。

 

(2) 日本の課税

支払われた配当についてオーストラリアの源泉徴収税が課される日本の実質株主は、租税条約第25条第１項

に基づく租税控除を受けることができる。

日本における当行株式に関する日本の課税の詳細については、第一部　第８　２ （4）「配当等に関する課

税上の取扱い」を参照のこと。

 

４ 【法律意見】

 

当行のグループ法務・戦略投資部長（代理）キャスリーン・ウォードより、以下を確認する法律意見が提出さ

れている。

・当行は、オーストラリア連邦法及びニュー・サウス・ウェールズ州法に基づく株式公開会社として適法に

設立されかつ有効に存続しており、有価証券報告書（第八号様式）に記載されている資産を保有し、その業

務を遂行するための完全な権限を有していること。

・有価証券報告書（第八号様式）に記載の当行株式について、2017年９月30日現在で、普通株式

3,394,364,279株は、適法に授権され有効に発行済かつ全額払込済であること。

・有価証券報告書（第八号様式）に記載のオーストラリア連邦法及びニュー・サウス・ウェールズ州法に関

する記述は、全ての重要事項につき真実かつ正確なものであること。
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第２ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

下表は、オーストラリアの会計基準（「AAS」）に準拠して作成された、最近５会計年度に係る主要な経営指

標等の推移を示したものである
1
。

 
９月30日に終了した年度 2017年 2016年 2015年 2014年 2013年

純業務収益
(業務費用及び減損費用控除前)

(百万豪ドル)
2

21,802 20,985 21,642 19,937 18,595

税引前利益 (百万豪ドル)
2 11,515 10,644 11,416 10,740 9,772

ウエストパック・バンキング・
コーポレーション所有者に帰属する

当期純利益 (百万豪ドル)
2

7,990 7,445 8,012 7,561 6,751

株主持分及び非支配株主持分合計

(百万豪ドル)
2 61,342 58,181 53,915 49,337 47,537

発行済かつ全額払込済普通株式数

(百万株)
2 3,394 3,346 3,184 3,109 3,109

純資産額 (百万豪ドル)
2 61,342 58,181 53,915 49,337 47,537

資産合計 (百万豪ドル)
2 851,875 839,202 812,156 770,842 701,097

普通株式等Tier１資本比率(％) 10.56 9.48 9.50 8.97 9.10
Tier１比率 (％) 12.66 11.17 11.38 10.56 10.65
総自己資本比率 (％) 14.82 13.11 13.26 12.28 12.25
普通株式１株当たり配当金
(豪セント)

188 188 187 182 174

普通株式１株当たり中間配当金
(豪セント)(普通株式１株当たり配
当金に含まれる)

94 94 93 90 86

普通株式１株当たり特別配当金
(豪セント)

- - - - 20

基本的１株当たり利益 (豪セント) 238.0 224.6 255.0 242.5 217.2
希薄化後１株当たり利益

(豪セント)
3 179.8 217.8 248.2 237.6 212.5

配当性向 (％)
4 79.28 84.19 73.39 74.68 79.71

従業員合計

(フルタイム相当)(人)
5 35,096 35,580 35,484 36,596 35,894

1　会計上の分類が変更された場合、又は会計方針の変更が遡及的に適用された場合、比較数値が変更され、従前に報告され

た実績と異なることがある。

2　上記の2017年度、2016年度及び2015年度の損益計算書からの抜粋、並びに2017年度及び2016年度の貸借対照表からの抜粋

は、本書の連結財務書類に基づくものである。上記の2014年度及び2013年度の損益計算書からの抜粋、並びに2015年度、

2014年度及び2013年度の貸借対照表からの抜粋は、従前において公表された財務書類に基づくものである。

3　全額払い込み済みの発行済普通株式の加重平均株式数が、対価なしに発行される希薄化効果のある潜在的普通株式の転換

により調整され、希薄化効果のある潜在的普通株式の配当に関する利益が調整された後の、基本的１株当たり利益に基づ

き算出されている。

4　特別配当金を除き、自己株式につき調整されている。

5　フルタイム相当従業員には、常勤及びパートタイム社員（按分ベース）、所定時間外社員、臨時社員及び契約社員が含ま

れる。
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２ 【沿革】

 

当行は、1817年に設立された、オーストラリアで最初の銀行である。当行は、1850年にニュー・サウス・

ウェールズ州議会の法に基づき、「バンク・オブ・ニュー・サウス・ウェールズ（Bank of New South

Wales）」として設立された。当行の商号は、1982年にオーストラリア商業銀行との合併に伴い、「ウエスト

パック・バンキング・コーポレーション（Westpac Banking Corporation）」に変更された。2002年８月23日、

当行は、オーストラリアの2001年会社法（Cth）（「会社法」）に基づいて株式公開会社として登録された。

 

３ 【事業の内容】

 

(1) 会社の目的

当行の定款には、当行の事業目的が記載されていない。会社法の規制を受ける会社として、当行は、オース

トラリア国内外において独立の法的能力及び権限を有し、また、株式の発行及び消却、社債の発行、株主間で

の財産分配（現物支給又はその他の方法による。）、未払込資本の請求による担保の提供、当行の財産への浮

動担保の設定、並びに法律により許可される範囲におけるその他の行為を行う権限を含め、法人としてのすべ

ての権限を有している。

 

(2) 事業の内容

(a) 概要

当行は、オーストラリアにおいては４大銀行組織の一つであり、ニュージーランドにおいても最大手の銀行

組織の一つである。当行は、これらの市場において、消費者
1
向け、企業向け及び機関投資家向けの銀行サー

ビス及び資産管理サービス等の幅広い銀行・金融サービスを提供している。

当行は、オーストラリア、ニュージーランド、アジア及び太平洋地域の全域に支店、関連会社及び連結会社

2
を有し、世界の重要な金融センターの数箇所に支店及び事務所を有している。

2017年９月30日現在、当行の時価総額は1,080億豪ドル
3
であり、資産合計は8,520億豪ドルであった。

当行グループは、資本配分の枠組みの更新を完了した。当該更新により、各部門が保有する資本の規制上の

自己資本の要件の遵守状況がさらに改善された。部門別の業績は、2016年度について2017年度の業績と比較で

きるようにするために修正再表示されている（当行グループの報告事業セグメント及び資本配分の変更に関す

る開示については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記２を参照のこと。）。

当行は、以下の５つの主要な顧客対面型事業部門の下で報告を行っている。

・コンシューマー・バンク（CB）：全ブランドにつきオーストラリアにおけるすべての消費者顧客との関係

に責任を負う。

・ビジネス・バンク（BB）：全ブランドにつきオーストラリアにおけるすべての企業顧客及び商業顧客との

関係に責任を負う。
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・BTファイナンシャル・グループ（オーストラリア）（BTFG）：当行グループの資産管理、保険及びプライ

ベート・バンキング業務に責任を負う。

・ウエストパック・インスティテューショナル・バンク（WIB）：機関投資家顧客及び法人顧客との関係、

並びにアジア及び太平洋地域を含む当行グループの国際事業について責任を負う。

・ウエストパック・ニュージーランド：ニュージーランドのすべての顧客セグメントについて責任を負う。

当行グループ事業には、財務部門、グループ・テクノロジー部門及びコア・サポート部門が含まれる。
 

　

1　消費者は、当行の商品及びサービスを利用する個人と定義され、事業体は含まれない。

2　2017年９月30日現在の当行の重要な連結会社の一覧については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記35を参照の

こと。

3　2017年９月30日現在の、オーストラリア証券取引所（「ASX」）における当行の普通株式の株価終値に基づいている。

 

ⅰ. コンシューマー・バンク

コンシューマー・バンク（「CB」）は、ウエストパック、セント・ジョージ、バンクSA、バンク・オブ・メ

ルボルン及びRAMSのブランドの下、オーストラリアにおける消費者顧客向けの販売及びサービスを担う。業務

は、専門のコンシューマー・リレーションシップ・マネジャーの特別チーム並びに支店、コール・センター及

びATMの広範なネットワークを通じて行われている。顧客に対しては、様々なインターネット／モバイル・バ

ンキング・ソリューションによる支援も提供されている。また、CBは、資産管理及び為替を含む一部の金融

サービス及び商品に係る販売及びサービスについてBTFG及びWIBとも全面的に協力している。当該商品からの

収益の大部分は、当該商品のオリジネーターにおいて留保される。

 

ⅱ. ビジネス・バンク

ビジネス・バンク（「BB」）は、オーストラリアにおける零細企業、中小企業及び商業顧客（最大で約150

百万豪ドルの融資枠を有する事業者をいう。）向けの販売及びサービスに責任を負う。同部門は、ウエスト

パック、セント・ジョージ、バンクSA及びバンク・オブ・メルボルンのブランドの下で運営されている。顧客

には、その借入れ、支払い及び取引上のニーズを支援するバンキング及び金融に関連する各種商品及びサービ

スが提供される。さらに、キャッシュ・フロー・ファイナンス、貿易金融、自動車及び設備金融、不動産金融

並びに財務について専門家によるサービスも提供されている。同部門は、自動車ローンを有する消費者顧客に

ついても責任を負う。BBは、企業年金、外国為替及び金利ヘッジ等の一部の金融サービス及び商品に係る販売

及びサービスについてBTFG及びWIBとも全面的に協力している。当該商品からの収益の大部分は、当該商品の

オリジネーターにおいて留保される。
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ⅲ. BTファイナンシャル・グループ（オーストラリア）

BTファイナンシャル・グループ（オーストラリア）（「BTFG」）は、当行グループのオーストラリアにおけ

る資産管理及び保険部門であり、幅広い関連サービスを提供している。BTFGのファンド管理業務には、投資商

品、退職年金商品、退職商品、資産管理プラットフォーム、プライベート・バンキング、マージン・レンディ

ング及びエクイティ・ブローキングの組成及び販売が含まれる。BTFGの保険業務は、生命保険、損害保険及び

抵当権付住宅ローン貸付保険の組成及び販売をその対象とする。同部門は、特定の損害保険商品の組成につい

て第三者も起用している。あらゆる保険分野のリスクを管理するにあたり、同部門は、外部の保険会社を起用

して特定のリスクの出再保険を行っている。BTFGは、幅広い資産管理、ファンド管理及び財務アドバイスのブ

ランドを展開し、個人向け資産管理業務と保険についてウエストパック、セント・ジョージ、バンク・オブ・

メルボルン及びバンクSAの銀行ブランドの下で事業を行っている。

2017年度において、当行は、BTインベストメント・マネジメント・リミテッド（「BTIM」）に対する出資分

を売却し、出資割合を29パーセントから10パーセントに低下させた。同事業は、これまで持分会計によって会

計処理されていたが、当該売却により、同事業は売却可能投資として反映されることとなった。BTIM株式の売

却益は、下記のBTFGの現金利益の業績に含まれていない。

 

ⅳ ウエストパック・インスティテューショナル・バンク

ウエストパック・インスティテューショナル・バンク（「WIB」）は、オーストラリア及びニュージーラン

ドに関係性を有する商業顧客、法人顧客、機関投資家顧客及び政府顧客に対して幅広い金融商品とサービスを

提供している。WIBの業務は、トランザクション・バンキング、金融市場及び債券資本市場、特別資本並びに

オルタナティブ投資ソリューションに関する専門知識を有する、業界関係・専門家向け商品の特別チームを通

じて行われている。顧客は、オーストラリア並びにニュージーランド、米国、英国及びアジアにおける支店と

子会社を通じたサポートを受けている。WIBはまた、現在、フィジー及びパプア・ニューギニアにおいて各種

バンキング・サービスを提供しているウエストパック・パシフィックについても責任を負う。WIBは、より複

雑な財務上のニーズの充足（為替や確定利付証券に係るソリューションを含む。）について当行グループのす

べての部門と全面的に協力している。
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ⅴ. ウエストパック・ニュージーランド

ウエストパック・ニュージーランドは、ニュージーランドの消費者、企業及び機関投資家顧客に対するバン

キング商品、資産管理商品及び保険商品の販売及びサービスを担う。当行は、ニュージーランドの銀行業務

を、ニュージーランドにおける２つの銀行、すなわちニュージーランドにおいて設立されたウエストパック・

ニュージーランド・リミテッド、及びオーストラリアにおいて設立されたウエストパック・バンキング・コー

ポレーション（ニュージーランド支店）を通じて行っている。ウエストパック・ニュージーランドは、北島・

南島の両島における広範な支店及びATMのネットワークを通じて運営されている。企業及び機関投資家顧客に

は、顧客関係及び専門家向け商品のチームを通じたサービスも提供される。バンキング商品は、ウエストパッ

クのブランドの下で提供されているが、保険商品及び資産管理商品は、それぞれウエストパック・ライフ及び

BTのブランドの下で提供されている。ウエストパック・ニュージーランドは、独自のインフラ（テクノロ

ジー、運営及び財務を含む。）も維持している。

 

ⅵ. 当行グループ事業

当該セグメントは、以下から構成される。

・財務部門は、当行グループのバランスシートの管理（大口資金調達、資本及び流動性管理を含む。）に責任

を負う。また、財務部門は、バランスシートに固有の金利リスク及び為替リスクの管理も行う（当行グルー

プの資産及び負債のミスマッチの管理を含む。）。財務部門の利益は、主として当行グループのバランス

シート及び金利リスク（ウエストパック・ニュージーランドを除く。）を所定のリスク限度内で管理するこ

とに由来する。

・グループ・テクノロジー部門
1
は、オーストラリア業務向けの機能から成り、テクノロジー戦略・設計、イ

ンフラ及び運営、アプリケーション開発並びに事業統合に責任を負う。

・オーストラリアにおける銀行業務、不動産サービス、戦略、財務、リスク、コンプライアンス、法務及び人

事といった、中央で実施される機能から成るコア・サポート部門
2
。

・当行グループ事業には、部門に割り当てられない資本に係る利益、当行グループの事業セグメントの業績の

発表を容易にする、特定のグループ間取引に関する会計項目、非中核資産の売却益、当行グループのフィン

テック投資に関連する利益及び費用並びにその他中央で調達される引当金等の本店関連項目も含まれる。
 

　

1　費用の全額は、当行グループの他の部門に割り当てられる。

2　費用の一部が当行グループのその他の部門に割り当てられ、事業活動に由来する費用は、当行グループ事業において留保

される。

 

これらの事業の詳細については、事業部門別の純利益と資産合計の概要、並びに経営陣による事業部門の業

績に関する議論及び分析を含む、第一部　第３　１「業績等の概要」(v)「部門別の業績」を参照のこと。
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(b) 主な変更事項

ⅰ 当行に関する主な変更事項

認可預金受入機関（「ADI」）に対する銀行税

2017年６月23日、1,000億豪ドル以上の負債を有するADIに対して新たな税金（「銀行税」）を課す法律が成

立した。銀行税は、2017年７月１日付けで発効し、その税率は、特定のADIの負債につき年率0.06パーセント

である。銀行税には、終了日が設定されていない。

銀行税は、当行（その海外の支店を含む。）の負債に適用されるが、当行の子会社の負債には適用されな

い。さらに、銀行税は、その他Tier１資本、金融債権制度で保護された預金及びオーストラリア準備銀行

（「RBA」）の為替決済残高には賦課されない。また、当該法律は、ネットベースの金融派生商品負債の算入

と税控除の対象となる銀行税についても規定している。

銀行税により、当行は、2017年度において95百万豪ドル（税引後の影響額は66百万豪ドル）を負担し、2018

年度においては、約405百万豪ドル（税引後の影響額は約284百万豪ドル）の負担が見込まれている。

 

銀行、年金及び金融サービス業界に関する王立委員会及びその他のレビュー

2017年11月30日、オーストラリア政府は、オーストラリアの銀行及びその他の金融サービス会社による不正

行為の疑いに関連して王立委員会を設置することを発表し、要綱案を公表した。首相と財務大臣の共同声明に

よれば、当該調査においては、銀行、保険会社、金融サービス会社及び年金基金（自主運用年金基金を除

く。）による行為と、規制当局が当該不正行為を発見し、これに対応するための能力を検証するが、オースト

ラリアの銀行の財務的安定性や回復力といったその他の点は検討されない。

2016年９月16日、代議院経済常設委員会の委員長により、同委員会が４大銀行のレビュー（「議会によるレ

ビュー」）を開始したことが発表された。議会によるレビューの要綱は多岐にわたっており、その重点分野の

一つには、個別の銀行及び業界全体が他の調査（オーストラリア銀行協会（「ABA」）の行動計画に基づくも

のを含む。）において特定された問題点にどのように対応しているか、といった点が挙げられる。当行は、

2016年10月６日、2017年３月８日及び2017年10月11日に開催された議会によるレビューの公聴会に出席した。

議会によるレビューの初回の報告書は、2016年11月24日に公表され、同報告書には10の提言が含まれてい

た。

第２回目の報告書は、2017年４月21日に公表された。代議院経済常設委員会は、第２回目の報告書におい

て、初回の報告書における提言に対する支持を再表明し、オーストラリア中小企業・家内企業オンブズマンが

提言した、小企業向けのローン契約における非金銭的なデフォルト条項の撤廃を支持した。

2017年５月、オーストラリア政府は、初回の報告書における代議院経済常設委員会による10の提言のうち９

の提言を支持する意向を表明し、以下を含む当該提言の実行のための各種措置を公表した。

・銀行執行役員の説明責任体系の導入（後述）

・バンキング商品及び消費者に関するデータにつきオープン・バンキング体制を実施するにあたっての最良

のアプローチを提言するための独立レビュー
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・新たな紛争解決の枠組みの確立（金融・退職年金関連の紛争を取り扱う単独の外部紛争解決機関である

オーストラリア金融苦情対応局の設立を含む）

2016年11月29日、元老院（上院）は、元老院経済調査委員会に対し、銀行、保険及び金融サービス・セク

ターにおける消費者（小企業を含む。）保護に関する規制上の枠組みについて調査を要請した。当該調査の要

綱は、当該セクターにおける不正行為からの消費者の保護に関連する各種事項に焦点を当てたものである。ま

た、同要綱では、当該不正行為の被害者となった消費者のための補償と支援の利用可能性と適切性の検証も要

求されている。当該調査に関する報告書は、2018年上半期に公表される見込みである。

さらに、オーストラリア政府により、その他多数のレビュー（オーストラリアにおけるオープン・バンキン

グ体制の実施に係る最良のアプローチを提言するための独立レビューを含む。）が依頼されている。当該レ

ビューにおいては、銀行に対して、商品と顧客に関するデータを顧客及び第三者と共有することを要求するに

あたってのモデルと規制の枠組みの設計（共有されるデータセットの範囲、データ転送メカニズム、顧客の信

用等のリスク、プライバシー保護要件及び実施にあたっての費用等を含む。）についての助言が行われる。当

該レビューについて、2017年末までに政府に対して報告が行われる見込みである。

上記のレビュー及び調査に加え、オーストラリア競争・消費者委員会（ACCC）は、2018年６月30日までの日

程で、銀行税の影響を受ける銀行（当行を含む。）の抵当権付住宅ローンの金利設定に関する具体的な調査

（銀行税が顧客に転嫁される度合いの監視を含む。）を行っている。

当該レビュー及び調査が進展するにつれ、更なる規制や改革が生じる可能性がある。

 

銀行執行役員の説明責任体系

2017年５月、オーストラリア政府は、銀行執行役員の説明責任体系（「BEAR」）を導入する意向を表明し

た。政府は、当該体系の導入の意図を、ADIグループにおける最上級かつ最大の影響力を有する取締役及び執

行役員（BEARにおいては、「説明責任者」と称される。）の責務と説明責任の枠組みの強化であるとしてい

る。2017年10月19日、2017年改正財務省令（銀行執行役員の説明責任及び関連措置）案が議会に提出された。

当該省令案は、元老院経済法制委員会にも提出されており、同委員会は、2017年11月24日、当該省令案に関す

る報告書を公表した。同委員会は、当該省令案の施行日をその可決後12か月後まで延期した上で、議会におい

て当該省令案を成立させることを提案した。提出された省令案では、施行日は2018年７月１日とされていた

（BEARの一部規定については、経過措置が設けられる。）。BEAR施行の日程は、未だ最終決定されていない。

現在提案されている内容で同案が可決された場合、BEARには、以下を含む各種の新たな措置が含まれること

になる。

・ADI及び説明責任者に対し、説明義務を含む一連の要件を課す。

・ADIに対し、説明責任者がその職務を開始するのに先立ちAPRAに当該者を登録し、ADIグループにおける説

明責任者の職務と責務を図式化したものを保有し、これをAPRAに提供し、各説明責任者につきその職務と

責務を記載した説明責任に関する報告書をAPRAに提出する義務を課す。
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・APRAの執行権を新設し、強化する（BEARの義務に違反した説明責任者の資格剥奪権、及び（当行等の大手

ADIにつき）ADIがBEARに定める義務に違反し、かつ当該違反が「健全性事項」に関連する場合にAPRAが連

邦裁判所に対して最大210百万豪ドルの民事制裁金を請求することを可能にする新たな民事制裁金体系を

含む）。

 

生産力強化委員会によるオーストラリアの金融システムにおける競争に関する調査

2017年５月、オーストラリア政府は、生産力強化委員会による金融システムにおける競争に関する調査を公

表した。当該レビューは、金融制度調査委員会の提言による。要綱は多岐にわたっており、生産力強化委員会

は、消費者アウトカムの改善、金融システム及び経済全般の生産性と国際的な競争力の強化、並びに現在行わ

れている金融システムの改革に対する支援という観点から、またそれらと金融安定という目的とのバランスを

取りつつ、オーストラリアの金融システムにおける競争のレビューを行うことを求められている。当該レ

ビューは、2017年７月１日に開始され、生産力強化委員会は、2018年７月１日までに最終報告書を政府に提出

する予定である。

 

オーストラリア銀行協会の銀行改革プログラム及び業界イニシアチブ

2016年４月21日、ABAは、消費者の利益の保護、透明性及び説明責任の強化、並びに銀行に対する信頼と信

用の構築を意図した行動計画を公表した。

当該改革プログラムには、以下を含む多数の業界主導のイニシアチブが盛り込まれている。

・商品販売手数料と商品ベースの支払いのレビュー

・各銀行における独立のカスタマー・アドボケイトの設置

・外部の紛争解決スキームの拡大支援

・業界全体の強制的かつ「最終的な（last resort）」補償制度の確立に関する評価

・内部通報者保護の強化

・過去に不適切な行為のあった個人に業界内を移動させないための新たな情報共有プロトコルの採用

・銀行取引準則における顧客へのコミットメントの強化

・強力な規制機関としてのオーストラリア証券投資委員会（「ASIC」）の支援

2017年10月20日、ABAの行動計画を精査した独立のガバナンス専門家により、「オーストラリアの銀行業

界：イニシアチブのパッケージ」と題する第６回目の報告書が公表された。当該報告書では、銀行によるイニ

シアチブの実施は引き続き順調であり、多数のイニシアチブが実施済み又は実施段階にあると述べられてい

る。
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オーストラリア証券投資委員会（ASIC）によるエンフォースメント・レビューのタスクフォース

2016年10月19日、オーストラリア政府は、ASICのエンフォースメント・レビューのタスクフォース（「タス

クフォース」）の要綱を公表した。当該タスクフォースは、ASICの現行の規制措置（適用可能な罰則を含

む。）の適切性とその強化の必要性を評価する。

タスクフォースは、違反報告義務の枠組みの改革案を含む各種事項に関する協議を完了している。当該改革

には、報告義務が生じる場合の明確化、個人のアドバイザーと従業員による不正行為について作成される報告

書の分類の拡大、及び報告を怠った場合の罰則の強化（違反通知制度の導入を通じたものを含む。）が含まれ

ている。

タスクフォースは、特に以下に関する協議を行っている。

・ASICのライセンス付与権限の強化。これにより、申請者又はライセンシーが不適格かつ不適切な人物であ

るとみなされる場合にASICがライセンスの付与を拒否する、又はライセンスを停止若しくは取り消すため

の措置を講じることが可能になる。

・ASICが上級経営陣の金融サービス事業への従事を禁止する権限の拡大案

・法人及び金融セクターにおける不正行為に対する罰則強化案

タスクフォースは、2017年にオーストラリア政府に対し、その提言を報告予定である。

 

商品設計及び販売に関する義務並びに商品への介入権

オーストラリア政府が2016年に公表した改革パッケージの一環として、連邦政府は、金融制度調査委員会

（「FSI」）による提言の一部を前倒しで実施することを公表した（ASICに対して商品への介入権を付与し、

発行会社及び販売会社に対して新たに「原則主義的な」商品の設計及び販売に関する義務を課すことを含

む。）。

2016年12月13日、オーストラリア政府は協議文書を公表し、当該改革案に対するフィードバックを求めた。

当該協議文書に対する意見提出は2017年３月15日をもって締め切られ、法案は2018年に公表され、審議される

見込みである。

 

金融ベンチマークの改革

2016年10月、オーストラリア政府は、金融ベンチマークに関する規制の強化を意図した政策パッケージを公

表した。当該政策は、金融ベンチマーク改革に関する協議プロセスを踏まえて金融規制委員会によりオースト

ラリア政府に提言されたものである。

実施予定の政策のうち、主なものは以下のとおりである。

・ASICは、ベンチマークの管理機関及び重要なベンチマークを提示する事業体（当行を含む。）に対して執

行可能な規則を策定する権限を付与される（他の計算メカニズムが機能しない場合において、ベンチマー

クの提示を強制する権限を含む。）。

・重要なベンチマークの管理機関は、（別途免除される場合を除き）新たにASICが交付する「ベンチマーク

の管理」に係るライセンスを取得することを義務付けられる。

・金融ベンチマーク又は金融ベンチマークを決定する際に使用される金融商品（譲渡性預金等）の操作は、

特定の刑事犯罪及び民事犯罪に該当することとなる。

これらの政策は、今後６か月乃至12か月間にわたって実施される予定である。
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抵当権付住宅ローンの貸付け－規制当局によるレビュー及び規制当局への協力

APRAは、抵当権付き住宅ローンの貸付けに係る銀行の回収可能性基準に関する幅広い事項に注目しており、

公式に見解を述べている。当行は、当該分野における作業について、APRAに積極的に協力している。

抵当権付住宅ローンの分野において、ASICは、引き続きインタレスト・オンリー抵当権付住宅ローンの組成

とハイリスクな顧客グループに注目している。また、ASICは、一部の銀行（当行を含む。）による金利の変更

に関するパブリックステートメントのレビューを開始した。当行は、ASICによる当該分野のレビューにおい

て、ASICと協働している。

 

BBSWに関する訴訟

ASICは、銀行間短期取引市場とそれが銀行間取引金利（「BBSW」）の設定に与える影響についての調査を踏

まえ、2016年４月５日、オーストラリア連邦裁判所において、市場操作や不当な行為を含む特定の不正行為が

あったとして、当行に対する民事訴訟を提起した。訴訟の争点となっている行為は、2010年４月６日から2012

年６月６日の間に行われたものとされている。当行は、当該訴訟において防御活動を行っている。ASICは、当

行が2001年会社法（Cth）及び2001年オーストラリア証券投資委員会法（Cth）の複数の規定に違反した旨の判

決、不特定の金額による罰金刑、並びに当行において関連市場における取引に従事する従業員に対する総合的

なコンプライアンス・プログラムの導入命令を裁判所に対して求めている。

2016年８月、米国ニューヨーク州南部連邦地方裁判所において当行並びにオーストラリア及び世界各国の多

数の銀行に対して、BBSWに関連する不正行為があったとして、集団訴訟が提起された。当該訴訟は、初期段階

にあり、請求された損害賠償の規模は特定されていない。当行は、当該訴訟において防御活動を行っている。

 

責任ある貸付けについてASICが当行に対して提起した訴訟

2017年３月１日、ASICは、2011年12月から2015年３月までに契約され、当行のシステム上自動的に承認され

た住宅ローンに関連して、連邦裁判所において当行に対する訴訟を提起した。ASICは、当該期間における顧客

への住宅ローンの適切性を評価するにあたって当行が家計支出データ（「HEM」）のベンチマークを2009年消

費者信用保護法（Cth）（「NCCPA」）に違反する態様で利用したと主張している。2017年９月26日、ASICは、

同期間におけるインタレスト・オンリー・ローンの回収可能性の評価の態様もNCCPAに違反していたという追

加の申立てを含める形で申立書を修正した。ASICは、７件のローン申込みについて個別に申立てを行ってい

る。ASICは、当行によるHEMの利用方法に鑑みて、当行が不適切な方法で当該ローンが不適格であると評価し

ており、また当該ローン申込みのうち、インタレスト・オンリー期間のある５件のローンについては、当行が

回収可能性を評価する方法に鑑みて不当に不適格と評価されたと主張する。ASICは、刑事事件の申立てや特定

の個人に対する申立ては行っていない。当行は現在、上記の訴訟において防御活動を行っている。
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拡大を続ける助言部門に対する訴訟

2016年12月22日、ASICは、2013年から2016年の間に行われた多数の退職年金口座の統合キャンペーンに関連

して、連邦裁判所においてBTファイナンシャル・マネジメント・リミテッド（「BTFM」）及びウエストパッ

ク・セキュリティーズ・アドミニストレーション・リミテッド（「WSAL」）に対する訴訟を提起した。ASIC

は、一部のキャンペーンにおいて、顧客に対し2001年会社法（Cth）の多数の規定に違反する態様で個人向け

の助言が行われたと主張している。ASICは、申立ての焦点として15名の具体的な顧客を挙げている。BTFMと

WSALは、当該訴訟において防御活動を行っている。当該手続の審問は、2018年２月に予定されている。

 

ウエストパック・バンキング・コーポレーション及びウエストパック・ライフ・インシュアランス・サービ

シズ・リミテッドに対する集団訴訟

2017年10月12日、オーストラリア連邦裁判所において、2011年10月以降にウエストパック・バンキング・

コーポレーション、セント・ジョージ・バンク、バンク・オブ・メルボルン、バンクSA又はBTアドバイスの

ファイナンシャル・アドバイザーの助言に基づきウエストパック・ライフ・インシュアランス・サービシズ・

リミテッド（「WLIS」）が販売した保険を取得した顧客を代表して集団訴訟が提起された。当該訴訟は、WLIS

の保険契約に基づき当該顧客に対して請求された保険料に関連するものである。原告団は、とりわけ、金融ア

ドバイスの提供にあたり、当行がクラスの構成員に対する信任義務に違反しており、当該行為が受け入れ難い

ものであり、WLISが故意に当該違反に加担したと主張している。当行及びWLISは、当該訴訟において防御活動

を行っている。

 

ブレグジット

2017年３月29日、欧州連合（「EU」）条約の第50条に基づき、英国首相は、欧州委員会に対してEUからの離

脱の意向を通告した。当該通告により英国のEU離脱について交渉する２年間の交渉期間が開始された。

当行の事業及び業務は、主にオーストラリアとニュージーランドにおいて行われているため、英国のEU離脱

によって当行が直接的に重大な影響を被る可能性は低いものとみられる。しかしながら、ブレグジットが金融

市場、国際経済及び世界の金融サービス業界に与える影響を予想することは依然として困難である。

 

法人税率の引下げ

2017年５月11日、オーストラリア政府は、今後10年間にわたって、年間総売上高の基準値を踏まえてすべて

の会社の法人税率を30パーセントから25パーセントに段階的に順次引き下げる法案を議会に提出した。法案が

現時点の内容のまま可決された場合、2023年７月１日以降に当該恩恵を享受することができるようになり、当

行の法人税率は、27.5パーセントに引き下げられる。したがって、法人税率の引下案は、短期的には当行に重

大な影響を与えない。法人税率の引下げは、最終的には特定の証券保有者に対するフランキング済みの配当金

及び分配金に係る株式帰属方式税額控除（インピュテーション・クレジット）の価値を減少させる。
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クロスボーダー金融取引に対する課税

オーストラリア政府とニュージーランド政府は、それぞれ、クロスボーダー金融取引の課税上の取扱いに関

する経済協力開発機構（「OECD」）の提案を実行することを決定した。当該提案は、当行が発行する「ハイブ

リッド」な規制上の資本証券に関する課税上の取扱いに影響を与える可能性がある。適用免除なしで実施され

た場合、OECDの提案により、従前において発行された一部のその他Tier１資本証券について当行が負担する税

引後の費用が増加する可能性がある。なお、オーストラリア政府は、2017年12月に公開草案を発表し、議会へ

の提出は2017年12月22日を予定している。ニュージーランド政府は、草案を発表していない。

 

包括的信用調査（「CCR」）

2017年11月２日、連邦財務省は、オーストラリア政府が強制的かつ包括的な信用調査制度を、2018年７月１

日付けで法制化する旨を公表した。これにより、与信業者は、信用調査機関に対し、毎月、すべての消費者向

けオープン・クレジット勘定（クレジットカード、個人向け貸付、抵当権付住宅ローン及び自動車ローンを含

む。）に関する情報のアップデートを行うことを義務付けられる。当該公表によれば、４大銀行は、信用デー

タの50パーセントを2018年７月１日までに報告可能な状態にすることを求められる（１年後には100パーセン

トに引き上げられる。）。

当行は、CCRにより顧客の既存の負債の透明性が増し、当行の責任をもって貸付けを行う原則が強化される

と考えており、現在、CCRの実施に向けた準備を行っている。当行はまた、CCRのデータ提供及び利用を支える

データ共有手続において個人データについて最高レベルのセキュリティを確実に維持することに注力してい

る。

 

BTIM株式の売却

2017年５月26日、当行は、完全引受方式の機関投資家向け売出しにより、60百万株のBTIM株式を１株当たり

10.75豪ドルで売却した。売却完了に伴い、当行のBTIM株式の保有比率は約10パーセントに低下した。当行

は、将来において、市況が有利となった場合に現在保有するBTIM株式の残る10パーセントも売却する意向を表

明した。残る保有株式につきBTIMに通知されたエスクローの取決めに従い、BTIMの2018年度上半期の業績が開

示されるまで（2018年５月に開示予定）、当該株式の売却は行われない。

 

その他Tier１資本証券の発行

2017年９月21日、当行は、APRAの自己資本比率の枠組みに基づき、その他Tier１資本として適格である12.5

億米ドルのその他Tier１資本証券を発行した。

 

ⅱ 規制上の主な変更事項

銀行の資本に関する金融制度調査委員会（「FSI」）の提言

FSIに対するオーストラリア政府の回答により、資本に関するFSIの提言の実行に係るAPRAの行動が承認さ

れ、残りの提言の実行に関するAPRAの責任も確認された。
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2017年７月19日、APRAは、「銀行システムの回復力強化―疑いなく強力な資本比率の確立」と題する情報文

書を公表した。その公表にあたり、APRAは、当行を含むオーストラリアの４大銀行は、既存の資本の枠組みに

基づき測定されるCET１比率を「疑いなく強力」とみなされる10.5パーセント以上で維持する必要があると結

論付けた。銀行は、2020年１月１日までにかかる新たなベンチマークの充足を求められている。

「疑いなく強力な資本比率」を創出するためのAPRAによる資本基準の施行には、プルーデンス政策の枠組み

の変更（国際的なバーゼルⅢ改革の完了を含む。）も含まれる。

APRAは、資本の枠組みの変更は、業界に対して10.5パーセントのベンチマークを上回る更なる増資を要求す

るものではないと示唆している。変更の詳細（商品レベルを含む。）は、依然として不透明である。

APRAは、2018年に資本の枠組みの変更案に関する協議文書の公表を予定していることを発表し、当該協議文

書の公表後、健全性基準の草案について協議し、当該新たな枠組みは2018年において発効し、これに伴って

2019年に最終的な健全性基準が公表されるとした。新たな枠組みは、2021年初頭の発効が見込まれている。

リスクベース資本比率に加え、APRAは、以下を含む他の主要なFSIの提言を実行する可能性がある。

・ADIのリスクベース資本要件を補強するレバレッジ比率の導入。APRAは、四半期ごとのレバレッジ比率の

開示を要求しているが、同比率は、まだ最低要件としては採用されてはいない。

・以下に記載するその他の損失吸収能力の枠組みの実施。

 

その他の損失吸収能力を含む破綻処理計画及びAPRAによる危機管理権限

FSIの提言に対応する形で、オーストラリア政府も危機管理に関する更なる改革に同意した。2017年８月、

財務省は、APRAの危機管理権限を強化する法案を公表した。当該法案は、2017年10月に議会に提出された。当

該法案は、2017年11月16日に元老院経済調査委員会に付託され、同委員会は、2018年２月９日までに報告を行

う予定である。当該改革の目的は、預金者の利益を保護し、かつ金融システムの安定性を維持するために金融

機関の秩序ある破綻処理を促進するにあたってのAPRAの権限を強化することである。また、当該改革により、

APRAが破綻処理計画に関する措置（規制対象の事業体及びそのグループが破綻に向けて周到な準備を確実に行

うための措置を含む。）を講じる能力が強化される。

世界情勢と足並みをそろえる形で、APRAがオーストラリアの４大銀行（当行を含む。）についてその他の損

失吸収能力の枠組みを確立する可能性もある。当該枠組みの目的は、銀行の秩序ある破綻処理を促し、納税者

の負担を最小限に抑制することである。なお、APRAは、追加の損失吸収能力について協議文書を未だ公表して

いない。
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マクロ・プルーデンス規制

2014年12月以降、APRAは、抵当権付住宅ローン貸付を対象としたマクロ・プルーデンス政策を実施してお

り、これらはオーストラリアにおける貸付けの実施に引き続き影響を与えている。当該政策には、投資用不動

産向け貸付の増加を10パーセント未満に制限し、回収可能性評価における保守的傾向の度合いを引き上げるこ

とが含まれる。

2017年３月31日、APRAは、当該措置に加え、ADIに対してインタレスト・オンリー規定のある抵当権付住宅

ローンの貸付けを新規の抵当権付住宅ローンの30パーセント以下に抑えるよう求めた。APRAはまた、ADIに対

し、ローン・ツー・バリュー・レシオが80パーセント超のインタレスト・オンリー・ローンの取扱高につき厳

格な内部制限を課すよう求めた。

当行は、上記の上限を達成するための措置（投資用不動産向けローン及びインタレスト・オンリー・ローン

に対する差別化された金利の導入、LVRが80パーセント超のインタレスト・オンリー・ローンの取扱高の制限

（限度額引上げ、インタレスト・オンリー期間の延長及び切替えを含む。）、インタレスト・オンリー・ロー

ンから元本・金利の返済に切り替える顧客に係る返済切替手数料の廃止、及び持家向けインタレスト・オン

リー・ローンの外部（他の金融機関）への借換えの禁止を含む。）を実施している。インタレスト・オンリー

の抵当権付住宅ローンは、2017年９月30日に終了した四半期において、新規の抵当権付住宅ローン貸付の26

パーセントに相当した（2017年９月30日現在の当行のオーストラリアにおける抵当権付住宅ローンのポート

フォリオ全体の46パーセントに相当）。

 

ⅲその他の規制上の変更事項

安定調達比率

2016年12月20日、APRAは、流動性に関する健全性基準の改定版（「APS 210」）を公表した。健全性基準に

は、資産に係る長期的な資金調達を促し、資産と負債のデュレーションの一致を強化することを目的とした手

法である安定調達比率（「NSFR」）要件が含まれている。改定版APS 210（NSFRを含む。）は、2018年１月１

日以降に適用が開始される。2017年度において、当行は、2018年１月１日以降のNSFRの導入に向けた措置の実

施を継続した。APRAの直近の指針に基づくと、2017年９月30日現在の当行の推定NSFRは、2018年１月１日以降

に要求される水準を上回っていた。
　

OECD共通報告様式

OECDは、共通報告様式（「CRS」）規則を制定したが、これは、CRS参加国間における顧客の税法上の居住地

と金融口座に関する情報の自動的な交換を意図したものである。

CRSにより、当行グループは、全顧客の税法上の居住地に関する情報を収集・確認し、非居住者である顧客

の税法上の居住地及びその金融口座の詳細を、オーストラリアとの間で情報交換に関する協定を結んでいる法

域の関係当局に対して報告することを求められることとなる。

オーストラリアの他の金融機関と同様、当行は、2017年７月１日以降、税法上の居住地に関する情報の収集

を開始し、2018年７月以降は当該詳細及び関連する金融口座情報を報告する。

当行は、2017年７月１日以前に当該規則が施行された国においてCRS要件を遵守するため、その事業運営に

ついて変更を実施した。
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欧州連合一般データ保護規則

欧州連合（EU）一般データ保護規則（「GDPR」）には、2018年５月25日以降の適用が予定される新たなデー

タ保護要件が含まれる。GDPRは、EU全体で個人のデータ保護を「強化し、統合する」ことを目的としたもので

あり、現行のEUデータ保護条令に優先する。オーストラリアの企業は、その規模を問わず、EUにおいて法的実

体を有している場合、EUにおいて商品若しくはサービスを提供する場合、又はEUにおいて個人の行動を監視す

る場合において当該規則の遵守を求められる可能性がある。当行は、GDPRの開始前に必要な変更を実施するた

め、GDPRが当行の事業に与える影響の見積りを行っている。

 

OTCデリバティブ関連改革

世界各国の金融監督機関により、店頭（「OTC」）デリバティブに関する国際的な規制改革の実施が継続さ

れており、その重点は、清算集中されないデリバティブに関する変動証拠金及び当初証拠金の要件の採用に移

行している。

多数の主要な法域（オーストラリア、EU、米国及び香港）において当行に課される変動証拠金要件は、2017

年度から適用された。

　当行は、適用あるすべての変動証拠金要件の遵守に向けた作業の大部分を完了した。さらに、当初証拠金要

件が2016年９月１日に適用開始された。当該要件は、2020年９月１日までに段階的に導入される。

当行は現在、2018年９月又は2019年９月までに当初証拠金の授受を開始する必要があると予想している。

 

ⅳニュージーランド

ニュージーランドにおける規制上の改革及び重要な変更事項には、以下のものが含まれる。

 

ニュージーランド準備銀行（「RBNZ」）－マクロ・プルーデンス政策の枠組み

2017年11月23日、RBNZは、その一連のマクロ・プルーデンス政策に追加された返済負担率（「DTI」）等の

回収可能性制限に関するフィードバックを求める2017年６月付協議文書に関する意見に対する返答を公表し

た。その返答において、RBNZは、2018年に財務大臣との覚書を検討する際、一連の政策への回収可能性制限の

追加を検討する可能性を示した。しかしながら、RBNZは、現在の市場においては、回収可能性制限の実施が適

切であるとは考えていない旨を再度表明した。

 

RBNZ－業務委託に関する政策のレビュー

2017年９月19日、RBNZは、業務委託に関する政策の改定についての最終版（及び登録条件の改訂版）を公表

した。これらは、2017年10月１日付けで発効した。改定された政策における主な変更点は、以下のとおりであ

る。

・銀行は、親会社又はその他の関連当事者との間で業務委託取引を行う場合、事前にRBNZから同意書を取得

する必要がある。
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・特定の機能を第三者に委託している銀行は、当該第三者との間で所定の契約条件を設定し、当該第三者が

委託された機能に関して適切な災害復旧計画及び事業継続計画に係る能力を有していることを保証する必

要がある。

・特定の機能を国外の親会社又は別の非支配関連当事者に委託している銀行は、安定的なバックアップの取

決めを有している必要がある。

・銀行は、外部に委託している機能と手続の一覧を維持しなければならない。

・外資の銀行グループのメンバーである銀行（WNZLを含む。）は、法定管財人が選任された場合又は外国親

会社から分離された場合に当該銀行が従前において外部に委託した業務をどのように実施するかについて

記載した業務分離計画を作成しなければならない。

既存の業務委託取引については５年間の移行期間が設けられている。

政策の改定による主な影響は、機関投資家向け商品、決済、金融、リスク管理及び規制上の報告に関する委

託取引に関するものである。

 

RBNZによる資本のレビュー

2017年３月、RBNZは、銀行の資本要件のレビュー計画を提示した。RBNZは、経済的な非効率性を排除しつ

つ、銀行システムのソルベンシーに対する信頼度が大きく高まるような資本制度を承認することを目指してい

る。当該レビューでは、規制上の資本体系における以下の３つの重点事項を検討する。

・適格資本証券の定義

・リスクの測定（とりわけ、信用エクスポージャーに係るリスク・ウェート）

・資本比率とバッファーの最低値

RBNZによれば、当該レビューの結果は、国際的な規制の状況、ニュージーランドの市場全体のリスクの特性

及びRBNZの規制上の自己資本のアプローチに大きく左右される。RBNZは、2017年５月にハイレベルの論点書を

公表し、2017年７月に銀行資本として適格な金融商品の種類について検討する協議文書を公表した。これまで

に開示されたハイレベルの情報に基づくと、RBNZは、利用できるモデルの少ない内部格付ベース（「IRB」）

の銀行について、（標準的手法を用いる銀行とIRBの銀行の間の差異を削減するために）資本比率と特定のリ

スク・ウェートの引上げを提案するものとみられる。

 

財務に関するアドバイスに対する規制の改革

ニュージーランド政府は、2016年７月、財務に関するアドバイスの規制体系の変更計画を公表した。2017年

８月、金融サービス法改正案が議会に提出された。提案された新体制の下では、財務に関するアドバイスは、

認可を受けた会社（ファイナンシャル・アドバイザーや認定代理店を採用する。）によって提供されることと

なる。行動規範は、すべてのアドバイスに適用され、アドバイザー及び代理店は、同一の義務及び倫理基準

（顧客の利益を最優先する義務を含む。）に服することとなる。会社は、そのアドバイザー及び代理店による

当該義務の遵守を保証する責任を負う。当該改革により、ロボットによるアドバイスの提供に対する法律上の

障壁が解消される。
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２段階から成る移行が提案されており、すべての業界参加者は、2021年５月までに完全なライセンスに基づ

き業務を行うことを求められる。

 

RBNZ－1989年ニュージーランド準備銀行法第95条に基づくレビュー

2017年２月10日、RBNZは、WNZLに対し、1989年ニュージーランド準備銀行法第95条に基づく通知を行い、

WNZLにRBNZの「自己資本比率の枠組み（内部モデルに基づくアプローチ）（BS2B）」（「BS2B」）における高

度な内部格付けベースの規定の遵守に関する独立レビューの取得を求めた。WNZLは、四半期ごとの開示書類に

おいてBS2Bを遵守していない旨を開示した（BS2Bの遵守は、WNZLの登録条件である。）。2017年11月15日、

RBNZは、WNZLに対し、当該レビューに基づく登録条件の変更を勧告した。WNZLの登録条件の変更は、2017年12

月31日付けで発効し、WNZL及びその被支配事業体の最低総自己資本比率、Tier１資本比率及び普通株式等Tier

１資本比率は２パーセント引き上げられる。また、WNZLは、RBNZに対し、WNZL及びその被支配事業体について

15.1パーセント超の総自己資本比率を維持することを誓約した。WNZL及びその被支配事業体は、引き上げられ

た最低資本比率を遵守する上で適切な額の資本を維持している。

 

(c) 事業内容の変更

当年度において、当行の事業の内容に変更はなかった。

 

(d) その他情報

ⅰ. 競争

当行グループは、その事業地域において、極めて激しい競争環境の下に事業を行っている。

当行は、消費者・小企業顧客から大企業・機関投資家顧客から成る顧客セグメントについて、そのバンキン

グ、資産管理及びリスク管理のニーズに対応している。当行グループは、幅広い商品及びサービスによって顧

客の取引、貯蓄、投資、保護及び借入れのニーズを網羅することで、金融サービス業界における他の企業との

間で顧客をめぐる競争を展開している。当行グループの競合企業は、幅広い販売を行う大手グローバル企業か

ら、特定の地域、商品又はサービスに特化した事業体まで、多岐にわたっている。また、当行の競合企業に

は、銀行、投資銀行、信用組合、建築組合、住宅ローンのオリジネーター、クレジットカード発行会社、仲介

業者、ファンド・資産運用会社、保険会社及びオンラインの金融サービス業者といった、金融サービス及び助

言を提供する会社が含まれており、技術系企業も競争力のある商品の開発をさらに推し進めている。

他の金融サービス・プロバイダーと同様に、顧客セグメント、商品及び地理上の当行の競争上のポジション

は、様々な要素によって決定される。当該要素には、以下のものが含まれる。

・販売する商品及びサービスの質、範囲、革新性及び価格設定

・デジタル及びテクノロジーに関するソリューション

・顧客サービスの質及び利便性

・販売網の効率性及び販売網へのアクセス

・ブランドの評判及びブランドに対する志向

・顧客の種類
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・当行従業員の能力及び経験

また、当行は、デジタル革新による競争環境の変化が見られる環境において事業を行っている。イノベー

ションについて、当行は、変化を続ける顧客の志向とマッチした新たな商品やサービスを提供し、競合企業の

商品やサービスに対して優位に立つ能力に依拠している。業界における競争の傾向を踏まえると、新たな商品

やサービスの開発・導入に失敗した場合、又は顧客の志向や習慣の変化に対応・適応することに失敗した場

合、当行は、競合企業に顧客を奪われる可能性がある。

オーストラリアの金融システムにおける競争は、数多くのサービス・プロバイダーの存在と顧客に提供され

る商品やサービスの種類からも明らかである。オーストラリアにおいて、世界金融危機後の流動性管理に関す

る国際的な規制要件の明確化（2015年における流動性カバレッジ比率（LCR）の導入や現在導入が予定されて

いる安定資金比率（NSFR）等）は、預金をめぐる競争の一因となっている。また、格付機関及び債券投資家が

優良な金融機関を評価するにあたって堅調なバランスシート・ポジションを求めていることから、銀行及びそ

の他の金融機関は、高品質の預金による資金調達の割合の増加の達成を目指している。

貸付けをめぐる競争は、依然として激しいものになることが予想されている。同時に、企業及び消費者は、

世界的な見通しについて慎重であり、有利子負債の削減を続けている。抵当権付住宅ローン事業においては、

規制上の監督強化により、借主と貸主の両方のバランスシートの回復力が強化されていることから、引き続き

激しい競争が展開されている。とりわけ、直近の規制は、インタレスト・オンリー貸付けの制限に照準を合わ

せたものである。激しい競争と利率規制は、今後も継続することが予想されている。顧客の期待の高まりに伴

い、企業顧客の取引及び貿易金融のニーズに対応することが競争活動における中核を成している。

当行の資産管理業務において、競争がより広範囲に継続し、昨今の生命保険の統合、財務に関するアドバイ

スに対する規制及び構造的変化の継続、海外における年金への関心と加入の増加に伴う著しい変化を伴うこと

が予想されている。

ニュージーランドにおいて、当行グループは、銀行の新規顧客の争奪戦により、激しい競争を経験してい

る。預金をめぐる競争は、依然として熾烈であり、また、とりわけ住宅ローンにおける競争は、価格や借換え

のインセンティブについて激しいものとなっている。

 

４ 【関係会社の状況】

 

ウエストパック・バンキング・コーポレーション（「当行」）は、ウエストパック・バンキング・コーポレー

ション・グループ・オブ・カンパニーズの親会社である。当行には、親会社は存在しない。当行の重要な子会社

の一覧は、第一部　第６　1「財務書類」に対する注記35に記載されている。

ウエストパック・ニュージーランド・リミテッド（「WNZL」）は、2017年９月30日現在及び同日に終了した年

度において、当行の唯一の特定子会社であった。
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５ 【従業員の状況】

 

９月30日現在の各事業分野の従業員数

 

 2017年 2016年

コンシューマー・バンク
1 10,162 9,207

ビジネス・バンク 3,136 3,186

BTファイナンシャル・グループ（オーストラリア） 4,175 4,153

ウエストパック・インスティテューショナル・バンク 2,682 2,693

ウエストパック・ニュージーランド
2 4,328 4,445

当行グループ事業 10,613 11,896

当行グループ事業部門合計
3 35,096 35,580

1　コンシューマー・バンクと当行グループ事業の従業員は、2017年度におけるカスタマー・コンタクト・センターの移転の

影響を受けた。過年度の数値は、修正再表示されていない。

2　ニュージーランドの契約社員について、比較数値は修正再表示されている（2016年度：300名増）。

3　従業員合計には、フルタイム社員、パートタイム社員（按分ベース）、所定時間外社員、臨時社員及び契約社員が含まれ

る。

 

従業員数の合計は、生産性イニシアチブにより、技術及び運営上の手続きが円滑化・デジタル化されたことに

より、2016年９月30日から484名の減少となった。当該減少は、成長・生産性イニシアチブ及びコンプライアン

ス活動のリソースへの投資によって部分的に相殺された。
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第３ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

 

当行グループの事業の概況

 

２事業年度の概要

 
９月30日に終了した事業年度
（単位：別段の記載がある場合を除き、百万豪ドル）

2017年 2016年

受取利息 31,232 31,822

支払利息 (15,716) (16,674)

純利息収益 15,516 15,148

利息以外の収益 6,286 5,837

純業務収益（業務費用及び減損費用控除前） 21,802 20,985

業務費用 (9,434) (9,217)

減損費用 (853) (1,124)

税引前利益 11,515 10,644

法人税等 (3,518) (3,184)

当期純利益 7,997 7,460

非支配株主持分に帰属する当期純利益 (7) (15)

ウエストパック・バンキング・コーポレーション
所有者に帰属する当期純利益

7,990 7,445

加重平均普通株式数（百万株） 3,355 3,313

基本的普通株式１株当たり利益（豪セント） 238.0 224.6

希薄化後１株当たり利益（豪セント）
1 229.3 217.8

普通株式１株当たり配当金（豪セント） 188 188

配当性向(％)
2 79.28 84.19

1　全額払い込み済みの発行済普通株式の加重平均株式数が、対価なしに発行される希薄化効果のある潜在的普通株式の転換

により調整され、希薄化効果のある潜在的普通株式の配当に関する利益が調整された後の、基本的１株当たり利益に基づ

いている。

2　特別配当金を除き、自己株式につき調整されている。

 

2017年度のウエストパック・バンキング・コーポレーション所有者に帰属する当期純利益は、2016年度から

545百万豪ドル（７パーセント）増となる7,990百万豪ドルであった。かかる業績の特徴には、純業務収益（業

務費用及び減損費用控除前）の817百万豪ドル（４パーセント）の増加、業務費用の217百万豪ドル（２パーセ

ント）の増加及び減損費用の271百万豪ドル（24パーセント）の減少が含まれた。

純利息収益は、主にオーストラリアの住宅ローンの６パーセントの増加による貸付金合計の３パーセントの

増加により、2016年度から368百万豪ドル（２パーセント）増加した。報告された純利鞘は、資金調達コスト

の増加、金利低下の影響及び財務部門の利益の減少（貸付金の金利改定によって部分的に相殺された。）に

よって４ベーシス・ポイント低下して2.06パーセントとなった。
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利息以外の収益は、2016年度から449百万豪ドル（８パーセント）増加した。これは主に、BTインベストメ

ント・マネジメント・リミテッド（「BTIM」）の株式の売却に関連する279百万豪ドルの利益、トレーディン

グ収益の78百万豪ドルの増加及び経済的ヘッジの変動の影響140百万豪ドルによるものであった。当該増加

は、顧客への返金の準備金並びに資産管理及び保険業務による収益の減少によって部分的に相殺された。

業務費用は、2016年度から217百万豪ドル（２パーセント）増加した。業務費用の増加には、年間の給与の

増加及び賃貸料の増加、当行グループの投資プログラムに関連するテクノロジー費用の増加、規制及びコンプ

ライアンス関連費用の増加並びにBTIM株式の売却に関連する費用が含まれた。当該増加は、生産性向上の恩恵

によって部分的に相殺された。

減損費用は、2016年度から271百万豪ドル（24パーセント）減少した。資産の質は、引き続き安定してお

り、ストレスを受けたエクスポージャーがコミッテッド・エクスポージャー合計（「TCE」）に占める割合

は、年間を通じて15ベーシス・ポイント低下して1.05パーセントとなった。減損費用の減少は主に、大規模な

個別引当金が大幅に減少したことによる。2016年度においては、当該大規模な融資枠が「減損」に格下げされ

たことにより、追加の引当金が必要となった。

2017年度の実効税率は、2016年度の29.9パーセントを上回る30.6パーセントであった。これは、2016年度に

おいて過年度の課税に関する事項の一部が最終決定されたことの恩恵が享受されたことによる。

2017年度の基本的１株当たり利益は、2016年度の１株当たり224.6豪セントに対し、１株当たり238.0豪セン

トであった。

取締役会は、普通株式１株当たり94豪セントの期末配当を決定した。当年度の通年の普通株式の配当額は、

2016年度に宣言された普通株式配当額と同額の188豪セントであり、配当性向は79.3パーセントであった。通

年の普通株式配当金は、全額フランキング済みである。

取締役会は、銀行税が株主に与える影響（2017年度において１株当たり２豪セントに相当）を考慮し、配当

額を変更しないこととした。

 

(ⅰ)損益計算書の概観

a. 純利息収益

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

受取利息 31,232 31,822

支払利息 (15,716) (16,674)

純利息収益 15,516 15,148

純利息収益の増／（減）   

取扱高の変動によるもの 855 1,313

金利の変動によるもの (487) (432)

純利息収益の変動 368 881

 

純利息収益は、2016年度から368百万豪ドル（２パーセント）増加した。その主な特徴には、以下のものが

含まれる。

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

 42/538



・主にオーストラリアの住宅ローンの増加に伴う平均利付資産の４パーセントの増加。約定付流動性ファ

シリティ(「CLF」)の100億豪ドルの引下げ（2017年１月１日付けで590億豪ドルから490億豪ドルに引き

下げられた。）に対応する形で、第三者の流動資産が110億豪ドル（13パーセント）増加した。

・当行グループの純利鞘の４ベーシス・ポイントの縮小。主に定期預金をめぐる競争に伴う資金調達コス

トの増加、金利低下の影響及び財務部門の利益の減少は、貸付金の金利改定及び経済的ヘッジのボラ

ティリティにより部分的に相殺された。

貸付金合計は、2016年度から230億豪ドル（３パーセント）増加した。為替換算の影響を除外した場合、貸

付金合計は、260億豪ドル（４パーセント）増加した。

貸付金合計の増加の主な特徴は、以下のとおりであった。

・オーストラリアの住宅ローンが230億豪ドル（６パーセント）増加した。当年度中、当行グループは、

オリジネーション基準を一層強化し、新規貸付の割引を削減し、異なるローンのカテゴリーに係る金利

を調整した。APRAによる投資家向け貸付の定義に基づく場合、当行グループの投資用不動産向け貸付は

６パーセントの増加となり、上限である10パーセントを下回った。2017年度において固定金利貸付が

ポートフォリオに占める割合は、2016年度の17パーセントから21パーセントに上昇した。

・中小企業、専門家サービス及び医療の分野におけるビジネス・バンク（BB）の成長による、オーストラ

リアの法人向け貸付金の３億豪ドルの増加。その大部分は、機関投資家向け貸付の減少（モーゲージ倉

庫融資枠の利用の減少を含む。）によって相殺された。

・ニュージーランドの貸付けの21億ニュージーランド・ドル（３パーセント）の増加。住宅ローンは４

パーセント増加し、法人向け貸付は、主に中小企業及び農業顧客における増加により、１パーセント増

加した。RBNZによる(ローン・ツー・バリュー・レシオ（「LVR」）が60パーセント超の）投資用不動産

向け貸付に係るLVR規制に従い、新規の投資用不動産向け貸付の割合は９パーセンテージ・ポイント低

下して22パーセントとなった。

顧客預金合計は、2016年度から201億豪ドル（４パーセント）増加した。為替換算の影響を除外した場合、

顧客預金は、223億豪ドル（５パーセント）増加した。

顧客預金合計の増加の主な特徴は、以下のとおりであった。

・オーストラリアの顧客預金が、個人預金の市場全体
1
を上回る増加と機関投資家預金の増加により、238

億豪ドル（６パーセント）増加した。顧客は、引き続きその資金を住宅ローン相殺口座に移動させてお

り、オーストラリアの無利息預金の８パーセントの増加を後押しした。当行グループは、2018年１月１

日付けの安定調達比率（「NSFR」）の導入に向けて、より質の高い預金の増加に対する注力を継続して

いる。

・ニュージーランドの顧客預金が、企業及び消費者の決済用口座の増加に伴う無利息預金の14パーセント

の増加により、９億ニュージーランド・ドル（２パーセント）増加した。

・その他の海外の預金は、アジアにおける預金の減少により、26億豪ドル（18パーセント）減少した。
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譲渡性預金は、オーストラリアにおける増加が国外の預金残高の減少を相殺してなお余りあるものであった

ことから、５億豪ドル（１パーセント）増加した。
 

　

1　出典：オーストラリア金融監督局（APRA）

 

b. 利幅及び利鞘

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

当行グループ   

純利息収益 15,516 15,148

平均利付資産 752,294 721,843

平均利付負債 694,924 667,276

平均無利息純資産、負債及び株主持分 57,370 54,567

利幅
1 1.89％ 1.91％

無利息純資産、負債及び株主持分の利得
2 0.17％ 0.19％

純利鞘
3 2.06％ 2.10％

1　ここにいう利幅とは、すべての利付資産の平均利回りとすべての利付負債の平均利回りの差である。

2　無利息純資産、負債及び株主持分の利得は、すべての利付負債の平均利回りを、平均利付資産に占める無利息純資産の平

均額に適用することにより決定される。

3　純利鞘は、純利息収益を平均利付資産で除して計算される。

 

2017年度の純利鞘は、2.06パーセントであり、2016年度から４ベーシス・ポイントの縮小となった。利鞘の

縮小の主な要因は、以下のとおりであった。

・主に2016年度におけるオーストラリアの抵当権付住宅ローン及び法人向け貸付の金利改定の通年の影

響、並びに2017年度のオーストラリアにおけるインタレスト・オンリー・ローン及び投資家向け貸付に

係る抵当権付住宅ローンの金利改定による貸付の利幅に由来する９ベーシス・ポイントの拡大。当該拡

大は、広範にわたる競争と短期資金調達コストの増加によって部分的に相殺された。

・2016年度後半と2017年度初頭における定期預金をめぐる競争の激化と決済用預金のヘッジに対する金利

低下の影響による顧客預金の利幅に起因する５ベーシス・ポイントの縮小。

・2018年１月１日付けでNSFRが導入されることに備えて当行グループが平均期間を延長したことによる長

期大口資金調達コストの増加、その他Tier１資本及びTier２資本の残高の増加、並びに当該金融商品の

費用の増加に伴う２ベーシス・ポイントの縮小。

・銀行税導入に伴う１ベーシス・ポイントの縮小。

・主に金利低下の影響による資本及びその他の２ベーシス・ポイントの減少。

・第三者の流動資産の保有の増加に伴う流動性に由来する２ベーシス・ポイントの縮小。

・市場のボラティリティの減少が金利リスク管理の利益に影響を与えたことによる財務部門及びマーケッ

ト部門に由来する１ベーシス・ポイントの縮小。
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c. 利息以外の収益

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

受取手数料 2,755 2,755

資産管理及び保険業務による収益 1,800 1,899

トレーディング収益 1,202 1,124

その他の収益 529 59

利息以外の収益 6,286 5,837

 

2017年度の利息以外の収益は、2016年度から449百万豪ドル（８パーセント）増となる6,286百万豪ドルで

あった。当該増加は、BTIM株式の追加売却による利益（279百万豪ドル）、助言及び資産管理商品に関連する

顧客への返金・支払いの準備金
1
（111百万豪ドル）並びに当行グループのブティック型ファンドへの投資の再

評価損（32百万豪ドル）を含む多数の非経常項目の影響（136百万豪ドル）を受けたものである。当該項目を

除外した場合、利息以外の収益は、ニュージーランドの将来における利益のヘッジの影響、ウエストパック・

インスティチューショナル・バンク（WIB）の市場収益の増加、オペレーティング・リースに係る賃貸料の増

加及び法人向け貸付手数料の増加（資産管理及び保険業務による収益の減少並びにオーストラリアのクレジッ

トカード仲介手数料の減少によって部分的に相殺された。）によって313百万豪ドル（５パーセント）増加し

た。

 
 

　

1　当該項目の一部には、従前の条件が適用され、当行の開示慣行の改善の恩恵を受けず、かつ保険金請求を却下された年金

加入者に対する支払い、「パッケージ口座」に基づき得ることのできる恩恵のすべてを享受していない顧客への支払い、

現行の助言手数料が支払われたが当行が該当期間に助言業務が提供されたことを確認できない場合の返金が含まれる。

 

2017年度の受取手数料収益は、以下の要因により2,755百万豪ドルとなり、2016年度から横ばいとなった。

・顧客への返金及び支払いの準備金を含む助言報酬の減少（55百万豪ドル）。

・主にリワード・プログラム関連収益の減少と2017年７月１日以降の仲介手数料の料率に対する規制の影

響による、オーストラリアのクレジットカード収益の減少（39百万豪ドル）。当該減少は、以下によっ

て部分的に相殺された。

・事業成長に伴うライン手数料の増加に後押しされた法人向け貸付手数料の増加（50百万豪ドル）。

・主にクレジットカード・リワード・スキームの会計処理方法を当行グループの慣行に合わせて変更した

ことによる、ニュージーランドのクレジットカード収益の増加（41百万豪ドル）。

・口座数の増加、金利改定及び当行グループにおける取引件数による取引手数料の増加（15百万豪ド

ル）。

2017年度の資産管理及び保険業務による収益は、以下に伴って2016年度から99百万豪ドル（５パーセント）

減少して1,800百万豪ドルとなった。

・資産管理商品に関連する顧客に対する返金及び支払いの準備金（56百万豪ドル）。
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・主に以下の要因による保険収益の29百万豪ドルの減少

－損害保険収益は、保険金請求の増加（サイクロン・デビーの影響を含む。）に伴い32百万豪ドル減

少したが、正味経過保険料の２パーセントの増加によって部分的に相殺された。

－保険金請求の増加が正味経過保険料の６パーセントの増加によって部分的に相殺されたため、生命

保険収益の変動はわずかであった（３百万豪ドル減）が、当該業績は以下によって部分的に相殺さ

れた。

－LVRが90パーセント超の抵当権付住宅ローンの保険に関する取引に関連して、抵当権付住宅ローン貸

付保険（LMI）収益が増加した（６百万豪ドル）。

・ブティック型ファンドへの投資からの貢献の減少（26百万豪ドル減）。

・旧商品が手数料の低い「マイスーパー」商品に移行したことによる利鞘の縮小が資産市場の高騰とプラ

スの流入純額の恩恵を相殺してなお余りあるものであったことによる、運用ファンド（「FUM」）と管

理ファンド（「FUA」）の収益の減少（13百万豪ドル）。当該減少は、以下によって部分的に相殺され

た。

・WIBの資産管理収益の増加（６百万豪ドル）。

2017年度のトレーディング収益は、2016年度から78百万豪ドル（７パーセント）増加して1,202百万豪ドル

となった。当該増加は主に、債券、為替及びコモディティの分野におけるリスク管理収益の増加、並びにデリ

バティブ評価調整の増加に伴うWIBの市場収益の増加による。

2017年度において、その他の収益は、2016年度から470百万豪ドル増となる529百万豪ドルであった。当該業

績は、BTIM株式の追加売却による利益（279百万豪ドル）、ニュージーランドの将来における利益のヘッジの

影響（140百万豪ドル）及びポートフォリオの拡大に伴うオペレーティング・リースに係る賃貸料の増加（34

百万豪ドル）によるものであった。

 

d. 業務費用

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

人件費 4,701 4,601

賃借費用 1,073 1,032

テクノロジー費用 2,008 1,929

その他の費用 1,652 1,655

業務費用合計 9,434 9,217

業務費用合計／純業務収益比率 43.27％ 43.92％

 

業務費用は、2016年度から217百万豪ドル（２パーセント）増加した。当該業績の主な要因は、以下のとお

りであった。

・規制及びコンプライアンス関連費用の84百万豪ドルの増加。

・投資関連費用の82百万豪ドルの増加。

・BTIMの株式の売却に関連する退職金費用35百万豪ドル。

・生産性の改善による恩恵262百万豪ドルは、その他の業務費用の増加の大部分を相殺した。
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人件費は、2016年度から100百万豪ドル（２パーセント）増となる4,701百万豪ドルであった。年間の給与の

増加、投資費用の増加及びBTIM株式の追加売却に関連する退職金費用は、生産性向上の恩恵、再編費用の減少

及び株式ベースの支払いの減少によって部分的に相殺された。

賃借費用は、リテール不動産の連結と支店ネットワークの最適化に関連する年間賃料と退去費用に関する費

用の増加により、2016年度から41百万豪ドル（４パーセント）増加した。

テクノロジー費用は、2016年度から79百万豪ドル（４パーセント）増加した。これは主に、当行グループの

投資プログラムの主要部分が完了したことによる。これには、「カスタマー・サービス・ハブ」、「パノラ

マ」並びに規制やコンプライアンスを踏まえた新たな支払プラットフォーム及びシステムといったプログラム

に由来する、ソフトウェア資産の償却の増加（57百万豪ドル）及びソフトウェア・メンテナンス／ライセンス

費用の増加（36百万豪ドル）が含まれた。

その他の費用は、2016年度から３百万豪ドル減少した。規制及びコンプライアンス関連費用の増加は、その

大部分が外注費用の減少によって相殺された。さらに、クレジットカード及びデジタル関連詐欺の減少によ

り、非貸付関連損失が８百万豪ドル減少した。これは、昨今の早期発見能力の強化とセキュリティ強化の恩恵

によるものであった。

 

e. 減損費用

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

減損費用 853 1,124

平均総貸付金に対する減損費用（ベーシス・ポイント） 13 17

 

2017年度を通じて資産の質は改善し、ストレスを受けた資産がコミッテッド・エクスポージャー合計に占め

る割合は、15ベーシス・ポイント低下して1.05パーセントとなった。ストレスの減少は主に、ウォッチリスト

上にあり、かつ要注意とされた多数の融資枠が整理された又は健全な状態に復帰したことを反映している。減

損資産も減少し、減損資産総額が貸付金総額に占める割合は10ベーシス・ポイント低下して0.22パーセントと

なった。減損資産の減少は主に、少数の金融機関向け融資枠の整理又は償却に関連するものであった。ポート

フォリオにおいてストレスが生じた場合、当該ストレスの大部分は、鉱業投資の低迷、構造的変更が生じてい

る部門、並びに返済遅延及びとりわけ西オーストラリア州やクイーンズランド州等の地域において所有する不

動産の増加によることが多い。

資産の質の改善と少数の減損した大規模な融資枠の償却は、引当金の減少（483百万豪ドル減）につながっ

た。個別評価引当金は389百万豪ドル減少し、一括評価引当金は94百万豪ドル減少した。一括評価引当金につ

いて、エコノミック・オーバーレイは66百万豪ドル減少し、2017年９月30日現在においては323百万豪ドルで

あった。

傾向として、資産の質が改善され、ストレスを受けた既存の融資枠が整理されたことが、2017年度における

減損費用の減少につながった。

減損費用は、2016年度から271百万豪ドル（24パーセント）減となる853百万豪ドルであった。
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主な変動には、以下のものが含まれた。

・戻入れ及び回収額を控除後の新規個別評価引当金合計は、2016年度から226百万豪ドル減少した。新規

個別評価引当金は117百万豪ドル減少したが、これは主に2016年度にWIBにおける少数の大規模な減損が

あったのに対し、2017年度においては減損に変更された大規模な融資枠が２件にとどまったことによ

る。当該減少は、ビジネス・バンクと抵当権付住宅ローンにおける新規個別評価引当金の増加によって

部分的に相殺された。2017年度においては、戻入れ及び回収の増加（減損した融資枠の整理に伴い2016

年度から109百万豪ドル増加した。）による恩恵も享受された。

・一括評価引当金は、エコノミック・オーバーレイ引当金の66百万豪ドルの減少と資産の質の改善による

恩恵45百万豪ドルにより45百万豪ドル減少したが、主に財務的困難時の支援を受けている顧客に関する

報告の変更に関連する個人向け貸付けの償却の66百万豪ドルの増加によって部分的に相殺された。

 

f. 法人税等

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

法人税等 3,518 3,184

税引前利益に対する課税率（実効税率） 30.55％ 29.91％

 

2017年度の実効税率は、2016年度の29.9パーセントを上回る30.6パーセントであった。これは2016年度にお

いて過年度の課税に関する事項の一部が最終決定されたことによる恩恵が享受されたことによる。当該実効税

率がオーストラリアの法人税率30パーセントを上回っているのは、その分配金がオーストラリアの税制上、控

除の対象とならない複数のその他Tier１証券を反映しているためである。
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(ⅱ)貸借対照表の概観

連結貸借対照表データの要約

 

貸借対照表の内訳の詳細は、第一部　第６　１「財務書類」に記載する。

 

９月30日現在
2017年

百万豪ドル
2016年

百万豪ドル

現金及び中央銀行預け金 18,397 17,015

他の金融機関に対する債権 7,128 9,951

商品有価証券、公正価値で測定するものとして指定さ
れた金融資産及び売却可能有価証券

86,034 81,833

金融派生商品 24,033 32,227

貸付金 684,919 661,926

生命保険に関する資産 10,643 14,192

その他の資産合計 20,721 22,058

資産合計 851,875 839,202

他の金融機関に対する債務 21,907 18,209

預金及びその他の借入金 533,591 513,071

損益計算書を通じて公正価値で測定する
その他の金融負債

4,056 4,752

金融派生商品 25,375 36,076

発行済債券 168,356 169,902

生命保険債務 9,019 12,361

その他の負債合計 10,563 10,845

借入資本を除く負債合計 772,867 765,216

借入資本合計 17,666 15,805

負債合計 790,533 781,021

純資産額 61,342 58,181

ウエストパック・バンキング・コーポレーション所有
者に帰属する株主持分合計

61,288 58,120

非支配株主持分 54 61

株主持分及び非支配株主持分合計 61,342 58,181

平均残高   

資産合計 864,525 843,555

貸付金及びその他の債権
1 658,058 629,159

ウエストパック・バンキング・コーポレーション所有
者に帰属する株主持分合計

58,556 55,896

非支配株主持分 20 575

1　利息収益の残高を含む。その他の債権には、現金及び中央銀行預け金、並びにその他の利付資産が含まれる。

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

 49/538



a. 貸借対照表の概観

資産

2017年９月30日現在の資産合計は、2016年９月30日から127億豪ドル（２パーセント）増となる8,519億豪

ドルであった。当年度中の重大な変動には、以下のものが含まれた。

・現金及び中央銀行預け金が、流動資産の増加を反映して14億豪ドル（８パーセント）増加したこと。

・他の金融機関に対する債権が、28億豪ドル（28パーセント）減少したこと。当該減少は、主にデリバ

ティブ取引の相手方に対して差し入れられる担保が減少したことによる。

・商品有価証券、公正価値で測定するものとして指定された金融資産及び売却可能有価証券が、2017年１

月１日付けのCLFの引下げに対応して42億豪ドル（５パーセント）増加したこと。

・金融派生商品関連の資産が、主に現金決済を通じたポジションの手仕舞い（クロスカレンシー・スワッ

プ及び先渡契約に対する為替換算の影響の変動により部分的に相殺された。）により82億豪ドル（25

パーセント）減少したこと。

・貸付金が、230億豪ドル（３パーセント）増加したこと。詳細については下記の貸付金の質の項を参照

のこと。

・生命保険に関する資産が、主に当行グループの受益証券の保有の減少に起因する16の管理ファンドの連

結解除に伴って35億豪ドル（25パーセント）減少したこと。

 

負債及び株主持分

2017年９月30日現在の負債合計は、2016年９月30日現在から95億豪ドル（１パーセント）増となる7,905

億豪ドルであった。当年度中の重大な変動には、以下のものが含まれた。

・他の金融機関に対する債務が、現先取引を通じた証券の調達費用及び銀行間借入の増加（オフショア中

央銀行預り金の減少によって部分的に相殺された。）により、37億豪ドル（20パーセント）増加したこ

と。

・預金及びその他の借入金が205億豪ドル（４パーセント）増加したこと。

・現先取引を通じて売却される証券の減少を反映して、損益計算書を通じて公正価値で測定するその他の

金融負債が７億豪ドル（15パーセント）減少したこと。

・金融派生商品関連の負債が、主に現金決済を通じたポジションの手仕舞い（クロスカレンシー・スワッ

プ及び先渡契約に対する為替換算の影響の変動により部分的に相殺された。）により107億豪ドル（30

パーセント）減少したこと。

・発行済債券が15億豪ドル（１パーセント）減少したこと（為替換算の影響を除外した場合は、17億豪ド

ル（１パーセント）増）。

・生命保険債務が、主に当行グループの受益証券保有の減少に起因する16の管理ファンドの連結解除に

伴って33億豪ドル（27パーセント）減少したこと。
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・主に米ドル建てその他Tier１証券16億米ドルの発行及び３億豪ドルのTier２劣後債の純発行により、借

入資本が19億豪ドル（12パーセント）増加したこと。当年度中、Tier２バーゼルⅢに完全に準拠した劣

後債25億豪ドルが発行されたが、その大部分はTier２バーゼルⅢの移行措置の対象である劣後債22億豪

ドルの償還（為替換算の影響を含む。）によって相殺された。

ウエストパック・バンキング・コーポレーション所有者に帰属する株主持分は、当期中の配当金考慮後の

利益剰余金の増加、並びに2017年度中間DRP及び2016年度期末DRPに基づき発行される株式を反映して32億豪

ドル増加した。

 

b. 貸付金の質

 

 ９月30日現在

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

総貸付金合計
1 687,785 665,256

平均総貸付金   

オーストラリア 588,920 562,633

ニュージーランド 72,269 67,686

その他国外 12,837 15,112

平均総貸付金合計 674,026 645,431

1　総貸付金は、関連する減損引当金控除前の数値で表示されている。

 

総貸付金合計は、当行グループの2017年９月30日現在の資産合計の81パーセントに相当した（2016年度は

79パーセント）。

2017年度のオーストラリアの平均総貸付金額は、2016年度の5,626億豪ドルから263億豪ドル（５パーセン

ト）増となる5,889億豪ドルであった。当該増加は主に、住宅ローンの増加によるものであった。

2017年度のニュージーランドの平均総貸付金額は、2016年度の677億豪ドルから46億豪ドル（７パーセン

ト）増となる723億豪ドルであった。当該増加は主に、住宅ローンの増加によるものであった。

2017年度のその他の国外の平均貸付金額は、2016年度の151億豪ドルから23億豪ドル（15パーセント）減と

なる128億豪ドルであった。これは主に、アジアにおける減少による。

2017年９月30日現在の貸付金の約13.1パーセントが１年以内に満期を迎え、18.9パーセントが１年から５

年の間に満期を迎える。消費者向け貸付は、５年後以降に満期を迎える貸付金ポートフォリオの大部分を占

めている。
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 ９月30日現在

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

減損貸付金   

不良債権
1
：   

総額 1,142 1,851

減損引当金 (507) (885)

純額 635 966

条件緩和貸付金：   

総額 27 31

減損引当金 (12) (16)

純額 15 15

延滞期間が90日超の当座貸越、個人向け貸付金及びリ
ボルビング与信枠：

  

総額 373 277

減損引当金 (195) (166)

純額 178 111

減損貸付金（純額） 828 1,092

貸付金及び信用契約に係る減損引当金   

個別評価引当金 480 869

一括評価引当金 2,639 2,733

貸付金及び信用契約に係る減損引当金合計 3,119 3,602

貸付金の質   

減損貸付金合計に対する減損貸付金に係る減損引当金

合計
2 46.30％ 49.42％

貸付金合計に対する減損貸付金合計 0.22％ 0.32％

貸付金合計に対する貸付金及び信用契約に係る減損引
当金合計

0.45％ 0.54％

減損貸付金合計に対する貸付金及び信用契約に係る減
損引当金合計

202.3％ 166.8％

1　不良債権は、条件緩和資産を除く、内部のリスク評価で減損とされている貸付金をいう。

2　減損貸付金に関連する減損引当金には、個別評価引当金及び一括評価引当金のうち減損貸付金に関連する部分が含まれ

る。一括評価引当金のうち減損貸付金に関連する部分は、2017年９月30日現在、234百万豪ドルであった（2016年度：198

百万豪ドル、2015年度：208百万豪ドル、2014年度：180百万豪ドル、2013年度：190百万豪ドル）。当該合計金額は、か

かる比率を決定するにあたり、総減損貸付金合計と比較される。

 

2017年度を通じてポートフォリオの信用の質は改善し、ストレスを受けたエクスポージャーの合計がTCEに

占める割合も依然として低かった。2017年９月30日現在、減損貸付金合計が総貸付金合計に占める割合は、

2016年９月30日現在の0.32パーセントから0.10パーセント低下し、0.22パーセントであった。

2017年９月30日現在、当行は、エクスポージャーが50百万豪ドルを超える、１件の減損した取引先を有し

ており、これは減損貸付金合計の５パーセントに相当した。これに対し、2016年度において、当行は、エク

スポージャーが50百万豪ドルを超える４件の減損した取引先を有しており、これらは減損貸付金合計の30

パーセントに相当した。2017年９月30日現在、50百万豪ドル未満で20百万豪ドルを超える、４件の減損エク

スポージャーが存在していた（2016年度：７件の減損エクスポージャー）。
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2017年９月30日現在、当行のエクスポージャーのうち78パーセントが投資適格又は担保付の消費者向け抵

当権付住宅ローンのセグメントに対するものであり（2016年度：78パーセント）、2017年９月30日現在の当

行のエクスポージャーのうち96パーセントがオーストラリア、ニュージーランド及び太平洋地域におけるも

のであった（2016年度：96パーセント）。

当行は、当行の引当金が適切に維持されているものと考えている。2017年９月30日現在の減損貸付金に対

する減損引当金の合計が減損貸付金カバレッジ合計に占める割合は、2016年９月30日現在の49.4パーセント

に対して46.3パーセントである。2017年９月30日現在、貸付金及び信用契約に係る減損引当金合計が減損貸

付金合計に占める割合は、2016年９月30日現在の166.8パーセントから202.3パーセントに上昇した。2017年

９月30日現在、貸付金及び信用契約に係る減損引当金合計が貸付金合計に占める割合は、2016年９月30日現

在の0.54パーセントから0.45パーセントに低下した。

2017年９月30日現在、当行グループの90日延滞抵当権付住宅ローンが貸出残高に占める割合は、2016年９

月30日現在の0.61パーセントから0.62パーセントに上昇した。

2017年９月30日現在、当行グループのその他の消費者向け貸付の返済遅延（クレジットカード及び個人向

け貸付商品を含む。）が貸出残高に占める割合は、2016年９月30日現在の1.11パーセントから46ベーシス・

ポイント上昇して1.57パーセントであった。

2017年９月30日現在の潜在的不良債権は、2016年９月30日現在の1,436百万豪ドルから13パーセント減少し

て1,247百万豪ドルとなった。潜在的不良債権の減少は主に、ニュージーランドの酪農ポートフォリオの低迷

の影響を受けた貸付金の格上げによるものであった。

潜在的不良債権とは、いかなる損失も予想されていない稼動中の融資枠であるものの、顧客が元利払い又

は担保に関する重大な脆弱性を示しており、かかる状況が是正されなければ現行の条件による負債の返済が

困難となるような融資枠をいう。潜在的不良債権は、信用に関する所定の枠組み及び方針（監視対象

（watchlist）の使用を通じて行われている、融資枠の継続的な監視を含む。）を用いて特定される。

 

(ⅲ) 資本管理戦略

APRAは、３つの評価基準を用いてADIの規制資本を測定している。

・普通株式等Tier１（「CET１」）資本は、払込株式資本、利益剰余金及び特定の積立金から特定の無形資

産、資産化された費用及びソフトウェアを控除した最高水準の資本の構成要素、並びに自己資本比率の観

点から連結されていない保険及びファンド管理子会社への投資及び利益剰余金により構成される。

・Tier１資本は、CET１とその他Tier１資本の合計をいう。その他Tier１資本は、CET１に含まれないものの

損失吸収の性格を有する特定の有価証券から成る高水準の資本の構成要素により構成される。

・合計規制資本は、Tier１資本とTier２資本の合計をいう。Tier２資本には、程度は異なるが、Tier１の資

本要件を満たさないもののADIの全般的な強化とその損失吸収能力の向上に貢献する劣後商品及びその他

の資本の構成要素が含まれる。
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APRAの健全性基準に基づき、当行を含むオーストラリアのADIは、最低CET１資本比率を4.5パーセント以

上、Tier１資本比率を6.0パーセント以上、合計規制資本比率を8.0パーセント以上に維持するよう義務付け

られている。またAPRAは、当行を含むADIに対して、これらの最低資本比率を超える健全性基準の資本要件

（「PCR」）を満たすよう求めている。APRAは、各ADIに課したPCRの開示を認めていない。

またAPRAはADIに対して、以下から成るその他CET１資本バッファーを保有するよう求めている。

・APRAが国内におけるシステム上重要な銀行（「D-SIB」）に指定するADI（別途APRAにより指定された場合

を除く。）については、3.5パーセントの資本保全バッファー（「CCB」）（D-SIBに対する1.0パーセント

のサーチャージを含む。）。APRAは当行をD-SIBに指定している。

・カウンターシクリカル・バッファー。カウンターシクリカル・バッファーは管轄区域ごとに設定され、

APRAはオーストラリアにおける基準設定を担当している。カウンターシクリカル・バッファーは、オース

トラリア及びニュージーランドにおいて、現在、ゼロに設定されている。

上述のバッファーは総称して「資本バッファー」と呼ばれる。CET１資本比率が資本バッファーの範囲内に

ある場合、収益配分が制限される。この中には、配当金、その他Tier１資本の分配金及び従業員への変動賞

与を通じて分配可能な利益額に対する制限が含まれる。

当行の資本管理アプローチは、資本が費用のかかる資金調達方法であることと、適切な自己資本を維持す

る必要性とのバランスを追求するというものである。当行は資本の充実度を決定する際及び資本管理計画を

策定する際に、効率性、柔軟性及び適切性のバランスを保つ必要性について検討している。

当行はこれらの検討事項について、自己資本充実度評価プロセス（「ICAAP」）を通じて評価しており、そ

の主な特徴は以下のとおりである。

・規制上の最低値、資本バッファー及び不測の事態への対応計画の検討を含む資本管理戦略の策定

・経済的資本と自己資本規制の両方の要件の検討

・不利な経済シナリオの影響を組み込んだ自己資本測定、カバレッジ及びその他の要件を伴うストレス・テ

ストの枠組み、並びに

・格付機関、株式投資家及び債券投資家等の外部の利害関係者の観点の考慮

2017年７月19日にAPRAが「疑いなく強力な」資本について発表したことを受けて、当行は資本水準管理の

指針として望ましいとしていた8.75パーセント乃至9.25パーセントというレンジの使用を停止した。当行

は、APRAが自己資本比率の枠組みの見直しを完了した時点で、CET１資本比率の望ましいレンジを修正する予

定である。その間、３月と９月には、当行は現行の資本枠組みに基づき測定された10.5パーセント以上とい

うCET１資本比率を適用する予定である。その際、以下の項目も考慮される。

・現行の規制資本の最低値及びCCB。これらは合わせてCET１要件の全部を成す。

・業績悪化に対する適切なバッファーを調整するためのストレス・テスト

・半年ごとの普通株式の配当金支払いによる、四半期ベースでの資本比率の変動
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(ⅳ) バーゼル資本協定

APRAのリスクベース資本の自己資本規制は、通常、バーゼル銀行監督委員会（「BCBS」）が公表した「銀行

のための世界的な規制の枠組み」（「バーゼルⅢ」）と合致しているが、APRAが一定の裁量を行使する場合は

この限りではない。結果的に、当該裁量の適用により、BCBSのアプローチに則ったAPRAの健全性基準に基づき

報告される資本比率及び他の法域で報告される資本比率が引き下げられる。

当行は、規制上の資本の必要額の測定に関してバーゼルⅢ国際適正自己資本比率規制により認められた先進

的なモデルを適用することをAPRAから認可されている。当行は、信用リスクに関して先進的内部格付手法を、

オペレーショナル・リスクに関して先進的測定手法（AMA）を、銀行勘定内での金利リスク（IRRBB）に関して

内部モデルによる手法を使用している。

下表は、９月30日現在の当行のレベル２規制上の自己資本比率の要約である。下表は、当行のレベル２規制

上の自己資本の枠組みを要約するものであるため、表示されている資本金額は、当行グループの連結財務書類

に記載の数値とは異なっている。

 

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

普通株主持分 60,520 57,235

普通株主持分からの控除 (17,850) (18,360)

控除後の普通株主持分合計 42,670 38,875

その他Tier１資本 8,505 6,910

規制上のTier１資本純額 51,175 45,785

Tier２資本 8,952 8,201

Tier２資本からの控除 (217) (218)

控除後のTier２資本合計 8,735 7,983

規制上の自己資本合計 59,910 53,768

信用リスク 349,258 358,812

市場リスク 8,094 7,861

オペレーショナル・リスク 31,229 33,363

銀行勘定内での金利リスク 11,101 5,373

その他の資産 4,553 4,644

リスク調整後資産合計 404,235 410,053

普通株式等Tier１資本比率 10.56％ 9.48％

その他Tier１資本比率 2.10％ 1.69％

Tier１資本比率 12.66％ 11.17％

Tier２資本比率 2.16％ 1.94％

規制上の自己資本比率合計 14.82％ 13.11％

 

資本要件に影響を与える可能性のある将来における規制上の進展については、第一部　第２　３「事業の内

容」(2) (b) 「主な変更事項」を参照のこと。
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(ⅴ) 部門別の業績

当行は、以下の５つの主要な顧客対面型事業部門の下で報告を行っている。

・コンシューマー・バンク（CB）：全ブランドにつきオーストラリアにおけるすべての消費者顧客との関係

に責任を負う。

・ビジネス・バンク（BB）：全ブランドにつきオーストラリアにおけるすべての企業顧客及び商業顧客との

関係に責任を負う。

・BTファイナンシャル・グループ（オーストラリア）（BTFG）：当行グループの資産管理、保険及びプライ

ベート・バンキング業務に責任を負う。

・ウエストパック・インスティテューショナル・バンク（WIB）：機関投資家顧客及び法人顧客との関係、

並びにアジア及び太平洋地域を含む当行グループの国際事業について責任を負う。

・ウエストパック・ニュージーランド：ニュージーランドのすべての顧客セグメントについて責任を負う。

当行グループ事業には、財務部門、グループ・テクノロジー部門及びコア・サポート部門が含まれる。

当行グループは、資本配分の枠組みの更新を完了した。当該更新により、各部門が保有する資本の規制上の

自己資本の要件の遵守状況がさらに改善された。2016年度について、部門別の業績は、2017年度の業績との比

較を可能にするため修正再表示されている（当行グループの報告事業セグメント及び資本配分の変更に関する

開示については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記２を参照のこと。）。

会計基準AASB第８号「事業セグメント」により、当行の主要意思決定者に内部的に提供される情報と合致す

る方式で各セグメントの業績を表示することが求められている。当行の業績（部門ごとの業績を含む。）を評

価するにあたり、当行グループは、「現金利益」と呼ばれる業績指標を使用する。現金利益は、継続事業に

よって創出され、分配（配当を含む。）を評価する際に考慮される利益の水準の指標とみなされる。現金利益

にはAASに基づき決定される純利益に反映されている非現金項目が含まれているため、現金利益は、現金主義

会計に基づき決定されるキャッシュ・フロー又は純利益の指標とはならない。現金利益を算出するため、ウエ

ストパック・バンキング・コーポレーション所有者に帰属する当期純利益につき現金項目と非現金項目の両方

を含む具体的な調整が行われ、その内容は以下のとおりである。経営陣の見解においては、この調整を用いる

ことにより、当行グループがより効果的に当年度の業績を前年度の業績と比較して評価することが可能にな

り、また、事業部門間及び同業他社間での業績の比較を行うことが可能となる。

各事業部門のウエストパック・バンキング・コーポレーション所有者に帰属する当期純利益に対する現金利

益調整については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記２に記載されている。

現金利益を決定するにあたり、法定業績について以下の３つのカテゴリーの調整が行われる。

・当行の主要意思決定者が継続事業を反映していないと判断する重要項目。

・無形資産の償却、自己株式の影響及び経済的ヘッジの影響等、配当を提案する時点で考慮されない項目。
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・法定業績に影響を与えない個別の勘定科目間の会計上の組替え。

別途記載の無い限り、本項における当行の部門別の業績に関する議論は、現金利益ベースで行われている。

現金利益は、本書の他の箇所において表示されている法定業績と直接比較することはできない。

報告される業績に対する現金利益調整の概要は、以下のとおりである。

・　無形資産の償却：セント・ジョージとの合併、ロイズのオーストラリア事業の一部の買収の結果、識別

可能無形資産が認識された。当該投資に持分会計が適用される期間のBTIMの簿価において、みなし識別

可能無形資産も認識された。認識された無形資産は、コア預金、顧客関係、運用契約及び販売関係に関

連するものであった。当該無形資産項目は、４年から20年の耐用年数にわたって償却される。当該償却

（資産計上されたソフトウェアを除く。）は、非キャッシュ・フロー項目であり、株主に対する現金配

当に影響を与えないため、現金利益調整となる。

・　買収、取引及び統合費用：ロイズのオーストラリア事業の一部買収に関連する費用は、統合期間後の取

得事業について予想される利益を反映していないため、現金利益調整として扱われた。

・　資産計上されたテクノロジー・コストの残高：当行グループのテクノロジー・デジタル戦略の変更、技

術の急速な変化及び規制要件の発生により、2015年度において、会計上多くの変更が行われた。これに

は、３年超の耐用年数を有する既存の資産の大部分につき加速償却法に移行すること、規制要件が変更

された場合に規制プログラム関連資産につき資産計上された費用を償却すること、及びより多くのプロ

ジェクト費用を直接的に費用計上することが含まれる。2015年度において該当する資産の簿価の引下げ

につながることが認識された費用は、その金額及び継続事業を反映していない点を踏まえ、現金利益調

整として扱われた。

・　（AASに基づくヘッジ会計の対象とならない）経済的ヘッジに係る公正価値は、以下から成る。

－利息以外の収益に影響を与える将来のニュージーランド業務の利益の為替ヘッジに係る未実現の公

正価値（利益）／損失は、現金利益を算出する際に戻し入れられる。これは、当該（利益）／損失

により、報告される業績のタイミングに重大なずれが生じる可能性があるが、当該ヘッジの期間中

においては当行グループの現金利益がその影響を受けないためである。

－発生主義で会計処理される長期資金調達取引のヘッジに係る未実現公正価値（利益）／損失は、現

金利益を算出する際に戻し入れられる。これは、当該（利益）／損失により、報告される業績のタ

イミングに重大なずれが生じる可能性があるが、当該ヘッジの期間中においては当行グループの現

金利益がその影響を受けないためである。

・　非有効ヘッジ：非有効ヘッジの未実現(利益)／損失は、当該年度の現金利益を算出する際に戻し入れら

れる。これは、当該ヘッジの公正価値の変動に由来する利益又は損失が長期にわたって戻し入れられ、

当行グループの利益に長期的な影響を与えないためである。

・　ロイズに関する税務調整－ロイズの買収に由来する税務調整は、当行のロイズの買収及び統合費用の取

扱いと同様に現金利益調整として扱われている。
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・　BTIM株式の売却：2015年度中、当行グループは、保有するBTIM株式の一部売却に伴う多額の利益を認識

した。当該利益は、その金額と継続事業を反映していない点を踏まえて現金利益調整として扱われてい

る。2017年度中、当行グループは、保有するBTIM株式の追加売却による利益（費用控除後）を認識し

た。過年度における当該利益の取扱いと同様に、当該利益は、その金額と継続事業を反映していない点

を踏まえて現金利益調整として扱われている。当行グループは、将来における残る10パーセントのBTIM

株式の売却の可能性も示唆している。当該売却に係る将来における損益は、同様に現金利益の算出から

は除外される。

・　自己株式：AASに基づき、当行グループが運用ファンド及び生命保険業務において保有する当行の株式

は自己株式とみなされ、報告される業績において当該株式の保有による損益を収益認識することは認め

られていない。当該損益は、当行グループの利益に不均衡な影響を与えていないことを保証するため、

現金利益を算出するにあたり、組み入れられる。これは、収益を計上するにあたり再評価される保険契

約者の負債及びエクイティ・デリバティブ取引を自己株式が裏付けているためである。

・　報告される業績に影響を与えない個別項目間の会計上の組替えは、以下から成る。

－2017年度において、当行グループは、ウエストパック・ニュージーランドのクレジットカード・リ

ワード・スキームの会計処理方法を、当行グループの慣行と平仄を合わせる形で変更した。当該変

更は、現金利益や報告される利益には影響を与えていないが、これに伴って現金利益内の過年度の

利息以外の収益及び業務費用が修正再表示されている。報告された利益の項目は変更されていな

い。

－保険契約者の税金還付：生命保険業務に関するAAS（保険契約者の税金還付）を遵守するためにグロ

スアップされる所得及び税金の金額は、現金利益ベースで所得及び税金費用を計上する際に戻し入

れられる。

－オペレーティング・リース：AASに基づき、オペレーティング・リースに係る賃貸料は、リース対象

となる資産の減価償却費を含めて表示される。当該金額は、現金利益ベースで利息以外の収益及び

業務費用を算出する際に相殺される。

当該情報の表示にあたっては、オーストラリア証券投資委員会（ASIC）の規制ガイド230に規定の指針を遵

守している。

 

部門別の現金利益及び資産

下表は、当行の事業の各主要部門について、2017年９月30日及び2016年９月30日に終了した各事業年度の期

末における現金利益及び資産合計を示したものである。当行の地域及び事業セグメントごとの開示、並びにウ

エストパック・バンキング・コーポレーション所有者に帰属する当期純利益に関する調整については、第一

部　第６　１「財務書類」に対する注記２を参照のこと。
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事業部門別現金利益

 
（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

コンシューマー・バンク 3,104 2,984

ビジネス・バンク 2,099 1,975

BTファイナンシャル・グループ（オーストラリア） 771 868

ウエストパック・インスティテューショナル・バンク 1,304 1,106

ウエストパック・ニュージーランド 916 825

当行グループ事業 (132) 64

現金利益合計 8,062 7,822

 

事業部門別資産合計

 

（単位：十億豪ドル） 2017年 2016年

コンシューマー・バンク 369.5 351.5

ビジネス・バンク 161.1 156.8

BTファイナンシャル・グループ（オーストラリア） 35.2 38.2

ウエストパック・インスティテューショナル・バンク 102.9 110.4

ウエストパック・ニュージーランド 81.3 82.1

当行グループ事業 101.9 100.2

資産合計 851.9 839.2

 

経営陣に対する報告と同様の方式で部門別の業績を提示するにあたり、内部費用と移転価格の調整は、法人

格ではなく経営の枠組みを反映する形で各部門の業績に含まれている（これらの業績を個別の法人の業績と比

較することはできない。）。経営陣への報告の枠組み又は会計上の分類に変更があった場合、比較対象年度の

業績が修正され、従前において報告された業績と異なる可能性がある。

当行の内部移転価格の枠組みは、リスク移転、収益性の測定、資本配分及び事業ユニットの配置を円滑化す

るものであり、当行が事業を行う法域に合わせて調整されている。移転価格により、当行の商品及び部門の当

行グループの利鞘に対する相対的貢献、並びに業績のその他の特徴を測定することが可能となる。当行の移転

価格の枠組みの主要な要素は、金利及び流動性リスクに係る資金移転価格、並びに通常及び臨時の流動性費用

の配分（資本配分を含む。）である。
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a. コンシューマー・バンク

コンシューマー・バンク（「CB」）は、ウエストパック、セント・ジョージ、バンクSA、バンク・オブ・

メルボルン及びRAMSのブランドの下、オーストラリアにおける消費者顧客向けの販売及びサービスを担う。

業務は、専門のコンシューマー・リレーションシップ・マネジャーの特別チーム並びに支店、コール・セン

ター及びATMの広範なネットワークを通じて行われている。顧客に対しては、様々なインターネット／モバ

イル・バンキング・ソリューションによる支援も提供されている。また、CBは、資産管理及び為替を含む一

部の金融サービス及び商品に係る販売及びサービスについてBTFG及びWIBとも全面的に協力している。当該

商品からの収益の大部分は、当該商品のオリジネーターにおいて留保される。

 

業績

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

純利息収益 7,509 7,175

利息以外の収益 802 850

純業務収益（業務費用及び減損費用控除前） 8,311 8,025

業務費用 (3,337) (3,270)

減損費用 (541) (492)

税引前利益 4,433 4,263

法人税等 (1,329) (1,279)

当期現金利益 3,104 2,984

現金利益調整純額 (116) (116)

ウエストパック・バンキング・コーポレーション
所有者に帰属する当期純利益

2,988 2,868

 十億豪ドル 十億豪ドル

預金及びその他の借入金 191.8 180.6

貸付金純額 362.5 344.8

資産合計 369.5 351.5

業務費用合計／純業務収益比率 40.15％ 40.75％
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現金利益は、バランスシートの拡大と厳格な費用管理により４パーセント増加して3,104百万豪ドルとなっ

た。
 

純利息収益は、334

百 万 豪 ド ル （５

パーセント）増加

した。

・抵当権付住宅ローンの増加は、市場全体をわずかに下回るものであった
1
。そ

の他の貸付けの減少は、クレジットカードと個人向け貸付におけるものであっ

た（市場全体の貸付残高の減少と一致していた
1
。）

・預金の市場全体を上回る増加には、決済用口座の残高の９パーセントの増加が

含まれた。

・純利鞘は、主に大口資金調達及び預金のコストの増加に由来して３ベーシス・

ポイント縮小したが、一部の金利改定や解約に関する統制の継続によって部分

的に相殺された。

 

利 息 以 外 の 収 益

は、48百万豪ドル

（６パーセント）

減少した。

・減少は主に、カード収益の減少（仲介手数料の変更、ロイヤルティ・ポイント

償還コスト及び前年度に享受された恩恵が当期においては享受されなかったこ

との最終的な影響）並びに顧客への返金及び支払いの準備金によるものであっ

た。当該減少は以下によって部分的に相殺された。

・一部の手数料の改定及び為替収益の増加。

 

業務費用は、67百

万豪ドル（２パー

セ ン ト ） 増 加 し

た。

・テクノロジー及び投資関連費用の増加。

・規制及びコンプライアンス関連費用の増加。

・商品開発及びマーケティング費用の増加、並びに

・生産性向上の恩恵による事業の経常費用の増加の大部分の相殺

 

減損費用は、49百

万豪ドル（10パー

セ ン ト ） 増 加 し

た。

・減損の増加は、主に鉱業への投資サイクルの低迷の影響を受けた地域における

抵当権付住宅ローンに係る個別評価引当金の増加とその他の消費者向け貸付

ポートフォリオにおける経済的困窮に関する変更に係る一括評価引当金による

ものであった。

・その他の消費者ローンの90日以上の延滞は、主に経済的困窮にかかる手続中の

顧客に関する審査と報告に関する変更により増加した。経済的困窮に関する変

更を除外した場合、90日以上の延滞の状況は改善した。

 
　
1　出典：オーストラリア準備銀行（RBA）、2017年９月
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b. ビジネス・バンク

ビジネス・バンク（「BB」）は、オーストラリアの零細企業、中小企業及び商業顧客（最大で約150百万

豪ドルの融資枠を有する事業者をいう。）向けの販売及びサービスに責任を負う。同部門は、ウエストパッ

ク、セント・ジョージ、バンクSA及びバンク・オブ・メルボルンのブランドの下で運営されている。顧客に

は、その借入れ、支払い及び取引上のニーズを支援するバンキング及び金融に関連する各種商品及びサービ

スが提供される。さらに、キャッシュ・フロー・ファイナンス、貿易金融、自動車及び設備金融、不動産金

融並びに財務について専門家によるサービスも提供されている。同部門は、自動車ローンを有する消費者顧

客についても責任を負う。BBは、企業年金、外国為替及び金利ヘッジ等の一部の金融サービス及び商品に係

る販売及びサービスについてBTFG及びWIBとも全面的に協力している。当該商品からの収益の大部分は、当

該商品のオリジネーターにおいて留保される。

 

業績

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

純利息収益 4,055 3,925

利息以外の収益 1,153 1,104

純業務収益（業務費用及び減損費用控除前） 5,208 5,029

業務費用 (1,839) (1,796)

減損費用 (367) (410)

税引前利益 3,002 2,823

法人税等 (903) (848)

当期現金利益 2,099 1,975

現金利益調整純額 (10) (10)

ウエストパック・バンキング・コーポレーション
所有者に帰属する当期純利益

2,089 1,965

 十億豪ドル 十億豪ドル

預金及びその他の借入金 115.3 110.6

貸付金純額 157.5 153.4

資産合計 161.1 156.8

業務費用合計／純業務収益比率 35.31％ 35.71％
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現金利益は、純業務収益（業務費用及び減損費用控除前）の４パーセントの増加と減損費用の10パーセン

トの減少により、2016年度から124百万豪ドル（６パーセント）増加して2,099百万豪ドルとなった。当該業

績は、手数料収益の増加、バランスシートの拡大及び生産性向上による利益に後押しされた。

 

純利息収益は、130

百 万 豪 ド ル （３

パーセント）増加

した。

・貸付けの３パーセントの増加は、中小企業及び重点業界における増加に後押し

されたが、商業用不動産向け貸付は、リスクとリターンのプロファイルの最適

化により減少した。

・決済用口座の預金残高の15パーセントの増加が、預金の４パーセントの増加を

後押しした。定期預金の残高は、一部の顧客が（BTFGにおける）個人向け資産

管理業務に移行したことにより減少した。

・純利鞘は、年間を通じて横ばいであった。資産の利幅は、一部の金利改定に

伴って拡大したが、これらは預金の利幅の縮小と大口資金調達コストの増加に

よって相殺された。

 

利 息 以 外 の 収 益

は、49百万豪ドル

（４パーセント）

増加した。

 

・ポートフォリオの拡大と融資枠の一部金利改定によるライン手数料の増加。

・手数料に関しても、取引額の増加と金利改定に後押しされた。

 

業務費用は、43百

万豪ドル（２パー

セ ン ト ） 増 加 し

た。

・事業の経常費用の増加の大部分は、手続のデジタル化と部門のサービス・モデ

ル（専門の業界チームと顧客のサービス請求へのよりターゲットを絞った対応

を含む。）の効率化に伴う効率性改善の利益により相殺された。

・当該増加の大部分は、投資費用及びテクノロジー費用の増加による。

 

減損費用は、43百

万豪ドル（10パー

セ ン ト ） 減 少 し

た。

・減損の減少は主に、自動車ローンの回収手続の改善によるものであった。当該

減少は、とりわけクイーンズランド州における不動産、建設、鉱業及び製造部

門における引当金の増加により、部分的に相殺された。

・信用の質は、引き続き安定しており、ストレスを受けた資産の合計がTCEに占

める割合は低下した。自動車ローンの返済遅延は、経済的困窮の報告に関する

変更に伴い増加した。
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c. BTファイナンシャル・グループ（オーストラリア）

BTファイナンシャル・グループ（オーストラリア）（「BTFG」）は、当行グループのオーストラリアにお

ける資産管理及び保険部門であり、幅広い関連サービスを提供している。BTFGのファンド管理業務には、投

資商品、退職年金商品、退職商品、資産管理プラットフォーム、プライベート・バンキング、マージン・レ

ンディング及びエクイティ・ブローキングの組成及び販売が含まれる。BTFGの保険業務は、生命保険、損害

保険及び抵当権付住宅ローン貸付保険の組成及び販売をその対象とする。同部門は、特定の損害保険商品の

組成について第三者も利用している。あらゆる保険分野のリスクを管理するにあたり、同部門は、外部の保

険会社を用いて特定のリスクの出再保険を行っている。BTFGは、幅広い資産管理、ファンド管理及び財務ア

ドバイスのブランドを展開し、個人向け資産管理業務と保険についてウエストパック、セント・ジョージ、

バンク・オブ・メルボルン及びバンクSAの銀行ブランドの下で事業を行っている。

2017年度において、当行は、BTインベストメント・マネジメント・リミテッド（「BTIM」）に対する出資

分を売却し、出資割合を29パーセントから10パーセントに低下させた。同事業は、これまで持分会計によっ

て会計処理されていたが、当該売却により、同事業は売却可能投資として反映されることとなった。BTIM株

式の売却益は、下記のBTFGの現金利益の業績には含まれていない。

 

業績

 
（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

純利息収益 537 486

利息以外の収益 1,744 1,908

純業務収益（業務費用及び減損費用控除前） 2,281 2,394

業務費用 (1,176) (1,160)

減損（費用）／戻入益 (4) -

税引前利益 1,101 1,234

法人税等 (330) (366)

非支配株主持分に帰属する当期純利益 - -

当期現金利益 771 868

現金利益調整純額 160 (32)

ウエストパック・バンキング・コーポレーション
所有者に帰属する当期純利益

931 836

 十億豪ドル 十億豪ドル

預金及びその他の借入金 29.7 25.5

貸付金純額 20.1 18.6

資産合計 35.2 38.2

運用ファンド（FUM）
1 53.1 48.4

管理ファンド（FUA） 138.3 130.8

業務費用合計／純業務収益比率 51.56％ 48.45％

1　FUMは、年金、個人投資、退職商品及び個人退職年金を含む個人向け業務を表し、リスク・プロファイルは、アドバンス

（投資運用会社のマルチマネジャー）を通じて投資家と投資ソリューションによって選択される。
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現金利益

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

ファンド管理業務 435 520

保険 293 309

資本及びその他 43 39

現金利益合計 771 868

 

現金利益は、129百万豪ドル（税引前）に達した多数の非経常項目の影響から、2016年度から11パーセン

ト減少した。非経常項目（税引後）が現金利益に与えた影響には、顧客への返金及び支払いの準備金（58百

万豪ドル）、ブティック・ファンドへの投資の再評価損失（24百万豪ドル）、及びBTIM株式の追加売却によ

る収益の減少（10百万豪ドル）が含まれる。規模の拡大がFUM及びFUAの利鞘の縮小、助言業務の水準の低

下、保険請求の増加並びに規制及びコンプライアンス関連費用の増加によって部分的に相殺されたため、基

幹事業については年間を通じて変化がなかった。

 

純利息収益は、51

百万豪ドル（10

パーセント）増加

した。

・個人向け資産管理業務におけるバランスシートの拡大、預金の16パーセントの

増加及び貸付金の８パーセントの増加。

・主として一部の抵当権付住宅ローンの金利改定及び定期預金の利幅の改善によ

る純利鞘の13ベーシス・ポイントの拡大。

 

利 息 以 外 の 収 益

は、164百万豪ドル

（９パーセント）

減少した。

・ファンド管理業務の貢献額は、151百万豪ドル減少した。

－上記の非経常項目（129百万豪ドル）。

－主に事業活動の縮小による助言報酬の減少（33百万豪ドル）。

－平均FUM及びFUAの増加（それぞれ10パーセントと７パーセント増）による

FUM及びFUA収益の増加。当該増加は、商品構成の変化（「マイスーパー」商

品への顧客の移動を含む。）に伴う利鞘の縮小を相殺した。当年度のFUM及

びFUAの正味流入額は、40億豪ドルであった。

・保険収益は、26百万豪ドル（５パーセント）減少した。

－損害保険収益は、主に当年度上半期に集中した保険金請求の増加によって減

少した（33百万豪ドル減）。

－生命保険収益は、保有保険契約の保険料の10パーセントの増加と失効率の改

善が保険金請求の増加によって相殺されたことから横ばいであった。

－主にLVRが90パーセント超の貸付金に関する取引により、LMIの貢献が増加し

た。

・上記の業績は、主にヘッジコストの低下による自己資本利益率の改善によって

部分的に相殺された。

 

業務費用は16百万

豪ドル（１パーセ

ント）増加した。

・規制及びコンプライアンス関連費用は、年間を通じて28百万豪ドル増加した。

・投資関連費用は、「パノラマ」の立上げに関連する費用により増加した。

・生産性向上の恩恵によって、上記の増加の大部分が相殺された。
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ファンド管理業務

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

純利息収益 525 474

利息以外の収益 1,183 1,334

純業務収益（業務費用及び減損費用控除前） 1,708 1,808

業務費用 (1,082) (1,067)

減損（費用）／戻入益 (3) -

税引前利益 623 741

法人税等 (188) (221)

非支配株主持分に帰属する当期純利益 - -

当期現金利益 435 520

現金利益調整純額 160 (32)

ウエストパック・バンキング・コーポレーション
所有者に帰属する当期純利益

595 488

業務費用合計／純業務収益比率 63.35％ 59.02％

 

保険業務

保険業務の業績には、ウエストパック及びセント・ジョージの生命保険業務、損害保険業務及び抵当権

付住宅ローン貸付保険（LMI）業務が含まれる。

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

純利息収益 8 5

利息以外の収益 499 525

純業務収益（業務費用及び減損費用控除前） 507 530

業務費用 (92) (88)

税引前利益 415 442

法人税等 (122) (133)

当期現金利益 293 309

現金利益調整純額 - -

ウエストパック・バンキング・コーポレーション
所有者に帰属する当期純利益

293 309

業務費用合計／純業務収益比率 18.15％ 16.60％
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d. ウエストパック・インスティテューショナル・バンク

ウエストパック・インスティテューショナル・バンク（「WIB」）は、オーストラリア及びニュージーラ

ンドに関係性を有する商業顧客、法人顧客、機関投資家顧客及び政府顧客に対して幅広い金融商品とサービ

スを提供している。WIBの業務は、トランザクション・バンキング、金融市場及び債券資本市場、特別資本

並びにオルタナティブ投資ソリューションに関する専門知識を有する、業界関係・専門家向け商品の特別

チームを通じて行われている。顧客は、オーストラリア並びにニュージーランド、米国、英国及びアジアに

おける支店と子会社を通じたサポートを受けている。WIBはまた、現在、フィジー及びパプア・ニューギニ

アにおいて各種バンキング・サービスを提供しているウエストパック・パシフィックについても責任を負

う。WIBは、より複雑な財務上のニーズの充足（為替や確定利付証券に係るソリューションを含む。）につ

いて当行グループのすべての部門と全面的に協力している。

 

業績

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

純利息収益 1,507 1,574

利息以外の収益 1,706 1,536

純業務収益（業務費用及び減損費用控除前） 3,213 3,110

業務費用 (1,323) (1,347)

減損（費用）／戻入益 (56) (177)

税引前利益 1,834 1,586

法人税等 (523) (473)

非支配株主持分に帰属する当期純利益 (7) (7)

当期現金利益 1,304 1,106

現金利益調整純額 - -

ウエストパック・バンキング・コーポレーション
所有者に帰属する当期純利益

1,304 1,106

 十億豪ドル 十億豪ドル

預金及びその他の借入金
1 89.4 88.4

貸付金純額 74.0 73.8

資産合計 102.9 110.4

業務費用合計／純業務収益比率 41.18％ 43.31％

1　本表においては顧客預金合計を差し、譲渡性預金を除く。

 

現金利益は、顧客収益とトレーディング収益の増加、厳格な費用管理及び減損の減少に後押しされ、

2016年度から198百万豪ドル（18パーセント）増加して1,304百万豪ドルとなった。
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純利息収益は、67

百 万 豪 ド ル （４

パーセント）減少

した。

・平均貸付金残高は、年間を通じて減少し、純利息収益の減少につながったが、

以下によって部分的に相殺された。

・利益の少ない資産の削減と金利設定の統制による純利鞘の７ベーシス・ポイン

トの拡大。

 

利 息 以 外 の 収 益

は、170百万豪ドル

（11パーセント）

増加した。

・債券及びコモディティのトレーディング収益の増加。

・一部の大規模な顧客取引を反映した顧客収益の増加。

・デリバティブ評価調整のプラスの変動。

 

業務費用は、24百

万豪ドル（２パー

セ ン ト ） 減 少 し

た。

 

・厳格な業務費用管理、生産性イニシアチブ及びアジアにおける投資の減少が業

務費用の２パーセントの減少につながった。

 

減損費用は、121百

万豪ドル（68パー

セ ン ト ） 減 少 し

た。

・資産の質は安定しており、一部の大規模融資枠の整理と償却により減損資産が

TCEに占める割合は、26ベーシス・ポイント低下した。

・減損費用の減少の一部は、2016年度において少数の大口取引先の格下げにつき

引当金が増加したことに伴って減損費用が増加したことによる。

 

e. ウエストパック・ニュージーランド

ウエストパック・ニュージーランドは、ニュージーランドの消費者、企業及び機関投資家顧客に対するバ

ンキング商品、資産管理商品及び保険商品の販売及びサービスを担う。当行は、ニュージーランドの銀行業

務を、ニュージーランドにおける２つの銀行、すなわちニュージーランドにおいて設立されたウエストパッ

ク・ニュージーランド・リミテッド、及びオーストラリアにおいて設立されたウエストパック・バンキン

グ・コーポレーション（ニュージーランド支店）を通じて行っている。ウエストパック・ニュージーランド

は、北島・南島の両島における広範な支店及びATMのネットワークを通じて運営されている。企業及び機関

投資家顧客には、顧客関係及び専門家向け商品のチームを通じたサービスも提供される。バンキング商品

は、ウエストパックのブランドの下で提供されているが、保険商品及び資産管理商品は、それぞれウエスト

パック・ライフ及びBTのブランドの下で提供されている。ウエストパック・ニュージーランドは、独自のイ

ンフラ（テクノロジー、運営及び財務を含む。）も維持している。
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業績

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

純利息収益 1,627 1,606

利息以外の収益
1 479 482

純業務収益（業務費用及び減損費用控除前） 2,106 2,088

業務費用
1 (903) (889)

減損（費用）／戻入益 72 (54)

税引前利益 1,275 1,145

法人税等 (359) (320)

非支配株主持分に帰属する当期純利益 - -

当期現金利益 916 825

現金利益調整純額 (14) 2

ウエストパック・バンキング・コーポレーション
所有者に帰属する当期純利益

902 827

 十億豪ドル 十億豪ドル

預金及びその他の借入金
2 53.7 54.9

貸付金純額 71.1 71.7

資産合計 81.3 82.1

運用ファンド
3 7.7 7.1

管理ファンド
3 1.6 2.0

業務費用合計／純業務収益比率 42.88％ 42.58％

1　ウエストパック・ニュージーランドのクレジットカード・リワード・スキームの会計処理方法が変更されたため、比較数

値は修正再表示されている（2016年度：33百万豪ドル、2015年度：36百万豪ドル）。

2　本表においては、顧客預金合計を指す。

3　2017年度中、２億豪ドルがFUAからFUMに移転した。

 

現金利益は、戻入れ及び回収の増加に伴う72百万豪ドルの減損損失戻入益により、11パーセント増加し

て916百万豪ドルとなった。純業務収益（業務費用及び減損費用控除前）は、取引量の増加が利鞘の縮小に

よって相殺されたことにより１パーセントの増加となった。業務費用は、同部門の刷新プログラムに対する

投資により２パーセント増加した。
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純利息収益は、21

百 万 豪 ド ル （１

パーセント）増加

した。

・為替換算の影響を除外した場合、主に抵当権付住宅ローンの４パーセントの増

加と法人向け貸付の１パーセントの増加により、貸付金は３パーセント増加し

た。

・為替換算の影響を除外した場合、預金の２パーセントの増加は主に、顧客が通

知預金口座よりも金利の高い定期預金商品を選好したことによる定期預金の増

加（３パーセント増）によるものであった。

・主に預金をめぐる競争の激化と大口資金調達コストの増加により純利鞘は13

ベーシス・ポイント縮小したが、当該縮小は以下によって部分的に相殺され

た。

・一部の抵当権付住宅ローンと法人向け貸付について金利が改定された。

 

利 息 以 外 の 収 益

は、３百万豪ドル

（１パーセント）

減少した。

・投資収益の増加（FUM及びFUAの６パーセントの増加（為替換算の影響を除

く。））並びにカード収益の増加は、保険金請求の増加と一部の消費者手数料

の廃止に伴う銀行手数料の減少によって相殺された。

 

業務費用は、14百

万豪ドル（２パー

セ ン ト ） 増 加 し

た。

 

・増加は主に、同部門の刷新プログラムの費用及び当該プログラムに対する投資

によるものであった。

・上記の増加を除外した場合、各種生産性イニシアチブ（20の支店の純減、FTE

の３パーセントの削減、セルフサービス採用の強化及び手続の更なるデジタル

化を含む。）により業務費用は３パーセント減少した。

 

減損費用54百万豪

ドルに対し、減損

損失戻入益は、72

百万豪ドルとなっ

た。

・資産の質は依然として安定しており、ストレスを受けた資産がTCEに占める割

合は、48ベーシス・ポイント低下して2.06パーセントとなった。当該低下は、

酪農セクターにおけるストレスの減少（牛乳価格の改善）によるものであっ

た。消費者の90日以上の延滞は、わずかに増加したが、引き続き史上最低水準

程度に抑えられている。

・減損損失戻入益は、数件の大規模融資枠の整理と戻入れがストレスのレベルの

低下と組み合わされたことを反映している。
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f. 当行グループ事業

当該セグメントは、以下から構成される。

・財務部門は、当行グループのバランスシートの管理（大口資金調達、資本及び流動性管理を含む。）を担当

する。また、財務部門は、バランスシートに固有の金利リスク及び為替リスクの管理も行う（当行グループ

の資産及び負債のミスマッチの管理を含む。）。財務部門の利益は、主として当行グループのバランスシー

ト及び金利リスク（ウエストパック・ニュージーランドを除く。）を所定のリスク限度内で管理することに

由来する。

・グループ・テクノロジー部門
1
は、オーストラリア業務向けの機能から成り、テクノロジー戦略・設計、イ

ンフラ及び運営、アプリケーション開発並びに事業統合を担当する。

・オーストラリアにおける銀行業務、不動産サービス、戦略、財務、リスク、コンプライアンス、法務及び人

事といった、中央で実施される機能から成るコア・サポート部門
2
。

・当行グループ事業には、部門に割り当てられない資本に係る利益、当行グループの事業セグメントの業績の

提示を容易にする、特定のグループ間取引に関する会計項目、非中核資産の売却益、当行グループのフィン

テック投資に関連する利益及び費用並びにその他中央で調達される引当金等の本店関連項目も含まれる。
 

　

1　費用の全額は、当行グループの他の部門に割り当てられる。

2　費用の一部が当行グループのその他の部門に割り当てられ、事業活動に由来する費用は、当行グループ事業において留保

される。

 

業績

 

（単位：百万豪ドル） 2017年 2016年

純利息収益 469 582

利息以外の収益 (32) 8

純業務収益（業務費用及び減損費用控除前） 437 590

業務費用 (527) (469)

減損損失戻入益 43 9

税引前利益 (47) 130

法人税等（支払額）／還付 (85) (58)

非支配株主持分に帰属する当期純利益 - (8)

当期現金利益 (132) 64

現金利益調整純額 (92) (221)

ウエストパック・バンキング・コーポレーション
所有者に帰属する当期純利益

(224) (157)

 

現金利益は、財務部門の収益の減少、費用の増加及び税金費用の増加により、196百万豪ドル減少した。
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純業務収益は、153

百 万 豪 ド ル （26

パーセント）減少

した。

・純利息収益は、主に金利リスク管理に関連する財務部門の収益の減少によって

113百万豪ドル減少した。

・利息以外の収益は、主にニュージーランドの利益のヘッジに対する為替変動の

影響により、40百万豪ドル減少した。

 

業務費用は、58百

万豪ドル（12パー

セ ン ト ） 増 加 し

た。

 

・業務費用の増加は主に、当行グループのフィンテック投資に関連する費用の増

加と規制及びコンプライアンス関連費用の増加によるものであった。

減 損 損 失 戻 入 益

は、34百万豪ドル

増加した。

 

・減損損失戻入益は、主に鉱業部門に関連して中央で保有するエコノミック・

オーバーレイ引当金の減少により34百万豪ドル増加した。引当金の減少は、各

部門で調達される準備金を相殺した。

税金及び非支配株

主持分は、19百万

豪ドル（29パーセ

ント）増加した。

・税金及び非支配株主持分は、19百万豪ドル増加したが、これは、2016年度にお

いて過年度の課税に関する事項が最終決定されたことの恩恵が享受されたこと

による。また、当年度において、（課税目的上控除の対象とならない）ハイブ

リッド資本の分配金額が増加した。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

 

第一部　第３　１「業績等の概要」を参照のこと。

 

３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 

ⅰ. 経営方針

当行の展望は、「当行の顧客、地域及び人々の成功及び成長の手助けをするサービス業の世界的な大企業の

一つとなること」である。

当行の戦略は、深く永続的な顧客関係を築き、地域のリーダーとなり、優秀な人々が働きたいと希望する場

所となり、そうすることにより株主に高い還元を行うことで、この展望の達成を目指す。

戦略の実行にあたり、当行は、オーストラリア及びニュージーランドを含む、顧客の金融サービスに対する

ニーズの充足を支援する幅広い金融商品及びサービスを提供している主力市場に重点を置く。これらの市場に

おける当行の確固たる地位及び13百万超の顧客
1
を背景に、当行は内部成長、当行の選択したセグメントでの

顧客数の増加及びより強固かつ深い顧客関係の構築に重点を置く。
 

１　2017年９月30日現在、実質的な関係を有するすべての顧客（チャネルのみ及び潜在的な関係を除く。）。

 

本アプローチの鍵となる要素は、当行の金融サービス・ブランド・ポートフォリオであり、このポートフォ

リオによって当行はより広範囲の顧客にアピールすることができ、個人顧客のニーズをより良く満たす解決策

を提供するための戦略的柔軟性を獲得するものと考えている。

当行が事業構築を継続している中、金融サービスの環境は依然として厳しい状況にあり、当行は、効率を向

上させるのと同時に、財務状態の強化に重点を置き続けることが求められてきた。この強化には以下が含まれ

ていた。

・当行の資本の水準及び質を引き上げること。

・当行の資金調達及び流動性ポジションを改善すること。

・高い水準の資産の質及び引当金の維持を目指すこと。

当行は現在、経費率で見ると世界で最も効率的な銀行のうちの一行であるが、顧客にとって当行との取引が

より容易なものとなるよう、また、当行の人材にとってより働きやすい職場となるよう、引き続き当行の事業

を簡略化する方法を重視していく。当行は、これらの改善努力が単位コストの低減にも貢献し、成長に向けた

更なる投資能力を生み出すと考えている。

2017年度を通して、当行は、サービス刷新への移行により当行の顧客及び株主のために優れた結果を出すこ

とに重点を置いてきた。サービス刷新は、顧客のニーズをより良く予測しながら、真に顧客一人一人に対応し

たサービスを提供すること、顧客が自らの資金を管理できるようにすること、デジタル化及びイノベーション

能力の増強によりイノベーション、混乱及び顧客行動の変化の加速化に対応すること、並びに顧客経験を刷新

するための革新及び簡略化を行うことを目指している。
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サービス刷新を実施する一環として、当行は、当行グループ全体において実施される統合的な複数年計画を

開発した。2017年度において、当行は、単一の銀行技術インフラの設計及び開発により、会社のデジタル化を

重視した複数の移行プログラムにおいて、大きな結果を生み、重要なマイルストンを達成した。当行は、これ

により顧客経験が大きな変貌を遂げ、業務効率が向上すると見込んでいる。同時に、当行のコンシューマー・

バンク及びビジネス・バンクの移行プログラムは、提供コストを抑えながら、引き続き市場をリードする顧客

サービスを提供した。

同年度中、当行グループ全体の行動管理を引き続き強化することに重点を置きつつ、行動及び文化について

も相当な作業が行われた。また、当行が商品改善プログラムをめぐるイニシアチブにより規制状況及び業界地

図の変化に対応し、オーストラリア銀行協会（ABA）の業界イニシアチブ（詳細は、第一部　第２　３　(2)　

(b)「主な変更事項」に記載。）を実施し、かつ、当行の報酬枠組みを強化していくことができるよう、作業

を継続している。

持続可能性は、最も深刻な新たな社会問題であって、当行が有意義な変化をもたらし、事業価値を高めるた

めの能力と経験を有しているものの予測及び明確化を目指す当行の戦略の一部である。当行のアプローチは、

持続可能性を当行の戦略、価値、文化及びプロセスに組み込み、当行のビジネス方法の一部とするというもの

である。

当行の文化に組み込まれた、会社全体の強固な価値観が、当行の顧客重視戦略を支援している。これらの価

値観とは、以下のとおりである。

・誠実

・サービス

・一つのチーム

・勇気

・達成

 

戦略的優先順位

戦略の実行にあたり、当行は、活動の決定に資する５つの戦略的優先順位を設けている。

サービス分野におけるリーダーシップ

・すべてのチャネルにおいてシームレスな顧客経験を提供すること。

・当行のブランド・ポートフォリオを利用した文脈に応じた顧客経験によって、関係を深めること。

・顧客に当行を選んでもらえるようサービスを簡略化、簡素化及び改善することにより、新規顧客を獲得する

こと。

デジタル革新

・マルチ・ブランド能力を有する21世紀のデジタル化された銀行を創設すること。

・全面的にデジタル化を進めることで、商品及びプロセスを簡略化すること。

・システムのデジタル化及び統合により有効性の機会を得ること。

業績に関する規律

・地域で一番の優良銀行となること。

・強靭性、成長、収益及び生産性についてバランスのとれた事業運営を行うこと。
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・当行のすべての利害関係者のニーズ及び監督機関の要件を満たすために、十分な水準の資本を維持するこ

と。

・多様な資金調達プールの確保及び新たな流動性要件の充足を含め、当行の資金調達及び流動性ポジションを

引き続き強化すること。

・適切な引当金に加え、質の高い資産ポートフォリオを維持すること。

成長軌道

・以下における成長の拡大に重点を置くこと。

－中小企業

－資産管理業務

・特定の事業セグメントにターゲットを絞り込むこと。

従業員改革

・顧客中心の文化に重点を置くこと。

・顧客により良いサービスを提供し、顧客の完全な財務上のニーズを満たすために、当行の人材の能力を強化

すること。

・当行の人材がイノベーションを後押しし、新たに改善された働き方を生み出し、変化に対応できるようにす

ること。

・引き続き当行の従業員の多様性を拡大すること。

 

ⅱ．経営環境

第一部　第２　３ (2) (d) 「その他情報」を参照のこと。

 

ⅲ．対処すべき課題

第一部　第２　３ (2) (d) 「その他情報」及び第一部　第３　４「事業等のリスク」を参照のこと。
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４ 【事業等のリスク】

 

ⅰ. リスク要因

当行の事業活動は、当行の業績、財政状態及び将来の業績に悪影響を及ぼす可能性のあるリスクにさらされ

ている。下記のリスクが実際に生じた場合、当行の事業、見通し、レピュテーション、業績又は財政状態に重

大な悪影響が及ぶことがあり、当行の証券の取引価格が下落し、証券保有者による投資の全部又は一部が失わ

れる可能性がある。当行の証券に対する投資に先立ち、本書に記載のリスク及びその他情報を慎重に検討すべ

きである。当行が直面するリスク及び不確定要因は、以下に記載するものに限定されない。当行が認識してい

ないか、又は現在重要でないと考えているその他のリスク及び不確定要因も、当行に影響を及ぼす重要な要因

となる可能性がある。

 

当行の事業に関連するリスク

当行の事業は、高度に規制されており、法規制又は規制政策の変更によって悪影響を受ける可能性がある。

金融機関として当行は、オーストラリア、ニュージーランド、英国、米国及びアジアにおける様々な法域を

含む、当行が事業又は資金調達を行う各法域における詳細な法規制に服している。当行はまた、当行の事業に

ついて広範な行政権を有する複数の異なる規制・監督当局に監視されている。オーストラリアでは、当該監督

当局にはオーストラリア金融監督局（APRA）、オーストラリア準備銀行（RBA）、オーストラリア証券投資委

員会（ASIC）、オーストラリア証券取引所（ASX）、オーストラリア競争・消費者委員会（ACCC）、オースト

ラリア取引報告分析センター（AUSTRAC）及びオーストラリア税務局（ATO）が含まれている。ニュージーラン

ド準備銀行（RBNZ）及び金融市場庁（FMA）は、当行のニュージーランドにおける業務の監視・監督を行って

いる。米国では、当行は、米国の通貨監督庁（OCC）、連邦準備制度理事会、米国商品先物取引委員会

（CFTC）及び米国証券取引委員会（SEC）による監視及び規制に服している。英国では、当行は、金融行動監

視機構（FCA）及び健全性監督機構（PRA）による監視及び規制に服している。アジアでは、シンガポール金融

管理局（MAS）、中国銀行業監督管理委員会（CBRC）及び香港金融管理局（HKMA）を含む現地当局の監視及び

規制に服している。当行はまた、事業を行っているその他の法域（太平洋地域諸国を含む。）においても、関

連する現地規制機関の規制要件を遵守することを求められる。

当行グループの事業、レピュテーション、見通し、業績又は財政状態はすべて、法規制の変更、政策の変更

及び当行の監督機関による監督業務の変更によって影響を受ける可能性がある。

その他の金融サービスの提供者と同様に、当行も、当行が事業又は資金調達を行っている法域のほとんどに

おいて、とりわけ資金調達、流動性、自己資本の充実、税金、マネーロンダリング防止及びテロ資金対策、行

動、競争及び消費者保護（金融商品の設計及び販売に関するものを含む。）、報酬、プライバシー、データへ

のアクセス、健全性規制、賄賂及び腐敗防止、並びに経済及び貿易制裁の分野に関して、監視及び規制の強化

に直面している。
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規制の変更は、多くの点で当行に影響を及ぼす可能性がある。例えば、新たな規制は、当行により高水準の

流動性、並びにより高水準かつ高品質の資本及び資金を要求する可能性がある。規制の変更は、当行が営むこ

とのできる事業の種類に制限を課すことで、当行の事業遂行方法を制限する、当行若しくは当行の競合会社に

事業モデルの変更を求める、又は当行にその事業形態の修正を求めることになる可能性もある。

規制の変更がかかる影響をもたらした場合、当行の単独又は複数の事業に不利な影響を及ぼす可能性があ

り、当行の柔軟性を制限し、当行が多額の費用を負担する必要性を生じさせ、当行の単独又は複数の事業ライ

ンの収益性に影響する可能性がある。かかる費用又は制限は、当行の事業、見通し、業績又は財政状態に悪影

響を及ぼす可能性がある。

規制は、当行が顧客に商品及びサービスを提供する方法にも影響を与える場合がある。新たな法規制は、当

行が特定の顧客に商品及びサービスを提供する能力を制限し（特定の種類の貸付及び特定の顧客セグメントへ

の貸付に対する規制上の制限を課すことを含む。)、当行に商品及びサービス提供の変更を要求し、かつ、当

行が特定の商品及びサービスについて価格を設定する能力を制限する可能性がある。このような種類の変更

は、当行の利鞘及び手数料を維持又は拡大する能力に悪影響を及ぼすことで、当行の収益性に影響を及ぼす可

能性がある。これは、規制が当行の提供する商品又はサービスの価格に上限を設定しようとする、又は新たな

規制を受けて、当行が商品又はサービスの価格を引き上げることにより発生する可能性がある。この価格の引

き上げにより、顧客は、当行グループ内であるか競合会社からであるかを問わず、代替商品又はサービスを求

めるようになる（顧客がインタレスト・オンリーから元利型の抵当権付住宅ローンに借換えることを含む。）

可能性がある。

当行の事業に影響を及ぼす規制の変更をもたらす要因は、複数存在する。規制の変更は、国際機関の主導に

より行われる場合がある。例として、2010年12月にバーゼル銀行監督委員会（BCBS）は、バーゼルⅢとして知

られる、修正された国際的な規制に関する枠組みを公表した。バーゼルⅢは、とりわけ、銀行が保有する資本

について求められている質と量を向上・増加させ、流動性リスクの管理に関する新たな基準を導入した。BCBS

がこの枠組みの改良を続けている一方で、2017年７月には、APRAが、銀行に保有を期待する「疑いなく強力

な」資本の水準を明確化することで、銀行に対し次なる資本要件の実施に踏み切った。その他、当行が事業又

は資金調達を行う様々な法域の当局によって金融機関に関する規制変更が提案される場合がある。提案されて

いる規制変更で当行に影響を及ぼす可能性のあるものには、例えば、会計及び報告基準の変更、デリバティブ

関連の改革並びに税金に関する法令（配当金帰属課税に関するものを含む。）の変更が含まれる。当行に影響

を及ぼす可能性のある規制変更（バーゼルⅢの枠組みを含む。）に関する詳細については、第一部　第２　

３　(2)　(b)「主な変更事項」に記載されている。

政策、健全性、又は政治に関する要因により、更なる変更が行われる可能性もある。当行が現在事業を行う

環境においては、オーストラリアの金融サービス・セクターに対する行政の監視が強化されている。この環境

が、規制の変更のペースを加速させ、その範囲を拡大させている。例えば、連邦政府の2017年度予算の一環と

して、銀行の執行役員の説明責任体制（BEAR）及び1,000億豪ドル以上の負債を有するADIに対する新たな税金

の導入を含む、銀行セクターに影響を及ぼす一連の改革が発表された。銀行税及びBEARに関する詳細について

は、第一部　第２　３　(2)　(b)「主な変更事項」に記載されている。
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ある法域に規制が導入されると、他の政府が自らの法域において類似の規制を導入しようとする動きにつな

がる場合がある。これは、南オーストラリア政府が、連邦政府銀行税の対象となる銀行に対する税金の導入を

提案したことにより実証された。南オーストラリア政府は南オーストラリアの税金案については推進しないこ

とを発表したが、他の政府が将来、独自の銀行税又は類似の規制を導入しようとすることは考えられる。

金融サービス・セクターに対する行政の監視強化の一環として、オーストラリア政府、その他の監督機関及

び議会は、レビュー及び調査（オーストラリアの銀行その他金融サービス企業の違法行為の疑いに対する近時

に発表された王立委員会、金融制度調査委員会、代議員経済常設委員会による「オーストラリアの４大銀行の

レビュー」や元老院経済調査委員会による銀行、保険及び金融部門における消費者保護に関する調査、生産力

強化委員会によるオーストラリアの金融システムにおける競争に関する調査及び抵当権付住宅ローンの金利設

定に関するACCCの調査等）をますます進めている。これらのレビュー及び調査委員会により、当行の事業、見

通し、業績又は財政状態に重大な影響を及ぼすおそれのある大幅な規制変更又は調査につながる可能性があ

る。

当行が事業を行うか、又は資金調達を行う法域の政府又は監督機関が、当行の事業に適用されるか、又は影

響を与える既存の規制政策の適用を変更する（貸付に係るマクロ・プルーデンス政策上の制限の導入によるも

のを含む。）ことも考えられる。監督機関又は政府は、国益及び／又はシステム上の安定に関する理由を含

む、様々な理由によりこの措置を講じる場合がある。

規制の変更及びその導入のタイミングについては進行中であり、当行は規制が不確定かつ複雑な状況下で事

業を運営している。将来の変更の性質及びその影響は予測不可能であり、当行が制御できるものではない。規

制のコンプライアンス及び規制の変更の管理は、当行の計画立案プロセスの重要な一部となっている。当行

は、引き続きコンプライアンス並びに規制変更の管理及び実施に多大な投資を行うことが必要になると見込ん

でおり、同時に、新しい規制を遵守するべく既存のプロセスを更新し、又は新しいプロセスを導入するために

は、多大な経営上の注意と資源が必要になると見込んでいる。また、規制変更を管理する上での課題は、複数

の法域が加わって新たな規制導入に向け強調的なアプローチを採ろうとすることで増大する場合がある。これ

らの法域が各法域の枠を越えた統一的な規制の採用を行わないと選択した場合には、当行が事業を行っている

異なる法域における特定の要件の間に抵触が生じる場合がある。

更なる情報については、第一部　第２　３ (2) (b) 「主な変更事項」並びに第一部　第６　１「財務書

類」に対する注記１に記載の「重要な会計上の仮定および見積り」及び「会計基準の今後の展望」を参照のこ

と。

 

当行の事業は、高度に規制されており、法規制又は規制政策を遵守しないことによって悪影響を受ける可能性

がある。

当行は、当行が事業又は資金調達を行っている法域における適用あるすべての法的義務及び規制要件（会計

基準を含む。）、並びに業界の行動規範を確実に遵守し、当行の倫理基準を確実に履行する責任を有してい

る。
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当行グループはコンプライアンス・リスクに服しており、これは、当行が要求されるコンプライアンス義務

を遵守できなかった場合に生じる、法的又は規制上の制裁、財務上の損失又はレピュテーションの損失のリス

クのことである。このリスクは、世界の規制がより複雑かつ広範にわたるものとなることで増幅される。コン

プライアンス・リスクは、当行が規制上の義務、コンプライアンス要件及び権利（税制優遇措置を含む。）に

ついて当行の監督機関又は裁判所と異なる解釈をした場合にも生じる可能性がある。

当行グループがコンプライアンス義務を遵守しない又は遵守していない疑いがある場合、監督機関が当行グ

ループに対し調査を開始する、又は当行に対するその他の行政・執行措置を講じることにつながる可能性があ

る。また、当行の競合会社がそのコンプライアンス義務を遵守しない又は遵守していないと主張された場合、

金融サービス・セクターに対する規制上の監視の強化につながる可能性がある。

多くの場合、当行の監督機関は、広範な行政権及び執行権を有している。例えば、APRAは、1959年銀行法

（Cth）に基づき、一定の状況において当行の業務を調査すること、及び／又は当行に対して指示を発するこ

と（健全性要件を遵守すること、監査を行うこと、取締役、業務執行役員若しくは従業員を解任すること又は

取引を行わないことに関する指示を含む。）ができる。他の監督機関も、過去の行動の検証を含む調査を行う

権限を有する。

将来的に、監督機関が行使可能な権限が拡大される可能性もある。例として、オーストラリア政府は、ASIC

に商品介入権限を与える旨の提案を協議し、個人が金融サービス・セクターで業務することを禁止するASICの

権限の拡大についても協議した。更なる詳細については、第一部　第２　３　(2)　(b)「主な変更事項」に記

載されている。

監督機関がより協議的なアプローチを採るのではなく、執行権を行使することにつながる可能性のある、監

督機関による監督方法の変更が行われる場合もある。

近年では、世界の監督機関による規制上の調査の性質及び規模、執行措置並びに罰金の額は、著しく拡大・

増加している。これらの規制活動の性質は、多岐に渡る場合があり、訴訟、罰金、刑罰、レピュテーションの

悪化、関連する規制上の許可の取消し、停止若しくは条件変更（当行に事業モデルの変更又は調整を要求する

可能性のあるものを含む。）、又はその他の執行・行政措置若しくは合意（強制的約束（enforceable

undertakings）等）につながる可能性がある。以下はその一例である。

・2016年４月、ASICは、2010年４月から2012年６月までの期間にBBSWの設定に関して一定の不正行為（市場

操作及び不当行為を含む。）があったとして、オーストラリア連邦裁判所において当行を相手方とする民

事訴訟手続を開始した。当行は、当該訴訟手続に対して弁護を行っている。

・2017年３月１日、ASICは、一部の住宅ローンの責任ある貸付の実務に関して、オーストラリア連邦裁判所

において当行を相手方とする民事訴訟手続を開始した。当行は、当該訴訟手続に対して弁護を行ってい

る。

・2017年３月15日、当行は、ASICが業界全体を対象に実施した2008年１月から2013年６月までの法人向け直

物外国為替（「FX」）取引に関する調査を受けて、ASICとの間で強制的約束を締結した。この強制的約束

の一部として、当行は、独立した専門家から意見を得て、直物FX取引業務に関する方針及びプロセスを強

化するためのプログラムを引き続き推進すること等を約束した。

さらに、規制活動によって、当行が第三者に訴訟を提起される（集団訴訟手続によるものを含む。）リスク

にさらされることになる場合がある。当該訴訟（集団訴訟手続を含む。）の結果によっては、第三者に対する

賠償の支払及び／又は更なる改善活動を行う場合がある。また、ある法域で講じられた措置が契機となり、別

の法域で類似の措置が講じられることになる場合がある。

2017年９月30日に終了した当期中、当行は、監督機関から業界全体及び当行のみを対象とするレビューの一

環として受けた請求、強制通告及び情報提供の要請に対応し、これには販売慣行、責任ある貸付、リバース
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モーゲージ、インタレスト・オンリー・ローン、財務アドバイスの提供及びに関連する事項に関するものが含

まれた。

監督機関による調査、訴訟、罰金、刑罰、関連する規制上の許可の取消し、停止若しくは条件変更、又はそ

の他の執行措置、行政措置若しくは合意（強制的約束等）は、個別に又は他の規制当局の措置と併せてのいず

れであるかを問わず、当行の事業、レピュテーション、見通し、業績又は財政状態に悪影響を及ぼす可能性が

ある。

 

金融犯罪に関する義務を遵守しない場合、当行の事業及びレピュテーションが悪影響を受ける可能性がある。

当行グループは、当行グループが事業を行う法域において、マネーロンダリング防止及びテロ資金対策法、

賄賂及び腐敗防止法、並びに経済及び貿易制裁関連法に服する。これらの法律は、複雑なものである可能性が

あり、複数の法域で改正が行われている。さらに、近年では、世界中の監督機関が、不遵守を特定した場合に

（しばしば多額の制裁金を課すべく）、大規模な調査を開始し、執行措置を講じていることから、これらの義

務の遵守がより重視されるようになっている。

当行グループは、金融犯罪に関する義務の管理を目的としたシステム、方針、プロセス及び統制を整備して

いるが、これらが常に効果的であるとは限らない。当行がこれらの義務を遵守しない場合、訴訟、罰金、刑罰

及び許可の条件の取消し、停止又は変更等の規制当局の措置に直面する可能性がある。不遵守によって、第三

者が訴訟（集団訴訟手続を含む。）を開始し、レピュテーションの悪化につながる可能性もある。これらの措

置は、個別に又は併せてのいずれであるかを問わず、当行の事業、レピュテーション、見通し、業績又は財政

状態に悪影響を及ぼす可能性がある。

 

レピュテーションの悪化は、当行の事業及び見通しに悪影響を及ぼす可能性がある。

当行のレピュテーションが悪化した場合、当行の顧客を引き付けかつ引き止める能力及び当行の展望が悪影

響を受ける可能性がある。

レピュテーションに関するリスクとは、レピュテーション、利害関係者の信頼又は社会的な信頼と地位の喪

失のリスクをいう。これは、利害関係者の現在及び発生途中の認識、信念及び期待と、当行の現在又は計画中

の活動、プロセス、業績及び行動との間に不一致がある場合に発生する。
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2017年９月30日に終了した年度中、当行は、複雑さを軽減し、顧客及びレピュテーションに影響を及ぼす可

能性のある過去の問題を解決するためのより広範なプログラムを開始した。これらのレビューの一環として、

当行は、特定の事業における当行のプロセス及び統制の強化を進めており、いくつか過去の事例を特定済みで

あるが、現在、当行の顧客が特定の過去の事例から不利益を被ることのないよう、状況を是正するための措置

を講じている。これらの内部レビュー及びその他の内部レビューに関する更なる情報については、第一部　第

６　１「財務書類」に対する注記31を参照のこと。

当行のリスク管理の枠組みに沿った有効なリスク管理の失敗、潜在的な利害の対立、法律上及び規制上の要

件の不遵守、市場への開示義務の不遵守、過去の行動に対する監督機関による調査、監督機関によるレビュー

（当行個別のレビュー及び業界全体のレビューを含む。）における不利な結果、不的確な公式声明の発表、環

境・社会・倫理的問題、外部委託業者との契約及びその履行、マネーロンダリング防止及びテロ資金対策法、

賄賂及び腐敗防止法、経済及び貿易制裁関係法又はプライバシー関係法の不遵守、訴訟、情報セキュリ

ティー・システムの障害、不適切な売買及び取引上の慣行、従業員及びサプライヤーに関する方針の不遵守、

当行が戦略的投資を行っている企業の不適切な行為、テクノロジーの欠陥、セキュリティーの侵害、並びに当

行の過去の決定がその時点において適切であったことの立証を妨げる不適切な記録管理を含め、レピュテー

ションの悪化をもたらす様々な潜在的要因が存在する。

当行の実務の一つが常に変化する地域の期待を満たさない場合、当行はレピュテーションの悪化を被る場合

がある。これらの期待は、法令遵守のために要求される基準を上回る場合があるため、当行は、その法的義務

を遵守していた場合であっても、レピュテーションの悪化を被る場合がある。地域の期待と当行の実務との相

違は、当行の商品及びサービスに関する開示実務、当行の商品において利用可能な機能及び利益、価格政策及

びデータの利用に関するものを含め、多くの点で生じる可能性がある。当行のレピュテーションは、金融サー

ビス業界全体の行為又は当行の競合会社、顧客、サプライヤー及びその他の取引先の行為により悪影響を受け

る可能性もある。さらに、ソーシャル・メディアの利用の増加により、レピュテーションの悪化のリスクが高

まる可能性がある。

レピュテーションへのリスクをもたらす可能性がある、又は実際にもたらすこれらの問題を適切に処理でき

ないか又は処理できないと見なされた場合、規制の変更の計画に影響を与え、追加的な法律上のリスクが発生

し、当行が規制上の調査、規制法上の強制執行、罰金及び刑罰を科されるか、第三者の提起する訴訟（集団訴

訟を含む。）の対象となるか、又は顧客に対する賠償及び改善費用の負担が義務付けられ、あるいは顧客、投

資家及び市場での当行のレピュテーションが悪影響を受ける可能性がある。これは、当行の事業、見通し、業

績又は財政状態に悪影響を与え得る事業の喪失をもたらす可能性がある。

 

当行は、サイバー攻撃を含む情報セキュリティー上のリスクを被る可能性がある。

新たなテクノロジーの普及、金融取引を行う際のインターネット及び電気通信の利用の増加、並びに攻撃者

（組織犯罪及び国家が支援する活動家を含む。）の巧妙化及び活動の増大は、当行を含む大手金融機関及び当

行の外部のサービス提供者にとっての情報セキュリティー上のリスクの増加をもたらした。
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当行は、サイバー攻撃を予防・検出し、それに対処するシステムを設置しているものの、これらのシステム

が常に効果的であるとは限らず、当行が将来的にサイバー攻撃又はその他の情報セキュリティーの侵害による

損失を被らないという保証はない。

当行の業務は、当行のコンピューター・システム及びネットワーク上、並びに外部委託業者のコンピュー

ター・システム及びネットワーク上の情報の安全な処理、保管及び伝達に依拠している。当行は、その情報の

安全性、完全性及び機密性を保護するために対策を実施しているが、当行が依拠しているコンピューター・シ

ステム、ソフトウェア及びネットワークが、当行の機密情報又は当行の顧客及び取引先の機密情報に悪影響を

及ぼすおそれのある、セキュリティーの侵害、不正アクセス、悪質なソフトウェア、外部からの攻撃又は内部

侵害の対象となるリスクがある。

その他の法域の大手銀行は、高度なサイバー攻撃によるセキュリティーの侵害を被った。当行の外部のサー

ビス提供者又は当行の事業活動を促進するその他の当事者（ベンダー、証券取引所、清算機関、保管機構及び

金融仲介機関等）もサイバー攻撃を受けるリスクにさらされている。かかるセキュリティーの侵害は、顧客及

び事業機会の喪失、当行の業務の大幅な混乱、当行及び／又はその顧客の機密情報の不正利用、並びに当行及

び／又はその顧客のコンピューター又はシステムの損害をもたらす可能性がある。また、かかるセキュリ

ティーの侵害は、レピュテーションの悪化、賠償請求、並びに規制上の調査及び処罰をもたらす可能性もあ

り、これらは、当行の事業、見通し、業績又は財政状態に悪影響を及ぼす可能性がある。

かかる脅威に対する当行のリスク及びエクスポージャーは、技術の発展性、当行の金融サービス業界におけ

る重要性、当行の顧客（政府、鉱業及び保健分野を含む。）の重要性並びに当行のインターネット及びモバイ

ル・バンキングのインフラを引き続き改善し、拡大する計画により、引き続き高い状態にある。

 

当行は、テクノロジーの欠陥による損失を被る可能性がある。

当行の情報及び技術の信頼性、完全性及び安全性は、当行の顧客の銀行業務に関する要求事項を支援し、コ

ンプライアンス義務を果たし、監督機関の期待に応えるにあたって非常に重要である。

当行グループは、当行システムの利用及び回復を提供し、監視するためのプロセスを多数整備しているもの

の、当行が全面的に又は部分的に制御できない事象によって当行の情報技術システムが適切に動作しない又は

使用不可能になるリスクがある。当行においてテクノロジーの欠陥が生じた場合、当行はコンプライアンス義

務を果たせなくなる場合があり、その結果、監督機関が調査を開始し、かつ／又は当行に対し行政・執行措置

を講じる可能性がある。
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さらに、顧客に新たな商品及びサービスを提供し、規制上の義務を遵守し続けるために、当行は、定期的に

テクノロジーを更新し、強化する必要がある。当行は、テクノロジー基盤の統合、当行のテクノロジー及び運

営環境の単純化及び強化、生産性の向上、並びにより高い顧客満足度の提供を目的とするプロジェクトを含

む、テクノロジー・プロジェクトを絶え間なく運営している。これらのプロジェクトを効果的に実施すること

又は関連する変化を管理することに失敗した場合、費用超過、生産目標の未達成、運営上の不安定性又はレ

ピュテーションの悪化をもたらす可能性がある。これらは、ひいては当行を競合会社よりも不利な立場にお

き、当行の業績に悪影響を及ぼすおそれがある。

 

不利な金融市場・資本市場の状況又は預金者の嗜好が、当行の資金調達及び流動性の必要性に対処する能力

に大きく作用し、資金調達費用を増加させる可能性がある。

当行は、事業に必要な資金の調達を預金並びに金融市場及び資本市場に依存しており、また、それを流動性

の源泉としている。当行の流動性及び資金調達を確保するための費用は、金融市場及び資本市場の状況に関連

している。

世界金融危機で証明されたとおり、国際金融市場及び資本市場は、著しいボラティリティー、混乱及び流動

性の低下の期間を経験する可能性がある。これらの市場は、現在は長期間にわたり安定している一方で、状況

は依然として予測不可能である。当行が直面している主要なリスクは、市場の信頼に対する悪影響、資金調達

の機会と費用に関する変化、並びに国際的な経済活動の減速、又は当行が事業を共に行うその他の法人に対す

るその他の影響である。

2017年９月30日現在、当行の調達資金総額の約30パーセントは、国内外の大口市場において生じたもので

あった。このうち約62パーセントがオーストラリア及びニュージーランド外の市場から調達されたものであっ

た。顧客預金は、調達資金合計の約62パーセントを占める。当行の保有する顧客預金は、一定期間の経過後に

引出しが可能な定期預金と、随時引出しが可能な通知預金の両方で構成されている。

投資に関する嗜好の変化は、顧客による預金の引出しにつながり、当行がより不安定又は高コストであり得

るその他の形態で資金調達を行うニーズが増加する可能性がある。

経済、財政、政治又はその他の理由により市況が悪化した場合にも、銀行預金への信頼が失われ、当行に想

定外の預金流出が生じるおそれがある。その場合、当行の資金調達費用も悪影響を被る可能性があり、当行の

流動性、並びに資金調達及び貸付活動も抑圧される可能性がある。

当行の現在の資金調達源が不十分であることが判明した場合、当行は代替資金調達源の確保を迫られる可能

性がある。かかる代替資金調達源の利用の可否、及びかかる代替資金調達源の利用条件は、一般的な市況、信

用状況、当行の信用格付け及び信用市場における能力といった多岐に渡る要素に左右されることになる。代替

資金調達源が利用可能であっても、かかる代替資金調達源が現在の資金調達源を上回るか又は不利な条件であ

る可能性があり、当行の業績、流動性、資本の源泉又は財政状態に悪影響を与えることも考えられる。当行が

十分な資金調達を行うことができ、かつ、これを許容可能な価格で行うことができるという保証、及び当行が

追加費用を回収することができるという保証はない。
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適切な資金調達を行えない場合、当行は貸付の削減、又は流動性の高い有価証券の売却の開始も強いられる

可能性がある。かかる事態は、当行の事業、見通し、流動性、資本の源泉、業績又は財政状態に悪影響を与え

る可能性がある。

当行が負う担保付デリバティブ債務について、当行は、市場レートに変動が生じた場合に追加担保の差し入

れを求められる可能性があり、その場合、当行の流動性又は当行がデリバティブ債務を金利、為替及びその他

金融商品に関するリスクのヘッジに利用する能力に悪影響を与える可能性がある。

流動性リスクの詳細については、本項の「ⅳ. 流動性リスク」の項目及び第一部　第６　１「財務書類」に

対する注記22の「資金調達および流動性リスク」を参照のこと。

 

ソブリン・リスクは、金融市場を不安定にするおそれがある。

ソブリン・リスクとは、外国政府が、その債務について不履行となるリスク、その債務が満期となった時点

で借換えができないリスク、又はその経済の一部（当行のような金融機関の資産を含む。）を国営化するリス

クをいう。ソブリン・デフォルトは、当行が保有する質の高い流動性資産の価値に悪影響を及ぼすおそれがあ

る。また、その他の市場及び国へと伝播していくカスケード効果がある可能性があり、その結果を予想するこ

とは困難ではあるが、世界金融危機中に経験した状況と同様又はそれを上回る状況となる可能性がある。かか

る事象は、国際金融市場を不安定にさせ、当行の流動性、業績又は財政状態に悪影響を与える可能性がある。

 

信用格付けの維持に失敗した場合、当行の資金調達コスト、流動性、競争力及び資本市場に対するアクセスが

悪影響を受ける可能性がある。

信用格付けは、当行の信用価値についての独立第三者の意見である。当行の信用格付けは、資本市場及びそ

の他の資金源からの当行の資金調達コスト及び利用の可否に影響する場合があり、顧客又は取引先が当行の商

品及びサービスの評価を行う際に重要である可能性がある。このため、高格付けを維持することは重要であ

る。

格付け機関による当行の信用格付けは、当行の財務力、当行のガバナンスの質、オーストラリアの金融シス

テムに関する構造的考察及びオーストラリア政府の信用格付けを含む多数の要素に対する評価に基づいてい

る。信用格付けの引下げは、オーストラリア政府の格下げ、当項目で挙げるその他のリスクのうち一つ若しく

は複数又はその他の事象により発生する可能性があり、これには格付け機関が格付けを決定する際に使用する

方法の変更も含まれる。

当行の信用格付けの引下げが一度又は連続して生じた場合、当行の資金調達コスト及び関連する利鞘、担保

要件、流動性、競争力及び資本市場に対するアクセスが悪影響を受ける可能性がある。これらの影響の程度及

び性質は、格付けの変更の程度、当行の格付けが複数の格付け機関の間で異なるかどうか（スプリット・レー

ティング）、及び格付けの変更が当行の競合会社又は金融業界にも影響するか等の複数の要因に左右される。
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オーストラリア若しくはニュージーランドの金融システム、又はその他の金融システムにおけるシステミッ

ク・ショックが、当行又はその顧客若しくは取引先に悪影響を与える可能性がある。かかるシステミック・

ショックに関する予想及びそれに対する対応は困難である。

大規模なシステミック・ショックが発生するリスクがあり、これにより、オーストラリア若しくはニュー

ジーランドの金融システム、又はその他の金融システムが悪影響を被る可能性がある。

上記で概要を示したとおり、過去10年間において金融サービス業界及び資本市場は、市場ボラティリ

ティー、世界経済の状況、地政学的な不安定（世界各地で紛争が発生するおそれ又は実際に発生した紛争等）

及び政治的変化（英国のEU離脱等）により悪影響を受けており、また、今後も受ける可能性がある。いずれか

の主要な世界経済がショックを受けた場合、当行グループに悪影響を与える通貨・金利変動及び業務上の混乱

を再びもたらす可能性がある。

かかる市場及び経済の混乱が発生した場合、消費者及び企業の出費が減少し、失業率が上昇し、当行が提供

する商品及びサービスの需要が減少する可能性があり、それにより収益が減少することで、当行を含む金融機

関に悪影響を及ぼす可能性がある。これらの状況はまた、当行の借り手のローン返済能力又は取引先の債務履

行能力にも影響を与え、当行がより多くの信用損失を被り、また投資家の当行グループへの投資意欲に影響が

生じる可能性がある。これらの事象は、金融システムに対する信用の低下、流動性の減少、当行の資金調達へ

のアクセスの制限、並びに当行の顧客及び取引先とそれらの事業への損害をもたらす可能性もある。これが起

きた場合、当行の事業、見通し、業績又は財政状態は、悪影響を受ける可能性がある。

かかる事象の性質及び結果を予想することは困難であり、当行がかかる事象に効果的に対処できるという保

証はない。

 

資産市場の低迷が当行の経営又は収益性に悪影響を与える可能性がある。

株式市場、居住用及び商業用不動産市場、並びにその他の資産市場を含むオーストラリア、ニュージーラン

ド又はその他の資産市場の低迷が、当行の経営及び収益性に悪影響を与える可能性がある。

また、資産価格の低下は当行の資産管理業務に影響を及ぼす。当行が通常、保有又は管理する有価証券及

び／又は資産の価値をベースに手数料を受領していることにより、当行の資産管理業務における収益の一部

は、資産価値に依存している。資産価格の低下が当該事業の収益に悪影響を及ぼす可能性がある。

資産価格の低下が、顧客及び取引先、並びに当行が貸付及びデリバティブに対して保有する担保（居住用及

び商業用不動産を含む。）の価値に影響を与える可能性もある。これにより顧客又は取引先が債務不履行に

陥った場合、当行が貸付金額を回収する能力が影響を受ける可能性がある。また、これは当行の引当金の水準

に影響を与え、ひいてはそれが当行の収益性及び財政状態に影響を与える可能性もある。
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当行の事業は、オーストラリア及びニュージーランドの経済に大きく依存している。

当行の収益及び利益は、経済活動及び顧客が求める金融サービスの水準に左右される。特に貸付は、当行が

事業を行う国々における経済成長、事業投資、企業・消費者心理、雇用水準、金利、資産価格及び貿易フロー

などを含む様々な要素に左右される。

当行は、事業の大部分をオーストラリア及びニュージーランドで行っているため、当行の経営成績は、これ

らの国々における貸付の水準及び循環的性質に左右される。これらの要因は、同様に国内外の経済状況、自然

災害及び政治事象による影響を受ける。不動産価値を上回るローンを抱えた借り手は、債務不履行に陥る傾向

が強いことから、オーストラリア及びニュージーランドの住宅価額の大幅な下落は、当行の住宅ローン活動に

悪影響を及ぼす可能性がある。債務不履行が生じれば、当行の安全性が損なわれ、当行がより多くの信用損失

を被る結果となる場合がある。また、税金に関する法令に対する不利な変化（税率、特別控除又は課税控除の

変更等）、規制上の要件、その他価額の下落に対する買い手の懸念によって当行の住宅ローン商品の需要も減

少する可能性がある。

オーストラリア及びニュージーランド、並びに中国、インド及び日本といったその他の国々の経済及び事業

状況における不利な変化も、オーストラリアの経済及び当行の顧客に悪影響を及ぼす可能性がある。とりわ

け、特に鉱業及び資源部門における現在のオーストラリアと中国の経済関係に伴い、中国の経済成長の減速

が、オーストラリアの経済に悪影響を及ぼす可能性がある。商品価格、中国政府の政策及びより広範な経済状

況の変化は、ひいては当行の商品及びサービスに対する需要の減少をもたらし、当行の借り手のローン返済能

力に影響を及ぼす可能性がある。これが起きた場合、当行の事業、見通し、業績又は財政状態は、悪影響を受

ける可能性がある。

 

当行の信用エクスポージャーにおける債務不履行の増加は、当行の流動性、資本の源泉、業績又は財政状態

に悪影響を与える可能性がある。

信用リスクは、顧客又は取引先が当行に対するその金融債務を履行できない場合の財務上の損失のリスクで

ある。これは、重大なリスクであり、主に当行の貸付業務から発生する。

当行は、最新の情報に基づき、信用減損に対する引当金を設定している。経済状況が悪化した場合、顧客及

び／又は取引先の一部がより大きな財務上の圧迫を経験する可能性があり、当行が債務不履行及び償却の著し

い増加の影響を被り、引当金を増加する必要に迫られる可能性がある。かかる事態は利用可能な資本を減少さ

せ、当行の流動性、資本の源泉、業績又は財政状態に悪影響を与える可能性がある。

また、信用リスクは、当行が締結する特定のデリバティブ契約、清算契約及び決済契約、並びに国際金融市

場における経済状況により、その財政状態が様々な形で影響を受ける可能性のある、他行、金融機関、企業、

清算機関、政府及び政府機関が発行する債券の取引及び所有からも発生する。

信用リスクの管理を含む当行のリスク管理手続の議論については、本項の「ⅱ. リスク管理」及び第一部　

第６　１「財務書類」に対する注記22を参照のこと。
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当行は、当行の事業のすべての側面において激しい競争に直面する。

金融サービス業界では、激しい競争が行われている。当行は、国内外において消費者向け及び商業銀行、資

産運用管理会社、投資銀行、仲介業者、その他金融サービス会社及び金融サービスへの進出に意欲的なその他

の業界の企業と競争している。これには、当行と同一の資本要件及び規制要件に服していないため、当行より

も効率的に業務を行うことができる専門的な競合会社が含まれる。デジタル技術により、消費者行動や競争環

境は変化しつつある。顧客が銀行取引を行う上でのデジタル手段の利用は増え続けており、電子決済サービス

等に関して最新技術を活用し、既存の事業モデルを妨げることを狙う新興の競合会社も増えている。当行グ

ループは、既存の金融サービス提供者との競争に直面すると同時に、非金融サービス会社の開発した銀行ビジ

ネスとの競争にも直面している。

当行が各種事業及び市場において、効果的な競争を行うことができない場合、当行の市場のシェアは減少す

る可能性がある。競争の激化は、当行の競合会社に業務を奪われることで、又は利鞘及び手数料の減少の圧力

を生じさせることで、当行に悪影響を及ぼす可能性もある。

預金に関する競争の激化も、当行の資金調達コストを増加させ、当行がその他の種類の資金調達の利用を模

索するか、又は貸付を縮小する必要性を生じさせる可能性がある。当行は、当行の貸借対照表の大部分の資金

源を銀行預金に依拠しており、預金は、これまで比較的安定した資金源であった。当行は、銀行及びその他の

金融サービス会社と、かかる預金をめぐって競争している。当行が預金をめぐる競争を優位に進められない場

合、当行は、その分だけ大幅に、より不安定若しくは高コストであり得るその他の形態での資金調達に依拠

し、又は貸付を縮小することを強いられる。

当行はまた、進化する顧客の嗜好と合致した商品及びサービスを提供する能力に依拠している。新たな商品

及びサービスの開発若しくは導入に失敗した場合、又は顧客の嗜好及び傾向の変化に対応若しくは適応するこ

とに失敗した場合、当行は競合会社に顧客を奪われる可能性がある。これは、当行の事業、見通し、業績又は

財政状態に悪影響を及ぼす可能性がある。

当行の競争圧力への対応に関する詳細については、上記第一部　第２　３ (2) (d) i.「競争」を参照のこ

と。

 

当行は、市場のボラティリティーによる損失を被る可能性がある。

当行は、金融市場における当行のトレーディング業務及び当行の確定給付制度の結果として、また当行の財

務上の資産及び負債の管理を通じて市場リスクにさらされている。これは、外国為替相場、商品価格、株価及

び金利（マイナス金利の可能性を含む。）等の市場要因の変動により、収益に悪影響が及ぶリスクである。こ

れには、通常業務における、資産及び負債のデュレーション（満期）のずれから生じる受取利息に対するリス

クといった、銀行勘定内での金利リスクが含まれる。当行が市場ボラティリティーにより重大な損失を被った

場合、当行の事業、見通し、流動性、資本の源泉、業績又は財政状態に悪影響が及ぶことがある。市場リスク

の管理を含む当行のリスク管理手続の議論については、本項の「ⅱ. リスク管理」を参照のこと。
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当行は、オペレーショナル・リスクによる損失を被る可能性がある。

オペレーショナル・リスクは、不適切な内部処理、人員及びシステム、若しくはそれらの欠陥、又は外部事

象を要因とする損失のリスクをいう。これはまた、とりわけテクノロジー・リスク、モデル・リスク及び外部

委託リスク並びに自然災害、環境災害、重要な公共施設への損害及び特定の行動主義・抗議活動等の外部事象

により業務が中断するリスクも含んでいる。当行は、これらのリスクを管理する方針、プロセス及び統制を整

備しているが、これらが常に効果的であるとは限らない。

プロセス又は統制が効果的でない場合、当行の顧客に不利な結果が生じる可能性がある。例として、プロセ

スが崩壊した場合、顧客は自らが合意した諸条件又は価格にて商品を受領できなくなる可能性がある。また、

不適切な記録管理により、当行の過去の決定がその時点において適切であったことを立証できなくなる場合が

ある。このような事態が生じた場合、当行は、顧客に対する返金及び賠償金の支払、並びにプロセス崩壊の原

因の改善に多額の費用を負担することになる場合がある。このような種類の不首尾によって、規制上の監視が

強化される場合もあり、監督機関が調査を開始する、かつ／又はその他の執行、行政及び監督措置を講じる可

能性がある。

当行は、詐欺的な貸付金申込み、又は不適当若しくは詐欺的な支払い及び決済（特にリアルタイムの支払

い）により損失を被る可能性がある。詐欺的な行為は、外部者が、銀行のシステム及び顧客の口座にアクセス

しようと試みる際にも発生する可能性がある。詐欺的行為の発生を管理するシステム、手続及びプロトコルが

上手くいかなかった場合又は有効に働かなかった場合、それらは、当行の事業、見通し、レピュテーション、

業績又は財政状態に悪影響を及ぼす可能性のある損失をもたらすおそれがある。

当行は金融サービス組織として、その事業の実施（リスク調整後資産の算出を含む。）にあたり、データ及

びモデルの使用に大幅に依拠している。そのため当行は、モデル・リスク、すなわちデータ若しくはモデルに

おけるエラー若しくは不備により、又はモデルの管理及び使用において生じる損失のリスクにさらされてい

る。

当行は、当行及び当行の顧客へのサービスの提供について、オーストラリア及び海外の両方における多数の

サプライヤーに依存している。かかるサプライヤーが要求に応じたサービスを提供できない場合、事業活動に

混乱が生じ、また、経営、収益性又はレピュテーションに悪影響が及ぶ可能性がある。

オペレーショナル・リスクは、当行のレピュテーションに直接影響を及ぼし、その結果、当行の業績又は財

政状態に悪影響を及ぼす可能性のある財務上の損失（当行の商品及びサービスに対する需要の減少によるもの

を含む。）が生じる可能性がある。
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当行グループ（及び当行グループ内の個々の事業体）は、随時、事業を行うなかで生じる法的手続（集団訴

訟手続を含む。）、規制措置又は仲裁の当事者となる可能性がある。これらは、個別に又は併せてのいずれで

あるかを問わず、当行の事業、業務、見通し又は財政状態に悪影響を及ぼす場合がある。これらの問題には

（結果を正確に予測することができない等）不確実な要素が多く、当行グループは賠償金、課徴金、罰金又は

訴訟費用の支払を求められる可能性がある。当行グループの重要な偶発債務については、第一部　第６　１

「財務書類」に対する注記31に記載される。かかる偶発債務が予想を上回ることとなるリスクや、追加的な訴

訟若しくは他の偶発債務が生じるリスクが存在する。

オペレーショナル・リスクの管理を含む当行のリスク管理手続の議論については、本項の「ⅱ. リスク管

理」を参照のこと。

 

当行は、コンダクト・リスクによる損失を被る可能性がある。

コンダクト・リスクは、当行のサービスや商品の提供が、当行の利害関係者にとって不適当若しくは不当な

結果をもたらすか、又は市場の一体性を弱体化させるリスクである。このリスクは、当行の従業員、業務受託

者及び外部のサービス提供者の不適切な行為により表出し得る。また、コンダクト・リスクは、当行の顧客に

対する商品及びサービスの提供が当該顧客のニーズを満たさない又は市場の一体性を支援しない場合にも生じ

る可能性がある。これは、特定の顧客に対する業務上の義務（受託者責任及び適合性要件を含む。）の不履

行、製品の設計及び導入不良、顧客ターゲットの市場外における商品及びサービスの販売、又は顧客に提供す

る旨を約した商品若しくはサービスを適切に提供しないことにより生じる可能性がある。当行は、不適切な行

為の結果を管理することを目的とした方針及びプロセスを講じているが、これらの方針及びプロセスが常に効

果的であるとは限らない。これらの方針及びプロセスの失敗により、財務上の損失又はレピュテーションの悪

化につながる可能性があり、このことが当行の事業、見通し、業績又は財政状態に悪影響を及ぼす可能性があ

る。

 

当行は、ガバナンス又はリスク管理戦略の失敗による損失を被る可能性がある。

当行は、流動性リスク、信用リスク、株式リスク、市場リスク（金利及び為替リスク等）、コンプライアン

ス・リスク、コンダクト・リスク、保険リスク、持続可能性リスク、関係会社（伝染）リスク及びオペレー

ショナル・リスク（いずれも当行グループのレピュテーションに影響を及ぼし得る。）を含むリスクの特定、

監視及び管理を目的としたプロセス及び手続に関連するリスク管理戦略、枠組み及び内部統制を実施してい

る。

しかしながら、当行が想定していない若しくは特定していないリスクが存在若しくは発生する可能性によ

り、いかなるリスク管理の枠組みにも内在的限界がある。リスク管理の枠組みの有効性は、健全なリスク管理

文化の確立及び維持にも関連している。
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当行のガバナンス又はリスク管理プロセス及び手続が無効又は不適切であると判明した場合、あるいは適切

に実施されていなかった場合、当行は、予想外の損失及びレピュテーションの悪化を被り、これは、当行の事

業、見通し、業績又は財政状態に悪影響を及ぼす可能性がある。

当行のリスク管理手続の議論については、本項の「ⅱ. リスク管理」を参照のこと。

 

気候変動は、当行の事業に悪影響を及ぼす可能性がある。

当行及びその顧客は、気温及び海面の上昇、火災、荒天、洪水、干ばつ等の不利な気象事象の頻度及び程度

の増加を含む、気候変動に関する自然界のリスクにより悪影響を受ける可能性がある。これらの変動は、レ

ピュテーションの悪化、環境的要因、保険リスク及び信用エクスポージャーにおける債務不履行の増加を通じ

て当行及びその顧客に直接影響を及ぼすおそれがある。

気候変動の軽減又は気候変動への対応に関するイチシアチブは、とりわけかかる変動の悪影響を受ける地域

及び業界において、市場価格及び資産価格、経済活動並びに顧客の行動に影響を及ぼす可能性がある。これら

の変化に関するリスクを効果的に管理できない場合、当行のレピュテーション、事業、見通し、業績又は財政

状態に悪影響が及ぶおそれがある。

 

当行は、環境的要因による損失を被る可能性がある。

当行及び当行の顧客は、様々な地域において事業を行っており、資産を所有している。これらの地域におけ

るすべての重大な環境的変化又は外部事象（火事、荒天、洪水、地震、パンデミック、社会不安又はテロ事件

を含む。）は、当該地域での事業活動の混乱を引き起こし、当行の業務に影響を与え、財産に被害を与え、ま

た、その他当該地域で所有される資産の価値及び当行が貸付金額を回収する能力に影響を及ぼす可能性を有し

ている。加えて、かかる事象は経済活動、顧客及び投資家の信頼、又は金融市場におけるボラティリティー水

準にも悪影響を及ぼすおそれがあり、それらはいずれも当行の事業、見通し、業績又は財政状態に不利な影響

を及ぼすおそれがある。

 

当行は、保険リスクによる損失を被る可能性がある。

当行は、当行の生命保険、損害保険及び抵当権付住宅ローン貸付保険事業において、保険リスクにさらされ

ており、これは、当行の事業、業務又は財政状態に悪影響を与える可能性がある。

保険リスクは、保険事故に係る費用の見積りの誤り、保険事故の件数又は程度の変動、及び申し立てられた

保険請求に係る費用の見積りの誤りのリスクである。

生命保険事業では、リスクは主に、死亡率（死亡）及び罹患率（病気及び負傷）のリスク、それらのリスク

に関連する請求額がそれらのリスクの価格設定時に予想されていた額を上回ること、並びに保険契約の失効で

生じる。

損害保険事業では、保険リスクは主に、環境的要因（荒天、洪水及び山火事を含む。）並びに地震、津波及

び火山活動といったその他の災難のほか、住宅及び家財の保険請求額を通じて発生する。自然災害等の外部事

象の頻度及び程度は予測困難であり、自然災害事象から生じたもの等、既存の事象による潜在的損失のための

準備金の金額が、実際に発生する請求をカバーするのに不十分である可能性がある。
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抵当権付住宅ローン貸付保険事業では、保険リスクは、主に失業率又はその他の経済的要因による住宅ロー

ンの債務不履行の増加につながる予期せぬ経済状況の悪化によって生じる。

当行の再保険契約が有効でなかった場合も、更なるリスクや予想を上回る損失につながる可能性がある。

 

当行は、その事業、業務又は財政状態に悪影響を与える可能性がある資産計上されたソフトウェア、のれん及

びその他の無形資産の減損による損失を被る可能性がある。

特定の場合において、当行は、無形資産の価値の減少にさらされる場合がある。2017年９月30日現在、当行

は、主にオーストラリアにおけるその投資に関連するのれん、主に子会社の買収について認識された資産に関

連するその他の無形資産、及び資産計上されたソフトウェア残高を有している。

当行は、のれん及びその他の無形資産の残高の回収可能性を少なくとも年に一度、又は減損の兆候がある際

に評価することが要求されている。この目的上、当行は、DCF法を使用する。当該計算の基となる方法又は予

想の変化、及び将来的なキャッシュ・フローについて予測される変化は、当該評価に重大な影響を与え、無形

資産の一部又は全部の償却をもたらす可能性がある。

資産計上されたソフトウェア及びその他の無形資産は、少なくとも年に一度、又はその兆候がある際に、減

損の兆候について確認される。資産が使用されなくなった場合、また、資産の価値が低下したか若しくはその

見積耐用年数が減少した場合、減損が計上され、当行グループの財政状態は悪影響を受ける。資産の耐用年数

を評価する際に用いられる見積り及び予想は、戦略の変更、並びに技術及び規制要件における外部変化の割合

を含む様々な要因の影響を受ける。

 

引受証券の募集又は売却ができない場合、当行は損失を被るおそれがある。

当行は、金融仲介機関として、上場及び非上場の債券及び株式の引受けを行っている。引受業務には、資本

を必要とする企業や機関である顧客、及び特定の投資商品に投資意欲を示す投資家顧客に対する解決策の考案

も含まれている。当行は、これらのファシリティの価格設定及び募集を保証することがある。当行のリスクを

他の市場参入者に対して募集又は売却することができない場合、当行が損失を被る可能性がある。このリスク

は、市場のボラティリティーが上昇している時により顕著になる。

 

一部の戦略的な決断は、当行の事業に悪影響を及ぼすおそれがある。

当行は、時に戦略的な決断及び目標（多様化、革新、資本の引上げ又は事業の取得等の事業の拡大に関する

イニシアチブを含む。）を検討しており、それを実施する可能性がある。新規事業の拡大若しくは統合又は新

規事業への参入は、複雑かつ高コストである可能性があり、当行に、新たなリスクを伴う可能性のある更なる

国内又は国外の規制要件を遵守することを強いる可能性がある。また、当行は、事業又は資産の売却を成功さ

せることができない場合がある。これらの活動は、様々な理由により、期待されたプラスの事業成果をもたら

さない可能性があり、当行の事業、見通し、監督機関との契約、業績又は財政状態に悪影響を及ぼすおそれが

ある。
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ⅱ. リスク管理

当行の展望は、当行の顧客、地域及び人々の成功及び成長の手助けをするサービス業の世界的な大企業の一

つになることである。

堅実なリスク文化をはじめとする効果的なリスク管理は、顧客満足度、公共認識、当行の業績、当行のレ

ピュテーション及び当行の株主の期待に影響を及ぼすため、当行の展望を達成するための重要な要素の一つで

ある。当行の将来における成功に必要不可欠である。当行は、リスク管理が当行グループのすべてのレベルに

おいて実施される主要機能であると考えている。

当行のリスク管理戦略は、年に一度、あるいは重大な事業若しくは戦略の変更又は当行グループのリスク構

造における重大な変更により必要がある場合にはより頻繁に、取締役会により承認され、取締役会附属リスク

及びコンプライアンス委員会（BRCC）によって見直される。当該リスク管理戦略は、最高経営責任者（CEO）

が所有している。

BRCC及びその他リスク管理を担う取締役会附属委員会の役割及び責任の詳細については、第一部　第５　５

「コーポレート・ガバナンスの状況等」に記載の「リスク管理」の項目を参照のこと。

CEO及び経営陣は、当行のリスク管理戦略及び枠組みを実施し、当行のすべての活動において発生するリス

クを特定し、これを管理するための方針、統制、プロセス及び手続を構築する責任を負う。

第一部　第５　５「コーポレート・ガバナンスの状況等」に記載の「コーポレート・ガバナンスの状況」の

項目で概説されるとおり、当行は、リスク管理を行うにあたって「三段階の防衛」（Three Lines of

Defence）というアプローチを採用しており、これは、「全員がリスクに関係している」（risk is

everyone's business）という当行の文化、また、すべての従業員がリスクの特定及び管理並びに当行グルー

プが希望するリスク構造の範囲内で業務を行うことに責任を負っていることを反映している。

当行が直面しているリスクに関する議論及び当該リスクの管理方針については、第一部　第５　５「コーポ

レート・ガバナンスの状況等」に記載の「リスク管理」の項目及び第一部　第６　１「財務書類」に対する注

記22を参照のこと。
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ⅲ. 信用リスク

信用リスクとは、顧客又は取引先の当行に対する金融債務の不履行によって生じる財務上の損失のリスクで

ある。

当行は、当行の事業部門の貸付に関連する信用リスク管理のための枠組み及びそれを支える方針を有してい

る。この枠組み及び方針は、信用サイクルのすべての段階（開始、評価、承認、書類作成、決済、継続的な管

理及び問題管理）を包括している。例えば、当行は、個人に貸付を行うにあたって、商品ベースで基準を設定

しており、主要な規制事項としては、最低限の使用規格の設定や、担保価値割合での貸付可能な最大額の設定

がある。当行は、持ち家の所有者及び投資家の両方に、固定及び変動金利の両方で、住宅用不動産ローンを提

供しており、このローンは、不動産を抵当に入れて又はその他の受入可能な担保物件によって担保されてい

る。当行がより高い担保掛け率で融資を行う場合、当行は通常、抵当権付住宅ローン貸付保険を義務付けてい

る。同様に、当行は、事業向け貸付、商業向け貸付、企業向け貸付及び機関向け貸付について基準を設定して

おり、これは、業界セグメントによって異なる。この分野では当行は、インタレスト・カバレッジ、債務返済

能力及び貸借対照表の構成を含む、主要な財務リスク比率の成績を重視している。小規模事業、商業及び企業

の借り手に融資する際は、当行は通常、不動産に係る抵当権及び／又は事業資産に係る一般的な担保契約等の

担保を確保する。大規模な法人及び機関については、当行は、通常一部の財務比率及び約定の遵守を要件と

し、担保をとることもある。商業用不動産貸付については、当行は、より高い価値の貸付に特化した管理を含

め、新規の貸付基準及び継続中の貸付のリスク管理基準を維持している。当行は、当該資産の性質、場所、質

及び予想される需要、賃貸借の概要並びに管理の経験及び質といった要素を考慮している。当行は、オースト

ラリア及びニュージーランドの不動産市場、並びに当行グループ全体の商業用不動産の貸付金勘定の構成を積

極的に監視している。

信用の拡大は、当行グループの責任ある貸付のための原則によって裏付けられている。これは、当行が商品

を責任を持って販売し、顧客及び地域の期待に沿い続けるために、すべての地域の法律、行動規範、並びに関

連ガイドライン及び義務を遵守するという当行の約束に反映されている。

当行の信用リスクの管理方針の詳細については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記22を参照のこ

と。
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貸倒引当金

貸倒引当金の決定に関する詳細については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記14に記載の「重

要な会計上の仮定および見積り」を参照のこと。

 

信用リスクの集中

当行は、リスクの集中を管理するために信用ポートフォリオを監視している。2017年９月30日現在、当行

の消費者に対するエクスポージャーは、貸借対照表上の貸付金の72パーセント（2016年度も72パーセント）

を占め、また、信用契約合計の59パーセント（2016年度は58パーセント）を占めていた。また、2017年９月

30日現在、当行の消費者に対するエクスポージャーの92パーセント（2016年度は91パーセント）は、居住用

不動産に関する抵当権付住宅ローンにより占められていた。当該消費者カテゴリーには、個人向け投資不動

産ローン、クレジットカード、個人向けローン、当座貸越及びクレジットラインも含まれている。当行の消

費者に対する信用リスクは分散されており、オーストラリア、ニュージーランド及び太平洋地域の各州及び

地域の消費者向け市場において大きなシェアを有している。さらに、これらの消費者による債務弁済は、

様々な職業による所得、あるいは多様な都市及び地域からの収益により行われている。

企業、政府及び他の金融機関に対するエクスポージャーは、関連するオーストラリア・ニュージーランド

産業分類（ANZSIC）コードのグループ区分に基づき、多数の産業群に分類されており、産業別のリスク制限

に照らして監視されている。産業リスクの水準は、動的な基準で測定及び管理されている。当行は、個別債

務者に対する大規模なエクスポージャーより発生する可能性のある集中リスクについても統制を行ってい

る。

 

ⅳ. 流動性リスク

流動性リスクは、当行グループが、資産投資ができず満期を迎えた債務の履行を行うことができなくなるリ

スクである。当該リスクは、以下により潜在的に発生するおそれがある。

・想定内外の現在及び将来的なキャッシュ・フロー及び担保のニーズを、日常業務又は銀行の財政状態のい

ずれにも影響を与えずに満たすことができないこと。

・市場価格でポジションを相殺又は除去する能力に影響を与える不十分な市場の深み又は市場の混乱。

当行グループは、あらゆる市況（当行特有及び市場全体のシナリオを含む。）において、そのキャッシュ・

フロー債務を履行し、LCRの要件を満たすことを目的とする流動性リスク管理の枠組みを有している。

流動性リスクの管理方針の詳細については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記22を参照のこと。
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ウエストパック債券プログラム及び発行登録

下記の2017年９月30日現在のプログラム及び発行登録により、様々な債券市場及び投資家からの資金調達

が適宜かつ弾力的に提供されている。

 

プログラム制限  発行体  プログラム／発行登録の種類

オーストラリア     

制限なし  WBC  債券発行プログラム

ユーロ市場     

25億米ドル  WBC  ユーロ譲渡可能預金証書プログラム

200億米ドル  WBC/WSNZL
1  

ユーロ・コマーシャル・ペーパー及び預金証書プログ
ラム

700億米ドル  WBC  ユーロ・ミディアム・ターム・ノート・プログラム

100億米ドル  WSNZL
1  ユーロ・ミディアム・ターム・ノート・プログラム

400億米ドル  WBC
2  グローバル・カバード・ボンド・プログラム

50億ユーロ  WSNZL
3  グローバル・カバード・ボンド・プログラム

日本     

7,500億円  WBC  サムライ債発行登録

7,500億円  WBC  売出発行登録

米国     

450億米ドル  WBC  米国コマーシャル・ペーパー・プログラム

100億米ドル  WSNZL
1  米国コマーシャル・ペーパー・プログラム

350億米ドル  WBC  米国ミディアム・ターム・ノート・プログラム

150億米ドル  
WBC（ニュー
ヨーク支店）

 
米国ミディアム・ターム・デポジット・ノート・プロ
グラム

制限なし  
WBC（ニュー
ヨーク支店）

 預金証書プログラム

制限なし  WBC  米国証券取引委員会一括登録制度

ニュージーランド     

制限なし  WNZL  
ミディアム・ターム・ノート及び登録預金証書プログ
ラム

1　当該プログラムに基づきウエストパック・セキュリティーズ・ニュージーランド・リミテッドのロンドン支店が発行

する債券は、その親会社であるウエストパック・ニュージーランド・リミテッドにより保証されている。

2　当該プログラムに基づき発行する債券は、ウエストパック・カバード・ボンド・トラストの受託者であるBNYトラス

ト・カンパニー・オブ・オーストラリアにより保証されている。

3　当該プログラムに基づきウエストパック・セキュリティーズ・ニュージーランド・リミテッドのロンドン支店が発行

する債券は、その親会社であるウエストパック・ニュージーランド・リミテッド及びウエストパック・ニュージーラ

ンド・カバード・ボンド・リミテッドにより保証されている。
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ⅴ. 市場リスク

市場リスクは、外国為替相場、金利、商品価格又は株価等の市場要因の変動により、収益に悪影響が及ぶリ

スクである。これには、銀行勘定内での金利リスク（すなわち、通常業務における、資産及び負債のデュレー

ション（満期）のずれから生じる受取利息に対するリスク）が含まれる。市場リスクは、トレーディング及び

銀行勘定業務の両方において発生する。

当行のトレーディング業務は、金融市場業務及び財務部門業務において行われている。金融市場のトレー

ディング業務は、勘定の管理及び配分を行う。財務部門のトレーディング業務においては、大口資金調達、流

動性資産ポートフォリオ、並びに外貨収入及び海外で投じられた資本のヘッジに関する金利リスク、為替リス

ク及び信用スプレッドリスクの管理を含む取引が行われている。

当行の市場リスクの管理方針の詳細については、第一部　第６　１「財務書類」の注記22を参照のこと。

下表は、９月30日に終了した各年度の取引上のリスクに係るバリュー・アット・リスク（「VaR」）の合計

をリスクの種類別に示したものである。

 

連結及び親会社 2017年 2016年

百万豪ドル 最高 最低 平均 最高 最低 平均

金利リスク 16.0 4.6 8.5 14.0 4.6 8.8

為替リスク 9.4 0.6 3.1 12.2 1.4 5.1

株式リスク 0.4 0.0 0.1 2.9 0.1 0.3

コモディティリスク
1 14.1 3.3 6.6 4.5 1.4 2.7

その他の市場リスク
2 5.1 3.5 4.2 6.0 2.6 3.6

分散化の影響
該当
なし

該当
なし

(8.6)
該当
なし

該当
なし

(8.0)

市場リスク（純額） 22.9 9.7 13.9 18.7 7.7 12.5

1　電力関連リスクを含む。

2　期限前償還リスク及び信用スプレッドリスク（一般的な信用格付け法における変動に対するエクスポージャー）を含

む。
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以下のグラフは、報告期間中における日毎のトレーディング業務の実際の損益を、VaR
1
と比較したものであ

る。

 

取引上のリスク：実際の損益対VaR

2016年10月１日から2017年９月30日

 

グラフ上の各ポイントは、トレーディング業務の一日当たりの損益を表している。グラフに示されている業

績は、関連するVaRを用いて表示されている。下降線は、損失がVaRと等しいポイントを示している。そのた

め、この下降線以下のポイントは、バックテストの対象外である（つまり損失がVaRを上回っていることを意

味する。）。
 

　

1　当行は、VaRは、市場の不利な動向による収益の潜在的な損失であり、１年分の過去のデータを用い、保存期間を１日、

また、信頼水準を99パーセントとして計算されたものであると考える。

 

ⅵ. オペレーショナル・リスク及びコンプライアンス・リスク

オペレーショナル・リスクは、不適切な内部処理、人員及びシステム若しくはそれらの欠陥、又は外的事象

により発生する損失のリスクである。かかる定義は、規制（バーゼルⅡ）上の定義（法令及び規制に関するリ

スクを含むが、戦略及びレピュテーションに関するリスクを除く。）に則している。オペレーショナル・リス

クは、とりわけ、テクノロジー・リスク、モデル・リスク及び外部委託リスクも含んでいる。

オペレーショナル・リスクの管理方法次第で、当行の顧客、従業員、業績及びレピュテーションにプラス又

はマイナスの影響が及ぶ可能性がある。

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

 97/538



コンプライアンス・リスクとは、当行が要求されるコンプライアンス義務を遵守できなかった場合に生じ

る、法的又は規制上の制裁、財務上の損失又はレピュテーションの損失のリスクである。

コンプライアンスは、コンプライアンス・リスクを積極的に管理することにより当行が事業を行う各法域に

おける当行の法的及び規制上の義務を果たすことに重点をおいている。当行によるオペレーショナル・リスク

及びコンプライアンス・リスクの管理については、第一部　第５　５「コーポレート・ガバナンスの状況等」

の「リスク管理」に記載の当行のコーポレート・ガバナンスに関する項目を参照のこと。

当行グループのオペレーショナル・リスクの管理の枠組み及びコンプライアンス管理の枠組みは、各部門が

そのリスクの特定、評価、測定、管理、監督及び報告を行うための基準を提供する。オペレーショナル・リス

クの管理の枠組みは、当行グループによるオペレーショナル・リスクの管理アプローチを規定しており、当行

グループ全体及び部門別の主要な複数のオペレーショナル・リスクに関する方針によって支援されている。コ

ンプライアンス管理の枠組みは、当行がそのコンプライアンス目標を達成するために、コンプライアンス義務

を管理し、コンプライアンス・リスクを緩和するための当行グループのアプローチを規定している。詳細につ

いては、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記22を参照のこと。

 

ⅶ. その他のリスク

事業リスク

事業環境の変化に対する事業分野の脆弱性に関するリスクをいう。

 

コンダクト・リスク

当行のサービスや商品の提供が、当行の利害関係者にとって不適当若しくは不当な結果をもたらすか、又は

市場の一体性を弱体化させるリスクをいう。

当行グループの行動規範は、当行の人材（従業員及び業務受託者の両方）に期待される行動の基準を定めて

いる。これは、行動関連のリスク（金融市場における当行の取引に起因するもの、特定の顧客に対する当行の

法定及び業務上の義務（受託者責任及び適合性要件を含む。）の管理に起因するもの、並びに商品の管理及び

設計を含む。）を管理するための方針及び手続によって支援されている。

 

持続可能性リスク

当行が、既存又は新規発生の持続可能性に関する環境、社会又はガバナンス上の重要な問題に対する認識又

は対処を怠ることにより、レピュテーション又は財務上の損失を被るリスクをいう。

当行グループは、一連の主要な方針及び貸借対照表によって支えられた持続可能性リスク管理の枠組みを実

施している。これらは、事業を行うに当たっての原則、責任投資ポジションに関する陳述書、環境、社会及び

ガバナンス（ESG）に関する信用リスク方針、気候変動ポジションに関する陳述書及び行動計画、人権ポジ

ションに関する陳述書及び行動計画、機密なセクター・ポジションに関する陳述書、並びに責任ある供給に関

する行動規範及び枠組みを含んでおり、このうち多くは公的に入手可能である。持続可能性リスク管理の枠組

みは、2017年に見直し及び更新がなされた。
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当行はまた、複数のESG関連課題を銀行業務、貸付業務及び投資分析に組み込む、任意の原則枠組みに署名

している。これらには、プロジェクト・ファイナンス業務を対象とする赤道原則及び投資分析を対象とする責

任投資原則が含まれている。

 

株式リスク

株式の価値の変動から発生する財務上の損失のリスクをいう。株式リスクは、直接的、間接的又は偶発的で

ある可能性がある。

当行グループの直接的株式リスクは、自己資本投資若しくはネットトレード、又は上場若しくは非上場株式

における引受ポジションを要因とする。同リスクはまた、シード資金調達、株式スワップのための債務、株式

デリバティブ及び当行の投資の価値がエクイティ商品の価値の最大限の変動によって直接影響を受けるその他

の場合を含んでいる。

当行の間接的株式リスクは、業績に影響を及ぼす株式市場の動向から生じる（例えば、第三者のために株式

投資を管理又は運営した結果、収入が生じる場合で、手数料収入が運用ファンドの価値に基づいて決定される

場合）。

当行の偶発的株式リスクは、上場及び／又は非上場株式によって担保される又はそれらに遡及する通常の貸

付業務、又はその他の株式のようなリスク保護の源泉に遡及する通常の貸付業務より生じる。当該リスクは、

債務不履行があり、それに伴いその他のリコースの源泉によって担保されていない株式関連の資産の現金化が

不足した場合に実現する。

当行グループは、これらのリスク及び潜在的に生じ得る利益相反を管理することを目的とした様々な政策、

制限及び統制を実施している。

 

保険リスク

当行の規制対象認可保険会社が保険事故について予想される費用、保険事故の数又は深刻さの変動の見積り

を誤るリスク、及び発生した保険金の費用の見積りを誤るリスクをいう。

当行グループの子会社は、生命保険、損害保険及び抵当権付住宅ローン貸付保険を請け負っている。これら

の子会社は、独立した取締役会によって経営されており、個別の規制上の監視及び統制に服している。これら

の子会社は、リスク（大惨事から生じるものも含む。）を減少させるための再保険契約を締結している。これ

らは、関係規制当局が義務付けている最少額を超える水準で資本計上されている。
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関係会社（伝染）リスク

当行グループ内の他のメンバー会社において発生した問題が、当行グループの認可預金受入機関の財政及び

経営的地位を損なわせるリスクをいう。

当行グループは、当行グループのメンバー会社との間の取引、また、当行グループのメンバー会社が行う活

動を統制する、関係会社リスクの管理の枠組み並びにそれを支える一連の政策及び手続を実施している。統制

には、グループ内の信用エクスポージャーの範囲に関する測定、承認、監視及び制限、並びにその他の形態の

親会社の支援に加え、当行グループのバッジング、商品販売、宣伝用の資料、サービス内容合意書及び潜在的

な利害の対立の管理の統制に関連する要件が含まれている。

 

レピュテーションに関するリスク

レピュテーション、利害関係者の信頼又は社会的な信頼と地位の喪失のリスクをいう。

レピュテーションに関するリスクは、当行の現在及び計画中の活動、業績及び行動に関連する、利害関係者

の現在の及び／又は発生途中の認識、考え並びに期待に相違がある場合に発生する。これは、当行グループの

ブランド及び事業にプラス又はマイナスの影響を与え得る。利害関係者の認識は、業績、商品又はサービスの

質、管理、リーダーシップ及びガバナンスの質、歴史及び地位、並びに当行の持続可能性、社会的責任及び倫

理的行動に対するアプローチについての見解を含む（ただし、これらに限定されない。）。

当行は、当行グループ全体の主要なリスクの一つであるレピュテーションに関するリスクを管理する方法と

して、レピュテーションに関するリスク管理の枠組み及びそれを支える主要な政策を実施している。これは、

リスク選好、並びにリスクの特定、測定と管理、監視と報告のための役割及び責任を設定することを含んでい

る。レピュテーションに関するリスク管理の枠組みは、2017年に見直し及び更新がなされた。

 

ⅷ. 組成された企業（Structured Entity）

当行は、顧客に対する融資並びに金融サービス及び商品の提供を主たる目的として、通常の業務の過程にお

いて多数の組成された企業（structured entity）との関係を有している。

組成された企業は通常、単一かつ所定の目的のために設立され、存続期間が限られており、一般的には事業

会社でなく、従業員も有しない。組成された企業として最も一般的な形態は、組成された企業が外部の投資家

に対する有価証券の発行（証券化）によって得た資金で金融資産を取得するというものである。有価証券の償

還は、組成された企業が取得した資産の運用成績によって決定される。

AASの下では、組成された企業がAASB10号「連結財務書類」に基づき親会社に支配されている場合、当該組

成された企業は連結対象となり、当行グループの一部として報告される。支配の定義は、法的な形式ではなく

実態に基づいている。当行が組成された企業を連結するか評価する際にどのように要件を適用するかについ

て、また、連結企業体及び非連結企業体の双方に関する情報については、第一部　第６　１「財務書類」に対

する注記36を参照のこと。
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以下に詳述するように、当行は通常の業務の過程において証券化に関連して組成された企業を設立するか、

又はその設立を支援している。

 

ⅸ. カバード債の保証会社

当行は、そのカバード債・プログラムを通じて、その抵当権付住宅ローンにおける衡平法上の利益を当行の

カバード債に係る義務を保証する組成された企業カバード債の保証会社に対して譲渡する。当行は、関連する

健全性ガイドラインに従い、カバード債の保証会社に対して独立当事者間に適用されるスワップを提供してい

る。当行は、表明又は保証につき違反があった場合という特定の状況にない限り、カバード債の保証会社から

資産を買い戻す義務を負わない。当行は、取引書面に記載の条件に従って、その裁量においてカバード債の保

証会社から貸付金を買い戻すことができる。

2017年９月30日現在、当行グループのカバード債・プログラムのために担保された資産の帳簿価額は、421

億豪ドル（2016年度は454億豪ドル）であった。

詳細については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記25を参照のこと。

 

ⅹ. 証券化（組成された企業）

当行は、その証券化プログラムを通じて、その資産における衡平法上の利益（RMBSに関連するもの（主に抵

当権付住宅ローン）及びABSに関連するもの（主に自動車債権））を投資家に対して有価証券を発行している

組成された企業に対して譲渡している。当行は、関連する健全性ガイドラインに従い、組成された企業に対し

て独立当事者間に適用される金利スワップ及び流動性ファシリティを提供している。当行は、当初の販売から

120日以内に表明又は保証につき違反があった場合を除き、証券化した貸付金を買い戻す義務を負わない（当

該期限が適用されないニュージーランドにおけるプログラムを除く。）。当行は、貸付金が証券化プログラム

の条件に合致しなくなった場合、又はプログラムの債権処理条項を通じて、プログラムより資産を買い戻す可

能性がある。

2017年９月30日現在、主にオーストラリア、ニュージーランド、ヨーロッパ及びアジアにおける投資家に対

する私募及び公募の組み合わせを通じ、82億豪ドルの自己資産が証券化された（2016年度は95億豪ドル）。

AASの下では、当行の貸付金証券化プログラムに関与する組成された企業は、実質的にすべて当行グループ

の連結決算に含まれている。

詳細については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記25を参照のこと。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

101/538



xi. 顧客の資金調達コンデュイット

当行は、顧客にコマーシャル・ペーパー市場へのアクセスを提供するコマーシャル・ペーパーのコンデュ

イットを通じて、特定の顧客取引のための資金調達を行っている。2017年９月30日現在、当行は、2003年２月

１日以前に設立された重要なコンデュイットを１つ（2016年度も１つ）を管理しており、コマーシャル・ペー

パー発行残高は４億豪ドル（2016年度は９億豪ドル）であった。当行は、当該コンデュイットによって発行さ

れたコマーシャル・ペーパーに対する信用補完として、信用状ファシリティを提供している。このファシリ

ティは、当行が管理するコンデュイットに対する変動持分であり、2017年９月30日現在、そのエクスポー

ジャーは最大で41百万豪ドル（2016年度は97百万豪ドル）の損失を上限とする。当該コンデュイットは、当行

グループの連結決算に含まれている。

詳細については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記25を参照のこと。

 

xii. ストラクチャード・ファイナンス取引

当行は、顧客又は当行グループに資金を提供するため、組成された企業と取引を開始した。顧客に対する融

資の取決めはすべて、通常の貸付基準に基づいて締結され、当行の通常の与信に関する承認手続の対象とな

る。これらの融資業務から生じた資産は通常、貸付金、他の金融機関に対する債権又は売却可能有価証券に含

まれる。これらの融資業務から生じた負債は通常、他の金融機関に対する債務、発行済債券又は公正価値で測

定する金融負債に含まれる。保証又は未引出の与信枠の形態のエクスポージャーは、偶発債務及び与信関連コ

ミットメントに分類される。

 

xiii. その他の貸借対照表外の取決め

当行の年金制度の詳細については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記38を参照のこと。当行の偶

発債務、偶発資産及び信用契約の詳細については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記31を参照のこ

と。

 

xiv. 財務報告

財務報告に関する内部統制

米国連邦議会は、2002年７月、一般的に2002年サーベンス・オックスレー法（SOx）として知られている上

場企業会計改革及び投資家保護に関する法律（the Public Company Accounting Reform and Investor

Protection Act）を可決した。SOxは、主に財務報告及びコーポレート・ガバナンスについて広く規定した米

国法である。当行は、SECの外国登録者であり、SOxを遵守する義務を負っていることから、SOxが課すすべて

の義務を遵守するための手順を確立した。
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開示規制及び手順

当行の経営陣は、当行のCEO及びCFOとともに、1934年の米国証券取引法規則13a-15(e)の定義に従い、2017

年９月30日現在における当行の開示規制及び手順の策定及び運用の有効性に関する評価を行った。

上記評価に基づいて、当行のCEO及びCFOは、当行の開示規制及び手順の策定及び運用が、2017年９月30日現

在有効であるという結論に至っている。

 

財務報告に関する内部統制についての経営陣の報告書

1934年の米国証券取引法規則13a-15(a)は、当行に対して、財務報告に関する内部統制の効果的なシステム

を維持することを義務付けている。これらの報告については、第一部　第６　１「財務書類」の「財務報告に

関する内部統制についての経営陣の報告書」及び「ウエストパック・バンキング・コーポレーションのメン

バーに対する独立監査人の報告書」の項目を参照のこと。

 

財務報告に関する内部統制の変更

2017年９月30日に終了した事業年度において、特定され、かつ当行の財務報告の内部統制に実質的に影響を

与えたか又は合理的に実質的な影響を与える可能性がある財務報告に関する内部統制（1934年の米国証券取引

法規則13a-15(f)に定義されるもの）に対する変更はない。
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５ 【経営上の重要な契約等】

 

2017年９月30日に終了した年度中、上記において言及されたもの（第一部　第２　３ (2) (b) 「主な変更事

項」において言及されたものを含む。）のほかに、

・当行グループの事業活動

・当行グループの業績

・当会計期間における当行グループの営業状況

に重大な影響を与えたか、又はかかる影響を与えると予想される事情又は状況は発生していない。

 

６ 【研究開発活動】

 

当行は大手金融機関であるため、研究開発活動はほとんどない。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

９月30日に終了した各年度の連結キャッシュ・フロー計算書

 

 （連結）

 
2017年
百万豪ドル

2016年
百万豪ドル

営業活動によるキャッシュ・フロー   

利息受取額 31,133 31,817

利息支払額 (15,415) (16,721)

配当金受取額（生命保険事業を除く） 27 43

利息以外の収益受取額 5,064 5,050

業務費用支払額 (7,966) (8,106)

法人税等支払額（生命保険事業を除く） (3,388) (3,373)

生命保険事業：   

保険契約者及び顧客からの入金 2,239 1,893

利息その他類似の項目 24 30

配当金受取額 433 348

保険契約者及びサプライヤーへの支払い (1,861) (1,642)

法人税等支払額 (164) (96)

営業資産及び負債の増減考慮前の営業活動からのキャッシュ・
フロー

10,126 9,243

純（増）／減：   

商品有価証券及び公正価値で測定するものとして指定さ
れた金融資産

(5,054) 6,755

貸付金 (26,815) (38,082)

他の金融機関に対する債権 2,653 (896)

生命保険に関する資産及び負債 219 (253)

海外における中央銀行への法定準備預金 308 (209)

金融派生商品 (5,042) (5,107)

その他の資産 200 (476)

純増／（減）：   

損益計算書を通じて公正価値で測定するその他の金融負
債

(681) (4,488)

預金及びその他の借入金 23,062 38,771

他の金融機関に対する債務 3,859 (73)

その他の負債 (15) 312

営業活動から得た／（に使用した）現金・預金（純額） 2,820 5,497

投資活動によるキャッシュ・フロー   

売却可能有価証券による収入 25,717 18,779

売却可能有価証券の購入 (27,028) (24,724)

被支配会社に対する投資の純（増）／減 - -

被支配会社債権/債務の純増減 - -

無形資産の購入 (766) (707)

不動産及び設備の購入 (264) (521)

不動産及び設備の売却による収入 65 32

関連会社に対する投資の純（増）／減 (52) -

関連会社の売却による収入 630 -

被支配会社の売却による収入（処分現金控除後） - (104)

投資活動から得た／（に使用した）現金・預金（純額） (1,698) (7,245)
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 （連結）

 
2017年
百万豪ドル

2016年
百万豪ドル

財務活動によるキャッシュ・フロー   

借入資本の発行（発行費用控除後） 4,437 3,596

借入資本の償還 (2,188) (1,444)

発行済債券の純増／（減） 3,249 5,213

株主割当による新株発行の収入 - 3,510

配当金株式再投資制度の引受 - -

従業員オプションの行使による収入 11 2

従業員オプション及び新株引受権の行使に係る株式の購入 (17) (24)

従業員株式制度への引渡しのために買戻した株式 (27) (27)

RSP自己株式の買戻し (68) (62)

その他の自己株式の売却／（買戻し）純額 7 (8)

配当金の支払 (4,839) (5,402)

非支配株主持分に対する分配金の支払 (13) (18)

2006年度信託優先証券の償還 - (763)

財務活動から得た／（に使用した）現金・預金（純額） 552 4,573

現金・預金及び現金等価物の純増／（減）額 1,674 2,825

現金・預金及び現金等価物の為替相場変動による影響額 (292) (580)

現金・預金及び現金等価物の期首残高 17,015 14,770

現金・預金及び現金等価物の期末残高 18,397 17,015

 

キャッシュ・フロー分析

営業活動によるキャッシュ・インフローは2,677百万豪ドル減少した。これは主に、預金及びその他の借入金

によるキャッシュ・インフローの減少（15,709百万豪ドル）、並びに商品有価証券及び公正価値で測定するもの

として指定された金融資産によるアウトフローの増加（11,809百万豪ドル）によるものであったが、利息支払額

の減少（1,306百万豪ドル）、貸付金及び損益計算書を通じて公正価値で測定するその他の金融負債による

キャッシュ・アウトフローの減少（それぞれ11,267百万豪ドル及び3,807百万豪ドル）、並びに他の金融機関に

対する債務、他の金融機関に対する債権及びその他の資産によるキャッシュ・インフローの増加（それぞれ

3,932百万豪ドル、3,549百万豪ドル及び676百万豪ドル）によって部分的に相殺された。

投資活動によるキャッシュ・アウトフローは5,547百万豪ドル減少した。これは主に、2017年度における売却

可能有価証券による収入が6,938百万豪ドル及び関連会社の売却による収入が630百万豪ドル増加したことによる

ものであったが、売却可能有価証券の購入が2,304百万豪ドル増加したことによって部分的に相殺された。

財務活動によるキャッシュ・インフローは4,021百万豪ドル減少した。これは主に、2017年度においては発生

しなかった2016年度における3,510百万豪ドルの株主割当による新株発行の収入、及び2017年度における発行済

債券（純額）による収入の1,964百万豪ドルの減少によるものであったが、2016年度における763百万豪ドルの

2006年度信託優先証券の償還及び2016年度に比べ2017年度の配当金の支払が563百万豪ドル減少したことによっ

て部分的に相殺された。

財務状況及び経営成績の分析については、第一部　第３　１「業績等の概要」を参照のこと。
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第４ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

 

第一部　第６　１「財務書類」に対する注記30に記載のリース契約以外は該当なし。

 

２ 【主要な設備の状況】

 

当行は、主にオーストラリア、ニュージーランド及び太平洋諸島において施設を占有している。2017年９月30

日現在の支店数は1,251店（2016年度は1,310店）であった。2017年９月30日現在、当行が占有する施設のうち当

行が実際に所有しているものは、オーストラリアでは約1.6パーセント（2016年度も1.6パーセント）、ニュー

ジーランドでは０パーセント（2016年度も０パーセント）、太平洋諸島では40パーセント（2016年度も40パーセ

ント）であった。その他の施設は、商用リースに基づき平均３年から５年間のリース期間にわたり占有されてい

る。2017年９月30日現在、当行が直接所有する施設の帳簿価額は、約95百万豪ドル（2016年度は102百万豪ド

ル）であった。

シドニーのセントラル・ビジネス・ディストリクトに存するウエストパック・プレイスは、当行グループの本

店である。2015年12月にケントストリート275番地に関するリース契約が締結され、これにより当行が2030年ま

で当該施設の１階から23階を引き続き占有すること及び2024年に24階から32階からより早期に撤退することが可

能となった。当該施設は、現在、改装プログラムを実施中であり、改装完了時には、機動的な環境に6,000名超

のスタッフを収容できるようになる。

当行は、インターナショナル・タワーズ・シドニーT2の１階から28階も占有しており、そのリース期間は2030

年までである。この施設は、機動的な環境に6,000名超を収容することができる。

当行は、シドニー・メトロ・エリアのコガラに存する施設を維持しており、当該施設がセント・ジョージの主

要オフィスである。コガラのオフィスは2,650名の収容能力を有しており、当行のイノベーション・センターで

ある「ザ・ハイブ」の所在地である。当該施設のリース契約は、2034年までであるが、当該契約には５回にわた

る５年間の延長オプションが付いている。

メルボルン市では、当行は、2015年10月以降、コリンズ・ストリート150番地の大部分を占有しており、その

リース期間は2026年までである。これは、現在、当行の新メルボルン本店で働く1,000名超のスタッフを収容す

る、当行の最初の完全に機動的な職場環境であった。

「ウエストパック・オン・タクタイ・スクエア」は、ウエストパック・ニュージーランドの本店であり、オー

クランド市のカストムズ・ストリートに近接するブリトーマート区域東端に位置しており、２棟の建物にまたが

る24,510平方メートルのオフィス・スペースを含んでおり、約2,110名の収容能力を有している。当該施設の

リース契約は、2021年までであるが、当該契約には２回にわたる６年間の延長オプションが付いている。
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重要な長期契約

当行は、通常の業務において締結した契約以外に、重要な契約に相当する個別契約を有していない。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

 

第一部　第４　２「主要な設備の状況」に記載のものを除き、該当なし。
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第５ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 株式の総数等

① 株式の総数

(2017年９月30日現在)

授権普通株数 発行済普通株式総数 未発行普通株式数

無制限

（無額面
1
）

3,394,364,279株 該当なし

 

② 発行済株式

(2017年９月30日現在)

発
行
済
株
式

記名・無記名の別及
び額面・無額面の別

種類 発行済普通株式総数 上場金融商品取引所名 内容

記名式無額面株式 普通株式 3,394,364,279株

オーストラリア証券取
引所、ニュージーラン
ド証券取引所、ニュー
ヨーク証券取引所

普通株式は、同一の議
決権を有する。ニュー
ヨーク証券取引所に上
場されている各米国預
託株式は、全額払込済
普通株式１株を受領す
る権利を表象する。

 
　

1　法人格の変更に伴い、当行には額面株式の概念は適用されなくなっている。

 

普通株式オプション

当行は現在、業務執行役員及び上席役員株式制度の下で普通株式オプションを発行している。詳細は以下の

(3)及び第一部　第６　１「財務書類」に対する注記37を参照のこと。

 

ウエストパック転換優先株式（ウエストパックCPS）

 配当/配当率 潜在的転換予定日 任意償還日

1,189百万豪ドルのウエス

トパックCPS

(180日銀行手形金利

レート+3.25％(年率))

×(1-オーストラリアの

法人税率)

2020年３月31日 2018年３月31日

 

ウエストパックCPSに付随する議決権は、普通株式に付随する議決権に比べより制限され、清算の際にウエス

トパックCPSが普通株式よりも優先的に扱われることを反映している。また、ウエストパックCPSに付随する議決

権は、当行の定款及びオーストラリア証券取引所の上場規則に則っている。

発行条件に従い、ウエストパックCPSの保有者は、株主総会での議決権を有しない。ただし、下記の場合を除

く。
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a.　次の議案の場合

-当行の資本金の額の減少

-ウエストパックCPSに係る権利に影響を及ぼす議案

-当行の清算

-当行のすべての資産、事業及び業務の処分

b.　ウエストパックCPSに関する買戻契約を除く、株式買戻契約の条件の承認決議

c.　ウエストパックCPSの配当金（又はその一部）の支払いが延滞している期間

d.　当行の清算期間

上記の事項について、ウエストパックCPSの保有者が、当行の株主総会での議決権を与えられた場合、当該保

有者は、挙手投票の場合は１議決権、投票の場合はウエストパックCPS１株当たり、１議決権を行使することが

できる。

ウエストパックCPSの保有者は、通知、報告書及び財務書類の受領、並びに当行のすべての株主総会への出席

及び意見が聴取されることに関しては、当行の普通株式の株主と同等の権利を有する。

（適用ある発行条件に従って）転換が行われた場合、ウエストパックCPSの保有者は、当行の普通株式の保有

者となり、当行の普通株式に付随する議決権を有する。

ウエストパックCPSの詳細については、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記20を参照のこと。
 

 

(2) 行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等

該当なし。
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(3) 発行済普通株式総数及び資本金の推移

単位：千豪ドル(百万円)

年月日 増（減）資額
増（減）資後
資本金

摘　　　　　　要

2012年９月30日  
26,354,544
(2,137,915)

全額払込済普通株式数：3,080,192,894

 
531,320
(48,493)

 

配当金株式再投資制度（当該制度に基づき、当行の株主は、一部
又は全部の配当が、更なる当行普通株式取得のために自動的に再
投資されるよう選択することができる。）
（普通株式21,372,496株）

 
172,801
(15,771)

 

ウエストパック・ステープルド優先証券の転換
（一定の転換条件の充足を条件として、証券保有者に対して発行
される。）
（普通株式5,319,225株）

 
△161,969
(△14,783)

 市場における購入

 
123,923
(11,310)

 

資本金合計の10パーセント未満の様々な取引
（普通株式2,163,694株）
2012年10月１日から2013年９月30日にかけての株式の増（減）
数：28,855,415

2013年９月30日  
27,020,619
(2,466,129)

全額払込済普通株式数：3,109,048,309

 
624,520
(59,799)

 

配当金株式再投資制度（当該制度に基づき、当行の株主は、一部
又は全部の配当が、更なる当行普通株式取得のために自動的に再
投資されるよう選択することができる。）
（普通株式30,782,829株）

 
49,284
(4,719)

 
資本金合計の10パーセント未満の様々な取引
（普通株式3,368,960株）

 
△751,803
(△71,987)

 
市場における購入（普通株式34,151,789株）
2013年10月１日から2014年９月30日にかけての株式の増（減）
数：なし

2014年９月30日  
26,942,620
(2,579,812)

全額払込済普通株式数：3,109,048,309

 
1,411,619
(118,434)

 

配当金株式再投資制度（当該制度に基づき、当行の株主は、一部
又は全部の配当が、更なる当行普通株式取得のために自動的に再
投資されるよう選択することができる。）
（普通株式43,999,852株）

 
1,000,000
(83,900)

 
ウエストパック配当金株式再投資制度の引受
（普通株式30,859,625株）

 
15,549
(1,305)

 
資本金合計の10パーセント未満の様々な取引
（普通株式2,084,582株）

 
△89,391
(△7,500)

 
市場における購入（普通株式2,084,582株）
2014年10月１日から2015年９月30日にかけての株式の増（減）
数：74,859,477
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年月日 増（減）資額
増（減）資後
資本金

摘　　　　　　要

2015年９月30日  
29,280,397
(2,456,611)

全額払込済普通株式数：3,183,907,786

 
725,839
(55,752)

 

配当金株式再投資制度（当該制度に基づき、当行の株主は、一部
又は全部の配当が、更なる当行普通株式取得のために自動的に再
投資されるよう選択することができる。）
（普通株式23,260,663株）

 
3,510,449
(269,641)

 
ウエストパック株主割当による新株発行
（普通株式138,998,404株）

 
2,116
(163)

 
様々な株式報酬制度に関連した資本金合計の10パーセント未満の
様々な取引
（普通株式781,962株）

 
△49,375
(△3,793)

 

市場における購入（普通株式781,962株）により上記の株式報酬制
度は全額決済された。
2015年10月１日から2016年９月30日にかけての株式の増（減）
数：162,259,067

2016年９月30日  
33,469,426
(2,570,823)

全額払込済普通株式数：3,346,166,853

 
1,451,787
(128,315)

 

配当金株式再投資制度（当該制度に基づき、当行の株主は、一部
又は全部の配当が、更なる当行普通株式取得のために自動的に再
投資されるよう選択することができる。）
（普通株式48,197,426株）

 
10,575
(935)

 
様々な株式報酬制度に関連した資本金合計の10パーセント未満の
様々な取引
（普通株式1,383,928株）

 
△43,018
(△3,802)

 

市場における購入（普通株式1,383,928株）により上記の株式報酬
制度は全額決済された。
2016年10月１日から2017年９月30日にかけての株式の増（減）
数：48,197,426

2017年９月30日  
34,888,770
(3,083,626)

全額払込済普通株式数：3,394,364,279

(注)　上記の表の日本円への換算は、便宜上各年度の９月の最終営業日時点の換算率により計算されている。

更なる詳細は第一部　第６　１「財務書類」に対する注記32参照。

 

発行済のオプション、新株引受権及び制限株式

従業員持株制度に基づいて発行されたオプション及び新株引受権

2017年９月30日に終了した年度中、当行の従業員持株制度の下で、合計1,141,560個の業績連動型新株引受権

及び393,536個の業績要件を課さない新株引受権が対価なしで付与された。権利確定条件を満たすことを条件と

して、新株引受権は対価なしで行使することができる。2017年９月30日現在、発行済新株引受権は、6,386,846

個であった。

2017年９月30日に終了した年度中、オプションは付与されなかった。2017年９月30日現在、発行済株式オプ

ションは、256,840個であり、その加重平均行使価格は26.36豪ドルであった。

業績連動型新株引受権及び業績連動型オプションはすべて、業績査定期間の終了後に行使可能となる割合（も

しあれば）を決定する業績要件に服する。業績要件を課さない新株引受権は、最低限のサービス要件に服する。
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従業員持株制度に基づく市場における株式購入

2017年９月30日に終了した年度中、以下の普通株式が購入された。

 

連結及び親会社
2017年
株式数

2017年
平均株価

（単位：豪ドル）

株式報酬制度について：   

従業員持株制度（「ESP」） 862,912 30.97

制限株式制度（「RSP」）
1 2,123,635 32.08

WPP－行使されたオプション
2 52,745 31.55

WPP－行使された新株引受権 142,093 31.03

LTI－行使されたオプション
2 326,178 33.52

自己株式として：   

買戻された自己株式（RSPを除く）
3、4 275,014 33.59

売却された自己株式
5 (1,200,067) 32.62

市場で買戻された／（売却された）普通株式合計
6 2,582,510  

1　RSPに基づき従業員に割り当てられた普通株式は、株式の権利確定まで自己株式に分類される。

2　受領した平均行使価格は、WPPオプションの行使に関しては23.98豪ドル、LTIオプションの行使に関しては28.54豪ドルで

あった。

3　自己株式には、法定生命保険基金及び投資運用制度が保有する普通株式、並びに顧客に売却された株式デリバティブに関

連してウエストパックが保有する普通株式が含まれる。

4　当期において親会社が購入した自己株式（RSPを除く）はなかった。

5　当期において親会社が売却した自己株式数は6,321株、平均株価は31.35豪ドルであった。

6　市場における普通株式の買戻しにより、0.7百万豪ドルの税額控除が払込資本金として認識された。

 

(4) 普通株式の所有者別状況

(2017年９月30日現在)

区　　　　分 株　　主　　数（人）
所有普通株式数(Ａ)

（株）
普通株式総数に対する
(Ａ)の割合（％）

個　　　　人 465,608 958,076,207 28.23

受 取 名 義 人 12,801 178,147,415 5.24

法　　　　人 155,161 2,258,140,657 66.53

計 633,570 3,394,364,279 100.00
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(5) 普通株式の大株主及びウエストパックCPSの主要保有者の状況

① 普通株式の大株主の状況

(2017年９月30日現在)

名　　　　　　　称 住　　　　　　　　所
所有株式数
（株）

発行済普通株式
総数に対する所
有株式数の割合
（％）

HSBCカストディー・ノミニーズ（オーストラリ
ア）リミテッド
(HSBC Custody Nominees (Australia)
Limited)

ニュー・サウス・ウェールズ州
シドニー市

810,846,512 23.89

JPモルガン・ノミニーズ・オーストラリア・リ
ミテッド
(JP Morgan Nominees Australia Limited)

ビクトリア州メルボルン市 407,832,810 12.01

シティーコープ・ノミニーズ・プロプライアタ
リー・リミテッド
(Citicorp Nominees Pty Limited)

ビクトリア州メルボルン市 179,674,881 5.29

ナショナル・ノミニーズ・リミテッド
(National Nominees Limited)

ビクトリア州メルボルン市 142,655,511 4.20

BNPパリバ・ノミニーズ・プロプライアタ
リー・リミテッド
(BNP Paribas Nominees Pty Ltd)

ニュー・サウス・ウェールズ州
シドニー市

81,807,496 2.41

BNPパリバ・エヌオーエムエス・プロプライア
タリー・リミテッド
(BNP Paribas Noms Pty Ltd)

ニュー・サウス・ウェールズ州
シドニー市

46,620,027 1.37

シティーコープ・ノミニーズ・プロプライアタ
リー・リミテッド
(Citicorp Nominees Pty Limited)

ニュー・サウス・ウェールズ州
シドニー市

38,422,823 1.13

HSBCカストディー・ノミニーズ（オーストラリ
ア）リミテッド
(HSBC Custody Nominees (Australia)
Limited)

ニュー・サウス・ウェールズ州
シドニー市

22,469,356 0.66

オーストラリアン・ファウンデーション・イン
ベストメント・カンパニー・リミテッド
(Australian Foundation Investment Company
Limited)

ビクトリア州メルボルン市 15,545,000 0.46

AMPライフ・リミテッド
(AMP Life Limited)

ニュー・サウス・ウェールズ州
シドニー市

13,210,714 0.39

合　　　　計
１  1,759,085,130 51.81

1　株主名簿上の保有者参照番号別の記録による。
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② ウエストパックCPSの主要保有者

(2017年９月30日現在)

名　　　　　　　称 住　　　　　　　　所
所有証券数
（証券）

発行済証券総数
に対する割合
（％）

HSBCカストディー・ノミニーズ（オーストラリ
ア）リミテッド
(HSBC Custody Nominees (Australia)
Limited)

ニュー・サウス・ウェールズ州
シドニー市

517,383 4.35

ナショナル・ノミニーズ・リミテッド
(National Nominees Limited)

ビクトリア州メルボルン市 241,288 2.03

ナビゲーター・オーストラリア・リミテッド
(Navigator Australia Limited)

ビクトリア州メルボルン市 209,245 1.76

IOOFインベストメント・マネジメント・リミ
テッド
(IOOF Investment Management Limited)

ビクトリア州メルボルン市 186,797 1.57

ヌリス・ノミニーズ（オーストラリア）リミ
テッド
(Nulis Nominees (Australia) Limited)

ビクトリア州メルボルン市 181,136 1.52

JPモルガン・ノミニーズ・オーストラリア・リ
ミテッド
(JP Morgan Nominees Australia Limited)

ビクトリア州メルボルン市 143,557 1.21

オーストラリアン・エグゼキュター・トラス
ティーズ・リミテッド
(Australian Executor Trustees Limited)

サウスオーストラリア州
アデレード市

140,833 1.18

ネットウェルス・インベストメンツ・リミテッ
ド
(Netwealth Investments Limited)

ビクトリア州メルボルン市 112,403 0.95

BTポートフォリオ・サービシズ・リミテッド
(BT Portfolio Services Limited)

西オーストラリア州
パース市

100,000 0.84

ディンブル・プロプライアタリー・リミテッド
(Dimbulu Pty Ltd)

ニュー・サウス・ウェールズ州
シドニー市

70,000 0.59

合　　　　　計
１  1,902,642 16.00

1　株主名簿上の保有者参照番号別の記録による。

 

２ 【配当政策】

 

第一部　第１　１(2)(b)(ハ）「株主の配当等受領権等」を参照のこと。
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３ 【株価の推移】

 

以下の２つの表は、それぞれ各年度末又は月末までの取引時間中の最高値・最安値の情報を使用している。

 

(1) オーストラリア証券取引所における９月30日に終了した最近５年間の事業年度別普通株式の最高・最低株価

（新規発行の株式について調整済）

 

 2017年 2016年 2015年 2014年 2013年

最　高（単位：豪ドル(円)）
35.39
(3,128)

33.74
(2,592)

40.07
(3,362)

35.99
(3,446)

34.79
(3,175)

最　低（単位：豪ドル(円)）
28.92
(2,556)

27.57
(2,118)

29.10
(2,441)

30.00
(2,873)

24.23
(2,211)

(注)　上記の表の日本円への換算は、便宜上各年度の９月の最終営業日時点の換算率により計算されている。

 

(2) オーストラリア証券取引所における最近６月間の月別普通株式の最高・最低株価（2017年４月から９月）

 

月　　　　別 2017年４月 2017年５月 2017年６月 2017年７月 2017年８月 2017年９月

最　高（単位：豪ドル(円)）
35.28
(2,934)

35.30
(2,919)

31.37
(2,703)

32.76
(2,893)

32.85
(2,867)

32.28
(2,853)

最　低（単位：豪ドル(円)）
33.81
(2,811)

29.88
(2,471)

29.40
(2,533)

30.30
(2,676)

30.91
(2,697)

30.66
(2,710)

(注)　上記の表の日本円への換算は、便宜上各月の最終営業日時点の換算率により計算されている。
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４ 【役員の状況】

 

男性の取締役及び業務執行役員の数：13名、女性の取締役及び業務執行役員の数：６名（女性の取締役及び業

務執行役員の割合：32％）

 

(1) 取締役

(本書提出日現在(2017年12月15日)
１
。「当行の普通株式における関連持分」については、2017年11月６日

現在で、間接保有については、2017年９月30日現在)

役　職 氏　　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における
関連持分

(直接保有及び

間接保有
２
を

含む)

任　　期

取締役兼取

締役会議長

（会長）

リンジー・

マックステッ

ド

(Lindsay

Maxsted)

1954年

５月21日

在職期間：2008年３月より取締役。2011

年12月より取締役会議長。（独立取締

役）

上場企業における現在の役職及び任期：

トランスアーバン・グループの取締役

（2008年３月より。2010年８月より会

長）。BHPビリトン・リミテッド及びBHP

ビリトンplcの各取締役（それぞれ2011

年３月より）。

その他の主な役職：アライン・キャピタ

ル・プロプライアタリー・リミテッドの

マネージング・ディレクター、及びベイ

カー心疾患・糖尿病研究所の理事。

その他の役職：なし

その他ウエストパック関連団体における

役職及び任期：なし

職能／経歴：KPMGの元パートナーであ

り、2001年から2007年までKPMGのCEOを

務めた。CEO就任以前の専門分野は事業

再生であり、リンター・テキスタイルズ

（アブラハム・ゴールドバーグ関連の会

社）、ベル・パブリッシング・グルー

プ、ボンド・ブリューイング、マクエワ

ンズ・ハードウェア・アンド・ブラッシ

ズを含む、数多くのオーストラリア最大

級の破綻、ワークアウト及び経営再建に

携わった。同氏はまた、ビクトリア州の

パブリック・トランスポート・コーポ

レーションの元取締役及び取締役会議長

である。

20,689株 2020年12月

まで
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役　職 氏　　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における
関連持分

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

マネージン

グ・ディレ

クター兼最

高経営責任

者

ブライアン・

ハルツァー

(Brian

Hartzer)

1967年

２月20日

在職期間：2015年２月よりマネージン

グ・ディレクター兼最高経営責任者。

（社内取締役）

上場企業における現在の役職及び任期：

なし

その他の主な役職：オーストラリア国立

大学経済産業諮問委員会の理事（2017年

３月より議長）、ファイナンシャル・

マーケット・ファウンデーション・

フォー・チルドレンの理事及びオースト

ラリアン・バンカーズ・アソシエーショ

ン・インコーポレイテッドの取締役。

その他の役職：なし

その他ウエストパック関連団体における

役職及び任期：なし

職能／経歴：2015年２月にマネージン

グ・ディレクター兼最高経営責任者に就

任。2012年６月に、ウエストパック消費

者向け及び企業向け銀行業務、セント・

ジョージ・バンキング・グループ、並び

にBTファイナンシャル・グループによっ

て構成されるオーストラリア金融サービ

ス部門担当最高責任者として当行に入

行。当行に入行前、同氏は、ロイヤルバ

ンク・オブ・スコットランド・グループ

において、リテール、ウェルス及びアル

スター・バンク担当CEOとして、３年間

英国で過ごした。その前は、オーストラ

リアでオーストラリア・ニュージーラン

ド銀行グループ・リミテッド（ANZ）に

10年間勤め、最終役職である、オースト

ラリア担当CEO並びにリテール及びウェ

ルスのグローバル・セグメント・リード

を含む、様々な役職を歴任した。ANZに

入行前は、ニューヨーク、サンフランシ

スコ及びメルボルンにおいて、金融サー

ビスのコンサルタントとして10年間過ご

した。

77,427株 特別の定め

なし
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役　職 氏　　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における
関連持分

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

取　締　役 ネリダ・シー

ザー

(Nerida

Caesar )

1964年

８月24日

在職期間：2017年９月より取締役。（独

立取締役）

上場企業における現在の役職及び任期：

なし

その他の主な役職：ゲノム・ワン・プロ

プライアタリー・リミテッドの各取締

役。

その他の役職：連邦政府のフィンテッ

ク・アドバイザリー・グループのメン

バー。

その他ウエストパック関連団体における

役職及び任期：なし

職能／経歴： 30年にわたる幅広い事業

管理及び経営管理の経験を有する。直近

では、2011年２月からエキファックス

（旧ベダ・グループ・リミテッド）のグ

ループ・マネージング・ディレクター兼

最高経営責任者（オーストラリア・

ニュージーランド担当）を務めた。ま

た、シドニー工科大学副総長工業諮問委

員会の委員及びストーン・アンド・

チョーク・リミテッドの取締役も務め

た。

同氏は、かつて、テルストラ・エンター

プライズ・アンド・ガバメントでグルー

プ・マネージング・ディレクターを務

め、テルストラの法人、政府及び大企業

顧客並びに国際販売部門を担当した。ま

た、テルストラ・ホールセールでグルー

プ・マネージング・ディレクターを、そ

れ以前には、国内セールス担当エグゼク

ティブ・ディレクターを務め、オースト

ラリア全土における商品、サービス及び

顧客関係の管理を担当した。

テルストラ入社以前は、IBMにおいて、

20年間にわたり、オーストラリア国内及

び国際的に、幾つかの上級管理職及び営

業担当（IBMのアジア太平洋向けインテ

ル・サーバー部門の副社長を含む。）を

歴任した。

なし 2020年12月

まで
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役　職 氏　　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における
関連持分

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

取　締　役 イーウェン・

クラウチ

(Ewen

Crouch)

(AM)

1956年

１月18日

在職期間：2013年２月より取締役。（独

立取締役）

上場企業における現在の役職及び任期：

ブルースコープ・スティール・リミテッ

ドの取締役（2013年３月より）。

その他の主な役職：シドニー・シンフォ

ニー・オーケストラ・ホールディング

ス・プロプライアタリー・リミテッド及

びジャウン（Jawun）の各取締役

その他の役職：コモンウェルス報酬審判

所、オーストラリア会社取締役協会

（AICD）のロー・コミッティー、オース

トラリア弁護士連合会のコーポレーショ

ンズ・コミッティーそれぞれのメン

バー。

その他ウエストパック関連団体における

役職及び任期：なし

職能／経歴：1988年から2013年までアレ

ンズのパートナーを務め、オーストラリ

アで最も優れたM&A弁護士の一人であっ

た。同氏は、パートナー理事長としての

４年間を含め、同事務所の理事を11年間

務めた。アレンズにおけるその他の役職

には、M&A部門及びエクイティ・キャピ

タル・マーケッツ部門の共同ヘッド、ア

ジア・オフィス担当エグゼクティブ・

パートナー、並びにデピュティ・マネー

ジング・パートナーが挙げられる。現在

は、アレンズのコンサルタントを務めて

いる。

同氏は、ミッション・オーストラリアに

おいて1995年から取締役、2009年から会

長を務め、2016年11月に退任した。同氏

は、2010年から2015年にかけて、テイク

オーバー・パネルのメンバーを務めた。

2013年には法律及び専門機関並びに地域

への貢献者として、法律への多大な尽力

が認められ、オーストラリア勲章を授与

した。

36,450株

 

2019年12月

まで
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役　職 氏　　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における
関連持分

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

取　締　役 アリソン・

ディーンズ

(Alison

Deans)

 

1967年

11月14日

在職期間：2014年４月より取締役。（独

立取締役）

上場企業における現在の役職及び任期：

コクレア・リミテッドの取締役（2015年

１月より）。

その他の主な役職：キッキ・ケー・ホー

ルディングス・プロプライアタリー・リ

ミテッド及びエスシーイージージーエ

ス・ダーリンハースト・リミテッドの各

取締役。

その他の役職：マッキンゼー・アンド・

カンパニーのシニア・アドバイザー、及

びシーエスアイアールオー・イノベー

ション・ファンド（メイン・シークエン

ス・ベンチャーズ）の投資委員会のメン

バー。

その他ウエストパック関連企業における

役職及び任期：なし

職能／経歴：電子商取引、メディア及び

金融サービスにおけるデジタル事業及び

デジタル革新の構築を中心とする上級業

務執行職及びコンサルタントとしての役

割において20年以上の経験を有する。こ

の期間中、イーコープ・リミテッド、ホ

イツ・シネマズ及びイーベイ（オースト

ラリア及びニュージーランド）それぞれ

のCEOを務めた。テクノロジーを基盤と

する投資会社であるネタス・プロプライ

アタリー・リミテッドのCEOを務めた。

2013年２月から2017年10月までインシュ

アランス・オーストラリア・グループ・

リミテッドの取締役、及び2007年９月か

ら2013年４月にかけてソーシャル・ベン

チャーズ・オーストラリアの独立取締役

であった。

9,392株 2020年12月

まで
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役　職 氏　　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における
関連持分

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

取　締　役 クレイグ・ダ

ン

(Craig Dunn)

1963年

10月３日

在職期間：2015年６月より取締役。（独

立取締役）

上場企業における現在の役職及び任期：

テルストラ・コーポレーション・リミ

テッドの取締役（2016年４月より）。

その他の主な役職：ファイナンシャル・

リテラシー・オーストラリア・リミテッ

ド取締役、オーストラリア・バレエ及び

ストーン・アンド・チョーク・リミテッ

ド各会長。

その他の役職：オーストラリア政府の

フィンテック・アドバイザリー・グルー

プ、及びブロックチェーン及び分散型台

帳技術に関する国際規格技術委員会

（ISO／TC307）の各議長。ASICの外部諮

問委員、及びニュー・サウス・ウェール

ズ州政府のクォンタム・コンピューティ

ング・ファンド・アドバイザリー・パネ

ルのメンバー。ジョブズ・フォー・

ニュー・サウス・ウェールズの理事会メ

ンバー、及び金杜法律事務所のコンサル

タント。

その他ウエストパック関連企業における

役職及び任期：なし

職能／経歴：2008年から2013年までの

AMPリミテッドCEOとしての経験を含め、

金融サービス業界において20年以上の経

験を有する。過去には豪日経済委員会及

びニュー・サウス・ウェールズ州政府の

ファイナンシャル・サービシーズ・ナ

レッジ・ハブの理事や、投資・金融サー

ビス協会（現金融サービス評議会）の前

会長も務めた。また、金融サービス諮問

委員会、オーストラリア金融センター・

フォーラム、消費者及び金融リテラ

シー・タスクフォースのメンバー並びに

オーストラリア政府金融制度調査委員会

のパネルメンバーも務めた。

8,869株 2018年12月

まで
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役　職 氏　　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における
関連持分

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

取　締　役 ロバート・エ

ルストーン

(Robert

Elstone)

1953年

８月25日

在職期間：2012年２月より取締役。（独

立取締役）

上場企業における現在の役職及び任期：

なし

その他の主な役職：西オーストラリア大

学ビジネススクールの理事。

その他の役職：シドニー大学及び西オー

ストラリア大学のビジネススクール非常

勤教授。

その他ウエストパック関連団体における

役職及び任期：なし

職能／経歴：同氏は、投資銀行業務、企

業金融、ホールセール金融市場やリスク

管理に関わる上級管理職について30年以

上の経験を有する。2006年７月から2011

年10月まで同氏は、ASX・リミテッドの

マネージング・ディレクター兼CEOを務

めた。その前の2000年５月から2006年７

月まではシドニー先物取引所のマネージ

ング・ディレクター兼CEOで、1995年１

月から2000年５月まではパイオニア・イ

ンターナショナルの財務担当取締役を歴

任した。同氏はまた、2004年９月から

2006年７月までナショナル・オーストラ

リア・バンクの非常勤役員、また、ボー

ド・オブ・ガーディアンズ・オブ・ザ・

フューチャー・ファンドの創設メンバー

及び連邦財務省金融部門諮問委員会の前

会長を務めた。

12,096株 該当なし。

ロバート・

エルストー

ン氏は、

2017年度

AGM後に退

任した。
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役　職 氏　　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における
関連持分

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

取　締　役 ピーター・

ホーキンス

(Peter

Hawkins)

1954年

７月１日

在職期間：2008年12月より取締役。（独

立取締役）

上場企業における現在の役職及び任期：

マーバック・グループの取締役（2006年

１月より）。

その他の主な役職：リバティー・ファイ

ナンシャル・プロプライアタリー・リミ

テッド及びクレストン・ホールディング

ス・リミテッドの各取締役。

その他の役職：なし

その他ウエストパック関連団体における

役職及び任期：2010年11月よりバンク・

オブ・メルボルンの諮問委員会の委員。

職能／経歴：オーストラリア国内外の銀

行及び金融サービス業界において、主要

組織の上級経営陣及び取締役として40年

以上のキャリアを有する。オーストラリ

ア・ニュージーランド銀行グループ・リ

ミテッドにおいて1971年から2005年まで

上席経営陣及び取締役を歴任した。ま

た、過去に、BHP（ニュージーランド）

スチール・リミテッド、INGオーストラ

リア・リミテッド、エサンダ・ファイナ

ンス・コーポレーション、ビザ・イン

ク、マレー・ゴールバン酪農協同株式会

社、MGレスポンシブル・エンティティ・

リミテッド（オーストラリア証券取引所

の上場会社であるMGユニット・トラスト

のレスポンシブル・エンティティ）、及

びクレイトン・ユッツにおいて、それぞ

れ取締役を務めた。

15,880株 2018年12月

まで
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役　職 氏　　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における
関連持分

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

取　締　役 ピーター・マ

リオット

(Peter

Marriott)

1957年

５月８日

在職期間:2013年６月より取締役。（独

立取締役）

上場企業における現在の役職及び任期：

ASXリミテッドの取締役（2009年７月よ

り）

その他の主な役職：ASXクリアリング・

コーポレーション・リミテッド、ASXセ

トルメント・コーポレーション・リミ

テッド、及びオーストラクリア・リミ

テッドの各取締役。

その他の役職：バンキング＆ファイナン

ス・オースのレビュー・パネル＆ポリ

シー・カウンシルのメンバー。

その他ウエストパック関連団体における

役職及び任期：なし

職能／経歴：国際銀行業務、財務及び監

査を含む金融業界において30年以上にわ

たる上級管理職の経験を有する。1993年

にオーストラリア・ニュージーランド銀

行グループ・リミテッド（ANZ）に入社

し、1997年７月から2012年５月までチー

フ・フィナンシャル・オフィサーを務め

た。ANZ入社前は、KPMGピート・マー

ウィックの銀行業務、財務、監査及びコ

ンサルティング担当パートナーであっ

た。過去に、ニュージーランドのANZナ

ショナル・バンク・リミテッド及びANZ

の様々な子会社の取締役を務めた。

20,870株 2019年12月

まで

1　本項では、2017年12月８日の当行の定時総会の終了をもってウエストパック・バンキング・コーポレーションの取締役を

退任したロバート・エルストーン氏も含まれている。

2　間接保有とは、個人の関係者が保有する株式をいう。関係者とは、トラスト、退職年金基金、又は当該個人によって支配

される組織等の事業体をいう。

 

2016年10月１日からの取締役の変更

・エリザベス・ブライアン氏は、2016年12月９日の当行の定時総会の終了をもって、ウエストパック・バン

キング・コーポレーションの取締役を退任した。

・ネリダ・シーザー氏は、2017年９月１日付けでウエストパック・バンキング・コーポレーションの取締役

に任命された。

・ロバート・エルストーン氏は、2017年12月８日の当行の定時総会の終了をもって、ウエストパック・バン

キング・コーポレーションの取締役を退任した。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書
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(2) 業務執行役員

(本書提出日現在(2017年12月15日)。「当行の普通株式における関連持分」については、2017年11月６日現在で、間
接保有については、2017年９月30日現在)

役　職 氏　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における

関連持分
1

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

マネージン

グ・ディレ

クター兼最

高経営責任

者

ブライアン・

ハルツァー

(Brian

Hartzer)

1967年

　２月20日

2015年２月にマネージング・ディレク

ター兼最高経営責任者に就任。2012年６

月に、ウエストパック消費者向け及び企

業向け銀行業務、セント・ジョージ・バ

ンキング・グループ、並びにBTファイナ

ンシャル・グループによって構成される

オーストラリア金融サービス部門担当最

高責任者として当行に入行。

同氏は、オーストラリアン・バンカー

ズ・アソシエーションの取締役であり、

2015年12月までは会長を務めた。現在、

オーストラリア国立大学経済産業諮問委

員会の議長を務める。当行に入行前、同

氏は、ロイヤルバンク・オブ・スコット

ランド・グループにおいて、リテール、

ウェルス及びアルスター・バンク担当

CEOとして、３年間英国で過ごした。そ

の前は、オーストラリアでオーストラリ

ア・ニュージーランド銀行グループ・リ

ミテッド（ANZ）に10年間勤め、最終役

職である、オーストラリア担当CEO並び

にリテール及びウェルスのグローバル・

セグメント・リードを含む、様々な役職

を歴任した。ANZに入行前は、ニュー

ヨーク、サンフランシスコ及びメルボル

ンにおいて、金融サービスのコンサルタ

ントとして10年間過ごした。

同氏は、プリンストン大学をヨーロッパ

史の学位を取得して卒業し、公認証券ア

ナリストである。

77,427株 特別の定め

なし
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役　職 氏　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における

関連持分
1

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

ウ エ ス ト

パック・イ

ン ス テ ィ

テューショ

ナル・バン

ク担当最高

責任者

リ ン ・ コ ブ

リー

(Lyn Cobley)

 

1962年

　11月８日

2015年９月にウエストパック・インス

ティテューショナル・バンク担当最高責

任者に就任。同氏は、企業、各種機関及

び政府顧客とウエストパック間の国際的

な取引を担当するほか、金融及び資本市

場におけるすべての金融商品、トランザ

クショナル・バンキング（取引銀行型モ

デル）、ストラクチャード・ファイナン

ス並びに運転資金の支払いを担当。ま

た、へースティングス・ファンズ・マネ

ジメント並びに当行のインターナショナ

ル及び太平洋地域の事業を監督する。

同氏は、金融サービス業界において、25

年以上の経験を有する。当行に入行前

は、オーストラリア・コモンウェルス銀

行において様々な上級職を歴任した。こ

れには、2007年から2013年までグループ

財務部長を務めたことや直近ではリテー

ル商品及びサードパーティバンキング担

当のエグゼクティブ・ゼネラル・マネ

ジャーを務めたことが含まれる。また、

オーストラリアのバークレイズ・キャピ

タルで金融機関担当の最高責任者を務

め、オーストラリア及びアジア・太平洋

地域のシティバンクで複数の上級職（証

券化の最高責任者を含む）を歴任し、ト

レーディング・ルーム（マッコーリー銀

行及びフェアファックスの合弁会社）の

CEOを務めた。

同氏は、オーストラリア金融市場協会

（AFMA）、バンキング・アンド・ファイ

ナンス・オース及びウエストパック・

ファウンデーションの各取締役会のメン

バーである。また、ウエストパック・ア

ジア諮問委員会の議長、また、チーフ・

エグゼクティブ・ウィメンのメンバーも

務めている。

同氏は、マッコーリー大学で経済学の学

士号を取得しており、オーストラリア金

融サービス協会のシニア・フェローであ

り、オーストラリア会社取締役協会を卒

業している。

71,650株 特別の定め

なし

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

127/538



 

役　職 氏　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における

関連持分
1

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

BTファイナ

ンシャル・

グループ担

当最高経営

責任者

ブ ラ ッ ド ・

クーパー

(Brad

Cooper)

 

1961年

　12月29日

2010年２月にBTファイナンシャル・グ

ループ担当最高経営責任者に就任。同氏

は、当初は2007年４月に、ウエストパッ

ク・ニュージーランド・リミテッド担当

最高責任者として入行し、当該市場にお

いて変更プログラムの指導に成功した

後、当行グループのセント・ジョージと

の合併実施を指導する当行の首席グルー

プ移行担当役員に就任。当行に入行前

は、GEキャピタル・バンクの会長、並び

にGEコンシューマー・ファイナンスUK及

びアイルランドのCEOを歴任した。GEの

UKシックス・シグマ計画を推進し、2002

年12月に上級指導者（黒帯）と認定され

た。2003年１月にGEコンシューマー・

ファイナンスUKのCEOに昇格し、2004年

４月にGEキャピタル・バンクの会長に就

任した。

106,792株 特別の定め

なし

首席情報担

当役員

デイビッド・

カラン

(David

Curran)

1965年

　４月24日

2014年９月に首席情報担当役員に就任。

同氏は、IT及び金融サービス、並びに大

規模かつ複雑なプロジェクトの実施にお

いて30年近い経験を有しており、その専

門知識は証明されている。

2015年以降、同氏は、オーストラリアの

教育及びリーダーシップのみに焦点を

絞った100百万豪ドルの奨学基金である

ウエストパック200周年基金の理事会の

メンバーを務めている。

当行に入行前、同氏は、オーストラリ

ア・コモンウェルス銀行（CBA）におい

て上級職を10年間歴任した。CBAに入行

前は、アクセンチュアに16年間勤めてお

り、そこでは主に金融サービスについて

のコンサルティングを行うパートナーで

あった。

31,864株

 

特別の定め

なし
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役　職 氏　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における

関連持分
1

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

コンシュー

マー・バン

ク部門担当

最高責任者

ジョージ・フ

ラジス

(George

Frazis)

1964年

　８月９日

2015年６月にコンシューマー・バンク部

門担当最高責任者に就任し、消費者・顧

客とのエンドツーエンド関係の管理を担

当。これには、当行、セント・ジョー

ジ、バンクSA、バンク・オブ・メルボル

ン及びRAMSの各ブランド下で行われるす

べての消費者向けの販売、デジタル業

務、マーケティング、移行、並びに銀行

業務関連の商品及びサービスが含まれ

る。

現職就任前、同氏は、セント・ジョー

ジ・バンキング・グループのCEOを務め

た。2009年３月にウエストパック・

ニュージーランド・リミテッド最高責任

者として当行グループに入行した。同氏

は、金融サービス業界で豊富な経験を有

する。従前ナショナル・オーストラリア

銀行グループ業務執行ゼネラル・マネ

ジャーを務めていた。また、それ以前に

はオーストラリア・コモンウェルス銀行

の機関投資家向け銀行業務部門の上級業

務執行役員であり、ボストン・コンサル

ティング・グループのパートナー及びロ

イアル・オーストラリアン・エアフォー

スの役員も務めていた。同氏は、セン

ト・ジョージ・ファウンデーションの総

裁及び退役軍人雇用に関する首相の産業

諮問委員会の議長を務めている。

71,569株

 

特別の定め

なし
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役　職 氏　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における

関連持分
1

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

首席リスク

担当役員

 

アレクサンド

ラ・ホルコム

(Alexandra

Holcomb)

1961年

　７月６日

2014年８月に首席リスク担当役員の役職

に就任。当行グループの首席リスク担当

役員として、企業全体における主要なリ

スク管理活動を担当。同氏は、1996年に

当行に入行して以来、グループ戦略、

M&A及び主要プロジェクト担当グルー

プ・ゼネラル・マネジャー、グループ戦

略担当グループ業務執行役員、ウエスト

パック・インスティテューショナル・バ

ンク戦略部門の最高責任者、及び2014年

８月まで国際決済サービス担当グルー

プ・ゼネラル・マネジャーを含む多数の

上級職を歴任した。

当行に入行前は、同氏は、ブーズ・アレ

ン・アンド・ハミルトン・インターナ

ショナルで1992年から1996年まで上級管

理職を務めており、国際信用を専門とし

てアジア・太平洋地域で勤務した。それ

以前は、ニューヨークでチェース・マン

ハッタン銀行においてプライベート・バ

ンキング及びビジネス・バンキング、並

びに国際信用監査に従事した。また、パ

リではインドスエズ銀行で、ニューヨー

クではバークレイズ銀行で、それぞれプ

ロジェクト・ファイナンスに従事した。

同氏は、アジア・ソサイエティ・オース

トラリアの副議長、及びウエストパッ

ク・ファウンデーションの取締役を務め

ており、チーフ・エグゼクティブ・ウィ

メンのメンバー、及びオーストラリア会

社取締役協会のフェローでもある。

ウォートン・スクール・オブ・ビジネス

で、金融及び多国籍経営のMBAを、ペン

シルベニア大学で国際研究及びフランス

語の修士号を取得している。コーネル大

学の英語及び経済学の文学士号も取得し

ている。

23,210株 特別の定め

なし
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役　職 氏　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における

関連持分
1

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

首席財務担

当役員

 

ピーター・

キング

(Peter King)

1970年

　３月27日

2014年４月、首席財務担当役員に就任

し、当行の金融、グループ監査部門、税

務、財務及び投資家向け広報活動を担

当。現職就任前は、３年間首席財務担当

役員代理を務めた。

1994年に当行に入行して以来、同氏は、

グループ・ファイナンス、ビジネス及び

コンシューマー・バンキング、ビジネス

及びテクノロジー・サービス、トレジャ

リー及びファイナンシャル・マーケッツ

の各部門における役職を含め、当行グ

ループ全体にわたって上級財務職を歴任

している。

同氏は、デロイト・トウシュ・トーマツ

でそのキャリアをスタートさせた。シド

ニー大学で経済学の学士号を取得してお

り、INSEADのアドバンスド・マネジメン

ト・プログラムを修了している。同氏

は、公認会計士協会のフェローである。

78,243株 特別の定め

なし

コンプライ

アンス、法

務及び秘書

役 担 当 グ

ループ業務

執行役員

レベッカ・

リム

(Rebecca

Lim)

1972年

　３月17日

2016年10月より世界各地におけるコンプ

ライアンス、法務及び秘書関連の業務を

担当する当行のグループ業務執行役員に

就任した。2011年11月にはグループ法律

顧問に、2013年から2017年までは首席コ

ンプライアンス担当役員に任命されてい

た。

同氏は、2002年に当行に入行して以来、

セント・ジョージの人事担当ゼネラル・

マネジャー及びセント・ジョージ・プラ

イベート・クライアント担当ゼネラル・

マネジャーを含め、その他の様々な上級

指導職を歴任した。

同氏は、ブレイク・ドーソン・ワルドロ

ン法律事務所（現アシャースト法律事務

所）でキャリアをスタートさせた後、米

国の法律事務所であるスキャデン・アー

プスに入所し、ニューヨーク及びロンド

ンで勤務した。その後、ロンドンにおい

てゴールドマン・サックスで投資銀行業

務担当の社内勤務を経て、オーストラリ

アに戻り、当行に入行した。

GC100エグゼクティブ・コミッティの副

議長、及びチーフ・エグゼクティブ・

ウィメンのメンバーである。

26,270株 特別の定め

なし
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役　職 氏　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における

関連持分
1

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

ビジネス・

バンク担当

最高責任者

デイビッド・

リンドバーグ

(David

Lindberg)

1975年

　３月11日

2015年６月にビジネス・バンク担当最高

責任者に就任した。同氏は、当行、セン

ト・ジョージ、バンク・エスエー及びバ

ンク・オブ・メルボルンの各ブランドの

ために、ビジネス顧客との当行グループ

のエンド・ツー・エンド関係を管理して

いる。ビジネス・バンクは、オーストラ

リアの小規模、商業、法人及び農業関連

の事業者に対し、広範な銀行業務及び金

融関連の商品及びサービスを提供する。

現職就任前は、同氏は、首席商品担当役

員を務め、すべてのブランドにおける当

行グループの消費者向け及び企業向け商

品、並びに当行グループのデジタル業務

の監督を担当した。2012年に当行に入行

する前は、オーストラリア・コモンウェ

ルス銀行でカード、支払い及びリテール

戦略担当のエグゼクティブ・ゼネラル・

マネジャーを務めた。さらに、過去に

は、オーストラリア及びニュージーラン

ド・バンキング・グループ・リミテッド

の戦略、マーケティング及び顧客セグメ

ンテーションのマネージング・ディレク

ター、並びにファースト・マンハッタン

のマネージング・ヴァイス・プレジデン

ト兼オーストラリア担当最高責任者を務

めた。

48,026株 特別の定め

なし
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役　職 氏　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における

関連持分
1

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

ウ エ ス ト

パ ッ ク ・

ニュージー

ランド・リ

ミテッド最

高経営責任

者

デイビッド・

マクリーン

(David

McLean)

1958年

　３月14日

2015年２月にウエストパック・ニュー

ジーランド・リミテッド最高経営責任者

に就任。1999年２月に当行に入行して以

来、ニュージーランドの借入資本市場担

当の最高責任者、プライベート・ウェル

ス・アンド・インシュアランス・ニュー

ジーランドのゼネラル・マネジャー、及

びウエストパック・インスティテュー

ショナル・バンク・ニュージーランドの

最高責任者、並びに直近ではウエスト

パックのニューヨーク支店のマネージン

グ・ディレクターを含む多数の上級職を

歴任。

当行に入行前は、同氏は、1994年よりド

イチェ・モルガン・グレンフェルで資本

市場担当取締役であった。また、ドイツ

銀行のニュージーランド支店を設立し、

ニュージーランドの常駐支店長を務め

た。1988年に同氏は、資本市場担当業務

執行役員としてサウスパック／ナショナ

ル・バンクに入行した。その前は、独立

開業弁護士として働き、1985年よりナッ

トウエストNZの顧問弁護士を務めた。同

氏は、ニュージーランド高等裁判所のバ

リスター及びソリシターである。

9,613株 特別の定め

なし
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役　職 氏　　　名 生年月日 略　　　　　　　　　歴

当行の普通
株式における

関連持分
1

(直接保有及び

間接保有
2
を

含む)

任　　期

人事、コー

ポレート業

務及び持続

可能性担当

グループ業

務執行役員

クリスティー

ン・パーカー

(Christine

Parker)

1960年

　６月６日

2011年10月に人事、コーポレート業務及

び持続可能性担当グループ業務執行役員

に就任し、報酬及び表彰、安全、研修及

び育成、キャリア及び才能、従業員関係

並びに雇用方針を含む人事戦略及び管理

を担当。同氏は、コーポレート業務及び

持続可能性並びに顧客支援も担当してい

る。

現職就任前は、2010年３月より人事担当

グループ・ゼネラル・マネジャーを務

め、当行グループ全体にわたる責任を有

していた。それ以前は、ウエストパッ

ク・ニュージーランド・リミテッドの人

事担当ゼネラル・マネジャーを務めた。

2007年にウエストパックに入行する前

は、カーター・ホルト・ハーベイにおい

てグループの人事担当取締役を務め、

1999年から2004年にかけてレストラン・

ブランズ・ニュージーランドの人事担当

取締役を務めた。

セント・ジョージ・ファウンデーション

の総裁、また、ウーマンズ・コミュニ

ティ・シェルターズの取締役を務める。

22,028株 特別の定め

なし

戦略及び企

業向けサー

ビス担当グ

ループ業務

執行役員

ギ ャ リ ー ・

サーズビー

(Gary

Thursby)

1962年

　７月23日

2016年10月に戦略及び企業向けサービス

担当グループ業務執行役員に就任。同役

職は、当行グループの戦略業務を率いる

ことに加え、当行グループのサービス刷

新の実行を促進し、当行グループの営業

活動を支援するためのサービスを提供す

るよう設計されている。

同氏は、銀行業務、調達、不動産、分析

及び企業向け投資等も担当することと

なった。さらに、当行グループのM&A及

び事業展開ポートフォリオも監督してい

る。

2008年に当行に入行する前は、オースト

ラリア・コモンウェルス銀行（CBA）に

おいて、リテール・バンクの副CFO及び

CFOを含む多数の上級金融職を歴任し

た。同氏は、金融、M&A及び大規模なプ

ログラム提供を含む、金融サービスにお

ける20年以上の経験を有している。同氏

は、デロイト・トウシュ・トーマツでそ

のキャリアをスタートさせた。

同氏は、南オーストラリア州のフリン

ダース大学で経済学の学士号及び会計学

の修士号を取得しており、公認会計士協

会のフェローである。

77,029株 特別の定め

なし

1　一部の業務執行役員は、当行の普通株式に関して、業績連動型新株引受権（行使価格がゼロのオプション）及び制限株式

も保有している。
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2　間接保有とは、個人の関係者が保有する株式をいう。関係者とは、トラスト、退職年金基金、又は当該個人によって支配

される組織等の事業体をいう。

 

2017年11月６日現在、以下のとおりであった。

・ピーター・ホーキンス氏及びその関係者の持分は、ウエストパックCPS1,370個であった。

これら以外に、取締役及び業務執行役員は、ウエストパックCPSを直接的又は間接的に保有していなかった。

 

2016年10月１日からのグループ業務執行役員の変更

・レベッカ・リム氏は、グループ法律顧問兼首席コンプライアンス担当役員という役職で、2016年10月１日付

けでグループ業務執行役員に任命された。2017年10月２日から、同氏の役職は、コンプライアンス、法務及

び秘書役担当グループ業務執行役員に変更された。

・ギャリー・サーズビー氏は、2016年10月１日付けで戦略及び企業向けサービス担当グループ業務執行役員に

任命された。

・フィリップ・コフィー氏は、副最高経営責任者を退任したことにより、2017年５月31日をもって業務執行役

員ではなくなった。

・当行は、2017年11月13日に以下を発表した。

－　首席リスク担当役員であるアレクサンドラ・ホルコムは、2018年度に退任する。

－　デイビッド・スティーブンが当行グループの首席リスク担当役員に任命されており、2018年度中に当

行グループでの勤務を開始する。

 

次へ
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(3) 報酬

取締役会附属報酬委員会は、当行が、業績、当行のリスク管理の枠組み、法令及び最高基準のガバナンスを

考慮して、各人に対して公正に、かつ責任を持って報酬を与える、報酬に関する一貫した方針及びその運用慣

行を備えることを確保することにより、取締役会を補助している。

取締役会附属報酬委員会は、会計年度を通じて常設されており、３名の独立非業務執行取締役からなり、ク

レイグ・ダン氏が委員長を務めている。また、取締役会附属報酬委員会の全委員は、取締役会附属リスク及び

コンプライアンス委員会の委員も兼ねており、同委員会は報酬枠組みに関する有効なリスク管理の統合を補助

している。

取締役会附属報酬委員会は、同委員会の憲章に規定されるとおり、以下の業務を行う。

・ウエストパック・グループ報酬方針（「当行グループ報酬方針」）について検討し、取締役会に勧告を行

い、また当行グループ報酬方針の有効性及び健全性基準との整合性を評価すること

・CEO、非業務執行取締役、グループ業務執行役員、その他CEO直属の業務執行役員、その他その活動が当行

の財務健全性に影響を及ぼすと取締役会が判断する人員、APRAが指定する人員及び取締役会が決定するそ

の他あらゆる人員についての個別の報酬水準について検討し、取締役会に勧告を行うこと

・当行グループ報酬方針に含まれる各人員カテゴリーに対する報酬の構造を検討し、取締役会に勧告を行う

こと

・CEOの報酬に関する企業目標及び目的、並びにこれらの目的に鑑みたCEOの業績について検討し、取締役会

に勧告を行うこと

・グループ業務執行役員に対する短期奨励金制度及び長期奨励金制度について検討し、取締役会に勧告を行

うこと

・株式ベースの報酬制度の承認について検討し、取締役会に勧告を行うこと

・当行グループ全体の一般的な報酬慣行を監督すること

取締役会附属報酬委員会は毎年、既定の事業の業績指標及び当行の財務健全性を考慮して変動報酬プールの

規模を検討し、取締役会に勧告する。また、取締役会附属報酬委員会は、慎重な扱いを要すること、前例、又

は開示に関する影響を理由として重要である個人又は集団に関して、当行グループ報酬方針外の報酬協定の承

認を行う。さらに、取締役会附属報酬委員会は、報酬を決定する際、及び必要に応じて、上級業務執行役員の

業績の検討及び評価を行う。

また、取締役会附属報酬委員会は、後発的な情報や事情により、従業員に対するインセンティブとしての株

式の付与が正当ではなかったと判明した場合に、当該株式付与の削減又は失権を検討し、取締役会に勧告す

る。

報酬のベンチマーク、市場慣行並びに新たな傾向及び規制改革を含む広範な問題に関する情報の提供を受け

るため、取締役会附属報酬委員会は、社外の報酬コンサルタントを採用している。

当行の報酬の枠組みに関する更なる詳細については、第一部　第５　４「役員の状況」の「報酬報告書」を

参照のこと。取締役会附属報酬委員会は、報酬報告書を検討し、その承認を勧告する。
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(4) 報酬報告書

１.　本報酬報告書において開示される主要な経営陣の報酬

当行グループの主要な経営陣（「KMP」）の報酬は、本報酬報告書において開示されている。2017年度にお

いて、KMPは、非業務執行取締役、CEO及びCEOに直属するグループ業務執行役員で構成されていた。

 

CEO及びグループ業務執行役員

 

氏名 役職 KMPを務めた期間

マネージング・ディレクター兼最高経営責任者  

ブライアン・ハルツァー マネージング・ディレクター兼最高経営責任者 通年

   

現グループ業務執行役員  

リン・コブリー ウエストパック・インスティテューショナル・バンク担当
最高責任者

通年

ブラッド・クーパー BTファイナンシャル・グループ担当最高経営責任者 通年

デイブ・カラン 首席情報担当役員 通年

ジョージ・フラジス コンシューマー・バンク部門担当最高責任者 通年

アレクサンドラ・ホルコム 首席リスク担当役員 通年

ピーター・キング 首席財務担当役員 通年

レベッカ・リム グループ法律顧問兼首席コンプライアンス担当役員 2016年10月１日就任

デイビッド・リンドバーグ ビジネス・バンク担当最高責任者 通年

デイビッド・マクリーン ウエストパック・ニュージーランド・リミテッド最高経営
責任者

通年

クリスティーン・パーカー 人事、コーポレート業務及び持続可能性担当グループ業務
執行役員

通年

ギャリー・サーズビー 戦略及び企業向けサービス担当グループ業務執行役員 2016年10月１日就任

   

元グループ業務執行役員

フィリップ・コフィー 副最高経営責任者 2017年５月31日退任

 

非業務執行取締役

 

氏名 役職 KMPを務めた期間

現非業務執行取締役

リンジー・マックステッド 議長 通年

ネリダ・シーザー 取締役 2017年９月１日任命

イーウェン・クラウチ 取締役 通年

アリソン・ディーンズ 取締役 通年

クレイグ・ダン 取締役 通年

ロバート・エルストーン 取締役 通年

ピーター・ホーキンス 取締役 通年

ピーター・マリオット 取締役 通年

   

元非業務執行取締役

エリザベス・ブライアン 取締役 2016年12月９日退任
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２.　2017年度におけるCEO及びグループ業務執行役員の報酬の枠組み

 

報酬の原則

当行の報酬戦略は、健全な経営及びガバナンスに関する原則に基づき、責任を反映すると同時に、高い業績を達成す

ること及び当行の顧客や株主に優れた長期的な成果をもたらすことに報いることで有能な従業員を引き付け、引き留

めることを目的として設計されている。

報酬の枠組みは、以下を目的として設計されている。

・報酬を顧客及び株主の利益と一致させること

・適切なリスク文化及び従業員の行動を支えること

・当行の戦略及び展望に沿って、行動及び業績に応じた

報酬の差別化を行うこと

・市場競争力のある公正な報酬を提供すること

・有能な従業員の採用及び留保を可能にすること

・報酬のリスク調整を可能にすること

・シンプル、柔軟かつ透明性のあるものとすること

 

報酬の総合的枠組み

 

固定報酬

アットリスクの報酬（変動報酬）

短期奨励金（STI）
長期奨励金（LTI）

現金STI 繰延STI

目標報酬

構成
34パーセント 34パーセント 32パーセント

目的

業務執行役員を引き付け、引

き留めるために提供される。

役職の規模及び複雑性、個人

の責任、経験並びに技能が考

慮される。

当行グループの短中期的戦略に沿っ

て、財務及び財務以外の業績に報い

ること。繰延の要素により、以下が

もたらされる。

・中期的に見た株主との一致

・マルス条件によるアットリスクの

報酬

業務執行役員の責任及び報酬

実績を、グループの持続的な

業績及び長期的な株主利益の

実現と一致させること。必要

な場合、LTIも、業績期間中

におけるマルス条件による調

整の対象となる。

提供

固定報酬は、以下により構成

される。

・現金給与

・給与の天引き

・退職年金拠出金

STIは、以下のとおり提供される。

・50パーセントが現金

・50パーセントが制限普通株式又は

（オーストラリア国外のグループ

業務執行役員の場合）新株引受権

LTIは、以下により構成され

る。

・業績目標の達成に応じて

様々な程度により権利確定

する業績連動型新株引受権

2017年度

アプローチ

固定報酬は、金融サービス業

界の関連する市場ベンチマー

クを参照して設定される。

STI業績指標には、経済的収益、利

益、リスク、戦略的プログラム、顧

客成果、人材及び持続可能性が含ま

れる。STI業績指標は、こうした主

要分野に重点を置くことを確保する

目的で選択されている。

LTI業績指標（50：50）：

・TSRは、同業他社と比較し

た当行の業績の相対的指標

である。

・ROEは、株主価値を創出し

ながらの資本コストを上回

る利益の達成に報いること

を目的とする。

 

業績、ガバナンス及びリスク調整オーバーレイ

すべての業績は、取締役会により、当行グループ全体及び部門別のリスク管理の方針を参照して評価される。取締

役会は、報酬実績及び／又は権利未確定の変動報酬の調整（ゼロにすることを含む。）に関して最終的な裁量を留

保している。かかる裁量は、報酬の全部又は一部が正当でなかった事実が明らかになった場合、繰延STI及びLTIプ

ランの下で付与された株式にも適用される（マルス）。
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2017年度の潜在的報酬の予定

　

　

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

139/538



３. 報酬実績の概要

3.1　業務執行KMPに対する報酬―2017年度支払額及び権利確定額
1

下表は、以下の報酬を含め、2017年度及び2016年度に各業務執行KMPに対して実際に支払われ又は権利確定

した報酬額（未監査）の比較を示すものである。

・年度中に獲得した固定報酬

・2017業績年度及び2016業績年度に関して付与され、支払われた現金STI

・過年度に付与された繰延STIのうち、2017年度末及び2016年度末にそれぞれ権利確定した額

・2014年度及び2013年度に当初付与されたLTIのうち、2017年度末及び2016年度末にそれぞれ権利確定又は

失権した額

後記７がオーストラリアの会計基準（AAS）に従って作成された実績を示すものであるのに対し、本表は、

実際に支払われ、権利確定され又は失権した報酬を示すものである。

 

 
氏名

固定報酬
現金STIの

付与及び支払い
過年度繰延STIの
権利確定

過年度LTIの

権利確定
2 実現報酬合計

過年度LTIの

失権
2

(豪ドル) （豪ドル） （豪ドル） （豪ドル） （豪ドル） （豪ドル）

マネージング・ディレクター兼最高経営責任者
ブライアン・ハルツァー
2017年度 2,686,000 1,490,730 1,280,114 - 5,456,844 3,046,592
2016年度 2,686,000 1,302,710 949,349 - 4,938,059 2,610,944
       

現グループ業務執行役員
リン・コブリー（ウエストパック・インスティテューショナル・バンク担当最高責任者）
2017年度 1,122,000 640,000 244,864 - 2,006,864 -
2016年度 1,122,000 492,500 - - 1,614,500 -
       
ブラッド・クーパー（BTファイナンシャル・グループ担当最高経営責任者）
2017年度 1,102,517 792,500 779,625 - 2,674,642 2,206,129
2016年度 1,102,517 735,000 733,887 - 2,571,404 1,350,495
       
デイブ・カラン（首席情報担当役員）
2017年度 952,000 552,500 510,291 - 2,014,791 -
2016年度 952,000 467,500 258,810 - 1,678,310 -
       
ジョージ・フラジス（コンシューマー・バンク部門担当最高責任者）
2017年度 1,150,000 872,500 876,225 - 2,898,725 1,155,565
2016年度 1,150,000 815,000 798,746 - 2,763,746 990,344
       
アレクサンドラ・ホルコム（首席リスク担当役員）
2017年度 1,003,000 532,500 498,536 - 2,034,036 772,487
2016年度 1,003,000 492,500 400,492 - 1,895,992 450,134
       
ピーター・キング（首席財務担当役員）
2017年度 1,088,000 615,000 536,202 - 2,239,202 1,132,480
2016年度 1,088,000 545,000 410,367 - 2,043,367 270,075
       
レベッカ・リム（グループ法律顧問兼首席コンプライアンス担当役員）
2017年度 750,000 412,500 248,227 - 1,410,727 388,674
2016年度 ----------------------------------2016年度はKMPに該当せず----------------------------------
       
デイビッド・リンドバーグ（ビジネス・バンク担当最高責任者）
2017年度 952,000 532,500 419,808 - 1,904,308 709,083
2016年度 901,000 477,500 314,033 - 1,692,533 405,142
       
デイビッド・マクリーン（ウエストパック・ニュージーランド・リミテッド最高経営責任者）
2017年度 864,889 412,570 430,410 - 1,707,869 -
2016年度 854,565 363,050 285,422 - 1,503,037 -
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現グループ業務執行役員（続き）
クリスティーン・パーカー（人事、コーポレート業務及び持続可能性担当グループ業務執行役員）
2017年度 850,000 517,500 481,816 - 1,849,316 1,365,665
2016年度 850,000 450,000 457,952 - 1,757,952 630,225
       
ギャリー・サーズビー（戦略及び企業向けサービス担当グループ業務執行役員）
2017年度 840,000 485,000 371,764 - 1,696,764 409,680
2016年度 ----------------------------------2016年度はKMPに該当せず--------------------------------
       

元グループ業務執行役員
フィリップ・コフィー（副最高経営責任者）
2017年度 908,741 457,500 669,828 - 2,036,069 2,237,655
2016年度 1,363,112 597,500 694,327 - 2,654,939 1,530,554
       

1　当行は、株主持分の開示に関する本表に関して、業績年度終了時に権利確定する株主持分を当該業績年度の報酬の一部と

して示す新たなアプローチを採用した（すなわち、2017年業績年度の終了日の翌日である2017年10月１日付けで権利確定

した繰延STI及びLTIは、下表では2017年度に権利確定又は失権したものとして示されている。）。これは、株主持分が権

利確定又は失権した年度の報酬の一部として開示されていた過年度のアプローチとは異なっている。

2　この数値は、エクイティ商品の数に、権利確定日又は失権日の株価終値を乗じて計算されている。

 

グループLTI権利確定結果の概要

2017年度及び2016年度に業績期間が終了したCEO（CEO LTI制度）及びグループ業務執行役員（ウエストパッ

クLTI制度）に対するLTI報酬の権利確定結果は、以下のとおりである。

 

 
業績指標

業績期間

開始日
テスト日

業績範囲
結果

権利確定

（％）

失効

（％）基準 上限

2014年度

付与LTI

TSR

（報酬の50％）

2014年

10月１日

2017年

10月１日

50パーセン

タイル

75パーセン

タイル

20パーセン

タイル

0％ 100％

EPS

（報酬の50％）

2014年

10月１日

2017年

10月１日

5.0％

CAGR

7.0％

CAGR

(0.8％)

CAGR

0％ 100％

2013年度

付与LTI

TSR

（報酬の50％）

2013年

10月１日

2016年

10月１日

50パーセン

タイル

75パーセン

タイル

20パーセン

タイル

0％ 100％

EPS

（報酬の50％）

2013年

10月１日

2016年

10月１日

4.0％

CAGR

6.0％

CAGR

1.10％

CAGR

0％ 100％

 

2017年度中に権利確定したその他の株主持分

リン・コブリー氏が保有する制限株式16,696株が、2017年７月に権利確定した。当該制限株式は、当行入行

により失権した同氏の前勤務先からの株主持分に関連して割り当てられたものである。

 

3.2　業務執行KMPの報酬―2017年度付与株主持分

下表は、以下を含め、2017年度及び2016年度に付与され、場合により業績目標、在任期間及びマルス条件に

基づいて将来権利確定する予定の株主持分の公正価値（未監査）を示すものである。

・繰延STI報酬。これは、年度中に割り当てられたSTIの50パーセントを、付与日現在の５日間出来高加重後

平均株価（VWAP）
1
で除した値として評価される制限株式である。

・LTI報酬。これは、年度中に付与された新株引受権の公正価値を示すものであり、当該公正価値は、2017

年度の報酬については付与日現在の額面価額の40パーセント、2016年度の報酬については付与日現在の額

面価額の41.5パーセント
2
である。LTI新株引受権は、業績条件の対象となる。詳細については、後記4.3

を参照のこと。
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権利確定する株主持分の最終的な価値は、権利確定した株式又は新株引受権の割合及び権利確定時における

株価によって決まる。数値は、AASに従って作成された実績を示す後記７の数値とは異なる。

本表は、2017年度に付与された証券数を示す後記7.3の表と併せて読むことができる。

 
 
 
氏名

 
繰延STI LTI（公正価値）

（豪ドル） （豪ドル）

マネージング・ディレクター兼最高経営責任者    

ブライアン・ハルツァー
3 2017 1,490,730 2,528,000

 2016 1,302,710 2,528,000

    

グループ業務執行役員    

リン・コブリー 2017 640,000 1,056,000

ウエストパック・インスティテューショナル・バンク担当最高責任者 2016 492,500 1,056,000

    

ブラッド・クーパー 2017 792,500 1,050,000

BTファイナンシャル・グループ担当最高経営責任者 2016 735,000 1,050,000

    

デイブ・カラン 2017 552,500 896,000

首席情報担当役員 2016 467,500 896,000

    

ジョージ・フラジス 2017 872,500 1,000,000

コンシューマー・バンク部門担当最高責任者 2016 815,000 1,000,000

    

アレクサンドラ・ホルコム 2017 532,500 944,000

首席リスク担当役員 2016 492,500 944,000

    

ピーター・キング 2017 615,000 1,024,000

首席財務担当役員 2016 545,000 1,024,000

    

レベッカ・リム 2017 412,500 700,000

グループ法律顧問兼首席コンプライアンス担当役員 2016 ---------2016年度はKMPに該当せず---------

    

デイビッド・リンドバーグ 2017 532,500 912,000

ビジネス・バンク担当最高責任者 2016 477,500 848,000

    

デイビッド・マクリーン 2017 412,570 810,138

ウエストパック・ニュージーランド・リミテッド最高経営責任者 2016 363,050 804,296

    

クリスティーン・パーカー 2017 517,500 750,000

人事、コーポレート業務及び持続可能性担当グループ業務執行役員 2016 450,000 750,000

    

ギャリー・サーズビー 2017 485,000 700,000

戦略及び企業向けサービス担当グループ業務執行役員 2016 ---------2016年度はKMPに該当せず---------

    

元グループ業務執行役員    

フィリップ・コフィー 2017 457,500 1,280,000

副最高経営責任者 2016 597,500 1,280,000

    

1　2017年度の報酬の５日間VWAPは29.87豪ドル、2016年度の報酬の５日間VWAPは29.87豪ドルであった。

2　2016年度のTSR及びEPSに基づく新株引受権の公正価値は、それぞれ40パーセント及び43パーセントであった。

3　2016年度のブライアン・ハルツァー氏に対するLTI付与額は、同氏がCEOに任命された後、2016年度のLTI報酬と同時に付

与された、2015年度の一部期間に関する報酬を含まない。
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3.3　2017年度STI実績の概要―グループ業績がCEO及びグループ業務執行役員のSTI実績に与えた影響

STIスコアボード目標は、短期変動報酬の基準となるとともに、当該年度の重点分野（リスク管理及び当行

グループの価値観に合致した行動を示すことを含む。）を示すものである。

 

裁量の適用

取締役会及び報酬委員会は、スコアボードの手法は多数の補完的な業績目標を包括するものの、必ずしも全

体的な業績の完全な評価を可能にするものではないと認識している。取締役会及び報酬委員会は、そのため、

その裁量において、CEO及びグループ業務執行役員のスコアボード結果についてプラス又はマイナス方向の調

整を行うことができる。取締役会及び報酬委員会は、裁量に基づく調整を行う際に以下の基準を利用する。

・会計年度当初には知られていなかった事項又は関連しなかった事項であって、当該年度中のCEO及びグ

ループ業務執行役員の業績の低下又は上昇に関連するもの

・スコアボードの指標及び目標自体に内在するストレッチの程度、並びに目標が設定された背景

・会計年度中の経営環境が、予想よりも著しく改善又は悪化したか否か

・当行グループの主要な競合会社の業績との比較

・当行グループに影響を及ぼす、関連するプラス又はマイナス方向のリスク管理又はレピュテーションに関

する問題

・財務成績の質（その構成及び持続可能性を含む。）

・リーダーシップの質、及び／又は当行の価値観に合致した行動について、主要なプラス又はマイナスの側

面が見られたか否か

・その他関連する業績の低下若しくは上昇、又は把握されていないその他の事項

このプロセスにより、奨励金の実績の決定において従業員が有利にも不利にもならないよう、経済的収益等

の財務指標が、当年度の処理に影響を及ぼす非営業項目（償却、会計基準の変更又は一時的な取引（適切な場

合）等）について調整されることが確保される。調整は、適切な場合（例えば重大な調整が将来の収益に影響

を及ぼす場合）には、複数年度ベースで考慮される。

 

グループ・バランスト・スコアボード―CEO業績目標

当行グループのバランスト・スコアボード（CEOスコアボードを構成する。）の構成、業績目標、割合、評

価、及び結果としてのSTI実績は、下表に詳述するとおりである。当行グループのバランスト・スコアボード

は、個別のスコアボード指標と合わせてグループ業務執行役員のSTI実績にも部分的に使用され、当行グルー

プ全体の実績の決定に役立っている。

個別の業務執行役員のSTI実績は、外部の競争環境と比べての当行グループ全体の業績、ストレッチ目標に

対する個人の業績、並びに他の業務執行役員と比べての個人の能力及び当行グループへの貢献度（当該個人が

示したリーダーとしての行動を含む。）に関する判断を含む、定量的及び定性的なインプットを用いて決定さ

れている。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

143/538



 

 指標 割合 評価 考察

業

績

に

関

す

る

規

律

経済的収益

株主価値を創出

する基礎的な収

益の実現

30％ 　 ・経済的収益は3,774百万豪ドルで、ROEは当行が達成を目

指す13～14パーセントの範囲内の13.8パーセントであっ

た。現金利益は３パーセント増加したものの、APRAの

「疑いなく強力な」資本要件に備えての資本水準の引上

げに伴い、資本費用が５パーセント増加したことによっ

て相殺された。

・当行グループは成長よりも利益を優先し、資本要件は積

極的に管理され、信用リスク調整後資産は３パーセント

減少した。

コア収益増加率

コア収益の一貫

した持続可能な

増加の実現

10％ 　 ・１パーセント増加。

・収益は、貸付の５パーセント増加及び預金の４パーセン

ト増加が利鞘の４ベーシス・ポイント縮小によって部分

的に相殺されたことにより、２パーセント増加した。

・費用は、生産性向上により事業費用が大幅に相殺された

ことにより、２パーセント弱増加した。かかる増加は、

投資並びに規制及びコンプライアンス関連費用の増加に

起因するものであった。

資本管理

事業成長のため

の強固、安定的

かつ持続可能な

資本基盤の提供

10％ 　 ・資本及び流動性のポジションは、新たな規制要件を満た

す上で適切な状態にある。

・普通株式等Tier１資本比率は10.6パーセントで、前年度

を１パーセント・ポイント超上回った。年度末の時点

で、2020年まで発効しないもののAPRAが定めている「疑

いなく強力な」資本要件を上回った。

・当行グループは、2018年１月１日からの安定調達比率の

導入に向けて適切な状態にあり、2017年９月30日現在の

当該比率は109パーセントであった。

当行グループの

リスク選好宣言

の遵守

当行が容認され

たリスク許容範

囲内で活動する

ことの確保

10％ 　 ・外部のリスク、規制及びコンプライアンス環境は、引き

続き複雑性と厳しさを増している。全体として、当行は

グループのリスク選好の範囲内に留まった。

・資本、資金調達及び信用リスクを含め、財務リスクの区

分は適切に管理されている。当行は引き続き、居住用及

び商業用不動産ポートフォリオに関する引受基準を強化

した。

・不正行為、金融犯罪及びコンダクト・リスクに関わる統

制環境の改善が行われた。責任ある貸付、金融アドバイ

ス及び営業慣行が主な焦点であり、経営陣は顧客のため

の是正プログラムのペースを加速させた。また、当行

は、過去の特定の慣行により顧客が不利益を被ることの

ないよう措置を講ずる必要があると判明した場合におけ

る、顧客への返金及び支払いに関する規定を設けてい

る。システム及びデータ関連リスクに対処し、かかるリ

スクの管理を強化するための継続的な作業プログラムも

進行中である。
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 指標 割合 評価 考察

戦

略

的

改

革

の

推

進

サービス刷新

当行のあらゆる

活動の中心に顧

客を置くこと

10％ 　 ・顧客及び企業の両方のネット・プロモーター・スコア

（ロイ・モルガン）に関するオーストラリアのランキン

グにおいて、第１位で年度を終えた。DBM調査の顧客満足

度では、第２位で年度を終えた。

・苦情が18パーセント減少。

・引き続き、複数の技術革新を顧客向けに展開した。これ

には、パノラマ（当行の資産管理プラットフォーム）、

電子不動産譲渡、コーポレート・レンディング・ポータ

ル及びオン・ボーディングの迅速化、コレクションズ・

ウェブ・ポータル、LOLA（当行のライブ・オンライン・

レンディング・アプリケーション）並びに全ブランドを

対象とする、モバイル・バンキングに関する多数の機能

及びユーザビリティの強化が含まれる。

・引き続き、外部の表彰を受けた。当年度中に獲得した賞

には、リテール・ファイナンシャル・インスティテュー

ション・オブ・ザ・イヤー、ベスト・プライベート・バ

ンク・イン・オーストラリア、プライベート・バンキン

グ／資産管理におけるテクノロジーの利用に関する最高

賞、及びベスト・デジタル・バンク（ニュージーラン

ド）が含まれる。

成長軌道の構築

将来的な収益増

加の確保

10％ 　 ・預金及び中小企業向け貸付、並びに医療及び専門サービ

スの対象セグメントにおいて、予想を上回る成長を遂げ

た。

・資産管理業務では、すべての消費者向けプラットフォー

ムについて市場シェア第１位を維持し、管理資金のプラ

スの正味流入額を維持した。

デジタル革新

顧客のニーズ及

び期待を見越し

たソリューショ

ンの実現

10％ 　 ・活動及び取引のデジタル化、マニュアル活動の削減並び

にｅステートメントの増加を通じて、生産性向上により

262百万豪ドルを節減した。

・顧客サービス・ハブ、ビッグ・データ・プラットフォー

ムの立上げ及び新たなコールセンター・プラットフォー

ムの導入を含む多数の主要投資に関して、順調な進展が

見られた。主なマイルストーンには、オラクル・バンキ

ング・プラットフォーム及びウエストパック・テクノロ

ジー環境内でのグループ・カスタマー・マスターの導入

が含まれた。

・すべてのプログラムは順調であり、約束されたマイルス

トーン及び成果を達成した。

・引き続き、革新を推進するためのテクノロジーの利用に

重点を置いた。年間で500に及ぶ手続き及び32百万人に及

ぶ顧客活動の管理に、手続きの自動化・簡略化に関する

イニシアチブを利用した。

・当行のサイバーセキュリティ・コーディネーション・セ

ンターをアップグレードした（これにより、常時グロー

バルな脅威を検出し、それらに対処する当行の能力がさ

らに向上した。）。

・新たなコールセンターのインフラを導入した。これは、

当行への問い合わせの体験を大幅に向上させるととも

に、様々な新しい顧客サービス・イチニシアチブの基盤

となる。
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 指標 割合 評価 考察

人

材

人材及び持続可

能性

従業員が最大限

能力を発揮でき

るよう促し、正

しい行動を推進

する環境の提供

10％ 　 ・当行は４年連続で、ダウ・ジョーンズ・サステナビリ

ティ・インデックスの最も持続可能性のある銀行を受賞

した。スコアは過去最高の100点中94点であった。

・指導職の50パーセントを女性とする目標を達成した。

・当行グループの従業員エンゲージメントは、世界的な高

パフォーマンス基準を２パーセント上回る79パーセント

であった。自社の従業員としてのプライドは、11ポイン

ト上昇して91パーセントとなった。

・従業員が「安心して告発することができる」（最新の調

査結果では、世界的な高パフォーマンス基準である79

パーセントを上回る80パーセント）ようにするため、事

件の管理及び内部告発に関する手続きを強化した。

・当行の健康、安全及び福祉指標は、引き続き市場をリー

ドしている。休業傷害度数率は目標の0.75に対し0.65で

あり、同日中の事件報告率は90パーセントを超えた。

 

2017年度のCEO STI実績

CEOの2017年度に関する実績は、取締役会により、当行グループのバランスト・スコアボードの結果及び上

述した裁量の原則に基づいて決定された。

 

氏名及び役職
目標STI

（豪ドル）

STI実績

（目標に対する

割合）

STI実績

（上限に対する

割合）

実際の現金STI

（50％）

（豪ドル）

実際の繰延STI

（50％）

（豪ドル）

ブライアン・ハルツァー

マネージング・ディレクター兼最高経営責任者

2,686,000 111％ 74％ 1,490,730 1,490,730
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2017年度の各グループ業務執行役員STI実績

 

氏名及び役職
目標STI

（豪ドル）

STI実績

（目標に対する

割合）

STI実績

（上限に対する

割合）

実際の現金STI

（50％）

（豪ドル）

実際の繰延STI

（50％）

（豪ドル）

現グループ業務執行役員      

リン・コブリー

ウエストパック・インスティテューショナル・

バンク担当最高責任者

1,122,000 114％ 76％ 640,000 640,000

ブラッド・クーパー

BTファイナンシャル・グループ担当最高経営責任者

1,600,000 99％ 66％ 792,500 792,500

デイブ・カラン

首席情報担当役員

952,000 116％ 77％ 552,500 552,500

ジョージ・フラジス

コンシューマー・バンク部門担当最高責任者

1,600,000 109％ 73％ 872,500 872,500

アレクサンドラ・ホルコム

首席リスク担当役員

1,003,000 106％ 71％ 532,500 532,500

ピーター・キング

首席財務担当役員

1,088,000 113％ 75％ 615,000 615,000

レベッカ・リム

グループ法律顧問兼首席コンプライアンス担当役員

750,000 110％ 73％ 412,500 412,500

デイビッド・リンドバーグ

ビジネス・バンク担当最高責任者

969,000 110％ 73％ 532,500 532,500

デイビッド・マクリーン

ウエストパック・ニュージーランド・リミテッド

最高経営責任者

860,772 96％ 64％ 412,570 412,570

クリスティーン・パーカー

人事、コーポレート業務及び持続可能性担当

グループ業務執行役員

900,000 115％ 77％ 517,500 517,500

ギャリー・サーズビー

戦略及び企業向けサービス担当

グループ業務執行役員

860,000 113％ 75％ 485,000 485,000

      

元グループ業務執行役員      

フィリップ・コフィー

副最高経営責任者

906,667 101％ 67％ 457,500 457,500
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グループ業績―５カ年

下表は、2013年度から2017年度までの過去５年間の各年度における当行グループの経済的収益、ROE、TSR、

１株当たり配当金、１株当たり現金利益及び株価の実績、並びに同期間におけるCEOのSTI実績を示したもので

ある。

 

 ９月30日に終了した年度

 2017年 2016年 2015年 2014年 2013年

CEO STI実績（目標に対する割合） 111％ 97％ 108％ 127％ 123％

経済的収益（百万豪ドル） 3,774 3,774 4,418 4,491 4,068

ROE 13.77％ 14.00％ 15.80％ 16.40％ 15.90％

TSR―３年 11.79％ 15.24％ 62.30％ 102.03％ 66.09％

TSR―５年 81.32％ 100.72％ 92.78％ 103.74％ 90.91％

当行株式１株当たり配当金（豪セント）
1 188 188 187 182 174

当行株式１株当たり現金利益（豪ドル）
2 2.40 2.35 2.48 2.45 2.28

株価―最高（豪ドル） 35.39 33.74 40.07 35.99 34.79

株価―最低（豪ドル） 28.92 27.57 29.10 30.00 24.23

株価―終値（豪ドル） 31.92 29.51 29.70 32.14 32.73

1　2013年度に確定した0.20豪ドルの特別配当金を含まない。

2　現金利益はAASに従って計算されたものではなく、監査の対象にはなっていない。
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４. 2017年度の業務執行役員の報酬体系に関する詳細

4.1　固定報酬

固定報酬においては、役職の規模及び複雑性、個人の責任、経験並びに技能が考慮される。固定報酬は、金

融サービス業界の関連する市場ベンチマークを基準に設定される。

 

4.2　短期奨励金

STIは、参加者に対して、当該会計年度において一定の実績を達成した場合に現金と繰延株主持分インセン

ティブを獲得する機会を与えるものである。CEO及び各グループ業務執行役員のSTI実績は、当行グループの戦

略に沿った年間の財務目標と財務以外の目標を組み合わせたバランスト・スコアボードを用いて評価される。

 

 2017年度STI制度

制度の構造

 

50パーセントが現金、50パーセントが制限普通株式（又は、オーストラリア国外を拠点とす

るグループ業務執行役員の場合は新株引受権）による繰延株主持分。

STI報酬のうち株主持分の部分は、50パーセントが１年目の年度末、50パーセントが２年目の

年度末に権利確定する。

目標付与額 2017年度におけるCEOのSTI目標額は、2016年度と同額の2,686,000豪ドルであった。

CEO及びグループ業務執行役員のSTI目標額は、各業績年度の期首に、市場競争力及び役職の

性質を含む様々な要因に基づき報酬委員会により設定され、取締役会により承認される。

2017業績年度のSTI目標額は、2017年度に固定報酬額が変更されなかったグループ業務執行役

員については増加しなかった。

上限付与額 付与されるSTIの上限額は、目標額の150パーセント（下限額はゼロ）である。

業績条件 業績は、当行グループの事業戦略に沿った、リスク調整後の財務目標及び財務以外の目標に

照らして測定される。業績指標は、グループ、部門及び個人の各レベルでの業績に基づいて

いる。繰延STI報酬は、過去の業績を評価するものであり、（勤続を除き）追加的な業績条件

は課されず、権利確定期間中、配当金の対象となる。

当行グループのバランスト・スコアボードについては、3.3を参照のこと。

業績実績の評価 STI実績は、スコアボード測定プロセスに組み込まれたリスク管理オーバーレイを含む定量的

及び定性的な評価の対象となる。取締役会は、評価プロセスにおいて、STI実績を調整（し、

適当である場合はSTI実績をゼロまで縮小）する資格を有する。
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4.3　長期奨励金

長期奨励金は、業務執行役員の報酬を当行グループの長期的な業績及び株主の利益と一致させるように設計

されている。報酬額の決定時に考慮されるのは、市場のベンチマーク、個々の長期的な業績、引継ぎの可能性

及び主要な技能である。

 

2017年度のLTI(2017業績年度期首付与)の体系

 

 CEO LTI制度及びウエストパックLTI制度

エクイティ商品

 

業績連動型新株引受権―新株引受権１個につき、保有者は、権利確定時に行使価格ゼロで普通株

式１株を受け取る権利を与えられる。新株引受権は、配当金の支払いの対象にはならない。

LTI報酬付与額 CEOには、CEO LTI制度の下で、2017年度に2,528,000豪ドル（公正価値）のLTI報酬が新株引受権

の形で付与された。

各年度の期首に、取締役会は報酬委員会による助言を受けて、LTI報酬目標の豪ドル評価額をCEO

及び各グループ業務執行役員に対して設定する。

証券数の決定 各個人の取得する新株引受権の数は、LTI報酬の豪ドル価値を業績査定期間（「業績期間」）の

初日における新株引受権の価値で除して計算される。

新株引受権の公正価値は、独立した価格査定人により、当行株式の付与時点での市場価格を元

に、当該証券に係る残存期間、ボラティリティー、リスクフリー金利及び配当利回り、並びに各

業績目標に起因する失権リスクに基づいた仮定を適用するモンテカルロ・シミュレーション価格

決定モデルを用いて決定される。報酬委員会は、評価において、該当する株価の60パーセントを

割引の上限としている。TSR業績目標のある新株引受権の価値は、ROE業績目標のある新株引受権

とは異なることがある。

業績目標 2017年度LTI（2016年12月付与）

TSR

割当の50％

ROE

割当の50％

TSR業績目標は、４年の業績期間にわたる当行

のTSRをコンポジットTSRインデックスに照ら

して測定することにより、同業他社に対する

当行の相対的な業績をアームズ・レングスで

評価することを可能にするものである。

業績期間の終了時に、各インデックス構成会

社のTSR実績にそのTSRインデックス比重を乗

じた10社分のスコアの合計が、コンポジッ

ト・インデックス業績指標を構成する。

 

ROE業績目標は、株主価値を創出し、当行グ

ループによる、リスク選好の範囲内での限ら

れた資本資源の効率的な活用をさらに向上さ

せると同時に、資本コストを優に上回る利益

を達成したことに報いることを目的とするも

のである。

ROE業績目標では、３年の業績期間にわたる平

均普通株主持分に対する平均現金利益の割合

を測定する。
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 CEO LTI制度及びウエストパックLTI制度

業績目標

（続き）

TSR対象新株引受権が権利確定するための業績

水準の詳細は、下表のとおりである。

TSR業績

（2017年～2020年（同年

を含む。））

権利確定の

割合

インデックスの成長率を

21.55
1
以上上回る値

100％

インデックスを上回る

が、インデックスの成長

率を21.55以上上回らな

い値

定額法により

権利確定

インデックスに等しい値 50％

インデックスに満たない

値

0％

1　21.55（複利計算による年平均成長率の

５パーセント）

 

2017年度のウエストパックLTI制度の同業他社

グループを構成する企業及びその相対的比重

は、以下のとおりである。

社名 TSR比重

ANZ・バンキング・グループ 16.67％

コモンウェルス銀行 16.67％

ナショナル・オーストラリ

ア・バンク

16.67％

AMP 7.14％

バンク・オブ・クイーンズ

ランド

7.14％

ベンディゴ・アンド・アデ

レード・バンク

7.14％

チャレンジャー 7.14％

マッコーリー・グループ 7.14％

パーペチュアル 7.14％

サンコープ・グループ 7.14％

2017年度に付与されたTSR対象新株引受権は、

2020年９月30日に業績目標に照らしてテスト

される。

３年の業績期間の満了時にROE業績目標に達

し、権利確定の要件を満たしたROE対象新株引

受権は、１年間の保有留保期間が適用され、

期間開始日から４年が満了した時点で権利確

定する。現金利益の決定方法は、第一部 第

６　１「財務書類」に対する注記２で説明さ

れている。

ROE対象新株引受権が権利確定するための業績

水準の詳細は、下表のとおりである。

ROE業績

（2017年～2019年（同

年を含む。））

権利確定の

割合

14.5％以上 100％

13.5％超14.5％未満 定額法により

権利確定

13.5％ 50％

13.5％未満 0％

 

2017年度に付与された新株引受権は、2019年

９月30日に業績目標に照らしてテストされ

る。権利確定の要件を満たした新株引受権

は、１年間の保有留保期間が適用され、2020

年９月30日付けで権利確定する。
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 CEO LTI制度及びウエストパックLTI制度

業績目標の結果の測

定者

客観性と外部による妥当性確認を確保するた

め、TSR結果は、独立した外部コンサルタント

によって計算され、検討及び権利確定結果の

決定のために取締役会又はその代理人に提出

される。関連する制度の規定に基づき、取締

役会は、最終的な権利確定結果を決定するに

あたり、取締役会が裁量権を行使することが

その時点のあらゆる事情を考慮して適切であ

ると考える場合には、裁量権を行使すること

ができる。

ROE実績は、取締役会により、業績期間の満了

時に、当行の決算報告において開示されたROE

に基づき決定される。関連する制度の規定に

基づき、取締役会は、最終的な権利確定結果

を決定するにあたり、取締役会が裁量権を行

使することがその時点のあらゆる事情を考慮

して適切であると考える場合には、裁量権を

行使することができる。

再テストは実施しな

い

2011年度以降のLTI報酬に関して、再テストは実施されていない。現在留保されている報酬につ

いても、再テストの対象となるものは存在しない。したがって、測定期間の満了後、権利確定し

ていない証券は直ちに失効する。

早期権利確定は可能

であるが制限されて

いる

2009年10月１日以降の報酬に関しては、業務執行役員が死亡又は障害により当行グループの従業

員ではなくなった場合、権利確定されていない証券をテスト日より前に権利確定することが可能

である。通常、かかる権利確定については、業績目標の達成は条件とされない。

証券の扱い 取締役会は、CEO又は上級業務執行役員が権利確定前に辞職若しくは退職するか、又はその他の

理由により当行グループを去った場合における業績連動型新株引受権に関して裁量権を有してい

る。取締役会は、当該裁量権により、関連証券を権利確定させるか、又は業績期間の残存期間中

留保することができる。取締役会は、裁量権を行使するにあたり、当該退社を取り巻く事情を含

む関連するあらゆる事情を考慮する。取締役会はまた、退社に関わる事情に鑑みて正当である場

合、又は当行の財務及び／若しくはレピュテーションに著しい影響をもたらす不正行為に対処す

る目的による場合、業績連動型新株引受権の数を減少させるか、又はゼロにする（その場合、業

績連動型新株引受権は失効する。）ことができる。

保有者による不正若しくは不誠実な行為、又は関連する株式制度に基づく義務の重大な違反が

あった場合、未行使の業績連動型新株引受権（権利確定されたか否かを問わない。）は、取締役

会が別段の決定をしない限り失効する。

 

現在留保されている（CEO及びグループ業務執行役員の）その他のLTI報酬に関する詳細は、以下の報告書に

記載されている。

・2018年９月30日に権利確定する2015年度LTI報酬―報酬の50パーセントが同業他社グループと比較してラ

ンク付けされたTSR業績、50パーセントが現金EPS CAGR業績条件の対象となる。2015年度有価証券報告書

を参照のこと。

・2019年９月30日に権利確定する2016年度LTI報酬―報酬の50パーセントが同業他社の加重コンポジット・

インデックスに対するTSR業績、50パーセントが現金EPS CAGR業績条件の対象となる。2016年度有価証券

報告書を参照のこと。
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2018年度のLTI（2018業績年度期首付与）の体系

2018年度のLTIの体系には、2017年度の報酬と同様の設計上の要素が引き継がれる。

上述したTSR業績目標は、2018年度も変更されることなく維持される。

2018年度のLTIのROE要素に関する業績範囲は、平均ROE 13.25パーセントから14.25パーセントまでの範囲と

設定された。当該範囲は、2017年度LTIのROE目標を25ベーシス・ポイント下回るが、これは自己資本規制に関

する最新情報のほか、事業環境における競争の激化及び減損費用の増加の見通しを反映したものである。ま

た、ROE目標の範囲は、当行グループのリスク選好と同時に、ストレッチ業績の達成のための動機付けも考慮

に入れて設定されている。

取締役会は、権利確定実績が業績と株主実績とを合致させるものとなることを確保するための、最終的な裁

量権を留保する。

 

4.4　株式保有要件及びヘッジ方針

CEO及びグループ業務執行役員の利益と株主の利益との一致をさらに促進するため、CEO及びグループ業務執

行役員は、それぞれの役職に任命されてから５年以内に相当量の当行株式を取得し、保持することを要求され

ている。

 

 最低株式保有要件

CEO 年間固定報酬の５倍（13.43百万豪ドル）

グループ業務執行役員 それぞれ1.2百万豪ドル

 

在任期間が５年間を超えるグループ業務執行役員は、全員がかかる株式保有要件を満たしている。在任期間

が５年間に満たないグループ業務執行役員は、要件を満たすべく取り組んでいるか又は既に要件を満たしてい

る。

当行グループの株式制度の参加者は、直接的又は間接的を問わず、そのSTI株式報酬及びLTI株式報酬に関す

る権利未確定の証券についてヘッジ取引を締結することを禁止されている。これらの報酬に関連するリスクを

軽減する目的で金融商品を利用することは一切できない。これらの証券につきいかなるヘッジを試みた場合で

も、当該証券は失権する。かかる制限は、以前から設けられていたものであり、権利未確定の証券のヘッジ取

引を禁止する会社法の要件を満たしている。
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4.5　雇用契約

CEO及びグループ業務執行役員の報酬及びその他の雇用条件については、雇用契約にまとめられている。こ

れらの各雇用契約は、固定及び業績連動型報酬、雇用者退職年金拠出金並びに死亡及び終身障害保険等のその

他の給付について規定している。

下記は、2017年度の業務執行KMPの雇用契約の条件及び契約解除に関する規定の要約である。

 

条項 契約者 条件

契約期間 ・CEO及びすべてのグループ業務執行役員
・いずれかの当事者による通知がない限り継

続。

雇用契約解除のた

めに業務執行役員

又は当行グループ

が行う通知

・CEO及びグループ業務執行役員（フィ

リップ・コフィーを除く。） ・12か月
1
。

・フィリップ・コフィー ・６か月。

正当な理由のない

解除の場合に支払

われる解除金
2

・CEO及びすべてのグループ業務執行役員 ・繰延STI及びLTI報酬は、適用ある株式制度の

規則に従い権利確定される。

正当な理由のある

場合の解除

・CEO及びグループ業務執行役員（ブラッ

ド・クーパー及びフィリップ・コ

フィーを除く。）

・不正行為については直ちに。

・業績不振については３か月間の通知期間後。

 ・ブラッド・クーパー及びフィリップ・

コフィー

・不正行為については直ちに。

・業績不振については契約上の通知期間後。

退職後の制限 ・CEO及びすべてのグループ業務執行役員 ・12か月間の勧誘制限。

1　一定の場合において、取締役会は、通知期間の一部又は全部に関して通知に代わる支払いを承認することができる。

2　CEO及びその他の業務執行KMPに対する契約解除給付の責任限度額は、2017年９月30日現在13.4百万豪ドル（2016年度は13

百万豪ドル）であった。

 

５. 報酬ガバナンス

当行グループの報酬方針は、以下を通じて当行の展望及び戦略を支えている。

・顧客及び株主の利益と一致した報酬の設計及び管理を義務付けること

・財務健全性を支えること

・堅実なリスク管理を促進すること

取締役会の役割は、当行グループへの戦略的助言の提供及び経営の効果的な監督である。かかる役割の一環

として、取締役会は報酬に関する全般的な説明責任を有する。

報酬委員会は、オーストラリア国内外における、当行グループの報酬方針及び報酬慣行、外部の報酬慣行、

市場期待値並びに規制要件を監視することにより、取締役会が報酬に関して株主に対する責任を全うすること

を支援する。同委員会の目的、責任及び任務は、当行グループのウェブサイトにおいて入手可能な取締役会附

属報酬委員会憲章に概説されている。同憲章は、直近では2016年３月に見直され、改定された。

当行グループの報酬戦略、業務執行役員報酬の枠組み、方針及び慣行はすべて、当行グループの運営の基盤

である健全なリスク管理、法律、及び高水準のガバナンスを反映している。各事業分野の業績は、リスクの管

理状況を参照して検討及び測定され、その結果は責任のある従業員の報酬実績にも影響を及ぼす。
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報酬委員会は、その義務の遂行にあたり、リスク及び財務の管理人員を利用し、また経営陣から独立した外

部アドバイザーに委託することが可能である。取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会の委員長は、

報酬委員会の委員でもあり、報酬委員会の委員は、取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会の委員で

もある。

業務執行役員の総合的報酬の枠組み（本報酬報告書の２に概要を記載する。）には、リスクを考慮に入れる

ための特徴が具体的に組み込まれている。

 

2017年度報酬委員会の委員

報酬委員会の委員はいずれも独立した非業務執行取締役である。2017年度の委員は、以下の者により構成さ

れた。

・クレイグ・ダン（2016年12月９日から委員長）

・イーウェン・クラウチ（2016年12月９日まで委員長）

・エリザベス・ブライアン（2016年12月９日退任）

・ロバート・エルストーン

 

独立した報酬コンサルタント

2017年度中、取締役会は、独立したコンサルタントとしてガードン・アソシエイツ（Guerdon Associates）

を雇い、業務執行役員報酬及び報酬に関するその他の事項について専門的な情報の提供を依頼した。かかる

サービスは、経営陣からは独立して、報酬委員会に直接提供されている。報酬委員会の委員長は、独立したコ

ンサルタントの雇用と費用を監督する。

ガードン・アソシエイツが2017年度中に行った業務には、非業務執行取締役、CEO及びグループ業務執行役

員の報酬のベンチマークに関する情報提供が含まれていた。ガードン・アソシエイツは、2017年度中、会社法

に規定される報酬に関する勧告は行わなかった。

 

報酬決定の承認

当行グループは、すべての報酬に関する決定を、厳密な「２段階」の承認プロセスに従って行っている。こ

れは、報酬が当該従業員の直属の上司よりももう１つ上位の者により承認されることを意味する。この考え

は、当行が、以下の者の業績及び報酬について、報酬委員会の提言に基づく取締役会の承認を要件としている

ことにも反映されている。

・CEO及びグループ業務執行役員

・CEOに直属する他の業務執行役員、その他その活動が当行グループの財務健全性に影響を及ぼすと取締役

会が判断する人員、及びオーストラリア金融監督局が指定するその他の人員

当行グループの報酬方針外のすべての重要な報酬協定については、報酬委員会により検討及び承認される。
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６. 非業務執行取締役の報酬

6.1 体系及び方針

報酬方針

非業務執行取締役に関する当行の報酬戦略は、経験豊富で適任な取締役を引き付け、引き留めること、ま

た、その拘束時間及び専門知識に応じて適切な報酬を提供することを目的としている。

非業務執行取締役に対する報酬は、当行グループの短期的業績には関連せず、非業務執行取締役は業績連動

型報酬を受け取っていない。非業務執行取締役の報酬は、以下の要素によって構成される。

 

報酬の要素 支払方法 詳細

基本報酬 現金 当該報酬は、ウエストパック・バンキング・コーポレーション取締役会

の役務に対する報酬である。議長の基本報酬は、すべての取締役会附属

委員会を含むあらゆる職務を対象とするものである。

委員会報酬 現金 議長以外の非業務執行取締役には、取締役会附属委員会の委員長又は委

員の役務に対する追加的な報酬が支払われる。

雇用者退職年金拠出金 退職年金 退職年金保証法に規定される退職年金拠出金基本額の上限額を上限とす

る、法定の退職年金拠出金を反映している。

子会社取締役会及び

諮問委員会報酬

現金 子会社の取締役会及び諮問委員会の役務に対する報酬であり、関連する

子会社により支払われる。

 

2017年度における非業務執行取締役の報酬

非業務執行取締役の報酬の見直し―2016年10月１日付け

取締役会は、2016年度後半に非業務執行取締役の報酬の枠組みの見直しを行った。取締役会は、ガードン・

アソシエイツから提供を受けた市場データに基づき、取締役会附属テクノロジー委員会委員の役職に伴う業務

量を踏まえて、同委員会委員の報酬の引上げを承認した。

 

取締役会及び委員会の構成の変更

取締役会及び委員会の構成について以下の変更が生じた。

・エリザベス・ブライアン氏は、2016年12月９日に、当行定時総会の終了をもって退任した。

・イーウェン・クラウチ氏は、2016年12月９日付けで取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会委員

長に任命され、同日付けで取締役会附属報酬委員会委員長を辞任した（ただし、引き続き同委員会委員を

務めている。）。

・クレイグ・ダン氏は、2016年12月９日付けで取締役会附属報酬委員会委員長及び取締役会附属指名委員会

委員に任命された。

・ネリダ・シーザー氏は、2017年９月１日付けで当行非業務執行取締役に任命され、2017年９月28日付けで

取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会並びに取締役会附属テクノロジー委員会の委員に任命さ

れた。
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報酬プール

2008年度の定時総会において、株主により現在の年間4.5百万豪ドルの報酬プールが承認された。2017年９

月30日に終了した年度において、報酬プールのうち2.94百万豪ドル（65パーセント）が利用された。当該報酬

プールには、雇用者退職年金拠出金が含まれる。

 

報酬の枠組み

下記は、現行の非業務執行取締役に対する報酬の枠組みに関する詳細である。

 

基本報酬及び委員会報酬

下表は、取締役会及び常設委員会に対する報酬を示している。

 

基本報酬 年間レート（単位：豪ドル）

議長 810,000

非業務執行取締役 225,000

委員会委員長報酬  

監査委員会 70,400

リスク及びコンプライアンス委員会 70,400

報酬委員会 63,800

テクノロジー委員会 35,200

委員会委員報酬  

監査委員会 32,000

リスク及びコンプライアンス委員会 32,000

報酬委員会 29,000

テクノロジー委員会 20,000

 

取締役会議長及び指名委員会委員には、委員会報酬は支払われない。

 

雇用者退職年金拠出金

当行グループは、非業務執行取締役に対して、非業務執行取締役報酬額の9.5パーセントを上限とする退職

年金拠出金を支払っている。当該拠出金の上限は、退職年金保証法に規定される、強制的な退職年金拠出金基

本額の上限である。

 

子会社取締役会及び諮問委員会報酬

報告期間中、ピーター・ホーキンス氏には、バンク・オブ・メルボルン諮問委員会の委員として、35,000豪

ドルの追加報酬が支払われた。
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最低株式保有要件

非業務執行取締役は、株主の長期的な利益と自らの利益とを一致させるために、当行普通株式を各自取得

し、保持することを要求されている。取締役会議長及び各非業務執行取締役は、取締役に任命されてから５年

以内に、取締役会基本報酬を下回らない時価の当行株式持分を保有することを義務付けられている。非業務執

行取締役による当行（及び関連会社）の株式保有の詳細については、第一部　第５　４「役員の状況」を参照

のこと。
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７. 法定報酬開示

7.1　非業務執行取締役の報酬の詳細

下表は、非業務執行取締役の報酬の詳細を示すものである。

 
 短期報酬  退職給付  

 
 
氏名

 
当行
取締役会

報酬
1

 
子会社取締役会
及び諮問委員会

報酬

 

 
 
 

退職年金

 
 
 
合計

（豪ドル） （豪ドル）  （豪ドル） （豪ドル）

現非業務執行取締役      

リンジー・マックステッド（議長）      

2017年度 810,000 -  19,734 829,734

2016年度 810,000 -  19,540 829,540

      

ネリダ・シーザー      

2017年度 18,921 -  1,619 20,540

      

イーウェン・クラウチ      

2017年度 323,719 -  19,734 343,453

2016年度 320,800 -  19,540 340,340

      

アリソン・ディーンズ      

2017年度 277,000 -  19,734 296,734

2016年度 273,000 -  19,540 292,540

      

クレイグ・ダン      

2017年度 314,221 -  19,734 333,955

2016年度 286,000 -  19,540 305,540

      

ロバート・エルストーン      

2017年度 318,000 -  19,734 337,734

2016年度 318,000 -  19,540 337,540

      

ピーター・ホーキンス      

2017年度 324,200 35,000  19,658 378,858

2016年度 324,200 35,000  19,465 378,665

      

ピーター・マリオット      

2017年度 347,400 -  19,734 367,134

2016年度 343,400 -  19,540 362,940

      

元非業務執行取締役      

エリザベス・ブライアン      

2017年度 62,214 -  3,709 65,923

2016年度 324,400 -  19,540 343,940

      

報酬合計      

2017年度 2,795,675 35,000  143,390 2,974,065

2016年度
2 2,999,800 35,000  156,245 3,191,045

      

1　取締役会附属委員会の委員長及び委員に支払われる報酬を含む。

2　2016年度の報酬合計額は、2016年度に報告された非業務執行取締役の過年度の報酬を反映している。
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7.2　報酬の詳細―CEO及びグループ業務執行役員

2017会計年度における、AASに従って計算されたCEO及びグループ業務執行役員の報酬の詳細は、下表のとお

りである。

 

 短期報酬  退職給付  
その他の
長期報酬  株式報酬   

 
氏名

固定

報酬
1

STI

（現金）
2

非貨幣性

給付
3

その他の

短期報酬
4  
退職年金

給付
5
 
長期勤続

休暇給付
 制限株式

6
新株

引受権
7、8  合計

9

(豪ドル) （豪ドル）（豪ドル）（豪ドル） （豪ドル） (豪ドル)  （豪ドル）（豪ドル）  （豪ドル）

マネージング・ディレクター兼最高経営責任者
ブライアン・ハルツァー
2017年度 2,665,249 1,490,730 19,494 - 41,226 40,697 1,287,590 1,136,724  6,681,710
2016年度 2,774,879 1,302,710 21,349 - 36,522 40,722 1,128,139 1,447,696  6,752,017

 
現グループ業務執行役員
リン・コブリー（ウエストパック・インスティテューショナル・バンク担当最高責任者）
2017年度 1,089,650 640,000 4,014 - 37,818 16,995 767,014 591,601  3,147,092
2016年度 1,097,409 492,500 1,850 - 27,480 17,005 977,182 307,514  2,920,940
 
ブラッド・クーパー（BTファイナンシャル・グループ担当最高経営責任者）
2017年度 1,064,384 792,500 2,924 - 39,503 (41,160) 754,634 347,391  2,960,176
2016年度 1,060,435 735,000 4,089 - 36,727 16,730 831,388 800,145  3,484,514
 
デイブ・カラン（首席情報担当役員）
2017年度 941,632 552,500 4,014 - 28,451 14,424 487,089 404,406  2,432,516
2016年度 914,905 467,500 4,089 - 25,921 14,424 428,244 461,898  2,316,981
 
ジョージ・フラジス（コンシューマー・バンク部門担当最高責任者）
2017年度 1,127,559 872,500 4,014 - 40,509 17,419 842,782 401,563  3,306,346
2016年度 1,131,541 815,000 3,039 - 37,090 17,451 925,520 591,094  3,520,735
 
アレクサンドラ・ホルコム（首席リスク担当役員）
2017年度 950,564 532,500 2,924 - 39,645 4,669 520,145 386,131  2,436,578
2016年度 949,671 492,500 3,039 - 36,936 16,199 587,415 566,909  2,652,669
 
ピーター・キング（首席財務担当役員）
2017年度 1,047,360 615,000 4,014 - 34,421 16,485 537,796 405,875  2,660,951
2016年度 1,041,344 545,000 4,089 - 31,072 48,728 499,345 661,789  2,831,367
 
レベッカ・リム（グループ法律顧問兼首席コンプライアンス担当役員）
2017年度 756,722 412,500 3,512 - 28,201 45,641 425,776 206,069  1,878,421
 
デイビッド・リンドバーグ（ビジネス・バンク担当最高責任者）
2017年度 928,528 532,500 11,901 - 27,244 18,507 453,174 398,655  2,370,509
2016年度 880,296 477,500 17,070 - 23,103 15,069 403,624 464,140  2,280,802
 
デイビッド・マクリーン（ウエストパック・ニュージーランド・リミテッド最高経営責任者）
2017年度 736,628 412,570 39,739 - 76,082 - 39 837,360  2,102,418
2016年度 760,848 363,050 33,753 - 76,093 - 14,322 932,957  2,181,023
 
クリスティーン・パーカー（人事、コーポレート業務及び持続可能性担当グループ業務執行役員）
2017年度 824,006 517,500 4,604 - 26,643 (3,479) 464,335 260,141  2,093,750
2016年度 849,556 450,000 4,650 - 24,279 (5,013) 518,374 558,680  2,400,526
 
ギャリー・サーズビー（戦略及び企業向けサービス担当グループ業務執行役員）
2017年度 820,262 485,000 2,924 - 29,819 12,642 372,119 225,354 1,948,120
 

元グループ業務執行役員

フィリップ・コフィー（副最高経営責任者）
10

2017年度 844,753 457,500 3,053 - 28,654 13,750 780,444 2,811,904  4,940,058
2016年度 1,289,796 597,500 4,105 - 41,497 20,678 766,988 913,187  3,633,751
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1　固定報酬は、給与、給与の天引きによる給付（自動車、駐車場等及び関連する付加給付税（「FBT」）を含む。）及び年

次有給休暇給付計上額の総額を示す。

2　2017年度STIの数値は、2017年９月30日に終了した年度に関して発生したが未払いの年間現金業績連動型報酬を反映す

る。STI報酬は、12月の支払周期に支払われる。

3　非貨幣性給付は、当行グループに発生する費用（該当する場合は関連FBTを含む。）に基づき決定され、年度ごとの健

診、課税に関する助言の提供、転勤費用、別居費用及び手当等を含む。

4　雇用終了時の支払い又はその他契約に基づく支払いを含む。

5　CEO及びグループ業務執行役員は、ウエストパック・グループ制度に基づく生命保険の付保を無償で受けている。退職年

金給付は、AASB第119号「従業員給付」に基づき計算されている。

6　制限株式の価値は、適用ある権利確定期間中に償却される。表示された金額は、2017報告年度（及び比較対象のため2016

報告年度）に係る償却額である。フィリップ・コフィー氏の株主持分の扱いについては、注記10を参照のこと。

7　株式決済報酬は、2017年９月30日に終了する４会計年度中に付与された業績目標のある／業績目標のないオプション及び

新株引受権の付与日における「公正価値」の、権利確定期間（通常は３年又は４年）にわたる償却に基づいている。過年

度の権利付与に関する詳細は、過年度の年次報告書に記載されている。デイビッド・マクリーン氏の数値のうち53パーセ

ントは、繰延STIに帰属する。フィリップ・コフィー氏の株主持分の扱いについては、注記10を参照のこと。

8　2015年12月のLTIとしてのEPS業績目標のある新株引受権に関する費用計上額は０パーセントに減額され、2016年12月の

LTIとしてのEPS業績目標のある新株引受権及び2017年度LTIとしてのROE業績目標のある新株引受権に関する費用計上額は

50パーセントに減額された。これは、ROE（2017年度付与）及びEPS業績目標（2015年度及び2016年度付与）の閾値が達成

され、新株引受権が後に権利確定する可能性に関する取締役の現時点での評価を反映したものである。フィリップ・コ

フィー氏の株主持分の扱いについては、注記10を参照のこと。

9　報酬総額のうち、業績連動型のもの（STI現金報酬及び株式報酬）の割合は、以下のとおりである。ブライアン・ハル

ツァー氏59パーセント、リン・コブリー氏64パーセント、フィリップ・コフィー氏82パーセント、ブラッド・クーパー氏

64パーセント、デイブ・カラン氏59パーセント、ジョージ・フラジス氏64パーセント、アレクサンドラ・ホルコム氏59

パーセント、ピーター・キング氏59パーセント、レベッカ・リム氏56パーセント、デイビッド・リンドバーグ氏58パーセ

ント、デイビッド・マクリーン氏59パーセント、クリスティーン・パーカー氏59パーセント及びギャリー・サーズビー氏

56パーセント。報酬総額のうち、オプション（新株引受権を含む。）の形態で付与されたものの割合は、以下のとおりで

ある。ブライアン・ハルツァー氏17パーセント、リン・コブリー氏19パーセント、フィリップ・コフィー氏57パーセン

ト、ブラッド・クーパー氏12パーセント、デイブ・カラン氏17パーセント、ジョージ・フラジス氏12パーセント、アレク

サンドラ・ホルコム氏16パーセント、ピーター・キング氏15パーセント、レベッカ・リム氏11パーセント、デイビッド・

リンドバーグ氏17パーセント、デイビッド・マクリーン氏40パーセント、クリスティーン・パーカー氏12パーセント及び

ギャリー・サーズビー氏12パーセント。

10 フィリップ・コフィー氏の株式報酬の数値には、各業績期間の終了までの全期間に付与されたすべての権利未確定株主持

分に関する計上額が反映されている。例えば、2017年度のLTIには、2017年度の単年度の計上額ではなく、権利確定日ま

での４年間の計上額が含まれる。フィリップ・コフィー氏が保有するすべての権利未確定株主持分に関して全価値が計上

されているものの、報酬が権利確定するか否かは、関連する業績目標に左右される。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

161/538



7.3　当期中の株式決済商品の変動

下表は、2017年度における、関連する報酬制度に基づくCEO及びグループ業務執行役員についてのエクイ

ティ商品の数及び価値の変動に関する詳細を示したものである。

 

 
氏名

 
エクイティ商品の種類

 

付与数
1

 
権利

確定数
2

 

行使数
3

 
 

付与価値
4

（豪ドル）

行使
された
ものの

価値
5

（豪ドル）

失権又は
失効した
ものの

価値
5、6

（豪ドル）

マネージング・ディレクター兼最高経営責任者       

ブライアン・ハルツァー CEO業績連動型新株引受権 211,548 - - 4,226,729 - -

 業績連動型新株引受権 - - - - - 2,610,944

 CEO制限株式制度に基づく株式 40,444 19,746 - 1,302,187 - -

 制限株式制度に基づく株式 - 12,075 - - - -

        

現グループ業務執行役員        

リン・コブリー 業績連動型新株引受権 88,368 - - 1,693,573 - -

 制限株式制度に基づく株式 15,290 16,696 - 492,296 - -

        

ブラッド・クーパー 業績連動型新株引受権 87,866 - - 1,683,952 - 1,350,495

 制限株式制度に基づく株式 22,819 24,599 - 734,710 - -

        

デイブ・カラン 業績連動型新株引受権 74,978 - - 1,436,953 - -

 制限株式制度に基づく株式 14,514 8,675 - 467,311 - -

        

ジョージ・フラジス 業績連動型新株引受権 83,682 - - 1,603,766 - 990,344

 制限株式制度に基づく株式 25,302 26,773 - 814,655 - -

        

アレクサンドラ・ホルコム 業績連動型新株引受権 78,994 - - 1,513,920 - 450,134

 業績連動型オプション - - 38,847 - 65,509 -

 制限株式制度に基づく株式 15,290 19,268 - 492,296 - -

        

ピーター・キング 業績連動型新株引受権 85,690 - - 1,642,249 - 270,075

 制限株式制度に基づく株式 16,920 13,755 - 544,778 - -

        

レベッカ・リム 業績連動型新株引受権 58,576 - - 1,122,609 - 252,066

 制限株式制度に基づく株式 7,619 8,433 - 245,311 - -

        

デイビッド・リンドバーグ 業績連動型新株引受権 76,316 - - 1,462,596 - 405,142

 制限株式制度に基づく株式 14,824 11,849 - 477,292 - -

        

デイビッド・マクリーン 業績連動型新株引受権 67,094 - - 1,285,857 - -

 業績目標のない新株引受権 12,332 14,623 - 356,629 - -

 制限株式制度に基づく株式 - 1,327 - - - -

        

クリスティーン・パーカー 業績連動型新株引受権 62,760 - - 1,202,795 - 630,225

 制限株式制度に基づく株式 13,970 15,350 - 449,796 - -

        

ギャリー・サーズビー 業績連動型新株引受権 58,576 - - 1,122,609 - 351,085

 制限株式制度に基づく株式 11,176 11,609 - 359,837 - -

        

元グループ業務執行役員        

フィリップ・コフィー 業績連動型新株引受権 107,112 - - 2,052,801 - 1,503,554

 制限株式制度に基づく株式 18,550 23,273 - 597,259 - -
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1　2017年度中、業績連動型オプションは付与されていない。制限株式又は業績目標のない新株引受権（デイビッド・マク

リーン氏）による繰延STIは、12月に付与される。デイビッド・マクリーン氏の2016年12月に割り当てられた業績目標の

ない繰延STI新株引受権は、公正価値30.28豪ドル（2017年10月１日に権利確定する新株引受権）及び28.47豪ドル（2018

年10月１日に権利確定する新株引受権）で割り当てられた。

2　2013年度に付与された業績目標のある新株引受権について、2016年10月１日にTSR及びEPS業績目標に照らして評価され、

権利確定したものは存在しない。

3　2009年10月より前に付与されたオプション及び新株引受権で権利確定したものは、開始日から最長で10年の間これを行使

することができる。2009年10月から2015年７月までに付与された新株引受権で権利確定したものは、権利確定時に自動的

に行使される。2015年７月より後に付与された新株引受権で権利確定したものは、開始日から最長で15年の間に任意でこ

れを行使することができる。当期中に行使された新株引受権１個及び業績連動型オプション１個について、該当する業務

執行役員は全額払込済当行普通株式１株を受領した。新株引受権の行使価格はゼロであった。

4　業績連動型新株引受権について、付与価値とは、付与された証券の数に、下記「当期中に付与されたLTIの公正価値」の

表に記載の各商品の公正価値を乗じた額を示すものである。制限株式について、付与価値とは、付与された普通株式数

に、株式の付与日における当行普通株式の５日間VWAPを乗じた額を示すものである。これらの価値は、2017年度に上表に

開示されたCEO及びグループ業務執行役員に対して付与された株式報酬の全価値を表示しており、権利確定期間のうち当

期中の株式報酬償却額を示した本報酬報告書7.2の表に記載の数値とは一致しない。付与された報酬の総価値の将来の会

計年度における最小値はゼロであり、将来の会計年度における推計最大可能値は上記の公正価値である。

5　行使されたか又は失効したオプション又は新株引受権の価値は、行使日（又は失効日）のASXにおける当行普通株式の５

日間VWAPから、関連する行使価格（もしあれば）を控除した額に基づき算出される。行使価格が当行普通株式の５日間

VWAPを上回る場合、価値はゼロとして計算される。

6　当期中、本項において言及するエクイティ商品の他に、過年度に付与されたいかなるエクイティ商品も権利確定しておら

ず、また失権となっていない。

 

当期中に付与されたLTIの公正価値

下表は、AASB第２号（株式報酬）に基づき計算され、会計のみを目的として使用される、2017年度中にCEO

及びグループ業務執行役員に付与されたLTI報酬の公正価値の概要である。LTIの付与は、将来の会計年度にお

いてテストされる業績及び／又は業務条件が充足された場合に権利確定する。

 

エクイティ商品 受取人 業績目標 付与日 日付
1

開始テスト日 失効日

商品当たりの

公正価値
2

（豪ドル）

CEO長期奨励金制度
ブライアン・
ハルツァー

TSRインデックス 2016年12月９日 2016年10月1日 2020年10月１日 2031年10月１日 14.09

ROE 2016年12月９日 2016年10月1日 2019年10月１日 2031年10月１日 25.87

 
ウエストパック
長期奨励金制度
 

すべての
グループ
業務執行役員

TSRインデックス 2016年12月１日 2016年10月1日 2020年10月１日 2031年10月１日 13.33

ROE 2016年12月１日 2016年10月1日 2019年10月１日 2031年10月１日 25.00

1　開始日とは、業績期間の開始日を指す。

2　上表に含まれる当期中に付与された新株引受権の公正価値は、AASB第２号「株式報酬」の要件に基づき、各付与日現在で

個別に算定されている。ROE業績目標のある新株引受権の公正価値は、付与日における株価及び権利確定期間中の配当利

回りの予想を反映した割引率を参照して評価されており、権利確定期間は、価値が25.00豪ドルの新株引受権について

は、権利確定日である2019年10月１日までの４年間である。ROE業績目標のある新株引受権の割当てにおいては、評価は

モンテカルロ・シミュレーション価格決定モデルを用いた平均ROE実績も考慮して行われている。同業他社グループと比

較したTSR業績に基づく業績目標のある新株引受権の公正価値の決定も、モンテカルロ・シミュレーション価格決定モデ

ルを用いて決定される平均TSR実績を考慮して行われている。
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7.4　当期中の株式決済商品の変動

株式保有

下表は、2017年９月30日に終了した年度において非業務執行取締役（その関係者を含む。）が保有していた

当行普通株式の関連持分の詳細を示したものである
1
。

 
氏名 期首現在保有数 当期中のその他変動 期末現在保有数

現非業務執行取締役    

リンジー・マックステッド 19,550 1,217 20,767

ネリダ・シーザー
2 該当なし - -

イーウェン・クラウチ
3 40,245 19 40,264

アリソン・ディーンズ 9,392 - 9,392

クレイグ・ダン 8,869 - 8,869

ロバート・エルストーン 11,384 712 12,096

ピーター・ホーキンス
4 15,880 - 15,880

ピーター・マリオット 20,870 - 20,870

元非業務執行取締役    

エリザベス・ブライアン
2 27,967 - 該当なし

1　当該株式持分には、受益権のない株式は含まれていない。

2　当該個人が非業務執行取締役であった期間に関する情報である。

3　イーウェン・クラウチ氏及びその関係者は、普通株式の他に、ウエストパック・キャピタル・ノート２を250口期末現在

で保有していた。

4　ピーター・ホーキンス氏及びその関係者は、普通株式の他に、転換優先株式を1,370株、ウエストパック・キャピタル・

ノート３を850口及びウエストパック・キャピタル・ノート４を882口、期末現在で保有していた。
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7.5　主要な業務執行経営陣の保有する当行関連持分の詳細

下表は、2017年９月30日に終了した年度においてCEO及びグループ業務執行役員（その関係者を含む。）が

保有していた当行に関する持分の詳細を示したものである
1
。

 

 
氏名

 
エクイティ商品の種類

期首現在
保有数

当期中に
報酬とし
て付与さ
れた数

当期中に
行使によ
り受領さ
れた／行
使された
数

当期中の
失効数

当期中の
その他
変動

期末現在
保有数

期末現在
の権利確
定かつ行
使可能数

マネージング・ディレクター兼最高経営責任者        

ブライアン・ハルツァー 普通株式 53,722 40,444 - - (16,739) 77,427 -

 CEO業績連動型新株引受権 323,615 211,548 - - - 535,163 -

 業績連動型新株引受権 215,375 - - (85,828) - 129,547 -

         

現グループ業務執行役員         

リン・コブリー 普通株式 56,360 15,290 - - - 71,650 -

 業績連動型新株引受権 90,914 88,368 - - - 179,282 -

         

ブラッド・クーパー 普通株式 83,973 22,819 - - - 106,792 -

 業績連動型新株引受権 272,648 87,866 - (44,394) - 316,120 -

         

デイブ・カラン 普通株式 17,350 14,514 - - - 31,864 -

 業績連動型新株引受権 135,898 74,978 - - - 210,876 -

         

ジョージ・フラジス 普通株式 136,267 25,302 - - (90,000) 71,569 -

 業績連動型新株引受権 207,708 83,682 - (32,555) - 258,835 -

         

アレクサンドラ・ホルコム 普通株式 27,188 15,290 38,847 - (58,115) 23,210 -

 業績連動型オプション 38,847 - (38,847) - - - -

 業績連動型新株引受権 178,733 78,994 - (14,797) - 242,930 -

         

ピーター・キング 普通株式 61,323 16,920 - - - 78,243 -

 業績連動型新株引受権 192,804 85,690 - (8,878) - 269,616 -

         

レベッカ・リム 普通株式 27,084 7,619 - - (8,433) 26,270 -

 業績連動型新株引受権 51,228 58,576 - (8,286) - 101,518 -

         

デイビッド・リンドバーグ 普通株式 41,202 14,824 - - (8,000) 48,026 -

 業績連動型新株引受権 133,486 76,316 - (13,318) - 196,484 -

         

デイビッド・マクリーン 普通株式 9,613 - - - - 9,613 -

 業績連動型新株引受権 102,608 67,094 - - - 169,702 2,148

 業績目標のない新株引受権 30,504 12,332 - - - 42,836 19,770

         

クリスティーン・パーカー 普通株式 23,408 13,970 - - (15,350) 22,028 -

 業績連動型新株引受権 177,182 62,760 - (20,717) - 219,225 -

         

ギャリー・サーズビー 普通株式 65,853 11,176 - - - 77,029 -

 業績連動型新株引受権 65,601 58,576 - (11,541) - 112,636 -

         

現グループ業務執行役員         

フィリップ・コフィー
2 普通株式 350,253 18,550 - - (100,076) 該当なし -

 業績連動型新株引受権 314,438 107,112 - (50,313) - 該当なし -

         

1　上表において個人が保有する最大株式数は、2017年９月30日現在の当行発行済普通株式総数の0.0031パーセントである。

2　当該個人が主要な経営陣であった期間に関する情報である。
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7.6　非業務執行取締役及び主要な業務執行経営陣に対する債権に関する開示

当期中に取締役又は業務執行KMPと当行グループとの間で生じた金融商品取引はすべて、通常の業務の過程

において、その他の従業員及び特定の顧客にも適用される条件（利息及び担保を含む。）の下で行われた。こ

うした取引は、主に通常の個人向け銀行業務や投資業務で構成された。

非業務執行取締役及び業務執行KMP（その関係者を含む。）に対する当行グループの債権の詳細は、以下の

とおりである。

 

  
期首現在残高

1、2

(豪ドル)  

当期中の
支払利息及び
未払利息
(豪ドル)  

当期中の
未付加利息
(豪ドル)  

期末現在残高
(豪ドル)  

期末現在
グループ内人数

           

非業務執行取締役  3,932,987  163,646  -  3,199,593  2

業務執行KMP  14,912,791  575,820  -  12,090,727  7

  18,845,778  739,466  -  15,290,320  9

1　一部の期首残高は、個人に対する追加的な債権を含めて再表示されている。

2　期首残高には、2016年10月１日付けで生じた主要な経営陣の変更が反映されている。

 

2017会計年度中に100,000豪ドルを超える債務を有していた者（その関係者を含む。）は、以下のとおりで

ある。

 

  
期首現在残高

1、2

(豪ドル)  

当期中の
支払利息及び
未払利息
(豪ドル)  

当期中の
未付加利息
(豪ドル)  

期末現在残高
(豪ドル)  

当期中の
最高債務額
(豪ドル)

取締役           

リンジー・マックステッド  2,598,160  111,846  -  2,061,911  2,971,831

イーウェン・クラウチ  1,334,827  51,800  -  1,137,682  1,516,138

           

業務執行KMP           

ブライアン・ハルツァー  106,748  6,544  -  83,617  191,366

フィリップ・コフィー
3  2,394,000  78,148  -  該当なし  2,399,831

ブラッド・クーパー  867,571  73,943  -  2,037,998  2,058,343

アレクサンドラ・ホルコム  3,665,374  183,799  -  4,114,727  4,122,365

レベッカ・リム  2,856,283  18,096  -  711,642  2,863,432

デイビッド・マクリーン  475,551  24,414  -  534,828  597,442

クリスティーン・パーカー  2,619,094  111,610  -  2,647,386  2,776,565

ギャリー・サーズビー  1,928,170  79,266  -  1,960,529  2,088,080

           

1　一部の期首残高は、個人に対する追加的な債権を含めて再表示されている。

2　期首残高には、2016年10月１日付けで生じた主要な経営陣の変更が反映されている。

3　当該個人が主要な経営陣であった期間に関する情報である。
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５ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

 

ⅰ．序論

コーポレート・ガバナンスに関する当項目は、取締役会の承認済みであり、2017年11月６日現在における当行

のコーポレート・ガバナンスに関する枠組み、方針及び慣行について記載している。

 

枠組み及びアプローチ

当行のコーポレート・ガバナンスに対するアプローチは、日常業務を支え、透明性及び公正な取引を提供し、

また株主の利益の保護を追求する一定の価値観及び行動を基礎としている。

このアプローチには、当行がその事業及び業績の持続性の基盤であると考える、優れたガバナンス基準へのコ

ミットメントが含まれている。かかるコミットメントには、コーポレート・ガバナンスに関する国内及び世界の

動きを監視し、それが及ぼす影響を評価することも含まれている。

当行は、オーストラリア、ニュージーランド及び米国の証券取引所に持分証券を上場している。

 

オーストラリア

当行の普通株式は、ASXを主たる上場証券取引所とし、WBCのコードで取引されている。また、当行のハイブ

リッド証券、優先株式、キャピタル・ノート、優先債及び劣後債もASXに上場している。

当行は、オーストラリア証券取引所コーポレート・ガバナンス委員会（ASX Limited's Corporate Governance

Council）（「ASXCGC」）が発行した「オーストラリア証券取引所コーポレート・ガバナンスの原則及び提言」

（第３版）（「ASXCGC提言」）を遵守している。当行はまた、会社法を遵守しなければならず、加えて認可預金

受入機関としての立場から、APRAが自己資本比率健全性基準のCPS 510 ガバナンスに基づいて規定するガバナン

スのための要件を遵守しなければならない。

コーポレート・ガバナンスに関する当項目では、ASXCGCによる提言のそれぞれを取り上げ、当行のコーポレー

ト・ガバナンスの慣行について説明し、また当行が当該各提言を遵守していることを示している。

ASXCGC提言に関する詳細は、ASXのウェブサイト（www.asx.com.au）を参照のこと。

 

ニュージーランド

当行の普通株式は、NZX・リミテッドが運営するメインボード株式市場であるNZXにも上場している。また、当

行の劣後債は、NZX債券市場に上場している。当行がASXに上場し続け、かつASX上場規則を遵守する限り、当行

は、ニュージーランドにおける国外の上場発行者として、NZXの上場規則の条件を満たし、遵守しているものと

みなされる。
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ASXはASXCGC提言を通して、また、NZXはNZXのコーポレート・ガバナンス・コードを通して、それぞれコーポ

レート・ガバナンスに対して同様に「コンプライ・オア・エクスプレイン（comply or explain）」というアプ

ローチを定めている。ただし、ASXCGC提言は、NZXのコーポレート・ガバナンスに関する規則及びコーポレー

ト・ガバナンス・コードの原則とは大きく異なる可能性がある。

 

米国

当行の普通株式を表象する米国預託株式（「ADS」）は、ニューヨーク証券取引所（「NYSE」）に上場し、WBK

のティッカーシンボルで取引されている。NYSEの上場規則に基づき、（当行のような）米国外の民間証券発行者

は、コーポレート・ガバナンスについてはNYSEの上場規則の代わりに自国の慣行に従うことを認められている

が、当行は一定の監査委員会の要件及び追加の届出要件にも従うことを求められている。

当行は、すべての重要な点において、当行に適用されるNYSEの上場規則を遵守している。

NYSEの上場規則に基づき、米国外の民間証券発行者は、かかる発行者のコーポレート・ガバナンスの慣行と米

国の会社が遵守するコーポレート・ガバナンスの慣行の間の重要な差異を開示することを求められている。以下

に、当行のコーポレート・ガバナンスの慣行とNYSEの上場規則が規定するコーポレート・ガバナンスの要件を比

較し、重要な相違点を挙げる。

NYSEの上場規則では、一部の例外を除き、株主に、株式ベースの報酬制度及びその重要な改定について採決を

行う機会を付与することが要求されている。オーストラリアにおいては、株式ベースの奨励金制度又は当該奨励

金制度に基づく個別の株式付与（ただし、最高経営責任者（「CEO」）を含む取締役に関するものを除く。）に

ついて株主の承認を要件とする法律又はASXの上場規則は存在しない。

当行の従業員持株制度は、第一部　第５　４「役員の状況」の「報酬報告書」において開示されており、定時

総会（「AGM」）における株主による拘束力のない投票の対象となっている。また、CEOに対する株式付与は、株

主により承認されている。2017年９月30日に終了した年度に関して、当行の株式ベースの奨励金制度による株式

付与に関する詳細は、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記37において開示されている。

NYSEの上場規則は、取締役が独立取締役とみなされるか否かの判断に関する具体的な要件を定めている。かか

る要件は当行の独立性に関する基準（後記「iii.　取締役会、委員会及び管理の監督」に記載する。）と概ね一

致しているものの、オーストラリアの独立性要件に従い、取締役会は、その裁量により、取締役の独立性に関し

てNYSEの上場規則とは異なる判断をすることができる。

NYSEの上場規則は、取締役会附属指名委員会の責任には、次回の年次株主総会に関して取締役の候補者を選定

する又は取締役会に当該候補者の選任を勧告すること、及び取締役会による評価を監督することが含まれるべき

であるとしている。当行では、取締役会附属指名委員会ではなく取締役会が、AGMにおいて選任される取締役候

補者の検討及び勧告を行い、またその業績の年間評価を引き受ける。
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ⅱ．ガバナンスの枠組み

 

 

上記の図は、当行の現在の取締役会附属委員会を含むガバナンスの枠組みを示したものである。取締役会は随

時、この他に委員会を設置したり、取締役に対して特定の追加的任務を引き受けるよう要求したりすることがで

きる。

また、取締役会は随時、戦略的意思決定、資本及び資金調達活動に関するデュー・ディリジェンス委員会に

（直接又は代表者を通じて）参加する。

経営陣、開示委員会及び業務執行リスク委員会は、取締役会附属委員会ではない（すなわち、取締役会から権

限の委譲を受けていない）ものの、取締役会が承認したグループ全体の戦略、方針及びリスク管理を実行する、

CEO及び取締役会附属委員会の下部組織である。

取締役会及び各取締役会附属委員会の主要な役割は、当項目にて概説するとおりである。取締役会附属委員会

の憲章はすべて、当行ウェブサイト（www.westpac.com.au/corpgov）において入手可能である。

 

ⅲ．取締役会、委員会及び管理の監督

取締役会

役割及び責任

取締役会憲章は、取締役会の役割及び責任をまとめたものである。主要な役割の概要は以下のとおりである。

・当行グループの堅実かつ健全な経営の監督

・当行グループの戦略的方針の承認

・取締役会の業績評価、並びに取締役会の人数及び構成の決定

・当行取締役会の刷新方針の検討及び承認

・CEO、首席財務担当役員（「CFO」）及びその他のグループ業務執行役員の任命並びにその任期、報酬及びそ

の他の条件の決定

・その活動が当行の財務健全性に影響を及ぼすと取締役会が判断する人員、APRAが指定する人員、及び取締役

会が決定するその他あらゆる人員の報酬の決定

・CEOの業績評価

・取締役会、CEO及びグループ業務執行役員の引継ぎに関する計画
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・グループ業務執行役員及びグループ監査部門担当ゼネラル・マネジャーの任命の承認、並びに上級役員職の

業績の監視

・年間目標及び財務書類の承認、並びに予測及び過年度実績に対する実績の監視

・当行の配当政策の決定

・当行の資本構造の決定

・当行のリスク管理戦略及び枠組みの承認、並びにその有効性の監視

・当行の活動による社会的、倫理的及び環境的な影響の検討、並びに当行の持続可能性に関する方針及び慣行

の遵守の監視

・当行グループにおける職場の安全衛生（「WHS」）に関する問題の監視、並びにWHSに関する適切な報告及び

情報の検討

・当行の外部監査人及び該当する場合には主任監督機関との継続的な対話の維持

・委任された権限、当行が支配する事業体の取締役会への任命に関する方針、及び上級業務執行役員が使用で

きる資金源の監視を含む内部ガバナンスの監督

 

委任された権限

定款及び取締役会憲章に基づき、取締役会は、委員会及び経営陣に対する委任を行うことができる。

取締役会附属委員会に委任された役割及び責任は、以下の５つの設立された委員会のそれぞれの憲章に記載さ

れている。

・監査委員会

・リスク及びコンプライアンス委員会

・指名委員会

・報酬委員会

・テクノロジー委員会

取締役会憲章、取締役会附属委員会憲章及び定款は、当行のウェブサイト（www.westpac.com.au/corpgov）に

おいて入手可能である。

委任された権限に関する方針の枠組みは、当行グループ内での意思決定を統制するための原則をまとめたもの

であり、かかる原則には適切な上申及び取締役会への報告が含まれている。また、取締役会はCEOに対し、及び

CEOを通じてその他の業務執行役員に対し、当行の日常的な事業管理に対する責任を委任している。経営陣に委

任された権限の範囲及び制限は、明文化され、営業及び資本支出、資金調達及び証券化、並びに貸付等に及ぶ。

当該委任は、効果的な監督と、適切な権限付与及び経営陣の説明責任との間の均衡を保つものである。
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独立性

取締役会のメンバーは、全体として、関連する金融及びその他に関する多岐にわたる技能及び知識、並びに当

行の事業を牽引するのに必要な幅広い経験を有している。詳細については、第一部　第５　４「役員の状況」に

記載されている。

当行のすべての非業務執行取締役が、当行の独立性の基準を満たしており、当該基準はASXCGC提言に規定され

る指針並びにNYSE及び米国証券取引委員会（「SEC」）によって適用されている基準に則している。

取締役会は、取締役の任命の際及び毎年、取締役の独立性の評価を行っている。各取締役は、毎年自身の利害

関係及び独立性に関する証明書を開示する。

取締役は、経営陣から独立しており、かつその独立した自由な判断を実質的に妨害する可能性のある、又は実

質的に妨害すると合理的に予測できる取引関係又はその他の関係を有していない場合に、独立していると認めら

れる。実質性は、一般的な実質性の基準を適用するのではなく、各取締役の個人的な状況を考慮して個別に判断

される。

各取締役は、直接、又は当行若しくは関連会社との間に利害関係を有している会社若しくはその他の事業体の

パートナー、株主若しくは役員として、取引関係又はその他の関係を有する場合、これを開示することを求めら

れている。取締役会は、取締役の独立性を評価するのに際し、かかる利害関係又はその他の関係に関する情報

（関連する財務又はその他に関する詳細を含む。）を考慮する。
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2017年９月30日現在の取締役会附属委員会の人数及び構成

 

 

 
取締役会附属
監査委員会

取締役会附属
リスク及び
コンプライア
ンス
委員会

取締役会附属
指名委員会

取締役会附属
報酬委員会

取締役会附属
テクノロジー
委員会

委員会の構成
1

委員数は３名
以上
 
委員はすべて
独立非業務執
行取締役
 
委員長は取締
役会議長を除
く独立非業務
執行取締役

委員数は３名
以上
 
委員はすべて
非業務執行取
締役
 
委員の過半数
が独立取締役
 
委員長は取締
役会議長を除
く独立取締役

全取締役会付
属委員会委員
長、取締役会
議長及び取締
役会が決定し
たその他の委
員から成る
 
委員はすべて
独立非業務執
行取締役
 
委員長は取締
役会が決定
する

委員数は３名
以上
 
委員はすべて
独立非業務執
行取締役
 
委員長は取締
役会が決定
する

委員数は３名
以上
 
業務執行取締
役は１名まで
 
その他すべて
の委員は独立
非業務執行取
締役
 
委員長は取締
役会が決定
する

リンジー・
マックステッド

取締役会議長、
非業務執行、
独立

○ ○ 委員長○   

ブライアン・
ハルツァー

CEO、
業務執行

    ○

ネリダ・
シーザー

非業務執行、
独立

 ○   ○

イーウェン・
クラウチ

非業務執行、
独立

 委員長○ ○ ○  

アリソン・
ディーンズ

非業務執行、
独立

 ○   ○

クレイグ・
ダン

非業務執行、
独立

 ○ ○ 委員長○  

ロバート・
エルストーン

非業務執行、
独立

○ ○  ○  

ピーター・
ホーキンス

非業務執行、
独立

○ ○ ○  委員長○

ピーター・
マリオット

非業務執行、
独立

委員長○ ○ ○  ○

1　各委員会の構成に関する要件は、当該委員会の憲章に定められている。
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議長

取締役会は、独立非業務執行取締役のうち１名を議長に選任する。議長は、2011年12月14日付で議長に就任し

たリンジー・マックステッド氏である。議長の役割には以下が含まれる。

・取締役会に関するすべての事項について、取締役会に対して効果的な指導を行うこと

・議案を提示し、取締役会のすべての会議を主導すること

・会社秘書役との協力の下、年間を通じて取締役会の通常の会議を設定し、会議の議事録に、決定事項、及び

必要に応じて個々の取締役の見解が正確に記録されるよう確認すること

・各取締役及び取締役会全体に対する評価のプロセスを監督すること

・取締役会の引継ぎを監督すること

・経営陣と取締役会を繋ぐ役割を果たし、取締役会とCEOの間のコミュニケーションの主要な窓口となること

・取締役会の見解を公に提示すること

・効果的なコーポレート・ガバナンスの体制を築き、これを維持する上での主導的役割を担うこと

 

CEO

当行のCEOはブライアン・ハルツァー氏である。CEOの役割には以下が含まれる。

・経営チームのリーダーシップをとること

・事業のための戦略的目標を策定すること

・当行グループの業務の日常的な管理を行うこと

 

取締役会の会議

取締役会は、2017年９月30日に終了した会計年度において９回の定例会議を行うとともに、必要に応じて追加

の会議を行った。取締役会は、取締役会の各会議において戦略に関する事項を検討するほか、年に一度当行の戦

略的計画について議論し、戦略全般の方向性を承認する。また、半年ごとに当行の戦略の見直しも行う。取締役

会は、年間を通じて当行の事業に関する特定の議題に関するワークショップを実施している。取締役会は、活発

な意見交換を特徴とし、取締役はそれぞれの経験及び独立した判断により当面の問題及び決定に影響を与えてい

る。

非業務執行取締役は、定期的に経営陣が不在の場で会議を行い、かかる場にふさわしい問題を議論できるよう

にする。その他すべての局面においては、上級業務執行役員は、適切であると認められる場合に、取締役会の会

議に参加することができる。また、各会議の間に取締役が上級業務執行役員に連絡をとることもできる。
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指名及び任命

取締役会附属指名委員会は、その憲章に定められるとおり、以下の業務について責任を負う。

・取締役会の構成、戦略機能及び規模に関する方針の展開及び見直し

・当行グループ内における全般的な多様性、多様性を達成するための測定可能な目標、及びかかる目標の達成

度に関する毎年の見直し及び取締役会への勧告

・非業務執行取締役の引継ぎに関する計画

・新取締役のためのオリエンテーション及び研修、並びに現任の取締役のための継続的な研修のプロセスの見

直し

・取締役の任命に関する適格基準の見直し

・取締役会に任命する取締役の推薦

・関連子会社（ウエストパック・ニュージーランド・リミテッド並びに当行の保険及び退職年金業務を含

む。）の取締役会に任命する候補者の検討及び推薦

 

取締役の技能、経験及び特性

当行は、当行グループの事業を主導するために必要となる金融その他に関する幅広い技能、経験及び知識を備

えた取締役会を維持するよう努めている。当行はまた、全体として少なくとも図１に詳述する技能及び経験を備

えた、多様性に富んだ取締役会を維持するよう努めている。図１には、取締役の任期及び多様性についても記載

する。
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取締役会附属指名委員会は、取締役に任命する候補者を検討し、取締役会に推薦する。かかる推薦において

は、現任の取締役の技能、経験、専門技術、多様性及びその他の資質の組合せ、並びに当該候補者の特性がいか

にこれらの現任の取締役の資質とのバランスをとり、これを補完し、また当行グループの発展的な戦略的方向性

に照らして潜在的な技能のギャップを解消するものであるかが特に考慮される。取締役としての可能性を有する

幅広い人材へのアクセスを獲得するため、適宜外部のコンサルタントも利用される。

また、取締役の任命は、当行グループのサービス刷新構想及び以下の５つの戦略的優先課題を考慮して行われ

る。

・サービス分野におけるリーダーシップ

・デジタル革新

・業績に関する規律

・成長軌道

・従業員改革
1

取締役の任命又は株主による選任若しくは再選の検討に先立って、当行は、デュー・ディリジェンスを行い、

取締役の選任又は再選の可否の判断に関連するあらゆる重要な情報を株主に提供している。

新取締役は、期待される役割、予定される任期を含む任命の条件、並びに報酬が記載された任命通知を含む研

修パックを受領する。かかる通知は、ASXCGC提言に準拠する。
　

1　サービス刷新及び当行の戦略的優先事項に関する詳細については、第一部　第３　３　「ⅰ. 経営方針」を参照のこと。

 

任期

取締役会は、一時的欠員を補充する目的で、又は現任の取締役に加えて新取締役を任命することができる。た

だし、取締役の総数が15名の非業務執行取締役及び３名の業務執行取締役を超えないものとする。マネージン

グ・ディレクターを除き、取締役会に任命された取締役の任期は、次回のAGM終了時に満了するが、当該取締役

は当該AGMにおいて株主により再選される資格を有する。

当行の定款では、各AGMにおいて、当行の適格な取締役のうち３分の１、及び最後に選任されてから３年又は

それ以上在任しているその他の取締役は退任しなければならないと規定されている。ただし、ローテーションに

よって退任する取締役の人数を決定する際には、CEO及び当該年度中の一時的欠員を補充するために任命された

取締役の人数は除くものとする。ローテーションによって退任する取締役は、最も長く在任していた者である。

退任する取締役の任期は、退任にかかる株主総会の終了時に満了するが、当該取締役は当該会議において株主に

より再選される資格を有する。取締役会は、株主により行われる取締役の選任又は再選についても勧告を行う。

取締役候補者を支持するかを検討する際、取締役会は、当該年度に実施された取締役会の業績評価の結果を考慮

する。
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当行取締役会の刷新方針は、議長を除く非業務執行取締役の最長在任期間を、最初に株主によって選任されて

から９年に制限している。議長の最長在任期間は、最初に株主に選任されてから12年である（議長に選任される

以前に取締役として勤めた任期を含む。）。取締役会は、上記の最長在任期間を延長することが当行グループの

利益となると認める場合、自発的かつ例外的に、かかる最長在任期間を延長する裁量権を行使することができ

る。かかる裁量権の行使は年次ベースで行われ、該当する取締役は毎年、再選のため立候補しなければならな

い。

 

取締役の研修及び継続的教育

すべての新任取締役は、当行の事業、戦略、文化及び価値観、並びに取締役会が現在直面している問題につい

て理解を深めるための研修プログラムに参加する。研修プログラムには、議長、CEO、各取締役会附属委員会の

委員長及び各グループ業務執行役員との会合が含まれている。

取締役会は、年間を通して開催されているワークショップへの参加、関連施設の訪問、及び適切な外部教育の

受講を通じて、取締役の職務を効果的に遂行する上で必要な技能及び知識を身に付け、維持するための教育及び

トレーニングを継続的に受けることを取締役に求めている。

 

情報及び助言へのアクセス

すべての取締役は、会社の記録及び情報に無制限にアクセスすることができ、上級役員職から詳細な財務報告

及び業務報告を定期的に受け取る。各取締役は、取締役退任後最長７年間の書類へのアクセスに関する規定を含

む、アクセス及び補償に関する契約を締結している。

議長及びその他の非業務執行取締役は、定期的にCEO、CFO及びその他の上級業務執行役員と協議するほか、当

行の従業員と協議し、追加情報を求めることができる。

すべての取締役は、コンプライアンス、法務及び秘書役担当グループ業務執行役員を含む内部の上級法律顧問

からの助言を利用することができる。

また、取締役会全体及び各取締役は、その責任の遂行に役立てるために、当行の費用で独立した専門的な助言

を求める権利を有している。議長の事前の承認が必要であるものの、かかる承認は不合理に留保されてはならな

い。

 

会社秘書役

当行は、会社秘書役２名を有する。

・当行のコンプライアンス、法務及び秘書役担当グループ業務執行役員が、上級会社秘書役を務めている
1
。

上級会社秘書役は、取締役会及び取締役会附属委員会の会議に出席し、取締役に対して法律及びコーポレー

ト・ガバナンスに関する問題について助言を行う責任を有している。

・グループ会社秘書役も、取締役会及び取締役会附属委員会の会議に出席し、当行のガバナンスに関する枠組

みの実施、並びに経営陣と共同して取締役会の決定を実際に実行することを含む秘書役の機能に対して責任

を有する。グループ会社秘書役はまた、取締役会の適切な機能に関するあらゆる事項について、議長を通じ

て取締役会に対して説明責任を有する。
　

1　レベッカ・リム氏の役職は、2017年10月２日付けで、グループ法律顧問兼首席コンプライアンス担当役員からコンプライ

アンス、法務及び秘書役担当グループ業務執行役員に変更された。
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取締役会附属委員会

構成及び独立性

取締役会附属委員会の委員は、各取締役会附属委員会に提供できる技能及び経験によって選定される。委員の

資格については、第一部　第５　４「役員の状況」に記載されている。各取締役会附属委員会の委員構成は、前

掲の「2017年９月30日現在の取締役会附属委員会の人数及び構成」に示されている。CEOも委員を務める取締役

会附属テクノロジー委員会を除き、すべての取締役会附属委員会は、独立非業務執行取締役で構成される。

 

業務及び報告

取締役会附属委員会の定例会議は、少なくとも四半期ごとに開催される。すべての取締役会附属委員会は、必

要に応じてより頻繁に会合することができる。各取締役会附属委員会は、必要な人材及び情報を利用する権利を

有し、当行の従業員及びアドバイザーに直接連絡することができる。CEOは、検討されている事項について個人

的に重要な利害関係がある場合を除いて、取締役会附属委員会のすべての会議に出席する。上級業務執行役員及

びその他選定された従業員は、要請に応じて取締役会附属委員会の会議に出席することができる。すべての取締

役は、利益相反がないことを条件として、取締役会附属委員会の全書類を受け取り、取締役会附属委員会のすべ

ての会議に出席することができる。

 

業績

取締役会、取締役会附属委員会及び取締役

取締役会は、継続的な自己評価及び社外のコンサルタントによる業績評価の委託を毎年行っている。

2017年度に実施された業績評価のプロセスには、取締役会、取締役会附属委員会及び各取締役の業績の査定が

含まれ、その成果は収集及び分析され、取締役会に提出された。取締役会は、当該業績評価の結果について議論

し、取締役会の構成、手続及び優先事項に関する問題に対するフォローアップ措置について合意した。

また議長は、評価の結果について、個々の取締役及び各取締役会附属委員会の委員長と議論する。議長の業績

評価の結果は、議長を除く取締役全員によって検討された後、取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会

委員長と議長との間で非公開で議論される。

 

経営陣

取締役会及び取締役会附属報酬委員会は、CEO及びその他の上級業務執行役員の業績の目標及び指標を承認

し、当該目標に対する業績の評価に際して情報を提供する責任を負う。取締役会附属リスク及びコンプライアン

ス委員会は、当該委員会が把握した報酬制度又は慣行に関連するあらゆる問題点についての情報を取締役会附属

報酬委員会に提供する。

2017年９月30日に終了した年度の経営陣の業績評価は、当該年度の終了後に実施された。

業績目標及び業績の達成に関する更なる詳細については、第一部　第５　４「役員の状況」の「報酬報告書」

を参照のこと。
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新たな上級業務執行役員は全員、任命の条件及び期待される役割が記載された任命通知を受領するとともに、

当行の戦略及び経営、並びに取締役会及び上級役員職の役割及び責任に関する詳細な説明を受ける。

 

諮問委員会

当行は、アジアにおける業務並びにバンクSA及びバンク・オブ・メルボルンのそれぞれに対して、当行グルー

プ全体の戦略の中での当該業務の戦略及びイニシアチブについて経営陣への助言を行う諮問委員会を設置してい

る。

諮問委員会の任務には、以下が含まれる。

・事業の地位及びアイデンティティを引き続き強化するための経営陣の戦略及びイニシアチブに関する経営陣

への助言の提供

・際立った地位及びアイデンティティを推進・維持し、またサービスを提供する関連コミュニティとの間で事

業価値を合致させるための関連事業に関する経営陣への助言の提供

・経営陣が提供した関連事業の健全性に関する報告の検討及び評価

・コミュニティ及び主要な企業による宣伝イベントの援助を通じた銀行の顧客、地域コミュニティ及び企業・

政府部門との関係構築の支援を含む事業の代表としての活動、並びにサービスを提供するコミュニティにお

ける金融サービスの提供に関連する問題についての上級役員職への助言

・地域における市場機会や、諮問委員会の委員が認識している、顧客及び潜在顧客へのサービスの提供並びに

地域コミュニティにおける銀行の地位の向上につながる問題についての経営陣に対する指摘

 

ⅳ．倫理的かつ責任ある意思決定

行動規範及び事業の遂行に関する原則

当行の行動規範（「当行規範」）は、当行の人材である、従業員及び業務受託者双方に求められる行動基準を

記載している。当行規範を構成する７つの原則は、以下のとおりである。

・誠意をもって誠実に行動すること

・法令及び当行の方針を遵守すること

・顧客にとって正しい行動を取ること

・守秘義務を尊重し、情報を悪用しないこと

・専門性を重視及び維持すること

・チームとして働くこと

・利益相反に責任を持って対処すること
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当行規範は、当行グループのレピュテーションを確実に守るために、当行が正しい判断を下す一助となる一連

の原則を定めている。また、当行では、銀行業界及び金融業界の従業員として、より優れた説明責任の履行、透

明性、並びに顧客及びより広範な地域社会からの信頼を生み出すことに取り組んでいる。これを受けて、銀行

業・金融業に関する誓約（Banking and Finance Oath）に定められる事項を含め、当行規範に含まれる原則に

も、当行に対する地域社会からの期待が反映されている。当行規範は、取締役会及び経営陣の全面的な支持を受

けており、当行は、当行規範の遵守が極めて重要であると認識している。

当行の「事業の遂行に関する原則」（「当行原則」）は、持続可能な商慣行及び地域社会への貢献に対する当

行のコミットメントを支えている。要約は以下のとおりである。

・当行は、当行の成功が、当行の顧客、人材、株主、サプライヤー、アドバイザー及び地域社会の当行に対す

る信用と信頼にかかっていると志向する

・当行は、最高レベルのガバナンス及び倫理に関する慣行を維持しつつ、ステークホルダーの利益を保護する

ことを志向する

・当行は、当行が行うすべての物事の中心に顧客を据えることを志向する

・当行は、当行の人材が、サービス事業の成功にかかる決定的要素であると志向する

・当行は、環境に対する当行の直接的及び間接的な影響の管理に取り組んでいる

・当行は、社会に積極的に貢献することが、当行の事業の持続可能性の基盤になると志向する

・当行は、当行のサプライヤーが当行の持続可能性を模索する上でのパートナーとみなされるべきだと志向す

る

当行原則は、責任ある商慣行を推進する主要な国際的イニシアチブと平仄を合わせており、当該原則は、すべ

ての取締役、従業員及び業務受託者に適用される。

また、当行は、当行規範及び当行原則を支えるために当行のバリューチェーン全体において内部的及び対外的

に適用される以下の枠組みを設けている。

・様々な内部規定、方針、枠組み、コミュニケーション、及び「ドゥーイング・ザ・ライト・シング（Doing

the Right Thing）」と銘打ったオンラインの学習モジュールを含む研修プロセス及びツール

・人権、気候変動及び環境等の問題への取組みに関する様々な対外的な規範、枠組み、運営原則、方針及びポ

ジション・ステートメント

 

重要な方針

当行は、規制のコンプライアンス及び人的資源の要件を管理するために、多数の重要な方針を有している。ま

た、当行は自発的に銀行取引準則及び電子決済に関する行動規範等、様々な外部産業規定も遵守している。
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上級財務担当役員の倫理規定

会計慣行及び財務報告規定は、当行規範を補完するものである。会計慣行及び財務報告規定は、当行のCEO、

CFO及びその他の主要な財務担当役員に以下を要求することにより、これらの者が最高レベルの倫理基準に基づ

いて会計慣行及び財務報告に関する義務及び責任を果たすことを支える目的で制定されている。

・とりわけ利益相反に関して、誠実かつ倫理的に行動すること

・報告及びその他のコミュニケーションにおいて完全、公正、正確かつ適時な開示を行うこと

・関係法令及び規則を遵守すること

・当行規範に対する違反を迅速に報告すること

・当行規範の遵守に対し、説明責任を負うこと

 

利益相反

当行グループは利益相反に関する詳細な枠組みを有しており、当該枠組みには、実際の、潜在的な、又は明白

な利益相反の特定及び管理を目的とする具体的な部門別の方針及びガイドラインに基づく、当行グループの方針

が含まれる。

利益相反に関する枠組みには、当行グループの贈与及び接待に関する独立した方針が含まれる。当該方針は、

当行従業員に対し、贈り物又は接待の贈与及び受領に関する当該従業員の義務の履行についての方針を提示して

いる。

 

取締役会

すべての取締役は、実際の、潜在的な、又は明白な利益相反について、同職に任命された際に開示し、かつ取

締役会に対して随時最新情報を開示することを求められている。

取締役会が検討している事項に関して個人的に重要な利害関係を有する取締役は、その利害関係を申告しなく

てはならない。当該取締役は、取締役会が別段の決定をしない限り、当該事項について取締役会の協議に出席す

ることができず、議決権を行使することもできない。

 

当行の従業員及び業務受託者

当行は、当行の従業員及び業務受託者に以下のことを期待する。

・実際の、潜在的な、又は明白な利益相反に対処するための適切な手配を整えること

・当行グループ以外の会社の取締役の職務を受諾する場合は、事前に当行の上級役員職の承諾を得ること

・当行の顧客又はサプライヤーに対して有している重要な利害関係を上司に報告し、かかる利害関係を有する

顧客との関係に関与しないこと

・承認を得ることなく、又は当行に対する義務及び責任を果たす能力にマイナスの影響を与える可能性のある

場合に、当行における職務以外の事業活動（自営、パートナー、取締役、代理人、保証人、投資家又は従業

員のいずれを問わない。）に参加しないこと
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・経営判断に影響を与える又は影響を与えると思われる可能性のある要求、便宜を図るための金銭提供、又は

金銭、物品、恩恵若しくは娯楽の受領・提供を行わないこと

 

適任かつ適切な人材評価

当行は、取締役会に承認された当行グループの資質規定（Fit and Proper）指針を有しており、当該指針は、

関係するAPRA健全性基準の要件を満たしている。当該指針に従い当行は、取締役、及びAPRA健全性基準又はASIC

ライセンス要件が義務付ける特定の法定の職務を担う人員の適性及び適切性を評価している。取締役会議長（評

価対象が議長自身の場合には取締役会）は、当行及び子会社の取締役会の取締役及び非業務執行取締役、グルー

プ業務執行役員、外部監査人及び保険計理人の評価に対して責任を負っている。業務執行資質規定委員会は、当

行の取締役会から委任された権限に基づき、法定の職務を担うその他のすべての従業員の評価に対して責任を

負っている。いずれの場合も、対象の人員は詳細な申告の提出を求められ、素性調査を受ける。

 

問題報告及び告発者保護

当行グループの内部告発者保護方針に基づき、当行は従業員、業務受託者、出向者、元従業員、ブローカー、

サービス提供者（監査人、会計士及びコンサルタント等）及びサプライヤーに対し、不法であるか又は倫理に反

する可能性のある活動又は行動につき、問題を提起することを推奨している。「疑わしい場合は報告する」とい

うのが当行の考え方であり、当行の上級役員職は、不正行為を報告した者の尊厳、福祉、キャリア及び評判を守

るとともに、彼らに必要な支援を与えることに尽力している。

内部告発者保護方針は、当行の問題報告システムであるコンサーン・オンライン（Concern Online）及び内部

告発者ホットライン（Whistleblower Hotline）を含むすべての報告手段をまとめたものである。いずれの手段

においても、匿名での報告が可能である。当該問題は、当行規範、当行の方針又は規制上の義務の違反の疑いを

含む。

内部告発者は、問題を提起する際、報告を行うことによる個人的な不利益から内部告発者を保護する内部告発

者保護委員（Whistleblower Protection Officer）の関与を求めることができる。

当行は、報告された問題の調査を、内密、公正かつ客観的な形で行う。かかる調査により不正行為が明らかに

なった場合、当行はそのプロセスを変更し、当該不正行為を行った当事者に対して措置を講じなければならな

い。また、かかる問題を関係当局及び監督機関に報告する結果となる場合もある。

当行の内部告発プログラムの監督を担う取締役会附属委員会及びウエストパック・グループ業務執行リスク委

員会は、四半期ごとに内部告発に関する報告を受ける。報告内容には、提起された問題に関する統計を含む多数

の指標が含まれる。

当行の内部告発者保護方針の概要は、当行ウェブサイト（https://www.westpac.com.au/about-

westpac/westpac-group/corporate-governance/principles-policies/）において入手可能である。
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証券の取引

ウエストパック・グループ証券取引方針に基づき、取締役、従業員、出向者及び業務受託者（及びそれらの

「関係者」）は、内部情報を有している場合、あらゆる有価証券及びその他の金融商品の取引を行うことを禁止

されている。また、証券の取引をするために当該内部情報を利用する可能性のある他者に当該情報を提供するこ

とも禁止されている。また、年功又は役職の性質により、当行の重要な秘密情報に接する取締役及び従業員、出

向者又は業務受託者（指定従業員と呼ばれる。）には、年次及び半期決算発表の前及び直後における取引の禁止

を含む追加的な制限が適用される。

これらの義務を管理及び監視する方法は以下のとおりである。

・有価証券の価格に影響を与える可能性のある内部情報を有する取締役又は従業員による、当該有価証券の取

引を禁じた当行方針のインサイダー取引規定

・取締役及び指定従業員による当行株式及び当行のその他の金融商品の取引期間の制限（「取引停止期間」）

・新規商品の発行に関与する取締役、従業員及び業務受託者について、その地位により実際の、潜在的な、又

は明白な利益相反が生じる場合における、当該取締役、従業員及び業務受託者に対する制限

・取締役及び指定従業員に対する、取引停止期間外の取引に関する許可の取得又は意向の通知、及び内部情報

の不所持の証明の要求

・取締役及び指定従業員による当行証券の取引の監視

・指定従業員登録の管理及び定期的な更新

・ASXの上場規則により義務付けられる、取締役による当行証券の取引のASXへの通知

・直接又は間接的を問わず、従業員による自らの権利未確定の従業員株式・証券に対するヘッジ契約の締結の

禁止

 

ⅴ．多様性

当行は、当行グループの受容及び多様性イニシアチブについて定めた受容及び多様性に関する方針を有してい

る。当該方針は、主要な優先事項や活動の実施を可能にするための、総合的な受容及び多様性戦略と連動してい

る。ここでいう多様性には、当行の各従業員の個性としての目に見える違いや目に見えない違いであって性別、

性自認、年齢、民族性、アクセシビリティの要件、文化的背景、性的指向若しくは宗教的信念に関するものや、

それぞれの経験、見識及び物の見方に基づく違いが含まれる。

当該方針の目的は、当行グループが以下の事項を確保することにある。

・顧客のニーズを深く理解する能力を通じて競争優位性をもたらす労働力構成を保有すること

・性別、文化的アイデンティティ、年齢、ワークスタイル又はアプローチを問わず、あらゆる個人が能力を発

揮することができる、真に包括的な職場環境を保有すること

・当行グループのあらゆるステークホルダーのため、多様性の価値を活用し、最良の顧客経験、業績の向上及

び企業としてのレピュテーションの強化をもたらすこと

・受容及び多様性に関する実務において主導的地位を担い続け、社外のコミュニティに指針を提示すること
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上記の目的を達成するために、当行グループは以下の事項に取り組んでいる。

・取締役会により決定された、性別における多様性を達成するための測定可能な目標を有しており、取締役会

が毎年、当該目標及びその達成度の双方について評価を行うこと

・年次ベースで給与の平等性を評価すること

・事業全体において、柔軟性に関する方針を適用することを奨励し、支援すること

・当行グループのブランド全体において、雇用へのアクセスを求めるオーストラリアのアボリジニ及びトレス

海峡諸島民を積極的に支援する取組みを行うこと

・障害者の雇用機会へのアクセスを確保することを含め、アクセシビリティに関する要件のある従業員及び顧

客に関するアクセシビリティ・アクション・プランを実施すること

・レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダー及びインターセックス（LGBTI）の従業員を受

け入れる環境を積極的に奨励すること

上記の目標の実施は、CEOが議長を務め、年２回会合するウエストパック・グループ受容及び多様性審議会に

よって監督される。

取締役会又は適切な取締役会附属委員会は、受容及び多様性イニシアチブについて、受容及び多様性審議会か

ら定期的に最新情報の通知を受けている。

2017年９月30日に終了した会計年度中、受容及び多様性に関するガバナンスの枠組みが導入され、これにより

以下が創設された。

・各事業分野のグループ業務執行役員が議長を務める、受容及び多様性事業分野別審議会

・指名された各事業分野のゼネラル・マネジャーの代表者により構成され、受容及び多様性責任者が議長を務

める受容及び多様性ワーキング・グループ

当行は、従業員活動グループ、（「受容性インデックス」を構成する質問を含む）年次従業員調査、並びに受

容及び多様性に焦点を合わせた年２回の調査を通じて、従業員の要望に傾聴し続けている。

当行の受容性リーダーシップ・プログラムは、当行が受容性のある文化のために適切な人材に投資していくこ

とを確保するものである。上級指導職及びグループ業務執行役員は既に同プログラムを修了しており、2017年度

後半からは、当行のより広範な指導職チーム約3,000名を対象に同プログラムが展開される予定である。

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

184/538



2010年10月、取締役会は、2014年までに指導職（経営陣から支店長までの5,000名超のリーダー）に占める女

性の比率を33パーセントから40パーセントに増加させる旨の目標を設定し、この目標は予定より２年早く2012年

９月に達成された。当行は現在、指導職の50パーセントが女性であり、今後はこの平等性を維持することへと焦

点を移していく。

2017年９月30日現在、当行グループの雇用する女性の比率は以下のとおりである。

・取締役会：22パーセント

・指導職
1
：50パーセント

・ウエストパック全従業員：58パーセント

当行グループの目標達成への取組みに加えて、2015年には、当行CEOが、政府男女平等雇用機関のペイ・エク

イティ・アンバサダーの登録を受けた。
 

　

1　指導職の女性とは、当行グループ全体で指導職にある（常勤又は最長の期間雇用の）女性の比率を指す。これには、

CEO、グループ業務執行委員、ゼネラル・マネジャー、業績に重要な影響を与える上級指導職（ゼネラル・マネジャーの

直属の部下及びその直属の部下）、大きな（３名以上の）チームのリーダーであってゼネラル・マネジャーの下に続く３

階級の者、並びに銀行支店長及び副支店長が含まれる。

 

ⅵ．持続可能性

当行は、持続可能かつ責任ある商慣行が、当行の事業及び株主価値にとって重要であると考えている。持続可

能性とは、リスク及び機会を、当行のすべてのステークホルダー（すなわち当行の顧客、従業員、サプライ

ヤー、投資家及び地域社会のパートナー）、並びにより広範なコミュニティ及び環境全体の長期的なニーズの最

適なバランスを保つ方法で管理することである。

当行の持続可能性の管理は、現在及び将来において、当行の事業及びステークホルダーにとって特に重要であ

ると考える事項に取り組むことを意図したものである。また、当行は、これが発展的な課題であることを理解し

ており、持続可能性に関する事項の管理を、徐々に通常の慣行として業務に組み込んでいくよう努めるととも

に、新たな社会問題であって、当行が有意義な変化をもたらし、事業価値を高めるための能力と経験を有してい

るものの予測及び明確化も行っている。

 

報告

当行は、年次レビュー及び持続可能性の報告書、本有価証券報告書、持続可能性実績報告書並びに通年及び半

年のASXの報告書において、当行にとって特に重要な持続可能性に関する事項、当行による当該事項に関連する

リスク及び機会の対応方法の詳細、並びに当行の持続可能性戦略の実績を報告している。

当行の持続可能性に関する報告は、オーストラリア保証業務基準3000（改定を含む。）の過去の財務情報の監

査又は検討を除く保証業務（「ASAE 3000」）に従って行われる第三者の限定的保証の対象となっている。ま

た、保証提供者は、組織全体に持続可能性に関する規定及びプロセスがどの程度組み込まれているかを検証する

ために、AA1000アカウンタビリティ原則基準及びグローバル・リポーティング・イニシアチブ・G４・ガイドラ

インも併せて用いている。
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ⅶ．財務報告

財務報告に対する取組み

当行の財務報告に対する取組みには、以下の３つの中核となる原則がある。

・当行の財務報告書が真実かつ公正な見解を示していること

・当行の会計方針が適用ある会計基準及び方針に適合していること

・当行の外部監査人が独立しており、株主の利益のために奉仕すること

取締役会は、取締役会附属監査委員会を通じて、当該原則に関するオーストラリア及び海外における動向を監

視し、当行の慣行についても適宜見直しを行う。

取締役会は、リスク管理に対する監督責任を、取締役会附属監査委員会並びに取締役会附属リスク及びコンプ

ライアンス委員会に委任している。同様に、取締役会は、報酬に関する報告書の作成及び開示に対する監督責任

を、取締役会附属報酬委員会に委任している。

 

取締役会附属監査委員会

取締役会附属監査委員会は、同委員会の憲章に詳述されるとおり、以下の事項に関する監督を行う。

・財務書類及び財務報告システムの完全性、並びに課税リスクに関する事項

・外部監査人の資格、業績、独立性及び費用を含む外部監査の委任

・内部監査機能の実施

・財務報告及び健全性規制に関する報告の遵守。取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会について

は、規制上の報告要件及び法定の報告要件の監督を含む。

・会計、内部統制又は監査事項等の財務に関する苦情の受付、留保及び処理に関する手続、並びに会計又は監

査事項に関する問題について従業員が行う機密報告に関する手続

取締役会附属監査委員会は、以下の事項について検討し、経営陣及び外部監査人と討議し、評価を行う。

・財務報告に関する重要な問題、及び財務報告書の作成に関連して行われた重要な判断

・財務情報及び非財務情報の外部への報告に関する法律、規則及びその他の要件を監視し、それらを遵守する

ために用いられる手続

・CEO及びCFOが年次の各財務書類の承認に関連して行った開示に関する手続

上記に加えて、取締役会附属監査委員会は、外部監査人との間で、外部監査報告書において主要な監査事項に

指定される可能性の高い事項を含め、継続的な対話を維持している。主要な監査事項は、外部監査人が、財務報

告書の監査において特に重要と考える事項である。

その監督責任の一環として、取締役会附属監査委員会はまた、以下に記載される者を含む幅広い内外のステー

クホルダーと討議を行う。

・当行の重要な財務報告リスク・エクスポージャー、並びに経営陣が当該エクスポージャーを監視及び管理す

るために取った措置について、外部監査人と行う討議

・グループ監査部門担当ゼネラル・マネジャー及び外部監査人による監査及び重要な発見、並びに経営陣の対

応の妥当性についてグループ監査部門担当ゼネラル・マネジャー及び外部監査人と行う討議

・中間及び年次財務書類について経営陣及び外部監査人と行う討議
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・規制当局又は政府機関とのやり取り、及び重要な問題を提起する報告書又は当行グループの財務書類若しく

は会計方針に関する事項に影響を及ぼす可能性のある報告書について経営陣及び外部監査人と行う討議

・財務書類に重大な影響を及ぼす、又は財務書類における開示を要する可能性のある法律上の問題について、

コンプライアンス、法務及び秘書役担当グループ業務執行役員と行う討議

取締役会附属監査委員会は、財務情報、報告及び開示に関する内部統制、並びに当行の財務書類の完全性及び

正確性について、定期的に経営陣の参加なしに外部監査人と協議する。同委員会はまた、経営陣の参加なしにグ

ループ監査部門担当ゼネラル・マネジャーと会合する。

 

財務に関する知識

取締役会附属監査委員会は、４名の独立非業務執行取締役からなり、ピーター・マリオット氏が委員長を務め

ている。

取締役会附属監査委員会のすべての委員は、適切な財務経験及び金融サービス業界に関する知識を有してお

り、ASXCGC提言、1934年米国証券取引所法（その後の改正を含む。）及びその関係規則、並びにNYSE上場規則に

基づく独立性の要件を満たしている。

取締役会は、取締役会附属監査委員会の委員であるマリオット氏が米国証券法の規定に定義される「監査委員

会の金融専門家」であり、独立していると判断した。

マリオット氏の監査委員会の金融専門家への指名は、同氏に取締役会附属監査委員会の委員として担う以上の

職務、義務又は責任を課すものではなく、その他の取締役会附属監査委員会の委員若しくは取締役会のメンバー

の職務、義務又は責任に影響するものでもない。監査委員会の金融専門家は、指定された以外の目的に関する

「専門家」とはみなされない。

 

CEO及びCFOの保証

取締役会は、経営陣から、当行及び当行が管理している事業体の財政状態及び業務成績に関する報告を定期的

に受ける。CEO及びCFOは、取締役会が各会計期間の財務書類を承認する前に、取締役会に対してすべての重要な

点について以下のとおりである旨記載された正式な声明を提出しており、2017年９月30日に終了した会計年度に

ついても当該声明が提出された。

・当行の財務記録は、以下のとおり適切に維持されている

-取引、財政状態及び業績を正しく記録及び説明している

-真実かつ公正な財務書類の作成及び監査を可能にしている

-記録に記載された取引の完了後７年間は保管されている

・財務書類及び注記は、適切な会計基準を遵守している

・財務書類及び注記は、当行及び連結会社の財政状態及びその業績について真実かつ公正な見解を示している

・会社法及び規則に定められているその他の事項であって、財務書類及び注記に関連するものは充足されてい

る
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・会社法の第295A条に従って行われた宣言は、リスク管理及び内部統制の確固としたシステムに基づいてお

り、当該システムは、財務報告リスクに関するすべての重要な点において効果的に機能している

 

外部監査人

外部監査人の役割は、当行の財務報告書が真正かつ公正で、関連法令を遵守している旨の、独立した意見を提

供することである。

当行の外部監査人は、プライスウォーターハウスクーパーズ（「PwC」）であり、2002年度定時総会

（「AGM」）において株主により任命された。現在のPwCのリード監査パートナーは、ロナ・マティス氏で、品質

レビューパートナーはウェイン・アンドリューズ氏である。両氏はそれぞれ2017年６月と2015年１月に当該役職

に就任した。

外部監査人は、取締役会附属監査委員会、取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会並びに取締役会附

属テクノロジー委員会の全書類を受領し、これらの委員会のすべての会議に出席し、その委員に常時対応する。

外部監査人はAGMにも出席し、外部監査人の監査、監査報告書及び財務書類並びに外部監査人の独立性に関する

株主からの質問に対応する。

当行の外部監査人として、PwCは四半期ごとにその独立性及び独立性基準の遵守を確認することを求められて

いる。

当行は、外部監査人との関係を厳密に管理しており、これには雇用、取引関係、財務上の利害及び外部監査人

による当行の金融商品の使用等の制限が含まれる。

 

外部監査人の関与

独立性又は利益相反の問題の発生を回避するため、外部監査人は当行に対し、一定の非監査サービスを行うこ

とができず、当行の「PwCによる監査及び非監査サービスへの関与に関する事前承認」（「ガイドライン」）に

おいて、その他の非監査サービスを行うことができる範囲も制限されうる。非監査サービスに関する外部監査法

人の利用は、取締役会附属監査委員会により定められ、ガイドラインに記載される事前承認のプロセスに従って

評価され、承認される必要がある。

2017年９月30日に終了した年度に関して、直近の２会計年度において外部監査人が請求した監査、監査関連、

税務及びその他サービスに関する費用の合計の内訳は、第一部　第６　１「財務書類」に対する注記39に記載さ

れている。
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グループ監査部門（内部監査）

グループ監査部門は、信用ポートフォリオ・レビュー・チームを含む当行の内部監査部門であり、グループ監

査部門及び信用ポートフォリオ・レビュー・チームはいずれも、取締役会及び業務執行経営陣に対し、経営陣に

よるリスク管理の妥当性及び有効性の独立した客観的な評価を提供する。グループ監査部門は、取締役会附属監

査委員会により承認された、かかる部門の目的、役割、範囲及びハイレベルの基準について定めた憲章に準拠し

ている。グループ監査部門は、ウエストパック及びその完全子会社のガバナンス、リスク管理及び内部統制の枠

組みを担当している。当該部門は、当行が完全所有するすべての事業体に立ち入ることができ、リスクベースの

計画手法に従って監査及び評価を行う。グループ監査部門担当ゼネラル・マネジャーは、取締役会附属監査委員

会の委員長への直接の報告ライン及び首席財務担当役員との管理上の連絡ラインを有しており、CEOへ直接連絡

することもできる。

グループ監査部門の責任には、取締役会附属監査委員会、取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会並

びに取締役会附属テクノロジー委員会に定期的な報告を行い、これらの委員会に対してあらゆる重要な問題提起

を行うことが含まれる。

 

ⅷ．市場への開示

当行は、すべての投資家に対して公平かつ適時に、バランスのとれた有意義な情報を提供するための情報開示

の水準を保っている。当行グループはこれらの基準に従って、取締役会により承認された、当行が株主及び投資

業界とのコミュニケーションを取る方法を定める市場開示規定を設けている。

当該規定は、ASX、NZX及び当行が開示義務を有するその他の海外証券取引所の要件を反映し、また、有価証券

及び企業に関する法令を遵守している。当行の規定は、合理的一般人が当行株式の価格又は価値に重要な影響を

及ぼすことを予測できるような情報は、規制上の要件に基づく例外が適用されない限り、第一にASXを通じて開

示されなければならないと定めている。

当行の開示委員会は、市場開示規定に基づいて公に開示するべき情報を決定し、いかなる情報が価格に影響を

与える情報に該当し、市場への開示を求められるのかについて従業員の理解を深める責任を有している。開示委

員会には、CEO、経営陣及びコーポレート業務及び持続可能性担当ゼネラル・マネジャーが含まれている。

コンプライアンス、法務及び秘書役担当グループ業務執行役員が、開示担当役員を務めている。開示担当役員

は、市場への開示の結果必要となる証券取引所とのコミュニケーション、及びあらゆる法域の規制当局への通知

について最終的な責任を有する。

関連情報が市場に開示され、投資家により入手可能となると、当該情報は当行のウェブサイト上においても公

開される。当該情報には、投資家向けディスカッション・パック、当行の財務成績についてのプレゼンテーショ

ン及び説明が含まれる。また、同ウェブサイトには、当行の年次レビュー及び持続可能性に関する報告書、年次

報告書、決算発表、CEO及び業務執行役員の報告会（すべての主要イベントのウェブ放送、録音及び抄録を含

む。）、株主総会通知並びに主要なメディア・リリースも掲載されている。
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ⅸ．株主とのコミュニケーション及び株主の参加

当行は、当行の事業運営、業績及びガバナンスの枠組みについて、株主に対して常に完全な情報提供を行うよ

う努めている。当行の投資家向け広報活動プログラムの一環として、これらの手段は、引き続き株主との効果的

な双方向コミュニケーションを促すため、また新しい技術を活用するために、定期的に見直されている。これら

の取組みには、以下の方法が含まれる。

・郵便及びＥメールによる直接のコミュニケーション

・当行のウェブサイト上の投資家センター（Investor Centre）におけるすべての関連企業情報の掲載

・ウェブ放送及び当行ウェブサイトへの情報掲載を通じたすべての主要な市場報告会及び株主総会へのアクセ

スの提供

株主には、ASXでの告知を通じて、すべての主要な市場報告会及び株主総会に関する事前通知が行われる。ま

た、当行はウェブサイト上で投資家向け行事予定を公開している。

株主は、当行及びその株式登録機関の両方から、印刷物又は電子形式のいずれかの形で情報を受け取ることが

できる。

当行は、AGMを株主とのコミュニケーションを行う重要な機会であるととらえている。株主は、AGMへの出席及

び積極的な参加を推奨されているものの、株主総会はウェブ上で公開され、当行のウェブサイトにおいて後日確

認することもできる。AGMに出席できない株主は、モバイル及びインターネット上で行うことを含む複数の手段

により、直接議決権を行使し又は議決権の代理行使を行うことができる。また、株主は、総会通知を受領した際

に、AGMにおいて提起したい議題を提出することができる。

 

ⅹ．リスク管理

役割及び責任

取締役会は、当行グループのリスク管理戦略及びリスク選好宣言を承認し、当行グループによるリスク管理の

有効性を監視する責任を有する。取締役会は、取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会に、当行グルー

プのリスク管理戦略及びリスク選好宣言の検討、及びそれらの承認に関する取締役会への勧告、当行グループの

リスク選好宣言に沿ったリスク選好の設定、リスク管理の枠組み、方針及びプロセスの承認、並びに経営陣の決

定権を超えたリスクの検討及び（適切な場合）承認に関する責任を委任している。

当行のリスク管理戦略は、2017年９月30日に終了した会計年度中に取締役会附属リスク及びコンプライアンス

委員会によって見直され、取締役会によって承認された。

取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会は、当行グループのリスクの構造及び調整が、（当行グルー

プのリスク選好宣言に規定された）リスク選好と一致しているかを監視し、資本レベルが当行グループのリスク

選好に沿っているかを検討及び監視する。同委員会は、経営陣から定期的に当行の重大なリスクの管理の有効性

に関する報告を受ける。取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会の役割の詳細については、後述の「取

締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会」の項目を参照のこと。
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CEO及び経営陣は、リスク管理の戦略及び枠組みを実施する責任、並びに当行のすべての活動におけるリスク

の特定及び管理に関する方針、統制、プロセス及び手続を策定する責任を担っている。

当行は、リスク管理に関して、従業員全員がリスクを特定及び管理し、かつ当行グループの望ましいリスク構

造の範囲内で活動することについて責任を負う、「全員がリスクに関係している（Risk is Everyone's

Business）」という当行の文化を反映した３つの防衛ラインによるアプローチを採っている。効率的なリスク管

理により、当行は以下を行うことができる。

・当行のリスク構造を正確に評価し、リスク選好の範囲内でリスクと利益のバランスを取ることにより、財政

的成長の機会を最大限に利用し、潜在的な損失又は損害を軽減すること

・安定した信用度及び規制上の最低値を上回るバッファーを備えたバランスシートの維持により、当行の預金

者、保険契約者及び投資家を保護すること

・過度のリスク又は不適切なリスク集中を防ぐための充分な制御を組み込むこと

・当行の規制及びコンプライアンスに関する義務の履行

 

第１の防衛ライン－リスクの特定、管理及び自主評価

部門別の各事業分野は、承認されたリスク選好及びリスクに関する方針の範囲内で、かかる事業分野において

発生するリスクを特定し、評価し、管理する責任を負う。かかる部門別の各事業分野は、適切なリスク管理、リ

ソース及び自主評価のプロセスを確立し、維持しなければならない。

 

第２の防衛ライン－リスク管理の枠組み及び方針の確立並びにリスク管理の監督

当行における第２防衛ラインは、リスクの管理、監視及び報告のための枠組み、方針、制限及び手続を定める

リスク及びコンプライアンスに関する独立した助言、調整、保証及び監視機能から成る。第２防衛ラインは、第

１防衛ラインに与えられた権限の範囲外のリスクを承認することができる。また、第２防衛ラインは、第１防衛

ラインにおける調整並びに枠組み及び方針の適用の適切性及び有効性の評価及び保証を行い、必要に応じて、改

善を要求し、特定された欠陥の是正に向けた第１防衛ラインの進捗状況を監視する。
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第３の防衛ライン－独自の保証

グループ監査部門は、取締役会及び上級業務執行役員に、当行グループのガバナンス、リスク管理及び内部統

制が効果的に機能しているとの確信を与えることを目的として、第１及び第２のラインにおけるリスク管理のア

プローチの適切性及び有効性を評価し、これらについて見解を述べ、是正措置の進捗状況を追跡する独自の保証

機能である。

下図は、当行全体のリスク管理に関する取組みを要約したものである。

 

 

当行全体のリスク管理ガバナンス構造の詳細は、後掲の「リスク管理ガバナンス構造」の表に示されている。

当行は、リスクを様々な種類に分類する。

・信用リスク‐当行に対する、顧客又は相手方の金融債務の不履行によって生じる財務上の損失のリスク

・流動性リスク‐当行グループが、資金を換金できず満期を迎えた債務の履行を行うことができなくなるリス

ク

・市場リスク‐外国為替相場、金利、商品価格又は株価等の市場要因の変動が収益に悪影響を及ぼすリスク。

当該リスクには、銀行業務における金利リスク（通常業務における、資産及び負債のデュレーションのずれ

から生じる受取利息に対するリスク）が含まれる。

・コンダクト・リスク‐当行の提供するサービス及び商品により、当行のステークホルダーに不適切若しくは

不公正な結果が生じ、又は市場の統合性が損なわれるリスク

・オペレーショナル・リスク‐不十分若しくは不適切な内部処理、人材及びシステム、又は外部的事象により

発生する損失に関するリスク。かかる定義は、規制（バーゼルⅡ）上の定義（法令及び規制に関するリスク

を含むが、戦略及びレピュテーションに関するリスクを除く。）に則している。

・コンプライアンス・リスク‐当行に課せられたコンプライアンス義務の遵守を怠ることで生じる、法律若し

くは規制上の制裁、財務上の損失、又はレピュテーション損失のリスク
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・事業リスク‐事業環境の変化に対する事業分野の脆弱性に関するリスク

・持続可能性リスク‐既存又は新規発生の持続可能性に関する環境、社会又はガバナンス上の重要な問題に対

する認識又は対処を怠ることにより、レピュテーション又は財務上の損失を被るリスク

・株式リスク‐株式の価値の変動から発生する財務上の損失の潜在的なリスク。株式リスクは、直接的、間接

的又は偶発的である可能性がある。

・保険リスク‐当行の保険事業体における保険事故に係る費用の見積りの誤り、保険事故の件数又は程度の変

動、及び申し立てられた保険請求に係る費用の見積りの誤りに関するリスク

・関係会社（伝染）リスク‐当行グループのメンバーにおいて発生した問題が、当行グループ内の認可預金受

入機関の財政及び経営を危険にさらすリスク

・レピュテーションに関するリスク‐レピュテーション、ステークホルダーの信頼又は社会的な信用と地位を

喪失するリスク

当行は、APRA及びRBNZよりバーゼルⅡの自己資本比率規制の枠組みに基づく上級認可を取得しており、自己資

本比率を算出する際には、信用リスクを測定するための先進的内部格付手法（「AIRB」）によるアプローチ及び

オペレーショナル・リスクを測定するためのAMAを使用している。

 

経済的、環境的及び社会的持続可能性リスクに関する重要なエクスポージャー

当行の経済的、環境的及び社会的持続可能性に関する重要なエクスポージャーは、当行のリスク管理の戦略及

び枠組みに従って管理されている。

 

取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会

取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会は当行の独立非業務執行取締役の全員からなり、イーウェ

ン・クラウチ氏が委員長を務めている。

リスク及びコンプライアンス委員会は、同委員会の憲章に規定されるとおり、以下の業務を行う。

・リスク管理戦略及び当行グループのリスク選好宣言を検討し、これらの承認に関して取締役会に勧告するこ

と

・当行グループのリスク選好宣言に沿ってリスク選好を設定すること

・リスク管理の枠組み、方針及びプロセスを承認すること

・取締役会がCEO、CFO及びCRO並びに取締役会が信用リスクを承認する権限を委任した当行グループのその他

の役員に委任した、信用リスクを承認する権限について適用される制限及び条件の検討及び承認を行うこと

・当行グループのリスクの構造及び調整がリスク選好と一致していることを監視し、当行グループの業務に内

在するリスクの特定、管理及び報告を監督すること

・経済及び経営環境に関して予測される変化、並びに当行のリスク構造及びリスク選好に関連するその他の要

因を監視すること

・経営陣に与えられた決定権を超えたリスクを承認すること
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各リスクの種類に鑑み、取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会の役割には以下が含まれる。

・信用リスク‐信用リスク管理の枠組みを補助する主要な方針及び制限の承認、並びに当行の信用ポートフォ

リオの信用リスク構造、業績及び管理の監視を行うこと

・市場リスク‐バリュー・アット・リスク及びリスク制限のある純利息収益を含むが、これに限らない市場リ

スク管理の枠組みを補助する主要な方針及び制限の承認、並びに市場リスク構造の監視を行うこと

・流動性リスク‐当行の年間資金調達戦略を含む流動性リスク管理の枠組みを補助する主要な方針及び制限、

回復・破綻処理計画の承認、並びに流動性のポジション及び要件の監視を行うこと

・オペレーショナル・リスク‐オペレーショナル・リスク管理の枠組みを補助する主要な方針の承認、並びに

オペレーショナル・リスクの管理及び調整における成果の監視を行うこと

・コンダクト・リスク‐コンダクト・リスクの管理に関する当行グループのアプローチの検討及び承認、並び

にコンダクト・リスクの管理及び調整における成果の検討及び監視を行うこと

・レピュテーションに関するリスク‐レピュテーションに関するリスクの枠組みの検討及び承認、並びにレ

ピュテーションに関するリスクの管理及び調整における成果の監視を行うこと

・コンプライアンス・リスク‐コンプライアンス・リスク管理の枠組みの検討及び承認、コンプライアンス管

理のプロセス及び当行による準拠法、規則及び規制上の要件の遵守の検討、規制当局又は政府機関との重要

なやり取り及び重要な問題を提起する報告の公表についての経営陣及び外部監査人との議論、並びに苦情及

び内部告発者の問題の監視を行うこと

また、取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会は、以下の業務も行う。

・自己資本充実度に関する内部評価プロセスの承認を行い、その過程において企業単位でのストレス・テスト

の結果を検討すること、自己資本の望ましい比率のレンジを設定すること、及び資本水準の当行グループの

リスク選好との整合性を見直し、監視すること

・取締役会附属監査委員会に対し、定期的に保証を行うこと

・取締役会による、APRA健全性基準CPS220リスク管理に基づくAPRAへのリスク管理に関する年次申告を支援す

ること

・その他のリスク管理の枠組み
1
、及び当該枠組みに基づく成果の監視を検討し、承認すること

・リスク文化及び組織文化に関する定期的な報告を行うことにより、当行のリスク文化を監督すること

・その他の各取締役会附属委員会に対し、取締役会附属リスク及びコンプライアンス委員会が把握した、当該

取締役会附属委員会に関係するあらゆる事項について情報を提供すること

・当行グループの米国リスク委員会としての権限により、当行グループの米国事業に関する主要なリスク、リ

スク管理の枠組み及び方針を監督すること
　

1　追加的な枠組みには、持続可能性リスク管理の枠組み、株式リスク管理の枠組み、関係会社リスク管理の枠組み及び保険

リスク管理の枠組みが含まれる。
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コンプライアンス管理の枠組み

当行は、コンプライアンス・リスクを積極的に管理するため、以下のコンプライアンス目標を定めている。

・当行の法律上の義務、規制上の要件、賛助している自主的な実務指針及び当行グループの方針（ウエスト

パック行動規範を含む。）を遵守すること

・コンプライアンスの管理、監視及び報告を行い、かつ違反、罰金若しくは罰則、又は規制上の認可の喪失の

可能性を最小限に抑えるための枠組み、方針及びプロセスを構築すること

・不遵守の事案に対処するために適切な是正措置が講じられることを確保すること

コンプライアンス管理の枠組みは、当行のコンプライアンス目標を達成するための、コンプライアンス義務の

管理及びコンプライアンス・リスクの軽減に向けた当行のアプローチを定めている。当該枠組みは、当行取締役

会により承認されたリスク管理戦略の不可欠な要素であり、複数の主要な方針により支えられている。

当行グループとしての効果的なコンプライアンス管理体制により、当行はコンプライアンスへのコミットメン

トを示し、コンプライアンスに関する義務を遵守することができる。コンプライアンス管理体制の構築、実施、

維持、評価及び改善のために当行が用いるアプローチには、以下が含まれる。

・戦略及び範囲‐事業戦略、コンプライアンス目標及びコンプライアンス管理体制の範囲

・ガバナンス及び説明責任‐役割及び責任、ガバナンス、コンプライアンスに関する問題や事件の適時の特定

に関して従業員が自らの義務を理解し、かつ安心してこれを行うことができる文化を育てること、並びに能

力及び研修

・枠組み及びドキュメンテーション‐コンプライアンス管理システムを支える枠組み、方針及びドキュメン

テーション

・コンプライアンス計画‐コンプライアンスに関する義務、リスク、調整、問題及び事案の管理、並びにコン

プライアンスの監視及び報告

・評価及び改善‐コンプライアンスの成果の測定、拡大及び継続的な改善

第１防衛ラインの経営陣は、その他のリスクと同様にコンプライアンスに対しても一次的に責任を負う。コン

プライアンス、法務及び秘書役担当グループ業務執行役員に直属する第２防衛ラインのコンプライアンスに特化

した部門がこれを支援する。コンプライアンス、法務及び秘書役担当グループ業務執行役員は、ウエストパッ

ク・グループ業務執行リスク委員会の委員であり、当行取締役会付属リスク及びコンプライアンス委員会の委員

長と直接連絡し、当該委員会に定期的に出席し、提言している。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

195/538



xi．報酬

取締役会附属報酬委員会は、当行が、業績、当行のリスク管理の枠組み、法令及び最高基準のガバナンスを考

慮して、各人に対して公正に、かつ責任を持って報酬を与える、報酬に関する一貫した方針及びその運用慣行を

備えることを確保することにより、取締役会を補助している。

取締役会附属報酬委員会は、会計年度を通じて常設されており、３名の独立非業務執行取締役からなり、クレ

イグ・ダン氏が委員長を務めている。また、取締役会附属報酬委員会の全委員は、取締役会附属リスク及びコン

プライアンス委員会の委員も兼ねており、同委員会は報酬枠組みに関する有効なリスク管理の統合を補助してい

る。

取締役会附属報酬委員会は、同委員会の憲章に規定されるとおり、以下の業務を行う。

・ウエストパック・グループ報酬方針（「当行グループ報酬方針」）について検討し、取締役会に勧告を行

い、また当行グループ報酬方針の有効性及び健全性基準との整合性を評価すること

・CEO、非業務執行取締役、グループ業務執行役員、その他CEO直属の業務執行役員、その他その活動が当行の

財務健全性に影響を及ぼすと取締役会が判断する人員、APRAが指定する人員及び取締役会が決定するその他

あらゆる人員についての個別の報酬水準について検討し、取締役会に勧告を行うこと

・当行グループ報酬方針に含まれる各人員カテゴリーに対する報酬の構造を検討し、取締役会に勧告を行うこ

と

・CEOの報酬に関する企業目標及び目的、並びにこれらの目的に鑑みたCEOの業績について検討し、取締役会に

勧告を行うこと

・グループ業務執行役員に対する短期奨励金制度及び長期奨励金制度について検討し、取締役会に勧告を行う

こと

・株式ベースの報酬制度の承認について検討し、取締役会に勧告を行うこと

・当行グループ全体の一般的な報酬慣行を監督すること

取締役会附属報酬委員会は毎年、既定の事業の業績指標及び当行の財務健全性を考慮して変動報酬プールの規

模を検討し、取締役会に勧告する。また、取締役会附属報酬委員会は、慎重な扱いを要すること、前例、又は開

示に関する影響を理由として重要である個人又は集団に関して、当行グループ報酬方針外の報酬協定の承認を行

う。さらに、取締役会附属報酬委員会は、報酬を決定する際、及び必要に応じて、上級業務執行役員の業績の検

討及び評価を行う。

また、取締役会附属報酬委員会は、後発的な情報や事情により、従業員に対するインセンティブとしての株式

の付与が正当ではなかったと判明した場合に、当該株式付与の削減又は失権を検討し、取締役会に勧告する。

報酬のベンチマーク、市場慣行並びに新たな傾向及び規制改革を含む広範な問題に関する情報の提供を受ける

ため、取締役会附属報酬委員会は、社外の報酬コンサルタントを採用している。

当行の報酬の枠組みに関する更なる詳細については、第一部　第５　４「役員の状況」の「報酬報告書」を参

照のこと。取締役会附属報酬委員会は、報酬報告書を検討し、その承認を勧告する。
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リスク管理ガバナンス構造

当行のリスク管理ガバナンス構造は下表のとおりである。

 

取締役会 ・当行グループのリスク管理戦略及びリスク選好宣言全体の承認を行う

・APRA健全性基準3PS221：総合リスク・エクスポージャー並びに3PS222：グループ間の取引及び

エクスポージャーに従い、総合リスク・エクスポージャーに関する方針及び関係会社リスク管

理の枠組みの承認を行う

 

取締役会

附属リスク

及び

コンプライ

アンス

委員会

（「BRCC」）

・リスク管理戦略及び当行グループのリスク選好宣言を検討し、これらについて取締役会の承認

を得るために取締役会への勧告を行う

・当行グループのリスク選好宣言に沿ってリスク選好を設定する

・リスク管理の枠組み、方針及びプロセスを承認する

・取締役会により、CEO、CFO、CRO及び当行グループのその他の役員に委任された、信用リスク

の承認に関する権限に課される制限及び条件を検討し、承認する

・当行グループのリスクの構造及び調整がリスク選好と一致していることを監視し、当行グルー

プの業務に内在するリスクの特定、管理及び報告を監督する

・経済状況及び経営環境に関して予測される変化、並びに当行のリスク構造及びリスク選好に関

連するその他の要因を監視する

・取締役会による、APRA健全性基準CPS220リスク管理に基づくAPRAへのリスク管理に関する年次

申告を支援する

・経営陣の決定権を超えたリスクを承認することができる

 

リスク

管理を行う

その他の

取締役会

附属委員会

取締役会附属監査委員会

・財務書類及び財務報告システムの完全性並びに課税リスクに関する事項を監督する

 

取締役会附属報酬委員会

・当行グループの報酬に関する方針及び慣行を監督する

 

取締役会附属テクノロジー委員会

・当行グループのテクノロジーに関する戦略（主要なテクノロジー・プログラムに関連するリス

クを含む。）の実施を監督する

 

経営陣 ・取締役会が承認した戦略を遂行する

・承認されたリスク選好の範囲内で、当行グループの様々な戦略的目標及び業績目標を達成する

・各事業分野における主要リスク、自己資本充実度及び当行グループのレピュテーションを監視

する
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業務執行

リスク

委員会

 

ウエストパック・グループ業務執行リスク委員会

・取締役会により承認されたリスク選好に照らして、当行グループ全体における重要なリスク

の管理及び監督を主導する

・当行グループのリスク・ガバナンスに関するアプローチへの、リスク管理戦略の組み込みを

監督する

・リスクに関する管理の枠組み及びそれを支える主要な方針を監督する

・当行グループの重要なリスクを監督する

・レピュテーションに関するリスク及び持続可能性リスクの管理の枠組み並びにそれらを支え

る主要な方針を監督する

・新たに発生する信用リスク、オペレーショナル・リスク、コンプライアンス・リスク及び市

場リスクを特定し、それらの影響の評価及び適切な対応策の実施に関する責任を割り当てる

 

ウエストパック・グループ資産・負債委員会

・当行グループ全体の資金調達及び流動性リスク・リワードの最適化を主導する

・資本のレベル及び品質が当行グループのリスク構造、事業戦略及びリスク選好と釣り合うこ

とを確保するため、これらについて検討する

・流動性リスク管理の枠組み及び主要な方針を監督する

・当行の資金調達、流動性リスクの構造及びバランスシート・リスクの構造を監督する

・新たに発生する資金調達及び流動性リスク並びにそれらに対する適切な対応策を特定する

 

ウエストパック・グループ信用リスク委員会

・当行グループ全体における信用に関するリスク・リワードの最適化を主導する

・信用リスク管理の枠組み及びそれを支える主要な方針を検討し、監督する

・当行の信用リスクの構造を監督する

・新たに発生する信用リスクを特定し、その影響の評価に関する責任を割り当て、適切に対処

する

 

ウエストパック・グループ市場リスク委員会

・当行グループ全体における市場リスク、株式リスク及び保険リスクの最適化を主導する

・市場リスク、株式リスク及び保険リスクに関するリスク管理の枠組み、並びに市場リスク管

理に関する主要な方針を検討し、監督する

・取引及び非取引市場リスクの管理に関する方針及び制限を検討する

・市場リスク、株式リスク及び保険リスクの構造を検討し、監督する

 

ウエストパック・グループ・オペレーショナル・リスク及び金融犯罪委員会

・当行グループ全体におけるオペレーショナル・リスクの最適化を主導する

・オペレーショナル・リスク及び金融犯罪リスクに関するリスク管理の枠組み、並びにそれを

支える主要な方針を検討し、監督する

・当行のオペレーショナル・リスク及び金融犯罪リスクの構造を監督する

・新たに発生するオペレーショナル・リスク及び金融犯罪リスク、並びにその適切な対応策を

特定する
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業務執行

リスク

委員会

（続き）

ウエストパック・グループ報酬監督委員会

・当行グループ全体における報酬協定が、人材、リスク、財務、法務及びコンプライアンスの

観点から検討済みであることを保証する

・当行の報酬の枠組みにおけるすべての主要な段階にリスクが組み込まれるようにすることに

ついて責任を負う

・当行グループ報酬方針について検討及び取締役会附属報酬委員会への勧告のためのCEOへの勧

告を行い、当行グループ全体における報酬に関する協定が、当行の長期的な財務健全性及び

リスク管理の枠組みに沿った行動を奨励するものであることを保証する

・責任者（当行グループの法定役員資質規定指針の定義による。）、リスク及び財務管理担当

人員、並びに報酬合計の大部分が業績に連動しており、その活動が（個別に又は全体とし

て）当行の財務健全性に影響を及ぼすその他すべての従業員に関する報酬協定（グループ業

務執行役員に関するものを除く。）を検討し、監視する

・当行グループの変動報酬プールの総額を決定する基準及び根拠について検討し、取締役会附

属報酬委員会への勧告のためのCEOへの勧告を行う

 

リスク及び

コンプライア

ンス機能

リスク機能

・取締役会、取締役会附属委員会及び上級役員職による、リスク管理戦略及びこれを支えるリ

スク管理の枠組みの策定、維持及び検討を支援する

・取締役会が承認したリスク選好の範囲内で活動する

・リスク選好、リスクの集中の限度及び権限を定義する

・取締役会又は取締役会附属委員会に対し、リスク管理の枠組みの重大な違反又は重要な逸脱

を通知する

・新たに生じるリスク問題及びリスクの集中を監視する

・人材及び能力（システム及びデータを含む。）を監視する

・リスクに関する自らの責任を果たし、戦略を支えるために必要な技能及びツールを備えた人

材を維持する

 

コンプライアンス機能

・取締役会、取締役会附属委員会及び上級役員職による、コンプライアンス管理の枠組みの策

定、維持及び検討を支援する

・内部要件、規制上の要件及び法的要件の遵守を確保するための統制を設計、実施及び監視す

る

・統制及びコンプライアンスの設計、実施及び監視に関して独立した立場からの助言を行う

・コンプライアンスの基準について報告し、コンプライアンスの方針、コンプライアンスの計

画、統制及び手続の検討及び策定を指示する

・コンプライアンスに関する自らの責任を果たし、戦略を支えるために必要な技能及びツール

を備えた人材を維持する

 

独立

内部

レビュー

グループ監査

・リスクの管理統制の充足性及び有効性を検討する

 

部門別

事業分野

事業分野

・承認されたリスクに関する選好及び方針の範囲内で、各事業分野において発生するリスクを

特定し、評価し、管理する責任を負う

・適切なリスク管理及びコンプライアンスの統制、リソース並びに自主検証のプロセスを確立

し、維持する
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(2) 【監査報酬の内容等】

 

① 【外国監査公認会計士等に対する報酬の内容】

単位：千豪ドル（百万円）

区　　分
当連結会計年度 前連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

監査証明業務に
基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

提出会社
18,685
(1,652)

4,806
(425)

18,753
(1,440)

3,721
(286)

連結子会社
2,426
(214)

1,156
(102)

2,566
(197)

907
(70)

計
21,111
(1,866)

5,962
(527)

21,319
(1,638)

4,628
(355)

(注)　上記の表の日本円への換算は、便宜上各年度の９月の最終営業日時点の換算率により計算されている。

 

② 【その他重要な報酬の内容】

 

第一部　第６　１「財務書類」に対する注記39を参照のこと。

 

③ 【外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 

第一部　第６　１「財務書類」に対する注記39を参照のこと。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

 

第一部　第５　５「コーポレート・ガバナンスの状況等」の(1)のⅶ「財務報告」を参照のこと。
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第６ 【経理の状況】

（イ）本一般目的財務報告書は、1959年銀行法（改正後）に基づく認可預金受入機関に対する要件、オーストラリ

ア会計基準審議会（以下「AASB」という。）により公表されるオーストラリアの会計基準（以下「AAS」と

いう。）及び解釈指針並びに2001年会社法に従って作成されている。

　ウエストパック・バンキング・コーポレーションの採用した会計原則、会計手続及び表示方法と、日本に

おいて一般に公正妥当と認められている会計原則、会計手続及び表示方法との間の主な相違点に関しては第

一部　第６　４「オーストラリアと日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違」に説明されている。

　本書記載のウエストパック・バンキング・コーポレーションの財務書類は、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）第131条第１項

の規定の適用を受けている。

 

（ロ）本書記載のウエストパック・バンキング・コーポレーションの2017年９月30日に終了した事業年度の財務書

類は、オーストラリアの独立監査人であり、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１

条の３第７項に規定される外国監査法人等をいう。）であるプライスウォーターハウスクーパースの監査を

受けている。本書に金融商品取引法第193条の２第１項第１号に規定される監査証明に相当すると認められ

る証明に係るその独立監査人の監査報告書を添付している。

 

（ハ）以下に掲げる財務書類及び監査報告書のうち、英文（原文）は、ウエストパック・バンキング・コーポレー

ションがオーストラリアにおいて株主、オーストラリア証券取引所及びオーストラリア証券投資委員会に提

出した年次報告書の内容と同一であり、日本文はこれを翻訳したものである。

 

（ニ）本書記載のウエストパック・バンキング・コーポレーションの財務書類（原文）は豪ドルで表示されてい

る。「日本円」で表示されている金額は、「財務諸表等規則」第134条の規定に基づき、2017年９月29日現

在のブルームバーグ・モニターに表示された売買相場仲値、１豪ドル＝88.3845円の為替レートで換算され

た金額である。金額は百万円単位（四捨五入）で表示されている。日本円に換算された金額は、四捨五入の

ため合計欄の数値が総数と一致しない場合がある。なお、円表示額は単に便宜上の表示のためだけのもので

あり、豪ドル額が上記のレートで日本円に換算されることを意味するものではない。

 

（ホ）円換算額及び第一部　第６　２「主な資産・負債及び収支の内容」から第一部　第６　４「オーストラリア

と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違」までに記載されている事項は、原文の財務書類には含

まれておらず、当該事項における財務書類への参照事項を除き、上記（ロ）の会計監査の対象にもなってい

ない。
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１ 【財務書類】

(ⅰ)　損益計算書　9月30日終了事業年度

　　　ウエストパック・バンキング・コーポレーション

 

  連結 親会社

  2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 注記 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

受取利息 3 31,232 31,822 32,295 30,865 31,803

支払利息 3 (15,716) (16,674) (18,028) (17,765) (19,182)

純利息収益  15,516 15,148 14,267 13,100 12,621

利息以外の収益 4 6,286 5,837 7,375 6,131 4,617

純業務収益(業務費用および減損費用控除前)  21,802 20,985 21,642 19,231 17,238

業務費用 5 (9,434) (9,217) (9,473) (7,898) (7,572)

減損費用 6 (853) (1,124) (753) (870) (922)

税引前利益  11,515 10,644 11,416 10,463 8,744

法人税等 7 (3,518) (3,184) (3,348) (2,620) (2,437)

当期純利益  7,997 7,460 8,068 7,843 6,307

非支配株主持分に帰属する当期純利益  (7) (15) (56) - -

ウエストパック・バンキング・コーポレー
ション所有者に帰属する当期純利益

 7,990 7,445 8,012 7,843 6,307

  豪セント 豪セント 豪セント

 
1株当たり利益     

基本的 8 238.0 224.6 255.0

希薄化後 8 229.3 217.8 248.2

 

　上記の損益計算書は、添付の注記と併せて読まれなければならない。
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  連結 親会社

  2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 注記 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

受取利息 3 2,760,425 2,812,572 2,854,377 2,727,988 2,810,892

支払利息 3 (1,389,051) (1,473,723) (1,593,396) (1,570,151) (1,695,391)

純利息収益  1,371,374 1,338,848 1,260,982 1,157,837 1,115,501

利息以外の収益 4 555,585 515,900 651,836 541,885 408,071

純業務収益(業務費用および減損費用控除前)  1,926,959 1,854,749 1,912,817 1,699,722 1,523,572

業務費用 5 (833,819) (814,640) (837,266) (698,061) (669,247)

減損費用 6 (75,392) (99,344) (66,554) (76,895) (81,491)

税引前利益  1,017,748 940,765 1,008,997 924,767 772,834

法人税等 7 (310,937) (281,416) (295,911) (231,567) (215,393)

当期純利益  706,811 659,348 713,086 693,200 557,441

非支配株主持分に帰属する当期純利益  (619) (1,326) (4,950) - -

ウエストパック・バンキング・コーポレー
ション所有者に帰属する当期純利益

 706,192 658,023 708,137 693,200 557,441

  円 円 円

 
1株当たり利益     

基本的 8 210.4 198.5 225.4

希薄化後 8 202.7 192.5 219.4

 

　上記の損益計算書は、添付の注記と併せて読まれなければならない。
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(ⅱ)　包括利益計算書　9月30日終了事業年度

　　　ウエストパック・バンキング・コーポレーション

 

  連結 親会社

  2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

  百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

当期純利益  7,997 7,460 8,068 7,843 6,307

その他の包括利益       

後に損益に振替えられる可能性のある項目       

売却可能有価証券に係る利益/(損失)：       

　株主持分で認識  75 56 (148) 88 71

　損益計算書に振替  (3) (8) (73) (3) (1)

キャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ手段に
係る利益/(損失)：

      

　株主持分で認識  (91) (304) (59) (42) (193)

　損益計算書に振替  115 21 (131) 19 (106)

在外事業体の換算から生じる為替差額  (116) (238) 15 (77) (105)

株主持分に計上されたまたは株主持分から振
替えられた項目に係る法人税等：

      

　売却可能有価証券積立金  (18) (13) 67 (25) (19)

　キャッシュ・フロー・ヘッジ積立金  (6) 85 54 7 90

関連会社のその他の包括利益に対する持分：       

　株主持分で認識(税引後)  3 (17) 5 - -

　損益計算書に振替  9 - - - -

後に損益に振替えられることのない項目       

　公正価値で測定するものとして指定された
金融負債に係る自社の信用リスクの調整
(税引後)

 (164) (54) 160 (164) (54)

　株主持分で認識された確定給付債務の
再測定(税引後)

 190 (47) 111 182 (42)

当期その他の包括利益(税引後)  (6) (519) 1 (15) (359)

当期包括利益合計  7,991 6,941 8,069 7,828 5,948

以下に帰属：       

　ウエストパック・バンキング・コーポレー
ション所有者

 7,984 6,926 8,013 7,828 5,948

　非支配株主持分  7 15 56 - -

当期包括利益合計  7,991 6,941 8,069 7,828 5,948

 

　上記の包括利益計算書は、添付の注記と併せて読まれなければならない。
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  連結 親会社

  2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

  百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当期純利益  706,811 659,348 713,086 693,200 557,441

その他の包括利益       

後に損益に振替えられる可能性のある項目       

売却可能有価証券に係る利益/(損失)：       

　株主持分で認識  6,629 4,950 (13,081) 7,778 6,275

　損益計算書に振替  (265) (707) (6,452) (265) (88)

キャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ手段に
係る利益/(損失)：

      

　株主持分で認識  (8,043) (26,869) (5,215) (3,712) (17,058)

　損益計算書に振替  10,164 1,856 (11,578) 1,679 (9,369)

在外事業体の換算から生じる為替差額  (10,253) (21,036) 1,326 (6,806) (9,280)

株主持分に計上されたまたは株主持分から振
替えられた項目に係る法人税等：

      

　売却可能有価証券積立金  (1,591) (1,149) 5,922 (2,210) (1,679)

　キャッシュ・フロー・ヘッジ積立金  (530) 7,513 4,773 619 7,955

関連会社のその他の包括利益に対する持分：       

　株主持分で認識(税引後)  265 (1,503) 442 - -

　損益計算書に振替  795 - - - -

後に損益に振替えられることのない項目       

　公正価値で測定するものとして指定された
金融負債に係る自社の信用リスクの調整
(税引後)

 (14,495) (4,773) 14,142 (14,495) (4,773)

　株主持分で認識された確定給付債務の
再測定(税引後)

 16,793 (4,154) 9,811 16,086 (3,712)

当期その他の包括利益(税引後)  (530) (45,872) 88 (1,326) (31,730)

当期包括利益合計  706,281 613,477 713,175 691,874 525,711

以下に帰属：       

　ウエストパック・バンキング・コーポレー
ション所有者

 705,662 612,151 708,225 691,874 525,711

　非支配株主持分  619 1,326 4,950 - -

当期包括利益合計  706,281 613,477 713,175 691,874 525,711

 

　上記の包括利益計算書は、添付の注記と併せて読まれなければならない。
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(ⅲ)　貸借対照表　9月30日現在

　　　ウエストパック・バンキング・コーポレーション

 

  連結 親会社

  2017年 2016年 2017年 2016年

 注記 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

資産      

現金および中央銀行預け金 41 18,397 17,015 16,405 15,186

他の金融機関に対する債権 10 7,128 9,951 6,357 8,325

商品有価証券および公正価値で測定するもの
として指定された金融資産

11 25,324 21,168 22,946 18,562

金融派生商品 21 24,033 32,227 23,823 32,090

売却可能有価証券 12 60,710 60,665 55,800 56,161

貸付金 13 684,919 661,926 606,237 579,739

生命保険に関する資産 15 10,643 14,192 - -

海外における中央銀行への法定準備預金  1,048 1,390 945 1,269

子会社債権  - - 142,455 143,549

子会社に対する投資  - - 3,975 4,622

関連会社に対する投資 35 60 726 46 -

不動産および設備  1,487 1,737 1,250 1,458

繰延税金資産
1 7 1,112 1,351 1,053 1,399

無形資産
1 26 11,652 11,721 9,259 9,305

その他の資産 27 5,362 5,133 4,318 4,055

資産合計  851,875 839,202 894,869 875,720

負債      

他の金融機関に対する債務 16 21,907 18,209 21,775 18,141

預金およびその他の借入金 17 533,591 513,071 477,693 455,742

損益計算書を通じて公正価値で測定する
その他の金融負債

18 4,056 4,752 4,038 4,371

金融派生商品 21 25,375 36,076 24,911 35,209

発行済債券 19 168,356 169,902 144,116 145,576

未払法人税等  308 385 234 314

生命保険債務 15 9,019 12,361 - -

子会社債務  - - 143,834 142,808

引当金 28 1,462 1,420 1,295 1,267

繰延税金負債 7 10 36 - -

その他の負債 29 8,783 9,004 7,126 7,286

借入資本を除く負債合計  772,867 765,216 825,022 810,714

借入資本 20 17,666 15,805 17,666 15,805

負債合計  790,533 781,021 842,688 826,519

純資産  61,342 58,181 52,181 49,201
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  連結 親会社

  2017年 2016年 2017年 2016年

 注記 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

株主持分      

株式資本：      

　普通株式 32 34,889 33,469 34,889 33,469

　自己株式およびRSP自己株式 32 (495) (455) (437) (369)

積立金 32 794 727 858 790

利益剰余金  26,100 24,379 16,871 15,311

ウエストパック・バンキング・コーポレー
ション所有者に帰属する株主持分合計

 61,288 58,120 52,181 49,201

非支配株主持分 32 54 61 - -

株主持分および非支配株主持分合計  61,342 58,181 52,181 49,201

 

1　比較数値は会計方針の変更を反映して修正されている。注記1(ⅳ)を参照のこと。

 

　上記の貸借対照表は、添付の注記と併せて読まれなければならない。
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  連結 親会社

  2017年 2016年 2017年 2016年

 注記 百万円 百万円 百万円 百万円

資産      

現金および中央銀行預け金 41 1,626,010 1,503,862 1,449,948 1,342,207

他の金融機関に対する債権 10 630,005 879,514 561,860 735,801

商品有価証券および公正価値で測定するもの
として指定された金融資産

11 2,238,249 1,870,923 2,028,071 1,640,593

金融派生商品 21 2,124,145 2,848,367 2,105,584 2,836,259

売却可能有価証券 12 5,365,823 5,361,846 4,931,855 4,963,762

貸付金 13 60,536,223 58,503,999 53,581,954 51,239,942

生命保険に関する資産 15 940,676 1,254,353 - -

海外における中央銀行への法定準備預金  92,627 122,854 83,523 112,160

子会社債権  - - 12,590,814 12,687,507

子会社に対する投資  - - 351,328 408,513

関連会社に対する投資 35 5,303 64,167 4,066 -

不動産および設備  131,428 153,524 110,481 128,865

繰延税金資産
1 7 98,284 119,407 93,069 123,650

無形資産
1 26 1,029,856 1,035,955 818,352 822,418

その他の資産 27 473,918 453,678 381,644 358,399

資産合計  75,292,546 74,172,449 79,092,549 77,400,074

負債      

他の金融機関に対する債務 16 1,936,239 1,609,393 1,924,572 1,603,383

預金およびその他の借入金 17 47,161,174 45,347,524 42,220,657 40,280,529

損益計算書を通じて公正価値で測定する
その他の金融負債

18 358,488 420,003 356,897 386,329

金融派生商品 21 2,242,757 3,188,559 2,201,746 3,111,930

発行済債券 19 14,880,061 15,016,703 12,737,621 12,866,662

未払法人税等  27,222 34,028 20,682 27,753

生命保険債務 15 797,140 1,092,521 - -

子会社債務  - - 12,712,696 12,622,014

引当金 28 129,218 125,506 114,458 111,983

繰延税金負債 7 884 3,182 - -

その他の負債 29 776,281 795,814 629,828 643,969

借入資本を除く負債合計  68,309,463 67,633,234 72,919,157 71,654,552

借入資本 20 1,561,401 1,396,917 1,561,401 1,396,917

負債合計  69,870,864 69,030,151 74,480,558 73,051,469

純資産  5,421,682 5,142,299 4,611,992 4,348,606
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  連結 親会社

  2017年 2016年 2017年 2016年

 注記 百万円 百万円 百万円 百万円

株主持分      

株式資本：      

　普通株式 32 3,083,647 2,958,141 3,083,647 2,958,141

　自己株式およびRSP自己株式 32 (43,750) (40,215) (38,624) (32,614)

積立金 32 70,177 64,256 75,834 69,824

利益剰余金  2,306,835 2,154,726 1,491,135 1,353,255

ウエストパック・バンキング・コーポレー
ション所有者に帰属する株主持分合計

 5,416,909 5,136,907 4,611,992 4,348,606

非支配株主持分 32 4,773 5,391 - -

株主持分および非支配株主持分合計  5,421,682 5,142,299 4,611,992 4,348,606

 

1　比較数値は会計方針の変更を反映して修正されている。注記1(ⅳ)を参照のこと。

 

　上記の貸借対照表は、添付の注記と併せて読まれなければならない。
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(ⅳ)　持分変動計算書　9月30日終了事業年度

　　　ウエストパック・バンキング・コーポレーション

連結

 

 
株式資本
(注記32)

積立金
(注記32)

利益剰余金

ウエスト
パック・バ
ンキング・
コーポレー
ション
所有者に帰
属する株主
持分合計

非支配株主
持分
(注記32)

株式持分
および
非支配株主
持分
合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

2014年10月1日現在残高 26,639 1,176 20,641 48,456 881 49,337

当期純利益 - - 8,012 8,012 56 8,068

当期その他の包括利益純額 - (270) 271 1 - 1

当期包括利益合計 - (270) 8,283 8,013 56 8,069

株主持分保有者としての取引       

普通株式配当金
1 - - (5,752) (5,752) - (5,752)

配当金株式再投資制度 1,412 - - 1,412 - 1,412

配当金株式再投資制度の引受 1,000 - - 1,000 - 1,000

その他の株主持分の増減       

株式報酬制度 - 141 - 141 - 141

従業員株式オプションおよび新株
引受権の行使

16 - - 16 - 16

株式の購入(発行費用控除後) (91) - - (91) - (91)

自己株式の(取得)/処分 (81) - - (81) - (81)

被支配会社の売却 - - - - (105) (105)

その他 - (16) - (16) (15) (31)

拠出金および分配金合計 2,256 125 (5,752) (3,371) (120) (3,491)

2015年9月30日現在残高 28,895 1,031 23,172 53,098 817 53,915

当期純利益 - - 7,445 7,445 15 7,460

当期その他の包括利益純額 - (418) (101) (519) - (519)

当期包括利益合計 - (418) 7,344 6,926 15 6,941

株主持分保有者としての取引       

普通株式配当金
1 - - (6,128) (6,128) - (6,128)

配当金株式再投資制度 726 - - 726 - 726

株主割当による新株発行 3,510 - - 3,510 - 3,510

その他の株主持分の増減       

株式報酬制度 - 116 - 116 - 116

従業員株式オプションおよび新株
引受権の行使

2 - - 2 - 2

株式の購入(発行費用控除後) (49) - - (49) - (49)

自己株式の(取得)/処分 (70) - - (70) - (70)

その他
2 - (2) (9) (11) (771) (782)

拠出金および分配金合計 4,119 114 (6,137) (1,904) (771) (2,675)

2016年9月30日現在残高 33,014 727 24,379 58,120 61 58,181

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

210/538



 

 
株式資本
(注記32)

積立金
(注記32)

利益剰余金

ウエスト
パック・バ
ンキング・
コーポレー
ション
所有者に帰
属する株主
持分合計

非支配株主
持分
(注記32)

株式持分
および
非支配株主
持分
合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

当期純利益 - - 7,990 7,990 7 7,997

当期その他の包括利益純額 - (32) 26 (6) - (6)

当期包括利益合計 - (32) 8,016 7,984 7 7,991

株主持分保有者としての取引       

普通株式配当金
1 - - (6,291) (6,291) - (6,291)

配当金株式再投資制度 1,452 - - 1,452 - 1,452

その他の株主持分の増減       

株式報酬制度 - 98 - 98 - 98

従業員株式オプションおよび新株
引受権の行使

11 - - 11 - 11

株式の購入(発行費用控除後) (43) - - (43) - (43)

自己株式の(取得)/処分 (40) - - (40) - (40)

その他 - 1 (4) (3) (14) (17)

拠出金および分配金合計 1,380 99 (6,295) (4,816) (14) (4,830)

2017年9月30日現在残高 34,394 794 26,100 61,288 54 61,342

 

1　2017年度の内訳は、2017年度中間配当金1株当たり94豪セント(3,150百万豪ドル)および2016年度最終配当金1株当たり94豪

セント(3,141百万豪ドル)(2016年度：2016年度中間配当金1株当たり94豪セント(3,130百万豪ドル)および2015年度最終配当

金1株当たり94豪セント(2,998百万豪ドル)、2015年度：2015年度中間配当金1株当たり93豪セント(2,897百万豪ドル)および

2014年度最終配当金1株当たり92豪セント(2,855百万豪ドル))であり、30％の税率で全額フランキング済である。

2　2016年6月30日に2006年度TPSは全額償還された。

 

　上記の持分変動計算書は、添付の注記と併せて読まれなければならない。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

211/538



連結

 

 
株式資本
(注記32)

積立金
(注記32)

利益剰余金

ウエスト
パック・バ
ンキング・
コーポレー
ション
所有者に帰
属する株主
持分合計

非支配株主
持分
(注記32)

株式持分
および
非支配株主
持分
合計

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2014年10月1日現在残高 2,354,475 103,940 1,824,344 4,282,759 77,867 4,360,626

当期純利益 - - 708,137 708,137 4,950 713,086

当期その他の包括利益純額 - (23,864) 23,952 88 - 88

当期包括利益合計 - (23,864) 732,089 708,225 4,950 713,175

株主持分保有者としての取引       

普通株式配当金
1 - - (508,388) (508,388) - (508,388)

配当金株式再投資制度 124,799 - - 124,799 - 124,799

配当金株式再投資制度の引受 88,385 - - 88,385 - 88,385

その他の株主持分の増減       

株式報酬制度 - 12,462 - 12,462 - 12,462

従業員株式オプションおよび新株
引受権の行使

1,414 - - 1,414 - 1,414

株式の購入(発行費用控除後) (8,043) - - (8,043) - (8,043)

自己株式の(取得)/処分 (7,159) - - (7,159) - (7,159)

被支配会社の売却 - - - - (9,280) (9,280)

その他 - (1,414) - (1,414) (1,326) (2,740)

拠出金および分配金合計 199,395 11,048 (508,388) (297,944) (10,606) (308,550)

2015年9月30日現在残高 2,553,870 91,124 2,048,046 4,693,040 72,210 4,765,250

当期純利益 - - 658,023 658,023 1,326 659,348

当期その他の包括利益純額 - (36,945) (8,927) (45,872) - (45,872)

当期包括利益合計 - (36,945) 649,096 612,151 1,326 613,477

株主持分保有者としての取引       

普通株式配当金
1 - - (541,620) (541,620) - (541,620)

配当金株式再投資制度 64,167 - - 64,167 - 64,167

株主割当による新株発行 310,230 - - 310,230 - 310,230

その他の株主持分の増減       

株式報酬制度 - 10,253 - 10,253 - 10,253

従業員株式オプションおよび新株
引受権の行使

177 - - 177 - 177

株式の購入(発行費用控除後) (4,331) - - (4,331) - (4,331)

自己株式の(取得)/処分 (6,187) - - (6,187) - (6,187)

その他
2 - (177) (795) (972) (68,144) (69,117)

拠出金および分配金合計 364,056 10,076 (542,416) (168,284) (68,144) (236,429)

2016年9月30日現在残高 2,917,926 64,256 2,154,726 5,136,907 5,391 5,142,299

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書
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株式資本
(注記32)

積立金
(注記32)

利益剰余金

ウエスト
パック・バ
ンキング・
コーポレー
ション
所有者に帰
属する株主
持分合計

非支配株主
持分
(注記32)

株式持分
および
非支配株主
持分
合計

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当期純利益 - - 706,192 706,192 619 706,811

当期その他の包括利益純額 - (2,828) 2,298 (530) - (530)

当期包括利益合計 - (2,828) 708,490 705,662 619 706,281

株主持分保有者としての取引       

普通株式配当金
1 - - (556,027) (556,027) - (556,027)

配当金株式再投資制度 128,334 - - 128,334 - 128,334

その他の株主持分の増減       

株式報酬制度 - 8,662 - 8,662 - 8,662

従業員株式オプションおよび新株
引受権の行使

972 - - 972 - 972

株式の購入(発行費用控除後) (3,801) - - (3,801) - (3,801)

自己株式の(取得)/処分 (3,535) - - (3,535) - (3,535)

その他 - 88 (354) (265) (1,237) (1,503)

拠出金および分配金合計 121,971 8,750 (556,380) (425,660) (1,237) (426,897)

2017年9月30日現在残高 3,039,896 70,177 2,306,835 5,416,909 4,773 5,421,682

 

1　2017年度の内訳は、2017年度中間配当金1株当たり83円(278,411百万円)および2016年度最終配当金1株当たり83円(277,616

百万円)(2016年度：2016年度中間配当金1株当たり83円(276,643百万円)および2015年度最終配当金1株当たり83円(264,977

百万円)、2015年度：2015年度中間配当金1株当たり82円(256,050百万円)および2014年度最終配当金1株当たり81円(252,338

百万円))であり、30％の税率で全額フランキング済である。

2　2016年6月30日に2006年度TPSは全額償還された。

 

　上記の持分変動計算書は、添付の注記と併せて読まれなければならない。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書
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親会社

 

 
株式資本
(注記32)

積立金
(注記32)

利益剰余金

ウエスト
パック・バ
ンキング・
コーポレー
ション
所有者に帰
属する株主
持分合計

転換社債
(注記32)

株式持分
および
その他エク
イティ商品
合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

2015年10月1日現在残高 28,972 940 15,248 45,160 755 45,915

当期純利益 - - 6,307 6,307 - 6,307

当期その他の包括利益純額 - (263) (96) (359) - (359)

当期包括利益合計 - (263) 6,211 5,948 - 5,948

株主持分保有者としての取引       

普通株式配当金
1 - - (6,129) (6,129) - (6,129)

配当金株式再投資制度 726 - - 726 - 726

株主割当による新株発行 3,510 - - 3,510 - 3,510

転換社債に係る分配金 - - (11) (11) - (11)

その他の株主持分の増減       

株式報酬制度 - 113 - 113 - 113

従業員株式オプションおよび新株
引受権の行使

2 - - 2 - 2

株式の購入(発行費用控除後) (49) - - (49) - (49)

自己株式の(取得)/処分 (61) - - (61) - (61)

その他
2 - - (8) (8) (755) (763)

拠出金および分配金合計 4,128 113 (6,148) (1,907) (755) (2,662)

2016年9月30日現在残高 33,100 790 15,311 49,201 - 49,201

当期純利益 - - 7,843 7,843 - 7,843

当期その他の包括利益純額 - (33) 18 (15) - (15)

当期包括利益合計 - (33) 7,861 7,828 - 7,828

株主持分保有者としての取引       

普通株式配当金
1 - - (6,301) (6,301) - (6,301)

配当金株式再投資制度 1,452 - - 1,452 - 1,452

その他の株主持分の増減       

株式報酬制度 - 101 - 101 - 101

従業員株式オプションおよび新株
引受権の行使

11 - - 11 - 11

株式の購入(発行費用控除後) (43) - - (43) - (43)

自己株式の(取得)/処分 (68) - - (68) - (68)

その他 - - - - - -

拠出金および分配金合計 1,352 101 (6,301) (4,848) - (4,848)

2017年9月30日現在残高 34,452 858 16,871 52,181 - 52,181

 

1　2017年度の内訳は、2017年度中間配当金1株当たり94豪セント(3,156百万豪ドル)および2016年度最終配当金1株当たり94豪

セント(3,145百万豪ドル)(2016年度：2016年度中間配当金1株当たり94豪セント(3,136百万豪ドル)および2015年度最終配当

金1株当たり94豪セント(2,993百万豪ドル))であり、30％の税率で全額フランキング済である。

2　2016年6月30日に2006年度TPSは全額償還された。

 

　上記の持分変動計算書は、添付の注記と併せて読まれなければならない。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書
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親会社

 

 
株式資本
(注記32)

積立金
(注記32)

利益剰余金

ウエスト
パック・バ
ンキング・
コーポレー
ション
所有者に帰
属する株主
持分合計

転換社債
(注記32)

株式持分
および
その他エク
イティ商品
合計

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2015年10月1日現在残高 2,560,676 83,081 1,347,687 3,991,444 66,730 4,058,174

当期純利益 - - 557,441 557,441 - 557,441

当期その他の包括利益純額 - (23,245) (8,485) (31,730) - (31,730)

当期包括利益合計 - (23,245) 548,956 525,711 - 525,711

株主持分保有者としての取引       

普通株式配当金
1 - - (541,709) (541,709) - (541,709)

配当金株式再投資制度 64,167 - - 64,167 - 64,167

株主割当による新株発行 310,230 - - 310,230 - 310,230

転換社債に係る分配金 - - (972) (972) - (972)

その他の株主持分の増減       

株式報酬制度 - 9,987 - 9,987 - 9,987

従業員株式オプションおよび新株
引受権の行使

177 - - 177 - 177

株式の購入(発行費用控除後) (4,331) - - (4,331) - (4,331)

自己株式の(取得)/処分 (5,391) - - (5,391) - (5,391)

その他
2 - - (707) (707) (66,730) (67,437)

拠出金および分配金合計 364,851 9,987 (543,388) (168,549) (66,730) (235,280)

2016年9月30日現在残高 2,925,527 69,824 1,353,255 4,348,606 - 4,348,606

当期純利益 - - 693,200 693,200 - 693,200

当期その他の包括利益純額 - (2,917) 1,591 (1,326) - (1,326)

当期包括利益合計 - (2,917) 694,791 691,874 - 691,874

株主持分保有者としての取引       

普通株式配当金
1 - - (556,911) (556,911) - (556,911)

配当金株式再投資制度 128,334 - - 128,334 - 128,334

その他の株主持分の増減       

株式報酬制度 - 8,927 - 8,927 - 8,927

従業員株式オプションおよび新株
引受権の行使

972 - - 972 - 972

株式の購入(発行費用控除後) (3,801) - - (3,801) - (3,801)

自己株式の(取得)/処分 (6,010) - - (6,010) - (6,010)

その他 - - - - - -

拠出金および分配金合計 119,496 8,927 (556,911) (428,488) - (428,488)

2017年9月30日現在残高 3,045,023 75,834 1,491,135 4,611,992 - 4,611,992

 

1　2017年度の内訳は、2017年度中間配当金1株当たり83円(278,941百万円)および2016年度最終配当金1株当たり83円(277,969

百万円)(2016年度：2016年度中間配当金1株当たり83円(277,174百万円)および2015年度最終配当金1株当たり83円(264,535

百万円))であり、30％の税率で全額フランキング済である。

2　2016年6月30日に2006年度TPSは全額償還された。

 

　上記の持分変動計算書は、添付の注記と併せて読まれなければならない。
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(ⅴ)　キャッシュ・フロー計算書　9月30日終了事業年度

　　　ウエストパック・バンキング・コーポレーション

 

  連結 親会社

  2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 注記 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

営業活動によるキャッシュ・フロー       

利息受取額  31,133 31,817 32,377 30,784 31,812

利息支払額  (15,415) (16,721) (18,319) (17,458) (19,221)

配当金受取額(生命保険事業を除く)  27 43 12 1,861 960

利息以外の収益受取額  5,064 5,050 5,289 4,457 3,426

業務費用支払額  (7,966) (8,106) (7,502) (6,748) (6,496)

法人税等支払額(生命保険事業を除く)  (3,388) (3,373) (3,322) (3,192) (3,143)

生命保険事業：       

　　保険契約者および顧客からの入金  2,239 1,893 1,921 - -

　　利息その他類似の項目  24 30 33 - -

　　配当金受取額  433 348 328 - -

　　保険契約者およびサプライヤーへの支払  (1,861) (1,642) (1,754) - -

　　法人税等支払額  (164) (96) (104) - -

営業資産および負債の増減考慮前の
営業活動からのキャッシュ・フロー

 10,126 9,243 8,959 9,704 7,338

純(増)/減：       

　　商品有価証券および公正価値で測定するも
のとして指定された金融資産

 (5,054) 6,755 21,538 (5,194) 6,706

　　貸付金  (26,815) (38,082) (39,569) (27,677) (35,852)

　　他の金融機関に対する債権  2,653 (896) (1,000) 1,817 (128)

　　生命保険に関する資産および負債  219 (253) (191) - -

　　海外における中央銀行への法定準備預金  308 (209) 497 294 (219)

　　金融派生商品  (5,042) (5,107) 11,730 (5,378) (3,796)

　　その他の資産  200 (476) 95 136 4

純増/(減)：       

　　損益計算書を通じて公正価値で測定する
その他の金融負債

 (681) (4,488) (10,027) (325) (4,861)

　　預金およびその他の借入金  23,062 38,771 8,526 22,518 33,508

　　他の金融機関に対する債務  3,859 (73) (1,194) 3,792 459

　　その他の負債  (15) 312 95 78 284

営業活動から得た/(に使用した)現金・
預金(純額)

41 2,820 5,497 (541) (235) 3,443

投資活動によるキャッシュ・フロー       

売却可能有価証券による収入  25,717 18,779 8,471 23,707 14,357

売却可能有価証券の購入  (27,028) (24,724) (26,551) (24,820) (20,149)

被支配会社に対する投資の純(増)/減  - - - 640 (37)

被支配会社債権/債務の純増減  - - - 2,999 888

無形資産の購入  (766) (707) (630) (692) (625)

不動産および設備の購入  (264) (521) (677) (203) (441)

不動産および設備の売却による収入  65 32 24 55 17

関連会社に対する投資の純(増)/減  (52) - - (46) -

関連会社の売却による収入  630 - - - -

被支配会社の売却による収入(処分現金控除後) 41 - (104) 648 - (104)

投資活動から得た/(に使用した)現金・
預金(純額)

 (1,698) (7,245) (18,715) 1,640 (6,094)
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  連結 親会社

  2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 注記 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

財務活動によるキャッシュ・フロー       

借入資本の発行(発行費用控除後)  4,437 3,596 2,244 4,437 3,596

借入資本の償還  (2,188) (1,444) - (2,188) (1,444)

発行済債券の純増/(減)  3,249 5,213 6,826 2,746 5,674

株主割当による新株発行の収入  - 3,510 - - 3,510

配当金株式再投資制度の引受  - - 1,000 - -

従業員オプションの行使による収入  11 2 16 11 2

従業員オプションおよび新株引受権の行使に
係る株式の購入

 (17) (24) (73) (17) (24)

従業員株式制度への引渡しのために買戻した
株式

 (27) (27) (27) (27) (27)

RSP自己株式の買戻し  (68) (62) (69) (68) (62)

その他の自己株式の売却/(買戻し)純額  7 (8) (12) - 1

配当金の支払  (4,839) (5,402) (4,340) (4,849) (5,414)

非支配株主持分に対する分配金の支払  (13) (18) (52) - -

2006年度信託優先証券の償還  - (763) - - (763)

財務活動から得た/(に使用した)現金・
預金(純額)

 552 4,573 5,513 45 5,049

現金・預金および現金等価物の純増/(減)額  1,674 2,825 (13,743) 1,450 2,398

現金・預金および現金等価物の為替相場変動に
よる影響額

 (292) (580) 2,753 (231) (584)

現金・預金および現金等価物の期首残高  17,015 14,770 25,760 15,186 13,372

現金・預金および現金等価物の期末残高 41 18,397 17,015 14,770 16,405 15,186

 

　上記のキャッシュ・フロー計算書は、添付の注記と併せて読まれなければならない。営業活動(に使用した)/から得た現金・

預金(純額)から当期純利益への詳しい調整表は、注記41に記載されている。
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  連結 親会社

  2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 注記 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー       

利息受取額  2,751,675 2,812,130 2,861,625 2,720,828 2,811,688

利息支払額  (1,362,447) (1,477,877) (1,619,116) (1,543,017) (1,698,838)

配当金受取額(生命保険事業を除く)  2,386 3,801 1,061 164,484 84,849

利息以外の収益受取額  447,579 446,342 467,466 393,930 302,805

業務費用支払額  (704,071) (716,445) (663,061) (596,419) (574,146)

法人税等支払額(生命保険事業を除く)  (299,447) (298,121) (293,613) (282,123) (277,792)

生命保険事業：       

　　保険契約者および顧客からの入金  197,893 167,312 169,787 - -

　　利息その他類似の項目  2,121 2,652 2,917 - -

　　配当金受取額  38,270 30,758 28,990 - -

　　保険契約者およびサプライヤーへの支払  (164,484) (145,127) (155,026) - -

　　法人税等支払額  (14,495) (8,485) (9,192) - -

営業資産および負債の増減考慮前の
営業活動からのキャッシュ・フロー

 894,981 816,938 791,837 857,683 648,565

純(増)/減：       

　　商品有価証券および公正価値で測定するも
のとして指定された金融資産

 (446,695) 597,037 1,903,625 (459,069) 592,706

　　貸付金  (2,370,030) (3,365,859) (3,497,286) (2,446,218) (3,168,761)

　　他の金融機関に対する債権  234,484 (79,193) (88,385) 160,595 (11,313)

　　生命保険に関する資産および負債  19,356 (22,361) (16,881) - -

　　海外における中央銀行への法定準備預金  27,222 (18,472) 43,927 25,985 (19,356)

　　金融派生商品  (445,635) (451,380) 1,036,750 (475,332) (335,508)

　　その他の資産  17,677 (42,071) 8,397 12,020 354

純増/(減)：       

　　損益計算書を通じて公正価値で測定する
その他の金融負債

 (60,190) (396,670) (886,231) (28,725) (429,637)

　　預金およびその他の借入金  2,038,323 3,426,755 753,566 1,990,242 2,961,588

　　他の金融機関に対する債務  341,076 (6,452) (105,531) 335,154 40,568

　　その他の負債  (1,326) 27,576 8,397 6,894 25,101

営業活動から得た/(に使用した)現金・
預金(純額)

41 249,244 485,850 (47,816) (20,770) 304,308

投資活動によるキャッシュ・フロー       

売却可能有価証券による収入  2,272,984 1,659,773 748,705 2,095,331 1,268,936

売却可能有価証券の購入  (2,388,856) (2,185,218) (2,346,697) (2,193,703) (1,780,859)

被支配会社に対する投資の純(増)/減  - - - 56,566 (3,270)

被支配会社債権/債務の純増減  - - - 265,065 78,485

無形資産の購入  (67,703) (62,488) (55,682) (61,162) (55,240)

不動産および設備の購入  (23,334) (46,048) (59,836) (17,942) (38,978)

不動産および設備の売却による収入  5,745 2,828 2,121 4,861 1,503

関連会社に対する投資の純(増)/減  (4,596) - - (4,066) -

関連会社の売却による収入  55,682 - - - -

被支配会社の売却による収入(処分現金控除後) 41 - (9,192) 57,273 - (9,192)

投資活動から得た/(に使用した)現金・
預金(純額)

 (150,077) (640,346) (1,654,116) 144,951 (538,615)
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  連結 親会社

  2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 注記 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー       

借入資本の発行(発行費用控除後)  392,162 317,831 198,335 392,162 317,831

借入資本の償還  (193,385) (127,627) - (193,385) (127,627)

発行済債券の純増/(減)  287,161 460,748 603,313 242,704 501,494

株主割当による新株発行の収入  - 310,230 - - 310,230

配当金株式再投資制度の引受  - - 88,385 - -

従業員オプションの行使による収入  972 177 1,414 972 177

従業員オプションおよび新株引受権の行使に
係る株式の購入

 (1,503) (2,121) (6,452) (1,503) (2,121)

従業員株式制度への引渡しのために買戻した
株式

 (2,386) (2,386) (2,386) (2,386) (2,386)

RSP自己株式の買戻し  (6,010) (5,480) (6,099) (6,010) (5,480)

その他の自己株式の売却/(買戻し)純額  619 (707) (1,061) - 88

配当金の支払  (427,693) (477,453) (383,589) (428,576) (478,514)

非支配株主持分に対する分配金の支払  (1,149) (1,591) (4,596) - -

2006年度信託優先証券の償還  - (67,437) - - (67,437)

財務活動から得た/(に使用した)現金・
預金(純額)

 48,788 404,182 487,264 3,977 446,253

現金・預金および現金等価物の純増/(減)額  147,956 249,686 (1,214,668) 128,158 211,946

現金・預金および現金等価物の為替相場変動に
よる影響額

 (25,808) (51,263) 243,323 (20,417) (51,617)

現金・預金および現金等価物の期首残高  1,503,862 1,305,439 2,276,785 1,342,207 1,181,878

現金・預金および現金等価物の期末残高 41 1,626,010 1,503,862 1,305,439 1,449,948 1,342,207

 

　上記のキャッシュ・フロー計算書は、添付の注記と併せて読まれなければならない。営業活動(に使用した)/から得た現金・

預金(純額)から当期純利益への詳しい調整表は、注記41に記載されている。
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(ⅵ) 財務書類注記

 

注記1.　財務書類の作成

 

　2017年9月30日終了事業年度におけるウエストパック・バンキング・コーポレーション(以下「親会社」とい

う。)およびその被支配会社(以下「当行グループ」または「ウエストパック」という。)の当財務報告書は、2017

年11月6日に取締役会によって公表を承認された。取締役会は、当財務報告書を修正および再発行する権限を有し

ている。

　主要な会計方針は、以下および関連する財務書類注記に詳述されている。金融資産および金融負債の認識および

認識の中止に関する会計方針は、注記10の前に記載されている。これらの会計方針は、複雑な残高に関して採用さ

れる、また会計基準によって会計方針の選択が認められている場合の会計処理の詳細を規定している。これらの方

針は、別途記載のない限り、全表示期間に一貫して適用されている。

 

a.　作成基準

(ⅰ)　会計基準

 

　当財務報告書は、以下に準拠して作成された一般目的財務報告書である。

・　1959年銀行法(改正後)に基づく認可預金受入機関に対する要件

・　オーストラリア会計基準審議会(以下「AASB」という。)が公表したオーストラリア会計基準(以下「AAS」とい

う。)および解釈指針

・　2001年会社法

 

　ウエストパック・バンキング・コーポレーションは、当財務報告書の作成目的上、営利目的企業である。

　当財務報告書は、国際会計基準審議会(以下「IASB」という。)が公表した国際財務報告基準(以下「IFRS」とい

う。)、およびIFRS解釈指針委員会(以下「IFRIC」という。)が公表した解釈指針も遵守している。当財務報告書に

はまた、米国証券取引委員会(以下「米国SEC」という。)が外国の登録会社について要求している追加の開示も含

まれている。

　別途記載のない限り、すべての金額は、ASIC通達(財務/取締役報告書における四捨五入)金融商品2016/191に従

い、百万豪ドル単位に四捨五入されている。

 

(ⅱ)　取得原価主義

 

　当財務報告書は取得原価主義に基づき作成されており、売却可能有価証券、ならびに損益計算書を通じてまたは

その他の包括利益において公正価値で測定する金融資産および負債(金融派生商品を含む)に対して公正価値会計を

適用することにより修正されている。
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(ⅲ)　比較数値の修正

 

　比較情報は、当事業年度の表示変更に一致するように、また、比較可能性を高めるために、必要に応じて修正さ

れている。

 

(ⅳ)　会計方針の変更

 

　2016年11月に、IFRS解釈指針委員会(以下「IFRIC」という。)は、繰延税金の測定にあたって耐用年数を確定で

きない無形資産について見込まれる回収方法を対象とした決定書のアジェンダを公表した。

　IFRICは、事業体が耐用年数を確定できない無形資産を償却しないからといって、当該無形資産が無限の耐用年

数を有するわけではなく、また、事業体は当該資産の帳簿価額を使用ではなく売却のみを通じて回収することがあ

るとの判断を下した。

　これにより当行グループは、事業結合により取得した耐用年数を確定できない無形資産である当行グループのブ

ランドに係る繰延税金資産の処理方法について会計方針を遡及的に変更した。繰延税金資産は、当該無形資産が使

用を通じて回収される見込みであることから、当該無形資産の帳簿価額と課税標準額との差額全額を基に算定され

た。

　会計方針の変更により、当行グループの連結財務書類に以下の修正が行われている。

 

貸借対照表 連結 親会社

 
2016年9月
30日現在
報告額

調整額
2016年9月
30日現在

修正再表示額

2016年9月
30日現在
報告額

調整額
2016年9月
30日現在

修正再表示額

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

資産       

繰延税金資産
1 1,552 (201) 1,351 1,590 (191) 1,399

無形資産
2 11,520 201 11,721 9,114 191 9,305

資産合計 839,202 - 839,202 875,720 - 875,720

 

1
　(適切な場合に)繰延税金資産と相殺された繰延税金負債に対して修正が行われた。

2
　のれんに対して修正が行われた。

 

(ⅴ)　企業結合

 

　企業結合は取得法で会計処理される。取得原価は、譲渡された資産、発行されたエクイティ商品、あるいは発生

したまたは引受けた負債の取得日現在の公正価値の合計として測定される。取得関連費用は発生時に費用計上され

る(ただしエクイティ商品の発行時に生じる費用は、株主持分に直接認識される)。

　企業結合で取得した識別可能な資産、ならびに引受けた負債および偶発債務は、取得日現在の公正価値で測定さ

れる。のれんは、取得原価、非支配株主持分の金額および被買収会社におけるウエストパックの従来からの株主持

分の公正価値の合計が、取得した識別可能な純資産の公正価値を上回る部分として測定される。
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(ⅵ)　外貨換算

 

機能通貨および表示通貨

　当連結財務書類は、親会社の機能通貨および表示通貨である豪ドルで表示されている。オフショア事業体の機能

通貨は通常、当該事業体が事業を営む経済の主要通貨である。

 

取引および残高

　外貨取引は取引日現在の実勢為替レートで関連する支店または子会社の機能通貨に換算される。かかる取引の決

済ならびに外貨建の貨幣性資産および負債の期末現在の為替レートでの換算から生じる為替差損益は、適格な

キャッシュ・フロー・ヘッジおよび適格な純投資ヘッジとしてその他の包括利益に繰り延べられる場合を除き、損

益計算書に認識される。

 

在外事業

　豪ドル以外の機能通貨を有する在外支店および子会社の資産および負債は、決算日現在の実勢為替レートで換算

される。収益および費用は期中平均実勢為替レートで換算される。その他の株主持分の残高は発生時の為替レート

で換算される。その結果生じる換算差額は外貨換算積立金およびその他の包括利益に認識される。

　連結において、在外事業に対する純投資のヘッジとして指定された借入金およびその他の外貨商品の換算から生

じる換算差額は、外貨換算積立金およびその他の包括利益に反映される。在外事業の全部または一部が売却され

る、あるいは純投資の一部である借入金が返済される時点で、かかる為替差額の相当する部分は売却または借入金

の返済に係る損益の一部として損益計算書に認識される。

 

b.　重要な会計上の仮定および見積り

 

　当行グループの会計方針の適用には、財務情報に影響を与える判断、仮定および見積りの使用が必要となる。使

用された重要な仮定および見積りは、以下の関連する注記に記載されている。

・注記7 　　法人税等

・注記14　　減損費用に対する引当金

・注記15　　生命保険に関する資産および生命保険債務

・注記23　　金融資産および金融負債の公正価値

・注記26　　無形資産

・注記28　　引当金

・注記38　　退職年金契約
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c.　会計基準の今後の展望

 

　当行グループに重要な影響を及ぼす可能性のある以下の新しい基準および解釈指針が公表されているが、まだ発

効しておらず、別途記載のない限り、当行グループによる早期適用も行われていない。

　AASB第9号「金融商品」(2014年12月)(以下「AASB第9号」という。)は、AASB第139号「金融商品：認識および測

定」(以下「AASB第139号」という。)を置き換えるものである。当該基準は、将来の見積りを反映した「予想信用

損失」減損モデル、分類および測定モデルの変更を含んでおり、またヘッジ会計のアプローチを変更する内容と

なっている。当該基準は2019年9月30日に終了する事業年度末より適用される。当該基準における主な変更点の概

要と適用プロジェクトの詳細は以下のとおりである。

 

減損

　AASB第9号は、企業が先入観のない将来に関する情報に基づき予想信用損失を認識することを求める改訂減損モ

デルを導入し、損失が生じているという客観的証拠がある場合にのみ減損を認識する現行の発生損失モデルを置き

換えるものである。新しい減損モデルの主な要素は以下のとおりである。

・　3段階のアプローチを用いて、予想信用損失をよりタイムリーに認識することが求められる。信用リスクが組

成以降著しく増加してはいない金融資産には、12ヶ月間の予想信用損失に対する引当金が求められる(ステー

ジ1)。信用リスクが著しく増加している、また信用減損が生じている金融資産には、全期間の信用損失に対す

る引当金が求められる(それぞれステージ2およびステージ3)。

・　予想信用損失は、発生する可能性がある結果の範囲を評価し、貨幣の時間的価値、過去の事象、現在の状況お

よび将来の経済状況の予測を考慮することによって確率で加重計算した金額である。これには、現行の減損モ

デルよりも多くの判断を用いることになる。

・　利息は、信用減損が生じている場合を除き、金融資産の帳簿価額総額に基づき計算される。

 

適用

　当行グループでは、2018年10月1日発効の新基準へのコンバージョンを実行するAASB第9号減損プロジェクトを立

ち上げた。

　モデルは現在開発中であるが、コアポートフォリオについてはテストが完了し承認された。当該モデルは3つの

主要要素を使用して予想信用損失(および貨幣の時間的価値)を算定するため、これらのモデルが使用する主要要素

は以下の3つである。

・　デフォルト確率(PD)：取引相手方がデフォルトに陥る確率

・　デフォルト時損失(LGD)：デフォルト時に発生が見込まれる損失

・　デフォルト時エクスポージャー(EAD)：デフォルト時に存在する信用エクスポージャーの予想額

　モデルでは、ステージ1の予想損失には12ヶ月間、ステージ2とステージ3の予想損失には全期間を時間枠として

使用する。これには将来の経済状況を合理的に裏付けるため、過去の実績、現在の状況および確率加重された複数

のマクロ経済シナリオが組み込まれている。
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　信用リスクの大幅な増加の判断や将来の経済シナリオにおける将来予想に関する情報の使用などの重要な判断領

域を含め、AASB第9号の新しい要件に対応するための適切な統制を実施する新たなガバナンス・フレームワークが

設けられる予定である。

　信用リスクが大幅に悪化しているかの決定は、内部で評価した顧客のリスクグレードの信用供与開始時からの変

動に基づいて判断されることになる。

ステージ2とステージ3との間の変動は、報告日現在で金融資産に信用減損が生じているか否かによるが、これは現

行のAASB第139号における金融資産の減損の個別評価に類似するものになると予想される。

　新しいAASB第9号のモデルは、当行グループのモデル・リスク方針に従って個別に見直しおよび検証がなされ、

信用リスク見積委員会(以下「CREC」という。)による承認を受ける。さらに取締役会附属リスクおよびコンプライ

アンス委員会(以下「BRCC」という。)によりその手法が承認され、重要な判断領域については取締役会附属監査委

員会と討議が行われる。

　モデルおよび信用リスクのプロセスは、新たな減損要件の影響についてさらなる理解が得られるよう適用前の並

列実行中にさらなる検証を受ける予定である。これには、当行グループの経営成績に対する影響の評価やガバナン

スと運用プロセスの統制と有効性の検証が含まれる。

 

分類および測定

　AASB第9号は、AASB第139号の分類および測定モデルを、a)資産を運用するビジネス・モデルに基づき、また、b)

当該金融商品の契約上のキャッシュ・フローが元本および利息の支払のみに相当するかどうかによって金融資産を

分類する新しいモデルに置き換えるものである。金融資産は以下によって測定されることになる。

・　ビジネス・モデルが契約上のキャッシュ・フローの回収を目的として金融資産を保有するものであり、その

キャッシュ・フローが元本および利息の支払のみに相当する場合には、償却原価。

・　ビジネス・モデルが契約上のキャッシュ・フローの回収と金融資産の売却の両方を目的としており、その

キャッシュ・フローが元本および利息の支払のみに相当する場合には、その他の包括利益を通じた公正価値。

ノン・トレード・エクイティ商品も、その他の包括利益を通じた公正価値で測定することができる。

・　トレーディング目的保有の場合または当該資産に係るキャッシュ・フローが元本および利息の支払のみに相当

するものではない場合には、損益を通じた公正価値。会計上のミスマッチを解消または減少させられる場合、

企業は損益を通じた公正価値で金融資産を測定することを選択できる。

　金融負債の会計処理方法には概ね変更はない。

 

適用

　当行グループでは、分類および測定の適用プロジェクトが進行中である。このプロジェクトには、ビジネス・モ

デルの評価と金融資産残高全体の契約上のキャッシュ・フローの見直しが含まれている。当行グループは現在のと

ころ、AASB第9号の適用により、金融商品の分類および測定に重大な変更は生じないと予想している。
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ヘッジ

　AASB第9号は、ヘッジ対象とヘッジ手段の両方の適格性を高め、より原則に基づいたアプローチをヘッジの有効

性の評価に導入することによって、ヘッジ会計を変更することになる。新しいヘッジ会計モデルの採用は任意であ

り、AASB第139号に基づく現行のヘッジ会計は、IASBが「動的リスク管理の会計処理」プロジェクトを完了するま

で、引き続き適用することができる。

 

適用

　当行グループでは現在、このオプションを選択してAASB第139号に基づくヘッジ会計を継続する見込みである

が、改訂されたAASB第7号によるヘッジ会計の開示を必要に応じて適用する予定である。

 

移行

　AASB第9号の減損ならびに分類および測定に関する要件は、初度適用日である2018年10月1日現在の期首貸借対照

表を修正することで遡及適用されることになる。比較数値の修正再表示を必要としないため、当行グループでは比

較数値を修正再表示しない見込みであるが、AASB第7号に準拠して移行に伴う詳細な開示を行う予定である。

当行グループは、信頼性をもって見積ることが可能になった時点で、AASB第9号の採用による潜在的な影響を金額

で示す予定であり、ウエストパック・グループの2018年度年次報告書の公表までには可能であると予測している。

 

　AASB第15号「顧客との契約から生じる収益」(以下「AASB第15号」という。)が2014年5月28日に公表され、2019

年9月30日に終了する事業年度より発効する。当該基準は、収益認識の単一の包括的なモデルを提供するものであ

る。当該基準はAASB第118号「収益」および関連する解釈指針を置き換えるものである。AASB第15号の適用による

当行グループへの重要な影響は見込まれていない。

 

　AASB第16号「リース」が2016年2月24日に公表され、2020年9月30日に終了する事業年度より発効する。当該基準

における主な変更点は以下のとおりである。

・　リース期間が12ヶ月超のオペレーティング・リースはすべて、貸借対照表において使用権資産およびリース債

務として表示することが求められる。当該資産および債務は当初、解約不能なリースのリース料および延長オ

プションの行使が合理的に確実である場合の当該オプションに係る期間に支払われるリース料の現在価値で測

定される。当行グループの現在のリース債務の詳細については、注記30に記載されている。

・　貸借対照表上のすべてのリースにより、リース債務に係る支払利息および使用権資産の減価償却が発生する。

　当該基準により、貸借対照表に資産と負債が認識されることになるが、これらの残高の額は、適用時における

12ヶ月超のオペレーティング・リース・コミットメントのレベルによって算定されるため、現在はまだ算定できな

い。
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　AASB第2016-2号「オーストラリア会計基準の修正－開示に関する取組み：AASB第107号の修正」が2016年3月23日

に公表され、早期適用されない限り、2018年9月30日に終了する事業年度より発効する。初度適用に際し、過年度

比較数値は要求されていない。当該基準は、財務活動から生じる負債の変動(現金と非現金の双方)に関する追加の

開示を求めている。当該基準による当行グループへの重要な影響は見込まれていない。

 

　AASB第17号「保険契約」が2017年7月18日に公表され、早期適用されない限り、2022年9月30日に終了する事業年

度より発効する。当該基準はAASB第4号「保険契約」、AASB第1023号「損害保険契約」およびAASB第1038号「生命

保険契約」を置き換えるものである。当該基準における主な変更点は以下のとおりである。

・　当該基準の適用範囲により、現在「アンバンドリング」されている(すなわち、保険契約および投資契約とし

て個別に会計処理されている一部の契約)は、「バンドリング」が求められることになり、ひとつの保険契約

として会計処理される。

・　契約ポートフォリオ(類似のリスクを有し、一緒に管理されるもの)は、契約期間中の利益(すなわち、契約上

のサービス・マージン)の認識を決定するため、契約の経過期間と不利な契約となる可能性の双方によって細

分化する必要がある。契約上のサービス・マージンは、生命保険の場合の現行マージン・オン・サービス

(Margin on Services)法とは異なる基準を用いて利益を認識するため、利益の認識パターンが異なる可能性が

高い。

・　リスク調整は将来キャッシュ・フローの金額とタイミングの不確実性を反映するものであり、現在の会計基準

のように損害保険契約にのみ必要ではなく、損害保険契約と生命保険契約の両方において必要とされる。

・　契約の境界(利益の認識期間である。)は様々であり、保険契約者に保険料の支払いを強制できるかどうかまた

は補償やサービスを提供する実質的な義務があるかどうかによって決定される。一部の損害保険契約(例：一

部のプライベート・モーゲージ保険契約および再保険契約)では、契約の境界が長くなることがある。生命保

険については、特に更新可能定期保険において、契約の境界が短くなると予想される。いずれも現在の基準と

比較した利益の認識パターンの違いによる影響を受けることになる。

・　繰延可能な取得費用の定義が狭められた。

・　割引率に関する仮定の変更を、損益を通じてではなくその他の包括利益に認識することを選択できる。

・　保険契約債務の裏付けとなる資産の公正価値の変動を、損益を通じてではなくその他の包利益に認識すること

を選択できる。

・　再保険契約およびその関連債務は総契約債務とは別に算定され、異なる契約の境界を有することができる。

・　新たな開示要件が設けられた。

　当該基準により、繰延取得費用の水準の低下が見込まれるが、この低下額および当行グループへの損益の影響額

はまだ算定できない。
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財務業績

注記2.　セグメント報告

 

会計方針

　事業セグメントは、ウエストパックの主要な意思決定者に内部で提供された情報と一貫性のある基準により表示

されており、当行グループの法的構造ではなく、事業の経営管理を反映している。

　ウエストパックは、各事業部門の財務業績を評価する際に内部的には「現金利益」を利用している。経営陣は、

これにより、当行グループが以下のことを可能にするものと考えている。

・　過年度との比較による当期の業績のより効果的な評価

・　各事業部門間の業績の比較

・　同業他社との業績の比較

 

　現金利益は継続事業によりもたらされる利益水準の評価基準とみなされており、そのため、配当金を含む分配金

の評価の際に考慮される。現金利益は、法定当期純利益に対する現金項目と非現金項目の両方の調整を含んでいる

ため、キャッシュ・フローまたは現金主義会計により算定される当期純利益の評価基準のいずれでもない。

　現金利益を算定するために、法定損益に対して以下の3つのカテゴリーの調整が行われる。

・　ウエストパックの主要な意思決定者が継続事業を反映していないと考える重要な項目

・　無形資産の償却、自己株式の影響および経済的ヘッジの影響等、配当金が決定される際に考慮されない項目

・　法定損益に影響を及ぼさない個々の勘定科目間の会計上の組替

 

　各事業セグメントの業績には、内部費用および振替価格調整が反映されている。内部価格は独立企業間基準で決

定される。

 

報告すべき事業セグメント

　事業セグメントは、サービスを提供する顧客および提供するサービスにより定義される。

 

・コンシューマー・バンク(以下「CB」という。)：

－　銀行業務および金融関連の商品およびサービスの販売および提供を担当する。

－　顧客基盤はオーストラリア国内の個人顧客である。

－　ウエストパック、セント・ジョージ、バンク・エスエー、バンク・オブ・メルボルンおよびRAMSの各ブラン

ドにおいて営業活動を行っている。
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・ビジネス・バンク(以下「BB」という。)：

－　銀行業務および金融関連の商品およびサービスの販売および提供を担当する。

－　顧客基盤は小規模顧客、中小企業(以下「SME」という。)顧客および商業顧客(約150百万豪ドル以下の設備

を有する事業)である。

－　ウエストパック、セント・ジョージ、バンク・エスエーおよびバンク・オブ・メルボルンの各ブランドにお

いて営業活動を行っている。

・BTファイナンシャル・グループ(オーストラリア)(以下「BTFG」という。)：

－　ウエストパックのオーストラリアにおける資産管理および保険部門である。

－　サービスには投資商品、退職年金商品および退職商品、ならびに資産管理プラットフォーム、プライベー

ト・バンキング、マージン・レンディングおよびエクイティ仲介業務の組成と販売が含まれる。

－　BTFGの保険事業は、生命保険、損害保険およびプライベート・モーゲージ保険の組成と販売を対象としてい

る。

－　アドバンス、アスカロン・キャピタル・マネジャーズ、アスガード、ライセンシー・セレクト、BTセレクト

およびセキュリターの各ブランド、ならびにウエストパック、セント・ジョージ、バンク・オブ・メルボル

ンおよびバンク・エスエーの各ブランドのアドバイス業務、プライベート・バンキング業務および保険業務

が含まれる。

－　2015年7月から2017年5月まで持分法で会計処理されていたBTインベストメント・マネジメント(以下

「BTIM」という。)における当行グループの持分を含んでいる。2017年5月に、当行グループはBTIMにおける

持分をさらに売却し、その所有持分は約10％に減少した。売却完了に伴い、BTIMにおける残存持分は売却可

能有価証券に分類変更された(注記35を参照)。

・ウエストパック・インスティテューショナル・バンク(以下「WIB」という。)：

－　ウエストパックの機関投資家向け金融サービス部門であり、幅広い金融商品およびサービスを提供してい

る。

－　トランザクション・バンキング、金融市場および借入資本市場、特別資本ならびにオルタナティブ投資ソ

リューションに関する専門的知識を有している。

－　顧客基盤には、オーストラリアおよびニュージーランドの商業顧客、法人顧客、機関投資家顧客および政府

顧客が含まれる。

－　オーストラリア、ニュージーランド、米国、英国およびアジアに所在する支店および子会社を通して顧客の

支援を行っている。

－　また、ウエストパック・パシフィックを統括しており、フィジーおよびパプアニューギニア(以下「PNG」と

いう。)において幅広い銀行業務を提供している。
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・ウエストパック・ニュージーランド：

－　ニュージーランドの顧客への銀行業務、資産管理および保険の商品の販売およびサービスの提供を担当す

る。

－　顧客基盤には、個人顧客、事業顧客および機関投資家顧客および政府顧客が含まれる。

－　銀行業務商品はウエストパックのブランド、生命保険商品はウエストパック・ライフのブランド、資産管理

商品はBTのブランドにおいて営業活動を行っている。

 

　当行グループ事業には、以下が含まれる。

－　財務部門：大口資金調達、資本および流動性管理を含む当行グループの貸借対照表の管理を担当する。財務部

門はまた、当行グループの資産と負債のミスマッチの管理を含む貸借対照表に固有の金利リスクおよび外国為

替リスクを管理する。財務部門の利益は主に、設定されたリスク限度の範囲内で、当行グループ(ウエスト

パック・ニュージーランドを除く)の貸借対照表および金利リスクを管理することから生じている。

－　グループ・テクノロジー
1
：オーストラリアの事業向けの機能から構成されており、テクノロジー戦略および

アーキテクチャ、インフラおよびオペレーション、アプリケーション開発ならびに事業統合を担当する。

－　コア・サポート
2
：オーストラリアの銀行業務事業、不動産サービス、ストラテジー、ファイナンス、リス

ク、コンプライアンス、法務および人事を含め、集約的に実施される機能から構成される。

－　さらにグループ事業は、各部門に割り当てられない資本利益率、当行グループの事業セグメントの業績表示を

容易にする特定のグループ内取引の会計上の仕訳、コア資産以外の売却による利益、当行グループのフィン

テック投資に関連する利益および費用などの項目、ならびに集中管理される引当金等の特定のその他本社項目

を含む。

 

1
　費用は当行グループの他の部門に全額配分される。

2
　費用の一部は当行グループの他の部門に配分され、企業活動に帰属する費用は当行グループ事業内に留保される。

 

資本配分の変更

　当行グループは、資本配分フレームワークのアップデートを完了した。このアップデートは、各部門が保有する

資本の自己資本規制の要件との整合性をさらに改善させるものである。この変更により、WIB、ウエストパック・

ニュージーランドおよび当行グループ事業に配分される資本が増加し、CB、BBおよびBTFGに配分される資本が減少

した。各部門の業績は、2017年度の業績との比較可能性を確保するために修正再表示されている。

 

　各部門が保有する資本に係る利息を稼得するため、資本配分の変更は純利息収益を含む各部門の財務報告には影

響を及ぼす。重要なことであるが、この変更は、ウエストパック・グループの損益報告額、現金利益または当行グ

ループの業績指標いずれにも影響を与えない。
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ウエストパック・ニュージーランドの変更

　2017年度において、当行グループはウエストパック・ニュージーランドのクレジットカード・リワード制度に関

する会計処理を変更し、当行グループの実務に合わせた。この変更は現金利益または当期純利益報告額に影響を及

ぼさなかったが、修正再表示では、過年度の現金利益内の利息以外の収益と費用が共に増加する結果となった。当

期純利益報告額の比較数値に変更はなかった。

 

　以下の表は、現金利益基準によるセグメント業績を示している。

 

 2017年

 

コン
シュー
マー・
バンク

ビジネ
ス・バン
ク

BTファイ
ナン
シャル・
グループ
(オースト
ラリア)

ウエスト
パック・
インス
ティ
テュー
ショナ
ル・
バンク

ウエスト
パック・
ニュー
ジーラン
ド

当行
グループ
事業

合計
現金利益
調整純額

損益
計算書

 
百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

純利息収益 7,509 4,055 537 1,507 1,627 469 15,704 (188) 15,516

利息以外の収益 802 1,153 1,744 1,706 479 (32) 5,852 434 6,286

純業務収益(業務費
用および減損費
用控除前)

8,311 5,208 2,281 3,213 2,106 437 21,556 246 21,802

業務費用 (3,337) (1,839) (1,176) (1,323) (903) (527) (9,105) (329) (9,434)

減損(費用)/戻入 (541) (367) (4) (56) 72 43 (853) - (853)

税引前利益 4,433 3,002 1,101 1,834 1,275 (47) 11,598 (83) 11,515

法人税等 (1,329) (903) (330) (523) (359) (85) (3,529) 11 (3,518)

非支配株主持分に帰
属する当期純利益

- - - (7) - - (7) - (7)

当期現金利益 3,104 2,099 771 1,304 916 (132) 8,062 (72) 7,990

現金利益調整純額 (116) (10) 160 - (14) (92) (72)   

ウエストパック・
バンキング・
コーポレーショ
ン所有者に帰属
する当期純利益

2,988 2,089 931 1,304 902 (224) 7,990   

追加情報          

減価償却費、償却費
および減損

(169) (51) (46) (113) (82) (514) (975)   

貸借対照表          

資産合計 369,522 161,107 35,187 102,929 81,285 101,845 851,875   

負債合計 198,065 119,731 40,383 116,194 71,433 244,727 790,533   

不動産および設備
ならびに無形資産
の取得

276 54 93 55 85 442 1,005   
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 2016年

 

コン
シュー
マー・
バンク

ビジネ
ス・バン
ク

BTファイ
ナン
シャル・
グループ
(オースト
ラリア)

ウエスト
パック・
インス
ティ
テュー
ショナ
ル・
バンク

ウエスト
パック・
ニュー
ジーラン

ド
2

当行
グループ
事業

合計
現金利益
調整純額

損益
計算書

 
百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

純利息収益 7,175 3,925 486 1,574 1,606 582 15,348 (200) 15,148

利息以外の収益 850 1,104 1,908 1,536 482 8 5,888 (51) 5,837

純業務収益(業務費
用および減損費
用控除前)

8,025 5,029 2,394 3,110 2,088 590 21,236 (251) 20,985

業務費用 (3,270) (1,796) (1,160) (1,347) (889) (469) (8,931) (286) (9,217)

減損(費用)/戻入 (492) (410) - (177) (54) 9 (1,124) - (1,124)

税引前利益 4,263 2,823 1,234 1,586 1,145 130 11,181 (537) 10,644

法人税等 (1,279) (848) (366) (473) (320) (58) (3,344) 160 (3,184)

非支配株主持分に帰
属する当期純利益

- - - (7) - (8) (15) - (15)

当期現金利益 2,984 1,975 868 1,106 825 64 7,822 (377) 7,445

現金利益調整純額 (116) (10) (32) - 2 (221) (377)   

ウエストパック・
バンキング・
コーポレーショ
ン所有者に帰属
する当期純利益

2,868 1,965 836 1,106 827 (157) 7,445   

追加情報          

減価償却費、償却費
および減損

(116) (36) (43) (115) (97) (524) (931)   

貸借対照表          

資産合計
1 351,528 156,804 38,217 110,416 82,071 100,166 839,202   

負債合計 186,629 116,804 39,710 120,653 72,408 244,817 781,021   

不動産および設備
ならびに無形資産
の取得

178 83 88 459 96 417 1,321   

 

1
　BTファイナンシャル・グループ(オーストラリア)の資産合計には、BTIMに対する投資の持分法で会計処理された帳簿価額

718百万豪ドルが含まれている。

2
　ウエストパック・ニュージーランドのクレジットカード・リワード制度を報告するため、比較数値は修正再表示されている

(2016年度：33百万豪ドル)。
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 2015年

 

コン
シュー
マー・
バンク

ビジネ
ス・バン
ク

BTファイ
ナン
シャル・
グループ
(オースト
ラリア)

ウエスト
パック・
インス
ティ
テュー
ショナ
ル・
バンク

ウエスト
パック・
ニュー
ジーラン

ド
2

当行
グループ
事業

合計
現金利益
調整純額

損益
計算書

 
百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

百万豪
ドル

純利息収益 6,403 3,735 434 1,658 1,583 426 14,239 28 14,267

利息以外の収益 940 1,068 2,192 1,578 493 66 6,337 1,038 7,375

純業務収益(業務費
用および減損費
用控除前)

7,343 4,803 2,626 3,236 2,076 492 20,576 1,066 21,642

業務費用 (3,113) (1,731) (1,286) (1,319) (844) (378) (8,671) (802) (9,473)

減損(費用)/戻入 (478) (273) 4 38 (44) - (753) - (753)

税引前利益 3,752 2,799 1,344 1,955 1,188 114 11,152 264 11,416

法人税等 (1,127) (842) (406) (590) (322) 13 (3,274) (74) (3,348)

非支配株主持分に帰
属する当期純利益

- - (32) (8) (3) (15) (58) 2 (56)

当期現金利益 2,625 1,957 906 1,357 863 112 7,820 192 8,012

現金利益調整純額 (116) (10) (23) - - 341 192   

ウエストパック・
バンキング・
コーポレーショ
ン所有者に帰属
する当期純利益

2,509 1,947 883 1,357 863 453 8,012   

追加情報          

減価償却費、償却費
および減損

(118) (27) (42) (132) (93) (1,047) (1,459)   

貸借対照表          

資産合計
1 328,566 149,346 35,813 127,316 71,538 99,577 812,156   

負債合計 175,247 108,589 37,168 127,600 63,490 246,147 758,241   

不動産および設備
ならびに無形資産
の取得

90 42 73 282 58 768 1,313   

 

1
　BTファイナンシャル・グループ(オーストラリア)の資産合計には、BTIMに対する投資の持分法で会計処理された帳簿価額

756百万豪ドルが含まれている。

2
　ウエストパック・ニュージーランドのクレジットカード・リワード制度を報告するため、比較数値は修正再表示されている

(2015年度：36百万豪ドル)。
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現金利益から当期純利益への調整

 

 2017年 2016年 2015年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

当期現金利益 8,062 7,822 7,820

現金利益調整：    

　BTIMの一部売却 171 - 665

　資産計上されたテクノロジー・コストの残高 - - (354)

　無形資産の償却 (137) (158) (149)

　買収、取引および統合費用 - (15) (66)

　ロイズに関する税務調整 - - 64

　経済的ヘッジに係る公正価値利益/(損失) (69) (203) 33

　非有効ヘッジ (16) 9 (1)

　自己株式 (21) (10) (1)

　政府保証債の買戻し - - 1

現金利益調整合計 (72) (377) 192

ウエストパック・バンキング・コーポレーシ
ョン所有者に帰属する当期純利益

7,990 7,445 8,012

 

　上記の現金利益調整(すべて税引後)の詳細については、セクション2(訳者注：原文の年次報告書のセクション)

の「部門別業績」に記載されている。

 

製品およびサービスからの収益

　製品またはサービス別の外部顧客からの収益の詳細については、注記3および注記4に開示されている。単独で当

行グループの収益の10％を超過する顧客はいなかった。

 

地域別セグメント

　地域別セグメントは、以下の項目が認識された拠点の所在地をもとにしている。

 

 2017年 2016年 2015年

 百万豪ドル ％ 百万豪ドル ％ 百万豪ドル ％

収益       

オーストラリア 32,328 86.2 32,868 87.3 33,991 85.7

ニュージーランド 4,360 11.6 4,158 11.0 4,937 12.4

その他
1 830 2.2 633 1.7 742 1.9

合計 37,518 100.0 37,659 100.0 39,670 100.0

非流動資産
2       

オーストラリア
3 12,326 93.8 12,607 93.7 12,150 90.9

ニュージーランド 745 5.7 774 5.8 751 5.6

その他
1 68 0.5 77 0.5 466 3.5

合計 13,139 100.0 13,458 100.0 13,367 100.0

 

1
　その他には、太平洋諸島、アジア、南北アメリカおよびヨーロッパが含まれていた。

2
　非流動資産には、不動産および設備ならびに無形資産が含まれていた。

3
　比較数値は会計方針の変更を反映して修正されている。詳細は注記1(ⅳ)を参照のこと。
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注記3.　純利息収益

 

会計方針

すべての利付金融資産および利付金融負債に係る受取利息および支払利息は、下表に詳述されているとおり、実

効金利法を用いて認識される。財務部門の金利および流動性管理業務から発生する純収益、ならびに銀行税費用の

大半は、純利息収益に含まれる。

実効金利法とは、金融商品の将来の見積現金受取額または支払額をその現在価値まで割引くことによって金融商

品の償却原価を算定し、その商品に不可欠な手数料、費用、プレミアムまたはディスカウントを含む、受取利息ま

たは支払利息をその予想期間にわたり配分する方法のことである。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

受取利息      

現金および中央銀行預け金 241 260 219 216 228

他の金融機関に対する債権 110 100 87 85 64

適格ヘッジに係る非有効部分－純額 (22) 12 (13) (13) 8

商品有価証券および公正価値で測定する
ものとして指定された金融資産

558 645 1,032 505 585

売却可能有価証券 1,795 1,808 1,634 1,613 1,625

貸付金 28,504 28,953 29,307 24,577 24,641

海外の中央銀行における法定準備預金 17 13 12 17 13

子会社債権 - - - 3,838 4,608

その他の受取利息 29 31 17 27 31

受取利息合計 31,232 31,822 32,295 30,865 31,803

支払利息      

他の金融機関に対する債務 (279) (345) (304) (278) (344)

預金およびその他の借入金 (8,868) (9,369) (10,669) (7,680) (8,074)

トレーディング負債 (2,065) (2,520) (2,475) (1,646) (2,206)

発行済債券 (3,585) (3,737) (3,908) (3,034) (3,101)

子会社債務 - - - (4,211) (4,788)

借入資本 (693) (589) (535) (693) (571)

銀行税 (95) - - (95) -

その他の支払利息 (131) (114) (137) (128) (98)

支払利息合計 (15,716) (16,674) (18,028) (17,765) (19,182)

純利息収益 15,516 15,148 14,267 13,100 12,621

 

受取利息合計および支払利息合計金額のうち、損益計算書を通じて公正価値で測定されない金融商品に係る金額

は以下のとおりである。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

受取利息 30,555 30,941 31,276 30,232 30,986

支払利息 12,673 13,101 14,363 15,205 15,993
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注記4.　利息以外の収益

 

会計方針

受取手数料

受取手数料は以下のとおりに認識される。

・　信用手数料は主に、クレジットおよびその他与信枠を顧客に提供することによって稼得され、当該サービスが

提供された時点で認識される。

・　取引に係る手数料は取引を促進することによって稼得され、当該取引が実行された時点で認識される。

・　その他の無リスクの手数料には助言および引受報酬が含まれ、関連サービスが完了した時点で認識される。

 

金融商品の実効金利の不可欠な部分を成す収益は、実効金利法を用いて認識され、受取利息に計上される(例え

ば、ローン組成手数料)。

 

ファンド管理による収益

顧客のファンドおよび投資を継続的に管理することによって稼得するファンド管理報酬は、管理期間にわたって

認識される。

 

保険料による収益

保険料による収益には生命保険、生命保険運用および損害保険の商品について稼得する保険料が含まれる。

・　定期的に支払われる生命保険の保険料は、発生主義に基づいて収益として認識される。支払期限のない保険料

は、現金主義に基づいて認識される。

・　生命保険運用保険料には、サービスが提供される期間にわたりファンド管理による収益として認識される管理

報酬部分が含まれていた。生命保険および運用契約の預金部分は、収益ではなく、生命保険契約債務の変動と

して扱われた。

・　損害保険料は保険契約者に対する請求額(税金を除く)から構成され、保険対象のリスクが出現する可能性が高

いパターンに基づき認識される。パターン評価に基づく未稼得部分は、未経過保険料債務として認識される。
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保険金請求費用

・　生命保険契約および損害保険契約の保険金は、債務が確定する時点で費用として認識される。

・　生命保険運用契約に関して発生した保険金は、払戻しを表し、生命保険債務の減額として認識される。

 

トレーディング収益

・　トレーディング資産、負債および金融派生商品の公正価値の変動から生じる実現損益および未実現損益は、発

生した期に認識される(ただし、デイ・ワン損益は繰延べられる。注記23参照)。商品に関連する外国為替から

生じる損益は外国為替収益に認識され、それ以外の損益はその他の商品有価証券に認識される。

・トレーディング・ポートフォリオに係る受取配当金はトレーディング収益の一部として計上される。

・財務部門の金利および流動性管理業務から発生する純収益は純利息収益に含まれる。

 

受取配当金

・時価のある株式に係る配当金は、配当権利落ち日に認識される。

・時価のない株式に係る配当金は、会社が配当を受ける権利が確定した時点で認識される。
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 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

受取手数料      

信用手数料 1,333 1,297 1,342 1,299 1,256

取引に係る受取手数料 1,193 1,177 1,247 953 965

その他の無リスクの手数料 229 281 353 211 252

受取手数料合計 2,755 2,755 2,942 2,463 2,473

資産管理および保険業務による収益
1      

生命保険およびファンド管理に係る純業務
収益

1,590 1,657 2,033 - -

損害保険およびプライベート・モーゲージ
保険に係る純業務収益

210 242 195 - -

資産管理および保険業務による収益合計 1,800 1,899 2,228 - -

トレーディング収益
2,3      

外国為替収益 875 974 708 838 927

その他の商品有価証券 327 150 256 257 85

トレーディング収益合計 1,202 1,124 964 1,095 1,012

その他の収益      

子会社からの受取配当金 - - - 1,859 954

その他の会社からの受取配当金 2 7 12 2 6

関連会社の売却に係る純利益
4 279 - - - -

資産の売却に係る純利益 6 1 103 5 -

非有効ヘッジに係る純利益/(損失) - - 2 - -

海外事業のヘッジに係る純利益/(損失) - (6) (1) 152 (241)
リスク管理目的で保有する金融派生商品に

係る純利益/(損失)
5 52 (88) (27) 52 (88)

公正価値で測定するものとして指定された金
融商品に係る純利益/(損失)

11 (6) (10) 3 -

被支配会社の売却に係る利益 - 1 1,041 - 1

オペレーティング・リースに係る賃貸料 143 109 54 104 74

関連会社の純利益に対する持分 17 30 5 - -

その他 19 11 62 20 -

その他の収益合計 529 59 1,241 2,197 706

子会社との取引 - - - 376 426

利息以外の収益合計 6,286 5,837 7,375 6,131 4,617
資産管理および保険業務による収益の
内訳

     

ファンド管理による収益 997 1,006 1,334 - -

生命保険の保険料による収益 1,204 1,114 1,002 - -
生命保険の手数料、運用収益および
その他の収益

544 386 530 - -

生命保険の保険金請求および生命保険債務の
変動に係る費用

(1,155) (849) (833) - -

損害保険およびプライベート・モーゲージ
保険の純保険料収入

451 455 453 - -

損害保険およびプライベート・モーゲージ
保険の運用、手数料およびその他の収益

77 70 30 - -

損害保険およびプライベート・モーゲージ
保険における保険金請求、引受および
手数料費用

(318) (283) (288) - -

資産管理および保険業務による収益合計 1,800 1,899 2,228 - -

 

1
　資管理および保険業務による収益には、保険契約者の税金還付が含まれる。

2
　トレーディング収益は、オーストラリアおよびニュージーランドにおける当行グループのWIB市場部門、ウエストパック・

パシフィックおよび財務部門外国為替業務による市場業務収益合計の構成要素を表している。

3
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。

4
　2017年5月26日、当行グループはBTIM株式(BTIMの発行済株式の19％)を売却した。詳細は注記35を参照のこと。

5
　リスク管理目的で保有する金融派生商品による収益は、外貨建資本および利益の経済的ヘッジの影響を反映している。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

237/538



注記5.　業務費用
 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

人件費      

従業員の報酬、受給権および諸経費 4,133 4,005 4,094 3,371 3,233

退職年金費用
1 380 369 362 314 304

株式報酬 113 135 174 96 108

事業再編費用 75 92 74 68 89

人件費合計 4,701 4,601 4,704 3,849 3,734

賃借費用      

オペレーティング・リース賃借料 648 622 586 579 554

不動産および設備の減価償却費 291 285 229 235 225

その他 134 125 139 111 105

賃借費用合計 1,073 1,032 954 925 884

テクノロジー費用      

ソフトウェア資産の償却および減損
2 628 571 1,051 572 503

IT機器の減価償却費および減損
2 158 156 170 139 136

技術サービス 639 672 575 512 518

ソフトウェアのメンテナンスおよび
ライセンス

313 277 221 269 235

電気通信 190 181 204 163 160

データ処理 80 72 67 78 70

テクノロジー費用合計 2,008 1,929 2,288 1,733 1,622

その他の費用      

専門処理サービス
3 755 741 615 515 535

無形資産および繰延費用の償却および減損 192 216 221 169 197

郵便および事務用消耗品 217 217 204 179 175

広告 155 156 150 107 110

クレジットカード・ロイヤリティ・
プログラム

152 144 134 118 144

貸付以外の損失 73 81 74 58 74

子会社に対する投資の減損/(減損の戻入) - - - 7 (4)

その他の費用 108 100 129 238 101

その他の費用合計 1,652 1,655 1,527 1,391 1,332

業務費用合計 9,434 9,217 9,473 7,898 7,572

 

1
　退職年金費用は確定拠出型および確定給付型の両方の費用を含んでいる。当行グループの確定給付制度の詳細については、

注記38を参照のこと。

2
　2015年度に、当行グループは特定のテクノロジー資産の減価償却方法および耐用年数を見直し、それにより、本来であれば

今後8年間にわたり認識されたであろう減価償却費、償却費および減損が505百万豪ドル増加した。無形資産の詳細について

は注記26を参照のこと。

3
　専門処理サービスは外部の供給業者が提供するサービスに関連し、現金取扱およびセキュリティ・サービス費用、マーケ

ティング費用、調査および採用費用(2017年度：268百万豪ドル、2016年度：283百万豪ドル、2015年度：202百万豪ドル)、業

務処理費用(2017年度：184百万豪ドル、2016年度：196百万豪ドル、2015年度：170百万豪ドル、コンサルタント費用(2017年

度：162百万豪ドル、2016年度：120百万豪ドル、2015年度：104百万豪ドル)、信用評価費用(2017年度：53百万豪ドル、2016

年度：60百万豪ドル、2015年度：46百万豪ドル)、法務および監査費用(2017年度：61百万豪ドル、2016年度：51百万豪ド

ル、2015年度：68百万豪ドル)、ならびに法定手数料および株式市場関連費用(2017年度：27百万豪ドル、2016年度：31百万

豪ドル、2015年度：25百万豪ドル)などの項目を含んでいる。
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注記6.　減損費用

 

会計方針

減損貸付金

当行グループは、各決算日現在で貸付金ポートフォリオが減損している客観的な証拠の有無を評価している。元

本または利息の返済を回収できない可能性があるという客観的証拠があり、かつ、回収不能な貸付金の財務上の影

響について信頼性のある測定ができる場合、減損費用が認識される。

減損の客観的証拠には、利息または元本の支払に係る債務不履行、借り手が重大な財政的困難に陥っているこ

と、または貸付金のグループに係る債務不履行に関連する観察可能な経済情勢など、当行グループとの契約違反が

含まれる場合がある。

減損費用は当該貸付金の帳簿価額と見積将来キャッシュ・フローの現在価値との差額として測定される。見積将

来キャッシュ・フローは、まだ発生していない将来の予想信用損失を除外し、貸付金の当初実効金利で現在価値ま

で割引かれる。貸付金に変動金利が付されている場合、減損を測定する際の割引率は現行の実効金利になる。

減損費用は損益計算書に認識され、貸付金の帳簿価額は相殺効果のある引当金勘定(注記14参照)を通じて同額が

減額される。

その後の期間において、客観的証拠によって減損費用の戻入が示されることがある。客観的証拠には、借り手の

信用格付または財務状況の改善が含まれることもある。減損費用は将来の期間の損益計算書において戻し入れら

れ、関連する減損引当金が減額する。

 

回収不能な貸付金

当行グループの貸付金回収手続を実施後、当行グループが依然として貸付金の契約上の返済額を回収できない場

合、貸付金の全部または一部を回収できない可能性がある。回収不能な貸付金はすべての可能な返済を受領した後

に、関連する減損引当金に対して償却される。

当行グループはその後、償却した貸付金からキャッシュ・フローを回収できる場合がある。これらは、回収が行

われる期間に損益計算書に認識される。

減損費用に関する重要な会計上の仮定および見積りは注記14に含まれている。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

個別評価引当金繰入額 610 727 566 581 694

戻入 (288) (210) (297) (218) (188)

回収 (168) (137) (131) (121) (94)

一括評価引当金繰入額 699 744 615 628 510

減損費用 853 1,124 753 870 922

 

減損費用に対する引当金に関する詳細については、注記14を参照のこと。
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注記7.　法人税等

 

会計方針

当期の税金は、当期税金および繰延税金から構成される。税金は損益計算書に認識される。ただし、その他の包

括利益に直接認識される項目に関連する場合には、その他の包括利益計算書に認識される。

当期税金とは、各管轄地域で制定されている、または実質的に制定されている税率および法律を用いた事業年度

の税金債務である。当期税金には、過年度の税金債務に対する調整も含まれる。

繰延税金は財務書類上の資産および負債の帳簿価額と、その税務上の価額との一時差異で構成される。

繰延税金は、各管轄地域で制定されている、または実質的に制定されており、資産が現金化または負債が決済さ

れる時に適用される予定の税率および法律を用いて決定される。

繰延税金資産と繰延税金負債は、同じ税務当局、同一の課税対象企業またはグループに関連する場合、ならびに

純額で決済する法的権利および意図がある場合に相殺されている。

繰延税金資産は、かかる税金資産のために将来の課税所得が利用できる可能性が高い範囲まで認識される。

以下の一時差異について繰延税金は認識されない。

・企業結合以外の取引で、かつ会計上または税務上のどちらの損益にも影響を与えない取引における資産または負

債の当初認識

・企業結合におけるのれんの当初認識

・親会社が予測可能な将来において分配を予定していない子会社の未処分利益

 

親会社はオーストラリアの完全所有子会社を含む連結納税グループの親会社である。連結納税グループのすべて

の事業体は税金分担契約を締結しており、これは取締役会の考えでは、親会社が債務不履行に陥った場合に、連帯

責任を制限するものである。

税金費用および収益、一時差異から発生する繰延税金残高は「グループ割当基準」を用いて認識される。連結納

税グループの親会社として、親会社は連結納税グループの当期税金全額ならびに未使用の税務上の欠損金および関

連する税額控除から生じる繰延税金資産を認識する。親会社はこれらの残高について、グループ内の他の企業と相

互に全額を補償し合っている。

 

重要な会計上の仮定および見積り

当行グループは複数の税務管轄地域で営業活動を行っており、世界規模での当期税金負債の決定に際し重要な判

断が要求される。税務上の影響が不確実な取引が多数あり、これらの税務上の不確実性を反映するために引当金が

設定されている。
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法人税等

当期の法人税等は税引前利益に対して以下のとおり調整される。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

税引前利益 11,515 10,644 11,416 10,463 8,744

オーストラリアの法人税率30％による税額 3,455 3,193 3,425 3,139 2,623

課税所得の計算における損金不算入
(非課税)額の影響

     

ハイブリッド資本の分配金 64 50 46 64 50

生命保険：      

保険契約者の稼得に対する税金調整 8 (2) - - -

生命保険事業に係る税率に対する調整 (1) - (4) - 1

配当金調整 (3) (4) 11 (558) (286)

その他の非課税項目 (3) (10) (52) (2) (5)

その他の損金不算入項目 32 35 25 25 27

海外税率の調整 (30) (26) (27) (5) (4)

法人税等の過年度引当(過剰)/不足額 4 (65) (88) 1 (65)

その他の項目 (8) 13 12 (44) 96

法人税等合計 3,518 3,184 3,348 2,620 2,437

法人税等の内訳      

法人税等の内訳：      

当期法人税額 3,404 3,351 3,347 2,367 2,540

繰延税金の変動 110 (102) 89 252 (38)

法人税等の過年度引当(過剰)/不足額 4 (65) (88) 1 (65)

法人税等合計 3,518 3,184 3,348 2,620 2,437

オーストラリア合計 3,072 2,835 2,964 2,544 2,426

海外合計 446 349 384 76 11

法人税等合計
1 3,518 3,184 3,348 2,620 2,437

 

1
　銀行税は利益に課せられる税ではないため、法人税等には含まれていない。銀行税は注記3. 純利息収益に含まれている。

 

2017年度の実効税率は30.55％(2016年度：29.91％、2015年度：29.33％)であった。
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繰延税金資産

繰延税金資産残高は、以下に帰属する一時差異から成る。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

損益計算書に認識された金額     

貸付金の減損費用に対する引当金 847 983 701 793

長期休職、年次有給休暇およびその他従業員給付に対する
引当金

321 300 292 272

金融商品 3 49 4 8

不動産および設備 198 234 180 220

その他の引当金 239 173 223 163

その他の負債 100 356 99 356

損益計算書に認識された合計額 1,708 2,095 1,499 1,812

その他の包括利益に直接認識された金額     

売却可能有価証券 (19) (1) (26) (1)

退職給付に係る積立不足 3 82 3 79

その他の包括利益に直接認識された合計額 (16) 81 (23) 78

繰延税金資産総額 1,692 2,176 1,476 1,890

繰延税金資産と繰延税金負債の相殺
1 (580) (825) (423) (491)

繰延税金資産純額 1,112 1,351 1,053 1,399

変動     

期首残高
1 1,351 1,176 1,399 1,272

損益計算書において認識された額
2 (387) (130) (313) (121)

その他の包括利益において認識された額 (97) 7 (101) (1)

繰延税金資産と繰延税金負債の相殺
2 245 298 68 249

期末残高 1,112 1,351 1,053 1,399

 

1
　比較数値は会計方針の変更を反映して修正されている。詳細は注記1(ⅳ)を参照のこと。

2
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。
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繰延税金負債

繰延税金負債残高は、以下に帰属する一時差異から成る。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

損益計算書に認識された金額     

金融商品 3 42 3 2

ファイナンス・リース取引 106 134 83 78

不動産および設備 162 181 163 183

生命保険に関する資産 47 79 - -

その他の資産
1 335 494 215 262

損益計算書に認識された合計額 653 930 464 525

その他の包括利益に直接認識された金額     

キャッシュ・フロー・ヘッジ (63) (69) (41) (34)

繰延税金負債総額 590 861 423 491

繰延税金資産と繰延税金負債の相殺
1 (580) (825) (423) (491)

繰延税金負債純額 10 36 - -

変動     

期首残高 36 55 - -

損益計算書において認識された額
2 (277) (232) (61) (159)

その他の包括利益において認識された額 6 (85) (7) (90)

繰延税金資産と繰延税金負債の相殺
2 245 298 68 249

期末残高 10 36 - -

 

1
　比較数値は会計方針の変更を反映して修正されている。詳細は注記1(ⅳ)を参照のこと。

2
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。

 

未認識の繰延税金残高

以下の潜在的な繰延税金残高は認識されていない。表示額は総額で、税効果は考慮されていない。税効果が考慮

される場合、表示額の約30％となる。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

未認識の繰延税金資産     

収益勘定に係る税務上の欠損金 213 204 162 180

未認識の繰延税金負債     

親会社が予測可能な将来において分配を予定していない
子会社の未処分利益総額

51 51 - -
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注記8.　1株当たり利益

 

会計方針

基本的1株当たり利益(以下「EPS」という。)は、株主に帰属する当期純利益を、発行済普通株式の期中加重平均

株式数(自己株式について調整後)で除することによって算定される。希薄化後EPSは、すべての希薄化効果のある

潜在的普通株式(株式報酬-注記37および転換可能借入資本-注記20を参照のこと。)が転換されると仮定して、基本

的1株当たり利益を調整することによって算定される。

 

 連結

 2017年 2016年 2015年

 基本的 希薄化後 基本的 希薄化後 基本的 希薄化後

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

株主に帰属する当期純利益 7,990 7,990 7,445 7,445 8,012 8,012

RSPの分配金に関する調整
1 (6) - (5) - (6) -

潜在的希薄化効果の調整：       

転換可能な借入資本保有者への分配金
2 - 253 - 222 - 184

株主に帰属する当期純利益(調整後) 7,984 8,243 7,440 7,667 8,006 8,196

普通株式の加重平均株式数(百万株)       

発行済普通株式の加重平均株式数 3,364 3,364 3,322 3,322 3,150 3,150

自己株式(RSP新株引受権を含む) (9) (9) (9) (9) (10) (10)

潜在的希薄化効果の調整：       

株式報酬 - 4 - 4 - 6

転換可能借入資本
2 - 236 - 203 - 157

普通株式の加重平均株式数(調整後) 3,355 3,595 3,313 3,520 3,140 3,303

普通株式1株当たり利益(豪セント) 238.0 229.3 224.6 217.8 255.0 248.2

 

1
　RSP新株引受権については注記37で説明されている。一部のRSP新株引受権は権利が確定しておらず、普通株式ではないが、

配当金を受取っている。これらのRSPの配当金は普通株主に帰属する利益を示す目的で控除される。

2
　当行グループは、将来において普通株式への転換が見込まれる転換可能借入資本を発行した(詳細については注記20参照)。

これらの転換可能借入資本商品はすべて希薄化効果があるため、希薄化後EPSは当該商品がすでに転換されているかのように

算定される。
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注記9.　平均残高および金利

 

　当行グループの利付資産および利付負債の日次平均残高、ならびに受取利息または支払利息は、以下のとおりで

ある。

 

 連結

 2017年 2016年 2015年

 平均残高 受取利息 平均金利 平均残高 受取利息 平均金利 平均残高 受取利息 平均金利

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

百万
豪ドル

％

資産          

利付資産          

他の金融機関に対する債権：          

　オーストラリア 7,422 82 1.1 9,616 84 0.9 2,542 63 2.5

　ニュージーランド 850 8 0.9 449 6 1.3 359 6 1.7

　海外 851 20 2.4 1,292 10 0.8 7,005 18 0.3

商品有価証券および公正価値
で測定するものとして指定
された金融資産：

         

　オーストラリア 18,418 416 2.3 18,632 481 2.6 28,077 822 2.9

　ニュージーランド 4,238 96 2.3 4,105 118 2.9 3,812 138 3.6

　海外 3,214 46 1.4 3,339 46 1.4 4,772 72 1.5

売却可能有価証券：          

　オーストラリア 52,457 1,573 3.0 48,151 1,581 3.3 36,974 1,422 3.8

　ニュージーランド 3,479 147 4.2 3,193 141 4.4 2,886 130 4.5

　海外 2,272 75 3.3 2,710 86 3.2 2,040 82 4.0

法定準備預金：          

　その他の海外 1,035 17 1.6 1,197 13 1.1 1,147 12 1.0

貸付金および

その他の債権
1
：

         

　オーストラリア 557,865 24,772 4.4 532,172 25,162 4.7 502,474 25,280 5.0

　ニュージーランド 72,938 3,460 4.7 68,370 3,617 5.3 63,349 3,818 6.0

　海外 27,255 520 1.9 28,617 477 1.7 28,377 432 1.5

利付資産および受取利息
合計

752,294 31,232 4.2 721,843 31,822 4.4 683,814 32,295 4.7

無利息資産          

現金、他の金融機関に対する
債権および法定準備預金

2,000   2,431   1,970   

金融派生商品 37,673   48,666   49,400   

生命保険に関する資産 12,447   12,702   11,590   

その他すべての資産
2 60,111   57,913   51,929   

無利息資産合計 112,231   121,712   114,889   

資産合計 864,525   843,555   798,703   

 

1
　貸付金およびその他の債権は貸付金の減損費用に対する引当金控除後の金額で表示されている。その他の債権には、現金お

よび中央銀行預け金ならびにその他の利付資産が含まれる。

2
　不動産および設備、無形資産、繰延税金、モーゲージ相殺勘定に関連する無利息貸付金ならびにその他の資産が含まれる。
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 連結

 2017年 2016年 2015年

 平均残高 支払利息 平均金利 平均残高 支払利息 平均金利 平均残高 支払利息 平均金利

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

百万
豪ドル

％

負債          

利付負債          

他の金融機関に対する債務：          

　オーストラリア 15,740 241 1.5 16,570 301 1.8 11,839 247 2.1

　ニュージーランド 642 9 1.4 567 10 1.8 584 14 2.4

　海外 2,451 29 1.2 2,811 34 1.2 5,417 43 0.8

預金およびその他の借入金：          

　オーストラリア 409,586 7,344 1.8 376,115 7,801 2.1 357,199 8,815 2.5

　ニュージーランド 51,042 1,173 2.3 48,251 1,280 2.7 45,555 1,643 3.6

　海外 24,085 351 1.5 29,336 288 1.0 30,760 211 0.7

借入資本：          

　オーストラリア 15,841 638 4.0 12,150 513 4.2 10,888 492 4.5

　ニュージーランド 43 2 4.7 - - - - - -

　海外 1,324 53 4.0 1,687 76 4.5 753 43 5.7

その他の利付負債
1
：          

　オーストラリア 157,842 5,117 3.2 164,871 5,574 3.4 164,075 5,856 3.6

　ニュージーランド 15,821 747 4.7 14,067 787 5.6 12,842 661 5.1

　海外 507 12 2.4 851 10 1.2 716 3 0.4

利付負債および支払利息
合計

694,924 15,716 2.3 667,276 16,674 2.5 640,628 18,028 2.8

無利息負債          

預金および他の金融機関に
対する債務：

         

　オーストラリア 40,514   36,594   29,948   

　ニュージーランド 4,716   4,105   3,531   

　海外 869   1,023   1,061   

金融派生商品 42,780   55,956   51,808   

生命保険契約債務 10,560   10,985   10,035   

その他すべての負債
2 11,586   11,145   11,477   

無利息負債合計 111,025   119,808   107,860   

負債合計 805,949   787,084   748,488   

株主持分 58,556   55,896   49,361   

非支配株主持分 20   575   854   

株主持分合計 58,576   56,471   50,215   

負債および株主持分合計 864,525   843,555   798,703   

 

1
　財務部門のバランスシート管理業務の正味影響額を含む。

2
　その他の負債、引当金、当期および繰延税金負債を含む。

 

純利息収益は、利付資産および利付負債の元本および関連する金利の変動によって毎年変動することがある。以

下の表は、純利息収益の増減を、当該資産および負債における元本の変動による部分と金利の変動による部分に配

分したものである。
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変動の算定

・元本による変動は資産および負債の平均残高における増減に基づき算定される。

・金利による変動は当該資産および負債に係る金利の変動に基づき算定される。

 

元本の変動と金利の変動の組み合わせにより変動が生じる場合、それぞれの変動の豪ドル金額は増減合計に影響

を及ぼす割合で配分されている。

 

 連結

 2017年 2016年

 
元本によ
る変動額

金利によ
る変動額

 
合計

元本によ
る変動額

金利によ
る変動額

 
合計

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

利付資産       

他の金融機関に対する債権：       

　オーストラリア (19) 17 (2) 175 (154) 21

　ニュージーランド 5 (3) 2 2 (2) -

　海外 (3) 13 10 (15) 7 (8)

商品有価証券および公正価値で測定するものとして
指定された金融資産：

      

　オーストラリア (6) (59) (65) (277) (64) (341)

　ニュージーランド 4 (26) (22) 11 (31) (20)

　海外 (2) 2 - (22) (4) (26)

売却可能有価証券：       

　オーストラリア 141 (149) (8) 430 (271) 159

　ニュージーランド 13 (7) 6 14 (3) 11

　海外 (14) 3 (11) 27 (23) 4

法定準備預金：       

　海外 (2) 6 4 1 - 1

貸付金およびその他の債権：       

　オーストラリア 1,217 (1,607) (390) 1,494 (1,612) (118)

　ニュージーランド 242 (399) (157) 303 (504) (201)

　海外 (25) 68 43 4 41 45

受取利息の増減合計 1,551 (2,141) (590) 2,147 (2,620) (473)
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 連結

 2017年 2016年

 
元本によ
る変動額

金利によ
る変動額

 
合計

元本によ
る変動額

金利によ
る変動額

 
合計

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

利付負債       

他の金融機関に対する債務：       

　オーストラリア (15) (45) (60) 99 (45) 54

　ニュージーランド 1 (2) (1) - (4) (4)

　海外 (4) (1) (5) (21) 12 (9)

預金およびその他の借入金：       

　オーストラリア 693 (1,150) (457) 467 (1,481) (1,014)

　ニュージーランド 75 (182) (107) 97 (460) (363)

　海外 (52) 115 63 (10) 87 77

借入資本：       

　オーストラリア 156 (31) 125 57 (36) 21

　ニュージーランド 2 - 2 - - -

　海外 (16) (7) (23) 53 (20) 33

その他の利付負債：       

　オーストラリア (237) (220) (457) 28 (310) (282)

　ニュージーランド 98 (138) (40) 63 63 126

　海外 (5) 7 2 1 6 7

支払利息の増減合計 696 (1,654) (958) 834 (2,188) (1,354)

純利息収益の増減：       

　オーストラリア 736 (352) 384 1,171 (229) 942

　ニュージーランド 88 (113) (25) 170 (139) 31

　海外 31 (22) 9 (28) (64) (92)

純利息収益の増減合計 855 (487) 368 1,313 (432) 881
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金融資産および金融負債

 

会計方針

認識

　貸付金および債権を除き、金融資産の購入および売却は、当行グループが当該資産を購入または売却する契約を

締結する日である約定日に認識される。貸付金および債権は、現金を借り手に貸し付けた決済日に認識される。

　金融負債は債務が発生した時点で認識される。

 

分類および測定

　当行グループは、金融資産を「現金および中央銀行預け金」、「金融機関に対する債権」、「商品有価証券およ

び公正価値で測定する金融資産」、「金融派生商品」、「売却可能有価証券」、「貸付金」、「生命保険に関する

資産」ならびに「海外における中央銀行への法定準備預金」に分類している。当行グループにおいて、「満期保有

目的投資」に分類された金融資産はない。

　当行グループは、重要な金融負債を「他の金融機関に対する債務」、「預金およびその他の借入金」、「損益計

算書を通じて公正価値で測定するその他の金融負債」、「金融派生商品」、「発行済債券」ならびに「借入資本」

に分類している。

　損益計算書を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産および金融負債は、公正価値で当初認識

される。その他のすべての金融資産および金融負債は、公正価値と直接帰属する取引費用を合計した額で当初認識

される。

　上記の金融資産または金融負債の各カテゴリーの会計方針は、該当項目の注記に記載されている。

　金融資産および金融負債の公正価値の決定に関する当行グループの方針は、注記23に記載されている。

 

認識の中止

　金融資産は、当該資産からのキャッシュ・フローを受取る権利が失効した場合、「パス・スルー」契約に基づ

き、当行グループが資産からのキャッシュ・フローを受取る権利を譲渡するか、または受取ったキャッシュ・フ

ローを全額支払う債務を引受けるかのいずれかにより、所有に伴う実質的にすべてのリスクおよび便益を移転した

場合に、認識が中止される。

　当行グループが所有に伴うリスクおよび便益を一部移転したものの、所有に伴う実質的にすべてのリスクおよび

便益を移転も留保もしない状況が発生することもある。かかる状況では、当行グループが資産に継続的に関与する

範囲で、当該資産は引き続き貸借対照表上で認識される。

　金融負債は、債務が弁済された、取消された、または終了した時点で認識が中止される。既存の金融負債が同一

の貸し手のまま条件の大幅に異なる別の負債に交換された場合、または既存の負債の条件が大幅に変更された場

合、その交換または変更は、当初の負債の認識の中止と新たな負債の認識として処理され、それぞれの帳簿価額に

おける差額は損益計算書に認識される。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

249/538



注記10.　他の金融機関に対する債権

 

会計方針

他の金融機関に対する債権は、公正価値で当初認識され、その後、実効金利法を用いて償却原価で認識される。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

コンデュイット型資産
1 392 936 - -

現金担保 4,834 7,128 4,462 6,441

銀行間貸付 1,902 1,887 1,895 1,884

他の金融機関に対する債権合計 7,128 9,951 6,357 8,325

 

1
　コンデュイット型資産に関する詳細は注記25に開示されている。コンデュイット型資産は、注記19に開示されている関連す

るコンデュイット型負債への充当にのみ利用可能である。

 

注記11.　商品有価証券および公正価値で測定するものとして指定されたその他の金融資産

 

会計方針

商品有価証券

商品有価証券には、活発に取引される負債商品(政府証券およびその他の負債証券)およびエクイティ商品が含ま

れ、短期間で売却するために取得される。

トレーディング業務の一環として、当行グループは担保付きの有価証券の貸出しおよび借入れも行っている。所

有に伴うリスクおよび便益が当初の保有者に引き続き残されるため、貸出有価証券は当行グループの貸借対照表に

引き続き計上され、借入有価証券は当行グループの貸借対照表に反映されない。現金が担保として提供される場

合、第三者に前払したまたは第三者から受取った現金は、それぞれ債権として「その他の資産」(注記27)に、また

は借入金として「その他の負債」(注記29)に認識される。

商品有価証券に係る損益は損益計算書に認識される。政府証券およびその他の負債証券について受取った利息は

純利息収益(注記3)において認識され、持分証券の配当金は利息以外の収益(注記4)に認識される。

 

売戻条件付購入有価証券(以下「リバース・レポ取引」という)

売戻条件付購入有価証券は、ウエストパックが所有に伴うリスクおよび便益を得ていないため、貸借対照表に認

識されていない。支払った現金対価は資産として認識される。トレーディング・ポートフォリオの一部であるリ

バース・レポ取引は公正価値で測定するものとして指定される。これらの金融資産から生じる損益は利息以外の収

益に認識される。これらの契約に基づき受取った利息は受取利息に認識される。
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公正価値で測定するものとして指定されたその他の金融資産

公正価値で測定するものとして指定されたその他の金融資産は、会計上のミスマッチを減少または解消させるた

めに、組込デリバティブを含む、公正価値で管理される、あるいは公正価値で保有されるのいずれかである。これ

らの金融資産に係る損益は利息以外の収益として認識される。これらのその他の金融資産から受取った利息は受取

利息に認識される。

会計上のミスマッチを減少させるために公正価値で測定するものとして指定された固定利付手形のポートフォリ

オは、その性質のため、貸付金に表示されている(注記13参照)。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

商品有価証券 15,860 15,288 20,170 14,151 13,258

売戻条件付購入有価証券 6,887 3,260 3,982 6,887 3,260

公正価値で測定するものとして指定さ
れたその他の金融資産

2,577 2,620 3,302 1,908 2,044

商品有価証券および公正価値で測定
するものとして指定された金融資
産合計

25,324 21,168 27,454 22,946 18,562

 

商品有価証券には、以下が含まれる。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

政府証券および準政府証券 11,339 9,267 12,545 10,452 8,601

その他の負債証券 4,453 5,960 7,555 3,631 4,596

持分証券 11 7 20 11 7

その他 57 54 50 57 54

商品有価証券合計 15,860 15,288 20,170 14,151 13,258

 

公正価値で測定するものとして指定されたその他の金融資産には、以下が含まれる。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

その他の負債証券 2,259 2,319 2,900 1,848 1,989

持分証券 318 301 402 60 55

公正価値で測定するものとして
指定されたその他の金融資産合計

2,577 2,620 3,302 1,908 2,044
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注記12.　売却可能有価証券

 

会計方針

売却可能負債証券(政府証券およびその他の負債証券)および持分証券は公正価値で保有され、損益はその他の包

括利益に認識される。ただし、以下の金額は損益計算書に認識される。

・負債証券に係る利息

・持分証券に係る配当金　

・減損費用

その他の包括利益に認識される累積損益は、その後、当該商品の売却時に損益計算書に認識される。

各報告日現在で、当行グループは売価可能有価証券の減損の有無について評価する。有価証券の見積キャッ

シュ・フローにマイナスの影響を及ぼす1つ以上の事象が生じた場合、減損は存在する。

負債商品に関する減損の証拠には、発行体の重大な財政困難または支払状況の悪化が含まれる。

持分証券に関しては、有価証券の取得原価を下回る公正価値の大幅なまたは長期にわたる減少が減損の証拠とし

てみなされる。

減損が存在する場合、累積損失はその他の包括利益から除外され、損益計算書に認識される。負債証券に係る減

損のその後の戻入も損益計算書に認識される。エクイティ商品に係る減損費用のその後の戻入は、当該商品が売却

されるまでは損益計算書に認識されない。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

売却可能有価証券      

政府証券および準政府証券 43,382 46,255 41,112 40,491 43,286

その他の負債証券 16,863 14,323 13,672 15,252 12,831

持分証券
1 465 87 49 57 44

売却可能有価証券合計 60,710 60,665 54,833 55,800 56,161

 

1
　公正価値について信頼性のある測定ができない(活発な市場が存在せず相場価格の入手が不可能である)ため、一部の持分証

券は取得原価で測定されている。2017年度：当行グループにおいてゼロ(2016年度：59百万豪ドル、2015年度：33百万豪ド

ル)および親会社においてゼロ(2016年度：16百万豪ドル)。
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以下の表は、2017年9月30日現在の当行グループの売却可能有価証券の期日別内訳およびその加重平均利回りを

示したものである。非課税扱いの有価証券はない。

 

 2017年

 1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超
特定の期日
なし

合計
加重
平均

 
百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

％

帳簿価額             

政府証券および準政府証
券

5,662 2.8% 22,533 3.4% 14,642 2.9% 545 2.6% - - 43,382 3.1%

その他の負債証券 2,384 2.2% 13,808 2.8% 671 2.3% - - - - 16,863 2.7%

持分証券 - - - - - - - - 465 - 465 -

期日別合計 8,046  36,341  15,313  545  465  60,710  

 

　期日の区分は、売却可能商品に関する契約上の期日に基づき決定される。

以下の項目は、売却可能有価証券(上記)ならびに商品有価証券および公正価値で測定するものとして指定された

金融資産(注記11)に含まれる。

・米国財務省証券8,019百万豪ドル(2016年度：8,593百万豪ドル、2015年度：8,473百万豪ドル)

・2017年9月30日現在の負債証券(帳簿価額合計がウエストパックの所有者に帰属する持分の10％を超過するもの)

はすべてクイーンズランド州財務公社発行のものであり、保有高合計は12,900百万豪ドルである。

 

注記13.　貸付金

 

会計方針

貸付金は、公正価値と直接帰属する取引費用を合計した額で当初認識される金融資産である。固定利付手形の

ポートフォリオ(下記参照)を除き、貸付金はその後、実効金利法を用いて償却原価で測定され、減損引当金控除後

の金額で表示される。

モーゲージ・ファシリティと預金ファシリティの両方を有するローン商品は、資産と負債の構成要素が相殺基準

を満たさないため、これらの要素を分けて、貸借対照表に総額で表示される。当該商品について稼得した利息は損

益計算書に純額で表示されるが、これはこの純額表示が顧客に課せられた利息の発生状況を反映しているためであ

る。

当行グループが貸し手であるファイナンス・リースも貸付金に含まれる。これらは、リース資産の実質的にすべ

てのリスクおよび便益が借り手に移転するリースである。金融収益はファイナンス・リースに対する純投資の一定

のリターンを反映する基準で認識される。ファイナンス・リースの純投資は当該リースに係る将来キャッシュ・フ

ローの現在価値である。将来キャッシュ・フロー総額は、その現在価値を算定するために、リース計算利子率を用

いて割り引かれる。
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計上を行った拠点の所在地および商品の種類別に示した貸付金ポートフォリオは、以下の表のとおりである。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

オーストラリア     

住宅 427,167 404,190 427,155 404,173

個人向け(貸付金およびカード) 21,952 22,825 19,905 19,199

法人向け 150,542 150,209 146,143 144,562

信用取引に伴う貸付金 1,885 1,912 1,885 1,912

その他 100 108 100 108

オーストラリア合計 601,646 579,244 595,188 569,954

ニュージーランド     

住宅 43,198 43,035 - -

個人向け(貸付金およびカード) 1,856 1,865 - -

法人向け 26,667 27,499 321 336

その他 85 96 - -

ニュージーランド合計 71,806 72,495 321 336

その他海外     

トレード・ファイナンス 2,818 2,358 2,818 2,354

その他 11,515 11,159 10,283 9,805

その他海外合計 14,333 13,517 13,101 12,159

貸付金合計 687,785 665,256 608,610 582,449

貸付金に対する減損費用引当金(注記14参照) (2,866) (3,330) (2,373) (2,710)

貸付金純額合計
1 684,919 661,926 606,237 579,739

 

1
　貸付金純額には、会計上のミスマッチを軽減させるために公正価値で測定するものとして指定された固定利付手形4,587百

万豪ドル(2016年度：5,562百万豪ドル)が含まれている。当期に認識された信用リスクに帰属する固定利付手形の公正価値の

変動は、当行グループと親会社のいずれについても6百万豪ドル(2016年度：12百万豪ドル)であった。信用リスクに帰属する

固定利付手形の公正価値の累計変動額は、当行グループと親会社のいずれについても23百万豪ドルの減少(2016年度：29百万

豪ドルの減少)であった。
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貸付金には、以下のファイナンス・リース債権が含まれている。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

ファイナンス・リース債権に対する投資総額：     

　1年以内に期日が到来 661 745 433 409

　1年超5年以内に期日が到来 4,619 4,342 3,349 2,707

　5年超に期日が到来 301 289 237 187

ファイナンス・リースに係る未経過金融収益 (796) (718) (606) (455)

ファイナンス・リースに対する投資純額 4,785 4,658 3,413 2,848

回収不能最低リース料に対する引当金 (6) (7) (2) (3)

ファイナンス・リースに対する投資純額
(引当金控除後)

4,779 4,651 3,411 2,845

ファイナンス・リースに対する投資純額の内訳は
以下のとおりである：

    

　1年以内に期日が到来 634 717 416 393

　1年超5年以内に期日が到来 3,913 3,724 2,809 2,308

　5年超に期日が到来 238 217 188 147

ファイナンス・リースに対する投資純額合計 4,785 4,658 3,413 2,848

 

以下の表は、業種別に分類した貸付金を示したものである
１
。

 

 連結

 2017年 2016年 2015年 2014年 2013年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

オーストラリア      

ホテル業、喫茶業および飲食業 8,177 7,536 7,490 7,273 6,999

農業、林業および漁業 8,182 7,953 7,667 7,246 7,354

建設業 6,043 5,797 5,596 5,533 5,227

金融業および保険業 12,923 14,298 13,175 12,202 11,120

政府、行政および防衛 554 675 796 750 843

製造業 9,054 9,140 9,342 8,876 9,016

鉱業 3,025 3,641 4,415 3,207 2,247

不動産業 43,220 44,785 44,667 41,718 37,666

資産関連サービス業および
法人向けサービス業

12,050 11,674 10,703 10,045 8,453

サービス業 12,950 12,362 10,798 9,629 8,608

商業 16,063 16,044 15,484 14,449 13,516

運輸業および倉庫業 8,624 9,015 9,940 9,186 8,751

公益事業 5,237 4,025 3,554 3,232 2,984

個人向け融資 451,315 429,522 400,441 376,662 350,044

その他 4,229 2,777 1,587 1,247 1,316

オーストラリア合計 601,646 579,244 545,655 511,255 474,144

 

1
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。
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 連結

 2017年 2016年 2015年 2014年 2013年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

ニュージーランド      

ホテル業、喫茶業および飲食業 290 256 182 159 148

農業、林業および漁業 7,772 7,788 6,860 6,019 5,635

建設業 447 396 359 361 409

金融業および保険業 2,478 2,682 1,725 1,158 1,032

政府、行政および防衛 137 163 292 350 536

製造業 2,090 2,324 2,110 1,848 1,727

鉱業 141 280 407 484 455

不動産業 5,858 5,925 5,301 5,116 4,961

資産関連サービス業および
法人向けサービス業

1,113 1,084 925 869 676

サービス業 1,810 1,396 1,173 996 1,040

商業 2,163 2,333 2,003 1,878 1,883

運輸業および倉庫業 1,080 1,257 1,094 868 884

公益事業 1,237 1,600 1,021 1,004 1,103

個人向け融資 45,190 45,011 40,277 37,222 35,051

その他 - - - 138 45

ニュージーランド合計 71,806 72,495 63,729 58,470 55,585

海外      

ホテル業、喫茶業および飲食業 97 118 111 127 130

農業、林業および漁業 5 12 568 465 376

建設業 55 147 247 120 172

金融業および保険業 4,289 2,767 4,297 2,006 1,246

政府、行政および防衛 4 4 130 35 31

製造業 2,982 2,619 3,848 2,886 2,418

鉱業 349 535 778 1,617 857

不動産業 491 479 409 352 306

資産関連サービス業および
法人向けサービス業

540 526 403 140 56

サービス業 205 99 182 242 172

商業 2,680 3,463 2,898 3,248 2,611

運輸業および倉庫業 1,389 1,186 1,099 689 440

公益事業 514 442 722 701 299

個人向け融資 657 1,120 1,191 1,111 900

その他 76 - 77 52 63

海外合計 14,333 13,517 16,960 13,791 10,077

貸付金合計 687,785 665,256 626,344 583,516 539,806

貸付金減損費用に対する引当金 (2,866) (3,330) (3,028) (3,173) (3,642)

貸付金純額合計 684,919 661,926 623,316 580,343 536,164

 

1
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。
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  親会社

  2017年 2016年
1

  百万豪ドル 百万豪ドル

オーストラリア    

ホテル業、喫茶業および飲食業  8,098 7,421

農業、林業および漁業  8,063 7,776

建設業  5,440 5,001

金融業および保険業  12,882 14,200

政府、行政および防衛  541 652

製造業  8,782 8,771

鉱業  2,985 3,567

不動産業  43,220 44,707

資産関連サービス業および法人向けサービス業  10,979 10,375

サービス業  12,605 11,850

商業  15,760 15,525

運輸業および倉庫業  8,167 8,460

公益事業  5,206 3,983

個人向け融資  449,207 425,426

その他  3,253 2,240

オーストラリア合計  595,188 569,954

ニュージーランド    

ホテル業、喫茶業および飲食業  - -

農業、林業および漁業  1 2

建設業  3 6

金融業および保険業  - -

政府、行政および防衛  - -

製造業  88 102

鉱業  - -

不動産業  - -

資産関連サービス業および法人向けサービス業  9 7

サービス業  1 4

商業  217 215

運輸業および倉庫業  - -

公益事業  - -

個人向け融資  - -

その他  2 -

ニュージーランド合計  321 336

 

1
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。
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  親会社

  2017年 2016年
1

  百万豪ドル 百万豪ドル

その他海外    

ホテル業、喫茶業および飲食業  88 100

農業、林業および漁業  4 11

建設業  44 135

金融業および保険業  4,284 2,762

政府、行政および防衛  3 152

製造業  2,969 2,462

鉱業  349 535

不動産業  288 303

資産関連サービス業および法人向けサービス業  525 454

サービス業  74 164

商業  2,446 3,142

運輸業および倉庫業  1,159 953

公益事業  508 430

個人向け融資  280 556

その他  80 -

その他海外合計  13,101 12,159

貸付金合計  608,610 582,449

貸付金減損費用に対する引当金  (2,373) (2,710)

貸付金純額合計  606,237 579,739

 

1
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。
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以下の表は、2017年9月30日現在における全貸付金の契約上の期日の分布(連結)について顧客の業種別に表示し

たものである。

 

 2017年連結

 1年以内
1年超
5年以内

5年超 合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

オーストラリアにおける顧客の業種別による
貸付金

    

ホテル業、喫茶業および飲食業 3,434 4,367 376 8,177

農業、林業および漁業 3,059 4,448 675 8,182

建設業 1,490 3,962 591 6,043

金融業および保険業 6,558 4,773 1,592 12,923

政府、行政および防衛 57 193 304 554

製造業 3,072 4,616 1,366 9,054

鉱業 450 1,189 1,386 3,025

不動産業 17,378 22,560 3,282 43,220

資産関連サービス業および法人向け
サービス業

2,949 7,715 1,386 12,050

サービス業 3,323 8,064 1,563 12,950

商業 6,022 8,422 1,619 16,063

運輸業および倉庫業 1,524 5,379 1,721 8,624

公益事業 508 3,749 980 5,237

個人向け融資 15,862 29,038 406,415 451,315

その他 991 3,053 185 4,229

オーストラリア合計 66,677 111,528 423,441 601,646

海外合計 23,340 18,281 44,518 86,139

貸付金合計 90,017 129,809 467,959 687,785

 

 連結

 2017年 2016年

 
変動利付
貸付金

固定利付
貸付金

 
合計

変動利付
貸付金

固定利付
貸付金

 
合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

期日到来まで1年超の当行
グループ貸付金の金利別
内訳

      

オーストラリア国内の拠点 417,643 117,326 534,969 419,728 91,907 511,635

海外拠点 18,371 44,428 62,799 19,005 44,013 63,018

期日到来までの1年超の
貸付金合計

436,014 161,754 597,768 438,733 135,920 574,653
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注記14.　減損費用に対する引当金

 

会計方針

当行グループは、以下のとおり、貸付金に対して2種類の減損引当金(貸付金に対する引当金)を認識している。

・個別評価減損引当金

・一括評価減損引当金

減損費用の算定方法については注記6において説明されている。

 

当行グループは以下のとおり減損を評価する。

・特定の基準値を上回る貸付金については、個別に評価する。減損の客観的な証拠がある場合、個別評価引当金が

認識される。

・上記の特定の基準値を下回る貸付金または減損の客観的な証拠がない貸付金については、一括して評価する。類

似したリスク特性を有する貸付金のグループに当該貸付金を含めて、減損の一括評価を行う。貸付金のグループが

一括して減損しているという客観的証拠がある場合、一括評価引当金が認識される。

 

重要な会計上の仮定および見積り

将来キャッシュ・フローの見積りに使用される方法および仮定は、減損引当金と損失実績との差を縮小させるた

めに当行グループによって定期的に見直しが行われる。

 

個別評価部分

　重要な判断には顧客の事業の見通し、担保の処分可能見込額、他の債権者に対する当行グループの順位、顧客情

報の信頼性、ならびに貸付金回収に係る費用および期間の見込みが含まれる。

新しい情報が入手可能となったり、貸付金回収戦略が進化したりするため、時間の経過とともに判断が変わるこ

とがあり、その結果、減損引当金が修正される場合がある。

 

一括評価部分

　延滞額、担保および保証、過去の損失実績、現在の経済状況ならびにポートフォリオの動向に基づくデフォルト

および回収の時期の予想が勘案され、ポートフォリオごとに一括評価引当金が設定される。

　重要な判断には見積損失率および関連する損失出現期間が含まれる。貸付金の種類ごとの損失出現期間は、損失

出現パターンを調査することによって決定される。貸付金の記録は、損失の兆候となる観察可能な事象の発生から

損失が識別可能となるまでの平均期間を特定するためにレビューされる。
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実際に生じる信用損失は、金利の変動およびそれが個人消費、失業水準、弁済行動および倒産率に与える影響を

含む不確実性により、貸付金の減損引当金の計上額と著しく異なる場合がある。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

個別評価引当金      

期首残高 869 669 867 752 543

引当金繰入額 610 727 566 581 694

戻入 (288) (210) (297) (218) (188)

償却 (688) (287) (445) (681) (267)

利息調整 (16) (13) (22) (16) (13)

その他の調整 (7) (17) - (1) (17)

期末残高 480 869 669 417 752

一括評価引当金      

期首残高 2,733 2,663 2,614 2,198 2,203

引当金繰入額 699 744 615 628 510

償却 (968) (902) (793) (810) (682)

利息調整 188 193 190 152 156

その他の調整 (13) 35 37 12 11

期末残高 2,639 2,733 2,663 2,180 2,198

貸付金および信用コミットメントの
減損費用に対する引当金合計

3,119 3,602 3,332 2,597 2,950

控除：信用コミットメント引当金
(注記28参照)

(253) (272) (304) (224) (240)

貸付金の減損費用に対する引当金合計 2,866 3,330 3,028 2,373 2,710
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　以下の表は、過去5年間における業種別の貸付金の減損費用に対する引当金を示したものである。

 

 連結

 2017年 2016年 2015年 2014年 2013年

 
百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

％
百万
豪ドル

％

業種別個別評価引当金           

オーストラリア           

ホテル業、喫茶業および飲食業 15 0.5 39 1.1 38 1.1 47 1.4 59 1.5

農業、林業および漁業 9 0.3 21 0.6 23 0.7 47 1.4 80 2.0

建設業 20 0.6 23 0.6 20 0.6 61 1.8 66 1.7

金融業および保険業 6 0.2 15 0.4 23 0.7 24 0.7 24 0.6

製造業 40 1.3 120 3.4 41 1.2 36 1.0 108 2.7

鉱業 19 0.6 41 1.1 11 0.3 15 0.4 4 0.1

不動産業
1 74 2.4 125 3.5 127 3.9 200 5.7 320 8.2

資産関連サービス業

および法人向けサービス業
1 77 2.5 215 6.0 97 2.9 83 2.4 108 2.7

サービス業 25 0.8 16 0.4 20 0.6 32 0.9 48 1.2

商業 37 1.2 62 1.7 39 1.2 70 2.0 116 2.9

運輸業および倉庫業 14 0.4 14 0.4 54 1.6 12 0.3 45 1.1

公益事業 - - - - - - 2 0.1 29 0.8

個人向け融資 94 3.0 57 1.6 57 1.7 60 1.7 76 1.9

その他 3 0.1 4 0.1 3 0.1 2 0.1 6 0.2

オーストラリア合計 433 13.9 752 20.9 553 16.6 691 19.9 1,089 27.6

ニュージーランド           

ホテル業、喫茶業および飲食業 - - - - - - - - 1 -

農業、林業および漁業 11 0.4 11 0.3 6 0.2 6 0.2 17 0.4

建設業 - - 1 - 1 - 1 - 6 0.2

金融業および保険業 - - - - - - - - 9 0.2

製造業 4 0.1 34 0.9 33 1.0 33 0.9 6 0.2

鉱業 - - 14 0.4 13 0.4 36 1.0 37 0.9

不動産業
1 20 0.6 31 0.9 42 1.3 38 1.1 69 1.7

資産関連サービス業

および法人向けサービス業
1 - - 1 - 1 - - - 2 0.1

サービス業 2 0.1 2 0.1 2 0.1 1 - 40 1.0

商業 1 - 1 - 1 - 2 0.1 2 0.1

運輸業および倉庫業 - - - - - - 1 - - -

公益事業 - - - - - - - - 1 -

個人向け融資 7 0.2 4 0.1 8 0.2 10 0.3 17 0.4

ニュージーランド合計 45 1.4 99 2.7 107 3.2 128 3.6 207 5.2

その他の海外合計 2 0.1 18 0.5 9 0.3 48 1.4 68 1.7

個別評価引当金合計 480 15.4 869 24.1 669 20.1 867 24.9 1,364 34.5

一括評価引当金合計 2,639 84.6 2,733 75.9 2,663 79.9 2,614 75.1 2,585 65.5

減損費用および信用コミット
メントに対する引当金合計

3,119 100.0 3,602 100.0 3,332 100.0 3,481 100.0 3,949 100.0

 

1
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。
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　以下の表は、過去5年間における業種別の貸付金の償却の詳細を示したものである。

 

 連結

 2017年 2016年 2015年 2014年 2013年

 百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル

償却      

オーストラリア      

ホテル業、喫茶業および飲食業 (38) (17) (40) (26) (31)

農業、林業および漁業 (10) (12) (36) (60) (30)

建設業 (30) (20) (40) (37) (46)

金融業および保険業 (6) (13) (12) (10) (14)

製造業 (105) (21) (20) (85) (50)

鉱業 (46) (18) (17) (4) (5)

不動産業
1 (76) (44) (104) (182) (239)

資産関連サービス業および法人向けサービス業
1 (203) (43) (70) (50) (101)

サービス業 (97) (36) (18) (22) (58)

商業 (59) (30) (56) (70) (69)

運輸業および倉庫業 (17) (48) (24) (43) (18)

公益事業 - (1) (2) (3) (2)

個人向け融資 (898) (803) (658) (603) (545)

その他 (17) (13) (13) (14) (9)

オーストラリア合計 (1,602) (1,119) (1,110) (1,209) (1,217)

ニュージーランド      

ホテル業、喫茶業および飲食業 - - - (2) (1)

農業、林業および漁業 - (1) (3) (10) (7)

建設業 (1) (1) - (5) (4)

金融業および保険業 - - - (10) (13)

製造業 - - (1) (1) (3)

鉱業 - - (28) (10) -

不動産業
1 (2) (10) (18) (41) (65)

資産関連サービス業および法人向けサービス業
1 - (2) - - (29)

サービス業 - - (1) (37) (5)

商業 (1) (1) (4) (3) (4)

運輸業および倉庫業 - - - - (1)

公益事業 - - - - -

個人向け融資 (49) (51) (55) (49) (46)

その他 - (1) - - -

ニュージーランド合計 (53) (67) (110) (168) (178)

その他の海外合計 (1) (3) (18) (31) (4)

償却額合計 (1,656) (1,189) (1,238) (1,408) (1,399)

以下に関連する償却額：      

　一括評価引当金 (968) (902) (793) (702) (708)

　個別評価引当金 (688) (287) (445) (706) (691)

償却額合計 (1,656) (1,189) (1,238) (1,408) (1,399)

 

1
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。
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以下の表は、過去5年間における業種別の貸付金の回収の詳細を示したものである。

 

 連結

 2017年 2016年 2015年 2014年 2013年

 百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル

回収      

オーストラリア      

ホテル業、喫茶業および飲食業 3 - - - 1

農業、林業および漁業 - - - - 1

建設業 2 1 4 2 1

金融業および保険業 1 34 8 8 3

製造業 2 1 3 3 8

鉱業 1 - - - -

不動産業
1 10 3 15 12 11

資産関連サービス業および法人向けサービス業
1 3 2 2 - -

サービス業 - 2 1 - -

商業 3 1 1 1 1

運輸業および倉庫業 1 1 - - 1

公益事業 - - - 2 -

個人向け融資 118 84 78 62 41

その他 5 2 1 2 -

オーストラリア合計 149 131 113 92 68

ニュージーランド合計 19 6 18 14 8

その他の海外合計 - - - - -

回収額合計 168 137 131 106 76

償却額合計 (1,656) (1,189) (1,238) (1,408) (1,399)

償却額および回収額の純額 (1,488) (1,052) (1,107) (1,302) (1,323)

 

1
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。
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注記15.　生命保険に関する資産および生命保険債務

 

会計方針

当行グループは、オーストラリアにおいては主に、独立法定基金であり1995年生命保険法(以下「生命保険法」

という。)に基づき登録されたウエストパック・ライフ・インシュアランス・サービシズ・リミテッドおよびその

子会社を通じて、またニュージーランドにおいては2010年保険(健全性に関する監督)法に基づき認可を受けた独立

法定基金であるウエストパック・ライフNZリミテッドを通じて、生命保険事業を営んでいる。

 

生命保険に関する資産

当行グループが運用するファンドに対する投資を含む生命保険に関する資産は、損益計算書を通じて公正価値で

測定するもとして指定されている。公正価値の変動は利息以外の収益に認識される。生命保険に関する資産の公正

価値の算定には、その他の金融資産と同じ判断が含まれ、これについては注記23の重要な会計上の仮定および見積

りに記載されている。

生命保険法は生命保険に関する資産に制限を課しており、それには以下の場合においてのみ利用可能であること

が含まれている。

・　当該基金の負債および費用への充当

・　基金事業拡大のための投資の獲得、あるいは

・　基金が支払能力および自己資本比率規制を満たす場合の分配として

 

生命保険債務

生命保険債務は主に、生命保険運用契約債務および生命保険契約債務で構成される。生命保険運用契約に関して

発生する請求は顧客預金の引出しであり、生命保険債務の減額として認識される。

 

生命保険運用契約債務

生命保険運用契約債務は、損益計算書を通じて公正価値で測定するものとして指定される。公正価値は、生命保

険運用契約に連動している生命保険に関する資産の評価額と、現在の最低解約払戻金(保険契約が満期前に任意終

了となった場合または保険事故が生じた場合に当行グループが保険契約者に支払うと考えられる最低額)のいずれ

か高い方の金額である。公正価値の変動は利息以外の収益に認識される。
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生命保険契約債務

生命保険契約債務の価値は、健全性基準LPS 340「保険契約債務の評価」に規定されるマージン・オン・サービ

ス(margin on services)法(以下「MoS」という。)を用いて算定される。

MoSでは引受けた生命保険契約の各種類の関連リスクおよび不確実性が考慮される。各報告日現在、計画上の利

益および将来の債務の見積りが算定される。利益は、生命保険が保険契約者に提供されている期間にわたって取崩

され、利息以外の収益に認識される(注記4)。特定の保険契約を獲得する際に発生した費用は、その金額が計画上

の利益から回収可能な場合、繰り延べられる。当該繰延額は生命保険契約債務の減額として認識され、計画上の利

益と同じ期間にわたって償却されて、利息以外の収益に認識される。

 

投資運用制度に係る外部の受益証券保有者に対する債務

生命保険法定基金には投資運用制度における支配持分が含まれており、これは連結されている。投資運用制度が

連結されている場合、外部の受益証券保有者に対する債務は負債として認識され、生命保険債務に含まれる。これ

らは、損益計算書を通じて公正価値で測定するものとして指定される。

 

重要な会計上の仮定および見積り

生命保険債務および関連する資産の見積りに影響を与える主な要素は、以下のとおりである。

・　給付金の支給および契約の管理に係る費用

・　保険契約者への給付の増大を含む、死亡および罹病の実績

・　新規契約の獲得費用を契約期間にわたって回収する当行グループの能力に影響を与える、契約の中止の割合

・　予測将来キャッシュ・フローの割引率

 

規制、競争、金利、税金、証券市場の状況および一般的な経済情勢も生命保険債務の見積りに影響を与えてい

る。
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生命保険に関する資産

 

 連結

 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル

直接およびユニット型信託で保有される投資   

株式 3,169 4,403

負債証券 3,420 8,628

不動産 257 763

貸付金 27 37

その他
1 3,770 361

生命保険に関する資産合計 10,643 14,192

 

1
　主に株式、負債証券、不動産など多様な資産を所有するユニット型信託への投資から構成されている。

 

2017年9月30日現在、親会社において生命保険に関する資産はなかった(2016年度：なし)。

 

生命保険債務

 

 連結

契約債務の変動の調整 生命保険運用契約 生命保険契約 合計

 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

期首残高 13,234 12,395 (873) (836) 12,361 11,559

損益計算書に反映された契約債務の
変動

544 416 38 (37) 582 379

契約債務に認識された契約の拠出額 790 780 - - 790 780

契約債務に認識された契約の払戻額 (1,214) (1,052) - - (1,214) (1,052)

契約手数料、費用および税金還付 (100) (112) - - (100) (112)

投資運用制度に係る外部の受益証券
保有者の変動

(3,400) 807 - - (3,400) 807

期末残高 9,854 13,234 (835) (873) 9,019 12,361

 

2017年9月30日現在、親会社において生命保険債務はなかった(2016年度：なし)。
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注記16.　他の金融機関に対する債務

 

会計方針

他の金融機関に対する債務は、公正価値で当初認識され、その後、実効金利法を用いて償却原価で認識される。

 

有価証券買戻契約

所定の価格での買戻しに合意することを条件に有価証券が売却される場合、当該有価証券は当初の分類(すなわ

ち「商品有価証券」または「売却可能有価証券」)で引き続き貸借対照表に認識される。

受取った現金対価は負債(「有価証券買戻契約」)として認識される。有価証券買戻契約は、トレーディング・

ポートフォリオの一部として運用されている場合、公正価値で測定するものとして指定されて「損益計算書を通じ

て公正価値で測定するその他の金融負債」(注記18参照)の一部として認識され、それ以外の場合には、償却原価で

測定されて「他の金融機関に対する債務」に認識される。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

現金担保 2,429 1,615 2,304 1,557

オフショア中央銀行預り金 3,108 5,493 3,108 5,493

銀行間借入 6,953 6,092 6,946 6,082

有価証券買戻契約
1 9,417 5,009 9,417 5,009

他の金融機関に対する債務合計 21,907 18,209 21,775 18,141

 

1
　買戻契約に基づき差入れられた関連する有価証券の帳簿価額は、当行グループおよび親会社について15,192百万豪ドル

(2016年度：7,052百万豪ドル)である。

 

次へ
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注記17.　預金およびその他の借入金

 

会計方針

預金およびその他の借入金は、公正価値で当初認識され、その後、実効金利法を用いた償却原価または公正価値

のいずれかで測定される。

預金およびその他の借入金は、公正価値基準で管理されている場合、会計上のミスマッチが減少または解消する

場合、あるいは組込デリバティブを含んでいる場合、公正価値で測定するものとして指定される。

これらの負債が公正価値で測定される場合、公正価値の変動(信用リスクの変動によるものを除く)があれば、利

息以外の収益に認識される。

信用リスクの変動に起因する公正価値の変動は、その他の包括利益に認識される。ただし、それが会計上のミス

マッチをもたらす場合には、損益計算書に認識される。

発生した支払利息は、実効金利法を用いて純利息収益に認識される。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

オーストラリア     

譲渡性預金証書 37,515 29,774 37,515 29,910

無利息、要求払 40,324 37,491 40,324 37,491

その他の利付通知預金 226,920 210,666 226,338 210,397

その他の利付定期預金 153,597 148,876 153,597 148,876

オーストラリア合計 458,356 426,807 457,774 426,674

ニュージーランド     

譲渡性預金証書 546 1,192 - -

無利息、要求払 4,853 4,407 - -

その他の利付通知預金 21,273 22,642 - -

その他の利付定期預金 27,620 27,826 - -

ニュージーランド合計 54,292 56,067 - -

海外     

譲渡性預金証書 8,860 15,497 8,860 15,497

無利息、要求払 810 845 322 391

その他の利付通知預金 1,505 1,441 1,150 1,050

その他の利付定期預金 9,768 12,414 9,587 12,130

海外合計 20,943 30,197 19,919 29,068

預金およびその他の借入金合計 533,591 513,071 477,693 455,742

公正価値で測定する預金およびその他の借入金
1 46,569 44,227 46,023 43,171

償却原価で測定する預金およびその他の借入金 487,022 468,844 431,670 412,571

預金およびその他の借入金合計 533,591 513,071 477,693 455,742

 

1
　満期日に支払を要求される契約上の未決済額は、当行グループについては46,713百万豪ドル(2016年度：44,326百万豪ド

ル)、親会社については46,168百万豪ドル(2016年度：43,270百万豪ドル)である。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

269/538



預金の主要な種類における過去3年間の各事業年度の平均残高および平均金利は、以下のとおりである。

 

 連結

 2017年 2016年 2015年

 平均残高 平均金利 平均残高 平均金利 平均残高 平均金利

 百万豪ドル ％ 百万豪ドル ％ 百万豪ドル ％

オーストラリア       

無利息 39,355  35,732  29,201  

譲渡性預金証書
1 33,350 2.0％ 31,165 2.4％ 32,201 2.3％

その他の利付通知預金
1 226,753 1.2％ 211,878 1.6％ 199,110 2.0％

その他の利付定期預金
1 149,483 2.6％ 133,072 2.8％ 125,888 3.3％

オーストラリア合計 448,941  411,847  386,400  

海外            

無利息 5,527  5,051  4,514  

譲渡性預金証書
1 13,151 1.4％ 16,938 0.9％ 16,617 0.6％

その他の利付通知預金
1 24,163 1.3％ 24,686 1.9％ 22,732 2.9％

その他の利付定期預金
1 37,813 2.7％ 35,963 2.7％ 36,966 3.0％

海外合計 80,654   82,638  80,829  

 

1
　比較数値は当期の表示に合わせて変更されている。

 

譲渡性預金証書および定期預金

　海外事業所において発行された譲渡性預金証書はすべて、100,000米ドル超であった。

　オーストラリアの事業で発行された100,000米ドル超の譲渡性預金証書および定期預金の満期による分類は、以

下のとおりである。

 

 2017年連結

 3ヶ月以内
3ヶ月超
6ヶ月以内

6ヶ月超
1年以内

1年超 合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

100,000米ドル超の譲渡性預金証書 21,335 15,738 329 113 37,515

100,000米ドル超の定期預金 68,277 26,523 23,469 14,264 132,533
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注記18.　損益計算書を通じて公正価値で測定するその他の金融負債

 

会計方針

損益計算書を通じて公正価値で測定するその他の金融負債には、当初認識時に公正価値で測定するものとして指

定された空売有価証券および有価証券買戻契約が含まれる。

有価証券買戻契約に関する会計処理については注記16に詳述されたものと整合している。

空売有価証券は、ウエストパックが売却時に保有していないが買い手に引渡すことを約束している有価証券の売

却に関して、有価証券を買い手に引渡す義務を反映している。買い手に引渡される有価証券は通常、借入れられ

る、および/またはその後に購入される。

これらの負債は、当初認識後、公正価値で測定され、公正価値の変動(信用リスクを除く)は発生時に損益計算書

を通じて認識される。信用リスクに起因する公正価値の変動は、その他の包括利益に認識される。ただし、それが

会計上のミスマッチをもたらす場合には、損益計算書を通じて認識される。

　支払利息は、実効金利法を用いて純利息収益に認識される。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

有価証券買戻契約
1 3,543 4,363 3,525 3,982

空売有価証券 513 389 513 389

損益計算書を通じて公正価値で測定するその他の
金融負債合計

4,056 4,752 4,038 4,371

 

1
　買戻契約に基づき差入れられた有価証券の帳簿価額は、当行グループについて3,554百万豪ドル(2016年度：4,595百万豪ド

ル)、親会社について3,536百万豪ドル(2016年度：4,213百万豪ドル)である。

 

満期日に、これらの金融負債の保有者に対して契約上支払を要求される金額は、当行グループについて4,056百

万豪ドル(2016年度：4,752百万豪ドル)および親会社について4,038百万豪ドル(2016年度：4,371百万豪ドル)であ

る。

 

注19.　発行済債券

 

会計方針

発行済債券とは、当行グループの事業体が発行した債券、ノート、コマーシャル・ペーパーおよび社債である。

発行済債券には手形引受も含まれるが、これは、当行グループが当初、手形引受時に割引を行い、後に再割引して

市場に戻した為替手形である。為替手形の引受および割引により顧客に提供された手形による資金調達は、貸付金

の一部として計上される。

発行済債券は、公正価値で当初測定され、その後、実効金利法を用いた償却原価または公正価値のいずれかで測

定される。
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発行済債券は以下の場合に公正価値で測定するものとして指定される。

・　会計上のミスマッチを減少または解消させる場合

・　組込デリバティブを含んでいる場合

これらの債券は公正価値で測定され、公正価値の変動(信用リスクの変動によるものを除く)は利息以外の収益と

して認識される。

信用リスクによる公正価値の変動は、その他の包括利益に認識される。ただし、それが会計上のミスマッチをも

たらす場合には、損益計算書に認識される。

発生した支払利息は、実効金利法を用いて純利息収益に認識される。

短期債券(12ヶ月以内)と長期債券(12ヶ月超)の区別は対象債券の組成時の満期日に基づくもので、以下の表のと

おりである。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

短期債券：     

　自社発行 26,167 18,931 24,655 16,633

　顧客コンデュイット
1 392 936 - -

　引受手形 6 12 6 12

短期債券合計 26,565 19,879 24,661 16,645

長期債券：     

　カバード債 34,516 33,529 29,698 30,211

　シニア債 98,823 106,626 89,757 98,720

　証券化 8,209 9,445 - -

　ストラクチャード・ノート 243 423 - -

長期債券合計 141,791 150,023 119,455 128,931

発行済債券合計 168,356 169,902 144,116 145,576

公正価値で測定する発行済債券
2 4,673 6,303 2,940 3,589

償却原価で測定する発行済債券 163,683 163,599 141,176 141,987

発行済債券合計 168,356 169,902 144,116 145,576

 

1
　顧客コンデュイットに関する詳細は注記25に開示されている。

2
　満期日に支払を要求される契約上の未決済残高は、当行グループについて4,604百万豪ドル(2016年度：6,185百万豪ドル)、

親会社について2,875百万豪ドル(2016年度：3,484百万豪ドル)である。当行グループおよび親会社について、ウエストパッ

ク自身の信用リスクの変動に帰属する発行済債券の公正価値の累積変動は、2百万豪ドル(2016年度：165百万豪ドル)の減少

である。
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 連結

 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル

短期債券   

米国コマーシャル・ペーパー 26,167 18,683

ユーロ・コマーシャル・ペーパー - 248

 26,167 18,931

資産担保付コマーシャル・ペーパー(通貨別)：   

　豪ドル 392 936

資産担保付コマーシャル・ペーパー合計 392 936

引受手形 6 12

短期債券合計 26,565 19,879

長期債券(通貨別)：   

　豪ドル 37,680 42,946

　スイス・フラン 1,903 2,294

　ユーロ 25,049 20,267

　英ポンド 7,838 12,134

　日本円 2,137 4,333

　ニュージーランド・ドル 3,416 3,422

　米ドル 61,156 61,788

　その他 2,612 2,839

長期債券合計 141,791 150,023

 

 連結

 2017年 2016年 2015年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

短期債務    

米国コマーシャル・ペーパー    

月末残高の最高額 27,456 36,478 38,774

平均残高の概算額 23,025 26,351 35,482

加重平均金利の概算：    

　平均残高 1.3％ 0.7％ 0.3％

　期末残高 1.2％ 0.9％ 0.3％

 

当行グループは、ヘッジ活動の一部として発行済債券から生じる為替エクスポージャーを管理している。当行グ

ループのヘッジ会計に関する詳細については、注記21を参照のこと。
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注記20．　借入資本

 

会計方針

借入資本とは、当行グループが発行した商品のうち、オーストラリア金融監督局(以下「APRA」という。)の健全

性基準に基づき規制上の自己資本として組入れが適格なものである。借入資本は、公正価値で当初測定され、その

後、実効金利法を用いて償却原価で測定される。発生した支払利息は純利息収益に認識される。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

その他Tier 1(AT1)借入資本     

優先転換株式 1,188 1,185 1,188 1,185

ウエストパック・キャピタル・ノート 5,684 5,673 5,684 5,673

米ドル建AT1証券 1,556 - 1,556 -

その他Tier 1借入資本合計 8,428 6,858 8,428 6,858

Tier 2借入資本     

劣後債 8,789 8,485 8,789 8,485

永久劣後債 449 462 449 462

Tier 2借入資本合計 9,238 8,947 9,238 8,947

借入資本合計 17,666 15,805 17,666 15,805
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その他Tier 1借入資本

AT1商品の主要な条件および共通の特徴の要約は、以下に記載されている
1
。

 

連結および親会社

 配当/分配/金利
潜在的

転換予定日
2

選択による

償還日
3

2017年 2016年

百万
豪ドル

百万
豪ドル

ウエストパック優先転換株式(以下「CPS」という。) 

5
    

1,189百万豪ドル
CPS

(180日銀行手形レートに年率3.25％を加
算)×(1－オーストラリアの法人税率)

2020年3月31日 2018年3月31日
4 1,188 1,185

優先転換株式合計   1,188 1,185

ウエストパック・キャピタル・ノート(以下「WCN」という。)    

1,384百万豪ドル
WCN

(90日銀行手形レートに年率3.20％を加算)
×(1－オーストラリアの法人税率)

2021年3月8日 2019年3月8日 1,379 1,375

1,311百万豪ドル
WCN2

(90日銀行手形レートに年率3.05％を加算)
×(1－オーストラリアの法人税率)

2024年9月23日 2022年9月23日 1,304 1,302

1,324百万豪ドル
WCN3

(90日銀行手形レートに年率4.00％を加算)
×(1－オーストラリアの法人税率)

2023年3月22日 2021年3月22日 1,313 1,310

1,702百万豪ドル
WCN4

(90日銀行手形レートに年率4.90％を加算)
×(1－オーストラリアの法人税率)

2023年12月20日 2021年12月20日 1,688 1,686

ウエストパック・キャピタル・ノート合計   5,684 5,673

米ドル建AT1証券     

1,250百万米ドル
証券
 
 
 
 
 
 
 

2027年9月21日(最初のリセット日)まで(同
日を含まない)は年率5.000％。各リセット

日
6
以降(同日を含む)、 次のリセット日(同

日を含まない)までに早期償還、転換または
償却されない場合、5年物米ドル・ミッド
マーケット・スワップ市場実勢レートに年
率2.888％を加算した金利に等しい固定金利
(年率)
 

該当なし 2027年9月21日
7 1,556 -

米ドル建AT1証券合計   1,556 -

 

1
　別途記載のない限り豪ドル。

2
　転換は、予定された転換条件を満たすことが前提となっている。関連する転換予定日に当該転換条件が満たされない場合、

予定された転換の条件が満たされる次の分配金支払日まで、転換は行われない。

3
　ウエストパックは、関連するAT1商品の償還(APRAの書面による事前承認を条件とする)を選択することができる。

4
　2018年3月31日以降の各配当支払日。

5　　
CPSはバーゼルⅢの移行措置の対象商品である。その他のすべてのAT1借入資本はバーゼルⅢに完全に準拠した商品であ

る。

6
　2027年9月21日およびそれ以降の各5年目がリセット日となる。

7
　ウエストパックは、2027年9月21日およびそれ以降の各5年目に償還を選択することができる。
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AT1商品の共通の特徴

 

支払条件

CPSに係る中間配当金は任意によるものであり、その配当金の金額がウエストパックの分配可能利益を超過しな

いなどの配当金支払テストが満たされ(APRAの書面による事前承認がある場合を除く)、APRAが配当金の支払に反対

しない場合にのみ支払われる。

ウエストパック・キャピタル・ノートに係る四半期分配金および米ドル建AT1証券に係る中間金利支払は任意で

あり、結果的にAPRAの健全性基準に基づくウエストパックの自己資本要件に違反しない、ウエストパックが債務不

履行に陥らない、または陥る可能性が高くならない、さらにAPRAが支払に反対しないなどの支払条件が満たされた

場合にのみ支払われる。

大まかに言って、何らかの理由により配当金、分配金または金利が関連する支払日に全額支払われなかった場合

には、未払の金額が関連する支払日から20営業日以内に全額支払われない限り、またはその他の特定の状況を除

き、ウエストパックは、ウエストパックの普通株式に対するいかなる配当金の決定または支払も行ってはならず、

あるいはウエストパックの普通株式の任意買戻しまたは減資を行ってはならない。

 

AT1商品は以下の状況においてウエストパック普通株式に転換される。

 

予定された転換

転換予定日に、特定の転換条件が満たされた場合、関連するAT1商品
1
は、ウエストパック普通株式に転換され、

保有者は関連するAT1商品の条件に記載された計算式で算定された、未定数量のウエストパック普通株式(最大転換

数が設定されている)を受取る。ウエストパック普通株式の転換数は関連するAT1商品の額面または元本残高で算定

され、ウエストパック普通株式が発行される価格は、転換予定日の直前20営業日の期間にわたり決定されたウエス

トパック普通株式の株価に基づいており、1％の割引が含まれる。
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資本トリガー事由または存続不能トリガー事由

ウエストパックは、資本トリガー事由
2
または存続不能トリガー事由

3
が発生した際には、一部またはすべての

AT1商品を未定数量のウエストパック普通株式に転換することが求められることになる。これらの状況において転

換条件は適用されない。

資本トリガー事由は、ウエストパックの普通株式Tier 1資本比率が5.125％以下(レベル1またはレベル2ベースに

ついて
4,5
)であるとウエストパックが決定する場合、あるいはAPRAが書面でその旨ウエストパックに通知をする場

合に発生する。

存続不能トリガー事由は、すべてまたは一部のAT1商品の転換(あるいはウエストパック・グループの関連する資

本商品の転換、償却または評価減)、あるいは公的機関の資本注入(または同等の支援)のいずれかが必要で、それ

らがないとウエストパックが存続不能になるとAPRAが書面でウエストパックに通知した場合に発生する。

転換対象の各AT1商品に対して、保有者は関連するAT1商品の条件に記載された計算式で算定された、未定数量の

株式数のウエストパック普通株式(最大転換数が設定されている)を受取る。ウエストパック普通株式の転換数は、

関連するAT1商品の額面または元本残高で算定され、資本トリガー事由発生日または存続不能トリガー事由発生日

の直前5営業日の期間にわたり決定されたウエストパック普通株式の株価に基づいており、1％の割引が含まれる。

各AT1商品に対して、最大転換数は発行時のウエストパック普通株式の株価の約20％に相当するウエストパック普

通株式の株価を用いて設定される。

資本トリガー事由または存続不能トリガー事由の発生後、AT1商品の転換が5営業日以内に行われない場合、関連

するAT1商品に関する保有者の権利は直ちにかつ取消不能の形で終了する
6
。

 

早期転換

ウエストパックは特定の状況においてAT1商品の早期転換を選択できる
7
、あるいは早期転換を要求されることが

ある。この転換期間および転換条件は予定された転換と概ね類似する。

 

早期償還

ウエストパックは、選択による償還日に、または特定の税務上もしくは規制上の理由により、関連するAT1商品

の償還(APRAの書面による事前承認を条件とする)を選択できる。

 

1
　予定された転換は米ドル建AT1には該当しない。

2
　すべてのCPSは資本トリガー事由の発生時に転換されなければならない。

3
　存続不能トリガー事由はCPSには含まれない。

4
　レベル1は、自己資本比率の測定において、単一の「拡大認可企業」の一部であるとAPRAが承認している、ウエストパッ

ク・バンキング・コーポレーションとその子会社で構成される。レベル2には、自己資本比率の測定において、APRA規則に

よって個別に除外されている事業体を除くすべての子会社が含まれる。

5
　CPSに関してのみ、レベル2ベース。

6
　資本トリガー事由の発生後、転換が5営業日以内に転換が行われない場合の終了要件は、CPSの要件に組み込まれていない。

7
　WCNおよび米ドル建AT1証券を除く。
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Tier 2借入資本

　ウエストパックのTier 2商品の主要な条件および共通の特徴の要約については以下のとおりである
1
。

 

連結および親会社

 金利
2 満期日

選択による

償還日
3

2017年 2016年

百万
豪ドル

百万
豪ドル

バーゼルⅢの移行措置の対象である劣後債     

350百万米ドル劣後債 固定金利年率4.625％ 2018年6月1日 該当なし 454 483

500百万豪ドル劣後債 変動90日銀行手形レート に年率

3.00％を加算

2022年3月21日
2017年3月21日

4 - 500

1,676百万豪ドル劣後債 変動90日銀行手形レート に年率

2.75％を加算

2022年8月23日
2017年8月23日

4 - 1,673

800百万米ドル劣後債 2018年2月28日まで(同日を含まない)

は年率3.625％、それ以降は償還され

ない場合、5年物米国国債利回りに年

率2.90％を加算した金利に等しい固定

金利

2023年2月28日 2018年2月28日 1,018 1,052

バーゼルⅢに完全に準拠した劣後債     

925百万豪ドル劣後債 90日銀行手形レート に年率2.30％を

加算

2023年8月22日 2018年8月22日 923 921

1,000百万豪ドル劣後債 90日銀行手形レート に年率2.05％を

加算

2024年3月14日 2019年3月14日 991 1,000

1,250百万中国人民元劣

後債

2020年2月9日まで(同日を含まない)は

年率4.85％。それ以降、償還されない

場合、1年物中国人民元HIBOR参照金利

に年率0.8345％を加算した金利に等し

い固定金利(年率)

2025年2月9日 2020年2月9日 239 252

350百万豪ドル劣後債 2022年3月11日まで(同日を含まない)

は年率4.50％。それ以降、償還されな

い場合、5年物豪ドル・セミクォータ

リー・ミッドスワップ参照金利に年率

1.95％を加算した金利に等しい固定金

利(年率)で、その合計は年換算される

2027年3月11日 2022年3月11日 350 361

325百万シンガポール・

ドル劣後債

2022年8月12日まで(同日を含まない)

は年率4.00％。それ以降、償還されな

い場合、5年物シンガポール・ドル・

スワップ・オファー・レートに年率

1.54％を加算した金利に等しい固定金

利(年率)

2027年8月12日 2022年8月12日 312 322

175百万豪ドル劣後債 2023年6月14日まで(同日を含まない)

は年率4.80％。それ以降、償還されな

い場合、5年物豪ドル・セミクォータ

リー・ミッドスワップ参照金利に年率

2.65％を加算した金利に等しい固定金

利(年率)で、その各金利は年換算され

る

2028年6月14日 2023年6月14日 171 179

100百万米ドル劣後債 固定金利年率5.00％ 2046年2月23日 該当なし 117 144

700百万豪ドル劣後債 変動90日銀行手形レート に年率

3.10％を加算

2026年3月10日 2021年3月10日 700 695

20,000百万円劣後債 固定金利年率1.16％ 2026年5月19日 該当なし 225 262

10,200百万円劣後債 固定金利年率1.16％ 2026年6月2日 該当なし 115 134

10,000百万円劣後債 固定金利年率0.76％ 2026年6月9日 該当なし 112 130
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400百万ニュージーラン

ド・ドル劣後債

2021年9月1日まで(同日を含まない)は

年率4.6950％。それ以降、償還されな

い場合、2021年9月1日のニュージーラ

ンド5年物スワップ・レートに年率

2.60％を加算した金利に等しい固定金

利(年率)

2026年9月1日 2021年9月1日 357 377

 

8,000百万円劣後債 2021年10月7日まで(同日を含まない)

は年率0.9225％。それ以降、償還され

ていない場合、5年物日本円ミッドス

ワップ・レートに年率1.0005％を加算

した金利に等しい固定金利(年率)

2026年10月7日 2021年10月7日 90 -

1,500百万米ドル劣後債 2026年11月23日まで(同日を含まない)

は年率4.322％。それ以降、償還され

ない場合、5年物米ドル・ミッドス

ワップ・レートに年率2.236％を加算

した金利に等しい固定金利(年率)

2031年11月23日 2026年11月23日 1,882 -

12,000百万円劣後債 2022年7月6日まで(同日を含まない)は

年率0.87％。それ以降、償還されない

場合、5年物日本円ミッドスワップ・

レートに年率0.78％を加算した金利に

等しい固定金利(年率)

2027年7月6日 2022年7月6日 136 -

13,500百万円劣後債 2022年7月6日まで(同日を含まない)は

年率0.868％。それ以降、償還されな

い場合、5年物日本円ミッドスワッ

プ・レートに年率0.778％を加算した

金利に等しい固定金利(年率)

2027年7月6日 2022年7月6日 152 -

600百万香港ドル劣後債 2022年7月14日まで(同日を含まない)

は年率3.15％。それ以降、償還されな

い場合、5年物香港ドル・ミッドス

ワップ・レートに年率1.34％を加算し

た金利に等しい固定金利(年率)

2027年7月14日 2022年7月14日 98 -

350百万豪ドル劣後債 2024年8月16日まで(同日を含まない)

は年率4.334％。それ以降、償還され

ない場合、5年物豪ドル・セミクォー

タリー・ミッドスワップ参照金利に年

率1.83％を加算した金利に等しい固定

金利(年率)で、その各金利は年換算さ

れる

2029年8月16日 2024年8月16日 347 -

劣後債合計    8,789 8,485

 

1
　永久劣後債を除く。

2
　利息の支払は劣後債の条件に記載されたとおり、定期的に行われる。

3
　ウエストパックは、APRAの書面による事前承認を条件として、任意の償還日に、関連するTier 2商品の償還を選択すること

ができる。最初の選択による償還日に償還が行われない場合、ウエストパックは、APRAの書面による事前承認を条件とし

て、最初の選択による償還日後の利払日に、関連するTier 2商品の償還を選択することができる(1,500百万米ドル劣後債を

除く)。

4
　劣後債は関連する選択による償還日に全額償還された。
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バーゼルⅢの移行措置の対象である劣後債の共通の特徴

利息の支払は、ウエストパックが利息支払時にも支払直後にも支払能力を有することが前提である。これらの劣

後債には、存続不能時損失の負担要件が付されておらず、分配義務のある累積利息を支払う。

 

バーゼルⅢに完全に準拠した劣後債の共通の特徴

利息の支払は、ウエストパックが利息支払時にも支払直後にも支払能力を有することが前提である。これらの劣

後債には、存続不能時損失吸収要件が付されている。

 

存続不能トリガー事由

ウエストパックは、存続不能トリガー事由が発生した際には、一部またはすべての劣後債を未定数量のウエスト

パック普通株式に転換することが求められる。存続不能トリガー事由は、その他Tier 1借入資本において記載され

たものと類似する条件で発生する。

転換対象の劣後債1口に対して、保有者は関連するTier 2商品の条件に記載された計算式で算定された、未定数

量のウエストパック普通株式(最大転換数が設定されている)を受取る。ウエストパック普通株式の転換数は、存続

不能トリガー事由に関してその他Tier 1借入資本において記載された価格に類似した方法で算定されている。各

Tier 2商品に対して、最大転換数は発行時のウエストパック普通株式の株価の約20％に相当するウエストパック普

通株式の株価を用いて設定される。

存続不能トリガー事由の発生後、Tier 2商品の転換が5営業日内に行われない場合、関連するTier 2商品に関す

る保有者の権利は直ちにかつ取消不能の形で終了する。

 

永久劣後債

永久劣後債には最終的な満期日はないが、ウエストパックは、APRAの承認およびその他の特定の条件を前提とし

て、1991年9月以降の利払日に額面価額で償還することを選択できる。ウエストパックが支払直後にも支払能力を

有し、かつ過去12ヶ月以内にいずれかのクラスのウエストパック株式に対して配当金を支払った場合には、これら

の債券に対して6ヶ月米ドルLIBORに年率0.15％を加算したレートで利息が累積され、半年毎に支払われる。

当該債券は、APRAのバーゼルⅢの自己資本比率の枠組みに基づき、ウエストパックのTier 2資本として移行措置

に適格である。

債権者のウエストパックに対する請求が当該債券に対する請求と同位であるか劣後する場合を除き、債券保有者

およびクーポン保有者の権利は、ウエストパックのすべての債権者(預金者を含む)の請求に劣後する。
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注記21.　金融派生商品

 

会計方針

金融派生商品は、その価値が原資産の価値、参照金利または指数より算出される商品であり、先渡、先物、ス

ワップおよびオプションが含まれる。

すべての金融派生商品は公正価値で保有されている。公正価値の変動は、キャッシュ・フロー・ヘッジまたは純

投資ヘッジの関係を指定されない限り、損益計算書に認識される。金融派生商品は、決算日現在の公正価値がプラ

スの場合、資産として表示され、決算日現在の公正価値がマイナスの場合、負債として表示される。

当行グループは、トレーディング目的で、また資産・負債リスク管理業務の一環として、金融派生商品を利用し

ており、注記22に記載されている。リスク管理業務に用いられる金融派生商品は、AASB第139号に基づき認められ

る場合、金融派生商品を公正価値ヘッジ、キャッシュ・フロー・ヘッジまたは在外事業に対する純投資ヘッジとい

う3種類の会計上のヘッジ関係の1つに指定することを含んでいる。これらのヘッジの指定および関連する会計処理

は以下のとおりである。

 

公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジは、資産または負債の公正価値の変動に対するエクスポージャーをヘッジしている。

公正価値ヘッジにおける金融派生商品およびヘッジ対象の資産または負債の公正価値の変動は、受取利息に認識

される。ヘッジ対象の資産または負債の帳簿価額は、公正価値の変動に応じて調整される。

ヘッジが中止された場合、当該資産または負債の帳簿価額に対する公正価値調整があれば、満期までの期間にわ

たり償却され、受取利息に認識される。当該資産または負債が売却された場合、未償却の調整があれば、直ちに受

取利息に認識される。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジは、資産、負債または将来の予定取引に帰属するキャッシュ・フローの変動性に対

するエクスポージャーをヘッジしている。

有効なヘッジの場合、金融派生商品の公正価値の変動は、その他の包括利益を通じてキャッシュ・フロー・ヘッ

ジ積立金に認識され、その後、ヘッジ対象の資産または負債が損益計算書に影響を及ぼす時点で受取利息に認識さ

れる。

一部が非有効なヘッジの場合、非有効部分に関連する金融派生商品の公正価値の変動は、直ちに受取利息に認識

される。

ヘッジが中止された場合、累積損益があれば、引き続きその他の包括利益に計上される。この累積損益は、ヘッ

ジ対象の資産または負債が損益計算書に影響を及ぼす期間にわたり償却され、受取利息に認識される。

予定取引のヘッジが発生する見込みがなくなった場合、その他の包括利益に計上された累積損益があれば、直ち

に受取利息に認識される。
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純投資ヘッジ

純投資ヘッジは、在外事業の純投資から生じる外国為替リスクをヘッジしている。

有効なヘッジの場合、金融派生商品の公正価値の変動は、その他の包括利益を通じて外貨換算積立金に認識され

る。

一部が非有効なヘッジの場合、非有効部分に関連する金融派生商品の公正価値の変動は、直ちに利息以外の収益

に認識される。

在外事業が売却された場合、その他の包括利益に計上された累積損益があれば、直ちに利息以外の収益に認識さ

れる。

 

a.　公正価値ヘッジ

当行グループは、単一通貨の金利デリバティブで、固定利付債券の発行および固定資産による金利リスクをヘッ

ジしている。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

ヘッジ手段の公正価値の変動 (328) (39) (337) (52)

ヘッジ対象リスクに帰属するヘッジ対象の公正価値の変動 292 47 306 62

受取利息の非有効部分 (36) 8 (31) 10

 

b.　キャッシュ・フロー・ヘッジ

顧客預金および貸付金からの利息のキャッシュ・フローのボラティリティに対するエクスポージャーは、金利デ

リバティブでヘッジされている。

変動利付債券の発行による外貨建の元本および利息のキャッシュ・フローに対するエクスポージャーは、クロ

ス・カレンシー・デリバティブの利用を通じてヘッジされている。

キャッシュ・フロー総額の合計に対する割合として、キャッシュ・フロー・ヘッジに指定された金融派生商品に

係る総額ベースのキャッシュ・インフローおよびキャッシュ・アウトフローは、以下の期間に生じる予定である。

 

 1ヶ月未満
1ヶ月－
3ヶ月

3ヶ月－
1年

1年－2年 2年－3年 3年－4年 4年－5年 5年超

2017年         

キャッシュ・インフロー 3.2％ 3.6％ 15.6％ 21.6％ 17.5％ 14.6％ 14.7％ 9.2％

キャッシュ・
アウトフロー

3.7％ 3.6％ 15.3％ 20.6％ 17.1％ 15.4％ 14.4％ 9.9％

2016年         

キャッシュ・インフロー 0.6％ 8.8％ 29.5％ 13.0％ 13.1％ 12.6％ 9.9％ 12.5％

キャッシュ・
アウトフロー

0.7％ 8.9％ 30.4％ 13.2％ 12.3％ 12.4％ 10.1％ 12.0％
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 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

キャッシュ・フロー・ヘッジの非有効部分 14 4 18 (2)

 

c.　公正価値とキャッシュ・フローの二重ヘッジ

外貨建固定利付債券は、外国金利の公正価値ヘッジおよび外国為替相場のキャッシュ・フロー・ヘッジとして指

定されているクロス・カレンシー金利デリバティブを利用してヘッジされている。

 

d.　純投資ヘッジ

当行グループは、在外事業に対する純投資の通貨換算リスクをヘッジする際に、為替先渡契約を利用している。

当行グループと親会社のいずれにおいても、純投資ヘッジから発生する非有効部分はなし(2016年度：6百万豪ドル

の損失)であった。

 

トレーディング目的で保有されているおよびヘッジ関係として指定されている金融派生商品の想定元本および公

正価値は、以下の表のとおりである。

 

 2017年連結

 

想定元本

公正価値

 
トレーディング

ヘッジ
公正価値合計

 公正価値
キャッシュ
・フロー

純投資

 資産 負債 資産 負債 資産 負債 資産 負債 資産 負債

 
百万豪
ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

金利契約            

先物契約
1 132,785 - - - - - - - - - -

先渡契約 215,934 21 (20) - - - - - - 21 (20)

スワップ契約 2,655,134 16,438 (15,361) 446 (3,241) 498 (707) - - 17,382 (19,309)

オプション 69,016 156 (183) - - - - - - 156 (183)

金利契約合計 3,072,869 16,615 (15,564) 446 (3,241) 498 (707) - - 17,559 (19,512)

外国為替契約            

直物および先渡契約 668,896 5,781 (6,027) - - - - 19 (19) 5,800 (6,046)

クロス・カレンシー・

スワップ契約
2 444,421 6,272 (7,893) 573 4 1,006 (744) - - 7,851 (8,633)

オプション 13,604 124 (138) - - - - - - 124 (138)

外国為替契約合計 1,126,921 12,177 (14,058) 573 4 1,006 (744) 19 (19) 13,775 (14,817)

コモディティ契約 7,772 270 (235) - - - - - - 270 (235)

株式 202 3 - - - - - - - 3 -

クレジット・デフォルト・
スワップ

10,907 79 (78) - - - - - - 79 (78)

金融派生商品総額合計 4,218,671 29,144 (29,935) 1,019 (3,237) 1,504 (1,451) 19 (19) 31,686 (34,642)

ネッティング契約の

影響
3 - (7,332) 7,178 (149) 1,782 (172) 307 - - (7,653) 9,267

金融派生商品純額合計 4,218,671 21,812 (22,757) 870 (1,455) 1,332 (1,144) 19 (19) 24,033 (25,375)
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 2016年連結

 

想定元本

公正価値

 
トレーディング

ヘッジ
公正価値合計

 公正価値
キャッシュ
・フロー

純投資

 資産 負債 資産 負債 資産 負債 資産 負債 資産 負債

 
百万豪
ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

金利契約            

先物契約
1 252,462 - - - - - - - - - -

先渡契約 325,877 29 (28) - - - - - - 29 (28)

スワップ契約 2,556,563 27,734 (25,771) 927 (3,819) 1,092 (1,387) - - 29,753 (30,977)

オプション 82,534 412 (487) - - - - - - 412 (487)

金利契約合計 3,217,436 28,175 (26,286) 927 (3,819) 1,092 (1,387) - - 30,194 (31,492)

外国為替契約            

直物および先渡契約 652,452 5,380 (5,308) - - - (40) 44 (52) 5,424 (5,400)

クロス・カレンシー・

スワップ契約
2 449,954 6,295 (10,455) 1,031 213 1,312 (2,405) - - 8,638 (12,647)

オプション 23,562 212 (219) - - - - - - 212 (219)

外国為替契約合計 1,125,968 11,887 (15,982) 1,031 213 1,312 (2,445) 44 (52) 14,274 (18,266)

コモディティ契約 10,979 337 (276) - - - - - - 337 (276)

株式 106 1 - - - - - - - 1 -

クレジット・デフォルト・
スワップ

17,565 80 (76) - - - - - - 80 (76)

金融派生商品総額合計 4,372,054 40,480 (42,620) 1,958 (3,606) 2,404 (3,832) 44 (52) 44,886 (50,110)

ネッティング契約の

影響
3 - (11,982) 12,459 (362) 1,177 (315) 398 - - (12,659) 14,034

金融派生商品純額合計 4,372,054 28,498 (30,161) 1,596 (2,429) 2,089 (3,434) 44 (52) 32,227 (36,076)

 

1
　先物契約の公正価値の差額は取引所で日々決済される。想定元本は9月30日現在の未決済の契約を表している。

2
　ヘッジ関係にある金融派生商品に係る未実現為替損益は、ヘッジ対象の外貨建債券の直物為替レートでの換算替により実質

的に相殺される。

3
　主に中央清算機関で直接清算される金融派生商品取引および関連する変動証拠金から成る。注記24を参照のこと。
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 2017年親会社

 

想定元本

公正価値

 
トレーディング

ヘッジ
公正価値合計

 公正価値
キャッシュ
・フロー

純投資

 資産 負債 資産 負債 資産 負債 資産 負債 資産 負債

 
百万豪
ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

金利契約            

先物契約
1 132,785 - - - - - - - - - -

先渡契約 215,934 21 (20) - - - - - - 21 (20)

スワップ契約 2,646,153 16,472 (15,549) 426 (3,008) 465 (588) - - 17,363 (19,145)

オプション 69,016 156 (183) - - - - - - 156 (183)

金利契約合計 3,063,888 16,649 (15,752) 426 (3,008) 465 (588) - - 17,540 (19,348)

外国為替契約            

直物および先渡契約 668,322 5,774 (6,024) - - - - 19 (16) 5,793 (6,040)

クロス・カレンシー・

スワップ契約
2 434,600 6,273 (7,894) 545 9 849 (454) - - 7,667 (8,339)

オプション 13,604 124 (138) - - - - - - 124 (138)

外国為替契約合計 1,116,526 12,171 (14,056) 545 9 849 (454) 19 (16) 13,584 (14,517)

コモディティ契約 7,772 270 (235) - - - - - - 270 (235)

株式 202 3 - - - - - - - 3 -

クレジット・デフォルト・
スワップ

10,907 79 (78) - - - - - - 79 (78)

金融派生商品総額合計 4,199,295 29,172 (30,121) 971 (2,999) 1,314 (1,042) 19 (16) 31,476 (34,178)

ネッティング契約の

影響
3 - (7,338) 7,330 (148) 1,711 (167) 226 - - (7,653) 9,267

金融派生商品純額合計 4,199,295 21,834 (22,791) 823 (1,288) 1,147 (816) 19 (16) 23,823 (24,911)
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 2016年親会社

 

想定元本

公正価値

 
トレーディング

ヘッジ
公正価値合計

 公正価値
キャッシュ
・フロー

純投資

 資産 負債 資産 負債 資産 負債 資産 負債 資産 負債

 
百万豪
ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

金利契約            

先物契約
1 252,462 - - - - - - - - - -

先渡契約 325,877 29 (28) - - - - - - 29 (28)

スワップ契約 2,552,413 27,796 (26,157) 899 (3,444) 1,026 (1,154) - - 29,721 (30,755)

オプション 81,620 411 (487) - - - - - - 411 (487)

金利契約合計 3,212,372 28,236 (26,672) 899 (3,444) 1,026 (1,154) - - 30,161 (31,270)

外国為替契約            

直物および先渡契約 651,469 5,379 (5,307) - - - (40) 37 (52) 5,416 (5,399)

クロス・カレンシー・

スワップ契約
2 442,606 6,297 (10,708) 945 100 1,300 (1,395) - - 8,542 (12,003)

オプション 23,562 212 (219) - - - - - - 212 (219)

外国為替契約合計 1,117,637 11,888 (16,234) 945 100 1,300 (1,435) 37 (52) 14,170 (17,621)

コモディティ契約 10,979 337 (276) - - - - - - 337 (276)

株式 106 1 - - - - - - - 1 -

クレジット・デフォルト・
スワップ

17,565 80 (76) - - - - - - 80 (76)

金融派生商品総額合計 4,358,659 40,542 (43,258) 1,844 (3,344) 2,326 (2,589) 37 (52) 44,749 (49,243)

ネッティング契約の

影響
3 - (11,982) 12,459 (362) 1,177 (315) 398 - - (12,659) 14,034

金融派生商品純額合計 4,358,659 28,560 (30,799) 1,482 (2,167) 2,011 (2,191) 37 (52) 32,090 (35,209)

 

1
　先物契約の公正価値の差額は取引所で日々決済される。想定元本は9月30日現在の未決済の契約を表している。

2
　ヘッジ関係にある金融派生商品に係る未実現為替損益は、ヘッジ対象の外貨建債券の直物為替レートでの換算替により実質

的に相殺される。

3
　主に中央清算機関で直接清算される金融派生商品取引および関連する変動証拠金から成る。注記24を参照のこと。
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クレジット・デフォルト・スワップ

当行グループは、クレジット・デフォルト・スワップ(以下「CDS」という。)デリバティブの利用を通じて、信

用プロテクションの売買を行っている。これらのCDSによって、当行グループは、当該CDSの参照対象である事業体

の債務不履行リスクについて保証される(買い手として)か、あるいは当該リスクにさらされる(売り手として)かの

いずれかである。CDSは、主に他の金融機関と取引が行われ、機関投資家である顧客の取引を促進するため、ま

た、信用リスクに対する当行グループのエクスポージャーを管理するために締結される。

当行グループと親会社のいずれについても、CDSの想定元本および公正価値は以下の表のとおりである。

 

 2017年  2016年

 想定元本
公正価値  

想定元本
公正価値

資産 負債  資産 負債

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル  百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

買建信用プロテクション 5,630 5 (78) 9,231 7 (75)

売建信用プロテクション 5,277 74 -  8,334 73 (1)

合計 10,907 79 (78) 17,565 80 (76)

 

前へ　　　次へ
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注記22.　金融リスク

 

金融商品は、銀行業務及び金融サービスを提供する当行グループの事業にとって基本的なものである。関連する

金融リスク(信用リスク、資金調達および流動性リスク、ならびに市場リスクを含む)は、当行グループが直面する

リスク全体のうち重要な割合を占めている。

本注記は、当行グループの主要な金融リスクに対するエクスポージャーに関する金融リスク管理関連の各種方

針、実務および定量的な情報について詳述している。

 

主要な金融リスク  注記名  注記番号

概要  リスク管理フレームワーク  22.1

信用リスク

顧客または取引相手方の債務不

履行により生じる金融損失のリ

スク

 信用リスク評価システム

信用リスクの軽減、担保およびその他の信用補完

信用リスクの集中

金融資産の信用度

延滞だが減損が生じていない金融資産

延滞期間が90日以上または債務不履行だが減損が生じて

いないもの

減損貸付金

保有担保

 22.2.1

22.2.2

22.2.3

22.2.4

22.2.5

22.2.6

 

22.2.7

22.2.8

資金調達および流動性リスク

当行グループが資産の資金を調

達できないリスクおよび期限到

来時に債務を履行できないリス

ク

 流動性モデル

流動性資金

担保として差入れられた資産

金融負債の契約期日

予想期日

 22.3.1

22.3.2

22.3.3

22.3.4

22.3.5

市場リスク

外国為替相場、金利、コモディ

ティ価格、株価等、市場関連の

各種要素の変化により利益に悪

影響を受けるリスク

 バリュー・アット・リスク(以下「VaR」という。)

トレード市場リスク

ノン・トレード市場リスク

 

 22.4.1

22.4.2

22.4.3
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22.1　リスク管理フレームワーク

 

取締役会は、ウエストパック・グループ・リスク管理戦略およびウエストパック・グループ・リスク選好度に関

する声明の承認、ならびにウエストパック・グループによるリスク管理の有効性の監視について責任を負う。取締

役会は、以下の責任をリスクおよびコンプライアンス委員会(以下「BRCC」という。)に委譲している。

・　ウエストパック・グループ・リスク管理戦略およびウエストパック・グループ・リスク選好度に関する声明の

レビューおよび承認に向けての取締役会への提言

・　当行グループのリスク選好度に関する声明と一致するリスク選好度の設定

・　リスク管理のためのフレームワーク、方針およびプロセス(ウエストパック・グループ・リスク管理戦略およ

びウエストパック・グループ・リスク選好度に関する声明と一致する)の承認

・　経営陣に与えられた承認決定権を超えるリスクのレビュー、および適切な場合には承認

 

主要な金融リスクのそれぞれについて、当行グループは、役割および責任、容認される実務、限度ならびに主要

な統制を定めるリスク管理フレームワークおよびそれを支える様々な方針を維持している。

 

リスク  リスク管理フレームワークおよび統制

信用リスク  ・　信用リスク管理フレームワークには、信用リスクを管理するための原則、手法、システ

ム、役割および責任、報告ならびに主要な統制が説明されている。

・　BRCC、ウエストパック・グループ業務執行リスク委員会(以下「RISKCO」という。)およ

びウエストパック・グループ信用リスク委員会(以下「CREDCO」という。)は、当行グ

ループの与信ポートフォリオのリスク構造、業績および管理状況、ならびに信用リスク

の主要方針の策定および見直し状況を監視する。

・　信用リスク評価システムの方針は、信用リスク評価システムの理念、設計、主な特徴お

よび評価結果の利用について説明している。

・　リスク評価プロセスに重大な影響を及ぼすすべてのモデルは、ウエストパックのモデ

ル・リスク方針に従って定期的に見直される。

・　信用リスク評価システムの年次レビューはBRCCおよびCREDCOによって実施される。

・　特定の信用リスクの見積り(デフォルト確率(以下「PD」という。)、デフォルト時損失率

(以下「LGD」という。)および債務不履行時のエクスポージャー(以下「EAD」という。)

を含む)は、チーフ・リスク・オフィサーから委譲された権限に基づき承認される前に、

信用リスク見積委員会(CREDCOの小委員会)によって監視され、毎年見直され、支援され

る。

・　与信の拡大に対して与信承認権限の委譲および正式な限度額を管理するための方針が当

行グループ全体にわたり定められている。

  ・　与信マニュアルが当行グループ全体にわたり定められており、これには信用リスクの発

生、評価、承認、文書化、決済および継続管理に関する方針が含まれている。

・　業界特有の指針が必要とみなされる場合には、セクター別の方針が与信の拡大について

指針を示す(例えば許容可能な財務比率または容認される担保等)。

・　グループ企業間の信用リスクの拡大を最低限に抑え、APRAが定めた健全性基準の遵守を

目的に、関連事業体リスク管理フレームワークおよびそれを支える方針が関連事業体に

対する信用エクスポージャーを管理している。
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資金調達およ

び流動性リス

ク

 ・　流動性リスク管理フレームワークは、流動性リスク選好度、役割および責任、流動性リ

スクの測定および管理ツール、報告手順、ならびにそれらを支える方針について定めて

いる。また、キャッシュ・フローのミスマッチ水準、大口資金調達および貸借対照表比

率に関する限度額および目標値について記載している。このフレームワークは、BRCCが

承認する前にウエストパック・グループ資産・負債委員会(以下「ALCO」という。)に

よってレビューが行われる。

・　当行グループの財務部門は、承認された限度額および目標値に対する貸借対照表の管理

を含む、資金調達および流動性を管理し、当行グループの資金調達基盤が適切に維持さ

れ、安定し、分散されるように管理する責任を負っている。

・　日次の流動性リスク報告書は、財務部門および流動性リスク・チームによってレビュー

される。流動性に関する報告書は、ALCOに対しては毎月、BRCCに対しては四半期ごとに

提示されている。

・　年間の大口資金調達戦略が財務部門によって策定されており、これには世界的な市場の

傾向、ピア・アナリシス、大口資金調達能力、資金需要の予想、資金調達リスク分析の

検討が含まれている。この戦略は、現在の市況を考慮に入れるように、継続的に見直し

が行われる。

・　不測の事態に備えた資金調達緊急計画も維持されており、当行グループが適時に妥当な

コストで活動を行う能力に深刻な問題が生じた場合に対応して取るべき措置について詳

述している。この計画では、危機を管理する上級業務執行役員による委員会およびその

責任が特定されている。この計画は、当行グループのより広範な流動性危機管理方針に

合わせて調整されている。

市場リスク  ・　市場リスク・フレームワークは、トレード市場リスクおよびノン・トレード市場リスク

を管理する当行グループのアプローチについて記載している。

・　トレード市場リスクには、金利リスク、外国為替リスク、コモディティ・リスク、株価

リスク、クレジット・スプレッド・リスク、ボラティリティ・リスクが含まれる。ノ

ン・トレード市場リスクには、金利リスク、クレジット・スプレッド・リスクおよび外

国為替リスクが含まれる。

  ・　市場リスクは、VaRの限度、リスク対象の純利息収益(以下「NaR」という。)および構造

的リスクの限度(クレジット・スプレッドおよび金利ベーシス・ポイント価値限度を含

む)ならびにシナリオ分析およびストレス・テストを用いて管理されている。

・　BRCCは、VaR、NaRおよび特定された構造的リスクの限度を利用することによるトレード

市場リスクおよびノン・トレード市場リスクに係るリスク選好度を承認している。

・　RISKCOは、金融市場部門と財務部門のトレーディング業務ならびに資産・負債管理部門

(以下「ALM」という。)の活動に係るVaRの各部門における限度を個別に承認している。

・　市場リスクに係る各限度額は、事業の戦略、実績ならびに市場の流動性およびリスクの

集中の考慮に基づいて事業部門の責任者に割り当てられている。

・　市場リスクのポジションは、委譲された権限ならびに関連する市場リスクの性質および

規模に応じて、トレーディング・デスクおよびALM部門によって管理されている。

・　現在のエクスポージャーおよび限度利用状況の日々の監視は、市場リスク部門によって

独立して実施されており、VaRおよび構造的リスクの限度に対する市場リスクのエクス

ポージャーを監視している。VaR値の日次報告書は、リスクの種類、商品種別、地域別に

作成されている。ウエストパック・グループ市場リスク委員会(以下「MARCO」とい

う。)、RISKCOおよびBRCCに対して四半期報告書が作成されている。

・　モデルの完全性を裏付けるため、また、極端なまたは予想外の変動を分析するために、

ストレス・テストおよび計測されたVaR値を用いたバックテストが毎日実施されている。

また、過去のデータによる歪みを監視するために、潜在的な損益の見直しも行ってい

る。

・　BRCCは、1日の損益と20日間の累計損益の両方を検討する損益の上申の枠組みを承認して

いる。

・　財務部門のALM部門は、デリバティブを使用したヘッジを通じたリスク軽減を含むノン・

トレード金利リスクを管理する責任を負っている。これは、市場リスク部門によって監

督され、MARCO、RISKCOおよびBRCCによってレビューされる。
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当行グループの主要なリスクに関する詳細は、管理に関する当行グループの戦略的アプローチを含め、セクショ

ン1(訳者注：原文の年次報告書のセクション)の「コーポレート・ガバナンスに関する声明」ならびにセクション2

(訳者注：原文の年次報告書のセクション)の「リスクおよびリスク管理」のセクションに記載されている。

 

22.2　信用リスク

 

22.2.1　信用リスク評価システム

 

信用リスク評価システムの主要な目的は、当行グループがさらされている信用リスクについて信頼性のある評価

を行うことである。当行グループでは、この評価のために主に2つのアプローチがある。

 

取引管理型の顧客

当行グループは、各顧客の予想されるPDに応じて、各顧客に顧客リスク評価(以下「CRG」という。)を割り当て

ている。各与信枠はLGDを割り当てられている。当行グループのリスク評価システムは、債務不履行実績のない顧

客と債務不履行実績のある顧客の両方についてリスク評価を段階的に行っている。債務不履行実績のない顧客の

CRGは、ムーディーズやS&Pグローバル・レーティング(以下「S&P」という。)等の外部機関の無担保シニア債の格

付に応じてマッピングされる。

 

顧客リスク分類

以下の表は、当行グループの大まかなCRGについて、対応する外部機関の格付に応じてマッピングしたものであ

る。

 

財務書類上の開示  
ウエストパックの

CRG
 ムーディーズの格付  S&Pの格付

評価が高い(Strong)  A  Aaa - Aa3  AAA - AA-

  B  A1 - A3  A+ - A-

  C  Baa1 - Baa3  BBB+ - BBB-

評価が良い(Good)
/ 中程度 (Satisfactory)

 D  Ba1 - B1  BB+ - B+

    ウエストパックの格付

評価が低い(Weak)  E  監視対象(Watchlist)

  F  特に留意すべき(Special Mention)

評価が低い(Weak) / 債務不履行状態
(Default) / 不良債権(Non-performing)

 G  
基準以下(Substandard)

/ 債務不履行状態(Default)

  H  債務不履行状態(Default)
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プログラム管理型のポートフォリオ

取引管理型ではない顧客は、同類のリスク・プールにグループ分けされる。プールは、ある顧客が債務不履行に

陥る可能性が高いことを過去に予測した特性に類似するリスクを分析することにより設定される。これらの予測可

能な特性に従ってグループ分けされた顧客は、そのプールに応じたPDおよびLGDを割り当てられる。これらプール

の信用度は債務不履行の傾向、PD見積りおよびローン・ツー・バリュー・レシオ(住宅貸付金のみ)の組み合わせに

基づく。

 

22.2.2　信用リスクの軽減、担保およびその他の信用補完

 

ウエストパックでは、貸出業務に起因する信用リスクを軽減させるため、幅広い手法を用いている。

これには、当行グループが、法的拘束力のある文書の入手を通じて、担保およびその他の信用補完物に対する直

接・取消不能かつ無条件の償還請求権を有することを確立させることが含まれている。

 

担保

以下の表には、金融資産の各該当クラスについて保有される担保または担保による保証の性質が記載されてい

る。

 

住宅および個人向け貸付金
1

 

住宅貸付金は不動産担保によって保証され、保証金および敷金の形態で追加保

証を求めることもある。

個人向け貸付金(クレジットカードおよび当座貸越を含む)の大半は無担保であ

る。担保をとる場合は、適格な自動車、キャラバン、キャンピングカー、ト

レーラーハウスおよびボートに限定される。

   

事業向け貸付金
1

 

事業向け貸付金は、担保による保証を求める場合、担保による一部保証を求め

る場合、無担保の場合がある。担保による保証は通常、不動産担保および/ある

いは事業資産またはその他資産に対する一般的な担保契約による。

適切な場合には、担保として、保証、スタンドバイ信用状またはデリバティ

ブ・プロテクションなど他の証券をとることもある。

   

商品有価証券、公正価値で測

定するものとして指定された

金融資産および金融派生商品

 

これらのエクスポージャーは、信用リスクを反映する公正価値で計上される。

商品有価証券については、発行者または取引相手方から直接担保を求めること

はないが、当該商品の契約書に黙示されている場合がある(資産担保証券等)。

債券の引受条件には、担保による保証を含む場合がある。

金融派生商品については、これらのエクスポージャーを測定する際に、同一の

取引相手方とのデリバティブ資産とデリバティブ負債の影響を相殺するため

に、通常、マスター・ネッティング契約が用いられる。また、時価評価による

ポジションの超過についての潜在的な積み上げを避けるために、通常、主要な

金融機関である取引相手と担保による保証契約を締結している。中央清算機関

を通じた金融派生商品取引の清算が増加している。

 

1
　信用契約に関連して保有する担保が含まれる。
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リスク軽減の管理

当行グループは、以下の統制を通じて信用リスクを軽減している。

 

担保および評価の管理  貸付金の裏付として保有する担保の見積実現可能価額は以下の組み合わせに基

づいている。

・　保有担保の直近の正式な評価額

・　全保有担保の見積実現可能価額に関する経営陣の評価

この分析では、評価時点で経営陣が入手可能なその他の関連情報も考慮され

る。必要に応じて、最新の評価額を入手している。

当行グループは、金融市場のポジションに関連する担保を毎日再評価し、必要

に応じて担保の補填要求を速やかに行うための正式なプロセスを整備してい

る。当該プロセスには、オーストラリア・プルデンシャル基準CPS第226号によ

り規制されている中央清算されない顧客のデリバティブに対する証拠金も含ま

れる。担保による保証契約は、国際スワップデリバティブ協会(以下「ISDA」と

いう。)策定の取引契約のクレジット・サポート・アネックスを通じて文書化さ

れている。

金融市場のポジションに関連して、ウエストパックは、以下の担保のみを認識

している。

・　現金(主に豪ドル(AUD)、ニュージーランド・ドル(NZD)、米ドル(USD)、カ

ナダ・ドル(CAD)、英ポンド(GBP)または欧州連合ユーロ(EUR))

・　オーストラリア・プルデンシャル基準(以下「APS」という。)第112号にお

けるリスク・ウェイトがゼロの場合、オーストラリアの連邦政府、州政府

および特別行政区政府、または当該各政府管轄の公営企業が発行した債券

・　ソブリン債の格付がAa3/AA-以上のその他政府が発行した有価証券

   

その他の信用補完  当行グループは、以下の事業体からの保証、スタンドバイ信用状または信用デ

リバティブのプロテクションのみを認識している(ウエストパックが信用エクス

ポージャーを有している事業体と関連がない場合)。

・　ソブリン

・　オーストラリアとニュージーランドの公営企業

・　リスク評価が最低でもA3/A-と同等であるADIおよび海外の銀行

・　リスク評価が最低でもA3/A-と同等であるその他の事業体

与信ポートフォリオ管理部門(以下「CPM」という。)は、エクスポージャーおよ

び相殺効果のあるヘッジ・ポジションの監視を通じて、当行グループの法人、

ソブリンおよび銀行向け業務に係る与信ポートフォリオを管理している。

CPMは、上記の基準を満たす事業体から信用プロテクションの買いを行ってお

り、当行グループの信用リスクを分散する目的で信用プロテクションの売りを

行っている。

   

相殺

 

オーストラリアとニュージーランドに居住する信用度の高い顧客は、当行グ

ループと正式な契約を結ぶ場合があり、それにより当行グループが顧客指定の

勘定内で総額ベースの貸借残高を相殺できる。国外の勘定との相殺は許可され

ていない。

債務不履行が発生した場合には、当行グループがオフバランスの金融市場取引

に関する法的強制力のあるマスター・ネッティング契約を締結している取引相

手方と、クローズアウト・ネッティングが行われる。

相殺の詳細については注記24に記載されている。
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中央清算機関(ASX/LCH)

 

当行グループは、中央清算機関を取引相手とするデリバティブ取引を行ってい

る。中央清算機関である取引相手は、厳格な加入要件、すべての取引に対する

証拠金の回収、デフォルト・ファンド、および債務不履行が発生した場合の支

払について明示的な定義された優先順位を通じてリスクを軽減している。

 

22.2.3　信用リスクの集中

 

信用リスクは、多くの取引相手方が同様の業務に従事し、同様の経済的特性を有しているため、経済状況または

その他状況の変化によって同様の影響を受ける場合に集中する。

当行グループは、リスクの集中を管理し、ポートフォリオのリバランスを行うために与信ポートフォリオを監視

している。

 

個々の顧客または関連する顧客グループ

当行グループは、個々の顧客および関連する顧客グループに対して通常容認可能な信用エクスポージャーの総額

について大規模エクスポージャーの限度額を設けている。これらの限度額は、顧客のリスク格付別に階層化されて

いる。

 

特定の業種

企業、政府、その他の金融機関に対するエクスポージャーは、関連するオーストラリア・ニュージーランド標準

産業分類(以下「ANZSIC」という。)コードに基づいて様々な業種に分類され、各業種における当行グループのリス

ク選好度の限度額に対して監視される。

 

個々の国

当行グループは、政治状況、政府の方針および経済状況など、当行グループに対する債務を履行するための顧客

の能力、あるいは特定の国における資産の現金化に関する当行グループの能力のいずれかに悪影響を及ぼす可能性

のある、個々の国に関連するリスクに対して限度額を設けている。

 

信用リスクに対するエクスポージャーの上限

オンバランスの金融資産(他の金融機関に対する債権、商品有価証券および公正価値で測定するものとして指定

された金融資産、金融派生商品、売却可能有価証券、貸付金ならびに海外における中央銀行への法定準備預金で構

成される)ならびに未実行の信用コミットメントの帳簿価額は、以下の表に記載のとおり、信用リスクに対するエ

クスポージャーの上限(差入れられた担保を除く)を表している。

以下の表には、オンバランスの金融資産および未実行の信用コミットメントに関して当行グループおよび親会社

がさらされている信用リスクの集中が記載されている。現金および中央銀行預け金は、重要な信用リスクが生じな

いと考えられるため除外されている。
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生命保険に関する資産は、主に信用リスクが保険契約者に移転され、保険契約者の負債によって裏付けられてい

るため、除外されている。

持分証券は、主要な金融リスクが信用リスクではないため、商品有価証券および公正価値で測定するものとして

指定された金融資産ならびに売却可能有価証券の残高から除外されている。

金融資産の重要な各クラスに関する信用の集中は以下のとおりである。

 

商品有価証券および公正価値

で測定するものとして指定さ

れた金融資産(注記11)

 ・　当行グループについて52％(2016年度：51％)、親会社について50％(2016年

度：50％)が金融機関による発行であった。

・　当行グループについて45％(2016年度：45％)、親会社について47％(2016年

度：45％)が政府または準政府機関による発行であった。

・　当行グループの76％(2016年度：66％)、親会社の81％(2016年度：72％)が

オーストラリアでの保有であった。

   

売却可能有価証券(注記12)  ・　当行グループについて26％(2016年度：23％)、親会社について27％(2016年

度：23％)が金融機関による発行であった。

・　当行グループについて74％(2016年度：77％)、親会社について73％(2016年

度：77％)が政府または準政府機関による発行であった。

・　当行グループの90％(2016年度：90％)、親会社の98％(2016年度：97％)が

オーストラリアでの保有であった。

   

貸付金(注記13)  ・　注記13において、貸付金の業種別および地域別の詳細な内訳が記載されて

いる。

   

金融派生商品(注記21)  ・　当行グループと親会社のいずれについても77％(2016年度：74％)が金融機

関による発行であった。

・　当行グループの86％(2016年度：85％)、親会社の86％(2016年度：85％)が

オーストラリアでの保有であった。
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 連結
 2017年  2016年

 
貸借対照表
上の合計

未実行の信
用コミット
メント

合計  
貸借対照表

上の合計
1

未実行の信
用コミット

メント
1 合計

1

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル  百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル
オーストラリア        
ホテル業、喫茶業および飲食業 8,189 1,468 9,657  7,558 1,069 8,627
農業、林業および漁業 8,193 2,155 10,348  8,074 1,839 9,913
建設業 6,050 3,666 9,716  5,802 3,880 9,682
金融業および保険業 59,432 8,415 67,847  62,080 7,374 69,454
政府、行政および防衛 49,341 813 50,154  49,976 1,161 51,137
製造業 9,784 6,186 15,970  10,259 6,020 16,279
鉱業 3,411 3,568 6,979  4,325 3,629 7,954
不動産業 43,640 12,046 55,686  45,530 12,564 58,094
資産関連サービス業
および法人向けサービス業

12,119 5,145 17,264  11,745 4,970 16,715

サービス業 13,198 6,082 19,280  12,913 6,329 19,242
商業 16,401 8,712 25,113  16,288 8,343 24,631
運輸業および倉庫業 9,554 6,038 15,592  10,272 4,586 14,858
公益事業 6,418 4,216 10,634  5,326 4,090 9,416
個人向け融資 451,315 88,363 539,678  429,522 87,655 517,177
その他 4,360 1,519 5,879  3,011 1,402 4,413

オーストラリア合計 701,405 158,392 859,797  682,681 154,911 837,592
ニュージーランド        
ホテル業、喫茶業および飲食業 290 42 332  256 43 299
農業、林業および漁業 7,809 745 8,554  7,841 670 8,511
建設業 450 397 847  400 328 728
金融業および保険業 7,626 2,038 9,664  10,098 1,570 11,668
政府、行政および防衛 5,051 549 5,600  4,402 848 5,250
製造業 2,185 1,527 3,712  2,441 1,643 4,084
鉱業 144 197 341  286 246 532
不動産業 5,901 1,039 6,940  6,033 1,088 7,121
資産関連サービス業
および法人向けサービス業

1,142 405 1,547  1,084 518 1,602

サービス業 1,834 604 2,438  1,524 834 2,358
商業 2,215 1,176 3,391  2,375 1,367 3,742
運輸業および倉庫業 1,118 847 1,965  1,324 1,035 2,359
公益事業 1,822 1,302 3,124  2,299 1,421 3,720
個人向け融資 45,190 11,995 57,185  45,011 11,628 56,639
その他 3 227 230  1 220 221

ニュージーランド合計 82,780 23,090 105,870  85,375 23,459 108,834
その他の海外        
ホテル業、喫茶業および飲食業 97 13 110  118 15 133
農業、林業および漁業 5 1 6  52 1 53
建設業 55 242 297  147 259 406
金融業および保険業 7,713 3,182 10,895  7,435 3,838 11,273
政府、行政および防衛 3,071 1 3,072  3,798 38 3,836
製造業 3,107 4,259 7,366  2,661 4,454 7,115
鉱業 378 1,518 1,896  590 2,015 2,605
不動産業 491 40 531  479 28 507
資産関連サービス業
および法人向けサービス業

542 508 1,050  526 377 903

サービス業 205 105 310  99 95 194
商業 2,680 2,458 5,138  3,464 3,408 6,872
運輸業および倉庫業 1,426 437 1,863  1,231 315 1,546
公益事業 544 260 804  485 193 678
個人向け融資 657 37 694  1,120 40 1,160
その他 78 8 86  1 35 36

その他の海外合計 21,049 13,069 34,118  22,206 15,111 37,317
総信用リスク合計 805,234 194,551 999,785  790,262 193,481 983,743

 

1
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。
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 親会社
 2017年  2016年

 
貸借対照表
上の合計

未実行の信
用コミット
メント

合計  
貸借対照表

上の合計
1

未実行の信
用コミット

メント
1 合計

1

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル  百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル
オーストラリア        
ホテル業、喫茶業および飲食業 8,110 1,468 9,578  7,443 1,069 8,512
農業、林業および漁業 8,073 2,155 10,228  7,897 1,837 9,734
建設業 5,447 3,666 9,113  5,006 3,880 8,886
金融業および保険業 58,589 8,415 67,004  60,712 7,374 68,086
政府、行政および防衛 49,330 813 50,143  49,953 1,161 51,114
製造業 9,511 6,186 15,697  9,890 6,018 15,908
鉱業 3,371 3,568 6,939  4,251 3,629 7,880
不動産業 43,641 12,043 55,684  45,452 12,560 58,012
資産関連サービス業
および法人向けサービス業

11,047 5,143 16,190  10,446 4,967 15,413

サービス業 12,853 6,081 18,934  12,401 6,327 18,728
商業 16,098 8,691 24,789  15,769 8,317 24,086
運輸業および倉庫業 9,097 6,038 15,135  9,717 4,580 14,297
公益事業 6,386 4,216 10,602  5,284 4,090 9,374
個人向け融資 449,207 88,362 537,569  425,426 87,654 513,080
その他 3,385 1,518 4,903  2,474 1,402 3,876

オーストラリア合計 694,145 158,363 852,508  672,121 154,865 826,986
ニュージーランド        
ホテル業、喫茶業および飲食業 - - -  - - -
農業、林業および漁業 38 7 45  55 26 81
建設業 6 13 19  10 15 25
金融業および保険業 3,230 56 3,286  4,459 172 4,631
政府、行政および防衛 929 23 952  818 85 903
製造業 183 110 293  219 145 364
鉱業 3 3 6  6 5 11
不動産業 43 10 53  108 15 123
資産関連サービス業
および法人向けサービス業

38 57 95  7 19 26

サービス業 25 64 89  132 57 189
商業 269 216 485  257 260 517
運輸業および倉庫業 38 89 127  67 57 124
公益事業 498 128 626  622 225 847
個人向け融資 - 33 33  - 13 13
その他 5 4 9  1 1 2

ニュージーランド合計 5,305 813 6,118  6,761 1,095 7,856
その他の海外        
ホテル業、喫茶業および飲食業 88 13 101  100 14 114
農業、林業および漁業 4 1 5  51 1 52
建設業 44 237 281  135 253 388
金融業および保険業 7,420 3,161 10,581  7,176 3,821 10,997
政府、行政および防衛 2,449 1 2,450  3,230 38 3,268
製造業 3,089 4,166 7,255  2,500 4,357 6,857
鉱業 378 1,516 1,894  585 2,001 2,586
不動産業 288 34 322  303 21 324
資産関連サービス業
および法人向けサービス業

527 507 1,034  454 375 829

サービス業 74 101 175  164 93 257
商業 2,446 2,354 4,800  3,143 3,284 6,427
運輸業および倉庫業 1,196 414 1,610  998 297 1,295
公益事業 538 259 797  473 191 664
個人向け融資 280 34 314  556 32 588
その他 82 5 87  - 5 5

その他の海外合計 18,903 12,803 31,706  19,868 14,783 34,651
総信用リスク合計 718,353 171,979 890,332  698,750 170,743 869,493

 

1
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

297/538



22.2.4　金融資産の信用度

 

各資産は、契約条件に基づく支払いが履行されない場合に、延滞しているとみなされる。支払期限を過ぎた部分

だけでなく、約定残高全額が延滞しているとみなされる。資産は、支払遅延または書類不備を含む様々な理由に

よって支払期限を過ぎることがある。支払遅延は、週末および祝日のタイミングによる影響を受ける可能性があ

る。これは、信用リスクを管理する基礎的な基準と必ずしも一致するものではない。

以下の表は、当行グループおよび親会社の金融資産について、未延滞かつ減損が生じていない資産、延滞だが減

損が生じていない資産、減損資産に分類したものである。未延滞かつ減損が生じていない金融資産の信用度は、信

用リスク評価システムを参照して決定される(注記22.2.1参照)。

 

 2017年連結

 未延滞かつ減損が生じていない資産 延滞だが
減損が生じ
ていない
資産

減損資産 合計 減損引当金
帳簿価額の
合計 

評価が
高い

評価が
良い /
中程度

評価が
低い

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

現金および中央銀行
預け金

18,397 - - 18,397 - - 18,397 - 18,397

他の金融機関に対する
債権

7,119 9 - 7,128 - - 7,128 - 7,128

商品有価証券および
公正価値で測定する
ものとして指定された

金融資産
1

24,973 22 - 24,995 - - 24,995 - 24,995

金融派生商品 23,184 815 33 24,032 - 1 24,033 - 24,033

売却可能有価証券
1 59,752 493 - 60,245 - - 60,245 - 60,245

貸付金：          

住宅および個人向け
貸付金

363,026 113,363 3,542 479,931 16,539 681 497,151 (1,331) 495,820

事業向け貸付金 86,437 95,556 4,507 186,500 3,273 861 190,634 (1,535) 189,099

海外における中央銀行
への法定準備預金

814 234 - 1,048 - - 1,048 - 1,048

その他の金融資産
2 4,340 364 14 4,718 34 3 4,755 - 4,755

合計 588,042 210,856 8,096 806,994 19,846 1,546 828,386 (2,866) 825,520
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 2016年連結

 未延滞かつ減損が生じていない資産 延滞だが
減損が生じ
ていない
資産

減損資産 合計 減損引当金
帳簿価額の
合計 

評価が
高い

評価が
良い /
中程度

評価が
低い

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

現金および中央銀行
預け金

17,015 - - 17,015 - - 17,015 - 17,015

他の金融機関に対する
債権

9,908 43 - 9,951 - - 9,951 - 9,951

商品有価証券および
公正価値で測定する
ものとして指定された

金融資産
1

20,845 15 - 20,860 - - 20,860 - 20,860

金融派生商品 30,931 1,224 71 32,226 - 1 32,227 - 32,227

売却可能有価証券
1 59,962 616 - 60,578 - - 60,578 - 60,578

貸付金：          

住宅および個人向け
貸付金

338,648 119,094 1,960 459,702 15,067 515 475,284 (1,320) 473,964

事業向け貸付金 86,959 93,226 4,472 184,657 3,671 1,644 189,972 (2,010) 187,962

海外における中央銀行
への法定準備預金

1,169 221 - 1,390 - - 1,390 - 1,390

その他の金融資産
2 4,098 357 11 4,466 31 4 4,501 - 4,501

合計 569,535 214,796 6,514 790,845 18,769 2,164 811,778 (3,330) 808,448

 

1
　持分証券はこれらの残高から除外されており、そのため、帳簿価額の合計は貸借対照表の報告残高を表してはいない。

2
　その他の金融資産には未収利息1,193百万豪ドル(2016年度：1,118百万豪ドル)が含まれており、関連する貸付金残高に応じ

て該当する信用度の分類に配分されている。売却済未引渡有価証券1,408百万豪ドル(2016年度：1,195百万豪ドル)もこの残

高に含まれており、商品有価証券残高の分類に応じて配分されている。

 

 2017年親会社

 未延滞かつ減損が生じていない資産 延滞だが
減損が生じ
ていない
資産

減損資産 合計 減損引当金
帳簿価額の
合計 

評価が
高い

評価が
良い /
中程度

評価が
低い

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

現金および中央銀行
預け金

16,405 - - 16,405 - - 16,405 - 16,405

他の金融機関に対する
債権

6,352 5 - 6,357 - - 6,357 - 6,357

商品有価証券および
公正価値で測定する
ものとして指定された

金融資産
1

22,870 5 - 22,875 - - 22,875 - 22,875

金融派生商品 22,974 815 33 23,822 - 1 23,823 - 23,823

売却可能有価証券
1 55,737 6 - 55,743 - - 55,743 - 55,743

貸付金：          

住宅および個人向け
貸付金

344,739 85,673 3,223 433,635 15,312 542 449,489 (1,091) 448,398

事業向け貸付金 74,019 78,584 2,981 155,584 2,843 694 159,121 (1,282) 157,839

海外における中央銀行
への法定準備預金

814 131 - 945 - - 945 - 945

子会社債権 142,455 - - 142,455 - - 142,455 - 142,455

その他の金融資産
2 3,681 278 10 3,969 31 2 4,002 - 4,002

合計 690,046 165,497 6,247 861,790 18,186 1,239 881,215 (2,373) 878,842
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 2016年親会社

 未延滞かつ減損が生じていない資産 延滞だが
減損が生じ
ていない
資産

減損資産 合計 減損引当金
帳簿価額の
合計 

評価が
高い

評価が
良い /
中程度

評価が
低い

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

現金および中央銀行
預け金

15,186 - - 15,186 - - 15,186 - 15,186

他の金融機関に対する
債権

8,282 43 - 8,325 - - 8,325 - 8,325

商品有価証券および
公正価値で測定する
ものとして指定された

金融資産
1

18,491 9 - 18,500 - - 18,500 - 18,500

金融派生商品 30,796 1,222 71 32,089 - 1 32,090 - 32,090

売却可能有価証券
1 56,111 6 - 56,117 - - 56,117 - 56,117

貸付金：          

住宅および個人向け
貸付金

320,916 89,510 1,509 411,935 13,713 425 426,073 (1,033) 425,040

事業向け貸付金 73,671 75,651 2,533 151,855 3,122 1,399 156,376 (1,677) 154,699

海外における中央銀行
への法定準備預金

1,169 100 - 1,269 - - 1,269 - 1,269

子会社債権 143,549 - - 143,549 - - 143,549 - 143,549

その他の金融資産
2 3,449 269 7 3,725 27 3 3,755 - 3,755

合計 671,620 166,810 4,120 842,550 16,862 1,828 861,240 (2,710) 858,530

 

1
　持分証券はこれらの残高から除外されており、そのため、帳簿価額の合計は貸借対照表の報告残高を表してはいない。

2
　その他の金融資産には未収利息1,029百万豪ドル(2016年度：948百万豪ドル)が含まれており、関連する貸付金残高に応じて

該当する信用度の分類に配分されている。売却済未引渡有価証券1,388百万豪ドル(2016年度：1,192百万豪ドル)もこの残高

に含まれており、商品有価証券残高の分類に応じて配分されている。

 

これらの残高の裏付けとして保有している担保の詳細は、注記22.2.8に記載されている。

 

22.2.5　延滞だが減損が生じていない金融資産

 

9月30日現在での延滞日数を基準とする、延滞だが減損が生じていない金融資産の内訳は以下のとおりである。

 

 連結

 2017年  2016年

 1－5日 6－89日 90日以上 合計  1－5日 6－89日 90日以上 合計

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

貸付金：          

住宅および個人向け貸付金 4,515 9,331 2,693 16,539  3,681 8,834 2,552 15,067

事業向け貸付金 698 2,085 490 3,273  1,052 2,154 465 3,671

その他の金融資産 9 19 6 34  8 18 5 31

合計 5,222 11,435 3,189 19,846  4,741 11,006 3,022 18,769
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 親会社

 2017年  2016年

 1－5日 6－89日 90日以上 合計  1－5日 6－89日 90日以上 合計

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

貸付金：          

住宅および個人向け貸付金 4,216 8,471 2,625 15,312  3,258 7,951 2,504 13,713

事業向け貸付金 603 1,810 430 2,843  878 1,869 375 3,122

その他の金融資産 8 18 5 31  7 15 5 27

合計 4,827 10,299 3,060 18,186  4,143 9,835 2,884 16,862

 

これらの残高の裏付けとして保有している担保の詳細は、注記22.2.8に記載されている。

 

22.2.6　延滞期間が90日以上または債務不履行だが減損が生じていないもの

 

これらには、以下の金融資産が含まれる。

・　延滞期間が現在90日以上であるが、十分な担保が付されている資産。

・　過去には延滞期間が90日以上であり、現在は90日以上ではないものの、分類の変更を容認できるほど継続的な

改善を十分には示していない資産。

・　破産命令または同様の法的措置が取られている場合(管財人の任命等)を含め、債務不履行だが、減損が生じて

いないその他の資産。

 

 連結

 総額

 2017年 2016年 2015年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

オーストラリア 3,322 3,075 2,149

ニュージーランド 117 89 130

その他の海外 19 17 13

合計 3,458 3,181 2,292

 

22.2.7　減損貸付金

 

減損引当金の算定は、当行グループの重要な会計上の仮定および見積りの1つである。これについておよび減損

費用引当金に関する当行グループの会計方針の詳細は、注記6および注記14に記載されている。

減損貸付金は、元本または利息が回収できない可能性があるという客観的な証拠があるものである。これらには

以下のものが含まれる。

・　不良債権(行内の信用リスク評価における減損と一致)

・　延滞期間が90日超の当座貸越、個人向け貸付金およびリボルビング与信枠を含む、無担保与信枠

・　条件緩和貸付金(財政困難に直面している顧客のために、原契約の条件が緩和されるように条件変更が行われ

ている)
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9月30日現在の減損貸付金の総額および減損引当金について、資産の種類別の要約は以下の表のとおりである。

 

 連結

 2017年  2016年

 
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計  
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル  百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

個別評価        

総額 164 692 856  136 1,472 1,608

減損引当金 (104) (376) (480)  (76) (793) (869)

帳簿価額 60 316 376  60 679 739

一括評価        

総額 517 169 686  379 172 551

減損引当金 (202) (32) (234)  (173) (25) (198)

帳簿価額 315 137 452  206 147 353

総額の合計 681 861 1,542  515 1,644 2,159

減損引当金の合計 (306) (408) (714)  (249) (818) (1,067)

帳簿価額の合計 375 453 828  266 826 1,092

 

 親会社

 2017年  2016年

 
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計  
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル  百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

個別評価        

総額 121 534 655  104 1,237 1,341

減損引当金 (83) (334) (417)  (63) (689) (752)

帳簿価額 38 200 238  41 548 589

一括評価        

総額 421 160 581  321 162 483

減損引当金 (162) (17) (179)  (146) (24) (170)

帳簿価額 259 143 402  175 138 313

総額の合計 542 694 1,236  425 1,399 1,824

減損引当金の合計 (245) (351) (596)  (209) (713) (922)

帳簿価額の合計 297 343 640  216 686 902
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9月30日現在の減損貸付金の総額および減損引当金について、減損貸付金の種類別および地域別の要約は以下の

表のとおりである。

 
 連結

 2017年 2016年 2015年 2014年 2013年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

オーストラリア      

不良債権      

総額 975 1,589 1,220 1,580 2,574

減損引当金 (460) (769) (572) (697) (1,099)

純額 515 820 648 883 1,475

条件緩和貸付金      

総額 12 13 22 34 34

減損引当金 (7) (11) (12) (23) (23)

純額 5 2 10 11 11

延滞期間が90日超の当座貸越、個人向け貸付
金およびリボルビング与信枠

     

総額 362 267 252 203 181

減損引当金 (187) (159) (164) (132) (126)

純額 175 108 88 71 55

ニュージーランド      

不良債権      

総額 152 218 348 397 586

減損引当金 (41) (95) (104) (130) (210)

純額 111 123 244 267 376

条件緩和貸付金      

総額 15 16 17 - -

減損引当金 (5) (4) (4) - -

純額 10 12 13 - -

延滞期間が90日超の当座貸越、個人向け貸付
金およびリボルビング与信枠

     

総額 11 10 10 13 14

減損引当金 (8) (7) (7) (9) (9)

純額 3 3 3 4 5

その他の海外      

不良債権      

総額 15 44 25 53 89

減損引当金 (6) (21) (13) (35) (54)

純額 9 23 12 18 35

条件緩和貸付金      

総額 - 2 - 59 122

減損引当金 - (1) - (21) (33)

純額 - 1 - 38 89

延滞期間が90日超の当座貸越、個人向け貸付
金およびリボルビング与信枠

     

総額 - - 1 1 -

減損引当金 - - (1) - -

純額 - - - 1 -

減損資産純額合計 828 1,092 1,018 1,293 2,046
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これらの残高の裏付けとして保有している担保の詳細は、注記22.2.8に記載されている。

以下の表は不良債権および条件緩和金融資産に係る受取済利息と放棄利息を要約したものである。

 

 2017年連結

 オーストラリア 海外 合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

受取済利息 4 15 19

放棄利息 52 - 52

 

22.2.8　保有担保

 

貸付金

当行グループは、貸付金ポートフォリオの保有担保による保証範囲を分析している。範囲は以下のとおりに測定

される。

 

保証範囲  担保価値に対する担保付貸付金の比率

全額が担保されている

一部が担保されている

無担保

 100％以下

100％超150％以下

150％超または担保が保有されていない(例えばクレジットカード、個人向け貸

付金および高格付の法人に対するエクスポージャー等を含む可能性がある)

 

当行グループの貸付金ポートフォリオには、保有担保からの以下の保証が付されている。

 

未延滞かつ減損が生じていない貸付金

 

 連結

 2017年  2016年

 
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計  
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計

 ％ ％ ％  ％ ％ ％

全額が担保されている 97.0 54.0 84.9  96.7 53.5 84.3

一部が担保されている 0.9 25.7 7.9  1.1 25.7 8.2

無担保 2.1 20.3 7.2  2.2 20.8 7.5

合計 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0

 

 親会社

 2017年  2016年

 
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計  
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計

 ％ ％ ％  ％ ％ ％

全額が担保されている 97.9 55.4 86.7  97.7 55.1 86.3

一部が担保されている 0.3 23.7 6.5  0.3 23.9 6.6

無担保 1.8 20.9 6.8  2.0 21.0 7.1

合計 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0
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延滞だが減損が生じていない貸付金

 

 連結

 2017年  2016年

 
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計  
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計

 ％ ％ ％  ％ ％ ％

全額が担保されている 93.9 58.2 87.9  92.7 47.9 84.0

一部が担保されている 2.6 28.3 6.9  3.0 28.9 8.0

無担保 3.5 13.5 5.2  4.3 23.2 8.0

合計 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0

 

 親会社

 2017年  2016年

 
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計  
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計

 ％ ％ ％  ％ ％ ％

全額が担保されている 96.4 60.2 90.8  95.7 47.8 86.8

一部が担保されている 0.6 25.7 4.5  0.6 26.9 5.5

無担保 3.0 14.1 4.7  3.7 25.3 7.7

合計 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0

 

減損貸付金

 

 連結

 2017年  2016年

 
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計  
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計

 ％ ％ ％  ％ ％ ％

全額が担保されている 69.5 17.3 40.3  63.9 11.4 24.0

一部が担保されている 10.7 25.7 19.1  13.0 35.4 30.0

無担保 19.8 57.0 40.6  23.1 53.2 46.0

合計 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0

 

 親会社

 2017年  2016年

 
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計  
住宅および
個人向け
貸付金

事業向け
貸付金

合計

 ％ ％ ％  ％ ％ ％

全額が担保されている 73.2 19.6 43.1  69.6 9.9 23.8

一部が担保されている 6.3 17.1 12.4  6.4 38.5 31.0

無担保 20.5 63.3 44.5  24.0 51.6 45.2

合計 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0
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貸付金以外の金融資産に対する保有担保

 

 連結  親会社

 2017年 2016年  2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル  百万豪ドル 百万豪ドル

現金(主に金融派生商品のため) 2,480 1,788  2,354 1,730

リバースレポ取引に基づく有価証券
1 6,814 3,260  6,814 3,260

金融派生商品および株式借入れに基づく

有価証券
1 32 135  32 135

その他の保有担保合計 9,326 5,183  9,200 5,125

 

1
　担保として受領した有価証券は、当行グループおよび親会社の貸借対照表において認識されていない。

 

22.3　資金調達および流動性リスク

 

22.3.1　流動性モデル

 

流動性の健全性に関するAPRAの基準において要求されているとおり、当行グループは日次ベースでの報告および

その見直しによって「ゴーイング・コンサーン」モデルを維持している。「ゴーイング・コンサーン」モデルの下

で、今後一定期間にわたって調達すべき大口の資金の見積りのために、純資産の増加計画に、大口の資金調達先へ

発行した債券の満期償還が追加される。満期時期の集中は、取締役会が承認した限度枠内で測定される。なお当該

限度は、1週間から15ヶ月の間隔で設定される。

ストレス・テストは、広範な市況およびシナリオに基づくキャッシュ・フローに関する債務についてのウエスト

パックの履行能力を評価するため実施されている。これらのシナリオは、流動性の限度および戦略的計画に関する

情報を提供している。

流動性カバレッジ比率(以下「LCR」という。)は銀行に対し、規制当局が定義する深刻なストレス・シナリオに

30日間耐えうる質の高い十分な流動資産(APRAによって定義されている)を保有することを要求している。LCRは

2015年1月1日に発効した。ウエストパックは規制上の最低値である100％を上回るバッファを維持している。
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22.3.2　流動性資金

 

流動性資金は、通貨、地域、商品および期間が分散するように、定期的に見直される。その資金源には、以下が

含まれるがこれらのみには限定されない。

・　預金

・　発行済債券

・　市場性のある有価証券の売却による収入

・　中央銀行との買戻し契約

・　貸付金の元本の償還

・　受取利息

・　手数料収入

 

当行グループの資金調達の構成

当行グループは、当行グループの資金調達リスク選好度の範囲内で維持されるように資金調達の構成および安定

性を監視している。これには資金調達額合計の75％超を安定した資金源から調達する目標を含んでいる。安定した

資金源には顧客預金、満期までの残余期間が12ヶ月を超える大口の期限付資金調達、証券化および持分が含まれ

る。

当行グループの全般的な資金調達の構成は、主に顧客預金および持分の増加により、2017年度において安定した

資金源が106ベーシス・ポイント増加した。

 

 2017年 2016年

 ％ ％

顧客預金 61.8 60.9

残存期間が12ヶ月超の大口の期限付資金調達 15.2 15.0

残存期間が12ヶ月以内の大口資金調達 14.1 15.2

証券化 1.0 1.2

持分 7.9 7.7

当行グループの資金調達額合計 100.0 100.0

 

2017年度の当行グループの資金調達の構成の変動には、以下が含まれている。

・　顧客預金は92ベーシス・ポイント増加して、2017年9月30日現在の当行グループの資金調達額合計の61.8％に

なったが、これは当行グループが2018年度に始まるNSFRの導入の準備に取り組んでいるためである。

・　残存期間が12ヶ月超の長期資金調達は、13ベーシス・ポイント増加して15.2％になったが、一方で、証券化に

よる資金調達は19ベーシス・ポイント減少して1.0％になった。

・　残存期間が12ヶ月以内の大口資金調達は106ベーシス・ポイント減少して14.1％になった。このポートフォリ

オの満期までの加重平均残存期間は148日で、当行グループが保有する1,378億豪ドルの抵当権の付されていな

いレポ適格流動性資産および現金によって十二分に保証されている。

・　持分による資金調達は、20ベーシス・ポイント増加して7.9％になった。
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広範囲にわたる資金調達市場、債券投資家、通貨、満期および商品にアクセスする能力および柔軟性で多角的な

資金調達基盤を維持することは、流動性リスクを管理する上で重要な部分である。ウエストパックは、市場で活発

に売買されるオートABSを発行できる唯一のオーストラリアの主要銀行であり、米国SECの登録市場にアクセス可能

な唯一のオーストラリアの銀行である(注記19参照)。

2017年度において、当行グループは新規の期限付大口資金調達により366億豪ドルを調達しており、その満期ま

での加重平均残存期間(証券化を除く)は5.8年であった。これには、すべての主要通貨でのベンチマーク・シニア

債およびカバード債の売買、豪ドルでのオートABS取引、ならびに比較的小規模なシニア債の売買および私募が含

まれていた。新規発行には、バーゼルⅢに準拠するその他Tier 1およびTier 2資本の44億豪ドルも含まれていた

(注記20参照)。

2017年9月30日現在の既存の債券プログラムによる借入および発行残高については、注記16、注記17、注記19お

よび注記20に記載されている。

 

流動性資産

財務部門では、予期せぬ資金需要に備えるため、質の高い流動性資産のポートフォリオを保有している。当該資

産は、オーストラリア準備銀行(以下「RBA」という。)または他の中央銀行との買戻し契約に適格で、現金、国

債、州政府債および高格付の投資適格証券の形式で保有されている。流動性資産の保有水準は高い頻度で見直さ

れ、貸借対照表および市況の両方の条件と整合している。

中央銀行との買戻し契約における適格担保の条件を満たす流動性資産(内部での証券化を含む)は、過去12ヶ月間

において65億豪ドル減少し、1,378億豪ドルになった。

オーストラリアの国債は限られていることから、RBAはAPRAと共同で、オーストラリアのADIに対し利用可能な

CLFを提供している。当該CLFは、適格性条件を満たす場合、LCR要件を満たすために利用することができる。CLFを

利用するために、ADIは、承認された未使用の与信枠の年率15ベーシス・ポイント(0.15％)に相当する手数料をRBA

に支払うことが求められる。APRAは、2017暦年におけるCLF配分としてウエストパックに対し491億豪ドル(2016年

度：586億豪ドル)を承認した。2018年暦年におけるCLF配分として、APRAが利用可能なCLF合計額の増加を反映し

て、570億豪ドルをウエストパックに対して配分することを承認した。
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当行グループの流動性資産の保有高の概要は以下のとおりである。

 

 2017年  2016年

 実績 平均  実績 平均

 百万豪ドル 百万豪ドル  百万豪ドル 百万豪ドル

現金 17,339 20,594  16,221 19,889

他の金融機関に対する債権 834 662  1,088 618

商品有価証券および公正価値で測定するものとして指定され
た金融資産

11,405 12,891  10,062 7,537

売却可能有価証券 59,735 59,887  60,193 55,645

貸付金
1 47,935 48,561  56,057 56,481

中央銀行への法定準備預金 549 628  663 493

流動性資産合計 137,797 143,223  144,284 140,663

 

1
　貸付金はRBAおよびニュージーランド準備銀行での買戻しが適格な、自社で組成したAAA格付の不動産担保証券である。

 

信用格付

2017年9月30日現在の親会社の信用格付は以下のとおりである。

 

 2017年

 短期格付 長期格付 格付の見通し

S&Pグローバル・レーティング A-1+ AA- ネガティブ

ムーディーズ・インベスターズ・サービス P-1 Aa3 安定的

フィッチ・レーティングス F1+ AA- 安定的

 

ウエストパックの信用格付が現在の水準より低下すれば、当行グループの借入コストおよび借入能力が悪影響を

受ける可能性がある。ウエストパックの信用格付が現在の水準より引き下げられれば、当行グループは、大口借入

に対して現在支払っているよりも高い金利の支払いを要求される可能性が高い。

2017年6月19日、ムーディーズがオーストラリアのマクロ・プロファイルを「非常に強力－」から「強力＋」に

下げた。この変更に伴い、ムーディーズは、ウエストパックを含むオーストラリアの主要銀行の格付をAa2から1段

階下げAa3とした。同時に、ムーディーズは、ウエストパックの格付の見通しを「ネガティブ」から「安定的」に

変更した。
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22.3.3　担保として差入れられた資産

 

当行グループおよび親会社は、標準的な条件の一部として、負債を保証するために、他の金融機関に担保を差入

れることを求められる。注記25に開示されている証券化およびカバード債プログラムを裏付ける資産の他に、担保

として差入れられたこれらの金融資産の帳簿価額は、以下のとおりである。

 

 連結  親会社

 2017年 2016年  2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル  百万豪ドル 百万豪ドル

現金
1 5,687 8,177  5,315 7,490

株式借入れに係る現金預金 15 18  15 18

有価証券(譲渡性預金証書を含む) 1,421 3,041  1,421 3,041

レポ取引に基づき差入れられた有価証券 18,746 11,647  18,728 11,265

負債を保証するために差入れられた合計額 25,869 22,883  25,479 21,814

 

1
　主に、他の金融機関に対する債権で構成される。

 

22.3.4　金融負債の契約期日

 

以下の表は、貸借対照表日現在で支払うべき金融負債に係るキャッシュ・フローについて、契約期日までの残存

期間ごとに分類したものを示している。表内の各数値は、割引前の将来の約定キャッシュ・フローであるが、当行

グループでは、予想キャッシュ・フローに基づき固有の流動性リスクを管理している。

金融負債に係るキャッシュ・フローには、元本の支払額と、関連する利払期間中の固定または変動利息の支払額

の両方が含まれる。元本の支払額は、最初の契約期日における支払額である。ヘッジ目的に指定されている金融派

生商品関連の負債は、契約の残存期間中の保有が見込まれ、当該期間にわたる総キャッシュ・フローを反映してい

る。

トレーディング目的で保有する金融派生商品および「損益計算書を通じて公正価値で測定するその他の金融負

債」に分類される特定の負債は、流動性目的のために、契約期日に基づき管理されているわけではなく、したがっ

てこれらの負債は1ヶ月以内に表示されている。当行グループが契約期日に基づいて管理する負債のみが、以下の

表において、割引前の約定ベースで表示されている。
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 2017年連結

 1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
1年以内

1年超
5年以内

5年超 合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

金融負債       

他の金融機関に対する債務 16,496 4,438 1,014 23 - 21,971

預金およびその他の借入金 337,821 76,557 102,306 20,605 197 537,486

損益計算書を通じて公正価値で測定
するその他の金融負債

3,253 803 - - - 4,056

金融派生商品：       

トレーディング目的保有 22,757 - - - - 22,757

ヘッジ目的保有(ネット決済対象) 98 146 489 1,088 108 1,929

ヘッジ目的保有(グロス決済対象)：       

キャッシュ・アウトフロー 865 3,368 1,039 5,617 2,057 12,946

キャッシュ・インフロー (737) (3,275) (821) (4,634) (1,745) (11,212)

発行済債券 3,111 10,492 46,730 101,045 18,796 180,174

その他の金融負債 1,603 575 2,586 - - 4,764

借入資本を除く金融負債合計 385,267 93,104 153,343 123,744 19,413 774,871

借入資本 5 86 729 4,781 16,548 22,149

割引前の金融負債合計 385,272 93,190 154,072 128,525 35,961 797,020

偶発債務および契約債務の合計       

信用状および保証 15,460 - - - - 15,460

信用供与契約 178,443 - - - - 178,443

その他の契約債務 648 - - - - 648

割引前の偶発債務および契約債務
の合計

194,551 - - - - 194,551
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 2016年連結

 1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
1年以内

1年超
5年以内

5年超 合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

金融負債       

他の金融機関に対する債務 12,798 2,696 2,596 177 - 18,267

預金およびその他の借入金 315,122 82,287 102,111 16,880 425 516,825

損益計算書を通じて公正価値で測定
するその他の金融負債

3,301 1,403 - - - 4,704

金融派生商品：       

トレーディング目的保有 28,588 - - - - 28,588

ヘッジ目的保有(ネット決済対象) 99 283 1,140 3,196 498 5,216

ヘッジ目的保有(グロス決済対象)：       

キャッシュ・アウトフロー 2,205 4,140 9,958 6,418 722 23,443

キャッシュ・インフロー (2,137) (3,641) (8,625) (5,564) (628) (20,595)

発行済債券
1 3,443 16,629 44,516 100,127 14,306 179,021

その他の金融負債 1,967 543 2,443 - - 4,953

借入資本を除く金融負債合計 365,386 104,340 154,139 121,234 15,323 760,422

借入資本 - 85 257 4,353 13,275 17,970

割引前の金融負債合計 365,386 104,425 154,396 125,587 28,598 778,392

偶発債務および契約債務の合計       

信用状および保証 16,435 - - - - 16,435

信用供与契約 176,811 - - - - 176,811

その他の契約債務 235 - - - - 235

割引前の偶発債務および契約債務
の合計

193,481 - - - - 193,481

 

1
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。
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 2017年親会社

 1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
1年以内

1年超
5年以内

5年超 合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

金融負債       

他の金融機関に対する債務 16,364 4,438 1,014 23 - 21,839

預金およびその他の借入金 306,013 65,078 91,055 18,618 197 480,961

損益計算書を通じて公正価値で測定
するその他の金融負債

3,235 803 - - - 4,038

金融派生商品：       

トレーディング目的保有 22,791 - - - - 22,791

ヘッジ目的保有(ネット決済対象) 83 128 409 1,000 106 1,726

ヘッジ目的保有(グロス決済対象)：       

キャッシュ・アウトフロー 11 2,929 820 2,796 1,294 7,850

キャッシュ・インフロー - (2,861) (680) (2,376) (1,052) (6,969)

発行済債券 2,069 9,127 42,116 84,960 16,270 154,542

子会社債務 143,834 - - - - 143,834

その他の金融負債 1,576 523 2,353 - - 4,452

借入資本を除く金融負債合計 495,976 80,165 137,087 105,021 16,815 835,064

借入資本 5 86 729 4,781 16,548 22,149

割引前の金融負債合計 495,981 80,251 137,816 109,802 33,363 857,213

偶発債務および契約債務の合計       

信用状および保証 14,908 - - - - 14,908

信用供与契約 156,423 - - - - 156,423

その他の契約債務 648 - - - - 648

割引前の偶発債務および契約債務
の合計

171,979 - - - - 171,979
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 2016年親会社

 1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
1年以内

1年超
5年以内

5年超 合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

金融負債       

他の金融機関に対する債務 12,782 2,696 2,544 177 - 18,199

預金およびその他の借入金 286,669 66,726 89,864 15,181 405 458,845

損益計算書を通じて公正価値で測定
するその他の金融負債

2,920 1,403 - - - 4,323

金融派生商品：       

トレーディング目的保有 29,223 - - - - 29,223

ヘッジ目的保有(ネット決済対象) 81 228 901 2,887 494 4,591

ヘッジ目的保有(グロス決済対象)：       

キャッシュ・アウトフロー 2,182 3,872 6,671 2,473 120 15,318

キャッシュ・インフロー (2,127) (3,464) (5,889) (2,329) (113) (13,922)

発行済債券 2,900 14,221 37,773 86,633 11,969 153,496

子会社債務 142,808 - - - - 142,808

その他の金融負債 1,932 480 2,159 - - 4,571

借入資本を除く金融負債合計 479,370 86,162 134,023 105,022 12,875 817,452

借入資本 - 85 257 4,353 13,275 17,970

割引前の金融負債合計 479,370 86,247 134,280 109,375 26,150 835,422

偶発債務および契約債務の合計       

信用状および保証 15,725 - - - - 15,725

信用供与契約 154,783 - - - - 154,783

その他の契約債務 235 - - - - 235

割引前の偶発債務および契約債務
の合計

170,743 - - - - 170,743
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22.3.5　予想期日

 

以下の表は、過去の傾向に基づき予想期日に基づく貸借対照表(預金を除く)を表している。以下の分析が契約期

日ではなく予想期日に基づいていること、割引の影響があること、および報告期間以降の経過利息が除かれている

ことが原因で、以下の表の負債の残高は、契約期日の表(注記22.3.4)と一致しない。以下の表には商品有価証券と

して分類された持分証券、売却可能有価証券および特定の期日の定められていない生命保険に関する資産が含まれ

る。これらの資産は処分についての予想期間に基づいて分類されている。預金は以下の表に約定ベースで表示され

ているが、当行グループの通常の銀行業務の一環として、これらの残高の大部分が維持されると予想している。

 

 2017年連結

 
12ヶ月以内
期日到来

12ヶ月超
期日到来

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

資産    

現金および中央銀行預け金 18,397 - 18,397

他の金融機関に対する債権 7,128 - 7,128

商品有価証券および公正価値で測定するものとし
て指定された金融資産

11,258 14,066 25,324

金融派生商品 18,346 5,687 24,033

売却可能有価証券 7,988 52,722 60,710

貸付金(引当金控除後) 88,676 596,243 684,919

生命保険に関する資産 1,514 9,129 10,643

海外における中央銀行への法定準備預金 676 372 1,048

関連会社に対する投資 - 60 60

その他すべての資産 5,681 13,932 19,613

資産合計 159,664 692,211 851,875

負債    

他の金融機関に対する債務 21,885 22 21,907

預金およびその他の借入金 512,856 20,735 533,591

損益計算書を通じて公正価値で測定するその他の
金融負債

4,056 - 4,056

金融派生商品 18,435 6,940 25,375

発行済債券 56,952 111,404 168,356

生命保険債務 1,457 7,562 9,019

その他すべての負債 9,907 656 10,563

借入資本を除く負債合計 625,548 147,319 772,867

借入資本 1,641 16,025 17,666

負債合計 627,189 163,344 790,533

純資産/(純負債) (467,525) 528,867 61,342
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 2016年連結

 
12ヶ月以内
期日到来

12ヶ月超
期日到来

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

資産    

現金および中央銀行預け金 17,015 - 17,015

他の金融機関に対する債権 9,951 - 9,951

商品有価証券および公正価値で測定するものとし
て指定された金融資産

14,633 6,535 21,168

金融派生商品 24,886 7,341 32,227

売却可能有価証券 13,499 47,166 60,665

貸付金(引当金控除後) 88,962 572,964 661,926

生命保険に関する資産 7,409 6,783 14,192

海外における中央銀行への法定準備預金 776 614 1,390

関連会社に対する投資 - 726 726

その他すべての資産 5,621 14,321 19,942

資産合計 182,752 656,450 839,202

負債    

他の金融機関に対する債務 18,037 172 18,209

預金およびその他の借入金 497,072 15,999 513,071

損益計算書を通じて公正価値で測定するその他の
金融負債

4,752 - 4,752

金融派生商品 24,349 11,727 36,076

発行済債券 59,464 110,438 169,902

生命保険債務 1,184 11,177 12,361

その他すべての負債 9,935 910 10,845

借入資本を除く負債合計 614,793 150,423 765,216

借入資本 2,173 13,632 15,805

負債合計 616,966 164,055 781,021

純資産/(純負債) (434,214) 492,395 58,181
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 2017年親会社

 
12ヶ月以内
期日到来

12ヶ月超
期日到来

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

資産    

現金および中央銀行預け金 16,405 - 16,405

他の金融機関に対する債権 6,357 - 6,357

商品有価証券および公正価値で測定するものとし
て指定された金融資産

9,812 13,134 22,946

金融派生商品 18,340 5,483 23,823

売却可能有価証券 6,447 49,353 55,800

貸付金(引当金控除後) 70,868 535,369 606,237

海外における中央銀行への法定準備預金 573 372 945

子会社債権 142,455 - 142,455

関連会社に対する投資 - 46 46

子会社に対する投資 - 3,975 3,975

その他すべての資産 4,649 11,231 15,880

資産合計 275,906 618,963 894,869

負債    

他の金融機関に対する債務 21,753 22 21,775

預金およびその他の借入金 458,829 18,864 477,693

損益計算書を通じて公正価値で測定するその他の
金融負債

4,038 - 4,038

金融派生商品 18,321 6,590 24,911

発行済債券 50,415 93,701 144,116

子会社債務 143,834 - 143,834

その他すべての負債 8,060 595 8,655

借入資本を除く負債合計 705,250 119,772 825,022

借入資本 1,641 16,025 17,666

負債合計 706,891 135,797 842,688

純資産/(純負債) (430,985) 483,166 52,181
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 2016年親会社

 
12ヶ月以内
期日到来

12ヶ月超
期日到来

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

資産    

現金および中央銀行預け金 15,186 - 15,186

他の金融機関に対する債権 8,325 - 8,325

商品有価証券および公正価値で測定するものとし
て指定された金融資産

12,847 5,715 18,562

金融派生商品 24,872 7,218 32,090

売却可能有価証券 12,617 43,544 56,161

貸付金(引当金控除後) 70,686 509,053 579,739

海外における中央銀行への法定準備預金 655 614 1,269

子会社債権 143,549 - 143,549

子会社に対する投資 - 4,622 4,622

その他すべての資産 4,598 11,619 16,217

資産合計 293,335 582,385 875,720

負債    

他の金融機関に対する債務 17,969 172 18,141

預金およびその他の借入金 441,290 14,452 455,742

損益計算書を通じて公正価値で測定するその他の
金融負債

4,371 - 4,371

金融派生商品 24,096 11,113 35,209

発行済債券 52,196 93,380 145,576

子会社債務 142,808 - 142,808

その他すべての負債 8,063 804 8,867

借入資本を除く負債合計 690,793 119,921 810,714

借入資本 2,173 13,632 15,805

負債合計 692,966 133,553 826,519

純資産/(純負債) (399,631) 448,832 49,201
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22.4　市場リスク

 

22.4.1　バリュー・アット・リスク

 

当行グループは、トレード市場リスクとノン・トレード市場リスクの両方について、統制方法の1つとしてVaRを

利用している。

VaRは、過去の市場の変動に基づき、一定の信頼水準での特定の期間にわたる損益における潜在的な損失に関す

る統計的見積りである。信頼水準は、いかなる1日においても損失がVaRの見積りを超過しない確率を示している。

VaRでは、ポートフォリオの価値を変動させる可能性がある、金利、外国為替相場、価格変動、ボラティリティ

およびこれらの指標間の相関関係等を含む、あらゆる重要な市場変数を検討するように努めている。現在のエクス

ポージャーおよび限度利用状況の日々の監視は、市場リスク部門によって独立して実施されており、VaRおよび構

造的集中限度に対する市場リスクのエクスポージャーを監視している。これらに加えて、重要な損益についてエス

カレーション・トリガーを設定し、また99％信頼区間を超えるリスクのストレス・テストを実施している。

VaRの主要パラメータは以下のとおりである。

 

保有期間  1日間

信頼水準  99％

使用した過去データの期間  1年間

 

22.4.2　トレード市場リスク

 

以下の表は、9月30日に終了した各事業年度における累計VaRをリスクの種類ごとに記載したものである。

 

 連結および親会社

 2017年  2016年  2015年

 最高 最低 平均  最高 最低 平均  最高 最低 平均

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

金利リスク 16.0 4.6 8.5  14.0 4.6 8.8  18.1 7.0 11.4

外国為替リスク 9.4 0.6 3.1  12.2 1.4 5.1  11.8 0.5 3.6

株式リスク 0.4 0.0 0.1  2.9 0.1 0.3  0.6 0.1 0.3

コモディティ・リスク
1 14.1 3.3 6.6  4.5 1.4 2.7  5.7 1.7 3.1

その他の市場リスク
2 5.1 3.5 4.2  6.0 2.6 3.6  6.7 2.9 4.6

分散化の影響 該当なし 該当なし (8.6)  該当なし 該当なし (8.0)  該当なし該当なし (7.2)

正味の市場リスク 22.9 9.7 13.9  18.7 7.7 12.5  23.5 9.0 15.8

 

1
　電力リスクを含む。

2
　期限前償還リスクと、(一般的な信用格付の変動によりさらされることとなる)クレジット・スプレッド・リスクを含む。
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22.4.3　ノン・トレード市場リスク

 

ノン・トレード市場リスクには、銀行勘定内の金利リスク(以下「IRRBB」という。)－通常の事業活動において

生じる資産と負債のデュレーションのミスマッチによる受取利息に係るリスク－が含まれる。

純金利収益(以下「NII」という。)の感応度はNaRの観点から管理される。ウエストパックの潜在的なNaRを算定

するために、シミュレーション・モデルが使用される。これは、貸借対照表の基本データを、廃止事業および新規

事業に関する仮定、予想される金利更改の傾向および大口市場金利の変動と組み合わせたものである。各種金利シ

ナリオを使ったシミュレーションは、一連の潜在的な将来のNIIを提示するために使用されている。3年の期間にわ

たり、信頼水準を99％としてモデル化された金利のシナリオには、過去の市場金利のボラティリティや、オースト

ラリアおよびニュージーランドの現在の市場における利回り曲線から上下100および200ベーシス・ポイントの変動

等を用いて予想したものが含まれている。また、金利に関するストレス・シナリオも検討され、モデル化されてい

る。

これらのモデル化されたシナリオによるNIIの結果の比較は、金利変動に対する感応度を示している。

 

純金利収益アット・リスク(以下「NaR」という。)

以下の表は、今後12ヶ月間の金利ショックを100ベーシス・ポイント(下落)と仮定し、純金利収益報告額に占め

る割合としてNaRを記載したものである。

 

 2017年  2016年  

 現在
最大エクス
ポージャー

最小エクス
ポージャー

平均エクス
ポージャー

 現在
最大エクス
ポージャー

最小エクス
ポージャー

平均エクス
ポージャー

 ％ ％ ％ ％  ％ ％ ％ ％

連結 0.62 0.62 (0.01) 0.31  0.89 1.08 0.14 0.47

親会社 0.34 0.34 (0.33) 0.05  0.54 0.85 (0.11) 0.23

 

バリュー・アット・リスク－IRRBB
1

以下の表は、IRRBBのVaRを記載したものである。

 

 2017年  2016年

 現在 最高 最低 平均  現在 最高 最低 平均

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

連結 57.3 57.3 27.0 40.8  49.5 53.6 31.1 39.4

 

1
　IRRBBのVaRは、金利リスク、流動性資産に係るクレジット・スプレッド・リスクおよび内部管理目的で利用されるその他の

ベーシス・リスクを含んでいる。

 

2017年9月30日現在の親会社のIRRBBのVaRは、56.9百万豪ドル(2016年度：42.9百万豪ドル)であった。
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リスクの軽減

IRRBBは、構造的な金利リスク(資産と負債のデュレーションのミスマッチ)や資本管理を含む、通常の銀行業務

が原因で生じる。

当行グループは、金融派生商品を利用してかかる金利リスクに対するエクスポージャーをヘッジしている。当行

グループのヘッジ会計の詳細については、注記21に記載されている。

トレード市場リスクの監視に使用されているのと同じ統制を実施することにより、経営陣はIRRBBの継続的な監

視および管理が可能になっている。

 

構造的な外国為替リスク

構造的な外国為替リスクは、外貨建収益の発生、ならびに海外の支店および子会社に展開している豪ドル以外の

通貨建のウエストパックの資本から生じる。為替相場の変動により、海外における事業の収益および資本の豪ドル

相当額は変動し、当行の財務業績の報告額および自己資本比率に重大な変動をもたらす可能性がある。この影響を

最小限にするため、ウエストパックは海外の収益および資本を以下に基づき管理している。

・　ニュージーランドの将来の収益は、グループ資産・負債委員会(以下「ALCO」という。)によって監督され、当

行グループのALCOが承認した方針に従ってヘッジすることができる。

・　子会社および支店の恒久的資本(規制上、健全性および/または戦略的な要件を満たすために海外の管轄地域に

おいて恒久的に使用される資本)はヘッジしない。しかし、恒久的に展開される資本に係るヘッジは引き続

き、通貨評価の周期的な性質の観点から検討される可能性がある。

・　自由資本(ウエストパックの任意で返還可能な資本)は、マイナー通貨建の資本を除き、全額ヘッジすることが

できる。

・　マイナー通貨は、流動性、価格の高さおよび重要性を理由にヘッジすることはできない。

 

前へ　　　次へ
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注記23.　金融資産および金融負債の公正価値

 

会計方針

金融商品の公正価値は、測定日時点で、市場参加者間の秩序ある取引において、資産を売却するために受け取る

であろう価格または負債を移転するために支払うであろう価格である。

当初認識時に、活発な市場からの異なる観察可能な情報が存在しない限り、取引価格は一般的に金融商品の公正

価値を表している。観察不能な情報を利用する場合、取引価格と公正価値の差額(以下「デイ・ワン損益」とい

う。)は、インプットが観察可能になった場合にのみ、または商品の契約期間にわたってのみ、損益計算書に認識

される。

 

重要な会計上の仮定および見積り

当行グループが使用している評価モデルの大半で、観察可能な市場データのみをインプットとして用いている。

しかし、一部の金融商品では、現在の市場で容易に観察することができないデータが用いられることがある。

観察可能なインプットが入手可能かどうかは、以下のような要素によって影響される。

・　商品の種類

・　市場活動の深度

・　市場モデルの成熟度

・　取引の複雑さ

 

観察不能な市場データが用いられる場合、公正価値の決定にはより多くの判断が求められる。これらの判断の重

要性は、評価全体に対する観察不能なインプットの重要性に影響を受ける。観察不能なインプットは通常、他の関

連する市場データから算出され、以下に対して調整される。

・　業界標準の慣行

・　経済モデル

・　観察された取引価格

 

金融商品の信頼性の高い公正価値を算定する目的で、経営陣は上記の手法に調整を行うことがある。これらの調

整は、市場参加者が公正価値の設定において考慮するであろう要因に対する当行グループの評価が反映されてい

る。

これらの調整には、ビッド/オファー・スプレッド、信用評価調整および資金調達評価調整が組み込まれてい

る。

 

公正価値評価の統制フレームワーク

当行グループは、公正価値が取引から独立する単一の機能によって算定または検証される、公正価値評価の統制

フレームワークを用いている。このフレームワークは、該当する会計上、業界および規制上の基準の遵守を達成す

るために利用される方針および手続をまとめたものである。このフレームワークには、以下に関連する具体的な統

制が含まれている。
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・　金融商品の再評価

・　独立した価格の検証

・　公正価値の調整

・　財務報告

このフレームワークの主要な要素は、当行グループ内の評価の上級専門家からなる再評価委員会である。再評価

委員会は、公正価値測定基準が適用されていることを評価するために、定められた方針および手続の適用の見直し

を行う。

公正価値を決定する方法は、入手可能な情報によって異なる。

 

公正価値のヒエラルキー

評価ヒエラルキーにおける金融商品のカテゴリーは、公正価値測定にとって重要なインプットのうち最も低位の

レベルのインプットに基づいている。

当行グループは、以下のヒエラルキーに従って公正価値で測定するすべての金融商品を分類している。

 

評価手法

当行グループは店頭(以下「OTC」という。)デリバティブの公正価値を決定するにあたり、市場で認められた評

価手法を適用している。これには信用評価調整(以下「CVA」という。)および資金調達評価調整(以下「FVA」とい

う。)が含まれ、それぞれの評価手法には無担保のデリバティブ・ポジションに関して発生する信用リスクならび

に資金調達の費用および便益が組み込まれている。

具体的な評価手法、評価モデルに使用されるインプットの観察可能性および重要な各商品カテゴリーに関するそ

の後の分類については、以下に概要が記載されている。
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レベル1の商品

活発な市場で取引される金融商品の公正価値は、直近の無調整の相場価格に基づいている。これらの価格は、実

際の独立当事者間取引に基づいている。

レベル1の商品の評価では、経営陣の判断をほとんど、あるいは一切必要としない。

 

商品  貸借対照表上の

分類

 含まれる商品  評価

       

上場商品  金融派生商品  上場金利先物および

オプション、コモディ

ティ、エネルギーおよび

排出権先物

 

 

これらすべての商品は、価格が容易に観

察可能である、流動性がありかつ活発な市

場で売買される。評価には、モデルまたは

仮定は用いられない。

為替商品  金融派生商品  為替直物および先物契約

 

 

株式商品  金融派生商品

 

商品有価証券お

よび公正価値で

測定するものと

して指定された

金融資産

 

損益計算書を通

じて公正価値で

測定するその他

の金融負債

 

 上場株式および株式指数  

無資産担保

債券

 商品有価証券お

よび公正価値で

測定するものと

して指定された

金融資産

 

売却可能有価証

券

 

損益計算書を通

じて公正価値で

測定するその他

の金融負債

 

 オーストラリアおよび

ニュージーランドの国債

 

生命保険に

関する資産

および負債

 生命保険に関す

る資産

 

生命保険債務

 投資運用制度が管理する

上場株式、上場デリバ

ティブおよび上場株式の

空売り
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レベル2の商品

活発に取引されない金融商品の公正価値は、観察可能な市場価格を最大限に利用する評価手法を用いて決定され

る。評価手法には以下が含まれる。

・　市場で標準的な割引計算の使用

・　オプション価格決定モデル

・　市場参加者によって広く利用され、認められているその他の評価手法

 

商品  貸借対照表上の

分類

 含まれる商品  評価

       

金利デリバ

ティブ

 金融派生商品  金利およびインフレ・ス

ワップ、スワップショ

ン、キャップ、フロア、

カラーならびにその他の

ノンバニラ金利デリバ

ティブ

 

 業界の標準的なモデルが商品ごとの予想

される将来支払額の算定に用いられ、当該

支払額は現在価値に割り引かれる。このモ

デルの金利インプットは、ベンチマーク金

利ならびにスワップ、債券および先物の市

場における活発なブローカー金利である。

金利の変動は、ブローカーおよび一般に認

められているデータ提供機関から入手され

る。

 

為替商品  金融派生商品  為替スワップ、為替先渡

契約、為替オプションお

よびその他のノンバニラ

為替デリバティブ

 

 業界の標準的な評価モデルを用いて、市

場で観察可能なインプット、または一般に

認められている価格提供機関から得られ

る。

 

その他のク

レジット商

品

 金融派生商品  単名クレジット・デフォ

ルト・スワップ(以下

「CDS」という。)および

指数CDS

 主要なインプットとして信用スプレッド

が組み込まれている業界の標準的なモデル

を用いて評価される。信用スプレッドは、

一般に認められているデータ提供機関から

入手される。一般に認められている価格を

入手できない場合には、レベル3の商品とし

て分類される。

 

コモディ

ティ商品

 

 金融派生商品  コモディティ、エネル

ギーおよび排出権デリバ

ティブ

 業界の標準的なモデルを用いて評価され

る。

当該モデルは予想される将来の引渡額お

よび支払額を算定し、現在価値に割り引

く。当該モデルのインプットには、フォ

ワード・カーブ、市場で観察可能なイン

プットから推定されたボラティリティ、

ディスカウント・カーブならびに基礎とな

る直物および先物の価格が含まれる。重要

なインプットは、市場で観察可能なイン

プットまたは一般に認められているデータ

提供機関を通じて入手されるインプットで

ある。一般に認められている価格を入手で

きない場合には、レベル3の商品として分類

される。
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株式商品  金融派生商品  上場株式オプション、

OTC株式オプションおよ

びOTC新株予約権

 流動性が低いため、上場オプションはレ

ベル2である。

株価、配当金、ボラティリティおよび金

利などの観察可能なパラメーターに基づ

き、業界の標準的なモデルを用いて評価さ

れる。

 

資産担保債

券

 商品有価証券お

よび公正価値で

測定するものと

して指定された

金融資産

 

売却可能有価証

券

 豪ドル建オーストラリア

住宅ローン担保証券(以

下「RMBS」という。)、

およびその他の資産担保

付証券(以下「ABS」とい

う。)

 期限前償還条項が付された変動利付債券

を評価するための業界の手法を用いて評価

される。このモデルへの主なインプット

は、有価証券の売買マージンおよび加重平

均期間(以下「WAL」という。)である。これ

らのインプットは、一般に認められている

データ提供機関から入手される。一般に認

められている価格を入手できない場合に

は、レベル3の商品として分類される。

 

無資産担保

債券

 商品有価証券お

よび公正価値で

測定するものと

して指定された

金融資産

 

売却可能有価証

券

 

法定準備預金

 

損益計算書を通

じて公正価値で

測定するその他

の金融負債

 

 州政府債およびその他の

国債、社債ならびにコ

マーシャル・ペーパー

 

無資産担保債券に係る有

価証券買戻契約および売

戻契約

 一般に認められている値付機関から入手

される観察可能な市場価格、ブローカーの

相場価格またはディーラー間価格を用いて

評価される。

公正価値で

測定する貸

付金

 

 貸付金

 

 固定利付債券  商品の条件およびキャッシュ・フローの

タイミングを反映し、市場で観察可能なイ

ンプットに基づき信用度について調整した

割引率を用いた割引キャッシュ・フロー

法。

 

譲渡性預金

証書

 預金およびその

他の借入金

 譲渡性預金証書  満期までの残存期間が類似している預金

に提示される市場レートを用いた割引

キャッシュ・フロー。

 

公正価値で

測定する発

行済債券

 発行済債券  発行済債券  商品の条件およびキャッシュ・フローの

タイミングを反映し、ウエストパックの推

定された信用度に関する市場における観察

可能な変動について調整した割引率を用い

た割引キャッシュ・フロー。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

326/538



 

生命保険に

関する資産

および負債

 生命保険に関す

る資産

 

生命保険債務

 社債、店頭デリバティ

ブ、非上場ユニット型信

託証券、生命保険契約債

務、生命保険運用契約債

務および法定生命保険基

金が管理する投資運用制

度に係る外部債務

 観察可能な市場価格、またはその他の広

く利用され容認されている市場で観察可能

なインプットを利用した評価手法を用いて

評価される。

 

レベル3の商品

金融商品の評価に重大な影響を及ぼしうるインプットを1つ以上用いて評価される金融商品は、当該商品の流動

性が低いことや当該商品が複雑であるために、観察可能な市場データに基づいていない。これらのインプットは通

常、関連する他の市場データから算出および推定され、現在の市場の傾向および過去の取引に対して調整される。

これらの評価は、経営陣の高次の判断を用いて算定される。

 

商品  貸借対照表上の

分類

 含まれる商品  評価

       

資産担保債

券

 商品有価証券お

よび公正価値で

測定するものと

して指定された

金融資産

 

売却可能有価証

券

 ローン担保証券およびオ

フショア資産担保債券

 これらの証券の価格は一般に認められて

いるデータ提供機関から入手できないた

め、第三者の再評価(主管理会社または

ディーラー間)に基づき再評価される。非流

動性および/または複雑性のため、レベル3の

資産として分類される。

 

無資産担保

債券

 商品有価証券お

よび公正価値で

測定するものと

して指定された

金融資産

 

売却可能有価証

券

 政府証券(主にPNG国債)  非流動的な市場における政府証券はレベ

ル3に分類される。公正価値は、直近の発行

を参照して監視される。
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以下の表は、公正価値で計上される金融商品についての公正価値のヒエラルキーの分類を要約したものである。

 

 連結

 2017年 2016年

 
市場相場
価格

(レベル1)

評価手法
(市場で
観察可能)
(レベル2)

評価手法
(市場で
観察不能)
(レベル3)

合計
市場相場
価格

(レベル1)

評価手法
(市場で
観察可能)
(レベル2)

評価手法
(市場で
観察不能)
(レベル3)

合計

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

継続的に公正価値で測定する
金融資産

        

商品有価証券および公正価値で
測定するものとして指定され
た金融資産

6,815 17,742 767 25,324 2,431 17,897 840 21,168

金融派生商品 9 24,009 15 24,033 21 32,163 43 32,227

売却可能有価証券 7,252 52,841 617 60,710 5,047 54,914 704 60,665

貸付金 - 4,587 - 4,587 - 5,562 - 5,562

生命保険に関する資産 2,768 7,875 - 10,643 5,076 9,116 - 14,192

海外における中央銀行への法定
準備預金

- 659 - 659 - 1,008 - 1,008

公正価値で計上される金融資産
合計

16,844 107,713 1,399 125,956 12,575 120,660 1,587 134,822

継続的に公正価値で測定する
金融負債

        

公正価値で測定する預金および
その他の借入金

- 46,569 - 46,569 - 44,227 - 44,227

損益計算書を通じて公正価値で
測定するその他の金融負債

208 3,848 - 4,056 151 4,601 - 4,752

金融派生商品 8 25,358 9 25,375 12 36,047 17 36,076

公正価値で測定する発行済債券 - 4,673 - 4,673 - 6,303 - 6,303

生命保険債務 - 9,019 - 9,019 1,180 11,181 - 12,361

公正価値で計上される金融負債
合計

216 89,467 9 89,692 1,343 102,359 17 103,719
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 親会社

 2017年 2016年

 
市場相場
価格

(レベル1)

評価手法
(市場で
観察可能)
(レベル2)

評価手法
(市場で
観察不能)
(レベル3)

合計
市場相場
価格

(レベル1)

評価手法
(市場で
観察可能)
(レベル2)

評価手法
(市場で
観察不能)
(レベル3)

合計

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

継続的に公正価値で測定する
金融資産

        

商品有価証券および公正価値で
測定するものとして指定され
た金融資産

6,797 15,648 501 22,946 1,976 15,996 590 18,562

金融派生商品 9 23,799 15 23,823 21 32,027 42 32,090

売却可能有価証券 5,480 50,256 64 55,800 3,513 52,598 50 56,161

貸付金 - 4,587 - 4,587 - 5,562 - 5,562

海外における中央銀行への法定
準備預金

- 659 - 659 - 1,008 - 1,008

公正価値で計上される金融資産
合計

12,286 94,949 580 107,815 5,510 107,191 682 113,383

継続的に公正価値で測定する
金融負債

        

公正価値で測定する預金および
その他の借入金

- 46,023 - 46,023 - 43,171 - 43,171

損益計算書を通じて公正価値で
測定するその他の金融負債

208 3,830 - 4,038 151 4,220 - 4,371

金融派生商品 8 24,894 9 24,911 12 35,180 17 35,209

公正価値で測定する発行済債券 - 2,940 - 2,940 - 3,589 - 3,589

公正価値で計上される金融負債
合計

216 77,687 9 77,912 163 86,160 17 86,340

 

公正価値ヒエラルキーのレベル間での振替に関する分析

当期において、公正価値ヒエラルキーのレベル間で重要な振替はなかった。レベル3への/からの振替は、事業年

度末現在の公正価値で報告され、以下の表のとおりである。これらの振替は、評価モデルにおける重要なインプッ

トの観察可能性が変わったために生じた。
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市場で観察不能な金融商品の調整

市場で観察不能な評価手法(レベル3)から導き出された公正価値で測定された金融商品の変動の要約は、以下の

表のとおりである。

 

 2017年連結

 

商品有価証
券および公
正価値で測
定するもの
として指定
された金融
資産

金融派生
商品

売却可能有
価証券

レベル3
資産合計

金融派生
商品

公正価値
で測定す
る発行済
債券

 
レベル3
負債合計

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

期首残高 840 43 704 1,587 17 - 17

資産に係る利益/(損失) / 負債に係る
(利益)/損失：

       

　損益計算書で認識 (26) (8) - (34) (3) - (3)

　売却可能有価証券積立金で認識 - - 4 4 - - -

取得および発行 122 5 1,572 1,699 6 - 6

処分および決済 (162) (13) (1,645) (1,820) (9) - (9)

市場で観察不能へ/から振替 10 (12) - (2) (2) - (2)

外貨換算の影響 (17) - (18) (35) - - -

期末残高 767 15 617 1,399 9 - 9

2017年9月30日現在保有の金融商品に
ついて損益計算書で認識された
未実現利益/(損失)

(29) (2) - (31) (3) - (3)

 

 2016年連結

 

商品有価証
券および公
正価値で測
定するもの
として指定
された金融
資産

金融派生
商品

売却可能有
価証券

レベル3
資産合計

金融派生
商品

公正価値
で測定す
る発行済
債券

レベル3
負債合計

 
百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

百万
豪ドル

期首残高 1,007 44 918 1,969 39 18 57

資産に係る利益/(損失) / 負債に係る
(利益)/損失：

       

　損益計算書で認識 (1) (6) - (7) (12) 6 (6)

　売却可能有価証券積立金で認識 - - 2 2 - - -

取得および発行 83 15 3,135 3,233 11 - 11

処分および決済 (245) (11) (3,215) (3,471) (17) (24) (41)

市場で観察不能へ/から振替 - 1 - 1 (4) - (4)

外貨換算の影響 (4) - (136) (140) - - -

期末残高 840 43 704 1,587 17 - 17

2016年9月30日現在保有の金融商品に
ついて損益計算書で認識された
未実現利益/(損失)

(9) 9 - - (1) - (1)
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 2017年親会社

 

商品有価証
券および公
正価値で測
定するもの
として指定
された金融
資産

金融派生
商品

売却可能
有価証券

レベル3
資産合計

金融派生
商品

レベル3
負債合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

期首残高 590 42 50 682 17 17

資産に係る利益/(損失) / 負債に係る
(利益)/損失：

      

　損益計算書で認識 8 (7) - 1 (3) (3)

　売却可能有価証券積立金で認識 - - - - - -

取得および発行 32 5 14 51 6 6

処分および決済 (122) (13) - (135) (9) (9)

市場で観察不能へ/から振替 10 (12) - (2) (2) (2)

外貨換算の影響 (17) - - (17) - -

期末残高 501 15 64 580 9 9

2017年9月30日現在保有の金融商品に
ついて損益計算書で認識された
未実現利益/(損失)

1 (2) - (1) (3) (3)

 

 2016年親会社

 

商品有価証
券および公
正価値で測
定するもの
として指定
された金融
資産

金融派生
商品

売却可能
有価証券

レベル3
資産合計

金融派生
商品

レベル3
負債合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

期首残高 721 44 79 844 37 37

資産に係る利益/(損失) / 負債に係る
(利益)/損失：

      

　損益計算書で認識 8 (7) - 1 (10) (10)

　売却可能有価証券積立金で認識 - - 2 2 - -

取得および発行 72 15 81 168 11 11

処分および決済 (207) (11) (109) (327) (17) (17)

市場で観察不能へ/から振替 - 1 - 1 (4) (4)

外貨換算の影響 (4) - (3) (7) - -

期末残高 590 42 50 682 17 17

2016年9月30日現在保有の金融商品に
ついて損益計算書で認識された
未実現利益/(損失)

1 8 - 9 (1) (1)

 

重要な観察不能なインプット

市場で観察不能な評価の仮定において合理的に可能性のある変動に対する感応度は、当行グループの損益報告額

に重要な影響を及ぼさなかったと考えられる。
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デイ・ワン損益

当期において認識されなかったデイ・ワン利益の期末残高は、当行グループと親会社のいずれについても5百万

豪ドル(2016年9月30日：6百万豪ドルの利益)であった。

 

公正価値で測定しない金融商品

継続的に公正価値で測定しない金融商品について、公正価値は以下のとおりに導き出されている。

 

商品  評価

   

貸付金

 

 

 入手可能な場合、貸付金の公正価値は観察可能な市場取引に基づいている。入手可

能でない場合、公正価値は割引キャッシュ・フロー・モデルを用いて見積もられ

る。変動利付貸付金について使用される割引率は、現行の実効金利である。固定利

付貸付金に適用される割引率は、貸付金の満期に対する市場金利および借手の信用

度を反映している。

 

預金およびその他の借入金

 

 要求払預金債務(無利子、利付および貯蓄預金)の公正価値は、その帳簿価額に近似

している。定期預金の公正価値は、満期までの残存期間が類似している預金に提示

される市場金利を適用し、割引キャッシュ・フローを用いて見積もられる。

 

発行済債券および借入資本

 

 公正価値は、割引キャッシュ・フロー・モデルを用いて算定される。適用される割

引率には商品の条件および見積キャッシュ・フローのタイミングが反映され、ウエ

ストパックの信用スプレッドの変動について調整される。

 

その他すべての金融資産お

よび金融負債

 

 その他すべての金融資産および金融負債について、帳簿価額はその公正価値に近似

する。これらの項目は、短期的な性質である、金利更改の頻度が高い、または信用

格付が高いのいずれかである。
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以下の表は、公正価値で測定しない金融商品についての見積公正価値および公正価値ヒエラルキーを要約したも

のである。

 

 2017年連結

 

帳簿価額

 公正価値   

 
市場相場価格
(レベル1)

評価手法(市場
で観察可能)
(レベル2)

評価手法(市場
で観察不能)
(レベル3)

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

公正価値で測定しない金融資産      

現金および中央銀行預け金 18,397 18,397 - - 18,397

他の金融機関に対する債権 7,128 4,834 1,902 392 7,128

貸付金 680,332 - - 680,568 680,568

海外における中央銀行への法定
準備預金

389 389 - - 389

その他の金融資産 4,754 - 4,754 - 4,754

金融資産合計 711,000 23,620 6,656 680,960 711,236

公正価値で測定しない金融負債      

他の金融機関に対する債務 21,907 2,429 19,478 - 21,907

預金およびその他の借入金 487,022 - 484,929 2,794 487,723

発行済債券
1 163,683 - 165,151 - 165,151

借入資本 17,666 - 18,087 - 18,087

その他の金融負債 7,490 - 7,490 - 7,490

金融負債合計 697,768 2,429 695,135 2,794 700,358

 

1
　発行済債券の見積公正価値は、組成時からのウエストパックの信用スプレッドの変動の影響を含む。

 

 2016年連結

 

帳簿価額

 公正価値   

 
市場相場価格
(レベル1)

評価手法(市場
で観察可能)
(レベル2)

評価手法(市場
で観察不能)
(レベル3)

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

公正価値で測定しない金融資産      

現金および中央銀行預け金 17,015 17,015 - - 17,015

他の金融機関に対する債権 9,951 7,128 1,887 936 9,951

貸付金 656,364 - - 657,594 657,594

海外における中央銀行への法定
準備預金

382 382 - - 382

その他の金融資産 4,501 - 4,501 - 4,501

金融資産合計 688,213 24,525 6,388 658,530 689,443

公正価値で測定しない金融負債      

他の金融機関に対する債務 18,209 1,615 16,594 - 18,209

預金およびその他の借入金 468,844 - 466,980 2,729 469,709

発行済債券
1 163,599 - 164,811 - 164,811

借入資本 15,805 - 15,773 - 15,773

その他の金融負債 7,531 - 7,531 - 7,531

金融負債合計 673,988 1,615 671,689 2,729 676,033

 

1
　発行済債券の見積公正価値は、組成時からのウエストパックの信用スプレッドの変動の影響を含む。
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 2017年親会社

 

帳簿価額

 公正価値   

 
市場相場価格
(レベル1)

評価手法(市場
で観察可能)
(レベル2)

評価手法(市場
で観察不能)
(レベル3)

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

公正価値で測定しない金融資産      

現金および中央銀行預け金 16,405 16,405 - - 16,405

他の金融機関に対する債権 6,357 4,462 1,895 - 6,357

貸付金 601,650 - - 601,784 601,784

海外における中央銀行への法定
準備預金

286 286 - - 286

子会社債権 142,455 - - 142,455 142,455

その他の金融資産 4,000 - 4,000 - 4,000

金融資産合計 771,153 21,153 5,895 744,239 771,287

公正価値で測定しない金融負債      

他の金融機関に対する債務 21,775 2,304 19,471 - 21,775

預金およびその他の借入金 431,670 - 431,113 1,216 432,329

発行済債券 141,176 - 142,474 - 142,474

子会社債務 143,834 - - 143,834 143,834

借入資本 17,666 - 18,087 - 18,087

その他の金融負債 6,868 - 6,868 - 6,868

金融負債合計 762,989 2,304 618,013 145,050 765,367

 

 2016年親会社

 

帳簿価額

 公正価値   

 
市場相場価格
(レベル1)

評価手法(市場
で観察可能)
(レベル2)

評価手法(市場
で観察不能)
(レベル3)

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

公正価値で測定しない金融資産      

現金および中央銀行預け金 15,186 15,186 - - 15,186

他の金融機関に対する債権 8,325 6,441 1,884 - 8,325

貸付金 574,177 - - 574,947 574,947

海外における中央銀行への法定
準備預金

261 261 - - 261

子会社債権 143,549 - - 143,549 143,549

その他の金融資産 3,755 - 3,755 - 3,755

金融資産合計 745,253 21,888 5,639 718,496 746,023

公正価値で測定しない金融負債      

他の金融機関に対する債務 18,141 1,557 16,584 - 18,141

預金およびその他の借入金 412,571 - 412,289 1,098 413,387

発行済債券 141,987 - 143,116 - 143,116

子会社債務 142,808 - - 142,808 142,808

借入資本 15,805 - 15,773 - 15,773

その他の金融負債 6,832 - 6,832 - 6,832

金融負債合計 738,144 1,557 594,594 143,906 740,057
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注記24.　金融資産と金融負債の相殺

 

会計方針

金融資産と金融負債は、当行グループがいかなる状況においてもそれらを相殺する法的に強制力のある権利を有

し、当該資産および負債を純額で決済する、または資産の現金化と負債の返済を同時に行う意思がある場合に、貸

借対照表において純額で表示される。貸借対照表において報告された純額の基となっている資産および負債の総額

は、以下の表で開示されている。

当行グループの相殺契約の一部は、いかなる状況においても強制可能であるとは限らない。かかる契約に基づく

資産および負債も、そのような将来の事象が発生した場合に貸借対照表に計上される純額を示すため、以下の表で

開示されている。以下の表における金額は、相殺契約の対象ではない残高が存在する場合、貸借対照表と整合しな

い可能性がある。この注記に表示されている金額は、当行グループまたは親会社の信用リスクに対するエクスポー

ジャーを表すものではない。信用リスク管理に関する情報については、注記22.2を参照のこと。当行グループが使

用している相殺および担保契約ならびにその他の信用リスク軽減戦略は、注記22.2.2の「リスク軽減の管理」のセ

クションにおいて詳細に記載されている。
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 連結

 貸借対照表における相殺の影響
強制可能なネッティング契約の
対象だが相殺されない金額

 総額 相殺額
貸借対照表
に報告
された純額

その他の
認識された
金融商品

現金担保
金融商品
担保

純額

 百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル

2017年        

資産        
他の金融機関に対する債権

1 15 - 15 - - (14) 1

金融派生商品 31,686 (7,653) 24,033 (16,707) (2,438) (18) 4,870

売戻条件付購入有価証券
2 6,887 - 6,887 - (42) (6,814) 31

貸付金
3 15,990 (15,925) 65 - - - 65

その他の資産
4 2,269 (1,615) 654 - - - 654

資産合計 56,847 (25,193) 31,654 (16,707) (2,480) (6,846) 5,621

負債        

金融派生商品 34,642 (9,267) 25,375 (16,707) (5,552) (1,421) 1,695

有価証券買戻契約
5 12,960 - 12,960 - (2) (12,958) -

預金およびその他の借入金
3 21,349 (15,925) 5,424 - - - 5,424

その他の負債
4 13 (1) 12 - - - 12

負債合計 68,964 (25,193) 43,771 (16,707) (5,554) (14,379) 7,131

2016年        

資産        
他の金融機関に対する債権

1 18 - 18 - - (17) 1

金融派生商品 44,886 (12,659) 32,227 (22,551) (1,774) (118) 7,784

売戻条件付購入有価証券
2 3,260 - 3,260 - (14) (3,246) -

貸付金
3 22,036 (21,963) 73 - - - 73

その他の資産
4 2,926 (2,148) 778 - - - 778

資産合計 73,126 (36,770) 36,356 (22,551) (1,788) (3,381) 8,636

負債        

金融派生商品 50,110 (14,034) 36,076 (22,551) (8,031) (3,041) 2,453

有価証券買戻契約
5 9,372 - 9,372 - (1) (9,371) -

預金およびその他の借入金
3 29,706 (21,963) 7,743 - - - 7,743

その他の負債
4 773 (773) - - - - -

負債合計 89,961 (36,770) 53,191 (22,551) (8,032) (12,412) 10,196

 

1
　注記10において現金担保の一部として報告されている株式借入契約で構成される。

2
　売戻条件付購入有価証券は、注記11の一部である。

3
　上記の相殺基準を満たす債務および利息の相殺口座で構成される。これらの口座は、注記13のビジネス・ローンの一部なら

びに注記17の償却原価で測定する預金およびその他の借入金の一部である。

4
　総額は中央清算機関である取引相手に対して直接保有する当初および変動証拠金で構成され、変動証拠金が未収の場合、注

記27のその他の一部として報告される。変動証拠金が未払いの場合は、注記29のその他の一部として報告される。相殺額は

変動証拠金に関するものである。

5
　有価証券買戻契約は、償却原価で認識される注記16の一部および損益計算書を通じて公正価値で認識される注記18の一部で

ある。
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 親会社

 貸借対照表における相殺の影響
強制可能なネッティング契約の
対象だが相殺されない金額

 総額 相殺額
貸借対照表
に報告
された純額

その他の
認識された
金融商品

現金担保
金融商品
担保

純額

 百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル

2017年        

資産        

他の金融機関に対する債権
1 15 - 15 - - (14) 1

金融派生商品 31,476 (7,653) 23,823 (16,552) (2,312) (18) 4,941

売戻条件付購入有価証券
2 6,887 - 6,887 - (42) (6,814) 31

貸付金
3 15,990 (15,925) 65 - - - 65

その他の資産
4 2,269 (1,615) 654 - - - 654

資産合計 56,637 (25,193) 31,444 (16,552) (2,354) (6,846) 5,692

負債        

金融派生商品 34,178 (9,267) 24,911 (16,522) (5,179) (1,421) 1,789

有価証券買戻契約
5 12,942 - 12,942 - (2) (12,940) -

預金およびその他の借入金
3 21,349 (15,925) 5,424 - - - 5,424

その他の負債
4 13 (1) 12 - - - 12

負債合計 68,482 (25,193) 43,289 (16,522) (5,181) (14,361) 7,225

2016年        

資産        

他の金融機関に対する債権
1 18 - 18 - - (17) 1

金融派生商品 44,749 (12,659) 32,090 (22,431) (1,716) (118) 7,825

売戻条件付購入有価証券
2 3,260 - 3,260 - (14) (3,246) -

貸付金
3 22,036 (21,963) 73 - - - 73

その他の資産
4 2,926 (2,148) 778 - - - 778

資産合計 72,989 (36,770) 36,219 (22,431) (1,730) (3,381) 8,677

負債        

金融派生商品 49,243 (14,034) 35,209 (22,431) (7,344) (3,041) 2,393

有価証券買戻契約
5 8,991 - 8,991 - (1) (8,990) -

預金およびその他の借入金
3 29,706 (21,963) 7,743 - - - 7,743

その他の負債
4 773 (773) - - - - -

負債合計 88,713 (36,770) 51,943 (22,431) (7,345) (12,031) 10,136

 

1
　注記10において現金担保の一部として報告されている株式借入契約で構成される。

2
　売戻条件付購入有価証券は、注記11の一部である。

3
　上記の相殺基準を満たす債務および利息の相殺口座で構成される。これらの口座は、注記13のビジネス・ローンの一部なら

びに注記17の償却原価で測定する預金およびその他の借入金の一部である。

4
　総額は中央清算機関である取引相手に対して直接保有する当初および変動証拠金で構成され、変動証拠金が未収の場合、注

記27のその他の一部として報告される。変動証拠金が未払いの場合は、注記29のその他の一部として報告される。相殺額は

変動証拠金に関するものである。

5
　有価証券買戻契約は、償却原価で認識される注記16の一部および損益計算書を通じて公正価値で認識される注記18の一部で

ある。
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その他の認識された金融商品

これらの金融資産および負債は、いかなる状況においても強制可能であるとは限らないマスター・ネッティング

契約の対象であるため、貸借対照表において総額で認識される。マスター・ネッティング契約の相殺の権利は、取

引相手方の債務不履行など、所定の事象が将来発生した場合にのみ強制可能である。

 

現金担保および金融商品担保

これらの金額は、資産および負債の総額に対して、マスター・ネッティング契約に基づき受取ったまたは差入れ

た金額である。金融商品担保は通常、取引相手方の債務不履行の場合に直ちに換金可能な有価証券から成る。マス

ター・ネッティング契約の相殺の権利は、取引相手方の債務不履行など、所定の事象が将来発生した場合にのみ強

制可能である。

 

注記25.　証券化、カバード債およびその他の譲渡された資産

 

当行グループは、通常の事業活動において、金融資産を取引相手方または組成された企業に譲渡する取引を行っ

ている。状況に応じて、これらの譲渡により、譲渡対象資産の認識が全面的に中止される場合、一部の認識が中止

される場合、または譲渡をしても認識が中止されない場合がある。金融資産の認識の中止に関する当行グループの

会計方針については、財務書類注記の注記10の前のセクション「金融資産および金融負債」を参照のこと。

 

証券化

証券化とは、資産(またはその資産もしくは資産から生じるキャッシュ・フローに対する持分)を組成された企業

に譲渡し、その企業が第三者である投資家に対して利付負債証券を発行することである。

 

当行グループ資産の証券化

当行グループ資産の証券化は、ウエストパックによって、資金調達および流動性確保の手段として利用されてい

る。

ウエストパックが支配する証券化のために組成された企業について、注記35で定義されているとおり、組成され

た企業は子会社および連結対象に分類される。ウエストパックが組成された企業を支配しているかどうかを評価す

る際には、ウエストパックの変動リターンに対するエクスポージャーおよび変動リターンに影響を及ぼす能力を考

慮する。ウエストパックは、当該資産に関連する継続的なリスクの負担および利益の享受、また金融派生商品、流

動性ファシリティ、信託管理および業務サービスの提供を通じて、組成された企業から変動リターンを得る可能性

がある。

ウエストパックが当行グループ資産の証券化に提供した未実行の資金調達および流動性ファシリティは511百万

豪ドル(2016年9月30日現在：503百万豪ドル)であった。
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顧客コンデュイット

ウエストパックはまた、子会社(Waratah Receivables Corporation Limitedおよびその子会社)を通じて、顧客

コンデュイットにおいて顧客に代わって資金調達を手配するための証券化の仕組みを支援している。証券化された

資産はウエストパックの資産ではない。顧客コンデュイットに対して行った貸付は注記10に、資金調達に係る負債

は注記19に開示されている。

ウエストパックが顧客コンデュイットに提供した未実行の流動性ファシリティは、2017年9月30日現在、392百万

豪ドル(2016年9月30日現在：936百万豪ドル)であった。

 

カバード債

当行グループには、オーストラリアの住宅ローン債権(オーストラリア・プログラム)およびニュージーランドの

住宅ローン債権(ニュージーランド・プログラム)に関連する2つのカバード債プログラムがある。これらのプログ

ラムに基づき、住宅ローン債権のプールのうち特定のものが、破産の懸念のほとんどない組成された企業に割り当

てられ、当該企業は債券の保有者への支払いに対する保証を提供する。ウエストパックは、組成された企業の保証

およびデリバティブを通じて当該組成された企業から変動リターンを得ており、当該企業を連結している。

 

有価証券買戻契約

所定の価格での買戻しに合意することを条件に有価証券が売却される場合、当該有価証券は当初の分類(すなわ

ち「商品有価証券」または「売却可能有価証券」)で引き続き貸借対照表に認識される。

受取った現金対価は負債(有価証券買戻契約)として認識される。詳細は注記16および注記18を参照のこと。
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以下の表は、ウエストパックの譲渡された資産および関連する負債を示している。

 

 連結

 
譲渡された資
産の帳簿価額

関連する負債
の帳簿価額

譲渡された資産に対する
償還請求権のみがある負債：

譲渡された資
産の公正価値

関連する負債
の公正価値

純公正価値
ポジション

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

2017年      

証券化－当行グループの資産
1 8,249 8,209 8,282 8,223 59

カバード債
2 42,122 34,516 該当なし 該当なし 該当なし

買戻契約 18,746 12,960 該当なし 該当なし 該当なし

合計
4 69,117 55,685 8,282 8,223 59

2016年      

証券化－当行グループの資産
1 9,503 9,445 9,557 9,382 175

カバード債
2 45,409 33,529 該当なし 該当なし 該当なし

買戻契約
3 11,647 9,372 該当なし 該当なし 該当なし

合計
4 66,559 52,346 9,557 9,382 175

 

 親会社

 
譲渡された資
産の帳簿価額

関連する負債
の帳簿価額

譲渡された資産に対する
償還請求権のみがある負債：

譲渡された資
産の公正価値

関連する負債
の公正価値

純公正価値
ポジション

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

2017年      

証券化－当行グループの資産
1 98,368 97,872 98,434 94,735 3,699

カバード債
2 35,202 29,698 該当なし 該当なし 該当なし

買戻契約 18,728 12,942 該当なし 該当なし 該当なし

合計 152,298 140,512 98,434 94,735 3,699

2016年      

証券化－当行グループの資産
1 94,853 94,364 94,944 91,794 3,150

カバード債
2 38,237 30,211 該当なし 該当なし 該当なし

買戻契約 11,265 8,991 該当なし 該当なし 該当なし

合計 144,355 133,566 94,944 91,794 3,150

 

1
　証券化された資産の帳簿価額は発行済債券の価額を超過しているが、これは主に、帳簿価額に元本と譲渡された資産から受

取った収益の両方が含まれるためである。

2
　カバード債の帳簿価額と差し入れられた資産の帳簿価額との差額は、カバード債の格付を維持するために必要な上乗せ担

保、および必要に応じて追加のカバード債を直ちに発行できるようにするための追加資産を反映している。これらの追加資

産は、取引文書に記載されている条件に従い、ウエストパックが任意で買戻すことが可能である。

3
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。

4
　証券化された資産はウエストパックの資産ではないため、証券化－顧客コンデュイットはこの表から除外されている。
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その他の資産、その他の負債、契約債務および偶発債務

 

注記26.　無形資産

 

会計方針

耐用年数を確定できない資産

のれん

企業結合において取得したのれんは、取得原価で当初認識され、通常は、以下の金額である。

ⅰ)　支払対価が

ⅱ)　取得した識別可能な資産、負債および偶発債務の公正価値の純額を上回る金額。

その後、のれんは償却されないが、減損テストが行われる。減損テストは少なくとも年1回、または減損の兆候

があればいつでも行われる。減損費用は、現金生成単位(以下「CGU」という。)の帳簿価額がその回収可能価額を

上回る場合に認識される。回収可能価額とは、CGUの公正価値から売却費用を控除した金額と使用価値のいずれか

高い方の金額である。

 

ブランド

セント・ジョージ、BT、バンク・エスエーおよびRAMSなど、企業結合において取得したブランドは、取得原価で

認識される。その後、ブランドは償却されず、少なくとも年1回または減損の兆候があればいつでも減損テストが

行われる。

 

耐用年数を確定できる無形資産

コンピューター・ソフトウェアやコア預金などの耐用年数を確定できる無形資産は、取得原価で当初認識され、

その後、減損控除後の償却原価で認識される。

 

無形資産 耐用年数 償却方法

のれん 確定できない 該当なし

ブランド 確定できない 該当なし

コンピューター・ソフトウェア 3年から10年
定額法または(級数法を用いた)
逓減残高法

コア預金 9年 定額法

その他の無形資産 3年から8年 定額法
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重要な会計上の仮定および見積り

企業結合において取得した資産および負債の公正価値の算定には判断を要する。公正価値評価が異なることによ

り、のれんの残高や被取得企業の取得後の業績も異なってくる。

無形資産の減損を評価する際、適切なキャッシュ・フローおよびその算定に適用される割引率の決定には重要な

判断を要する。使用価値の算定に適用される重要な仮定の概要は、後述のとおりである。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

のれん
1     

期首残高 9,030 9,010 6,844 6,844

その他の調整 (18) 20 - -

期末残高 9,012 9,030 6,844 6,844

コンピューター・ソフトウェア     

期首残高 1,781 1,654 1,635 1,512

取得 766 696 692 628

減損 (14) (6) (14) (6)

償却 (614) (565) (558) (497)

その他の調整 (3) 2 3 (2)

期末残高 1,916 1,781 1,758 1,635

取得原価 5,059 4,453 4,249 3,693

償却および減損累計額 (3,143) (2,672) (2,491) (2,058)

帳簿価額 1,916 1,781 1,758 1,635

ブランド     

期首残高 670 670 636 636

期末残高 670 670 636 636

帳簿価額 670 670 636 636

コア預金の無形資産     

期首残高 187 352 187 352

償却 (166) (165) (166) (165)

期末残高 21 187 21 187

取得原価 1,494 1,494 1,279 1,279

償却累計額 (1,473) (1,307) (1,258) (1,092)

帳簿価額 21 187 21 187

その他の無形資産     

期首残高 53 89 3 27

企業結合に伴う取得 - 4 - -

償却 (20) (40) (3) (24)

期末残高 33 53 - 3

取得原価 398 398 160 160

償却および減損累計額 (365) (345) (160) (157)

帳簿価額 33 53 - 3

無形資産合計
1 11,652 11,721 9,259 9,305

 

1
　比較数値は会計方針の変更に合わせて修正されている。詳細については注記1(ⅳ)を参照のこと。
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のれんは、以下のCGUに配分された。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

コンシューマー・バンク 3,359 3,359 3,144 3,144

ビジネス・バンク 2,513 2,513 2,378 2,378

ウエストパック・インスティテューショナル・バンク 487 487 487 487

BTファイナンシャル・グループ(オーストラリア) 2,048 2,048 835 835

ニュージーランド消費者向け銀行業務 472 489 - -

BTニュージーランド 13 14 - -

ヘイスティングス 120 120 - -

のれん合計 9,012 9,030 6,844 6,844

 

回収可能価額の算定に使用される重要な仮定

のれんについてのCGUの回収可能価額の算定には仮定が使用され、これは使用価値の計算に基づいている。使用

価値とは、現在の使用に基づく予測キャッシュ・フローの現在価値を指す。当行グループは予測キャッシュ・フ

ローを調整後の税引前株主資本利益率で割り引く。

・　当行グループの資本利益率は11.0％(2016年度：11.0％)であった。

・　当行グループの調整後の税引前株主資本利益率は以下のとおりである。

・　オーストラリアは15.7％(2016年度：15.7％)であった。

・　ニュージーランドは15.3％(2016年度：15.3％)であった。

のれんの減損テストの目的上、重要な各CGUについて下記の表のとおり仮定が立てられている。経営陣が適用し

た予測は、１つの特定の仮定に依拠しているものではない。

 

仮定 以下に基づく：

キャッシュ・フロー 2年間の予測期間を超える期間の成長率はゼロ

経済的市況 現在の市場予測

経営成績 観察可能な過去の情報および現在の市場の将来予測

 

　減損の兆候を示すような、または当行グループの報告済の業績に重要な影響を及ぼすような、重要なCGUについ

ての仮定の変更がある合理的可能性はない。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

343/538



注記27.　その他の資産
 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

未収利息 1,193 1,118 1,029 948

引渡未済売却有価証券 1,408 1,195 1,388 1,192

繰延取得費用 86 101 1 1

未収金 810 744 358 305

前払金 220 216 182 148

未収手数料 149 171 64 71

その他 1,496 1,588 1,296 1,390

その他の資産合計 5,362 5,133 4,318 4,055

 

注記28.　引当金

 

会計方針

引当金は、過去の事象から生じる現在の債務について、当該債務を決済するための支払い(またはその他の経済

的譲渡)が必要となる可能性が高く、かつ当該支払について信頼性のある見積りが可能な場合に認識される。

 

従業員給付－永年勤続休暇

オーストラリアおよびニュージーランドの従業員には永年勤続休暇の付与が義務付けられている。引当金は予想

支払額に基づき算定される。支払いが今後1年間を超えて見込まれる場合、当該支払いは、予想される従業員の勤

続年数および平均昇給率が考慮され、その後、割引計算が行われる。

 

従業員給付－年次休暇およびその他の従業員給付

年次休暇およびその他の従業員給付(非貨幣性給付を含む賃金給与および関連する間接費(すなわち給与税))に対

する引当金は、予想支払額に基づき算定される。

 

信用コミットメントの減損に対する引当金

注記31で説明されるとおり、当行グループは与信枠および保証の提供を行っている。与信枠から引出しが行わ

れ、その結果生じた資産が引出額を下回る可能性が高い場合、減損に対する引当金が認識される。減損に対する引

当金は、貸付金の減損費用に対する引当金と同じ方法で計算される(注記14参照)。
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重要な会計上の仮定および見積り

一部の引当金については、各種事象の見込まれる結果および見積将来キャッシュ・フローについて重要な判断を

伴っている。また、注記29に記載された顧客への払戻しおよび支払いの測定に際しても、判断が適用される。

1年より後に生じると見込まれる支払いについては、現行の金利とその引当金に固有のリスクの両方を反映した

率で割引かれる。

永年勤続休暇に対する引当金は、独立した保険数理士によるレポートによって裏づけられている。

 

 
永年勤続
休暇

年次有給
休暇および
その他
従業員給付

訴訟および
貸付以外の
損失

信用コミッ
トメントの
減損に対す
る引当金

リース
不動産

事業再編
費用引当金

合計

 百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル百万豪ドル

連結        

2016年10月1日現在の残高 379 696 32 272 27 14 1,420

繰入額 64 878 56 - 2 5 1,005

取崩額 (39) (829) (43) - (3) (12) (926)

未使用分の戻入れ (5) (3) (3) - - (1) (12)

割引の戻入れ - - - 5 - - 5

その他 - (5) - (24) - (1) (30)

2017年9月30日現在の残高 399 737 42 253 26 5 1,462

親会社        

2016年10月1日現在の残高 346 616 24 240 27 14 1,267

繰入額 63 831 42 - 2 5 943

取崩額 (35) (792) (36) - (3) (12) (878)

未使用分の戻入れ (5) (11) - - - (1) (17)

割引の戻入れ - - - 4 - - 4

その他 (2) - (1) (20) - (1) (24)

2017年9月30日現在の残高 367 644 29 224 26 5 1,295
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法的債務

当行グループには2017年9月30日現在、以下の債務がある。

・　1987年労働者補償法ならびに1998年労働災害管理および労働者補償法(ニュー・サウス・ウェールズ州)による

自家保険業者としての保険数理上の査定に基づく23百万豪ドル(2016年度：15百万豪ドル)。

・　1985年労災補償法(ヴィクトリア州)による自家保険業者としての保険数理上の査定に基づく9百万豪ドル(2016

年度：11百万豪ドル)。

・　1986年労働者リハビリテーションおよび補償法(南オーストラリア州)による自家保険業者としての保険数理上

の査定に基づく6百万豪ドル(2016年度：4百万豪ドル)。

・　2003年労働者補償およびリハビリテーション法(クイーンズランド州)による自家保険業者としての保険数理上

の査定に基づく2百万豪ドル(2016年度：2百万豪ドル)。

・　1951年労働者補償法(オーストラリア首都特別地域)による自家保険業者としての保険数理上の査定に基づく1

百万豪ドル(2016年度：1百万豪ドル)。

・　1981年労働者補償および傷害管理法(西オーストラリア州)による自家保険業者としての保険数理上の査定に基

づく2百万豪ドル(2016年度：1百万豪ドル)。

・　1988年労働者リハビリテーション・補償法(タスマニア州)による自家保険業者としての保険数理上の査定に基

づく1百万豪ドル(2016年度：1百万豪ドル)。

 

上記の年次休暇およびその他の従業員給付に対する引当金におけるこれらの債務に対しては、十分な額の引当が

なされている。
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注記29.　その他の負債
 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

未経過損害保険料 396 388 - -

未払損害保険金 339 331 - -

退職給付の積立不足
1 43 282 30 256

未払利息 2,727 2,579 2,416 2,262

クレジットカード・ロイヤリティ・プログラム
2 284 270 16 15

引渡未済購入有価証券 1,315 1,695 1,315 1,692

未払金およびその他の未払費用 1,111 1,124 892 884

その他
2,3 2,568 2,335 2,457 2,177

その他の負債合計 8,783 9,004 7,126 7,286

 

1
　詳細については注記38を参照のこと。

2
　比較数値は当期の表示に合わせて修正されている。

3
　2017年の数値には、顧客への払戻しおよび支払い169百万豪ドルが含まれている。実施された支払いの一部には以下が含ま

れる。過去に請求が却下されたことのある退職年金の顧客に対する支払い(当行グループの開示が拡大されたことは当該顧客

にとって有益である)、「パッケージ口座」において受け取ることができる給付のすべてを受領していない顧客に対する支払

い。継続的に相談料が支払われたものの、該当期間に相談業務が提供されたことを当行グループが正式に証明できない場合

の払戻し。これらの支払いに関して認識される金額の決定には、重要な判断が求められる(注記28の重要な会計上の仮定およ

び見積りを参照のこと)。規制当局の措置および内部レビューに関する詳細は、注記31の偶発債務の項目に記載されている。

 

注記30.　オペレーティング・リース契約

 

ウエストパックは、様々な商業用およびリテール用不動産ならびに関連する設備をリースしている。9月30日現

在のリース契約は以下のとおりである。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

1年以内の支払 548 537 480 463

1年超5年以内の支払 1,591 1,319 1,395 1,120

5年超の支払 1,994 1,275 1,652 1,046

リース契約合計 4,133 3,131 3,527 2,629

 

オペレーティング・リース契約は、当行グループの事業体の事業の需要に応じて締結されている。リース賃借料

は、リース締結時または賃貸条件の見直し日の市況に従って決定される。

リース物件が当行グループの事業の需要を上回るようになった場合は可能な限りサブリースされる。

解約不能なサブリースから受取る将来の最小リース料は、当行グループと親会社の両方について、9百万豪ドル

(2016年度：11百万豪ドル)であった。
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注記31.　偶発債務、偶発資産および信用コミットメント

 

未引出の信用コミットメント

当行グループは、要求された場合にのみ貸借対照表に認識される様々な契約を顧客と締結している。これらの契

約には、信用供与契約、手形裏書、金融保証、スタンドバイ信用状および引受枠が含まれる。

これらの契約によって、当行グループは、要求された場合には流動性リスクにさらされ、顧客が期日に支払うべ

き金額を返済できない場合には信用リスクにさらされる。信用損失に対する最大エクスポージャーは、以下に開示

される商品の契約額または想定元本額である。一部の契約は、当行グループがいつでも解約することができ、大部

分は引出が行われないまま満了することが予想される。そのため、実際の所要の流動性リスクおよび信用リスクに

対するエクスポージャーは、開示される金額を下回る。

当行グループは、これらの契約を締結する際には、オン・バランスシート商品と同じ与信方針を用いている。流

動性リスクおよび信用リスクの管理に関する詳細は、注記22を参照のこと。

9月30日現在、デリバティブを除く未引出の信用コミットメントは、以下のとおりである。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

未引出の信用コミットメント     

信用状および保証
1 15,460 16,435 14,908 15,725

信用供与契約
2 178,443 176,811 156,423 154,783

その他 648 235 648 235

未引出の信用コミットメント合計 194,551 193,481 171,979 170,743

 

1
　信用状は、顧客が債務不履行に陥った場合に、提示書類に照らして債務を支払う保証である。保証は、第三者に対する顧客

の債務の裏付けとして与えられる無条件の保証である。当行グループは、発行した保証の一部について、担保として現金を

保有する場合がある。

2
　信用供与契約には、与信枠を提供する当行グループ側のすべての義務が含まれている。与信枠は貸付が行われないままに期

限が満了する可能性があるため、想定元本額は必ずしも将来必要なキャッシュを反映していない。2017年9月30日現在、上記

に開示された契約債務に加えて、当行グループは顧客に対して与信枠55億豪ドル(2016年度：56億豪ドル)を提示していた

が、まだ承認されていない。

 

 2017年連結

  1年以内  
1年超
3年以内

 
3年超
5年以内

 5年超  合計

  百万豪ドル  百万豪ドル  百万豪ドル  百万豪ドル  百万豪ドル

信用状および保証  8,797  2,860  1,009  2,794  15,460

信用供与契約  66,663  34,523  16,906  60,351  178,443

その他  -  -  100  548  648

未引出の信用コミットメント合計  75,460  37,383  18,015  63,693  194,551

 

偶発資産

上記の表に示されている信用コミットメントは偶発資産と等しい。偶発事象が生じた場合、これらの契約債務は

貸借対照表において貸付金に分類される。
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偶発債務

規制当局の措置および内部レビュー

世界的に、規制当局は金融サービス部門に関係する様々なレビューを継続して進めている。これらのレビューの

性質は様々であり、オーストラリアにおいて現在、信用および金融サービスにおける不法行為の可能性に関する調

査が実施されている。例えば、ASIC、APRA、ACCCおよびAUSTRACなどの規制当局は現在、レビュー(その一部は業界

全体を対象とするものである)を実施しており、そこでは、販売慣行、責任ある貸付(リバース・モーゲージおよび

インタレスト・オンリー・ローンを含む)、ファイナンシャル・アドバイザーの行動(顧客の最善の利益のために行

動する義務の遵守を含む)、個人的および一般的な助言に関する規定、生命保険請求の取り扱いならびに住宅ロー

ンの利率設定に関する様々な事項が検討されている。これらのレビューの結果によっては、訴訟、罰金、罰則、関

連する規制上のライセンスの取消し、一時停止もしくは条件変更、または規制当局によるその他の法的処分または

行政処分が行われる可能性がある。ウエストパックは、業界全体のレビューとウエストパック個別のレビューの両

方の一環として、関係する規制当局から様々な通知や情報提供要請を受けている。

さらに、ウエストパックは、当行グループの顧客および評判に影響を及ぼす可能性のある過去の問題を特定し解

決するために多くのレビューを受けている。これらのレビューによりいくつかの過去の事案が特定されている、ま

たは今後特定される可能性がある。また、当行グループの顧客が特定された過去の慣行により不利な立場に置かれ

ることのないように、事態の是正措置(記録保持および一部の商品の契約条件の適用手法など、業界の重点分野に

関するものを含む)が現在取られている、または取られる予定である。

これらのレビューおよび措置により当行グループに予想される費用の評価は、財務書類の目的上、事案ごとに行

われ、適切と思われる場合には引当金が設定される。

 

訴訟

当行グループのためのおよび当行グループに対する未解決の訴訟手続および請求があり、また請求が発生する可

能性がある。実際および潜在的な訴訟上の請求および訴訟に関連して、以下に挙げるような偶発債務が存在する。

当行グループに予想される損失の評価は、財務書類の目的上、事案ごとに行われ、適切と思われる場合には引当金

が設定されている。

・　銀行間短期マネーマーケットおよびそれがオーストラリア銀行間取引金利(以下「BBSW」という。)の設定に与

える影響に関するASICの業界全体に対する現在進行中の調査の一環として、2016年4月5日、ASICは、市場操作

および非良心的行為を含む特定の不正行為があったとして、ウエストパックを相手取り、オーストラリア連邦

裁判所において民事訴訟手続を開始した。当該訴訟の対象となる行為は2010年4月6日から2012年6月6日の間に

起ったとされている。ウエストパックは当該訴訟において抗弁している。ASICは、ウエストパックが2001年会

社法(連邦)および2001年オーストラリア証券投資委員会法(連邦)の様々な規定に違反したという宣言、金額未

定の罰金刑、ならびに関連市場においてウエストパックの取引に関与した人物に対する包括的なコンプライア

ンス・プログラムの実施をウエストパックに求める命令を裁判所に請求している。
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・　2016年8月、BBSWに関連する不法行為があったとして、ウエストパックおよび多数のオーストラリアの銀行お

よび国際銀行を相手取り、ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所において集団訴訟が提起された。当該訴訟

はごく初期の段階にあり、損害賠償の水準は具体的になっていない。ウエストパックは当該訴訟において抗弁

を行っている。

・　2017年3月1日、ASICは2009年全国消費者クレジット保護法(連邦)に違反したとして、特定のウエストパック住

宅ローン(特定のインタレスト・オンリー・ローンを含む)に関する訴訟を開始した。詳細については、セク

ション1(訳者注：原文の年次報告書のセクション)「ウエストパックに関する情報」の「主な変更事項」を参

照のこと。

・　2016年12月22日、ASICは2013年から2016年の間に行われた多数の年金口座の統合キャンペーンに関して、BT

ファイナンシャル・マネジメント・リミテッド(以下「BTFM」という。)およびウエストパック・セキュリ

ティーズ・アドミニストレーション・リミテッド(以下「WSAL」という。)に対して、連邦裁判所において訴訟

を開始した。ASICは、これらのキャンペーンの一部の過程で、顧客に個人的な助言を行ったことが2001年会社

法(連邦)の多くの条項に違反すると主張している。BTFMおよびWSALは、当該訴訟において抗弁している。

 

金融請求制度

金融請求制度(以下「FCS」という。)の下で、オーストラリア政府は、適格ADIにおける預金について、250,000

豪ドルを上限として預金者に保証料なしで保証を提供している。APRAがADIの清算に適用しており、オーストラリ

ア政府の担当大臣が当該ADIにFCSが適用されることを宣言している場合には、FCSが適格ADIに対して適用される。

2008年金融請求制度(ADI)課徴金法では、ADIに関連してAPRAが負担する特定のFCS費用を超過する部分を賄うた

めの課徴金が定められている。適格ADIの負債に関して預金者に課徴金が課されるが、その額は当該負債の0.5％以

下の金額となる。

 

偶発税務リスク

税務および規制当局は、通常の業務において、当行グループが実施した特定の取引に関する税務上の扱いおよび

税務上の優遇措置(研究開発に関する税務上の優遇措置を含む)の請求の見直しを行っている。当行グループはま

た、税務および規制当局より受領した様々な通知および情報請求に対応している。

オーストラリア外の管轄地域の税務当局もまた、通常の税務調査の一環として、リスクの見直しおよび監査を実

施中である。これらの見直し、通知および請求により、追加の税金負債(利息および罰金を含む)が発生する可能性

がある。

当行グループは、オーストラリアおよびオーストラリア外の管轄地域において受けた、当該取引に関するものお

よびその他も含めて請求内容を評価し、必要に応じて第三者からの助言を受けた上で、適切な引当金を保有してい

る。
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決済リスク

当行グループには、支払決済業務(外国為替を含む)において他の取引相手方が支払額を決済できない場合の信用

リスクに対するエクスポージャーがある。当行グループは、関連する決済システムにおいて決済が法的に確実なも

のとなるよう処理方法を調整することで、支払システムにおける決済リスクに起因する信用リスクの低減に努めて

いる。

 

親会社による保証

親会社が子会社に対して供与している保証は以下のとおりである。

・　子会社が引続き債務を履行する責任をウエストパックが負っていることを認める、特定の子会社に関するコン

フォート・レター。

・　議会の要求事項を遵守するために、オーストラリアの金融サービス機関またはクレジットの認可を受けた企業

である完全所有子会社の一部に行った保証。保証はそれぞれ、年間40百万豪ドルを上限とし、該当する事業体

が関連するライセンスに基づき請求に対して法的に支払いを義務付けられた場合にのみ使用される。親会社

は、保証に基づき支払われる資金を関連する子会社から回収する権利を有する。
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資本および配当金

 

注記32.　株主持分

 

会計方針

株式資本

普通株式は、普通株式1株当たりの払込金額から直接帰属する発行費用を控除した金額で認識される。

 

非支配株主持分

　非支配株主持分とは、親会社が直接的または間接的に所有していない株主持分に帰属する子会社の純資産におけ

る持分を指す。

 

積立金

外貨換算積立金

当行グループの在外事業の換算から生じる為替差額、純投資ヘッジに係る相殺効果のある損益、および関連する

税効果は、外貨換算積立金に反映される。この積立金の貸方累積残高は通常、在外事業売却益が実現し、損益計算

書に認識されるまでは配当金の支払に利用することができない。

 

売却可能有価証券積立金

売却可能金融有価証券の公正価値の変動(税引後)から成る。これらの変動は、当該資産が処分または減損された

場合、損益計算書の利息以外の収益に振り替えられる。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ積立金

キャッシュ・フロー・ヘッジに指定された商品の有効部分に関連する公正価値の評価損益(税引後)から成る。

 

株式報酬に関する積立金

費用として認識される株式決済型の株式報酬の公正価値から成る。
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その他の積立金

親会社のその他の積立金は、公正価値で実施された特定の過去におけるグループ内の事業再編に関係している。

この積立金は連結上消去される。

当行グループのその他の積立金は、子会社に対する親会社の所有割合の変更のうち、支配の喪失をもたらさない

ものに関連する取引から成る。

その他の積立金の計上額には、非支配株主持分の調整額と支払ったまたは受取った対価の公正価値との差額が反

映されている。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

株式資本     

全額払込済普通株式資本 34,889 33,469 34,889 33,469

保有する制限株式制度(以下「RSP」という。)自己株式
1 (434) (366) (434) (366)

その他の保有自己株式
2 (61) (89) (3) (3)

保有自己株式合計 (495) (455) (437) (369)

株式資本合計 34,394 33,014 34,452 33,100

非支配株主持分 54 61 - -

 

1
　2017年度：保有株式数3,549,035株(2016年度：3,472,010株)。

2
　2017年度：保有株式数4,652,579株(2016年度：5,577,632株)。

 

普通株式

ウエストパックは授権株式資本を持たず、普通株式は無額面である。普通株式の株主は、配当金を受取り、ウエ

ストパックの清算時には保有株式数および保有株式に係る支払金額の割合に応じた金額の割当を受取る権利を有す

る。

普通株式の株主は、株主総会において、本人あるいは委任状により、1株当たり1議決権を得る。

 

普通株式数の増減の調整表

 

 連結および親会社

 2017年 2016年

 株数 株数

期首残高 3,346,166,853 3,183,907,786

株主割当による株式発行
1 - 138,998,404

配当金株式再投資制度
2 48,197,426 23,260,663

期末残高 3,394,364,279 3,346,166,853

 

1
　株主割当による株式発行に関連する株式の発行価格は25.50豪ドルであった。36百万豪ドルの発行費用純額が払込資本金に

認識された。

2
　配当金株式再投資制度に関連する株式の発行価格は、2017年度の最終配当について29.79豪ドルである(2016年度最終配当は

31.32豪ドル、2016年度中間配当は30.43豪ドル、2015年度最終配当は31.83豪ドル)。
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市場で買戻された普通株式

 

 連結および親会社

 2017年 2017年

 株数 平均価格(豪ドル)

株式報酬制度について：   

従業員持株制度(以下「ESP」という。) 862,912 30.97

制限株式制度(以下「RSP」という。)
1 2,123,635 32.08

WPP-行使されたオプション
2 52,745 31.55

WPP-行使された新株引受権 142,093 31.03

LTI-行使されたオプション
2 326,178 33.52

自己株式として：   

買戻された自己株式(RSPを除く)
3,4 275,014 33.59

売却された自己株式
5 (1,200,067) 32.62

市場で買戻された/(売却された)普通株式合計
6 2,582,510  

 

1
　RSPに基づき従業員に割当てられた普通株式は、株式の権利確定まで自己株式に分類される。

2
　受領した平均行使価格は、WPPオプションの行使に関しては23.98豪ドル、LTIオプションの行使に関しては28.54豪ドルで

あった。

3
　自己株式には、法定生命保険基金および投資運用制度が保有する普通株式、ならびに顧客に売却された株式デリバティブに

関連してウエストパックが保有する普通株式が含まれる。

4
　当期において親会社が購入した自己株式(RSPを除く)はなかった。

5
　当期において親会社が売却した自己株式は6,321株、平均価格は31.35豪ドルであった。

6
　市場における普通株式の買戻しにより、0.7百万豪ドルの税額控除が払込資本金として認識された。
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株式報酬制度に関する詳細は、注記37を参照のこと。

 

積立金の増減の調整表

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

売却可能有価証券積立金     

期首残高 10 (25) 10 (41)

公正価値の変動による純利益/(損失) 75 53 88 69

税効果 (19) (15) (26) (19)

損益計算書への振替 (3) (8) (3) (1)

税効果 1 2 1 -

為替差額 - 3 - 2

期末残高 64 10 70 10

株式報酬に関する積立金     

期首残高 1,333 1,217 1,221 1,108

株式報酬費用 98 116 101 113

期末残高 1,431 1,333 1,322 1,221

キャッシュ・フロー・ヘッジ積立金     

期首残高 (172) 26 (78) 131

公正価値の変動による純利益/(損失) (91) (304) (42) (193)

税効果 27 89 13 58

損益計算書への振替 115 21 19 (106)

税効果 (33) (4) (6) 32

期末残高 (154) (172) (94) (78)

外貨換算積立金     

期首残高 (413) (175) (404) (299)

在外事業体の換算から生じる為替差額(関連するヘッジ考慮
後)

(116) (238) (77) (105)

期末残高 (529) (413) (481) (404)

その他の積立金     

期首残高 (19) (17) 41 41

所有者との取引 1 (2) - -

期末残高 (18) (19) 41 41

関連会社の積立金に対する当行グループの持分 - (12) - -

積立金合計 794 727 858 790
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注記33.　自己資本比率

 

APRAは3つの評価基準を用いてADIの規制資本を測定している。

 

資本レベル  定義

普通株式等Tier 1(以

下「CET1」と言う。)

資本

 払込株式資本、利益剰余金および特定の積立金から特定の無形資産、資産化された

費用およびソフトウェアを控除した最高水準の資本の構成要素、ならびに自己資本

比率の観点から連結されていない保険およびファンド管理子会社への投資および利

益剰余金により構成される。

Tier 1資本  CET1とその他Tier 1資本の合計。その他Tier 1資本は、CET1に含まれないものの損

失吸収の性格を有する特定の有価証券からなる高水準の資本の構成要素により構成

される。

合計規制資本  Tier 1資本とTier 2資本の合計。Tier 2資本には、程度は異なるが、Tier 1の資本

要件を満たさないもののADIの全般的な強化とその損失吸収力の向上に貢献する劣

後商品およびその他の資本の構成要素が含まれる。

 

APRAの健全性基準により、ウエストパックを含むオーストラリアのADIは、最低普通株式等Tier 1(以下「CET1」

という。)資本比率を4.5％以上、Tier 1資本比率を6.0％以上、合計規制資本比率を8.0％以上に維持するよう義務

付けられている。またAPRAは、ウエストパックを含むADIに対して、これらの最低資本比率を超える健全性基準の

資本要件(以下「PCR」という。)を満たすよう求めている。APRAは、各ADIに課したPCRの開示を認めていない。

またAPRAはADIに対して、以下からなる追加的CET1資本バッファーを保有するよう求めている。

・　APRAが国内におけるシステム上重要な銀行(以下「D-SIB」という。)に指定するADIについては、3.5％の資本

保全バッファー(以下「CCB」という。)。ただしD-SIBに対する1.0％のサーチャージなど、別途APRAにより指

定された場合を除く。APRAはウエストパックをD-SIBに指定している。

・　カウンターシクリカル資本バッファー。カウンターシクリカル・バッファーは各管轄区域で設定され、APRAは

オーストラリアにおける基準設定を担当している。カウンターシクリカル・バッファーは、オーストラリアお

よびニュージーランドにおいて、現在、ゼロに設定されている。

上述のバッファーは総称して「資本バッファー(以下「CB」という。)」と呼ばれる。CET1資本比率が資本バッ

ファーの範囲内にある場合、収益配分に制限が適用される。この中には、配当金、その他Tier 1資本の分配金およ

び従業員への変動賞与を通じて分配可能な利益額に対する制限が含まれる。
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資本管理戦略

ウエストパックの資本管理アプローチは、資本が高価な形式の資金調達であるという事実と、適切な自己資本を

維持する必要性とのバランスを追及するというものである。ウエストパックは資本の充実度を決定する際および資

本管理計画を策定する際に、効率性、柔軟性および適切性のバランスを保つ必要性について検討している。

ウエストパックはこれらの検討事項について、自己資本充実度評価プロセス(以下「ICAAP」という。)を通じて

評価しており、その主な特徴は以下のとおりである。

・　規制上の最低値、資本バッファーおよび不測の事態への対応計画の検討を含む資本管理戦略の策定

・　経済的資本と自己資本規制の両方の要件の検討

・　不利な経済シナリオの影響を組込んだ自己資本測定、カバレッジおよび要件に対応するストレス・テストのフ

レームワーク、および

・　格付機関、株式投資家および債券投資家などの外部の利害関係者の観点の考慮

 

2017年7月19日にAPRAが「疑いなく強力な」資本について発表したことを受けて、ウエストパックは資本水準管

理の指針として望ましいとしていた8.75％から9.25％というレンジの使用を停止した。ウエストパックは、APRAが

自己資本比率のフレームワークの見直しを完了した時点で、CET1資本比率の望ましいレンジを修正する予定であ

る。その間、3月と9月には、ウエストパックは現行の資本フレームワークに基づき測定された10.5％以上という

CET1資本比率を適用する予定である。その際、以下の項目も考慮される。

・　現行の規制資本の最低値および資本保全バッファー(以下「CCB」という。)。これらは合わせてCET1要件の全

部を成す。

・　業績悪化に対する適切なバッファーを調整するためのストレス・テスト

・　半年ごとの普通株式の配当金支払いによる、四半期ベースでの資本比率の変動
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注記34.　配当金
 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

期末現在で認識されていない配当金      

期末以降に取締役は以下の配当金の支払を提
案している：

     

最終配当金1株当たり94豪セント(2016年度：
94豪セント、2015年度：94豪セント)で、す
べて30％での税率で全額フランキング済

3,186 3,142 2,988 3,191 3,145

期末現在で認識されていない配当金合計 3,186 3,142 2,988 3,191 3,145

 

株主は、配当金を現金で受け取るか、または配当金再投資制度(以下「DRP」という。)に基づき相当する株式数

の株式に再投資するかを選択できる。取締役会は、2017年度の最終配当金に対するDRPを履行するために、新株の

発行を決定した。DRPは割引を含まない。

取締役会は株主への銀行税の影響(2017年下半期において1株当たり2豪セントに相当)を含む様々な要素を考慮し

たが、配当金を1株当たり94豪セントに据え置くことに決定した。

当期に認識した配当金の詳細は、持分変動計算書に記載されている。

 

オーストラリアのフランキング・クレジット

次年度以降数年間に親会社が利用可能なオーストラリアのフランキング・クレジットは、1,063百万豪ドル(2016

年度：911百万豪ドル、2015年度：793百万豪ドル)である。これは、フランキング・クレジットの期末残高として

計算され、オーストラリアの当期税金負債および2017年度期末の予定配当金について調整される。

 

ニュージーランドの株式帰属方式税額控除(インピュテーション・クレジット)

1株当たり0.07ニュージーランド・ドル(2016年度：0.07ニュージーランド・ドル、2015年度：0.06ニュージーラ

ンド・ドル)のニュージーランドの株式帰属方式税額控除が2017年度期末予定配当金に付されることになる。その

後数年度にわたって親会社が利用可能なニュージーランドの株式帰属方式税額控除は、375百万ニュージーラン

ド・ドル(2016年度：423百万ニュージーランド・ドル、2015年度：522百万ニュージーランド・ドル)である。これ

は、オーストラリアのフランキング・クレジットと同じ基準で計算されるが、ニュージーランドの当期税金負債が

用いられる。
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グループ構造

 

注記35.　子会社および関連会社に対する投資

 

会計方針

子会社

ウエストパックの子会社とは、ウエストパックが当該企業から生じる変動リターンに対するエクスポージャーま

たは権利を有し、かつ、当該企業に対するパワーを通じて当該リターンに影響を及ぼすことが可能なため、支配し

連結している企業をいう。

当行グループが子会社の支配を中止する場合には、子会社への留保持分があれば公正価値で再測定し、その結果

生じる損益は損益計算書に認識される。

子会社における当行グループの所有持分が変動しても、その結果、支配を喪失しない場合には、持分保有者との

取引として会計処理される。

親会社の財務書類において、子会社に対する投資は取得原価で当初計上され、その後、取得原価と回収可能価額

のいずれか低い方の金額で保有される。

グループ企業間の取引はすべて、連結上相殺消去される。

 

関連会社

関連会社とは、当行グループが、営業および財務方針について重要な影響力を有しているが支配はしていない企

業である。当行グループは関連会社を持分法で会計処理している。関連会社に対する投資は取得原価で当初認識さ

れ(子会社の支配の喪失に伴い公正価値で認識される場合を除く)、取得後の関連会社の利益(または損失)に対する

当行グループの持分に相当する金額分だけ各事業年度において増加(または減少)する。関連会社からの配当金受取

額は、関連会社に対する投資を減少させる。

外国会社の大部分は設立国において事業を営んでいる。非法人事業体の「設立国」については、事業を営んでい

る国を記載している。全被支配会社の事業年度は、別途記載のない限り、ウエストパックと同じである。当行グ

ループは、信託への関与から生じる変動リターンを有し、かつ、当該信託に対するパワーを通じて当該リターンに

影響を及ぼす能力を有している、多数のユニット型信託をその時々に連結している。これらのユニット型信託は表

には含まれていない。
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以下の表には、2017年9月30日現在の当行グループの重要な被支配会社が含まれている。

 

社名  設立国

Advance Asset Management Limited  オーストラリア

Asgard Capital Management Limited  オーストラリア

Asgard Wealth Solutions Limited  オーストラリア

BT Financial Group Pty Limited  オーストラリア

BT Funds Management Limited  オーストラリア

BT Portfolio Services Limited  オーストラリア

Capital Finance Australia Limited  オーストラリア

Crusade ABS Series 2016-1 Trust  オーストラリア

Crusade ABS Series 2017-1 Trust  オーストラリア

Crusade Trust No.2P of 2008  オーストラリア

Hastings Funds Management Limited  オーストラリア

Hastings Management Pty Limited  オーストラリア

Series 2008-1M WST Trust  オーストラリア

Series 2014-1 WST Trust  オーストラリア

Series 2014-2 WST Trust  オーストラリア

Series 2015-1 WST Trust  オーストラリア

St.George Finance Limited  オーストラリア

St.George Motor Finance Limited  オーストラリア

Westpac Covered Bond Trust  オーストラリア

Westpac Equity Holdings Pty Limited  オーストラリア

Westpac Financial Services Group Limited  オーストラリア

Westpac General Insurance Limited  オーストラリア

Westpac General Insurance Services Limited  オーストラリア

Westpac Lenders Mortgage Insurance Limited  オーストラリア

Westpac Life Insurance Services Limited  オーストラリア

Westpac Securities Limited  オーストラリア

Westpac Securitisation Holdings Pty Limited  オーストラリア

BT Funds Management (NZ) Limited  ニュージーランド

Westpac Life-NZ-Limited  ニュージーランド

Westpac New Zealand Group Limited  ニュージーランド

Westpac New Zealand Limited  ニュージーランド

Westpac NZ Covered Bond Limited
1  ニュージーランド

Westpac NZ Securitisation Limited
1  ニュージーランド

Westpac Securities NZ Limited  ニュージーランド

Westpac Term PIE Fund
2  ニュージーランド

Westpac Bank-PNG-Limited  パプアニューギニア

 

1
　当行グループは、Westpac NZ Covered Bond Limited(以下「WNZCBL」という。)およびWestpac NZ Securitisation Limited

(以下「WNZSL」という。)の19％を間接的に所有している。ただし、契約上および構造上の取決めにより、WNZCBLおよび

WNZSLはいずれも当行グループの被支配会社とみなされる。

2
　当行グループは、当該企業と資金調達契約を締結しており、関連するリスクおよび便益に対するエクスポージャーを有して

いるとみなされる。当該企業は、当行グループが当該企業への関与から生じる変動リターンに対するエクスポージャーまた

は権利を有し、かつ、当該企業に対するパワーを通じて当該リターンに影響を及ぼす能力を有している場合に連結される。
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以下の被支配会社は、2001年会社法の決算日の統一に関する規定への準拠を免除されている。

・Westpac Cash PIE Fund

・Westpac Notice Saver PIE Fund

・Westpac Term PIE Fund

 

以下の重要な被支配会社は完全所有ではない。

 

所有割合 2017年 2016年

St.George Motor Finance Limited 75.0％ 75.0％

Westpac Bank-PNG-Limited 89.9％ 89.9％

Westpac NZ Covered Bond Limited 19.0％ 19.0％

Westpac NZ Securitisation Limited 19.0％ 19.0％

 

非支配株主持分

非支配株主持分の残高の詳細については注記32に記載されている。当行グループにとって重要性のある非支配株

主持分はない。

 

重要な制限

現地の規制要件に従い、当行グループ内の企業間での現金またはその他の資産の譲渡、配当金またはその他の資

本分配金の支払い、貸付金の提供または返済に関する重要な制限はなかった。ウエストパックによる当行グループ

資産へのアクセスまたは資産の利用および負債の決済に関しても、非支配株主持分の保護的権利に起因する重要な

制限はなかった。
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関連会社

2017年5月26日、当行グループは60百万株のBTIM株を売却し、これにより当行グループの所有割合が約10％減少

した。売却完了後、BTIMに対する残りの投資は売却可能有価証券に振替えられた。

以下の表は、BTIMの財務情報を要約し、売却直前の2017年5月26日現在の当行グループのBTIMに対する投資

29.0％(2016年9月30日現在：29.5％)の帳簿価額への調整を示したものである。この表はまた、当行グループの

BTIMにおける持分の売却に関して認識された利益および売却可能有価証券に当初認識されたBTIMにおける残りの持

分の公正価値の要約を示している。

 

 連結

 
2017年5月26日に
終了した期間

2016年9月30日に
終了した12ヶ月間

 百万豪ドル 百万豪ドル

要約経営成績   

当期収益 262 455

当期純利益 90 142

当期その他の包括利益 11 (83)

包括利益合計(100％) 101 59

当期純利益に対する当行グループの持分
1 26 42

持分法に伴う調整 (13) (22)

損益計算書に認識された当期純利益に対する当行グループの持分 13 20

その他の包括利益に対する当行グループの持分
1 4 (24)

その他の包括利益に対する当行グループの持分に係る税効果 (1) 7

当行グループが認識した包括利益合計の持分 16 3

当期中に関連会社から受領した配当金 22 34

要約貸借対照表   

資産合計 887 913

負債合計 (122) (169)

純資産合計(100％) 765 744

純資産合計に対する当行グループの持分
1 222 220

持分法に伴うその他の調整 - (6)

取得に伴う公正価値調整(想定のれんを含む)(償却額控除後) 491 504

BTIMにおける持分の帳簿価額
2 713 718

売却されたBTIMにおける持分の帳簿価額 (471) 該当なし

売却可能有価証券に振替えられた残りの持分の帳簿価額 (242) 該当なし

持分法で会計処理されたBTIMにおける残りの持分 - 718

売却可能有価証券に振替えられた残りの持分の公正価値 375 該当なし

BTIMにおける持分の売却による収入(取引費用控除後) 630 該当なし

損益にリサイクルされる積立金 (13) 該当なし

BTIMにおける持分の売却益 279 該当なし

投資の公正価値 該当なし 807

 

1
　当行グループのBTIMにおける持分を表している(2017年5月26日現在：29.0％、2016年9月30日現在：29.5％)。

2
　開示されている2017年5月26日現在の金額は、売却直前のBTIMにおける持分の帳簿価額である。
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子会社持分の変動

2017年9月30日終了事業年度に売却した事業

2017年9月30日終了事業年度に売却した事業はなかった。

 

2016年9月30日終了事業年度に売却した事業

太平洋島嶼諸国

ウエストパックは、ソロモン諸島およびバヌアツにおける銀行業務をバンク・オブ・サウス・パシフィック・リ

ミテッド(以下「BSP」という。)に売却した。この取引はそれぞれ2015年10月30日および2016年7月1日に決済さ

れ、1百万豪ドルの利益が利息以外の収益に認識された。

支払った現金対価合計(取引費用および保有現金控除後)は104百万豪ドルであった。

支配を喪失した資産および負債の詳細については、注記41に記載されている。

 

注記36．組成された企業

 

会計方針

組成された企業は通常、特定の明確化された目的を達成するために設立されており、その事業は特定の資産の購

入などのみに限定されている。組成された企業は一般的に、対象となる資産によって担保されているおよび/また

はそれらの資産に連動している債券または持分証券によって、資金調達を行っている。組成された企業が発行した

負債証券および持分証券は、劣後のレベルが様々なトランシェを含む場合がある。

組成された企業は子会社に分類され、注記35の定義を満たした場合に連結される。当行グループが組成された企

業を支配しない場合、連結は行われない。

当行グループは、連結対象および非連結の組成された企業と、主に証券化、資産担保付およびその他のストラク

チャード・ファイナンス、ならびにファンドの管理業務などの様々な取引を行っている。

 

連結対象の組成された企業

証券化およびカバード債

当行グループは、住宅ローン債権のプールを破産の懸念のほとんどない組成された企業に割り当てる2つのカ

バード債プログラムを含め、自社の金融資産を証券化するために、組成された企業を利用している。

また当行グループは、その顧客にコマーシャル・ペーパー市場からの資金調達手段を提供するため、組成された

企業を利用している。

詳細については、注記25を参照のこと。
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当行グループが管理するファンド

当行グループは、多数の投資管理ファンドの責任企業および/またはファンド管理会社として行動している。当

行グループはファンド管理会社として、代理人ではなく本人として行動しているとみなされる場合に、当該ファン

ドを連結している。本人か代理人かの決定には、当行グループが変動リターンに対する十分なエクスポージャーを

有しているかどうかの判断を行うことが必要である。

 

契約外の財政支援

当行グループは、これらの連結対象の組成された企業に対して契約外の財政支援を行っていない。

 

非連結の組成された企業

当行グループは、債券またはエクイティ商品、保証、流動性およびその他の与信契約、貸付金、ローン・コミッ

トメント、特定の金融派生商品、ならびに投資管理契約を含め、様々な非連結の組成された企業に対する持分を有

している。

持分は、複雑でない金融派生商品(金利または通貨スワップなど)、企業の変動を吸収するよりも変動をもたらす

金融商品(クレジット・デフォルト・スワップに基づく信用保証など)、ならびに単なる組成された企業ではなくよ

り広範囲な営業活動を行う企業に対する求償権が付された組成された企業に対する貸付を除いている。

通常の事業活動において発生する非連結の組成された企業に対する当行グループの主な持分は、以下のとおりで

ある。

 

商品有価証券

 当行グループは組成された企業に対する持分を活発に売買しており、通常、それ以外に

は組成された企業に関与していない。当行グループは、これらの有価証券に係る受取利

息を稼得しており、また、トレーディング収益を通じた公正価値の変動を利息以外の収

益に認識している。

 

売却可能有価証券

 当行グループは、流動性目的でモーゲージ担保付証券を保有しており、通常、それ以外

には組成された企業に関与していない。これらの資産は、高格付の投資適格証券であ

り、RBAまたは他の中央銀行との買戻契約に適格である。当行グループは受取利息を稼得

しており、また、これらの資産の売却から生じる純損益は損益計算書に認識される。

 

貸付金およびその

他の信用コミット

メント

 当行グループは、利息および受取手数料を得るために、当行グループの担保および信用

承認プロセスを条件として、非連結の組成された企業に貸付を行っている。組成された

企業は主に、不動産信託、証券化事業体ならびにプロジェクトおよび不動産ファイナン

ス取引に関連するもので構成されている。

 

投資管理契約

 当行グループはファンドを管理し、顧客に投資機会を提供している。当行グループはま

た、その従業員向け退職年金基金を管理している。当行グループは、管理報酬および業

績報酬を得ており、利息以外の収益に認識される。

当行グループはまた、主に生命保険子会社を通じてこれらの投資管理ファンドの受益証

券を保有することがある。当行グループは、ファンドの受取分配金を得ており、利息以

外の収益を通じて公正価値の変動を認識している。
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非連結の組成された企業に対する当行グループの持分およびこれらの持分に関連した損失に対する最大エクス

ポージャーは、以下の表のとおりである。最大エクスポージャーは、損失リスクを軽減するような担保またはヘッ

ジは考慮されていない。

・　非連結の組成された企業に対する債券およびエクイティ商品、ならびに貸付金を含むオンバランスの金融商品

について、損失に対する最大エクスポージャーは帳簿価額である。

・　流動性ファシリティを含むオフバランスの金融商品、貸付金およびその他の信用コミットメント、ならびに保

証について、損失に対する最大エクスポージャーは、名目元本である。

 

 2017年連結

 

第三者のモー
ゲージおよび
その他の資産
担保付証券に

対する投資
1

証券化
ビークルに
対する融資

当行グループ
が管理する
ファンド

その他の
組成された
企業に
対する持分

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

資産      

他の金融機関に対する債権 - 392 - - 392

商品有価証券および公正価値で測定する
ものとして指定された金融資産

1,740 - - 674 2,414

売却可能有価証券 6,981 - - - 6,981

貸付金 - 20,032 44 22,488 42,564

生命保険に関する資産 - - 4,344 1,735 6,079

その他の資産 - - 52 - 52

貸借対照表上のエクスポージャー合計 8,721 20,424 4,440 24,897 58,482

オフバランスのエクスポージャーの名目元本
合計

- 5,802 66 7,718 13,586

損失に対する最大エクスポージャー 8,721 26,226 4,506 32,615 72,068

組成された企業の規模
2 60,573 26,226 70,070 134,548 291,417

 

1
　第三者のモーゲージおよびその他の資産担保付証券に対する当行グループの持分は債券の上位トランシェであり、投資適格

に格付されている。

2
　当該企業の資産合計または時価総額のいずれか、あるいはそれらが入手できない場合には当行グループの確定エクスポー

ジャー合計(貸付契約ならびに負債証券および持分証券の外部保有について)、管理しているファンド(当行グループの管理し

ているファンドについて)、あるいは発行済債券の合計価額(第三者の資産担保証券に対する投資について)に相当する。

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

365/538



 

 2016年連結

 

第三者のモー
ゲージおよび
その他の資産
担保付証券に

対する投資
1

証券化
ビークルに
対する融資

当行グループ
が管理する
ファンド

その他の
組成された
企業に
対する持分

合計

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

資産      

他の金融機関に対する債権 - 936 - - 936

商品有価証券および公正価値で測定する
ものとして指定された金融資産

1,955 - 4 1,870 3,829

売却可能有価証券 4,253 - - - 4,253

貸付金 - 18,339 111 23,673 42,123

生命保険に関する資産 90 - 291 2,450 2,831

その他の資産 3 - 55 - 58

貸借対照表上のエクスポージャー合計 6,301 19,275 461 27,993 54,030

オフバランスのエクスポージャーの名目元本
合計

- 3,469 62 7,078 10,609

損失に対する最大エクスポージャー 6,301 22,744 523 35,071 64,639

組成された企業の規模
2 40,320 22,744 62,397 146,488 271,949

 

1
　第三者のモーゲージおよびその他の資産担保付証券に対する当行グループの持分は債券の上位トランシェであり、投資適格

に格付されている。

2
　当該企業の資産合計または時価総額のいずれか、あるいはそれらが入手できない場合には当行グループの確定エクスポー

ジャー合計(貸付契約ならびに負債証券および持分証券の外部保有について)、管理しているファンド(当行グループの管理し

ているファンドについて)、あるいは発行済債券の合計価額(第三者の資産担保証券に対する投資について)に相当する。

 

契約外の財政支援

当行グループは、これら非連結の組成された企業に契約外の財政支援を行っていない。
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従業員給付

 

注記37.　株式報酬

 

会計方針

当行グループは、従業員により提供された役務に対する報酬全体の構成要素として、様々な株式報酬契約を従業

員と締結している。株式報酬契約は、あらかじめ定められた価格で株式を購入するオプション(株式オプション)、

株式を無償で受取る権利(新株引受権)および制限株式(無償で発行)から成る。株式報酬契約は通常、特定の期間に

わたる継続的な雇用(雇用期間または権利確定期間)が必要とされ、業績目標(権利確定条件)が含まれる場合があ

る。各契約の詳細は以下に記載のとおりである。

株式報酬は、現金決済型または株式決済型のいずれかの契約として分類しなければならない。当行グループは現

金での決済を義務付けられていないため、当行グループの重要な契約は株式決済型である。

 

オプションおよび新株引受権

オプションおよび新株引受権は株式決済型契約である。公正価値は付与日現在で測定され、役務受領期間にわた

り費用として認識され、同額が株主持分の株式報酬に関する積立金で増加する。

株式オプションおよび新株引受権の公正価値は、付与分の権利確定および市場関連の業績目標を織り込んだ2項

式／モンテカルロ・シミュレーション価格決定モデルを用いて付与日現在で見積られる。株式オプションおよび新

株引受権の公正価値は、当行グループによる従業員の継続的な雇用などの市場以外の権利確定条件を除いている。

そのかわり、市場以外の権利確定条件は、権利確定が予想されるために費用として認識される株式オプションおよ

び新株引受権の数の見積りに織り込まれる。各報告日現在、市場以外の権利確定に関する仮定は更新され、毎年認

識される費用には直近の見積りが考慮される。付与日以降に公正価値の再見積りは行われないため、市場に関連す

る仮定は毎年は更新されない。

 

制限株式制度(RSP)

RSPは株式決済型契約として会計処理されている。無償で従業員に割り当てられた株式の公正価値は、権利確定

期間にわたり費用として認識され、同額が株主持分の株式報酬に関する積立金で増加する。従業員に対する義務を

履行するために発行される普通株式の公正価値は付与日に測定され、株主持分の独立した項目として認識される。
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従業員持株制度(ESP)

無償で従業員に割り当てられる予定の株式の価値は、事業年度にわたり費用として認識され、その他の従業員給

付として引当計上される。従業員に対する義務を履行するために発行される普通株式の公正価値は株主持分に認識

される。そのかわり、従業員に対する義務を履行するための株式は市場で買戻される。

 

制度の名称

ウエストパック

長期奨励金制度((以

下「LTI」と

いう。)

ウエストパック

業績連動型制度

(以下「WPP」と

いう。)

制限株式制度

(以下「RSP」と

いう。)

従業員持株制度

(以下「ESP」と

いう。)

株式報酬の種類 新株引受権(無償で

割当)

株 式 オ プ シ ョ ン

(2009年10月以降は

発行されていない)

新株引受権(無償で

割当)

株 式 オ プ シ ョ ン

(2009年10月以降は

発行されていない)

 

ウエストパック普通

株式(無償で割当)

ウエストパック普通

株式(無償で割当)、

従業員1人当たり年

間1,000豪ドルを上

限とする

利用方法 取締役の報酬と説明

責任を、長期的な株

主利益に一致させ

る。

ニュージーランドの

従業員およびオース

トラリア以外を拠点

とする主要な従業員

に対する短期奨励金

の一部の強制的な繰

延べ

 

主要な従業員に対す

る前事業年度に関す

る報奨の付与

オーストラリアの適

格従業員に対する報

奨の付与(前年度に

関して他の制度に基

づき金融商品をすで

に提供されている場

合を除く)

 

行使価格：     

新株引受権 ゼロ ゼロ 該当なし 該当なし

株式オプション 業績期間開始時のウ

エストパック株式の

市場価格

 

業績期間開始時のウ

エストパック株式の

市場価格

 

該当なし 該当なし

業績目標 4年間の業績期間に

わたる相対的株主総

利回り(以下「TSR」

という。)と、3年間

の業績期間に1年間

の制限期間を加えた

期間にわたる現金株

主資本利益率(以下

「 現 金 ROE 」 と い

う。)の平均が、そ

れぞれ報奨
1
の半分に

適用される(2016年

度LTI報奨より開始)

2
。

 

なし なし なし
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制度の名称

ウエストパック

長期奨励金制度((以

下「LTI」と

いう。)

ウエストパック

業績連動型制度

(以下「WPP」と

いう。)

制限株式制度

(以下「RSP」と

いう。)

従業員持株制度

(以下「ESP」と

いう。)

勤務条件 権利確定期間を通じ

ての継続雇用または

取締役会による決定

による。

権利確定期間を通じ

ての継続雇用または

取締役会による決定

による。

制限期間を通じての

継続雇用または取締

役会による決定によ

る。

株式は通常、従業員

がウエストパックを

退職しない限り、付

与から3年間ESP内で

の留保が義務付けら

れている。

 

権利確定期間(費用

が認識される期間)

 

4年間
2 付与時に定められら

た確定期間

付与時に定められら

た確定期間

1年間

期間終了時の取扱い 未行使の場合に失効

する。

未行使の場合に失効

する。

権利確定済の株式

は、権利確定期間終

了時にRSPから制限

が解除される。2009

年10月より前に付与

された株式について

は、付与日から最長

10年間RSPに保有さ

れる。

 

株式は、制限期間終

了時または従業員の

ウエストパック退職

時に制限が解除され

る。

従業員は権利確定期

間に配当金および議

決権を受け取るか？

いいえ いいえ はい はい

 

1
　TSRおよび現金ROEの業績目標の詳細は、セクション4.3(訳者注：原文の年次報告書のセクション)の「報酬報告書」に記載

されている。

2
　2015年度LTI報奨については、TSRは4年間の業績期間と、3年間の業績期間に1年間の制限期間を加えた期間にわたる現金EPS

の複利計算による年平均成長率(以下「CAGR」という。)を条件とする。2011年から2014年の間に付与された報奨について

は、TSRとCAGR目標のいずれも3年間の業績期間および権利確定期間を条件とする。2011年より前に付与されたTSR目標のある

報奨は、最初の3年間の業績期間に評価され、その開始日から4年後および5年後の応答日にその後の業績テストが可能である

が、TSRの順位が上がった場合にのみ追加で権利が確定する。
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各株式報酬制度は以下のように数値化される：

 

(ⅰ)　ウエストパック長期奨励金制度

 

 
 
2017年

 
2016年

10月1日現在
未行使

 期中付与  期中行使  期中失効  
2017年

9月30日現在
未行使

 

2017年
9月30日現在
未行使かつ
行使可能

株式オプション  583,018  -  326,178  -  256,840  256,840

加重平均行使価格  27.58豪ドル  -  28.54豪ドル  -  26.36豪ドル  26.36豪ドル

加重平均残存契約期間  1.5年        0.7年   

新株引受権  5,275,652  930,012  -  973,760  5,231,904  6,648

加重平均残存契約期間  9.9年        10.3年   

2016年  2015年10月1日        2016年9月30日   

株式オプション  588,876  -  5,858  -  583,018  583,018

加重平均行使価格  27.61豪ドル  -  29.96豪ドル  -  27.58豪ドル  27.58豪ドル

業績連動型新株引受権  4,632,477  1,788,881  334,095  811,611  5,275,652  6,648

 

当期において発行されたLTI新株引受権の付与日現在の加重平均公正価値は19.17豪ドル(2016年度：19.84豪ド

ル)であった。

 

(ⅱ)　ウエストパック業績連動型制度(WPP)

 
   

 
 
2017年

 
2016年

10月1日現在
未行使

 期中付与  期中行使  期中失効  
2017年

9月30日現在
未行使

 

2017年
9月30日現在
未行使かつ
行使可能

株式オプション  74,094  -  52,745  21,349  -  -

加重平均行使価格  23.98豪ドル  -  23.98豪ドル  -  -  -

加重平均残存契約期間  0.2年        該当なし   

新株引受権             

1年の権利確定期間  92,248  114,758  51,124  463  155,419  41,124

2年の権利確定期間  187,523  124,382  55,745  22,704  233,456  38,967

3年の権利確定期間  111,732  27,874  35,224  -  104,382  38,821

4年の権利確定期間  -  126,522  -  -  126,522  -

新株引受権合計  391,503  393,536  142,093  23,167  619,779  118,912

加重平均残存契約期間  7.7年        12.3年   

2016年  2015年10月1日        2016年9月30日   

株式オプション  158,276  -  84,182  -  74,094  74,094

加重平均行使価格  23.49豪ドル  -  23.05豪ドル  -  23.98豪ドル  23.98豪ドル

業績連動型新株引受権  546,282  168,154  289,807  33,126  391,503  106,863

 

当期において発行された未行使の新株引受権の付与日現在の加重平均公正価値は27.40豪ドル(2016年度：29.85

豪ドル)であった。
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(ⅲ)　制限株式制度(RSP)

 

割当日
1 2016年10月1日

現在未行使
期中割当 制限解除 期中失効

2017年9月30日
現在未行使

2009年10月より前の付与 994,050 - 318,721 - 675,329

2009年10月以降の付与 3,432,822 2,195,572 2,014,264 84,706 3,529,424

2017年度合計 4,426,872 2,195,572 2,332,985 84,706 4,204,753

2016年度合計 5,653,085 1,971,204 3,145,121 52,296 4,426,872

 

1
　2009年10月より前に行われた報奨については、株式がRSPに保有される期間は付与日より最長で10年間である。2009年10月

以降に行われた報奨について、株式は権利確定時にRSPから制限が解除される。

 

(ⅳ)　従業員持株制度(ESP)

 

 割当日  参加者数  
参加者1人当たり
平均割当株式数

 割当株式数合計  
1株当たり
市場価格

 公正価値合計

2017年度 2016年11月25日  26,966人 32株 862,912株  31.25豪ドル 26,966,000豪ドル

2016年度 2015年11月18日  27,816人 32株 890,112株  30.32豪ドル 26,988,196豪ドル

 

2016年度のESP報奨は、市場での株式購入によって履行された。

2017年9月30日現在のESPに関して計上した負債は28百万豪ドル(2016年度：27百万豪ドル)であり、その他の従業

員給付に引当計上されている。

 

(ⅴ)　CEO制度

 

CEOのブライアン・ハルツァーが保有している株式報酬契約は、関連制度に関する上記の条件と同じであり、詳

細はセクション1(訳者注：原文の年次報告書のセクション)の「報酬報告書」に記載されている。

 

(ⅵ)　その他の制度

 

ウエストパックはまた、当行グループの小規模な特定部分に制度を提供している。当該制度に基づく給付は、事

業の対象部分の成長および業績に直接連動する。当該制度は、費用および利益の希薄化の観点から個別でも全体で

も当行グループにとって重要ではない。

現在発行済の株式オプションおよび/または新株引受権の保有者全員の氏名がウエストパックのオプション保有

者登録簿に記載され、この登録簿はニュー・サウス・ウェールズ州シドニー市ジョージ・ストリート680番地12階

のLink Market Servicesにおいて閲覧することができる。
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(ⅶ)　公正価値の仮定

 

株式オプションおよび新株引受権の公正価値は、各付与日現在で個別に算定されている。

相対的TSRに基づく業績目標のある新株引受権の公正価値は、モンテカルロ・シミュレーション価格決定モデル

を用いて算定された平均TSRの結果も考慮している。

現金EPS CAGRの業績目標のある新株引受権を含め、業績目標に基づくTSRのない新株引受権の公正価値は、付与

日現在の株価および権利確定期間にわたる予想配当利回りを反映する割引率を参照して評価されている。

その他の重要な仮定には以下が含まれる。

・　権利確定期間が4年間の新株引受権に係るリスク・フリー金利2.1％(CEOに発行された新株式受権については

2.1％)

・　ウエストパック株式に係る配当利回り6.0％(CEOに発行された新株式受権については5.9％)

・　ウエストパック株価のボラティリティ20.7％

・　TSRについては、比較企業グループおよびウエストパックの株価変動におけるボラティリティおよびその相関

係数

 

注記38.　退職年金契約

 

会計方針

当行グループは、確定給付制度の資産または負債について、確定給付債務と制度資産の公正価値の純額で認識し

ている。確定給付債務は、見積将来キャッシュ・フローを質の高い長期社債の金利を用いて割り引いた現在価値と

して算定される。

退職年金費用は営業費用に認識され、再測定はその他の包括利益を通じて認識される。

 

重要な会計上の仮定および見積り

当該制度の債務の保険数理上の評価は一連の仮定によって決まり、主に物価のインフレ、昇給率、死亡率、疾病

率、割引率および投資収益がある。仮定が異なれば制度資産と債務の評価および損益計算書に認識される退職年金

費用の金額が著しく変わる可能性がある。
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2017年9月30日現在、ウエストパックは以下の確定給付制度を有している。

 

制度名 タイプ 給付金の形式
前回の保険数理士による
積立状況の評価日

ウエストパック・グループ

制度(WGP)
確定給付および積立

物価スライド年金および
一括支給

2015年6月30日

ウエストパック・ニュー
ジーランド退職年金制度

(WNZS)
1

確定給付および積立
物価スライド年金および
一括支給

2014年6月30日

ウエストパック・バンキン
グ・コーポレーション英国
従業員退職年金制度(UKSS)

確定給付
物価スライド年金および
一括支給

2015年4月5日

ウエストパック英国医療給
付制度

確定給付 医療給付 該当なし

 

1
　2017年6月30日現在のWNZSの保険数理上の評価は2018年1月に入手可能となるため、該当する場合は2017年6月30日現在の暫

定評価が使用されている。

 

確定給付制度では新規加入者の募集を締切っている。当行グループには、当該制度の積立に対する年次拠出また

は確定拠出項目以外に債務はない。

WGPは、当行グループの主な確定給付制度であり、その信託証書の条件およびオーストラリアにおける関連する

法令に従って運用管理されている。確定給付債務は、現行の加入者の給与および加入期間、また、年金受給者の場

合には物価のインフレに基づいている。

確定給付制度によって、当行グループは以下のリスクにさらされている。

・　割引率‐割引率の下落により将来の支払額の現在価値が増加することになる。

・　インフレ率‐インフレ率の上昇により、年金受給者への支払いが増加することになる。

・　投資リスク‐投資収益の減少により、不足額を相殺するのに必要な拠出金が増加することになる。

・　死亡率リスク‐加入者が仮定よりも長生きすることにより、当行グループが支払うべきキャッシュ・フローが

増加することになる。

・　法令リスク‐確定給付を提供するコストが増加するような法令の変更が行われる可能性がある。

 

投資リスクは、資産クラス間の制度資産の割り当てに関するベンチマークの設定によって管理される。長期的な

投資戦略は、以下の目的のために、比較的高水準なエクイティ投資を利用することが多い。

・　有利かつ長期的な投資リターンを確保する。

・　インフレに対してある程度の防御となる資本の評価増および配当金の増加の機会を提供する。

 

3年に1度の保険数理上の評価に基づいて、WGP、WNZSおよびUKSSの積立の勧告が行われる。この評価により、

2017年9月30日終了事業年度において積立余剰が315百万豪ドル(2016年度：354百万豪ドル)生じた。現在の拠出率

は以下のとおりである。

・WGP－加入者の給与の11.8％でWGPへ拠出される。

・WNZS－加入者の給与の12％でWNZSへ拠出される。

・UKSS－毎年1.05百万ポンドでUKSSへ拠出される。
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拠出

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

雇用主の拠出 33 61 33 61

加入者の拠出 13 14 12 13

 

2018年9月30日に終了する事業年度における雇用主の予想拠出額は32百万豪ドルである。

 

認識された費用

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

当期の勤務費用 42 43 49 41 42

給付純債務に係る利息費用純額 8 7 12 7 7

確定給付費用合計 50 50 61 48 49

 

認識された確定給付残高

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

期末現在の給付債務 2,284 2,476 2,209 2,385

期末現在の制度資産の公正価値 2,289 2,226 2,227 2,160

剰余金/(不足額)純額 5 (250) 18 (225)

確定給付制度の剰余金(注記27) 48 32 48 32

確定給付制度の不足額(注記29) (43) (282) (30) (257)

剰余金/(不足額)純額 5 (250) 18 (225)

 

確定給付債務の平均期間は11年(2016年度：12年)である。
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重要な仮定

 

 連結および親会社

 2017年 2016年

 
オーストラリア
の基金

海外の基金
オーストラリア
の基金

海外の基金

割引率 4.2％ 2.7％-3％ 3.3％ 2.3％

昇給率 3.0％ 3％-5％ 2.8％ 3％-4.8％

インフレ率(年金受給者はインフレ分を増加して
受領する)

2.0％ 2％-3.5％ 1.8％ 2％-3.2％

60歳男性の平均余命 30.8年 27.7-28.9年 30.6年 27.5-28.8年

60歳女性の平均余命 33.7年 29.2-30.3年 33.5年 29.1-30.2年

 

重要な仮定の変動に対する感応度

WGBに関する確定給付債務に係る仮定の変動による影響は、以下の表のとおりである。当行グループのその他の

確定給付制度の仮定について合理的に発生する可能性がある変動は、確定給付債務に重要な影響を与えないと考え

られる。

 

 債務の増加

仮定の変動 2017年 2016年

割引率の0.5％の下落 116 146

年次昇給率の0.5％の上昇 10 19

インフレ率の0.5％の上昇(年金受給者はインフレ分が増額され受領する) 106 122

平均余命の1年の伸び 29 42

 

資産配分

 

 連結および親会社

 2017年 2016年

 
オーストラリア
の基金

海外の基金
オーストラリア
の基金

海外の基金

現金 4％ 2％ 2％ 2％

エクイティ商品 44％ 13％ 42％ 20％

債券 29％ 65％ 26％ 59％

不動産 10％ 10％ 9％ 10％

その他の資産 13％ 10％ 21％ 9％

合計 100％ 100％ 100％ 100％

 

エクイティ商品および負債商品は主に時価のある資産であり、不動産資産およびその他の資産は主に時価がな

い。その他の資産にはインフラ・ファンドおよびプライベート・エクイティ・ファンドが含まれる。
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その他

 

注記39.　監査報酬

 

監査人であるプライスウォーターハウスクーパース(以下「PwC」という。)およびPwCネットワーク・ファームに

属する海外ファームに対する未払報酬は以下のとおりである。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2017年 2016年

 千豪ドル 千豪ドル 千豪ドル 千豪ドル

監査および監査関連報酬     

監査報酬     

PwCオーストラリア 17,886 18,233 17,833 18,189

海外のPwCネットワーク・ファーム 3,225 3,086 852 564

監査報酬合計 21,111 21,319 18,685 18,753

監査関連報酬     

PwCオーストラリア 3,938 1,485 3,739 1,380

海外のPwCネットワーク・ファーム 68 126 65 -

監査関連報酬合計 4,006 1,611 3,804 1,380

監査および監査関連報酬合計 25,117 22,930 22,489 20,133

税務報酬     

PwCオーストラリア 5 23 - 23

海外のPwCネットワーク・ファーム 8 - - -

税務報酬合計 13 23 - 23

その他の報酬     

PwCオーストラリア 1,853 2,380 912 2,176

海外のPwCネットワーク・ファーム 90 614 90 142

その他の報酬合計 1,943 2,994 1,002 2,318

監査報酬および非監査報酬合計 27,073 25,947 23,491 22,474

 

監査人に対する未払報酬は以下のように分類されている。

 

監査 年度末の監査、半期のレビューならびに債券発行および増資に伴うコンフォート・レター

監査関連
会計基準および報告要件に関する相談、規制関連のコンプライアンス・レビュー

ならびに債券および資本の募集に関する保証業務

税務 税務コンプライアンスおよび税務アドバイザリー・サービス

その他
システム保証業務、コンプライアンス・アドバイスおよび統制に関するレビューを含む

様々なサービス
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ウエストパックの方針により、PwCの独立性が損なわれない、または損なわれるように見受けられない場合、な

らびにウエストパックに関する監査人の専門性および経験が重要である場合にのみ、法定監査業務の他の業務につ

いてPwCを利用する。すべてのサービスは、事前承認の方針および手続に従い、監査委員会によって承認された。

PwCはまた、ウエストパックに関連があるが連結対象ではない様々な事業体について、6.0百万豪ドル(2016年

度：8.1百万豪ドル)の報酬を受け取った。これらの非連結事業体には、当行グループが支援する事業体、ウエスト

パック・グループの事業体が受託会社、管理会社または契約当事者である信託、退職年金基金ならびに年金基金が

含まれている。

 

注記40.　関連当事者の開示

 

関連当事者

ウエストパックの関連当事者とは、ウエストパックが支配する、または重要な影響力を行使できる当事者のこと

である。例として、子会社、関連会社、共同支配企業および退職年金制度、ならびに経営幹部およびこれらの関連

する当事者が含まれる。

 

経営幹部(以下「KMP」という。)

経営幹部とは、直接的または間接的にウエストパックの活動を計画、指図および管理する権限および責任を有す

る者である。これにはすべての業務執行取締役および非業務執行取締役が含まれている。

 

親会社

ウエストパック・バンキング・コーポレーションは当行グループの最終的な親会社である。

 

子会社－注記35

親会社には、子会社との間に以下の関連当事者取引および残高がある。

 

取引/残高の種類 詳細な開示箇所

子会社に対する債務/債権の残高 貸借対照表

受取配当金/子会社との取引 注記4

受取利息 注記3

連結納税グループの取引および保証 注記7

保証 注記31

 

子会社に対する債務/債権の残高には、広範にわたる銀行業務およびその他金融業務が含まれている。

親会社と子会社との間の関連当事者取引の条件は、通常の商取引の条件と異なる時がある。親会社と子会社との

間の関連当事者取引は連結時に相殺消去される。
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関連会社－注記35

当行グループは、通常の商取引の条件による広範にわたる銀行業務およびその他金融業務ならびにファンド管理

業務を当行グループの関連会社に提供している。

 

退職年金制度

当行グループは確定拠出制度に対して329百万豪ドル(2016年度：318百万豪ドル)、確定給付制度に対して33百万

豪ドル(2016年度：61百万豪ドル、注記38参照)を拠出した。

 

KMPの報酬

KMPの報酬は以下のとおりである。

 

 短期報酬  退職後給付  
その他の
長期報酬

 退職給付  株式報酬  合計

 豪ドル  豪ドル  豪ドル  豪ドル  豪ドル  豪ドル

連結            

2017年 25,048,403  621,606  156,590  -  16,106,111  41,932,710

2016年 24,423,422  577,061  220,264  -  16,177,450  41,398,197

親会社            

2017年 23,859,466  545,524  156,590  -  15,268,712  39,830,292

2016年 23,265,771  500,968  220,264  -  15,230,171  39,217,174

 

KMPとのその他の取引

KMPは、通常の業務において、当行グループから個人銀行業務および金融投資サービスを受けている。金利およ

び担保などの条件ならびにウエストパックに対するリスクは他の従業員との取引と同様であり、返済についての通

常のリスク以上のものを伴わず、またはその他の不利な特性を示していなかった。

KMPおよびその関連当事者に提供された貸付金の内訳および課された関連利息は、以下のとおりである。

 

  当期利息未払額  
期末現在貸付金

残高
 貸付金を有する

KMPの人数
  豪ドル  豪ドル  

2017年  739,466  15,290,320  9

2016年
1  709,238  16,388,429  9

 

1
　残高は、2016年9月30日現在の個人への追加貸付金を含めるように修正されている。

 

KMPの報酬、新株引受権および株式オプションならびにKMPとのその他の取引の詳細は、セクション1(訳者注：原

文の年次報告書のセクション)の「報酬報告書」に記載されている。
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オプションおよび新株引受権保有数

SECの開示要件を遵守するために、以下の表は、2017年9月30日現在、最高経営責任者およびその他の経営幹部

(その関連当事者を含む)が保有する業績連動型オプション、業績連動型新株引受権および業績目標のない新株引受

権の内訳を示している。

 

 最終行使日
新株引受権
の数

オプション
の数

オプションの
行使価格

マネージング・ディレクター兼最高経営責任者

ブライアン・ハルツァー 2024年10月 1日から2031年10月 1日 664,710 - 該当なし

グループ業務執行役員     

リン・コブリー 2030年10月 1日から2031年10月 1日 179,282 - 該当なし

ブラッド・クーパー 2024年10月 1日から2031年10月 1日 316,120 - 該当なし

デイビッド・カラン 2024年10月 1日から2031年10月 1日 210,876 - 該当なし

ジョージ・フラジス 2024年10月 1日から2031年10月 1日 258,835 - 該当なし

アレクサンドラ・ホルコム 2024年10月 1日から2031年10月 1日 242,930 - 該当なし

ピーター・キング 2024年10月 1日から2031年10月 1日 269,616 - 該当なし

レベッカ・リム 2024年10月 1日から2031年10月 1日 101,518 - 該当なし

デイビッド・リンドバーグ 2024年10月 1日から2031年10月 1日 196,484 - 該当なし

デイビッド・マクレーン 2024年10月 1日から2031年10月 1日 212,538 - 該当なし

クリスティーン・パーカー 2024年10月 1日から2031年10月 1日 219,225 - 該当なし

ゲイリー・サーズビー 2024年10月 1日から2031年10月 1日 112,636 - 該当なし

元グループ業務執行役員     

フィリップ・コフィー 2024年10月 1日から2031年10月 1日 371,237 - 該当なし

 

KMPの持分保有の詳細については、セクション1(訳者注：原文の年次報告書のセクション)の「報酬報告書」に含

まれている。
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注記41．キャッシュ・フロー計算書に係る注記

 

会計方針

現金および現金同等物には、支店およびATMにおける保有現金、海外の銀行への現地通貨建の預け金、ならびに

RBAの口座および海外の中央銀行の口座への預け金を含む中央銀行預け金が含まれる。

 

現金および中央銀行預け金

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

現金 11,006 10,838 9,282 10,492 10,229

中央銀行預け金 7,391 6,177 5,488 5,913 4,957

現金および中央銀行預け金合計 18,397 17,015 14,770 16,405 15,186

 

営業活動から得た/(に使用した)現金・預金(純額)から当期純利益への調整は以下のとおりである。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

当期純利益 7,997 7,460 8,068 7,843 6,307

調整項目：      

減価償却、償却および減損 1,269 1,208 1,671 1,122 1,061

減損費用 1,021 1,261 884 991 1,016

当期法人税額および繰延税額の純(減)/増 (34) (285) (78) (572) (706)

未収利息の(増)/減 (75) 25 115 (81) 9

未払利息の(減)/増 148 (47) (291) 154 (39)

引当金の(減)/増 42 (68) (31) 28 (64)

その他の非現金項目 (242) (311) (1,379) 219 (246)

営業資産および負債の増減考慮前の
営業活動からのキャッシュ・フロー

10,126 9,243 8,959 9,704 7,338

金融派生商品の純(増)/減 (5,042) (5,107) 11,730 (5,378) (3,796)

生命保険に関する資産および負債の純(増)/減 219 (253) (191) - -

その他の営業資産の(増)/減：      

商品有価証券および公正価値で測定するものと
して指定された金融資産

(5,054) 6,755 21,538 (5,194) 6,706

貸付金 (26,815) (38,082) (39,569) (27,677) (35,852)

他の金融機関に対する債権 2,653 (896) (1,000) 1,817 (128)

海外における中央銀行への法定準備預金 308 (209) 497 294 (219)

その他の資産 200 (476) 95 136 4

その他の営業負債の(減)/増：      

損益計算書を通じて公正価値で測定する
その他の金融負債

(681) (4,488) (10,027) (325) (4,861)

預金およびその他の借入金 23,062 38,771 8,526 22,518 33,508

他の金融機関に対する債務 3,859 (73) (1,194) 3,792 459

その他の負債 (15) 312 95 78 284

営業活動から得た/(に使用した)現金・預金(純額) 2,820 5,497 (541) (235) 3,443
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支配を喪失した資産および負債の詳細

支配を喪失した事業体の詳細は、注記35に記載されている。

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

資産:      

現金および中央銀行預け金 - 138 95 - 138

商品有価証券および公正価値で測定するも
のとして指定された金融資産

- - 75 - -

売却可能有価証券 - 1 90 - 1

貸付金 - 132 226 - 132

海外における中央銀行への法定準備預金 - 5 8 - 5

不動産および設備 - 3 11 - 3

繰延税金資産 - 1 36 - 1

無形資産 - 1 450 - 1

その他の資産 - 27 84 - 27

資産合計 - 308 1,075 - 308

負債：      

預金およびその他の借入金 - 264 267 - 264

発行済債券 - - 20 - -

未払法人税等 - 2 14 - 2

引当金 - 1 98 - 1

繰延税金負債 - - 23 - -

その他の負債 - 6 55 - 6

負債合計 - 273 477 - 273

純資産 - 35 598 - 35

非支配持分 - - (84) - -

ウエストパック・バンキング・コーポレー
ション所有者に帰属する株主持分合計

- 35 514 - 35

現金受領額(取引費用控除後) - 34 743 - 34

留保持分の公正価値 - - 745 - -

対価合計 - 34 1,488 - 34

損益にリサイクルされる積立金 - 2 62 - 2

売却に係る利益/(損失) - 1 1,036 - 1

売却による現金受領額の調整      

現金受領額(取引費用控除後) - 34 743 - 34

控除：連結対象から除外された現金 - (138) (95) - (138)

現金対価(支払額)/受取額
(取引費用および保有現金控除後)

- (104) 648 - (104)
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現金を伴わない財務活動

 

 連結 親会社

 2017年 2016年 2015年 2017年 2016年

 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル 百万豪ドル

配当金株式再投資制度に基づき発行された株式 1,452 726 1,412 1,452 726

 

拘束性預金

　2017年9月30日現在、利用可能でない現金および現金同等物の金額は、当行グループにおいては38百万豪ドル

(2016年度：48百万豪ドル)、親会社においてはゼロ(2016年度：ゼロ)であった。

 

注記42.　後発事象

 

　2017年11月3日、当行グループは、ヘイスティングス・マネジメント・プロプライアタリー・リミテッド(以下

「HMPL」という。)に対する持分の売却に関して、ノースヒル・キャピタルと契約を締結したことを発表した。売

却案は、確認のためのデュー・デリジェンスおよび規制当局の承認を得ることを条件としている。

　2017年9月30日終了事業年度以降、本報告書で別途取り扱われておらず、その後の期間における当行グループの

業務、当行グループの経営成績または財政状態に重大な影響を及ぼした、または重大な影響を及ぼす可能性があ

る、他のいかなる事象も発生していない。
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(ⅶ)法定報告書

 

取締役の宣言

 

取締役の意見：

 

a.　原文の年次報告書の「セクション3．2017年9月30日終了事業年度の財務報告書」に記載されている財務書類お

よび注記は、以下を含めて2001年会社法に準拠している。

 

ⅰ　　オーストラリア会計基準、2001年会社規制法(the Corporations Regulations 2001)およびその他の

開示に関する専門的法規に準拠している。

 

ⅱ　　ウエストパック・バンキング・コーポレーションおよび当行グループの2017年9月30日現在の財政状

態および同日に終了した事業年度における業績について真実かつ適正な概観を与えている。

 

b.　ウエストパックがその負債を期限までに返済することができると信ずるに足る合理的な根拠がある。

 

注記1(a)には、この財務報告書が国際会計基準審議会が公表した国際財務報告基準にも準拠しているという記載が

含まれている。

 

取締役は、2001年会社法第295A条で要求される最高経営責任者および最高財務責任者による宣言を与えられた。

 

この宣言は取締役の決議に従って行われている。

 

取締役会を代表して

 

リンジー・マックステッド ブライアン・ハルツァー

会長 マネージング・ディレクター兼最高経営責任者

 

シドニーにて

2017年11月6日
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財務報告に関する内部統制についての経営者の報告書

 

　以下の報告は米国証券取引委員会の規則により義務付けられている。

　ウエストパックの経営者には、1934年改正証券取引法規則13aから15(f)に定められているように、ウエストパッ

クの財務報告に関する適切な内部統制を確立し、維持する責任がある。ウエストパックの内部統制制度は、財務報

告の信頼性および適切な会計基準に準拠した外部報告目的の財務書類の作成について合理的な保証を提供するよう

整備されている。

　ウエストパックの財務報告に関する内部統制は、以下についての方針および手続を含んでいる。それらは、ウエ

ストパックおよびその連結事業体の取引および資産の処分を合理的な詳細で、正確に反映する記録の維持に関係す

るもの、適切な会計基準に準拠した財務書類を作成するために必要な取引が記録されていることについて、また、

ウエストパックの収入および支出はウエストパックおよびその連結事業体の経営者および取締役の承認に基づいて

のみ発生していることについての合理的な保証を提供するもの、ならびに財務書類に重要な影響を及ぼす可能性の

あるウエストパックおよびその連結事業体の資産の未承認の取得、利用または処分の防止または適時発見に関して

合理的な保証を提供するものである。

　固有の制限により、財務報告に関する内部統制は虚偽の表示を防止または発見しない可能性がある。また、将来

の期間における有効性の評価に係る予測は、状況の変化により統制が不適切になる、または方針および手続への準

拠性が低下する可能性があるというリスクを前提としている。

　ウエストパックの経営者は、最高経営責任者および最高財務責任者の関与のもと、トレッドウェイ委員会組織委

員会(以下「COSO」という。)が規定した「2013年版内部統制－統合的枠組み」の基準に基づき、2017年9月30日現

在のウエストパックの財務報告に関する内部統制の有効性を評価した。この評価に基づき、経営者はウエストパッ

クの財務報告に関する内部統制は2017年9月30日現在有効であったと判断した。

　2017年9月30日現在のウエストパックの財務報告に関する内部統制の有効性は、独立登録会計事務所であるプラ

イスウォーターハウスクーパースによって監査され、本報告書に掲載されている監査報告書において表明されてい

る。
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２ 【主な資産・負債及び収支の内容】

 

第一部　第６　１「財務書類」の「財務書類注記」及び第一部　第２「企業の概況」3. (2) (b)「主な変更事

項」を参照。

 

３ 【その他】

 

　(1) 決算日後の状況

　第一部　第６　１「財務書類」の「財務書類注記」の注記42を参照。

 

　(2)訴訟

　当行の事業体は、随時、当行の事業上の行為について提起された訴訟において被告となっており、重大な

訴訟（もしあれば）については、第一部　第６　１「財務書類」の「財務書類注記」の注記31及び第一部　

第２　３　（２）(b) 「主な変更事項」に記載されている。適切である場合には、当該訴訟について引当金

を計上した上、財務書類において開示している。

 

４ 【オーストラリアと日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違】

 

　本書記載の財務書類は、オーストラリアの会計基準（以下「AAS」という。）に基づいて作成されている。

また、当該財務書類は、国際会計基準審議会によって公表されている国際財務報告基準に準拠している。AAS

は、日本で一般に公正妥当と認められている会計原則（以下「日本基準」という。）と特定の点において相違

する場合がある。当該財務書類を日本基準に基づいて表示した場合、財務書類の表示に関して、遡及的な影響

のある多数の主観的な決定及び選択を行うことが要求される可能性がある。当行はそのような決定及び選択を

しなかった。

　当行は、当該財務書類に対する日本基準への調整又はAASと日本基準との相違の数値化を試みていない。さ

らに以下のパラグラフに記載されている個別の相違以外にも、より重要性の高いその他の相違が存在する可能

性がある。当行は今後、このような財務書類の調整又はそのような相違を数値化するつもりはない。

　2017年度の財務情報を日本基準で表示した場合、特に以下の事項において、結果的にAASに基づいた場合と

相違が生じることが見込まれる。
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貸付金に係る貸倒引当金

オーストラリアでは、当行グループは、個別で重要性のある金融資産については個別に、また、個別では重要

性はない金融資産については個別にあるいは包括的に、減損に関する客観的証拠が存在するか否かを最初に評価

する。当行グループが、個別に評価された金融資産（重要性があるか否かを問わない。）について減損に関する

客観的証拠が存在しないと判断する場合は、かかる資産を同様の信用リスク特性を有する金融資産のグループに

含め、減損について一括評価する。個別に減損が評価される資産及び減損が生じている、又は引き続き生じてい

ると認識されている資産は、減損の一括評価には含まれない。

貸付金及び債権に係る減損が生じているという客観的証拠がある場合、損失額は資産の帳簿価額と金融資産の

当初の実効金利で割引かれた見積将来キャッシュ・フロー（発生していない将来の信用損失を除く）の現在価値

との差額として測定される。資産の帳簿価額は引当金勘定を用いて減額され、損失額は損益計算書において認識

される。貸付金の金利が変動金利である場合、減損を測定する際の割引率は契約に基づいて決定された現行の実

効金利になる。

日本においては、「実質破綻先」及び「破綻先」に分類された債権について、個別債務者毎に担保で保全され

ていない債権額を予想損失額として見積もり、当該予想損失額に相当する額を貸倒引当金として計上するか、直

接償却する。「破綻懸念先」に分類された債権については、原則として個別債務者毎に合理的と認められる今後

の一定期間における予想損失額を見積もり、予想損失額に相当する額を貸倒引当金として計上する。上記以外の

債権に対する引当金については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率に基づき計上して

いる。特別海外債権に対する引当金については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずると予想される損失額

を計上している。

 

未収利息不計上（延滞）債権に関する利息

オーストラリアでは、減損した債権に係る利息は、その債権の当初の実効金利で認識される。この実効金利

は、減損を測定する目的上、将来キャッシュ・フローを割引く際にも利用される。

日本においては、「破綻懸念先」、「実質破綻先」及び「破綻先」に対する債権は、未収利息の計上が停止さ

れる。

 

法定準備金

日本においては、銀行法で、剰余金の配当をする場合には、当該配当の五分の一を資本準備金又は利益準備金

として計上することを定めている。これらの準備金の合計額が資本金の額に達した場合には、かかる金額を計上

する必要はない。

オーストラリアでは、このような会計処理は要求されていない。

 

貸付金手数料

オーストラリアでは、貸付の実行又は契約締結に係る手数料収入（及び直接費用）はすべて繰延べられ、貸付

金の実効金利に対する調整として認識される。

日本においては、貸付金手数料は発生ベースで計上されるのが一般的である。
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有形固定資産

当行は、有形固定資産を取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を差し引いた価額で計上している。

有形固定資産の回収可能価額への評価減は、損益計算書上に費用として認識される。将来において減損損失が減

少した場合、減損損失が戻し入れられることがある。

日本においては、「固定資産の減損に係る会計基準」において、長期性資産の割引前見積将来キャッシュ・フ

ローが帳簿価額より低い場合に、当該帳簿価額と回収可能価額の差額が減損損失として計上される。減損損失の

戻入れは禁止されている。

 

のれん

オーストラリアでは、のれんは償却されないが、年に一度及びのれんの減損の可能性が示唆されるときは何時

でも、減損テストが要求される。のれんは、減損テストの目的上、資金生成単位に配分される。資金生成単位の

帳簿価額が回収可能価額を上回る場合、のれんは損益計算書を通じて評価減される。

日本においては、のれんについては、「企業結合に関する会計基準」において、20年以内のその効果の及ぶ期

間にわたり、定額法その他の合理的な方法により規則的に償却されている。ただし、のれんの金額に重要性が乏

しい場合には、当該のれんが生じた事業年度の損益計算書に費用計上することができる。また、のれんは、「固

定資産の減損に係る会計基準」の適用を受ける資産であり、これに基づき、償却された帳簿価額の減損テストが

行われる。

 

無形資産

オーストラリアでは、無形資産の耐用年数について「確定できる」又は「確定できない」のいずれかに判断さ

れる。

すべての関連要因の分析に基づき、事業体に対するキャッシュ・フローを生み出す期間について予測可能な制

限がない場合、当該無形資産の耐用年数は確定できないものと見なされる。耐用年数が確定できない無形資産は

償却されないが、年に一度減損テストが実施される。耐用年数が確定できる無形資産は、当該無形資産の見込ま

れる利用可能期間である耐用年数にわたり償却される。

日本においては、一般に、無形資産は、定額法により償却される。

 

リース不動産引当金

オーストラリアでは、未入居のリース物件又はサブ・リース物件に関して、リース費用がその予測リース料収

入を上回る場合、当該リース物件上生じる正味支出額を補うため引当金を設定している。当該引当金額は、正味

将来キャッシュ・フローの現在価値に基づいて算定される。

日本においては、このような引当金の計上は行われない。
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不動産抵当貸付金の取得手数料

オーストラリアでは、貸付金の取得のために外部に支払われた手数料等は資産計上され、貸付金の存続期間に

わたり貸付金実効金利の一部として償却される。

日本においては、「金融商品会計に関する実務指針」において金融資産（デリバティブを除く。）の取得時に

おける付随費用（支払手数料等）は、取得した金融資産の取得価額に含められる。ただし、経常的に発生する費

用で、個々の金融資産との対応関係が明確でない付随費用は、発生時に費用計上することができる。

 

資産管理事業の取得費用

オーストラリアでは、新規事業の取得に付随する生命保険活動に関連する費用及び新規事業の取得に直接的に

付随する投資管理事業に関連する費用は、資産として計上され、損益計算書において関連する収益の認識と同様

の基準にて償却される。

日本においては、そのような費用は発生時に費用計上される。

 

金融商品の認識の中止

オーストラリアでは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する権利が消滅したとき、あるいは資産の

保有による実質的にすべてのリスク及び便益を譲渡したときに、金融商品の認識を中止する（例えば、金融資産

の無条件の売却など）。資産の保有による実質的にすべてのリスク及び便益を留保した場合には、金融商品の認

識を中止せず、この取引は担保借入として会計処理する。逆に、資産の保有による実質的にすべてのリスク及び

便益について譲渡も留保もしていない場合、企業が資産の支配を保持しているかどうかを判断する必要がある。

支配の有無は、資産を売却できる譲受人の実質的な能力に依存する。企業が支配を喪失したときには資産の認識

を中止する。企業が支配を保持している場合には、継続的な関与の範囲で資産の認識を続ける。

受け取った金額と資産の帳簿価額との差額は、認識の中止時に損益計算書上で認識する。以前、株主持分に計

上していた資産の公正価値に係る調整は、損益計算書に振替えられる。取引から新たに生じた資産や負債はその

公正価値で認識する。

日本においては、「金融商品に関する会計基準」に基づき、次の３つの要件がすべて満たされた場合には金融

資産の消滅を認識しなければならない。(ⅰ)譲渡された金融資産に対する譲受人の契約上の権利が譲渡人及びそ

の債権者から法的に保全されていること(ⅱ)譲受人が譲渡された金融資産の契約上の権利を直接又は間接に通常

の方法で享受できること(ⅲ)譲渡人が譲渡した金融資産を当該金融資産の満期日前に買い戻す権利又は義務を実

質的に有していないこと。
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金融負債及び資本の分類

オーストラリアでは、負債若しくは資本に含まれる金融商品の適切な分類の判定については、AASの指針は１

つの包括的な基準であるAASB第132号「金融商品：表示」に記載されている。AASB第132号の基本的な前提は、法

的な形態よりも契約関係の実質を評価することである。金融商品の発行体が保有者に対し現金、別の金融資産又

は企業自身の可変数の資本性金融商品を引き渡す契約上の債務（諸条件に明記のもの、あるいは諸条件を通して

間接的に明示されるものの双方を含む）を負う場合、契約債務の決済方法にかかわりなく、当該金融商品は金融

負債の定義を満たすことになる。

償還条項のない優先株式、あるいは発行体のオプションにおいてのみ償還可能でかつ発行体の裁量により分配

を行える優先株式は、株主持分に分類される。発行体が確定した日又は確定可能な将来の日において確定した金

額又は決定可能な金額での償還を求められる優先株式でかつ分配が発行体の裁量において行うことができない優

先株式は、負債に分類される。しかしながら、配当を自由裁量で行いうる場合には、当該商品は負債部分と資本

部分を併せ持つ複合商品として扱われる。保有者が償還を求めるオプションを有しており、かつ分配を発行体の

自由裁量により行うことができない優先株式は、負債として分類される。この他に、区分処理が求められる可能

性のある組込プット・オプションがある。

日本においては、負債と資本の区分についての詳細な指針はない。しかし、優先株式等の金融商品は、通常会

社法上の法的な形態により負債と資本に分類される。

 

ヘッジ会計

オーストラリアにおいては、公正価値ヘッジ、キャッシュ・フロー・ヘッジ及び在外事業に対する純投資ヘッ

ジを含む３種類のヘッジ会計が利用されている。公正価値ヘッジについては、ヘッジ手段の公正価値の変動は損

益として認識される。キャッシュ・フロー・ヘッジ及び在外事業に対する純投資ヘッジについては、ヘッジ手段

の公正価値の変動は、ヘッジの有効部分はその他の包括利益として認識され、無効部分については損益として認

識される。ヘッジの有効性テストの方法は、ヘッジ文書において記載されなくてはならず、いかなる簡便法も認

められていない。

日本においては、「金融商品会計に関する実務指針」に基づき、公正価値とキャッシュ・フローの変動に対す

るエクスポージャーの管理を目的としてヘッジ会計が行われる。原則として繰延ヘッジが適用されるが、例外的

に時価ヘッジも認められている。

(ⅰ)繰延ヘッジ

ヘッジ手段に係る損益は発生時に認識せず、純資産の部に表示し、ヘッジ対象に係る損益が認識された際に損

益に振り替えられる。

(ⅱ)時価ヘッジ

ヘッジ対象とヘッジ手段の両方が公正価値で測定され、その損益は損益計上される。現行の規則の下では、

「その他有価証券」についてのみ時価ヘッジが認められている。
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ヘッジ全体が有効であると判定され、ヘッジ会計の要件が満たされている場合には、ヘッジ手段に生じた損益

のうち結果的に非有効となった部分についても、ヘッジ会計の対象として繰り延べることができる。ヘッジの有

効性テストは、ヘッジ手段及びヘッジ対象の主な契約条件が同一であり、また、市場レート又はキャッシュ・フ

ローの変動が完全に相殺されることが予想される場合に省略することができる。

 

複数要素取引－カスタマー・ロイヤリティ・プログラム

オーストラリアにおいては、解釈指針第13号「カスタマー・ロイヤリティ・プログラム」に従い、顧客がクレ

ジットカード・ロイヤリティ・プログラムに基づき財又はサービスの購入に関する特典クレジットを受け取る取

引は、複数要素取引として会計処理される。このような取引の場合、収益は、取引における個別に識別可能な各

構成要素に対してそれぞれ割り当てられる。特典クレジットに割り当てられる金額はその公正価値（特典クレ

ジットが個別に売られた場合の金額）で認識される。この構成要素は、ロイヤリティ・ベネフィットが実現した

時点で収益として認識される。

日本においては、このようなカスタマー・ロイヤリティ・プログラムに関する会計処理に関する明確な指針は

規定されていない。しかし、当初の売上時点で特典クレジットを区分せず全額を収益として計上し、財貨又は

サービス提供の見積もりによる将来の費用を計上する引当金方式が一般的である。

 

従業員給付

オーストラリアにおいては、確定給付制度の再測定（数理計算上の差異、及び利息収益と制度資産に係る運用

収益の差異を含む。）の全額が、当該損益が発生した年度において利益剰余金において直接認識される。当該金

額は包括利益計算書上に反映されている。

日本では、「退職給付に関する会計基準」及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」により、年金資産控

除後の確定給付債務の全額が貸借対照表に計上されている。過去勤務費用及び数理計算上の差異の発生額のうち

その期に費用処理されない部分は、貸借対照表のその他の包括利益累計額に計上される。過去勤務費用及び数理

計算上の差異は、その後の期間にわたって費用処理され、当期純利益を構成する。

 

企業結合

オーストラリアにおいては、AASB第３号「企業結合」の下、

a. 買収関連費用は、発生した会計期間の損益計算書において費用として認識される。

b. 超過収益及び条件付対価は買収日現在の公正価値で測定される。買収後の事象に関連する、又は測定期間

外に行われるその後の再測定（該当ある場合）は、損益計算書において認識されることになる。
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c. 支配権の取得以前に保有していた株主持分に影響を与える段階的な買収は、公正価値で再測定され、その

損益は損益計算書において認識される。同様に、支配権を喪失した場合、残存持分の公正価値とその帳簿価額と

の差異はすべて、損益計算書において認識される。

d. 支配権が維持されている間、非支配持分に係る取引は、持分取引として処理されることになる。

日本においては、「企業結合に関する会計基準」に基づき、取得関連費用については、発生した事業年度の費

用として処理する。かかる取扱いは、支配の喪失をもたらさない非支配持分との取引についても同様である。ま

た、買収会社は、買収後の事象に関連する条件付対価について、のれんを調整することができ、当該調整は、暫

定的な報告期間に限らず認められる。
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第７ 【外国為替相場の推移】

日本円と豪ドルとの間の為替相場は、国内において時事に関する事項を記載する２以上の日刊新聞紙に最近５年

間の事業年度において掲載されているので、本項の記載を省略する。
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第８ 【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

１ 【日本における株式事務等の概要】

(1) 株式の名義書換取扱場所及び株主名簿管理人

本邦には当行の株主名簿管理人又は名義書換取扱場所はない。

日本の個人投資家又は機関投資家が当行の普通通株式（「当行株式」）を売買するにあたっては、株主名簿

管理人に代わり、証券会社がその取得窓口となり、当該当行普通株式をオーストラリアにおける保管機関又は

その名義人（「現地保管機関」）の名義で当行に登録する。株券は、日本における実質株主に代わり現地保管

機関によって保管されている。実質株主には、当行株式の購入に係る窓口証券会社の預り証が交付されるが、

この預り証は譲渡することができない。

実質株主と、窓口証券会社との間に約款を締結する必要がある。当該約款により実質株主の名義で外国証券

取引口座（「取引口座」）が開設される。売買の執行、売買代金の決済、当行株式の保管及び当行株式に係わ

るその他の取引に関する事項はすべてこの取引口座により処理される。

機関投資家で窓口証券会社に当行株式の保管の委託をしない者は、外国証券である当行株式の取引に関する

契約を窓口証券会社と締結することになる。売買の執行、売買代金の決済及び当行株式の取引に係わるその他

の支払いに関する事項はすべて窓口証券会社と機関投資家の間の契約の条項に従い処理される。

 

(2) 株主に対する特典

該当なし。

 

(3) 株式の譲渡制限

該当なし。ただし、当行の取締役会は、ASX上場規則により認められる場合、当行の株式の譲渡を防ぐため

の要求又は譲渡登録を拒絶するための措置を講ずることができる（ASX上場規則によりその義務がある場合

は、当該措置を講じなければならない。）。この場合、取締役会は、株式の保有者、譲受人及び株式仲介人が

いれば、それらに対して要求又は拒絶することを書面にて通知しなければならない。
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(4) その他の株式事務に関する事項

(イ) 決算期

毎年９月30日

 

(ロ) 定時株主総会

毎暦年少なくとも１回、決算期終了後５か月以内に開催される。

 

(ハ) 基準日

当行の株式に対する配当を当行から受領する権利を有する株主は、配当支払いのため取締役会が定める基

準日における当行の株主名簿上の登録名義人であり、窓口証券会社から配当を受領する権利を有する実質株

主は、日本国での同一の暦日現在で窓口証券会社が自社に取引口座を持つ全実質株主について作成した実質

株主明細表上の実質株主である。

 

(ニ) 株券に関する手数料

日本における当行株式の実質株主は、窓口証券会社に取引口座を開設し、これを維持するために外国証券

取引口座約款に従って年間口座管理料の支払いをする必要がある。この管理料には現地保管機関の手数料そ

の他の費用を含む。

 

(ホ) 公告掲載新聞名

当行は、実質株主のために、日本国内において一定の事項を日本経済新聞に掲載して公告する。

 

２ 【日本における実質株主の権利行使に関する手続等】

(1) 実質株主の議決権行使に関する手続

議決権の行使は実質株主が窓口証券会社を通じて行う指示に基づき、現地保管機関又はその名義人が行う。

実質株主が特に指示しない場合、現地保管機関又はその名義人は議決権の行使を行わない。

 

(2) 配当請求に関する手続

配当金は、窓口証券会社が現地保管機関又はその名義人から一括受領し、取引口座を通じて実質株主明細表

に記載された実質株主に交付される。

株式配当、株式分割については、原則として窓口証券会社が現地保管機関又はその名義人から一括受領し、

実質株主の口座に振り込まれる。ただし、端数株式については、市場で売却処分し、その売却代金は窓口証券

会社が現地保管機関又はその名義人から一括受領し、実質株主に交付する。
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当行株主は、株主としての新株予約権はないが、株主に対して新株予約権が付与された場合には、当該新株

予約権は、実質株主が特に要請した場合を除き、オーストラリアで売却され、その売却代金は窓口証券会社が

現地保管機関又はその名義人から一括受領し、各取引口座を通じて実質株主に交付する。

配当金株式再投資制度は現地保管機関又はその名義人の名義で当行株式を保有する日本における実質株主に

対しては適用されない。

 

(3) 株式の移転に関する手続

実質株主は窓口証券会社の発行した預り証を提示した上でその持株の保管替え又は売却注文を行うことがで

きる。

実質株主と窓口証券会社との間の決済は円貨による。

 

(4) 配当等に関する課税上の取扱い

(イ) 配当

日本の居住者たる個人又は日本の法人が支払いを受ける配当金については、オーストラリアにおいて当該

配当の支払いの際に徴収されたオーストラリアの連邦、州その他の地方公共団体の所得税があるときは、こ

の額を控除した後の金額に対して、当該配当の支払いを受けるべき期間に応じ、下表に記載された源泉徴収

税率に相当する金額の日本の所得税・住民税が一定の状況下で源泉徴収される。

 

配当課税の源泉徴収税率

配当を受けるべき期間 国内の法人 国内の個人居住者

2014年１月１日から2037年12月31日まで 所得税15.315％ 所得税15.315％、住民税５％

2038年１月１日以降 所得税15％ 所得税15％、住民税５％

(注記)

2013年１月１日から2037年12月31日までの期間、「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法」により、上記に従って算出された各所得税額に対して2.1パーセントの税率による「復興特別

所得税」が上乗せされて課されるため、税率は上記のとおりとなる。
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日本の居住者たる個人は、当行から株主に支払われる配当については、源泉徴収がなされた場合には確定

申告をする必要はなく、また当該配当については、配当金額の多寡に関係なく確定申告の対象となる所得金

額から除外することができる。

2009年１月１日以降に当行から株主に支払われる配当については、日本の居住者たる個人は、申告分離課

税を選択することが可能である。申告分離課税を選択した場合の確定申告の際の税率は、2014年１月１日か

ら2037年12月31日までに当行から当該個人株主に支払われる配当については20.315パーセント（所得税

15.315パーセント、住民税５パーセント）、2038年１月１日以降に当行から当該個人株主に支払われる配当

については20パーセント（所得税15パーセント、住民税５パーセント）であるが、かかる配当所得（及び一

定の公社債の利子等（2016年１月１日以降））の金額の計算においては、上場株式等（及び一定の公社債

（2016年１月１日以降））の売買損を控除することができる。

なお、個人株主についての配当控除及び法人株主についての受取配当の益金不算入の適用はない。オース

トラリアにおいて課税された税額は、日本の税法上の規定に従い、外国税額控除の対象となることがある。

 

(ロ) 売買損益

当行株式の日本における売買に基づく損益についての課税は、日本の会社の株式の売買損益課税と同様で

ある。また、上場株式等（及び一定の公社債（2016年１月１日以降））の売買損については、当行株式及び

その他の上場株式等の配当所得（並びに一定の公社債の利子等（2016年１月１日以降））の金額(申告分離

課税を選択したものに限る）から控除することができる。

 

(ハ) 相続税

当行株式を相続し又は遺贈を受けた日本の居住者たる個人又はその他法定の要件に該当する個人には、日

本の相続税法に基づき相続税が課せられるが、国外で日本の相続税に相当する税が課される場合など、外国

税額控除が認められる場合がある。

 

(5) その他諸通知報告

当行が株主に対して行う通知及び連絡は株式の登録所持人たる現地保管機関又はその名義人に対してなされ

る。現地保管機関はこれを窓口証券会社に送付する義務があり、窓口証券会社は実質株主から実費を徴収して

これをさらに各実質株主に個別に送付する義務がある。ただし、実質株主がその送付を希望しない場合又は当

該通知若しくは通信が性格上重要性の乏しい場合は、個別に送付することなく窓口証券会社の店頭に備え付

け、実質株主の閲覧に供される。
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第９ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

該当なし（当行は金融商品取引法第24条第１項第１号及び第２号に該当しないため。）。

 

２【その他の参考情報】

2016年（平成28年）10月１日から本書提出日までの間に、次の書類を提出している。

 

(1)　有価証券報告書（自2015年10月１日至2016年９月30日）及びその添付書類：2016年12月16日提出

(2)　発行登録書（募集）及びその添付書類：2016年12月16日提出

(3)　発行登録書（売出）及びその添付書類：2016年12月16日提出

(4)　有価証券報告書の訂正報告書（上記(1)の訂正）：2016年12月22日提出

(5)　発行登録書（募集）及びその添付書類：2016年12月22日提出

(6)　発行登録書（売出）及びその添付書類：2016年12月22日提出

(7)　半期報告書（自2016年10月１日至2017年３月31日）及びその添付書類：2017年６月16日提出

(8)　訂正発行登録書（売出）：2017年６月28日提出

(9)　発行登録追補書類（売出）及びその添付書類：2017年７月６日提出

(10) 訂正発行登録書（売出）：2017年８月７日提出

(11) 発行登録追補書類（売出）及びその添付書類：2017年８月16日提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

第１ 【保証会社情報】

１ 【保証の対象となっている社債】

 

該当なし。

 

２ 【継続開示会社たる保証会社に関する事項】

 

該当なし。

 

３ 【継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項】

 

該当なし。

 

 

 

 

第２ 【保証会社以外の会社の情報】

該当なし。

 

 

 

 

第３【指数等の情報】

該当なし。
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(訳文)

ウエストパック・バンキング・コーポレーションのメンバーに対する独立監査人の報告書

 

財務報告書の監査についての報告書

監査人の意見

　私どもの意見では、添付のウエストパック・バンキング・コーポレーション(以下「親会社」という。)およびそ

の被支配会社(以下総称して「グループ」という。)の財務報告書は、以下を含めて2001年会社法に準拠している。

(a) 親会社およびグループの2017年9月30日現在の財政状態および同日に終了した事業年度の財務成績について真

実かつ適正な概観を与えている。

(b) オーストラリアの会計基準および2001年会社規制法に準拠している。

 

監査対象

　添付の財務報告書は以下で構成されている。

・2017年9月30日現在の連結および親会社貸借対照表

・同日に終了した事業年度の連結および親会社損益計算書

・同日に終了した事業年度の連結および親会社包括利益計算書

・同日に終了した事業年度の連結および親会社持分変動計算書

・同日に終了した事業年度の連結および親会社キャッシュ・フロー計算書

・財務書類注記(重要な会計方針の説明を含む)

・取締役の宣言

 

監査意見の根拠

　私どもはオーストラリア監査基準に準拠して監査を実施した。本基準のもとでの私どもの責任は、本報告書の

「財務報告書の監査に対する監査人の責任」のセクションに詳述されている。

　私どもは、私どもが入手した監査証拠が、監査意見表明のための基礎を得るのに十分かつ適切であると判断して

いる。

 

独立性

　私どもは、オーストラリアにおける財務報告書の監査に関連のある2001年会社法の監査人の独立性に関する規定

および職業的監査人倫理基準審議会のAPES 110「職業的監査人の倫理規定(以下「規定」という。)」における職業

倫理に関する規定に準拠して、グループから独立している。さらに私どもは、当規定に準拠してその他の倫理上の

責任を果たしている。
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監査アプローチ

　監査は、財務報告書に重要な虚偽表示がないかどうかに関する合理的な保証を得るように立案されている。虚偽

表示は不正または誤謬から発生する可能性がある。個別にまたは集計すると、当該財務報告書の利用者の経済的意

思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

 

グループ監査の重要性基準値

・私どもの監査の目的上、531百万豪ドルをグループ監査の全体的重要性基準値として設定した。これ

はグループの税引前利益の約5％に相当する。

・私どもは、本基準値を用い、定性的な観点からの検討を加えた上で、監査の範囲ならびに実施すべ

き監査手続の種類、実施時期および範囲を決定し、虚偽表示が全体としてのグループの財務報告書

に与える影響を評価した。

・税引前利益を選択した理由は、同利益が財務書類の主要指標であり、また、私どもの考えでは、グ

ループの業績を測定する際のベンチマークとするのが通常だからである。

・私どもは、職業的専門家としての判断に基づき、一般的に認められている利益関連の基準値の範囲

内でもあることに留意して、5％という基準値を使用した。

 

グループ監査の監査範囲

・私どもは、例えば仮定および本質的に不確実な将来の事象を伴う重要な会計上の見積りなど、グ

ループが重要な判断を行った領域を監査の重点項目とした。

・私どもは、グループの地域的および経営上の構造、グループ内の各事業部門の重要性およびリスク

特性、グループの会計処理プロセスおよび統制、金融サービス業界およびグループが営業活動を

行っているより広域な経済要因等を考慮して、全体としての財務報告書に対する意見を提供できる

ように私どもの監査の範囲を決定した。私どもはまた、監査チームが複雑な銀行グループの監査に

必要な適切なスキルと能力を有していることを確認した。これには、個人向け、事業向けおよび金

融機関向けの銀行業務ならびに資産管理サービスの業界に関する専門家、また、IT、保険数理、税

務、財務および評価の専門家が含まれる。

・私どもは、財務上最も重要な事業である、コンシューマー・バンク、ビジネス・バンクおよびウエ

ストパック・インスティテューショナル・バンク部門の監査を実施した。私どもの監査の目的上、

グループの財務活動は、システムおよび統制が共通であることを考慮して、ウエストパック・イン

スティテューショナル・バンク部門に含まれている。さらに、私どもは、ウエストパック・ニュー

ジーランド、BTファイナンシャル・グループ(オーストラリア)部門およびグループ事業部門に関連

して、財務書類上の特定の勘定科目に対する監査手続を実施した。

・実証的手続および分析的手続を含め、さらなる監査手続が残高および連結プロセスに対して実施さ

れた。これらの部門において実施された手続は、グループ全体で実施された追加手続とともに、全

体としての財務報告書に対する意見を表明するのに十分な監査証拠を形成している。
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監査上の主要な事項

監査上の主要な事項とは、私どもの職業的専門家としての判断において、当事業年度の財務報告書の監査で最も重

要な事項である。監査上の主要な事項は、全体としての財務報告書の監査という観点から、また、それに対する私

どもの意見の形成において対応されているが、各事項に個別の意見を表明しない。さらに、特定の監査手続の結論

に関する記載は、その観点において記載されている。以下の監査上の主要な事項は、親会社とグループの双方の監

査に関連するものである。

 

監査上の主要な事項 監査上の主要な事項に対する監査上の対応方法
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貸付金の減損費用に対する引当金

(連結財務書類注記14を参照)

私どもは、貸付金に対する減損引当金の必要性の

決定とその後の当該引当金の算定においてグルー

プによる判断の主観性および複雑性が高いことか

ら、この領域を重点項目とした。

特定の基準値を上回る貸付金の減損費用に対する

引当金は、将来における現金返済およびこれらの

貸付金に関してグループが保有する担保の実行に

よる収入の見積額を参照し、グループにより個別

に評価される。

個別評価された貸付金が減損していない場合、類

似したリスク特性を有する貸付金のグループに当

該貸付金を含めて、上記の特定の基準値を下回る

貸付金と合わせ、グループが開発した内部モデル

を用いてポートフォリオ毎に減損の一括評価を行

う。

貸付金の減損費用に対する引当において主要な要

素には、以下が含まれる。

・減損貸付金の識別および個別評価引当金の計算

の裏付けとなるキャッシュ・フロー予測(保有す

る担保の見積実現可能価額を含む)。

・一括評価引当金の計算に用いる減損モデルの設

計、ならびに減損モデルで使用する、識別され

ていない減損に関する損失出現期間(以下「EP」

という。)、デフォルト確率(以下「PD」とい

う。)およびデフォルト時損失率(以下「LGD」と

いう。)などの要素を含む重要な仮定の適切性。

・単一産業都市および鉱業セクターにおける資産

価値の継続的下落の現状など、そのままでは減

損モデルに盛り込まれない損失出現傾向または

特定の状況を反映するために減損モデルの計算

に付加されている経済的観点。

貸付金減損引当金の見積りに伴う主観性の水準が

高いことを前提とすると、私どもの監査上の重点

領域の1つは、計算および基礎となる仮定が前年度

に適用されたものと整合しているかどうか、ある

いは、変更が状況に照らして適切であることを検

討することである。

損失率および損失出現期間を含む、減損費用に対

する引当金の算定における重要な会計上の見積り

私どもは、貸付金の減損費用に対する引当に関す

る主要な統制の整備状況を評価し、運用状況の有

効性テストを実施した。

主要な統制には以下が含まれる。

・減損モデルがグループの貸付金ポートフォリオ

における信用リスクに適切な方法で調整されて

いるかをグループが継続的に再評価を行ってい

ることを含むガバナンス

・個々の貸付金の信用度低下を適時に識別する統

制

・基礎となるソースのシステムと減損モデルの間

でデータの管理・転送を行うITシステムに固有

の統制

・減損モデルのアウトプットに関するレビューお

よび承認プロセス、ならびに当該減損モデルの

アウトプットに適用される調整およびその経済

的観点

個別評価引当金のサンプルについて、私どもが実

施した手続には以下が含まれる。

・グループが知りうる債務者に関する最新の状況

および減損引当金測定の基礎を検討した。

・回収金額と時期の両方に関連する重要な仮定を

含め、グループが作成した減損債務者の予測

キャッシュ・フローを検証した。

・保有している担保の評価を外部の証拠(入手可能

な場合)と比較し、独立した専門家の助言が、

(ⅰ)最新のものであり、(ⅱ)特定の債務者に関

して従っている戦略と整合しており、(ⅲ)その

目的において適切であり、(ⅳ)減損の計算に使

用されていることを評価した。

減損モデルを用いて計算された一括評価引当金に

ついて、私どもが実施した手続には以下が含まれ

る。

・特定のポートフォリオについて、PDやLGDなど、

モデルの重要な仮定を用いて一括評価引当金の

再計算を実施した。

・重要な仮定に係る分析を実施し、商品別および

地域別の貸付金引当率を含む主要な比率を検討

した。

・減損引当金の測定の基礎に関連するため、一括

評価引当金のサンプルについては、グループに

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

523/538



および仮定について説明している、連結財務書類

注記の注記14を参照のこと。

提供された債務者に関する最新の財務情報につ

いて検討した。

モデルの計算に対する経済的観点について、私ど

もは、グループのモデルに盛り込まれていない事

象によって減損が影響を受ける可能性を考慮し、

経済的観点(例えば、単一産業都市および鉱業セク

ターに関して)が適切であるかを評価した。
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公正価値で保有する金融商品の評価

(連結財務書類注記23を参照)

グループが公正価値で保有する金融商品に含まれ

るのは、デリバティブ資産および負債、商品有価

証券、売却可能有価証券、生命保険に関する資産

および生命保険債務、様々な負債商品、および公

正価値で測定するものとして指定される特定のそ

の他の資産および負債である。

グループの金融商品は主に市場相場価格(レベル1)

または市場で観察可能な価格(レベル2)を使用して

評価される。「レベル3」または「評価困難」の残

高は前事業年度と同様の水準であり、レベル1およ

びレベル2商品と比べて大幅に少ない。

私どもがこの領域に重点を置いた要因が2つある。

第1に、資産合計の15％、負債合計の11％と、公正

価値で保有する金融商品の比率が高いことであ

る。第2に、金融商品の公正価値の見積りには、判

断および固有の複雑性が伴うことである。

レベル2の評価プロセスの特に主観的な点は、信用

評価調整および負の信用評価調整(以下「CVA」お

よび「DVA」という。)ならびに資金調達評価調整

(以下「FVA」という。)など、無担保デリバティブ

のポートフォリオに適用される調整である。

CVAおよびDVAの調整は、予想される将来の市場の

ボラティリティおよび信用リスクなどの要因に影

響されやすい。FVAの調整は、市場取引で観察され

る資金調達レートに影響されやすいが、このレー

トは価格決定の他の要素から分離することが困難

である。

「レベル」および使用された評価手法の説明につ

いては、連結財務書類注記の注記23を参照のこ

と。

私どもは、公正価値で保有する金融商品の評価に

対する主要な統制の整備状況を評価し、運用状況

の有効性テストを実施した。主要な統制には以下

が含まれる。

・評価プロセスに対するガバナンスの仕組みおよ

び監視(デリバティブ評価調整に対するものを含

む)

・評価モデルが引き続き目的に適合したものであ

ることを確認するための統制(以下「モデルの検

証」という。)

・単価決定に関する統制および外部カストディア

ンとの確認

・基礎となるソースのシステムと減損モデルの間

でデータの管理・転送を行うITシステムに固有

の統制

・フロントオフィスが作成した評価を独立して検

証する統制

・新商品を承認する統制

金融商品のサンプルについて、私どもが実施した

手続には以下が含まれる。

・市場データが存在する金融商品についての価格

情報を独自に収集し、当該価格をグループの価

格と比較した。

・著しい差異があればその差異を評価した。

・特定のモデルに対する主要なインプットの検証

を含め、金融商品の公正価値を独自にモデル化

した。これには、市場データ提供者からの独立

したインプットを入手すること、および私ども

の独自の評価モデルを使用することが含まれ

る。私どもは、システム上のバイアスまたは誤

謬が明らかであるかどうかを評価するために適

宜、差異を検討した。

評価を裏付ける外部情報が限定的な場合、私ども

は、必ずしも直接比較可能なものとは限らない

が、適切な評価を示すと考えられる他の情報の入

手に努めた。例として、私どもは不適切な評価の

可能性を識別するために担保に関する論争につい

て検証した。
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ITシステムの運用および統制

グループは、取引の大部分の処理および記録につ

いて複雑なITシステムに大きく依拠している。私

どもが監査において依拠することを望んでいる主

要な財務上の統制の80％超がITシステムおよび自

動化された統制に関連しているため、私どもはこ

の領域を重点項目とした。

特に、すべての銀行に共通して、アプリケーショ

ンおよびデータの変更が適切に承認されているこ

との確認を目的としているため、テクノロジーへ

のアクセス権は重要である。スタッフがITシステ

ムへの適切なアクセス権を持ち、そのアクセスが

監視されていることを確認することは、アプリ

ケーションまたは基礎となるデータの変更の結果

として不正または誤謬が発生する可能性を低減さ

せる上で主要な統制である。

 

財務書類上の重要な残高について、私どもは、こ

れらの残高の発生および裏付けに使用されたビジ

ネス・プロセス、主要な統制およびITシステムに

関して理解を深めた。私どもは、関連するITシス

テムに対する主要な統制の整備状況を評価し、運

用状況の有効性テストを実施した。これには以下

の評価が含まれた。

・テクノロジーの統制環境：グループのテクノロ

ジー・チーム全体を通じた統制に対する意識の

監視および強化に用いられたガバナンスのプロ

セスおよび統制

・変更管理：システム内の機能性および設定の開

発、テストおよび変更の承認に用いられたプロ

セスおよび統制

・セキュリティ：職務分離を強化するため、また

はデータ変更が承認された方法を通じてのみ行

われるように設計されたアクセス・コントロー

ル

・システム開発：定義されたビジネス上のニーズ

に応じて新しいシステムが開発され、導入前に

適切にテストされていること、また、データが

網羅的かつ正確に変換され、転送されることを

確認するというプロジェクトの統制

・ITの運用：主要な運用に対する統制が必要な時

に行われ、また、発生する問題点があれば、適

切に管理されている。

テクノロジー・サービスが第三者によって提供さ

れる、対象範囲内のITの運用について、私どもは

以下の手続を実施した。

・統制の整備状況および運用状況の有効性に関す

る第三者の監査人から保証報告書を検討した。

・内部統制の整備状況および運用状況の有効性に

ついて自分たちでテストを行った。

私どもは、特定の計算の正確性および特定の報告

書の的確な作成を確認するために、また、特定の

自動化された統制およびテクノロジーに依拠した

マニュアル統制の的確な運用を評価するために、

主要なプログラムの運用についての独自のテスト

も実施した。

私どもは、変更管理およびセキュリティの統制の

整備状況および有効性についての一部の問題点に

気付いたが、その一部は長年にわたるものであ
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り、それを補完する統制テストおよび直接的なテ

ストの組み合わせにより、私どもの監査を裏付け

る十分な証拠が得られた。

業務上および評判上の問題、訴訟ならびに規制

措置(関連開示を含む)に関連した引当金、顧客

への払戻し、偶発債務

(連結財務書類注記28、注記29および注記31を

参照)

グループは、業務上および評判上の問題、訴訟な

らびに規制措置またはグループに重要な負債をも

たらす可能性のあるその他の問題に関連したリス

クにさらされている。

こうした潜在的な引当金および顧客への払戻しの

評価および測定にあたり、グループは、将来の財

務的結果の発生する可能性のある財務上の結果の

確率および見積りに関して、入手可能な情報に基

づき重要な判断を行う必要があることから、私ど

もはこの領域を重点項目とした。

引当金、顧客への払戻しおよび偶発債務の開示に

ついては、注記28、注記29および注記31を参照の

こと。

私どもは、業務上および評判上の問題、訴訟なら

びに規制措置に関連した引当金、顧客への払戻

し、偶発債務に対する主要な統制の整備状況を評

価し、運用状況の有効性テストを実施した。主要

な統制には以下が含まれる。

・業務上および評判上の問題、訴訟、規制措置お

よびその他の問題を対象とした報告書の作成お

よび監視に対する統制

・偶発損失および関連する会計上の影響を評価す

る会計上の判断に対する統制

・データの利用を管理するITシステムに固有の統

制

私どもは、グループの監査委員会、リスクおよび

コンプライアンス委員会ならびに取締役会の議事

録を閲覧するとともに、監査委員会ならびにリス

クおよびコンプライアンス委員会の会議に出席

し、関連規制当局との主要な文書のやりとりを考

察した。

私どもは、弁護士からの書状を入手し、進行中の

訴訟および規制上の問題を経営陣と協議した。私

どもはまた、関連文書を閲覧し、これらの諸問題

におけるグループの結論についての理解を深め

た。

私どもは、グループにとって重要な潜在的な財務

エクスポージャーの有無、当該エクスポージャー

が存在する場合に必要となる引当金または顧客へ

の払戻しの金額、および関連開示の適切性に関す

るグループの判断を検討した。

訴訟または規制措置による潜在的な財務上の影響

を、信頼性をもって見積ることができないとグ

ループが判断した場合、私どもはグループの結論

の妥当性および財務報告書における開示の適切性

を評価した。
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その他の情報

　取締役会は、その他の情報について責任を有する。その他の情報は、2017年9月30日に終了した事業年度の原文

のグル－プ年次報告書に含まれる「業績ハイライト」ならびにセクション1、2および4から構成されるが、財務報

告書およびそれに関する当監査人の報告書は含まない。

　財務報告書に関する私どもの意見は、上記のその他の情報を対象としていないため、私どもは、当該その他の情

報に対していかなる形式の保証の結論も表明しない。

　財務報告書の監査に関する私どもの責任は、上記で特定されたその他の情報を通読し、その過程で、当該その他

の情報が財務報告書または私どもが監査上入手した知識と著しく矛盾しているため重要な虚偽表示であると疑われ

るようなものがないかを検討することである。

　実施した手続に基づき、当該その他の情報に重要な虚偽表示があるとの結論に至った場合、私どもは、かかる事

実を報告する必要がある。この点に関し、私どもが報告すべきことはない。

 

財務報告書に対する取締役の責任

　親会社の取締役は、オーストラリアの会計基準および2001年会社法に準拠した真実かつ公正な概観を与える財務

報告書の作成について、ならびに真実かつ公正な概観を与え、不正または誤謬による重要な虚偽表示がない財務報

告書の作成に必要と取締役が判断した内部統制について責任を負っている。

　財務報告書の作成において、取締役会は、継続企業としてのグループの存続能力の評価、継続企業に関連する事

項の開示(該当する場合)および継続企業の前提による会計処理の実施に責任を有する。ただし、取締役会がグルー

プを清算または業務を停止する意思を有する場合、あるいはそうするより他に現実的な代替方法がない場合はこの

限りでない。

 

財務報告書の監査に対する監査人の責任

　私どもの目的は、全体としての財務報告書に不正または誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに関する合理

的な保証を得て、意見を含めた監査報告書を発行することにある。合理的な保証は、高い水準の保証であるが、

オーストラリア監査基準に準拠して実施された監査が、存在するすべての重要な虚偽表示を常に発見することを確

約するものではない。虚偽表示は、不正または誤謬から発生する可能性があり、個別にまたは集計すると、当該財

務報告書の利用者の経済的意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　財務書類の監査に対する私どもの責任については、オーストラリア監査・保証基準審議会のウェブサイト

(http://www.auasb.gov.au/auditors_responsibilities/ar1.pdf)に詳細な記述がある。この記述は、当監査人の

報告書の一部を成すものである。
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報酬報告書の監査についての報告書

報酬報告書に関する監査人の意見

　私どもは、2017年9月30日に終了した事業年度の原文のグループ年次報告書のセクション1にある報酬報告書を監

査した。

　私どもの意見では、ウエストパック・バンキング・コーポレーションの2017年9月30日に終了した事業年度に係

る報酬報告書は2001年会社法第300A条に準拠している。

 

責任

　親会社の取締役は、2001年会社法第300A条に準拠した報酬報告書の作成および表示についての責任を負ってい

る。私どもの責任は、私どもがオーストラリア監査基準に準拠して実施した監査に基づき、報酬報告書について意

見を表明することである。

 

 

 

プライスウォーターハウスクーパース

 

ロナ・マティス　　　　　　　　　　　　　　　アンドリュー・ウィルソン

パートナー　　　　　　　　　　　　　　　　　パートナー

 

シドニー

2017年11月6日
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Independent auditor’s report to the members of Westpac Banking Corporation
 
Report on the audit of the financial report
 
Our opinion

In our opinion the accompanying financial report of Westpac Banking Corporation (the Parent Entity) and its controlled
entities (together the Group) is in accordance with the Corporations Act 2001, including:

(a)　　giving a true and fair view of the Parent Entity’s and Group's financial positions as at 30 September 2017 and of their
financial performance for the year then ended

(b)　　complying with Australian Accounting Standards and the Corporations Regulations 2001.

What we have audited

The accompanying financial report comprises:

・　　the Consolidated and Parent Entity balance sheets as at 30 September 2017
・　　the Consolidated and Parent Entity income statements for the year then ended
・　　the Consolidated and Parent Entity statements of comprehensive income for the year then ended
・　　the Consolidated and Parent Entity statements of changes in equity for the year then ended
・　　the Consolidated and Parent Entity cash flow statements for the year then ended
・　　the notes to the financial statements, which include a summary of significant accounting policies
・　　the directors’ declaration.

 
Basis for opinion

We conducted our audit in accordance with Australian Auditing Standards. Our responsibilities under those standards are
further described in the Auditor’s responsibilities for the audit of the financial report section of our report.

We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion.

Independence

We are independent of the Group in accordance with the auditor independence requirements of the Corporations Act 2001 and
the ethical requirements of the Accounting Professional and Ethical Standards Board’s APES 110 Code of Ethics for
Professional Accountants (the Code) that are relevant to our audit of the financial report in Australia. We have also fulfilled
our other ethical responsibilities in accordance with the Code.

Our audit approach

An audit is designed to provide reasonable assurance about whether the financial report is free from material misstatement.
Misstatements may arise due to fraud or error. They are considered material if individually or in aggregate, they could
reasonably be expected to influence the economic decisions of users taken on the basis of the financial report.
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Materiality for the Group audit

・ For the purpose of our audit we used overall Group materiality of $531 million, which represents approximately
5% of the Group’s profit before tax.

・We applied this threshold, together with qualitative considerations, to determine the scope of our audit and the
nature, timing and extent of our audit procedures and to evaluate the effect of misstatements on the financial
report as a whole.

・We chose profit before tax because it is a key financial statement metric and, in our view, it is the benchmark
against which the performance of the Group is commonly measured.

・We utilised a 5% threshold based on our professional judgement, noting it is within the range of commonly
accepted profit-related thresholds.
　

Audit scope for the Group audit

・We focused our audit where the Group made significant judgements; for example, significant accounting
estimates involving assumptions and inherently uncertain future events.

・We tailored the scope of our audit to enable us to provide an opinion on the financial report as a whole, taking
into account the following factors: the geographic and management structure of the Group; the significance and
risk profile of each division within the Group; the Group’s accounting processes and controls; and the financial
services industry and broader economies in which the Group operates. We also ensured that the audit team
included the appropriate skills and competencies which are needed for the audit of a complex banking group.
This included industry expertise in consumer, business and institutional banking and wealth management
services, as well as specialists and experts in IT, actuarial, tax, treasury and valuation.

・We conducted an audit of the most financially significant operations, being the Consumer Bank, Business Bank
and Westpac Institutional Bank divisions. For the purpose of our audit, the Group’s treasury operations are
included in the Westpac Institutional Bank division, given the commonality in systems and controls. In addition,
we performed audit procedures over specified financial statement line items in relation to the Westpac New
Zealand, BT Financial Group (Australia) divisions and the Group Businesses.

・ Further audit procedures were performed over the remaining balances and the consolidation process, including
substantive and analytical procedures. The work carried out in these divisions, together with those additional
procedures performed at the Group level, gave us sufficient coverage to express an opinion on the financial
report as a whole.
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Key audit matters

Key audit matters are those matters that, in our professional judgement, were of most significance in our audit of the financial
report for the current period. The key audit matters were addressed in the context of our audit of the financial report as a whole,
and in forming our opinion thereon, and we do not provide a separate opinion on these matters. Further, any commentary on
the outcomes of a particular audit procedure is made in that context. The key audit matters identified below relate to both the
Parent Entity and Group audit.
 

Key audit matter How our audit addressed the key audit matter
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Provisions for impairment charges on loans

(Refer to Note 14 of the consolidated financial
statements)

We focused on this area because of the highly
subjective and complex judgements made by the Group
in determining the necessity for, and then estimating
the size of, impairment provisions against loans.

Provisions for impairment charges on loans that exceed
specific thresholds are individually assessed by the
Group with reference to the estimated future cash
repayments and proceeds from the realisation of
collateral held by the Group in respect of those loans.

If an individually assessed loan is not impaired, it is
included in a group of loans with similar risk
characteristics and, along with those loans below the
specific thresholds noted above, is collectively
assessed on a portfolio basis using internal models
developed by the Group.

Key elements in the provisioning for impairment
charges on loans include:

・ the identification of impaired loans, and the cash
flow forecasts (including the expected realisable
value of any collateral held) supporting the
calculation of individually assessed provisions;

・ the design of the impairment models used in the
collectively assessed provision calculations, and the
appropriateness of the key assumptions used in the
impairment models, including the emergence
periods (EP) for unidentified impairments, the
probabilities of default (PD) and the loss given
default (LGD) factors; and

・ the economic overlays added to the impairment
models’ calculations, to reflect emerging trends or
particular situations which are not otherwise
captured by the impairment models, such as the
current persisting downturn in asset value in single
industry towns and the mining sector.

Given the high level of subjectivity involved in
estimating loan impairment provisions, one of our areas
of audit focus is to consider whether the calculations
and underlying assumptions are consistent with those
applied in the previous year, or that any changes are
appropriate in the circumstances.

See Note 14 to the consolidated financial statements
which explains the critical accounting estimates and
assumptions in determining provisions for impairment
charges, including loss rates and emergence periods.

 

We assessed the design and tested the operating
effectiveness of key controls over the provisioning for
impairment charges on loans. Key controls included:

・ governance, including the continuous re-assessment
by the Group that the impairment models are
calibrated in a way which is appropriate for the
credit risks in the Group’s loan portfolios;

・ controls over timely identification of deterioration
in credit quality of individual loans;

・ controls inherent in the IT systems that manage and
transfer the data between underlying source systems
and the impairment models;

・ the review and approval process for the outputs of
the impairment models, and the adjustments and
economic overlays that are applied to the modelled
outputs.

For a sample of individually assessed provisions, our
work included:

・ considered the latest developments as known to the
Group in relation to the borrower and the basis of
measuring the impairment provision;

・ examined the forecast cash flows from the impaired
borrowers, as prepared by the Group, including the
key assumptions in relation to both the amount and
timing of recoveries; and

・ compared the valuation of collateral held to external
evidence (where available) and assessed whether
any independent expert advice was: (i) up to date;
(ii) consistent with the strategy being followed in
respect of the particular borrower; (iii) appropriate
for the purpose; and (iv) used in the impairment
calculations.

For the collectively assessed provisions which were
calculated using impairment models, our work
included:

・ for selected portfolios recalculated the collective
provision using the key assumptions in the model,
such as PDs and LGD;

・ performing analyses on key assumptions and
considering key ratios, including provision-to-loan
ratios at product and geographic levels; and

・ for a sample of collectively assessed provisions,
considered the latest financial information provided
to the Group in relation to the borrower as it relates
to the basis of measuring the impairment provision.

For economic overlays to model calculations, we
considered the potential for impairment to be affected
by events not captured by the Group’s models, and
assessed whether the economic overlays (for example,
in relation to single industry towns and the mining
sector) were appropriate.
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Valuation of financial instruments held at fair value

(Refer to Note 23 of the consolidated financial
statements)

Financial instruments held by the Group at fair value
include derivative assets and liabilities, trading
securities, available-for-sale securities, life insurance
assets and liabilities, various debt instruments and
some other assets and liabilities designated at fair
value.

The Group’s financial instruments are predominantly
valued using quoted market prices (‘Level 1’) or
market observable prices (‘Level 2’). The balances of ‘
Level 3’ or ‘hard to value’ instruments remained
similar to the prior year and significantly less than
Level 1 and Level 2 instruments.

There are two factors that led to our focus on this area.
First, the magnitude of financial instruments held at
fair value is material, being 15% of total assets and
11% of total liabilities. Second, judgement and inherent
complexity is involved in estimating the fair value of
financial instruments.

Particularly subjective aspects of the Level 2 valuation
process are the adjustments applied to the
uncollateralised derivative portfolio, such as credit and
debit valuation adjustments (CVA and DVA) and
funding valuation adjustments (FVA).

For CVA and DVA, the adjustments are sensitive to
factors such as expected future market volatility and
credit risks. For FVA, the adjustment is sensitive to
funding rates observed in market transactions, which
are difficult to isolate from other elements of pricing.

See Note 23 to the consolidated financial statements
which explains the ‘Levels’ and the valuation
techniques used.
　

We assessed the design and tested the operating
effectiveness of key controls over the valuation of
financial instruments held at fair value. Key controls
included:

・ governance mechanisms and monitoring over the
valuation processes, including over derivative
valuation adjustments;

・ controls to ensure valuation models remain fit-for-
purpose (‘model validation’);

・ unit pricing controls and confirmations with
external custodians;

・ controls inherent in the IT systems that manage and
transfer the data between underlying source systems
and the valuation models;

・ controls to independently validate valuations
produced by the front office; and

・ controls to approve new products.

For a sample of financial instruments, our work
included:

・ independently gathering pricing for instruments
where market data existed and comparing the prices
to the Group’s prices;

・ assessed any significant differences; and
・ independently modelled instruments fair value,

including testing key inputs to selected models. This
involved sourcing independent inputs from market
data providers, and using our valuation models. We
considered variances where appropriate to assess
whether a systemic bias or error was apparent.

 
In those instances where external information
supporting valuations was limited, we sought other
information which, while not always directly
comparable, might be indicative of appropriate
valuation. For example, we examined collateral
disputes to identify possibly inappropriate valuations.
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Operation of IT systems and controls

 
The Group is heavily dependent on complex IT
systems for the processing and recording of significant
volumes of transactions. We focused on this area
because over 80% of the key financial controls we seek
to rely on in our audit are related to IT systems and
automated controls.

In particular, in common with all banks, access rights
to technology are important because they are intended
to ensure that changes to applications and data are
appropriately authorised. Ensuring staff have
appropriate access to IT systems, and that access is
monitored, are key controls in mitigating the potential
for fraud or error as a result of a change to an
application or underlying data.

 
 

-For significant financial statement balances we
developed an understanding of the business processes,
key controls and IT systems used to generate and
support those balances. We assessed the design and
tested the operating effectiveness of the key controls
over the relevant IT systems. This involved assessing:

・ technology control environment: the governance
processes and controls used to monitor and enforce
control consciousness throughout the Group’s
technology teams;

・ change management: the processes and controls
used to develop, test and authorise changes to the
functionality and configurations within systems;

・ security: the access controls designed to enforce
segregation of duties or ensure that data is only
changed through authorised means;

・ system development: the project disciplines which
ensure that new systems are developed to meet a
defined business need, are appropriately tested
before implementation and that data is converted
and transferred completely and accurately; and

・IT operations: the controls over key operations occur
when they should and that any issues that arise are
managed appropriately.

For in-scope IT operations where technology services
are provided by a third party, we:

・ considered assurance reports from the third party’s
auditor on the design and operating effectiveness of
controls; and/or

・tested internal control design and operating
effectiveness ourselves.

We also carried out further independent tests of the
operation of key programs to establish the accuracy of
selected calculations, the correct generation of certain
reports, and to assess the correct operation of selected
automated controls and technology-dependent manual
controls.

While we noted some design and effectiveness issues
with the change management and security controls,
some of which are long-standing, the combination of
compensating control tests and direct tests gave us
sufficient evidence for our audit.
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Provisions, customer refunds and contingent liabilities
relating to operational and reputational matters,
litigation and regulatory actions including related
disclosures

(Refer to Note 28, Note 29 and Note 31 of the
consolidated financial statements)

 
The Group is exposed to risk related to operational and
reputational matters, litigation and regulatory actions or
other matters which could give rise to significant
liabilities for the Group.

We focused on this area because in assessing and
measuring such potential provisions and customer
refunds the Group is required to make significant
judgements based on available information in relation
to the probability and estimation of potential future
financial outcomes. These outcomes may be dependent
on legal and regulatory processes.

See Note 28, Note 29 and Note 31 for disclosure of
provisions, customer refunds and contingent liabilities.

We assessed the design and tested the operating
effectiveness of key controls over provisions, customer
refunds and contingent liabilities relating to operational
and reputational matters, litigation and regulatory
actions. The key controls included:

・ controls over compilation and monitoring of reports
covering operational and reputational matters,
litigation, regulatory actions and other matters;

・ controls over accounting judgments to assess loss
contingencies and the related accounting impacts;
and

・ controls inherent in the IT systems that manage the
data utilised.

We read the minutes of the Group’s Audit Committee,
Risk and Compliance Committee and Board of
Directors, attended the Audit Committee and Risk and
Compliance Committee meetings and considered key
correspondence with relevant regulatory bodies.

We obtained solicitor letters and discussed ongoing
legal and regulatory matters with management. We
also obtained access to relevant documents to develop
our understanding of the Group’s conclusions in these
matters.

We considered the Group’s judgement as to whether
there is a potential material financial exposure for the
Group and if so the amount of any provision or
customer refund required and the adequacy of related
disclosures.

Where the Group determined they were unable to
reliably estimate the possible financial impact of a
legal or regulatory action, we assessed the
appropriateness of their conclusion and disclosure
within the financial report.
　

 

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

536/538



Other information

The directors are responsible for the other information. The other information comprises the Performance Highlights and
Sections 1, 2 and 4 included in the Group’s annual report for the year ended 30 September 2017 but does not include the
financial report and our auditor’s report thereon.

Our opinion on the financial report does not cover the other information and accordingly we do not express any form of
assurance conclusion thereon.

In connection with our audit of the financial report, our responsibility is to read the other information identified above and, in
doing so, consider whether the other information is materially inconsistent with the financial report or our knowledge obtained
in the audit, or otherwise appears to be materially misstated.

If, based on the work we have performed, we conclude that there is a material misstatement of this other information, we are
required to report that fact. We have nothing to report in this regard.

Responsibilities of the directors for the financial report

The directors of the Parent Entity are responsible for the preparation of the financial report that gives a true and fair view in
accordance with Australian Accounting Standards and the Corporations Act 2001 and for such internal control as the directors
determine is necessary to enable the preparation of the financial report that gives a true and fair view and is free from material
misstatement, whether due to fraud or error.

In preparing the financial report, the directors are responsible for assessing the ability of the Group to continue as a going
concern, disclosing, as applicable, matters related to going concern and using the going concern basis of accounting unless the
directors either intend to liquidate the Group or to cease operations, or have no realistic alternative but to do so.

Auditor’s responsibilities for the audit of the financial report

Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the financial report as a whole is free from material
misstatement, whether due to fraud or error, and to issue an auditor’s report that includes our opinion. Reasonable assurance is
a high level of assurance, but is not a guarantee that an audit conducted in accordance with the Australian Auditing Standards
will always detect a material misstatement when it exists. Misstatements can arise from fraud or error and are considered
material if, individually or in the aggregate, they could reasonably be expected to influence the economic decisions of users
taken on the basis of the financial report.

A further description of our responsibilities for the audit of the financial report is located at the Auditing and Assurance
Standards Board website at: http://www.auasb.gov.au/auditors_responsibilities/ar1.pdf . This description forms part of our
auditor's report.

EDINET提出書類

ウエストパック・バンキング・コーポレーション(E05759)

有価証券報告書

537/538



Report on the Remuneration Report

Our opinion on the Remuneration Report

We have audited the Remuneration Report included in Section 1 of the Group’s annual report for the year ended 30 September
2017.

In our opinion, the Remuneration Report of Westpac Banking Corporation for the year ended 30 September 2017 complies
with section 300A of the Corporations Act 2001.

Responsibilities

The directors of the Parent Entity are responsible for the preparation and presentation of the Remuneration Report in
accordance with section 300A of the Corporations Act 2001. Our responsibility is to express an opinion on the Remuneration
Report, based on our audit conducted in accordance with Australian Auditing Standards.

 

PricewaterhouseCoopers

  

Lona Mathis Andrew Wilson

Partner

 

Partner

Sydney

6 November 2017

 

 
 

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本書提出会社が別途保管しております。
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